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高速炉の安全要件の国際標準化に関する検討 
 

日本原子力研究開発機構 

次世代原子力システム研究開発部門 

FBR 安全ユニット 

 

（2011 年 6 月 30 日受理） 

 

日本原子力研究開発機構(JAEA)では、日本原子力発電株式会社(JAPC)及び三菱 FBR システ

ムズ株式会社(MFBR)と共同で、「高速増殖炉サイクル実用化研究開発（FaCT プロジェクト）」

を進めており、アドバンストループ型のナトリウム冷却大型炉（JSFR：Japan Sodium-cooled 

Fast Reactor）の研究開発を行っている。 

高速炉の国際展開を図るには、高速炉に関するハードウェア技術（原子炉プラント）とソ

フトウェア技術（安全指針類）をセットにして、欧米をはじめとする高速炉の導入国に提示

することが重要である。そのためには、JSFR に適合し、かつ、日米欧その他各国の安全規制

に調和する合理的な安全指針類が整備されることが必要である。 

本検討では、まず、ナトリウム冷却高速炉に係る国内外の安全指針体系の動向を調査し、

記載されている安全要件の比較検討を行った。その調査結果に基づき、将来の高速炉に適用

されるべき安全要件を検討して第 1 次素案を取りまとめ、今後の整備と国際展開に向けたア

プローチを提示した。 
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Japan Atomic Energy Agency (JAEA) is conducting the FaCT (Fast Reactor Cycle Technology 

Development) project in cooperation with Japan Atomic Power Company (JAPC) and Mitsubishi 

FBR systems inc. (MFBR), where an advanced loop-type fast reactor named JSFR (Japan 

Sodium-cooled Fast Reactor) is being developed.   

It is important to develop software technologies (a safety guideline, safety design criteria, safety 

design standards etc.) of FBRs as well as hardware ones (a reactor plant itself) in order to address 

prospective worldwide utilization of FBR technology.  Therefore, it is expected to establish a 

rational safety guideline applicable to the JSFR and harmonized with national nuclear-safety 

regulations as well, including Japan, the United States and the European Union.   

This report presents domestic and international status of safety guideline development for 

sodium-cooled fast reactors (SFRs), results of comparative study for safety requirements provided in 

existing documents and a proposal for safety requirements of future SFRs with a roadmap for their 

refinement and worldwide utilization.   
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1 序論 

FBR サイクル実用化研究開発（FaCT）では、将来の基幹電源としての経済性を確保できるよう、

電気出力 150 万 kWe 規模で建設コストの低減を実現できるナトリウム冷却大型炉（JSFR：Japan 

Sodium-cooled Fast Reactor）の研究開発を進めている 1)。この FaCT の推進と並行し、日仏米三カ

国協力等、FBR サイクル技術の研究開発に係る国際協力が行われており、その進め方に関して、

我が国は FBR サイクル研究開発について諸外国と目標を共有することを目指すこと、及び我が国

の技術が世界標準となることを目指すこと等の基本的な考え方が示されている 2)。一方、国際動

向として、IAEA の INSAG（International Nuclear Safety Advisory Group）は、原子力発電導入の意

向を示している開発途上国や原子力発電技術の供給国に対し、導入計画の早期段階での安全に関

するインフラ整備（安全規制制度の確立、人材開発等）の重要性を論じている 3)。このような国

内外の動向に鑑みると、高速炉の国際展開を図るには、高速炉に関するハードウェア技術（炉心・

プラント）とソフトウェア技術（ハードウェアの安全審査に必要な安全指針類）をセットにして、

欧米をはじめとする高速炉の導入国に提示することが重要である。 

独立行政法人日本原子力研究開発機構では、高速炉の国際展開に資することを目的として、革

新技術を採用した高速炉である JSFR に適合し、かつ海外主要国の安全規制にも調和する国際標

準的な安全要件の整備について検討を行っている。JSFR については、2025 年頃の実証炉の運転

開始を経て、2050 年頃までに商用ベースでの導入を目指すとしたロードマップが示されている 2)。

このロードマップに基づけば、2020 年頃までに実証炉の安全審査が開始されることとなる。また、

JSFR には多数の革新的な技術が採用されることから、実証炉の安全審査に向けて、原型炉「もん

じゅ」に適用された安全指針の見直しが行われるとともに、安全確保の国際的協調の観点から、

海外主要国の安全審査で考慮されている安全要件が取り入れられる可能性も考えられる。そこで

本調査研究では、安全指針体系の動向及び国内外の安全指針類に記載された安全要件の調査を行

った。その調査結果に基づき、安全指針の国際標準の観点から考慮すべき安全要件を検討し、第

1 次素案を取りまとめた。最後に、国際標準化に向けたアプローチを取りまとめた*。 

 

*本報告書は 2011 年 2 月末時点での知見をまとめたものである。 
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2 国内外の動向の調査 

2.1 国内の安全指針体系 

高速炉の安全審査指針の基本的な方針は、昭和 55 年 11 月に「高速増殖炉の安全性の評価の考

え方」により示された。その中では、原子力安全委員会が決定した安全審査指針のうち、「原子炉

立地審査指針及びその適用に関する判断のめやすについて」、「プルトニウムを燃料とする原子炉

の立地評価上必要なプルトニウムに関するめやす線量について」、「発電用原子炉施設の安全解析

に関する気象指針」については、高速増殖炉にそのまま適用されるものとされた。また、発電用

軽水型原子炉施設を対象とした「発電用軽水型原子炉施設に関する安全設計審査指針」、「発電用

軽水型原子炉施設の安全評価に関する審査指針」、「発電用原子炉施設に関する耐震設計審査指針」

を参考にすべきとしつつ、高速増殖炉に特徴的な面に関しては「高速増殖炉の安全性の評価の考

え方」の別紙にその考え方が示されている。「もんじゅ」2 次系ナトリウム漏えい事故を受けて、

平成 12 年 10 月に多尐解説が付与されているが、本文の変更はない。 

発電用軽水型原子炉施設においては基本的な指針類及び補完的な指針類は必要に応じて対応す

る形で整備されてきた。現行指針類には、図 2.1 に示すように基本的なものから詳細なものまで

混在している。原子力安全委員会の原子力安全基準専門部会では、指針体系の見直しが必要とし

て安全審査指針類の体系化が検討された 4)。審議の結果、指針類の体系化の方向性は、①基本的

な安全確保の考え方の整理、②指針類の用途・内容に応じた区分・階層化、③指針類の品質維持、

向上、④民間基準等の活用、⑤指針類の充実 の 5 つの観点でまとめられた。指針類の区分と階

層化の考え方に従い、整理された指針体系を図 2.2 に示す。この指針類の体系化に関連し、原子

力安全基準・指針専門部会の体系化検討小委員会では、現行の安全審査指針類には必ずしも書か

れていない基本的な安全確保の考え方の策定が検討された 5)。そのまとめとして、平成 22 年 12

月 2 日に原子力安全の基本原則を明示した文書を策定するとした当面の施策の基本方針が原子力

安全委員会によって決定された 6)。また、この基本方針の中で、発電用軽水型原子炉施設につい

て、合理的に実行可能な限り周辺公衆に対する著しい放尃線被ばくのリスクを低減することを明

確かつ体系的に求めるべく、シビアアクシデント対策の一層の充実を目指した方策を検討すると

している。高速炉の指針体系の構築においては、軽水炉の指針類との整合性を取る必要があるこ

とから、これらの指針体系構築の考え方は参考にできる。 

近年になって、「リスク情報を活用した原子力安全規制の導入の基本方針について」（平成 15

年 11 月）の趣旨に沿って、原子力安全委員会「リスク情報を活用した安全規制の導入に関するタ

スクフォース」ではリスク情報の活用が検討された 7)。その中では、現行の深層防護の考え方に

基づく決定論的手法を基本的に堅持しつつ、リスク情報を補完的に活用することにより、規制活

動・自主保安活動等を高度化していくことを基本とすることが妥当であるとの見解が示された。

また、導入の効果・安全目標の確立やリスク評価技術の進展あるいは試行の進捗状況を考慮して、

段階的導入を進めていくことが適切であるとの見解も示された。これらの動向も参考にしつつ、

高速炉の安全指針体系を検討していく必要がある。 

 

2.2 海外の安全指針体系 

米国の原子炉施設に関する指針体系は、原子力法（AEA: Atomic Energy Act）を頂点に、連邦規

則（CFR: Code of Federal Regulation）、通達（Fedral Register 等）、規制指針（Reguratory Guide）、

標準審査指針（SRP: Standard Review Plan）等で構成されている。米国の指針体系を図 2.3 に示す。

この指針体系の中で、原子炉施設の許認可プロセスが連邦規則 10 CFR Part 50（Domestic Licensing 

of Production and Utilization Facilities）及び 10 CFR Part 52（Licenses, Certifications, and Approvals for 
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Nuclear Power Plants）に定められている。10 CFR Part 50 は、原子炉施設の建設許可（Construction 

Permit）と運転許可（Operating License）から成る二段階規制を規定したものであり、この規則に

基づき、米国 NRC（Nuclear regulatory Commission）は原子炉施設の建設前と運転前のそれぞれの

段階で安全審査を行うとされていたが、1989 年、運転開始までの許認可プロセスの簡素化を目的

に 10 CFR Part 52 が制定され、従来は段階的に行われていた建設許可と運転許可の一括許認可

（COL: Combined License）が可能になった 8)。また、10 CFR Part 52 では、標準設計認証（SDC: 

Standard Design Certification）と早期立地許可（ESP: Early Site Permit）が新たに制度化され、COL

の際に SDC（申請者: 原子炉メーカ、有効期限: 15 年間）と ESP（申請者: 原子炉設置者、有効期

限: 10～20 年間）を参照することで、SDC と ESP の許可範囲の審査を省略可能としている。COL, 

SDC 及び ESP の関係を図 2.4 に示す。SDC については、AP600, AP1000, SYSTEM 80+（以上、ウ

ェスチングハウス社）及び ABWR（ゼネラル･エレクトリック社）が NRC の許可を取得済みであ

り、ESBWR（GE 日立ニュークリア･エナジー社）, US-APWR（三菱重工業）及び EPR（アレバ

社）が現在審査中（2010 年 12 月現在）である 9)。ESP については、2007 年 3 月、エクセロン社

のクリントン発電所が NRC に許可された最初の事例である 10)。 

NRC は、許認可申請に対する審査の手引きとなる標準審査指針（SRP: Standard Review Plan）を

定めている。SRP には、原子炉施設だけでなく燃料サイクル施設や燃料製造施設等の許認可申請

を審査する際の手引きを含む多数のドキュメントが存在するが、発電用軽水炉施設の建設許可や

運転許可の申請時、あるいは COL の申請時に提出される安全解析書に対する審査の手引きについ

ては、NUREG-0800（Standard Review Plan for the Review of Safety Analysis Reports for Nuclear Power 

Plants: LWR Edition）として公表されている 11)。NUREG-0800 では、安全解析書の審査基準等がま

とめられており、その中で、10 CFR 50 Appendix A General Design Criteria（GDC）が引用されてい

る。GDC は原子炉施設の基本設計における要求事頄を定めたものであり、日本の「発電用軽水型

原子炉施設に関する安全設計審査指針」に相当する。ただし、GDC は軽水炉施設への適用のため

に整備されたものであることから、高速増殖原型炉 CRBR（Clinch River Breeder Reactor）の安全

審査及び実証炉 PRISM（Power Reactor Innovative Small Module）の申請前審査においては、ナト

リウム冷却型高速炉への適用の観点から個別のクライテリアに対する修正や安全要求の追加が行

われた。すなわち、高速炉に関しては、一般的な安全指針は未整備であった。一方、民間側の動

向として、米国原子力学会（ANS: American Nuclear Society）では、液体金属冷却高速炉の商用化

に向けてプラント設計に関する一般的な指針が必要であるとの認識の下、1975 年頃から高速炉に

関する安全設計基準の検討が行われ、「ANSI/ANS-54.1-1989: General Safety Design Criteria for A 

Liquid Metal Reactor Nuclear Power Plant」として出版されていた 12)。この基準は、GDC をベース

に高速炉に対しても共通の個所はそのままとし、高速炉に固有の特徴を反映すべき個所に対して

は記述の変更や追加を行うことにより作成されたものである。ANSI/ANS-54.1-1989 は 1999 年か

ら絶版となっていたが、最近、ANS において改訂作業が進められており、今後再出版されるもの

と考えられる 13)。 

最近、NRC は、2011 米国会計年度（2010 年 10 月～2011 年 9 月）の早期に原子炉メーカ各社か

ら小型モジュール炉の許認可申請が行われる可能性があるとして、小型モジュール炉の許認可に

関する政策課題をまとめた論説（Commission Papers, 通称 SECY）を公表している 14)。小型モジ

ュール炉は送電網から外れた遠隔地の電力源として注目されており、現在、PBMR（Pebble Bed 

Modular Reacor）、IRIS（International Reactor Innovative and Secure）、NuScale 炉、mPower 炉、4S

炉（Super-Safe, Small and Simple Reactor）及び PRISM 等が開発中とされる。これらの小型モジュ

ール炉の多くは、冷却材にヘリウムガスや液体金属を用いた非軽水炉である。NRC は、公表した

論説の中で、小型モジュール炉の設計要求に関する重要な問題として、新型炉のための深層防護

哲学（Defense-in-Depth Philosophy）の履行を挙げ、小型モジュール炉の安全審査に向けて、特に

非軽水炉の審査に適した安全指針の整備が必要になるであろうとの見解を示している。また、

NRC は小型モジュール炉の許認可に関する政策課題の解決策あるいは解決の方向性を提案する
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予定であることを表明している。これらのことから、今後、ナトリウム冷却型高速炉をはじめと

する非軽水炉に共通の許認可要件が示される可能性があり、その動向についても注目していく必

要がある。 

欧州では、1999 年、欧州連合（EU: European Union）内で原子力施設を有する 10 カ国（現在は

17 カ国）の規制機関の代表で構成される西欧原子力規制者連合（WENRA: Western European 

Nuclear Regulators’Association）が発足し、原子力安全と規制に関する共通化に向けた検討が行わ

れている。2006 年には、「Harmonization of Reactor Safety in WENRA Countries」が公表（2007 年改

訂）され、その中で、WENRA に加盟している原子力規制機関は、2010 年までに、IAEA 安全基

準（IAEA Safety Standards for Protecting People and the Environment）に基づき定められた安全参照

レベル（Reference levels）を用いて、加盟各国の安全規制体系の改善と調和（Harmonization）を

図ること等が表明された 15)。また、WENRA の RHWG（Reactor Harmonization Working Group）は、

新型炉に対する安全目標として、1) 早期または大量の放尃性物質の放出に至るような炉心溶融事

故を実質的に回避（Practically eliminated）すること、2) 実質的に回避できない炉心溶融事故につ

いては最小限の敷地外対応（原子炉施設近隣の公衆の緊急退避等）で済むように設計対応を行う

ことを提案している 16)。この提案は、従来、設計基準外事象であり、それゆえ一般的には規制対

象外、あるいはアクシデントマネージメントの範疇で取扱われてきたシビアアクシデントについ

て、その発生防止と影響緩和を目的した設計対応を安全規制の中で陽に位置付ける考え方として

注目される。 

上記のような各国における動向と並行し、安全規制の国際共通化を図るための多国間の活動が

行われている。IAEA の原子力安全基準委員会（NUSSC: Nuclear Safety Standards Committee）では、

IAEA 安全基準文書の一つであり、原子力発電所の設計における安全要求をまとめた「Safety of 

Nuclear Power Plants: Design (Safety Standards Series No. NS-R-1 issued in 2000)」（DS 414）の改訂作

業が進められている。DS 414 は、事故の発生防止とその影響の緩和のための主要な手段は「深層

防護」の実行であるとし、「シビアアクシデントに伴う影響の管理と緩和を達成することで、封じ

込め機能を防護すること」を第 4 レベルの深層防護の最も重要な目的としている。 

米国の提唱により、第 4 世代原子力システムの研究開発に関する国際協力の枠組みとして 1999

年に発足し、現在、日本を含む 13 カ国が参加している GIF（Generation IV International Forum）の

RSWG（Risk and Safety Working Group）では、次世代炉において目標とする安全性を確保するた

めに必要な機能は、追加されるもの（added-on）ではなく、最初から備えられるべきもの（built-in）

とした安全確保の考え方が示されている 17)。これは、シビアアクシデント対策をアクシデントマ

ネージメント策の範疇ではなく、基本設計の段階から取り入れるべきとする考え方に繋がるもの

と解釈できる。 

新型炉の安全審査を担う規制当局のリソースや知見を有効活用するための革新的アプローチの

開発を目的として 2005 年に提案され、現在、日本を含む 10 カ国の規制当局が参加している多国

間設計評価プログラム（MDEP: Multinational Design Evaluation Programme）では、各国の規制当局

の経験や知識を共有するとともに、規制要件や規格基準の調和を促進すべき課題として、ベンダ

ー検査制度（共通の品質要求に基づく多国間の検査制度）、機器の規格基準、デジタル I&C

（Instrumentation and Control）に関する安全要求が議論されている 18)。また、MDEP 内に組織され

た EPR 特定設計ワーキンググループでは、シビアアクシデント対策に関する規制要件について格

納容器設計を中心に検討が行われている。その他の注目すべき MDEP の活動として、新型炉に対

する高位の安全目標（High Level Safety Goals）が提案されている 19)。この安全目標の中で、事故

による大規模な敷地放出を実行可能な範囲で稀にすべきこと（Large offsite releases due to accidents, 

shoud be as infrequent as practical.）、起こり得る敷地外放出に対して限定的な敷地外緊急時対応だ

けで済むようにすべきこと（Any offsite releases that could occur should only require limited offsite 

emergency response.）が唱えられている。MDEP での議論は IAEA をはじめとした国際機関と密接
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な連携を図りながら進められているため、今後の議論によって導かれた共通認識が IAEA の安全

基準等に反映される可能性がある。 

以上に述べた国際的な議論の動向は、新型炉に対して既存の原子炉よりも高いレベルの安全性

を求めている点で共通していると考えられ、高速炉の安全指針を検討する上でも配慮すべきもの

である。 

 

2.3 許認可における炉心崩壊事故 

ナトリウム冷却炉は開発段階にあるが、その開発の歴史は古く、これまでに以下に示す実験炉

及び原型炉を中心に各国で許認可がなされてきた。 

日本：常陽、もんじゅ 

米国： FFTF、CRBR、PRISM（予備審査） 

フランス：フェニックス、スーパーフェニックス 

ドイツ：KNK-II、SNR-300 

これらの許認可では、いわゆる炉心崩壊事故（CDA: Core Disruptive Accident）による機械的エ

ネルギーの発生とその格納性が何らかの形で審査されてきた。 

1990 年代以降、受動安全によって炉心損傷の発生可能性をさらに低減する設計が着目されるよ

うになり、米国では PRISM 等受動安全性を高めた設計の予備審査が行われた。しかし、NRC は

受動安全のみによって CDA を許認可から排除可能との判断には至っておらず、PRISM の予備審

査においては、CDA による機械的エネルギーの格納性の評価が求められた。 

将来の FBR の許認可においても、引き続き、CDA をどのように位置づけるべきか、どのよう

な設計対策をとるべきか、どのような評価を行うべきかが重要な問題となると考えられる。 
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3 主要国の安全要求の調査 

3.1 安全設計要求及び事象区分の調査 

3.1.1 主要国の安全設計要求及び事象区分 

高速炉に関する安全指針の国際標準化を視野に、高速炉の特徴を踏まえつつ国内外の安全要求

を包含する安全要件案を検討するため、日本、米国及び欧州の安全設計要求（一般安全設計指針

等）を比較し、安全要件案の作成において検討すべき安全要求を抽出することとした。調査対象

とした資料の概要を以下に示す。 

(1) 日本の調査資料 

1) 発電用軽水型原子炉施設に関する安全設計審査指針 

昭和 45 年 4 月、原子力委員会は、軽水動力炉の安全審査上の重要な事頄を集約した「軽

水炉についての安全設計に関する審査指針について」を策定した。その後、発電用軽水炉

に関する知見や経験の蓄積などを背景に指針の見直しが重ねられ、現在、発電用軽水炉の

安全審査で安全設計の妥当性を判断する際の基礎を示すことを目的とした「発電用軽水型

原子炉施設に関する安全設計審査指針」（平成 2 年 8 月 原子力安全委員会決定）として定

められている 20)。本指針では、原子炉施設全般並びに安全機器及び要素の安全設計におけ

る基本的な要求が 59 頄目にわたって示されている。また、本指針には、指針運用上の留意

事頄や指針本文の解釈等を掲げた解説が盛り込まれている。 

2) 「もんじゅ」の安全設計方針 

高速増殖原型炉「もんじゅ」は、昭和 55 年 12 月の原子炉設置許可申請、昭和 58 年 5 月

の原子炉設置許可を経て、平成 6 年 4 月に初臨界を達成した液体金属冷却型高速炉（電気

出力 28 万 kW）である。「もんじゅ」の原子炉設置許可申請にあたって、申請者である旧動

力炉・核燃料開発事業団は、「発電用軽水型原子炉施設に関する安全設計審査指針」を参考

にしつつ、原子力安全委員会が決定した「高速増殖炉の安全性の評価の考え方」21)に基づ

き、「液体金属冷却型高速増殖炉施設の安全設計方針」を作成し、これに適合する安全設計

を行うこととした 22)。 

「高速増殖炉の安全性の評価の考え方」の別紙「液体金属冷却高速増殖炉（LMFBR）の

安全設計と安全評価について」の「II. LMFBR の安全評価について」（5）頄では、「事故」

より更に発生頻度は低いが結果が重大であると想定される事象（通称、(5)頄事象）につい

ては、「LMFBR の運転実績が僅小であることに鑑み、その起因となる事象とこれに続く事

象経過に対する防止対策との関連において十分に評価を行い、放尃性物質の放散が適切に

抑制されることを確認する」としている。この考え方に従い、「もんじゅ」の安全審査では、

(5)頄事象として「局所的燃料破損事象」、「１次主冷却系配管大口径破損事象」及び「反応

度抑制機能喪失事象」を評価され、安全評価の中で陽に設計基準外事象が取り扱われた。 

3) 高速増殖実証炉（電力実証炉）の安全設計方針 

高速増殖実証炉（電力実証炉）の設計は、原子力委員会が昭和 57 年に決定した「原子力

の研究、開発及び利用に関する長期計画」において、実証炉の建設・運転については国の

支援の下に電気事業者が積極的役割を果たすことを期待するとした方針が示されたことを

受けて、日本原子力発電株式会社を中心に進められた。さらに、1994 年、電気事業連合会

において、設計研究の成果を基に、実証炉の基本仕様（電気出力約 66 万 kW）が決定され

た。 
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電力実証炉の設計が行われた当時、1990 年代後半から 2000 年代初頭の着工を目標とした

実証炉 1 号の安全審査のための指針の整備が緊急の課題となり、財団法人原子力安全研究

協会（以下、原安協）において、旧科学技術庁からの委託研究として、高速増殖炉の安全

基準に関する調査（平成 3 年度～平成 8 年度）が行われた。この調査にあたって原安協内

に設置された高速炉安全基準調査専門委員会では、安全上重要と考えられる構造物、系統

及び機器の設計基準に係る適用事例（一般安全設計方針に対する炉心設計等の適合性）、安

全評価のための設計基準事象の選定及び判断基準、並びに設計基準外事象の取扱い等が検

討された。また、これらの検討結果を基に、「高速増殖炉の安全設計方針」、「高速増殖炉の

安全評価方針」及び「高速増殖炉の安全機能の重要度分類に関する方針」が作成された 23)。 

「高速増殖炉の安全設計方針」は本文とその解説から構成され、本文については、「もん

じゅ」の安全設計方針等を参考に、安全上重要と考えられる構造物等に対する基本的な安

全要求が記載されている。また、解説では、本文の意味及び解釈を明確にするため、各々

の安全要求の根底にある考え方等が記載されている。主な特徴は、「事故」を「事故」と「稀

有事故」に２分類にしていること、設計基準外事象ではあるものの「付加的限界事象」と

いう設計要求が記載されていることである。ここで、「稀有事故」については、「『事故』を

超える異常な状態であって、発生する頻度は稀であるが、発生した場合は炉心の損傷とそ

れに伴う原子炉施設からの放尃性物質の放出の可能性があり、高速増殖炉の安全設計上の

特徴と事象進展に対する影響緩和機能との関連により、原子炉施設の安全設計の観点から

想定されるものをいう」と定義されている。「付加的限界事象」は、「『稀有事故』を超える

過酷な状態であって、発生する頻度はさらに低く、技術的見地からは起こるとは考えられ

ないが、結果が重大であると想定される事象であり、炉心の著しい損傷に至る事象につい

て原子炉施設からの放尃性物質の大量の放散が適切に抑制されることを評価するために想

定する必要があるものと定義されている。ただし、「付加的限界事象」は FBR が研究開発

段階にあることと炉心損傷の厳しさを考慮した暫定的な位置付けの事象とされており、将

来的に FBR の研究開発と運転経験が蓄積された段階で、現行の軽水炉指針と同様、安全規

制の対象外とする選択肢があり得ることを示唆していた。 

(2) 米国の調査資料 

1) CRBR の安全評価報告書 

CRBR（Clinch River Breeder Reactor）は、EBR 等の高速実験炉に続く米国で最初の原型炉

として、1972 年から建設計画が開始されたナトリウム冷却高速炉（38 万 kWe、ループ型）

である。1975 年、DOE を中心とした開発主体により建設許可の申請が行われ、1982 年に

はサイト準備工事（Site preparation work）が NRC から許可される至ったが、1983 年、米国

議会において、開発コストの増加等を理由に予算措置が否決され、建設計画が事実上中止

となった。建設許可申請に対する安全審査の結果については、安全評価報告書

（NUREG-0968）にまとめられている 24)。 

NRC は、CRBR の安全審査の実施にあたって、GDC を基本としつつ CRBR の特徴を反映

した設計基準（PDC: Principal Design Criteria）を整備しており、その内容が NUREG-0968

の第 3 章「構造、系統及び機器に関する設計基準」にまとめられている。CRBR の PDC で

は、1) 軽水炉施設と類似の構造、系統及び機器（SSC: Structures, Systems and Components）

に対する安全要求には軽水炉と同等以上の保守性を持たせること、2) CRBR に固有の SSC

に関する安全要求については、SSC の安全上の重要度（Importance to safety）に合致させる

とともに、軽水炉で一般的に用いられている安全アプローチと同等以上の保守性を反映す

ること、3)CDA を設計基準から除外するために CDA の可能性を十分に低くすることが基

本的な考え方となっている。ただし、PDC に高い保守性を持たせることで CDA を設計基

準から除外できるとしながら、軽水炉と液体金属高速炉では運転経験が異なることから、
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さらなる安全裕度を求めて CDA の評価が行われ、その結果、CDA の影響に対応するには、

機械的側面と熱的側面の両面で設計裕度の追加が必要とされた。 

2) PRISM の申請前安全評価報告書 

PRISM（Power Reactor Innovative Small Module）は、1980 年代から米国 GE 社を中心に開

発が進められたプール型ナトリウム冷却高速炉であり、1983 年の CRBR の建設計画中止以

降、米国エネルギー省（DOE: Department of Energy）が推進した革新型液体金属高速炉

（ALMR: Advanced Liquid Metal Reactor）計画における有力な候補概念に選定された（ただ

し、1995 年度以降、ALMR 計画の予算措置は停止中）。また、1990 年代初頭には、PRISM

の設計概念に対し、NRC による予備審査（申請前審査）が行われ、その結果が予備審査報

告書（NUREG-1368）にまめられた 25)。予備審査が行われた標準プラントは、原子炉 3 基

（1 基当たりの熱出力約 47 万 kW）を 1 台の蒸気タービン発電機（発電容量約 47 万 kW）

に接続したパワーブロック 3 つによって構成される。原子炉炉心は、金属燃料の受動的な

反応度フィードバック特性を生かし、設計基準のあらゆる過渡に対して負の反応度係数を

与えるように設計がなされた。また、原子炉容器外側のガードベッセルの自然通風冷却に

より、異常時の炉心冷却を受動的に達成する崩壊熱除去システム（RVACS: Reactor Vessel 

Auxiliary Cooling System）を有する。 

PRISM の予備審査にあたって、NRC は GDC を審査の枠組みとし、その適用性について

検討を行った。その結果、GDC に記載された 55 頄目の指針が、そのまま適用可能な指針

27 頄目、適用にあたって修正が必要な指針 26 頄目及び適用不可能な指針 2 頄目に分類され

るとともに、新たに追加すべき安全要求が提案された。なお、PRISM ではナトリウム沸騰

や炉心溶融を考慮する必要はないとした申請者側の主張に対し、NRC は、PRISM が尐なく

とも軽水炉と同レベルの安全性を有することの判断の観点から、ATWS をはじめとした設

計基準事象の上限であろう限界事象による影響を考慮すべきとの立場を示し、GDC には明

示されていない限界事象の安全評価を要求した。 

3) ABTR の予備的安全評価報告書（ANL レポート） 

ABTR（Advanced Burner Test Reactor）は、DOE の先進的燃料サイクルイニシアチブ（AFCI: 

Advanced Fuel Cycle Initiative）の下、現在、ANL を中心に開発が進められているナトリウ

ム冷却方式（プール型、電気出力 9.5 万 kW）の TRU 燃焼炉である 26)。 

ANL では、ABTR の予備的な安全評価の実施にあたって、GDC、ANSI/ANS 54.1 及び NRC

による規制の対象外となっている研究炉等のために DOE が整備した安全設計指針の比較

が行われた 27)。また、ナトリウム冷却炉に共通の安全要求と修正が必要な安全要求等に分

類された 28)。なお、修正が必要な安全要求に対しては、修正（ナトリウム冷却炉の特性を

反映した記載への書き換え）の考え方が提示されている。 

(3) 欧州の調査資料 

1) スーパーフェニックス 2 に関する安全基準 

スーパーフェニックス 2 計画に関連し、「ナトリウム冷却プール型高速炉の将来の

1500MWe 発電所施設の主要な安全上の特性と要求事頄に関する決定」が、フランス産業研

究省産業総局の原子力安全施設安全本部（SCSIN）から、フランス原子力公社（EdF）に送

付された 29)。 

第 1 編「一般規定」では、施設の設計に当たって遵守しなければならない一般的な原則

が記載されている。第 2 編「技術規定」では、プラント設計の初期の段階で定めておくこ

とが望ましい事頄が記載されている。 
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2) EFR 設計ガイド 

欧州型高速炉（EFR: European Fast Reactor）は、2010 年代の商用化を目標に、欧州各国が

共同で開発（1998 年開始）を進めたナトリウム冷却高速炉（プール型、電気出力約 150 万

kW）である 30), 31)。1993 年に概念設計と予備的な安全評価が行われたが、その後、計画が

終了とされている。 

欧州委員会（EC: European Commission）の FBR 安全作業部会は、将来の FBR（EFR）の

ために、「LMFBR 将来炉の設計検討のための安全基準とガイド」を取りまとめた 32)。対象

は設計基準事象に限定されており、事象の種類毎に安全基準が記載されている。ここで取

り上げられている事象は、1) 炉心反応度に係る事故、2) 一般的な冷却の事故、3) 集合体

事故、4) 炉心以外の事故、5) 外部起因事故である。また、これらの事故がさらに詳細な事

象に分類されている。 

3) 欧州革新型ナトリウム冷却炉の開発ロードマップ（EISOFAR） 

EC は、2020 年のプロトタイプ炉導入を想定した欧州ナトリウム冷却炉の開発ロードマッ

プ（EISOFAR: Road Map for a European Innovative Sodium-cooled Fast Reactor）を報告してい

る 33)。開発計画の参加機関は、フランス CEA をコーディネータとした、フランス、イタリ

ア、スペイン、チェコ、ドイツ、オランダ、イギリス、スイスの研究機関、メーカ、大学

である。 

主要開発頄目として、ドメインⅠ) 炉心、燃料、燃料要素及び燃料サイクル、ドメイン

Ⅱ) 安全とシビアアクシデント、ドメインⅢ) エネルギー変換系と材料、ドメインⅣ) 原子

炉、系統、プロセスの簡素化と最適化、ドメインⅤ) 教育と訓練が選定され、各頄目に対

しロードマップが作成されている。 

4) EPR 設計ガイド 

欧州加圧水型炉（EPR: Evolutionary Power Reactor）は、仏国のアレバ社が開発した次世代

型の加圧水型炉（電気出力 160 万 kW）である。シビアアクシデント発生確率の低減と安全

確保に重点が置かれ、航空機の衝突と炉心溶融への対応を意図した原子炉格納容器設計と

なっている 34)。 

仏国の原子炉安全規制に関するアドバイザリ委員会（GPR: French Groupe Permanent 

chargé des Réacteurs nucléaires）とドイツの専門家により、EPR の設計・建設ガイド（次世

代加圧型水冷却炉の設計・建設のための技術ガイド）が作成された 35)。本ガイドでは、安

全設計と安全評価における基本原則について記載されている。主な記載内容は以下のとお

りである。 

（A.1）一般的な安全アプローチについて記載されている。 

（A.2）一般的な安全原則が記載されている。日本の安全設計審査指針の冒頭の一般的事

頄（指針 1～10）に対応すると考えられる。また、PSA の活用が明記されている。 

（B. 基本的安全特性）一般的な安全原則が記載されている。日本の安全設計審査指針の

冒頭の一般的事頄（指針 1～10）に対応すると考えられる。また、PSA の活用が明記

されている。 

（C. 事故防止とユニットの安全特性）事故防止に関する事頄が記載されている。 

（D. 過渡、事故の制御）設計基準事象の安全評価に関する事頄が記載されている。 
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（E. 多重故障と炉心溶融に伴う事故の制御）設計基準外事象に関する事頄が記載されて

いる。 

（F. ハザードに対する防護）考慮すべき飛来物等の内部及び外部ハザードについて記載

されている。 

5) WENRA 

西欧原子力規制当局連合（Western European Nuclear Regulators' Association: WENRA）の原

子炉調和作業部会（Reactor Harmonization Working Group: RHWG）では、欧州で許認可を受

ける予定の新設炉は既存炉と比較して改善された防護レベルが要求されることを共通認識

とすべく、IAEA の基本安全原則と既存の関連文書が調査・検討され、安全目的が提言され

た。これは WENRA 加盟国には継続的に安全性を向上しなければならないという義務に沿

うものであり、一般の人々により理解されるために定性的な表現で策定された。７つの安

全目的は以下のとおりである。 

O1. 通常運転、異常事象及び事故の防止 

O2. 炉心溶融を伴わない事故 

O3. 炉心溶融を伴う事故 

O4. 深層防護の全てのレベルの間の独立性 

O5. 安全とセキュリティとのインターフェイス 

O6. 放尃線防護及び廃棄物管理 

O7. 安全の管理 

上記の安全目的に基づいて、定量的安全目標についても議論された。しかしながら、炉

心損傷頻度などの数値は同意に至らなかった。様々な国の数値結果を比較する際、専門用

語や方法論の違いを認識する必要性があると強調された。 

(4) IAEA 安全基準 NS-R-1 

国際原子力機関(IAEA)では、その憲章に基づき、原子力の安全に係る安全基準(Safety Standards)

を策定している 36),37)。加盟国の遵守は義務付けられていないものの、国際的に認められた基準と

して尊重されている。 

IAEA 安全基準は、最上位の「安全原則」である「基本安全原則」(SF-1)
38),39)

 の下に、10 件以

上の「安全要件」及び 100 件以上の「安全指針」から構成され、それぞれ 

安全原則：安全と防護の基本的な目的、概念及び原則 

安全要件：安全を確保するために満足しなければならない要求事頄 

安全指針：安全要件を満足するために推奨される活動、条件又は手続き 

が記載されている。この中で、安全設計審査指針に相当するのは、2000 年に発行された安全要件

「原子力発電プラントの安全：設計」(NS-R-1)
40),41)である。 

表 3.1 に NS-R-1 の目次構成を示す 41)。国内の安全設計審査指針に相当する要求事頄を規定して

いるのは、「第 4 章：主要な技術要件」、「第 5 章：発電所の設計に対する要件」、「第 6 章：発電所

の系統設計に対する要件」である。 
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NS-R-1 は概ね国内の安全設計審査指針に相当するものであるが、以下のような特徴を持ってい

る。 

 「多重防護の適用」、「基本的安全機能」が要件として明示されている。 

 安全設計のみならず安全評価、立地評価、重要度分類も含む。 

 廃炉措置等、国内では後段規制に相当する記述がある。 

 シビアアクシデントに関する記述がある。 

これは、IAEA 安全基準と国内規制では体系が異なっているためであり、NS-R-1 と国内の安全

設計指針を比較する際には、他の指針類または後段規制に係る技術基準等 (例えば「省令 62 号」
42)

 ) を考慮に入れつつ NS-R-1 と対応しているかを見なければならない。また、NS-R-1 は、軽水

炉を念頭に置いた要求事頄となっているため、高速炉特有の要求事頄は規定されていないことに

注意する必要がある。 

 

3.1.2 安全設計要求及び事象区分の比較検討 

(1) 事象区分の比較検討 

「設計基準事象」（Design Basis Event）とは、原子炉施設の設計段階において想定されるべき事

象であり、一般的に、事象の発生頻度と様相によって「運転時の異常な過渡変化」と「事故」に

分類されている。一方、「設計基準外事象」（BDBE: Beyond Design Basis Event）とは、「設計基準

事象」を超える実質的には起こるとは考えられない事故であり、炉心溶融等のシビアアクデント

がこれに含まれる 43)。日本国内において、「設計基準外事象」は安全規制の対象とはされていな

いが、原子炉施設の安全性に係る重要な問題として、配慮されるべきものとされる。 

主要国の軽水炉及び高速炉に関する事象区分の比較を表 3.2 に示す。比較にあたっては、SRP

及び欧米の新型軽水炉（AP1000, ESBWR, US-APWR, UK-EPR）に関する事象区分も参照した。比

較の結果から、高速炉の事象区分について国際的に標準となるような指針は未整備ではあるが、

日米の事象区分は概ね同等と考えられる。また、日本の事象区分は、大きな枠組みで見れば、欧

米の最新の軽水炉に関する事象区分とも整合すると考えられる。安全審査における設計基準外事

象の取り扱いはバラツキが見られる。このため、安全指針の国際共通化に向けた議論では、安全

設計及び安全評価における設計基準外事象の位置付けの明確化が論点になると考えられる。 

(2) 日本の軽水炉及び高速炉に関する安全設計要求の比較検討 

日本の軽水炉に関する安全設計審査指針と高速炉に関する安全設計方針の比較を表3.3に示す。

「もんじゅ」の安全設計方針では、「発電用軽水型原子炉施設に関する安全設計審査指針」（以下、

軽水炉指針）に対し、高速炉が低圧系であることに起因する用語修正（「原子炉冷却材圧力バウン

ダリ」から“圧力”を削除）がなされるとともに、ナトリウムの化学的性質に関する安全要求が

追加されている。追加された安全要求（カッコ内はもんじゅの安全設計方針）を以下に示す。 

① ナトリウム安全に関する要求 

- ナトリウムの化学反応の防止、系統内ナトリウムの凝固防止、ナトリウム漏洩時の安全

対策（方針 5. ナトリウムに対する設計上の考慮） 

- 原子炉カバーガスバウンダリの健全性確保（方針 40. 原子炉カバーガス等のバウンダリ） 

 



JAEA-Review 2011-032 

- 12 - 

② 中間冷却系（2 次冷却系）に関する要求 

- 蒸気発生器伝熱管からの水漏洩時の安全対策（方針 41. 中間冷却系） 

また、高速炉では、系統圧力が低圧であることに起因して、軽水炉施設に特有の非常用炉心冷却

系及び原子炉格納容器熱除去系の設置が不要のため、これらの系統に関する安全要求は記載され

ていない。しかしながら、その他の要求内容は同等と考えられる。高速増殖実証炉（電力実証炉）

の安全設計方針では、設計基準外事象である「付加的限界事象」に関する設計要求（方針 XIII-1. 

「付加的限界事象」に対する設計上の考慮）が記載されていることが他と大きく異なる点である。 

(3) 日米の安全設計要求の比較検討 

1) 日米の軽水炉に関する安全設計要求の比較検討 

日本及び米国の軽水炉に関する安全設計要求の比較を表 3.4 に示す。日本の軽水炉指針は、

米国の GDC を参考にして整備されたものである 44)。このため、各要求の記述の詳細度に違

いが見られるが、日本の軽水炉指針は GDC を包含しており、各要求の基本的考え方は日米

で共通と考えられる。 

2) 日米の高速炉に関する安全設計要求の比較検討 

日本及び米国の高速炉に関する安全設計要求の比較を表 3.5 に示す。比較の結果、以下に

示す相違点を安全要件案の検討において考慮すべき事頄として抽出した。ただし、規制要

求ではない開発側が示した要求を含む。 

① 原子炉施設全般 

・非安全系設備の取扱い 

米国 ABTR では、安全系設備の機能が非安全系設備の故障によって損なわれてはなら

ないとした DOE の設計指針が取り入れられている。 

・安全系設備の付帯設備の取扱い 

米国 ABTR では、安全系設備の付帯設備（電源設備、冷却設備）についても安全系と

して考慮すべきとした DOE の設計指針が取り入れられている。 

・保障措置の取扱い 

 米国 ABTR では、安全系の構造物、系統及び機器は、実行可能な範囲で、放尃性物質

の放出や盗難に繋がるような破壊行為（radiological material sabotage）を妨害できる設計

にすべきとした DOE の設計指針が取り入れられている。 

② 原子炉及び原子炉停止系 

・燃料ピン破損伝播の防止  

米国 PRISM に関して、NRC は統計的ピン破損の検出と伝播防止が図られるべきとし

ている。ただし、GDC に陽に記載する必要はないとしている。 

・ボイド反応度の取扱い 

米国 ABTR では、原子炉固有の反応度フィードバック効果に関する GDC 11「原子炉

に固有の防護」を修正し、冷却材ボイド反応度の位置付けを明確にすべきとしている。 
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③ 原子炉冷却系 

・炉心へのガス流入防止 

電力実証炉の安全設計方針では、1 次主冷却系に関する要求（方針 VIII-5）として、

炉心冷却のための冷却材流量の確保と炉心へのガスの流入防止が記載されている。 

・中間冷却系 

「もんじゅ」、米国 PRISM 及び ABTR では、2 次冷却系（蒸気発生器等の中間冷却系）

の健全性確保に関する要求が記載されている。ただし、米国 PRISM 及び ABTR に関し

ては、GDC として規定する必要はないとしている。 

④ 原子炉格納容器 

・2 次系主配管への隔離弁の設置  

米 PRISM 及び ABTR では、格納容器を貫通する 2 次系に対し隔離弁を設置すべきと

している。 

・事故時の格納容器内の除熱 

米国 PRISM 及び ABTR では、LOCA に関する記述（GDC 38 格納容器内の熱除去）

を高速炉の想定事故に関するものに置き換えるべきとしている。 

・「付加的限界事象」の影響緩和 

電力実証炉の安全設計方針では、高速炉が研究開発段階にあることと高速炉の炉心損

傷の厳しさを考慮し、設計基準外事象を設計上考慮するとしている。 

 

(4) 日欧の安全設計要求の比較検討 

1) スーパーフェニックス 2 に関する安全基準との比較検討と課題抽出 

日本の高速炉に関する安全設計要求とスーパーフェニックス 2 に関する安全基準の比較

を表 3.6 に示す。設計基準に相当する設計要求事頄が詳細に記述されており、その多くが

妥当と判断される。安全指針の検討において、考慮すべき事頄を以下に示す。 

・I.1 運転状態の分類 

評価事象に外部事象を加えることを求めている。 

・共通モード故障、火災、誤操作、廃炉 

設計段階から解体を容易にするための処置を求めている。 

・仮想的運転状態（立地，緊急/特殊作業用） 

サイトの選択と緊急及び特殊作業時手項の策定のために、運転状態の中で最も仮想

的なものの頻度よりも更に推定頻度が低いが事象を考慮することとしている。 

・I.2 標準建設計画と外的要因による災害 

EdF はサイトを特定しない標準的なサイト条件として地震、航空機落下及び外気圧

条件を提案しており、SCSIN は、原則的に許容されるものとしている。 

・I.3 使用期間中の監視と特殊作業（補修作業と推測される）のための準備 

  監視および特殊作業を容易にするための構造上の対応策を設計段階から採用するこ

ととしている。 

・Ⅱ.2 燃料集合体 

被覆管状態を代表するパラメータを尐なくとも一つ測定して炉心燃料集合体の状態

を監視することとしている｡ 
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・Ⅱ.10 原子炉建物とその内部構造物 

格納性と外的事象に対する内部の安全設備の防護を要求している。ただし、格納バ

ウンダリと隔離機能に関する要求が不明確である。 

・Ⅱ.17 出力と反応度の制御 

原子炉挙動を決定する温度と出力の係数が負であり、急速な過渡状態において炉心

の動的挙動を決定する温度と出力の係数が負であることを求めている｡ 

・Ⅱ.18 プラント保護系と制御系 

燃料集合体の状態は被覆管の気密性の測定と、炉心燃料集合体および必要があれば

一部のブランケット燃料集合体の出口ナトリウム温度の測定とによって監視されなけ

ればならないとしている。 

2) EFR ガイドとの比較検討と課題抽出 

日本の高速炉に関する安全設計要求と EFR ガイドの比較を表 3.7 に示す。設計基準に相

当する設計要求事頄について詳細に記述されており、その多くが妥当と判断される。安全

指針の検討において、考慮すべき事頄を以下に示す。 

・「2.4 IHX の漏洩」 

「IHX の漏洩は格納施設の破損を引き起こすことがあってはならない」とある。

JSFR では、IHX バウンダリ自体を格納境界として設計する方針であるため、その妥当

性についてのコンセンサスが必要である。 

・「3.2 集合体の入口及び出口閉塞」 

「集合体出力と流量のミスマッチの検出」が求められているが、現状では困難であ

り、必要性を含めて検討する必要がある。 

・「4.5 放尃化した系統の漏洩による放尃性物質の放出」 

格納系に対する要求が含まれると考えられるが、格納容器と隔離機能に関する明確

な記述がない。具体的な設計指針を提示していく必要がある。 

3) EISOFAR との比較検討と課題抽出 

日本の高速炉に関する安全設計要求と EISOFAR の比較を表 3.8 に示す。EISOFAR は基本

的に EPR の設計アプローチを踏襲している。安全指針の検討において考慮すべき事頄とし

て、「実効的排除」が挙げられる。具体的には、炉心支持構造の破損、炉心の同時的ボイド

効果、過剰な炉心コンパクションが記載されている。 

4) EPR ガイドとの比較検討と課題抽出 

日本の高速炉に関する安全設計要求と EPR ガイドの比較を表 3.9 に示す。また、EPR ガ

イドの特徴的事頄と、安全指針の検討において考慮すべき事頄を以下に示す。 

① 過酷事故に対する方針 

特徴的事頄： 

 深層防護を強化して、炉心溶融事故に対して、避難の必要がないように設計対策

すると共に、受け入れられない結果をもたらす事象については設計対策によって

「実効的に排除」する。 

 過酷事故に対する方針が個別事象に対して具体的に述べられている。 

検討すべき事頄： 

 要求としての「避難の不要化」の取扱いの明確化 

 考慮すべき限界事象（設計基準外事象）の事象選定と評価に関する考え方と内容

の具体化 

② 確率論の適用 

特徴的事頄： 

 設計段階での PSA 実施を求めている。 
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検討すべき事頄： 

 設計段階での PSA 実施を要求事頄とすべきか。 

③ 安全系の冗長性と多様性 

特徴的事頄： 

 信頼性の判断にあたって確率論的目標との整合を求めている。 

 運転員の誤操作を想定しても、通常運転範囲を逸脱しがたい設計を求めている。 

検討すべき事頄： 

 「信頼性に関する設計上の考慮」に関連した信頼性要求の具体化（確率論の適用

の有無を含む） 

④ マン・マシン インターフェイス 

特徴的事頄： 

 操作の単純化、異常時の運転員操作の最小化を求めている。 

 過酷事故時にも運転員に情報提供できることを求めている。 

検討すべき事頄： 

 「運転員操作に対する設計上の考慮」に関連した要求の具体化（上記の採否判断

を含む） 

⑤ メンテナンス性の考慮 

特徴的事頄： 

 試験・検査だけでなく、設備交換等のメンテナンス性についても設計段階から考

慮すべきとしている。 

検討すべき事頄： 

 メンテナンスに関する要求の必要性 

5) WENRA との比較検討と課題抽出 

上記の EPR 設計ガイドは WENRA の安全目的を参考にして作成されている。ここでは、

留意事頄のみ記載する。 

 異常事象を制御する能力を強化して異常事象の発生頻度および事故状態に拡大

する可能性を低減することにより、安全性を向上させる。 

 サイト外への有意な放尃線影響を回避すべく、合理的に達成可能な限り炉心損傷

頻度および放尃性物質放出可能性を低減するとともに、設計及び立地において、

すべての外的ハザード及び悪意のある行為を低減するよう十分に留意する。 

 早期放出又は大規模放出に至る可能性がある炉心溶融を伴う事故は実質上回避

されねばならないが、回避できない場合には公衆に対して限定的な防護措置しか

必要とせず（サイト外緊急対応不要）、また、その措置のために十分な時間余裕

があるよう設計対応をしなければならない。 

 深層防護を全体的に強化するために、合理的に達成可能な限り各レベル間の独立

性の有効性を強化する（特に、多様性による対応）。 

 安全対策とセキュリティの手段を相乗的に強化するように統合的に設計及び運

用する（大型航空機衝突対策）。 

(5) IAEA 安全基準 NS-R-1 との比較検討と課題抽出 

NS-R-1 に記載されている安全要件に対し、「発電用軽水型原子炉施設に関する安全設計審査指

針」(軽水炉安全設計指針) 
20)と「高速増殖炉の安全設計方針」(高速炉安全設計方針)

23) の条文の

対応箇所をあてはめたものが表 3.10 である。高速炉安全設計方針は、「準拠規格および基準など

軽水炉と同一となることが明らかな設計要求頄目については特に記載していない」23)
 ことに留意

して軽水炉安全設計指針と併せて考えると、NS-R-1 の概ね全ての安全要件に対し、対応する条文

が存在することが分かる。 
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対応する条文のない NS-R-1 の安全要件を分類したものを表 3.11 に示す。IAEA 安全基準と国内

規制では体系が異なっているため、NS-R-1 の安全要件には、国内では設計指針以外で規定される

内容も存在するが、他の指針類または後段規制に係る技術基準等(例えば省令 62 号)も含めて考え

ると、国内規制は概ね NS-R-1 の安全要件をカバーすることが分かる。 

国内規制で対応のないものは、まだ国内に実機の存在しないコジェネレーションに関するもの

(「熱電並給、熱生成または脱塩に用いられる発電所」) 及び 現在改訂中のドラフト版（DS414）

では他の要件に含まれる形式となったもの(「格納容器内部構築物」)であり、特に新たに高速炉

安全設計指針で対応すべきものではない。 

NS-R-1 では「多重防護の適用」、「基本的安全機能」が要件として明示されている。それに対し、

軽水炉安全設計指針・高速炉安全設計方針では、系統設備、機器等に関する具体的要件について

は記述されているが、それを総括するようなポリシー的記述はない。指針の体系化及び国際展開

の観点から見ると、安全設計指針の上位文書を作り、そこに上記のような安全確保に係る基本的

概念を記述することが望ましい。 

 

3.2 重要度分類の調査 

3.2.1 主要国の重要度分類 

基本的な調査方針は安全設計要求と同じであり、まず日本の指針類を調査対象とし、軽水炉の

指針である「発電用軽水型原子炉施設の安全機能の重要度分類に関する審査指針」45) と電力実証

炉向けに原安協が作成した「高速増殖炉の安全機能の重要度分類に関する方針」23)
 、及びもんじ

ゅの原子炉設置変更許可申請 22)
 に記載されている安全設計方針の３つの調査を実施した。 

次に主要国として米国、仏国、IAEA の調査を実施した。仏国では資料が基本的に公開されて

いないことから、重要度分類に関する資料は入手できなかった。また、米国 NRC を調査したが、

重要度分類に関する指針が発行されておらず、安全設計要求で調査した PRISM の予備審査報告書

や ABTR の予備的安全評価にも記載されていなかった。IAEA では 1979 年に発行された、Safety 

Series No.50-SG-D1: Safety functions and Component Classification for Boiling Water Reactor(BWR), 

Pressurized Water Reactor(PWR), and Pressure Tube Reactor(PTR) Plants に記載されていたが、2000

年発行の、NS-R-1: Safety of Nuclear Power Plants; Design と整合しないとの判断から、No.50-SG-D1

は廃止された。現在は、新しい安全重要度分類指針 Safety Classification of Structures, systems and 

Components in Nuclear Power Plants が検討されており、ドラフト版(DS367)
46)が公開されている。 

この他に、米国では民間基準としてANSI/ANSより重要度分類指針（ANS/ANSI 51.1-83, “Nuclear 

Safety Criteria for the Design of Stationary Pressurized Water Reactor Plants.”）が発行されていた。この

民間基準は AP1000 の Design Certificatin(以下 DC)申請書 47)で参照されていることから、今回の調

査対象とした。ただし、この ANSI/ANS の指針は 1998 年に廃止されており、ESBWR や US-EPR

などの他の炉型の DC 申請書では参照されていない。 

また、IAEA の Safety Standards シリーズでは、上記とは別に NS-G-1.9: Design of the Reactor 

Coolant System and Associated Systems in Nuclear Power Plants
48)の Annex 3 に Example として安全重

要度分類が記載されており、これを調査対象とした。 

3.2.2 重要度分類の比較検討 

表 3.12 に安全機能の重要度分類の比較表を示す。軽水炉の指針 20)
 と原安協の設計方針 23)

 を

比較した結果、分類の定義についての相違点は、高速炉が低圧系であるという特徴を反映し「原

子炉冷却材圧力バウンダリの過圧防止機能」を対象から外した点のみである。この定義について

は、もんじゅの設計方針 22)でも同様に変更されている。機能分類については、軽水炉と高速炉の
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特徴を反映した相違点が多く、また、原安協ともんじゅの設計方針でも相違点が多く見られた。

これは、原安協で対象としている電力実証炉ともんじゅの設備設計方針の違いによるものと考え

られ、比較を行うには設備設計方針まで調査対象を広げる必要があるため、今回の比較対象とし

なかった。軽水炉については、AP1000 の DC 申請、IAEA の Safety Standards と比較するために比

較対象としたが、軽水炉と高速炉の特徴に相違による部分は形式的な比較のみとした。 

IAEA の新基準のドラフト版 DS367 では、深層防護の考えに沿った重要度分類の作成、及び設

計基準外事象に対する機能の分類をレベル 4 と規定するなど、従来と方針が大きく違っている。

現在の日本の指針では、設計基準外事象に対する機能分類は重要度分類の範囲外であることから

対応を検討する必要があるが、本指針は、まだドラフト版であることから今回の比較対象とはし

なかった。 
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4 高速炉の安全要件の検討 

4.1 高速炉の安全要件の構成 

4.1.1 「もんじゅ」安全審査時の安全審査指針類 

高速増殖炉に対する安全審査指針類としては「高速増殖炉の安全性の評価の考え方」21)
 (以下、

「評価の考え方」)が原子力安全委員会決定されており、「もんじゅ」等の安全審査に使用されて

きた。図 4.1 の左側が、「もんじゅ」の安全審査において使用された安全審査指針類を図示したも

のである。「評価の考え方」は、高速炉の基本的考え方から安全設計、安全評価まで幅広くカバー

するものであるが、軽水炉の指針のような条文形式にはなっていない。 

安全設計と安全評価については、「評価の考え方」の別紙「液体金属冷却高速増殖炉（LMFBR）

の安全設計と安全評価について」に、ナトリウム冷却高速炉に特徴的な面に関する考え方が示さ

れ、それを踏まえつつ、軽水炉を対象とした指針である「発電用軽水型原子炉施設に関する安全

設計審査指針」20)
 と「発電用軽水型原子炉施設の安全評価に関する審査指針」49)

 を参考に審査

するものとされている。また、重要度分類については指針になっておらず、「もんじゅ」の設置変

更許可申請書に重要度分類を記載して申請することにより、重要度分類そのものも審査対象とな

っていた 22)。安全評価に関し、気象観測方法、観測値の統計処理方法及び大気拡散の解析方法に

ついては、「発電用原子炉施設の安全解析に関する気象指針」50)
 をそのまま用いることとされて

いる。 

立地評価については、「原子炉立地審査指針及びその適用に関する判断のめやすについて」51)、

「プルトニウムを燃料とする原子炉の立地評価上必要なプルトニウムに関するめやす線量につい

て」52)
 をそのまま用いるものとされている。 

線量目標値については、「発電用軽水型原子炉施設周辺の線量目標値に対する評価指針」53)
 と

「発電用軽水型原子炉施設における放出放尃性物質の測定に関する指針」54)
 を参考にしうるとさ

れている。 

 

4.1.2 高速増殖実証炉の安全審査に向けて整備が想定される安全審査指針類 

「評価の考え方」は、そのまえがきに「高速増殖炉は、現在、研究開発段階にある炉型であり、

安全性評価の実績も尐なく、安全性の評価の考え方について本報告においては概括的に記述する

にとどまっており、今後の安全審査等の積重ねにより安全性の評価の考え方及び方法についてよ

り一層具体化、詳細化を行いその確立を図る必要がある。」と書かれているように、暫定的なもの

と位置付けられている。 

一方、実証炉は、実用化を実現するための新技術を用いた高速増殖炉の初号機としての位置づ

けを持っており、その安全審査に向けて、指針類及び技術基準類の見直し・整備が行われること

が想定される。開発側としては、多数基導入期に先立ち、軽水炉同様の条文形式の指針が整備さ

れることが望ましいと考えている。 

図 4.1 の右側が、実証炉の安全審査に向けた準備の一環として、開発側が想定している指針類

の体系である。安全確保に係る基本的概念や考慮すべき高速増殖炉の特徴が記述される「ナトリ

ウム冷却高速増殖炉の安全確保の考え方」(以下、「高速炉の安全確保の考え方」)が他の指針の上

位文書として位置づけられ、その下に、条文形式での高速炉安全設計指針、高速炉安全評価指針

及び高速炉重要度分類指針が整備されると想定している。 

 なお、「評価の考え方」において高速増殖炉に対して直接適用することとされている「原子炉立
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地審査指針及びその適用に関する判断のめやすについて」、「プルトニウムを燃料とする原子炉の

立地評価上必要なプルトニウムに関するめやす線量について」、「発電用原子炉施設の安全解析に

関する気象指針」については、現状通り、直接適用が可能と考えている。また、「評価の考え方」

において参考することとされている指針のうち、「発電用原子力施設に関する耐震設計指針」、「発

電用軽水型原子炉施設周辺の線量目標値に対する評価指針」、「発電用軽水型原子炉施設における

放出放尃性物質の測定に関する指針」についても、現状通り、そのまま参考使用が可能と考えて

いる。 

 指針・基準は、その内容により、レベル 1「目標」、レベル 2「機能要求」、レベル 3「性能水準

要求」、レベル 4「容認可能な実施方法」及び「みなし規定」のように階層化される 55)。図 4.2 に

示すように、「高速炉の安全確保の考え方」はレベル 1 の「目標」に相当し、「高速炉安全設計指

針」、「高速炉安全評価指針」及び「高速炉重要度分類指針」は、レベル 2「機能要求」～レベル 3

「性能水準要求」に相当すると考えられる。高速炉の指針体系を構築する上で重要な指針類はこ

れら 4 つの安全指針である。 

将来の高速増殖実証炉の安全審査を円滑に進めるには、これら 4 つの安全指針のベースとなる

安全要件を開発側で検討し整備していくことが必要である。そこで、3 章で述べた主要国の安全

要件の調査結果を踏まえ、「高速炉の安全確保の考え方」、「高速炉安全設計要件」、「高速炉安全評

価要件」及び「高速炉重要度分類要件」について予備的な検討を実施し、第 1 次素案を作成した。

作成に当たっては、JSFR の国際展開を視野に入れ、高速炉の最新技術と世界的な最新の規制動向

を反映した安全要件（国際標準と整合する安全要件）とすることに留意した。 

なお、事象区分及び設計基準外事象の取り扱いはとりわけ重要なので、4.2 節で安全要件案を一

通り説明した後、節を改めて 4.3 節及び 4.4 節にて詳述する。 

 

4.2 高速炉の安全要件案 

4.2.1 ナトリウム冷却高速増殖炉の安全確保の考え方 

高速増殖炉と関連する核燃料サイクル技術は、我が国の将来の基幹電力源として有望であり、

我が国のエネルギーセキュリティ確保上重要であるだけではなく、本技術を海外に輸出すること

で、世界的なエネルギー供給に貢献すると共に我が国の輸出産業の一翼を担うことが期待される。 

現在の軽水炉市場においては、原子力産業の国際化が急激に進んでおり、このことを考慮すれ

ば、次期高速増殖炉の安全要求は、国際的に導入を計画する各国において受容可能な標準的な内

容でなければならない。 

そのためには、国際的な安全要求との整合性及び親和性が明確であることが必要である。IAEA

安全基準では、「基本安全原則」(SF-1)
38),39)

 及び「原子力発電プラントの安全：設計」(NS-R-1)
40),41)

 

に、「深層防護」、「基本的安全機能」、「ALARA」等、安全確保に係る基本的概念が記述されてい

るが、現在のところ、国内の指針に陽には記載されていない。指針類の上位文書として上記のよ

うな安全確保に係る基本的概念が記述されることが望ましい。 

また、高速増殖炉は軽水炉と異なる多くの特徴を有しており、それを踏まえた設計を要求する

必要がある。例えば、ナトリウム冷却高速増殖炉は、高速中性子の利用により増殖を可能として

いるが、出力密度及び燃焼度が高く、また、ナトリウムボイド反応度が炉心中心領域で正となり

うる性質を持っている。また、ナトリウム冷却材は優れた伝熱特性を有し、加圧せずに沸騰まで

十分な余裕を取ることのできる利点があるが、化学的に活性である。 

以上のことから、高速炉に係る全ての安全要件の上位文書として、「ナトリウム冷却高速増殖炉
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の安全確保の考え方」(以下、「高速炉の安全確保の考え方」)を導入し、安全確保に係る基本的概

念と考慮すべき高速増殖炉の特徴を記載することとする。 

現時点では予備的検討を始めたばかりであり、今後、検討を深める必要があるが、「安全性の評

価の考え方」及び軽水炉指針の内容を踏まえつつ、IAEA 安全基準や各国の指針類を参考にして

検討した状況を付録 A に示す。 

なお、原子力安全委員会において、向こう 3 年ほどかけて指針類の上位文書を作成する動きが

ある。原子力安全委員会での検討状況を注視しつつ、随時、「高速炉の安全確保の考え方」に反映

する予定である。 

 

4.2.2 安全設計／安全評価要件案 

国内の現行の安全審査指針並びに海外の軽水炉及びナトリウム冷却炉に関する安全要求の調査

結果を反映し、もんじゅの原子炉設置変更許可申請 22)
 等に記載されている安全設計方針等を参

考事例として、高速増殖炉の安全設計／安全評価要件案（付録 B 参照）を作成した。要件案を検

討した際の視点を以下に示す。 

 (1) 原子力安全委員会が決定した「高速増殖炉の安全性の評価の考え方」の別紙「液体金属冷

却高速増殖炉（LMFBR）の安全設計と安全評価について」の「II. LMFBR の安全評価につ

いて」（5）頄において、「事故」より更に発生頻度は低いが結果が重大であると想定される

事象については、LMFBR の運転実績が僅小であることに鑑み、その起因となる事象とこれ

に続く事象経過に対する防止対策との関連において十分に評価を行い、放尃性物質の放散

が適切に抑制されることを確認するとされる。 

一方、安全審査の国際標準の観点からは、IAEA の INSAG-10 では第 4 レベル（設計基

準外事象に相当）の深層防護上の設計対策が要求されていることに配慮する必要がある。

これらの国際的な動向への対応を図ることを目的として、安全審査において標準的に扱わ

れる事象とするとの観点から、「設計拡張状態」を設定する(詳しくは 4.4 節参照)。 

 (2) 「設計拡張状態」として想定される事象は、運転時の異常な過渡変化時の反応度抑制機能

喪失及びその他原子炉施設の設計により必要と認められる事象とする。 

(3) 安全評価に係る事象区分について、「運転時の異常な過渡変化」、「事故」、「稀有事故」、「設

計拡張状態」の 4 区分とする。ただし、安全審査の国際標準の観点から、「事故」の範疇

を「事故」と「稀有事故」の 2 区分とする必要はない。したがって、本要件における記載

方法については、現行の国内審査指針との整合性および安全審査に係る国際協調あるいは

事象の判断基準の明確化の観点から、総合的な検討を継続する。 

(4) JSFR では崩壊熱除去系に自然循環方式を採用することから、「稀有事故」の代表的な事象

として「全交流電源喪失」を設定する。 

 

4.2.3 重要度分類要件案 

国内軽水炉の重要度分類指針ならびに、もんじゅの安全設計方針等を参考に、原安協の作成し

た重要度分類方針 23)を基にして高速増殖炉の重要度分類要件の素案（付録 C）を作成した。素案

を検討した際の視点は次の通りである。 

(1)重要度分類の分類の定義は、軽水炉指針ともんじゅ、原安協とほぼ相違点が無いことから、

原安協の設計方針を採用する。（相違点は、「原子炉冷却材圧力バウンダリの過圧防止機能」

を対象から外した点のみ） 

(2)AP1000 の DC 申請書及び IAEA の NS-G-1.9 の分類の定義は、日本の MS-1 がクラス 2 に、

MS-2 がクラス 3 に記載されている点を除けば、ほぼ同等であることから、日本の分類の分

類の定義を変更しない。 

(3)IAEA の DS367 のレベル 4（設計基準外事象対応機能）の分類については、対応を検討する
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こととするが、現時点では採用しない。 

(4)機能の分類については設備設計に依存する箇所が多いことから、現時点では原安協の設計方

針の分類を採用する。今後、JSFR の設計進捗に合わせ、もんじゅの機能分類と比較し、機能

分類を整理していく方針とする。 

 

4.3 安全要件案における事象区分 

3 章において比較調査がなされており、重複する部分もあるが、ここでは軽水炉及び高速炉の

国内外の考え方を参考にしながら検討し、事象区分を定めることとした。 

4.3.1 軽水炉の安全審査指針 

「発電用軽水型原子炉施設に関する安全設計審査指針」（以下、安全設計審査指針）（1977）で

は、原子炉施設の安全設計の基本方針の妥当性が審査され、原子炉施設のいくつかの構築物、系

統及び機器は、通常運転の状態のみならず、これを超える異常状態においても、安全確保の観点

から所定の機能を果たすべきことが、「安全設計審査指針」において求められている。したがって、

設計基準事象を超える状態に対して設計要求を指針に入れる場合には関連する箇所の変更が必要

である。 

「発電用軽水型原子炉施設の安全評価に関する審査指針」（以下、安全評価審査指針）（1978）

は、「発電用軽水型原子炉の設置許可申請（変更許可申請を含む。以下同じ。）に係る安全審査に

おいて、原子炉施設の安全評価の妥当性について判断する際の基礎を示すことを目的として定め

たもの」と位置付けられており、「原子炉施設の安全設計の基本方針の妥当性を確認する上では、

異常状態、すなわち「運転時の異常な過渡変化」及び「事故」について解析し、評価を行うこと

が必要である。」との認識の下で、安全設計評価がなされる。 

評価すべき範囲は、「運転時の異常な過渡変化」と「事故」の２区分で構成される。 

「運転時の異常な過渡変化」 

原子炉の運転中において、原子炉施設の寿命期間中に予想される機器の単一の故障若しく

は誤動作又は運転員の単一の誤操作、及びこれらと類似の頻度で発生すると予想される外乱

によって生ずる異常な状態に至る事象を対象とする。 

原子炉施設が制御されずに放置されると、炉心あるいは原子炉冷却材圧力バウンダリに過

度の損傷をもたらす可能性のある事象について、これらの事象が発生した場合における安全

保護系、原子炉停止系等の主として「異常影響緩和系」（以下「ＭＳ」という。）に属する構

築物、系統及び機器の設計の妥当性を確認する見地から、代表的な事象を選定する。 

「事故」 

「運転時の異常な過渡変化」を超える異常な状態であって、発生する頻度はまれであるが、

発生した場合は原子炉施設からの放尃性物質の放出の可能性があり、原子炉施設の安全性を

評価する観点から想定する必要のある事象を対象とする。 

原子炉施設から放出される放尃性物質による敷地周辺への影響が大きくなる可能性のあ

る事象について、これらの事象が発生した場合における工学的安全施設等の主としてＭＳに

属する構築物、系統及び機器の設計の妥当性を確認する見地から、代表的な事象を選定する。 

「安全評価審査指針」解説には、「ここでいう「運転時の異常な過渡変化」及び「事故」は、そ

の原因が原子炉施設内にある、いわゆる内部事象をさす。自然現象あるいは外部からの人為事象
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については、これらに対する設計上の考慮の妥当性が、別途「安全設計審査指針」等に基づいて

審査される。これら内部事象は多岐にわたるが、おおむね「重要度分類指針」にいう異常発生防

止系（以下「ＰＳ」という。）に属する系統、機器等の故障、破損あるいはこれに係る運転員の誤

操作等によるものである。これらのうちから、原子炉施設の安全設計とその評価に当たって考慮

すべきものとして抽出されたものを、「設計基準事象（ＤＢＥ）」と呼ぶことにする。」と記述され

ており、これが設計基準事象の定義である。外部事象については、「安全設計審査指針」で審査さ

れるため、「安全評価審査指針」では設計基準事象に対する審査は不要とされている。「運転時の

異常な過渡」と「事故」との区別は発生頻度が「まれ」という表現で見られるようにリスク重要

度の観点で整理される。 

上記２事象の安全評価に対して判断基準の考え方は、下記のように記述されている。 

「運転時の異常な過渡変化」 

想定された事象が生じた場合、炉心は損傷に至ることなく、かつ、原子炉施設は通常運転

に復帰できる状態で事象が収束される設計であることを確認しなければならない。 

「事故」 

想定された事象が生じた場合、炉心の溶融あるいは著しい損傷のおそれがなく、かつ、事

象の過程において他の異常状態の原因となるような２次的損傷が生じなく、さらに放尃性物

質の放散に対する障壁の設計が妥当であることを確認しなければならない。 

「安全評価審査指針」解説には、「運転時の異常な過渡変化」に対しては、「基本的には原子炉

施設は、事象の原因となった故障部等の復旧を除けば、格段の修復なしに通常運転に復帰できる

こと」を求めており、「事故」に対しては、「炉心の形状が、炉心からの除熱を定量的あるいは尐

なくとも半定量的に予測できるようなものであること、すなわち冷却可能形状を維持すること」

を求めている。定性的な表現ではあるが、定量的判断基準は下位指針で定められている。 

4.3.2 高速増殖炉の安全性の評価の考え方 

高速炉の安全審査指針は作成されなかったが、1980 年には「高速増殖炉の安全性の評価の考え

方」が示された。その考え方には、「発電用軽水型原子炉施設に関する安全設計審査指針」及び「発

電用原子炉施設に関する耐震設計審査指針」を参考とし、LMFBR 特有の設計上の特徴に関し十

分検討を行い、系統及び機器の故障並びに異常の発生を極力小さくするとともに、万一の事故の

発生に際し、その拡大を防止し放尃性物質の放出を抑制することについて十分に配慮したものと

することとされている。 

安全評価に当たっては、原子炉施設の設計の基本方針の妥当性を確認するため、「運転時の異常

な過渡変化」及び「事故」として各種の代表的事象を選定し評価を行うとされているが、(5)頄に

おいて「『事故』より更に発生頻度は低いが結果が重大であると想定される事象については、

LMFBR の運転実績が僅尐であることに鑑み、その起因となる事象とこれに続く事象経過に対す

る防止対策との関連において十分に評価を行い、放尃性物質の放散が適切に抑制されることを確

認する」として、設計基準外事象が陽に明記された。ただし、設計基準外事象の定義は不明確で

設計基準事象と設計基準外事象の違いは明瞭でない。 

なお、1976 年には H.K. Fauske により「LMFBR の設計と許認可における CDA の役割」との論

文が出された。本論文は以下のように結論づけられている 56)。 

低確率の炉心溶融事故は LMFBR の設計と許認可の中で考慮されるべきである。ただし、

事故影響の評価に当たっては、設計基準事象評価のような保守的なアプローチというより現

実的な計算に基づくべきである。さらに、この評価により、炉心溶融事故は有意なエナジェ
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ティックスなしに（すなわち、激しい流動的な崩壊、激しい燃料冷却材相互作用がないこと）

無事に終息することを設計検討及び解析によって実証すべきである。このアプローチでは、

エナジェティックな事故に対して適切な安全余裕が主として機能要求に基づいた設計によ

って与えられる。 

これは結論の一部ではあるものの、当時の安全審査指針の検討に影響した可能性がある。 

4.3.3 高速炉原型炉段階の許認可実績（1980 年代） 

(1) 「もんじゅ」における安全審査 

設置許可申請書添付書類十（1980）では、「高速増殖炉の安全性の評価の考え方」に基づき、「安

全評価審査指針」を参考として各種の代表的事象を選定し評価を行った。「運転時の異常な過渡変

化」及び「事故」は指針と同じ定義であり、判断基準は定性的には同じである。つまり、「運転時

の異常な過渡変化」では寿命期間中に 1 回以上予想され、事故終息後に通常運転に復帰できる事

象で、「事故」では異常な過渡を超えるが発生頻度は低いと考えられ、事故が起きても冷却可能形

状を維持することである。定量的判断基準については高速炉の特徴を踏まえて設定された。 

「高速増殖炉の安全性の評価の考え方」が示されるとほぼ同時に、設置許可申請書は提出され

た。そのため、申請段階では、発生頻度は極めて低いが結果が重大であると想定される事象（通

称、(5)頄事象）は評価されておらず、燃料デブリ受け皿は設計されていなかった。事業者が(5)

頄事象評価を進めていくなかで受け皿を設置して炉心損傷事故シナリオが検討された。したがっ

て、設計基準事象を超える(5)頄事象に対して規制側からの安全設計要求はなかった。 

(5)頄事象として、「技術的には起こるとは考えられない事象」の解析がなされた。申請書では、

「発生頻度が無視し得るほど極めて低いが炉心が大きな損傷に至るおそれがある次の事象を選定

し、防止対策との関連において放尃性物質の放散に対する障壁の抑制機能を評価するため、原子

炉施設の深層防御の観点から評価を行う」として、局所的燃料破損事象、1 次主冷却系配管大口

径破損事象、反応度抑制機能喪失事象を選定した。 

解析条件の設定は、「それぞれの事象の進展過程に応じた合理的なモデルおよびパラメータに基

づき、各種の防止対策の作動を考慮した解析を行うものとする」と明記されており、保守的な解

析でなくてもよいとのニュアンスが含まれている。当時の安全研究のレベルを考慮すれば、陽に

現実的モデルと記述できなかったと考えられ、「合理的」という表現を用いたものと推察される。 

申請書では 1 ケースしか見られないが、数多くの解析ケースが審査では提出された。また、審

査側からの要求により、研究開発の一環としてレベル１PSA とレベル２PSA が実施された。 

(2) 米国における安全審査 

CRBRP 建設に関連した安全評価報告書（NUREG-0968）では、連邦規則・建設許可クライテリ

ア・スタンダードレビュープラン（NUREG-0800）を踏まえて深層防護の考え方に基づいて審査

された。事象区分は我が国と同様に発生頻度の観点で分類されており、「Anticipated event」、

「Unlikely event」、「Extremely unlikely event」と定義された。CDA の位置づけについても検討がな

されており、高速炉は独立２系統の炉停止系を有しており、炉停止失敗確率は極めて低いことか

ら CDA は設計基準事象から排除されると結論づけられた。ただし、設計基準事象と設計基準外

事象を区別する明確な確率値があるわけではなく、しばしば工学的判断が使われると記述されて

いる。また、工学的判断には品質保証、規制基準類への遵守、多重性・独立性・多様性のような

決定論的なクライテリアに基づくと示されている。 
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(3) 仏国における安全審査 

フランスでは通常運転と設計基準事象までを４分類しており、我が国と同様の事象区分である。

設計基準外事象としては「Limiting event」を設けている。CDA は考えずに瞬時入口閉塞が検討さ

れた。しかし、チェルノブイリ事故後に規制側からの要求によって CDA による影響を検討する

ことが推奨された。 

4.3.4 高速炉（電力）実証炉段階での考え方（1990 年代） 

(1) 電力実証炉安全指針案（原子力安全研究協会） 

もんじゅの(5)頄事象では、経験が浅いことから念のため、かつ暫定的に評価との位置づけであ

った。電力実証炉（原安協）の「付加的限界事象」では、FBR が研究開発段階にあることと、炉

心損傷時の影響の厳しさを考慮して設定された。“付加的”の意味は、炉心の著しい損傷に至る可

能性のある限界的状態（過酷状態）においても原子炉施設が適切な安全裕度を有することを、念

には念を入れるとの考え方から付加的に確認するというもの（将来的には、国内軽水炉と同様、

不要となるべき性格のもの）との位置づけであった。 

付加的限界事象想定の趣旨 

・ ＦＢＲの炉心が「反応度最大の炉心構成でないこと」に起因する核的ポテンシャルを有し

ていること。 

・ 高速増殖炉は低圧システムである等により設計基準事象の範囲では非常にリスクが低く、

設計基準事象を超える近傍の領域にいわゆるクリフエッジが存在しないことを確認する

必要があること。 

・ また、シビアアクシデントの全スペクトルを対象とするものではないが、安全設計上も設

計基準を超える事象に対して適切な影響緩和対策を設けプラントの耐性を確保しておけ

ば、これは取りも直さず「深層防護」の観点から安全性の深みが増すとともにリスク低減

の観点からも有効であること。 

付加的限界事象の定義 

・ 稀有事故より発生頻度が低く、結果が重大な事象（炉心損傷を含む）であって深層防護の

観点から安全設計の深みを評価するために限界的に想定する必要のある事象。 

評価の目的 

・ 核的ポテンシャルの評価を行う。 

・ 稀有事故を超える近傍の領域に有意なクリフエッジが存在しないことを確認する。 

・ プラントの耐性が確保されていること、特に原子炉格納および放尃性物質の放出抑制の機

能に係わる設備設計が適切な頑健性（裕度）を有していることを確認する。 

以上のようなことを踏まえれば、付加的限界事象の想定の趣旨は設計基準事象のように安全設

計の妥当性評価ではなく、FBR の特徴を踏まえ、設計基準を超えた事象を仮定したとしても、プ

ラントの耐性により炉心損傷に至ることがないかまたは至ったとしても大きなリスク要因となる

ことがないようにするとの考え方で、深層防護の観点からプラン卜の影響緩和設備の設計の深み

あるいは頑健性（裕度）を評価する事象であるということができる。また、評価事象の選定に当

たっては、稀有事故より低頻度の事象をすべて想定する必要はなく、評価の目的に照らして適切

な事象を選定すれば良いとの考えである。 

(2) 米国における検討 

SECY-93-092 では、NRC スタッフは、PRISM 設計を含む将来実施予定の新型炉設計の審査にか

かわる以下の重要方針課題 10 件のうち、事故評価の適切な安全評価の事象区分の設定について、

承認を求めている。 
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・ 事象選定は決定論的に行い PSA から得られる情報で補う 

・ 発生確率に基づき事象区分を設定する。事象区分のうちの一つは、軽水炉の設計基準より

も低い発生頻度の事象を扱う。このような事故推移の解析には、設計基準事象評価のよう

な保守性は適用しない。既存軽水炉の設計基準事象と同等の事象区分の事象の評価には、

既存軽水炉の評価と同等の保守性を考慮する。 

・ それぞれの事象区分に対して NRC の政策と整合した判断基準（炉心損傷度合い、放尃性

物質の放出）を定める 

・ 既存軽水炉のものと同等の評価方法と仮定を開発する 

・ ソースタームについては、機構論的評価に基づく 

・ 安全裕度の評価、機構論的なソースタームを決めるためのシナリオ、格納容器に脅威を与

えるシナリオの同定のために、一連の評価事象群を決定論的に設定する。 

・ 軽水炉との整合をとって外部事象を決定論的に設定する。 

・ 複数モジュール型の設計に対しては、その設計に特有な評価事象について検討する。 

(3) 仏国における検討 

EFR アドホック安全クラブの最終報告（1993 年）では、炉心溶融事故の防止と影響緩和の両方

の安全対策をとりいれることによるリスク低減努力を歓迎している。炉心損傷事象についての現

象論的評価を行い、評価事象の設定根拠を明確化することを求めている。 

4.3.5 最近の指針等での考え方（2000 年代） 

(1) 米国における検討 

新型原子力プラントの規制：政策声明(73FR60612、2008 年 10 月 14 日)では、NRC は、新型炉

の許認可プロセスにおける複雑さと不確かさを最小化し、審査環境を改善するための政策声明を

発表した。この声明は「先進原子力プラントの規制：政策声明」（51FR24643、1986 年 7 月）の 2

回目の改定である。新型炉に対して、NRC は今の世代の軽水炉と尐なくとも同等の環境と公衆の

健康の保護と安全性、共通の防御とセキュリティを期待する。さらに、新型炉は、安全とセキュ

リティに関する機能を発揮するために、安全裕度の拡大、単純化した、固有の、受動的なあるい

は、他の革新的な手段を提供することを期待する。NRC は、新型炉の設計において、現在規則化

が審議されている大型商用航空機の衝突効果を考慮することを期待する。そうすることで、より

強固な設計が可能になると信じる。 

新型炉の設計において考慮すべき事頄（関連のみ）は下記。 

・ 信頼性が高く、より簡素な原子炉停止と崩壊熱除去系統、固有あるいは受動的な手段の活

用を推奨（負の温度係数、自然循環など） 

・ 安全性が脅かされる状態になるまでの、より長い時定数と十分な計測手段確保 

・ 簡素化された安全系により、運転員操作、厳しい環境にさらされる機器、安全炉停止状態

を維持するために必要となる機器を低減  

・ 十分な固有安全、信頼性、冗長性、多様性、独立性を有する安全系によりシビアアクシデ

ントのポテンシャルと影響を最小化する設計。事故の影響緩和よりも事故ポテンシャルの

最小化に重きを置く 

・ 放尃能放出に対する多重障壁の確保とシビアアクシデントのポテンシャルと影響低減に

より深層防護を取り入れた設計  

設計基準外事象に対して、設計で考慮することを求めている。 

(2) 仏国における検討 

次世代加圧型水冷却炉の設計・建設のための技術ガイド[EPR 設計ガイド]（2000 年）では、深

層防護を強化して、炉心溶融事故に対して、避難の必要がないように設計対策すると共に、受け
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入れられない結果をもたらす事象については設計対策によって「実質的に回避」する。シビアア

クシデントに対する方針が個別事象に対して具体的に述べられている。 

(3) IAEA における検討 

IAEA では、原子力プラントに対して最新の安全設計要求を整理しているところである（DS414）。

それにはシビアアクシデント対策を陽に設計に取り入れることとしており、安全評価も必要であ

る。5.31.シビアアクシデントには次にように記述されている。 

設計基準事故を超え、安全系の多重故障の結果として重大な炉心の損傷に至るような、発生頻

度が極めて低いある種の発電所状態においては、放尃性物質の放出に対する多数または全ての障

壁の健全性が脅かされる恐れがある。これらの事象推移はシビアアクシデントと呼ばれる。こう

したシビアアクシデントの推移に対しては、工学的判断と確率論的手法の組み合わせを用いて、

合理的で実行可能な発生防止策及び影響緩和策を特定するため事象推移を決定しなければならな

い。こうした対策の検討では、設計基準事故の設定・評価に用いるような保守的な工学的手法を

用いる必要はなく、むしろ、現実的または最適評価の仮定、手法及び解析上の基準に基づくべき

である。シビアアクシデントに対する設計対応では、運転経験、関連する安全解析及び安全研究

の成果に基づき、以下の事頄について考慮しなければならない。 

・ 確率論的手法、決定論的手法及び適切な工学的判断を組み合わせて、シビアアクシデント

に至る重要な事象推移を同定しなければならない。 

・ 設計においてどのシビアアクシデントを考慮すべきかを決めるための基準に照らして、こ

れらの事象推移を評価しなければならない。 

・ 選定された事象の発生頻度を減らすか、または、起きた場合の影響を緩和できる可能性の

ある設計変更や手項の変更について評価し、合理的に実行可能であれば実施しなければな

らない。 

・ 発電所を制御された状態に戻すか、あるいはシビアアクシデントの影響を緩和するために、

ある系統（安全系及び非安全系）を当初意図した機能や想定した運転状態を超えて利用す

ることや、仮設設備を追加的に利用することを含め、発電所全体の設計上の能力について

検討しなければならない。ただし、これらの系統は、予想される環境下でも機能すること

が示されなければならない。 

・ 同一敷地内に複数の原子炉がある場合には、隣接する原子炉から、その安全を犠牲にしな

い範囲で、利用可能な手段や支援の活用について検討しなければならない。 

・ 代表的かつ支配的なシビアアクシデントのシナリオを考慮し、アクシデントマネージメン

ト手項を策定しなければならない。 

(4) WENRA における検討 

西欧原子力規制当局連合 WENRA では、新型炉のための安全目的が整理された。炉心溶融を伴

う事故、すなわち、シビアアクシデントについては、放尃性物質の環境への放散の可能性を低減

することとしており、次のような定性的な基準が設けられた。 

・ 早期放出あるいは大規模放出に至る可能性のあるシビアアクシデントは実質的に回避さ

れねばならない。 

・ 実質的に回避されていないシビアアクシデントについては、公衆に対して、影響範囲及び

猶予時間の点で、限定的な防護措置しか必要とせず（永久移住が不要、プラント近傍以外

での緊急避難が不要、屋内退避が限定的、長期の食物摂取制限がない）、また、これらの

措置の実施のために十分な時間が利用できるよう設計対応をしなければならない。 

・ また、深層防護の全てのレベルにおける独立性について、次のように記述されている。 

・ 深層防護を全体的に強化するために、合理的に達成可能な限り、深層防護のすべてのレベ

ルについて、（通常運転・異常な過渡・事故の防止、炉心溶融を伴わない事故、炉心溶融

を伴う事故で取り組まれたように、各レベルを強化することに加えて）特に、多様性によ
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る対応を通して、各レベル間の独立性の有効性を高めること。 

上記のシビアアクシデントは既存炉では設計基準外であったものが新型炉では設計基準の状況

になると述べられている。 

4.3.6 事象区分の検討 

(1) 事象区分の考え方 

事象区分を設定する意義は、安全性の確保を合理的にバランスよく達成するための手段を提供

することにある。発生頻度と結果の重大さの積で表されるリスクを一定水準以下に制限するとい

う考え方を導入すると、発生頻度の高い事象については、それによってもたらされる結果を厳し

く制限し、結果が重大な影響を及ぼす事象の発生頻度は低く抑えることが必要となる。 

表 3.2 に各国の事象区分を最新の軽水炉を含めて整理した。設計基準事象に対しては、「事故」

を１区分あるいは２区分にしており、国際的に標準となる事象区分は整備されていないものの、

大きな枠組みで見れば、高速炉及び最新の軽水炉の事象区分は概ね同等である。許認可上、設計

基準外事象が陽に取り扱われていることが特徴として見てとれる。 

現行の事象区分において、「事故」は「運転時の異常な過渡変化」を超える異常な状態と位置づ

けられ、発生する頻度は“まれ”との表現からも、発生頻度がその事象区分の背景にはある。 

「運転時の異常な過渡変化」は原子炉寿命期間中に 1 回以上発生すると想定される事象であり、

10
-2／炉年以上あると考えられる。一方、新型炉に対する性能要求は炉心損傷頻度が 10

-5／炉年以

下であり、これは内的・外的事象の合計値であり、実際にはこの値より低くなると考えられる。

それを考慮すると、内的事象の各事象の発生頻度は 10
-6／炉年以下になると考えられる。この場

合、現行軽水炉指針の「事故」は 10
-2～10

-6／炉年程度までをカバーする事象であり、発生頻度の

観点から幅広くなり、合理的と言い難い。過去には、安全評価事象の候補となりうる異常事象の

発生頻度を定量的に評価し、事象区分の検討がなされたことがある 57)。 

このような発生頻度に基づいて事象区分を設定することは我が国のリスク情報活用規制の方針

と合致しており、今後は発生頻度に基づいて設定すべきと考える。運転経験の尐ない新型炉に対

しては故障データが尐なくリスク情報を活用することは困難との指摘もあるが、ナトリウム冷却

高速炉については実験炉や原型炉において故障データが蓄積されつつある。したがって、今後の

データ蓄積によって発生頻度に基づいて事象区分を設定することは確実なものとなっていくと考

えられる。 

このような考え方に基づき、設計基準事象を３区分にして、「運転時の異常な過渡変化」は 10
-2

／炉年以上、「事故」は 10
-2～10

-4／炉年、「稀有事故」は 10
-4～10

-6／炉年と概ね２ケタの範囲で

分類することを提案する。また、設計基準外事象を１区分として 10
-6～10

-8（10
-9）／炉年とする

ことを提案する。 

事象区分は発生頻度に基づいて検討するが、設計変更あるいは故障率データや評価手法の進展

を考慮すると厳密にある確率値で線引きすることは合理的でない。したがって、区分境界の発生

頻度をある程度参考にしつつ工学的判断で決定論的に行うべきである。米国（SECY-93-092）で

は、発生頻度に基づき事象区分を行うとしているが、事象選定は確率論を参考にしつつ決定論的

に行うとしており、整合している。 

(2) 事象区分の定義 

上記を踏まえて、設計基準事象の各事象の用語は次のように定義される。ただし、設計基準外

事象の位置づけ、用語の定義、事象選定および判断基準については後述される。 
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・運転時の異常な過渡変化 

原子炉の運転中において、原子炉施設の寿命期間中に予想される機器の単一の故障、もし

くは誤動作または運転員の単一の誤操作、およびこれらと類似の頻度で発生すると予想さ

れる外乱によって生ずる異常な状態に至る事象 

・事故 

「運転時の異常な過渡変化」を超える異常な状態であって、発生する頻度は稀であるが、

発生した場合は原子炉施設からの放尃性物質の放出の可能性があり、原子炉施設の安全性

を評価する観点から想定する必要のある事象 

・稀有事故 

「事故」を超える異常な状態であって、発生する頻度はさらに低いが、発生した場合は炉

心の損傷とそれに伴う原子炉施設からの放尃性物質の放出に至る可能性があり、高速増殖

炉の安全設計上の特徴と事象進展に対する影響緩和機能との関連により、原子炉施設の安

全性を評価する観点から想定する必要のある事象を対象とする。 

上記の「運転時の異常な過渡変化」および「事故」は現行の安全評価指針と同じ表現である。

新規に追加された「稀有事故」については炉心損傷に至らないように影響緩和機能の設計の妥当

性を確認する見地から想定する事象に加えて、高速増殖炉の安全設計上の特徴を考慮して安全評

価できるようにしたものである。 

(3) 評価すべき事象の選定の考え方 

「運転時の異常な過渡変化」では、原子炉施設が制御されずに放置されると、炉心あるいは原

子炉冷却材バウンダリに過度の損傷をもたらす可能性のある事象について、これらの事象が発生

した場合における安全保護系、原子炉停止系等の主としてＭＳに属する構築物、系統および機器

の設計の妥当性を確認する見地から、代表的な事象を選定する。 

「事故」では、原子炉施設から放出される放尃性物質による敷地周辺への影響が大きくなる可

能性のある事象について、これらの事象が発生した場合における安全保護系、原子炉停止系、崩

壊熱除去系等の緩和抑制機能、ナトリウムの化学反応の緩和抑制機能、および放尃性物質の放出

抑制機能を有する主としてＭＳに属する構築物、系統および機器の設計の妥当性を確認する見地

から、代表的な事象を選定する。 

「稀有事故」では、炉心の損傷とこれに伴う原子炉施設から放出される放尃性物質による敷地

周辺への影響が大きくなる可能性のある事象について、これらの事象が発生した場合における、

高速増殖炉の設計に特有の影響緩和機能、特に原子炉停止および炉心冷却に係わる安全機能の設

計の妥当性を確認する見地から、代表的な事象を選定する。具体的には、運転時の異常な過渡変

化時の主炉停止機能の喪失および全交流電源喪失が考えられる。 

(4) 判断基準の考え方 

「安全評価要件」解説には、「運転時の異常な過渡変化」に対しては、「基本的には原子炉施設

は、事象の原因となった故障部等の復旧を除けば、格段の修復なしに通常運転に復帰できること」

を求めており、「事故」に対しては、「炉心の形状が、炉心からの除熱を定量的あるいは尐なくと

も半定量的に予測できるようなものであること、すなわち冷却可能形状を維持すること」を求め

ている。「事故」を超える「稀有事故」に対して、冷却形状維持を緩和して炉心の著しい損傷に至

ることがないことを求めることは難しい。したがって、「事故」と「稀有事故」は、定性的表現は

区別せずに定量的判断基準で示すこととする。定量的判断基準は下位基準で定められる。 
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4.4 安全要件案における設計拡張状態 

4.4.1 設計基準外事象を安全審査項目とする位置づけ 

現指針の「高速増殖炉の安全性の評価の考え方」では、(5)頄において「『事故』より更に発生

頻度は低いが結果が重大であると想定される事象については、LMFBR の運転実績が僅尐である

ことに鑑み、その起因となる事象とこれに続く事象経過に対する防止対策との関連において十分

に評価を行い、放尃性物質の放散が適切に抑制されることを確認する」として、設計基準事象を

超える事象に対する安全評価が安全審査頄目として位置付けられている。 

電力実証炉を対象に指針案が検討された平成 3 年度原安協報告書では、高速炉の安全評価にお

いて設計基準事象を超える事象を想定しなければならない理由が、炉心損傷事故が高速炉の安全

性において歴史的に重視されてきた理由と対応して、次のように述べられている。 

・ 高速炉の核的ポテンシャルは、高速炉の炉心がボイド反応度が正であることを含めて「反

応度最大の炉心構成にない」ことに起因する高速炉の安全上の重要な特徴であるが、設計

基準事象の範疇ではこれが顕在化することはない。したがって、この高速炉の安全上の特

徴をプラントの固有の安全特性と安全確保対策との関連において理解し、これが顕在化す

る可能性が極めて小さいか、または顕在化した場合にあっても原子炉施設から放尃性物質

放散が適切に抑制されることを確認する必要がある。 

・ 低圧ナトリウム冷却炉という特徴により、高速炉は一般に設計基準事象に対する安全裕度

は極めて大きく、この範囲ではほぼゼロリスクであると言える。したがって、設計基準事

象を超える近傍の領域に有意な「クリフエッジ」が存在しないことを確認する必要がある。 

・ 原型炉では高速炉の運転経験（安全評価、許認可等の経験も含む）の僅尐さゆえに、（５）

頄事象評価が行われた。安全審査以降に実施された PSA 研究を含む原型炉クラス炉心に

対する評価結果は、設計基準外事象のリスクが極めて小さいことを示している。ただし、

大型炉心（ボイド反応度増大、燃料インベントリ増大）に対してこうした結論をそのまま

適用することはできない。 

電力実証炉を対象に指針案が検討された平成 8 年度原安協報告書では、実証炉段階の高速増殖

炉は研究開発段階にあり、再臨界等による炉心損傷の影響が厳しいと考えられるという安全上の

特徴を有するとともに、現状では、先行炉「もんじゅ」での許認可実績との連続性を見直すだけ

の技術的知見が充実していないことから、「付加的限界事象」を格納容器等の限界設計用想定事象

として許認可の枠内で扱うという事象評価の主旨を明記する考え方であった。また、軽水炉のシ

ビアアクシデントに対する影響緩和方策について民間自主基準で扱う方向で検討が始められてい

る動向を考慮し、「付加的限界事象」の候補事象に対する炉心損傷への進展防止策および影響緩和

策を、同様に民間自主基準で扱うことの可能性についても検討していく必要があると認識された。 

我が国においては、原子力安全基準専門部会共通問題懇談会中間報告（平成 2 年 2 月）にて、

シビアアクシデントとは「設計基準事象を大幅に超える事象であって、安全設計の評価上想定さ

れた手段では適切な炉心の冷却または反応度の制御ができない状態であり、その結果、炉心の重

大な損傷に至る事象」と定義されている。なお、ここでいう設計基準事象とは、「原子炉施設を異

常な状態に導く可能性のある事象のうち、原子炉施設の安全設計とその評価に当たって考慮すべ

き」とされた事象とされた。また、平成 4 年 3 月に同懇談会から、シビアアクシデントへの拡大

防止対策及びシビアアクシデントに至った場合の影響緩和対策が安全性の一層の向上を図るとい

う認識からアクシデントマネージメントの整備を一層促進すべきと提案された。「発電用軽水型原

子炉施設におけるシビアアクシデント対策としてのアクシデントマネージメントについて」（平成

4 年 5 月原子力安全委員会決定）の用語の説明の中では、「安全評価において想定している設計基

準事象を大幅に超える事象であって、炉心が重大な損傷を受けるような事象を、一般に、シビア

アクシデントと呼んでいる」と明記されている。これは IAEA の設計基準事象を超え、かつ炉心
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損傷を含むものをシビアアクシデントと定義していることと整合する 40)
 。 

また、原子力安全委員会では平成 22 年 12 月に当面の施策の基本方針を定めた 6)。その中で、

発電用軽水型原子炉施設におけるシビアアクシデント対策の高度化について次のような検討内容

を提起している。 

原子力施設については、これを災害の防止上支障のないよう設計・建設・運転管理するこ

とが求められている。たとえば、発電用軽水型原子炉施設の基本設計段階では各種の事故（設

計基準事象）を想定し、万一それらが発生したとしても、炉心は著しい損傷に至ることはな

く、「周辺の公衆に対して著しい放尃線被ばくのリスクを与えないこと」を確認している。

それでもなお、同原子炉施設のシビアアクシデント（設計基準事象を大幅に超える事象であ

って、安全設計の評価上想定された手段では適切な炉心の冷却または反応度の制御ができな

い状態であり、その結果、炉心の重大な損傷に至る事象）に至る可能性は、極めて小さいも

ののゼロではない。委員会では平成 4 年に「発電用軽水型原子炉施設におけるシビアアクシ

デント対策としてのアクシデントマネージメントについて」を決定し、事業者による自主努

力によるシビアアクシデントへの設計上及び運転上の対処を求め、それまでの対策によって

十分低くなっているリスクをさらに低減してきた。その後現在までにおいて、シビアアクシ

デントに関する知見が充実してきたことを踏まえ、今後、発電用軽水型原子炉施設について

合理的に実行可能な限りリスクを小さくすることを明確かつ体系的に求めるべく、シビアア

クシデント対策の一層の充実を目指した方策について検討する。 

一方で、世界の趨勢はシビアアクシデントを許認可枠内で陽に取り扱うことが大きな流れとな

ってきた。IAEA の INSAG-10 の深層防護レベルは５段階で示されている。深層防護の第１レベ

ルは異常防止であり、第２～第３レベルでは設計基準事象対応の安全設計設備と位置付けられる。

第４レベルの安全設計設備はシビアアクシデントの管理と位置付けられ、第４レベルを超えた第

５レベルでは敷地外緊急時対応が必要となる。 

「第４世代炉に関する国際フォーラム」（GIF）や IAEAの INPROにおいて第４世代炉に対して、

敷地外緊急時対応の必要性の実質的な回避を目標として謳っている。この目標の達成のため、第

４世代炉はシビアアクシデントを設計の中で考慮することとしている。敷地外緊急時対応の必要

性を実質的に回避できるように事業者がリスク低減を努力すれば、公衆への負担を軽減できる。

したがって、深層防護の第４レベルの安全設計設備を強化することは推奨されるべきである。な

お、IAEA の NS-R-1 においても、実行可能な限りシビアアクシデント対策をとることを推奨して

いる。 

2009 年 12 月に WENRA により新型炉のための安全目的が発行された。炉心溶融を伴う事故、

すなわち、シビアアクシデントについては、放尃性物質の環境への放散の可能性を低減すること

としており、次のような定性的な基準が設けられた。 

 早期放出あるいは大規模放出に至る可能性のあるシビアアクシデントは実質的に回避され

ねばならない。 

 実質的に回避されていないシビアアクシデントについては、公衆に対して、影響範囲及び

猶予時間の点で、限定的な防護措置しか必要とせず（永久移住が不要、プラント近傍以外

での緊急避難が不要、屋内退避が限定的、長期の食物摂取制限がない）、また、これらの措

置の実施のために十分な時間が利用できるよう設計対応をしなければならない。 

上記の安全目的案の項守を推進するための定量的安全目標についても議論された。シビアアクシ

デントに関連して、「実質的に回避」については、仮に事故の発生条件が物理的に不可能、もしく

は、高い確度で極めて発生しそうにないと見なされるのなら、ある事故が起こる可能性は実質的

に回避されるとみなされる。物理的に除外することができない事故条件に関しては、高い確度で

極めて発生しそうにないことに対する正当性を強調しなければならない。このことは、単に一般
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的なカットオフ確率値の項守に基づくだけでは、事故条件の回避は断言することができないとい

うことを意味している。たとえ事故条件の確率が極めて低くても、そのリスクを低減するため追

加的に合理的な設計方策を施されるべきである。その正当性とは、解析された事故条件と関連現

象の知識が十分にあるということの実証が含まれ、その上、データと手法に関連する不確定性は

定量化されるべきであると記載されてある。 

現在 IAEA で議論中である DS414 では、多重防護の考え方の中で、第４の防護レベルは、発生

頻度のごく低い事故の状態を抑制することを対策としており、放尃性物質の放出を合理的に実行

可能な限り低く抑えることを確保するためのものである。このレベルのもっとも重要な目的は、

シビアアクシデント・マネージメントを遂行しまたその影響を緩和する一方で、閉じ込め機能を

防護することであると書かれてある。また、厳しいプラント状態の中で、想定事故の状態におけ

るシーケンスよりも厳しい状態に至るかもしれない事象シーケンスについて、その防止と緩和の

ための実行可能な対策を明確かつ実施することが明記されてある。 

高速炉の安全上の重要な特徴は、高速炉の炉心が反応度最大の炉心構成にないことに起因する

即発臨界超過を伴う機械的エネルギー放出の可能性があることである。高速炉は一般に設計基準

事象に対する安全裕度は極めて大きいものの、上記の特徴によって設計基準事象を超える近傍の

領域に有意なクリフエッジが顕在化する可能性がある。したがって、設計基準外事象は、安全評

価の中でそのようなクリフエッジが存在しない（原子炉施設から放尃性物質放散が適切に抑制さ

れる）ことを確認することを求められたものであり、深層防護の第４レベルの設計対策の安全設

計の妥当性を確認する位置づけの事象となる。このような設計基準外事象を安全審査頄目とする

ことは、国内では原子力安全委員会が定めた基本方針に沿っており、国外では IAEA などの指針

と整合したものである。 

4.4.2 設計基準外事象の用語の定義 

電力実証炉を対象に検討された指針案では、高速増殖炉が研究開発段階の炉型であることを考

慮して、特に炉心損傷時の炉心が有する正の反応度印加のポテンシャルとその熱的、機械的影響

の重要性に鑑み、現行の国内軽水炉指針の「事故」あるいは電力実証炉の「稀有事故」を超える

事象区分として「付加的限界事象」を新たに設定されたものであった。その位置づけは、炉心の

著しい損傷に至る可能性のある限界的状態（過酷状態）においても原子炉施設が適切な安全裕度

を有することを、念には念を入れるとの考え方から付加的に確認するというものであった。一方、

安全審査の国際標準の観点からは、IAEA の INSAG-10 では第 4 レベル（設計基準外事象に相当）

の深層防護上の設計対策が要求されていることに配慮する必要がある。これらの国際的な動向を

踏まえて、設計基準外事象の取扱いを付加的あるいは暫定的な位置づけと解釈されるような用語

とすべきではない。 

また、米国 PRISM 炉では設計基準事象の事象分類 EC-III（稀有事故に相当）の中で「bounding 

event」が評価された。これは PRISM 炉が概念設計段階であり不確かさを有していることから検

討されたものである。評価に当たっては、最確ベースではあるものの機器復旧を考慮するなどの

配慮がなされた。「限界事象」は、英語では「Bounding event」であり、この米国の用語との混乱

を招く可能性がある。 

前節において設計基準外事象は、限界状態を想定してプラントの耐性（適切な安全裕度）を確

認するものではなく、設計基準事象を超えるプラント状態で「クリフエッジ」が顕在化しないよ

うに設けられた設計対策の妥当性を確認することから、設計基準事象を超える想定に対して設計

対応を拡張するという意味で、「設計拡張状態」という用語とする。設計基準事象のように「設計

基準」を残すと、設計基準事象をそのまま拡張するように見えるため、あえて「基準」を削除す

ることとした。また、「事象」はありうる事故との印象を与える可能性もあるため、仮想的な「状

態」であるとの意味合いを残した。設計拡張状態は英語にすると、「Design Extension Condition」
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であり、現在検討が進められている IAEA の DS414 と整合する。 

4.4.3 事象想定の考え方 

(1) 事象想定の範囲 

安全審査における決定論的安全評価において、シビアアクシデントの全スペクトルを評価する

ことは合理的でない。稀有事故を超える近傍の領域に有意なクリフエッジが存在しないことを確

認することが目的であることから、「設計拡張状態」は設計基準事象を超える領域において、放尃

性物質放散の観点から炉心損傷の防止と影響緩和に対して安全評価を行う事象と位置付けられる。

したがって、4.3.6 節の事象区分の定義を踏まえて、設計拡張状態は次のように定義される。 

・設計拡張状態 

「稀有事故」を超える過酷な状態であって、発生する頻度はさらに低く技術的見地からは

起こるとは考えられないが、結果が重大であると想定される状態であり、炉心の著しい損

傷に至る可能性がある状態について、原子炉施設からの放尃性物質の大量の放散が適切に

抑制されることを評価するために想定する必要のある状態を対象とする。 

「設計拡張状態」は「稀有事故」を超える近傍の領域にリスクのクリフエッジがないことを確

認することを求めたものであり、極めて低頻度の状態あるいはリスクが小さくクリフエッジとな

らないことが明らかである状態を対象とする必要はない。「設計拡張状態」を対象とする頻度範囲

は設計基準事象と同様に概ね２ケタの範囲で分類することが考えられ、10
-6～10

-8（10
-9）／炉年

を｢設計拡張状態｣が対象とする発生頻度の範囲とする。ただし、今後、発生頻度を定量的に見積

もっていく必要がある。 

WENRA では「実質的に回避」できることを述べており、想定事象を限定していることも事象

選定する上で重要である。ただし、単に一般的なカットオフ確率値の項守に基づくだけでは、事

故条件の回避は断言することができないということを意味しており、物理的に除外することがで

きない事故条件に関しては、高い確度で極めて発生しそうにないことに対して正当化しなければ

ならない。 

(2) 評価すべき事象の選定の考え方 

事象の選定に当たっては、「稀有事故」までの範囲で期待している影響緩和機能が喪失した事象

（特に MS の多重故障）、「稀有事故」までで想定している起因事象がより大規模となった事象（大

規模配管破損等）または「稀有事故」までの範囲で想定していない起因事象（容器破損等）のう

ち、上記のような頻度範囲で想定され、かつ炉心燃料の損傷に伴う格納施設内への放尃能の放出

や格納施設破損に伴う環境への放尃性物質放出の可能性がある事象が対象となる。したがって、

高速炉の炉心損傷事象に関する事象推移やその影響および発生頻度に関する知見などを参考に、

包絡性を考慮して代表的な事象を選定すれば良い。 

このような考え方で適切な事象を選定することとするが、主として、「設計拡張状態」では深層

防護の第 4 レベルの設計対策の妥当性評価を行う。特に、原子炉停止機能のような安全機能その

ものの喪失後の核的ポテンシャルが顕在化する可能性がある炉心損傷に至る事象推移に対するプ

ラン卜の耐性の評価を行うことは重要である。 

地震等の外的事象に対して、安全設計指針に則って設計される原子炉施設は耐性を有する設計

としなければならない。耐震設計指針では残余のリスクについて次のように解説されてある。 

地震学的見地からは、策定された地震動を上回る強さの地震動が生起する可能性は否定で

きない。このことは、耐震設計用の地震動の策定において、「残余のリスク」（策定された地

震動を上回る地震動の影響が施設に及ぶことにより、施設に重大な損傷事象が発生すること、
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施設から大量の放尃性物質が放散される事象が発生すること、あるいはそれらの結果として

周辺公衆に対して放尃線被ばくによる災害を及ぼすことのリスク）が存在することを意味す

る。したがって、施設の設計に当たっては、策定された地震動を上回る地震動が生起する可

能性に対して適切な考慮を払い、基本設計の段階のみならず、それ以降の段階も含めて、こ

の「残余のリスク」の存在を十分認識しつつ、それを合理的に実行可能な限り小さくするた

めの努力が払われるべきである。 

上記の考え方を踏まえて、評価対象とすべき事象の範囲は次のように記述される。 

炉心の著しい損傷とこれに伴う原子炉施設からの放尃性物質の大量の放出に至り得る状

態について、原子炉施設が有する固有の緩和機能を含めて、これらの事象に対し適切な影響

緩和対策（が設けられ、原子炉施設からの放尃性物質の放散が適切に抑制されること、特に、

炉心損傷への進展防止及びシビアアクシデントの影響緩和の機能に係わる設計の妥当性を

確認する見地から、原子炉施設の設計の特徴を踏まえて、代表的な事象を選定する。ただし、

異常状態を超える状態におけるリスクのクリフエッジがないことを確認する観点から、発生

頻度と事象の影響を考慮して最も適切な状態で代表させることができる。 

(3) 設計拡張状態における考慮すべき事象のカテゴリ 

「設計拡張状態」に対して、炉心損傷への進展防止（カテゴリ１）とシビアアクシデントの影

響緩和（カテゴリ２）の対応を考慮する。炉心損傷への進展防止対策（カテゴリ１）として、従

来の安全設備に加えて、必要に応じて設計対策を講じる。「事故」の評価において期待しない設備

の機能や運転員の操作についても、それらの効果の発現に合理性があれば考慮する。考慮すべき

事象には、設計基準事象に安全設備の故障を重ねた事象、設計基準を超える想定の起因事象が含

まれ、以下のようなカテゴリが考えられる。また、現在検討中の起因事象例を表 4.1 にまとめる。 

・ 原子炉停止失敗 

・ 1 次系冷却材漏えい 

・ 崩壊熱除去失敗 

・ 局所事故 

・ 気泡通過事故 

・ 炉心支持板構造破損 

・ 蒸気発生器伝熱管破断 

・ 2 次系冷却材漏えい 

シビアアクシデントの影響緩和（カテゴリ２）では、炉心損傷への進展防止の評価を踏まえて、

さらに厳しい条件を考慮して炉心損傷を想定した場合の影響の格納性（環境への放尃性物質の放

散抑制）を評価する。格納機能を有する設備の健全性を脅かす現象を同定するとともに、そこに

至る事象推移を検討して現象の厳しさの程度を定量化する。定量化した条件に対する事故影響緩

和機能を評価するとともに、環境への放尃性物質の放散が適切に抑制されることを確認する。 

事象選定に当たっては、幅広い起因事象に対して炉心損傷への進展防止（カテゴリ１）の評価

を行うこととするが、発生頻度や結果の重大さに加えて事象の包絡性を考慮して代表的な事象に

絞ることとする。さらに、シビアアクシデントの影響緩和（カテゴリ２）の評価では炉心損傷に

至る事象のうち包絡性を考慮して代表的な事象を絞ることとする。このように評価事象を絞るの

は、炉心損傷への進展防止対策によってリスクは十分に低減されているのに、深層防護の観点か

ら原子炉施設の安全性をあえて確認するために評価するものであるからである。シビアアクシデ

ントの影響緩和（カテゴリ２）の評価事象は、高速炉の特徴を考慮してリスクのクリフエッジが

顕在化する可能性がある炉心損傷に至る事象推移に対するシビアアクシデントの影響緩和対策の

設計の妥当性を評価する観点から事故影響の包絡性を考慮して代表的なものを選定することとす

る。 
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4.4.4 評価方法の考え方 

(1) 解析に当たって考慮すべき事頄 

想定された事象の解析を行うに当たっては、異常事象の発生前の状態として、当該原子炉施設

の通常運転範囲および運転期間の全域について考慮し、サイクル期間中の炉心燃焼度変化、燃料

交換等による長期的な変動および運転中予想される異なった運転モードを考慮して、それぞれの

事象に対する評価の目的と判断基準に照らして適切な初期状態を選定しなければならない。また、

解析は、原則として事象が収束し、支障なく低温停止に至ることができることが合理的に推定で

きる時点までを包含しなければならない。設計基準事象と異なり、「設計拡張状態」は、原則とし

て最確評価を基本とし、保守側になるように不確かさの重ね合わせを行う必要はない。これらの

事象が発生すると仮定した時の事象の推移と原子炉格納容器の機能および放尃性物質の放出抑制

の機能が適切な裕度を有していることを評価する。なお、これは米国（SECY-93-092）における

設計基準事象評価のような保守性は適用しない方針と合致する。 

(2) 判断基準の考え方 

安全性の判断基準は、前述のように、公衆への放尃性物質の放散が適切に抑制される範囲内で

リスク重要度の観点から、発生頻度の高い事象については厳しく制限し、発生頻度の低い事象に

ついては合理的に緩和することとする。「運転時の異常な過渡変化」では軽水炉と同様に「燃料が

機械的に破損しないこと」、「事故」及び「稀有事故」では「炉心冷却形状の維持」としている。 

一方、「設計拡張状態」では、事象の発生を仮定した場合、炉心の著しい損傷に至る場合におい

ても、原子炉格納容器の機能が確保され、放尃性物質の放散に対する障壁の設計が妥当であるこ

とを確認しなければならない。「設計拡張状態」では２つのカテゴリに対して設定する必要がある。

炉心損傷への進展の防止の評価においては「炉心損傷がないこと」とし、「稀有事故」よりも判断

基準は緩和される。ただし、高速炉は一般に冷却材沸騰が生じると正の反応度フィードバックに

より有意な出力上昇を引き起こす可能性がある。したがって、炉心は著しい損傷に至ることなく、

かつ、著しい冷却材沸騰に至らないこととする。具体的には次のとおりとする。 

①炉心は著しい損傷に至ることなく、かつ、著しい冷却材沸騰に至らないこと 

②原子炉冷却材バウンダリにかかる圧力および温度はその健全性が脅かされないこと 

③原子炉格納容器バウンダリにかかる圧カおよび温度は最高使用圧力および温度以下である

こと 

④周辺の公衆に対し、著しい放尃線の被ばくのリスクを与えないこと 

「設計拡張状態」における事故影響の緩和の評価においては「原子炉格納容器機能の維持」と

し、炉心が損傷したとしても放尃性物質の放散を適切に抑制することを評価する。高速炉は炉心

安全上の特徴により、過度の出力上昇が生じると、格納機能に有意な熱的・機械的影響を及ぼす

可能性がある。したがって、想定事象に対して、過度の出力上昇はなく、格納容器へ有意な熱的・

機械的影響を及ぼさずに放尃性物質の放散を適切に抑制することとする。具体的には次のとおり

とする。 

①原子炉格納容器バウンダリにかかる圧カおよび温度は最高使用圧力および温度以下である

こと 

②周辺の公衆に対し、放尃能障害を与えないこと 

4.4.5 設計拡張状態に対する設計上の考慮 

一般に、原子力施設の安全確保の基本的な考え方は、原子力災害による公衆の健康被害を防止

すること、すなわち、通常運転時の放尃性物質の環境放出量及び放尃線量を合理的に達成可能な

限り低減（ALARA）するとともに、異常な環境放出に至りうる異常を防止し、異常発生時の環境

放出量を抑制することである。その考え方を踏まえて、原子炉は深層防護の概念に基づいた安全
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機能が要求される。高速炉は同世代の軽水炉と同等の安全性を目標としている。それを達成する

ためには、決定論的要件として安全確保のための設計要件が軽水炉と同等であることとしている。

また、確率論的要件として軽水炉と同等の炉心損傷発生頻度及び格納容器機能喪失頻度の目標値

を満足することとしている。 

図 4.3 は決定論的安全要件である深層防護レベルと確率論的な安全目標の関係を示している。

放尃性物質の大規模な放散の可能性のある事象に対しては、その事象発生頻度を低く抑えておけ

ばいいとの考えに基づき、リスクカーブを描くことができる。受容できない事故影響の範囲に至

らないようにするためには、合理的な設計対策を導入すれば、発生頻度を低減あるいは事故影響

を緩和することができる。なお、リスクカーブについては定量的な検討が必要である。 

軽水炉と異なり、低圧ナトリウム冷却炉という特徴により、高速炉は冷却材喪失ポテンシャル

が低いことから、一般に設計基準事象に対する安全裕度は大きく、この範囲ではリスクは限定的

であると言える。したがって、設計基準事象を超える近傍の領域に有意な「クリフエッジ」が存

在しない（ある確率を超えた途端に極めて大きな放尃性物質の放散の可能性がない）ことが重要

である。設計基準事象を超えた領域では、炉心損傷に進展すると放尃性物質放散の可能性が顕在

化することがあるため、炉心損傷事故に対して発生頻度を低減する、あるいは事故影響を緩和す

ることが必要である。そのための合理的な安全確保対策を導入することによって受容可能なリス

クレベルを達成することができると考える。 

一方で、高速炉は、反応度最大の炉心構成にないため核的ポテンシャルをもつことが安全上の

特徴である。設計基準事象の範疇ではこれが顕在化することはないが、設計基準事象を超える領

域では、冷却材沸騰や燃料集中による急激な出力上昇を伴う機械的エネルギーが発生する可能性

がある。したがって、この高速炉の核的ポテンシャルに対して、炉心の著しい損傷を防ぐように、

また、炉心損傷に至ったとしても、その熱的・機械的影響が原子炉 1 次系バウンダリ内に収納で

きるように、炉心特性における安全設計上の配慮がなされた上で、炉心損傷への拡大防止及び事

故影響緩和に関する安全確保対策を導入すれば、軽水炉と同等の安全性を有することが可能にな

る。具体的には、次のような設計上の配慮が考えられる。 

 炉心は、炉心損傷の防止の観点から、異常状態における安全保護系の機能喪失による炉心

への影響を緩和できるよう考慮する。（例えば、受動的炉停止機構） 

 炉心は、炉心損傷時の初期における影響緩和の観点から、冷却材沸騰による過度の正の反

応度投入の影響を低減できるよう考慮する。 

 炉心燃料集合体は、炉心損傷時の燃料溶融による機械的エネルギー放出防止の観点から、

溶融燃料のプール形成による過度の正の反応度投入を回避できるよう考慮する。（例えば、

内部ダクト付き燃料集合体） 

 炉内構造物は、炉心損傷後に堆積し得る炉心物質を保持し、残留熱を除去する系統と相ま

ってこれを安定冷却できるよう、支持構造物の多層化、水平部面積、冷却材流路の確保等

を考慮する。（例えば、多段受け皿） 

 残留熱を除去する系統、原子炉冷却材バウンダリは、設計拡張状態時に考えられる熱的お

よび機械的負荷等に対する耐性を考慮する。 

IAEA の深層防護レベルによれば設計拡張状態は第 4 レベルに相当する。第 4 レベルは事故進

展の防止とシビアアクシデントの事故影響の管理であることから、アクシデントマネージメント

を遂行することもまた意味している。我が国では、既存炉のためのアクシデントマネージメント

は運転員操作との意味に取られているが、国際動向を踏まえるとこれは狭義のアクシデントマネ

ージメントであり、広義のアクシデントマネージメントは第 4 レベル対応と解釈できる。つまり、

運転員操作のみならず第 4 レベルの設計対策もまたアクシデントマネージメントと言え、シビア

アクシデントへの進展防止対策および事故影響緩和対策とは、それぞれフェーズ I とフェーズ II

のアクシデントマネージメントに相当する。このような解釈によって、従来型のプラントとの整
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合性を図ることが可能となる。 

フェーズ I のアクシデントマネージメントには、除熱系喪失事象などの時間余裕があれば運転

員操作に期待できるが、炉停止失敗事象などの時間余裕がない場合は運転員操作には期待できず

十分な設計対応が必要である。図 4.4 に各事象の時間進展と設計対策の関係を示す。炉停止失敗

事象は数十秒から数分で炉心損傷に至る可能性があるため、運転員操作（フェーズ I アクシデン

トマネージメント）に期待できない。そのため、設計対策によって炉心損傷を防止する必要があ

る。極めて確率の低い事象でかつ急速に事象が進展するため、炉心損傷防止対策の非信頼度を十

分に低くできるとは言い切れない。そのような事象に対して、十分な設計対策をとるべきであり、

炉心損傷緩和対策を備える必要がある。したがって、時間余裕のない炉停止失敗事象に対しては、

設計対応として炉心損傷防止と緩和対策の両方の対策を必要とする。一方、除熱系喪失事象に対

しては、炉心損傷に至るまでに数時間かかり緩慢に事象が進展するため、運転員操作（フェーズ

I アクシデントマネージメント）に期待できる。時間余裕があるため、炉心損傷を防止できる適

切な設計対策をいくつか用意しておき運転員操作によってその設計対策を起動させれば炉心損傷

を防止できる。したがって、時間余裕のある除熱系喪失事象に対しては、運転員操作に期待した

炉心損傷防止対策をいくつか必要とする。 

また、時間余裕のない事象に対しては、極めて発生頻度が低い事象であるため、動的安全設備

に頼らず自然現象に基づく受動安全設備により高い信頼度を確保する必要がある。原子炉の安全

機能である炉停止機能と冷却機能のそれぞれについて、固有安全・能動安全との組み合わせを考

慮して受動安全設備を設けることが推奨される。 

上記のような考え方に基づき、次のような要件案および本文の解説とする。 

要件 

原子炉施設は、「設計拡張状態」に対して重大な炉心損傷への進展防止ができる設計

とし、また、炉心損傷に至ったとしてもその事故影響の緩和を適切に図ることができる

設計であること。 

本文の解説 

設計基準事象を超える「設計拡張状態」の影響が当該プラント内で防止および緩和さ

れ、環境への放尃性物質の放散が適切に抑制されるように設計されることが必要である。

ここでいう「重大な炉心損傷への進展防止」とは、有意な出力上昇はなく、炉心は著し

い損傷に至ることなく、放尃性物質の格納機能に有意な影響を及ぼさないことをいう。

また、「事故影響の緩和」とは、想定される炉心損傷に対して、過度の出力上昇はなく、

格納容器へ有意な熱的・機械的影響を及さずに放尃性物質の放散を適切に抑制すること

をいう。 
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5 高速炉の安全要件の国際標準化に向けたアプローチ 

JSFR が国際標準となるためには、プラント本体(ハード)の性能・安全性が優れており、新規導

入国にとって魅力的なものであることは必須であるが、それに加え、その安全性を担保する安全

審査制度、安全審査指針類及び技術基準類といったソフト面を整備し、ハードとソフトを一体と

して提供することが重要である。 

原子炉施設の安全確保の基本的な考え方は世界共通だと考えられるが、現在のところ、第 4 世

代炉である高速炉に対する国際標準的な安全審査指針類は存在しない。JSFR は IAEA の深層防護

レベル 4 の安全性を考慮し、いわゆるシビアアクシデント対策を取り入れた設計概念となってい

るが、世界の原子力の安全性向上のためには、このような高いレベルの安全の考え方を国際的に

広めていくことが必要であると考えられる。 

そのためには、商用化前の原型炉・実証炉の建設計画が進むこの時期に、他国に先んじて早期

に JSFR の安全の考え方を国際標準指針に反映するよう戦略的に取り組むことが重要となる。し

かしながら、JSFR の設計(ハード)の進捗状況及び国内の安全審査・後段規制等の進捗状況と無関

係に無闇にソフト面(指針等)の国際展開を試みると、ハードとソフトの整合性が取れなくなり、

ハードとソフトを一体とした提供ができなくなる恐れがある。したがって、図 5.1 のように、JSFR

の設計(ハード)及び国内の安全審査・後段規制等の進捗状況に合わせて 6 段階に分けてソフト面

での国際展開を図ることとする。 

 

第 1 パッケージ (2013 年度末)  GIF 安全設計クライテリアと JSFR 1 次設計(共通サイト条件) 

JSFR 実証炉は 2010 年末までの概念検討に引き続き、2011～2013 年の概念設計 Phase I の段階

に入る。この段階ではまだ立地は決まっておらず、サイト条件によらない設計となる。 

国際的には、「第 4 世代炉に関する国際フォーラム」(GIF)において、ナトリウム冷却高速炉を

対象とし、JSFR の安全要件を盛り込んだ一般安全設計指針(GIF 安全設計クライテリア)の策定を

行う。これは、図 5.2 に示されるように、IAEA の安全基準でいえば軽水炉を対象とした NS-R-1

に相当するものである。高速炉に特有の事頄としては、本報告書にて予備的検討を行った「高速

炉安全設計要件」の内容が盛り込まれる。GIF 安全設計クライテリアは、2013 年目途に策定され

る予定である。 

2013 年末に概念設計 I が終了した段階で、GIF 安全設計クライテリアと JSFR の 1 次設計(共通

サイト条件)を併せて第 1 パッケージとして海外展開できるようになる。 

一方、国内では、安全指針のベースとなる安全要件について、本報告書の予備的検討結果を踏

まえ、2011 年度より原子力学会にて特別専門委員会を設置し、2 年間の予定で本格的な検討を行

う予定である。原子力学会での検討結果を踏まえ、2013 年頃から原子力安全委員会と安全指針の

整備に係る作業に入ることを想定している。また、指針類の整備に向けた働きかけと並行し、JSFR

の安全審査に向け、安全審査対象・内容の明確化を図る予備審査の制度化、実機での試験結果を

安全評価に反映させる包括的安全報告の導入等、規制制度の見直しを規制側に働きかける。 

 

第 2 パッケージ (2015 年度末) 規制制度+JSFR 2 次設計(建設サイト条件を含む) 

JSFR 実証炉は 2013 年頃に立地が確定すると考えられるので、建設サイト条件を確定した概念

設計 Phase II の段階に入り、2015 年に概念設計が終了する。また、この時期に国内では規制制度

の見直しが終了し、予備審査・包括的安全報告等が制度として導入されると考えられる。 
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この段階で、予備審査・包括的安全報告等の規制制度と JSFR の 2 次設計(建設サイト条件を含

む)を第 2 パッケージとして海外展開できるようになる。 

 

第 3 パッケージ (2018 年) 安全審査内容 I (SRP) + JSFR 基本設計 

2016 年に始まった JSFR 実証炉の基本設計は 2018 年に終了する。国内では、原子力安全委員会

にて高速炉安全指針が策定され、その策定作業を通じて、JSFR 実証炉の実質的な予備審査を受け

ることとなる。これにより、実際の安全審査に向け、JSFR 実証炉の基本設計と整合した審査内容：

Standard Review Plan (SRP) が準備される。 

この段階で、JSFR の基本設計及びそれと整合した SRP を第 3 パッケージとして海外展開でき

るようになる。 

 

第 4 パッケージ (2020 年頃) 安全審査内容 II (SRP) + JSFR 詳細設計 

JSFR 実証炉の安全審査は 2018～2020 年と想定されている。それと並行して JSFR 実証炉の詳

細設計が行われる。 

安全審査が終了した段階で、JSFR 実証炉の詳細設計及び安全審査結果・詳細設計と整合した

SRP が第 4 パッケージとして海外展開できるようになる。 

 

第 5 パッケージ (2025 年頃) FSAR+建設・試験実績 

JSFR 実証炉は、2020 年頃に安全審査が終了すると、引き続き設工認／工認の段階に入る。そ

れと並行して建設を行い、2023 年頃に完成する予定である。2 年程度の試験を経て最終安全解析

報告書(FSAR)を提出し、2025 年に運転開始となる。 

この段階で、FSAR と建設・試験実績を併せて第 5 パッケージとして海外展開できるようにな

る。 

 

第 6 パッケージ (2030 年頃) 運転実績の反映 

JSFR 実証炉は 2025 年以降運転段階に入り、種々の試験が行われる。2030 年頃を目途とし、蓄

積した運転実績を第 6 パッケージとして海外展開する。 

 

今後、このロードマップに従って国際展開のアクションを開始するとともに、進捗状況に応じ

てロードマップを改訂しながら、その実現を図っていく予定である。 
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6 結論 

高速炉の国際展開に資することを目的として、革新技術を採用した高速炉である JSFR に適合

し、かつ海外主要国の安全規制にも調和する国際標準的な安全要件の整備に向けた検討を行った。 

まず、安全指針体系の動向及び国内外の安全指針類に記載された安全要求を幅広く調査し、安

全指針の国際標準の観点から考慮すべき安全要求を抽出した。 

次に、調査結果を踏まえ、将来整備が想定される高速炉の安全指針のベースとなる安全要件に

ついて予備的な検討を実施した。安全要件の最上位文書として「安全確保の基本的考え方」に安

全確保に係る基本的概念や考慮すべき高速炉の特徴を記述し、その下に軽水炉指針に対応のある

「高速炉安全設計要件」、「高速炉安全評価要件」及び「高速炉重要度分類要件」を整備すること

とし、それらの第 1 次素案を作成した。 

特に、将来の高速炉は、第 4 世代炉として高いレベルの安全性を達成することが要求されてい

るため、設計基準を超えた領域で、大規模な炉心損傷に進展して放尃性物質が放散する危険性が

顕在化しないよう、設計基準を超える「設計拡張状態」を設計上考慮することを安全要件に盛り

込んだ。 

最後に、国際標準化に向けたアプローチを取りまとめた。商用化前の原型炉・実証炉の建設計

画が進むこの時期に他国に先んじて早期に JSFR の安全の考え方を国際標準指針に反映するよう

戦略的に取り組むことが重要であることから、JSFR の設計(ハード)及び国内の安全審査・後段規

制等の進捗状況に合わせて 6 段階に分けてソフト面での国際展開を図ることとし、そのロードマ

ップ案を作成した。 

今後、このロードマップに従って国際展開のアクションを開始するとともに、進捗状況に応じ

てロードマップを改訂しながら、その実現を図っていく予定である。 
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表 3.1: IAEA 安全基準「原子力発電プラントの安全：設計」(NS-R-1)の目次構成 41)
 

 

1. はじめに  

(1) 背景 

(2) 目的 

(3) 範囲  

(4) 構成   

2. 安全目的及び概念  

(1) 安全目的  

(2) 深層防護の概念  

3. 安全の管理のための要件  

(1) 管理責任  

(2) 設計管理  

(3) 実証された工学的手法  

(4) 運転経験と安全研究  

(5) 安全評価  

(6) 安全評価の独立検証  

(7) 品質保証  

4. 主要な技術要件  

(1) 深層防護の要件  

(2) 安全機能  

(3) 事故発生防止及び発電所の安全特性  

(4) 放尃線防護及び許容基準  

 

5. 発電所の設計に対する要件  

(1) 安全上の重要度分類  

(2) 設計の基本的考え方  

(3) 構築物、系統及び機器の信頼性に対する

設計  

(4) 供用中試験、保守、修理、検査及び監視

のための方策  

(5) 設備の実証  

(6) 高経年化  

(7) 人的要因  

(8) その他の設計上の配慮  

(9) 安全解析  

6. 発電所の系統設計に対する要件  

(1) 炉心と関連設備  

(2) 原子炉冷却系  

(3) 格納容器系  

(4) 計測制御  

(5) 緊急時制御センター  

(6) 非常用電源供給系  

(7) 廃棄物処理・管理系統  

(8) 燃料取扱・貯蔵系  

(9) 放尃線防護  
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表 3.2: 主要国の軽水炉及び高速炉に関する事象区分の比較（1/2） 

 
日本 米国 

比較結果 

発電用軽水型原子炉施設に関

する安全設計審査指針 

（原子力安全委員会決定、平

成 13年 3月 29日 一部改訂） 

液体金属冷却型高速増殖炉施設

の安全設計方針 

（「もんじゅ」原子炉設置許可申

請書 添付書類八 平成 18 年 10

月、平成 19 年 5 月一部補正） 

高速増殖炉の安全設計方針 

（原子力安全研究協会が電力実証炉用に作成、 

平成 8 年度とりまとめ） 

一般安全設計指針* 
* 10 CFR appendix A to Part 50 

-Genral Design Criteria for Nuclear 

Power Plants 

CRBRP に関するクライテリア* 

（NRC スタッフが認めた分類） 
* SER of the CRBRP (NUREG-0968) 

PRISM に関するクライテリア* 

（NRC スタッフによる提案） 
* PSER for the PRISM (NUREG-1368) 

ABTR に関するクライテリア* 

（ANL による既存指針のレビュー） 
* PSE of the ABTR (ANL-AFCI-172) 

用語の定義 

「通常運転」 

・ 計画的に行われる起動、停

止、出力運転、高温待機、燃

料取替え等の原子炉施設の運

転であって、その運転状態が

所定の制限内にあるものをい

う。 

「通常運転時」 

・ 原子力発電所の起動、停止、

出力運転、および燃料取替等が、

計格的または頻繁に行われた場

合、運転条件が所定の制限値以内

にある運転状態をいう。 

「通常運転」 

・ 計画的に行われる起動、停止、出力運転、

燃料取換え等の原子炉施設の運転であって、そ

の運転状態が所定の制限内にあるものをいう。 

Normal Operation 

（定義の記載なし） 
Normal Operation 

Normal Operation 

（NRC スタッフは、定義に関する提案は

特に行っていない模様。ただし、15 章

「ACCIDENT ANALYSIS」の中で、申請者

（GE）による定義が記載されている。) 

定義の記載なし 

高速炉の事象区分について、国際的に

標準となるような指針は整備されて

いないが、日米の事象区分は概ね同

等。 

「運転時の異常な過渡変化」 

・ 原子炉施設の寿命期間中に

予想される機器の単一の故障

若しくは誤動作又は運転員の

単一のご操作、及びこれらと

類似の頻度で発生すると予想

される外乱によって生じる異

常な状態をいう。 

「運転時の異常な過渡変化時」 

・ 原子炉の運転状態において、

原子炉施設の寿命期間中に予想

される機器の単一故障もしくは

誤動作または運転員の単一誤操

作によって外乱が加えられた状

態およびこれらと類似の頻度で

発生し、原子炉施設の運転状態が

計画されていない状態にいたる

場合をいう。 

「運転時の異常な過渡変化」 

・ 原子炉運転中において、原子炉施設の寿命

期間中に予想される機器の単一の故障もしく

は誤動作または運転員の単一のご操作、および

これらと類似の頻度で発生すると予想される

外乱によって生じる異常な状態をいう。 

 

Anticipated Operational Occurrence  

（定義： 原子力発電所の寿命期間中

に１回またはそれ以上の回数で発生

が想定される通常運転の状態の一つ） 

Anticipated event 

 （定義： 原子力発電所の寿命期間

中に１回またはそれ以上の回数で発

生が想定され通常状態から逸脱した

状態（off-normal condition）） 

Event Category Ⅰ (EC-Ⅰ)  

 （3 章「REVIEW APPROACH AND CRITERIA」

の中で、NRC スタッフが提案した事象分

類。これは左記の「Anticipated 

Operational Occurrence」に相当する事

象と解説。） 

定義の記載なし 

「事故」 

・ 「運転時の異常な過渡変化」

を超える異常な状態であっ

て、発生する頻度はまれであ

るが、原子炉施設の安全設計

の観点想定されるものをい

う。 

 

「事故時」 

・ 「運転時の異常な過渡変化時」

を超える異常な状態であって、発

生する頻度は稀であるが、原子炉

施設の安全性を評価する観点か

ら想定される事故事象が発生し

た状態をいう。 

 

「事故」 

・ 発生する頻度は稀であるが、発生した場合

は原子炉施設からの放射性物質の放出の可能

性があり、原子炉施設の安全設計の観点から想

定されるものをいう。  Postulated Accident 

（定義は記載されていないが、 LOCA

がこれに相当すると説明している。

SRP（NUREG-800）では、予想外の事象、

すなわち、仮想的な事象であって、原

子力発電所の寿命期間中に発生する

とは想定されないものと解説。） 

Unlikely event 

 （定義： 個別には原子力発電所の

寿命期間中に発生するとは想定され

ないが、全てのプラント構成要素を一

体化して考えた時（when integrated 

over all plant components）、何度も

発生することが想定される通常状態

から逸脱した状態） 

 

Event Category Ⅱ (EC-Ⅱ) 

 （3 章「REVIEW APPROACH AND CRITERIA」

の中で、NRC スタッフが提案した事象分

類。これは LWR の DBA に相当するものと

解説。） 

 

DBA 

「稀有事故」 

・ 「事故」を超える異常な状態であって、発

生する頻度は稀であるが、発生した場合は炉心

の損傷とそれにともなう原子炉施設からの放

射性物質の放出の可能性があり、高速増殖炉の

安全設計上の特徴と事象進展に対する影響緩

和機能との関連により、原子炉施設の安全設計

の観点から想定されるものをいう。 

Extremely unlikely event 

（定義： 原子力発電所の寿命期間中

に発生するとは想定されない極めて

発生確率の低い通常状態から逸脱し

た状態であるが、それでもなお、設計

基準として分類される故障の極限的

あるいは極端なケースを表すもの

（nevertheless represents extreme 

or limiting cases of failures which 

are identified as design bases）） 

 

 

「「事故」より更に発生頻度は低

いが結果が重大であると想定さ

れる事象」（添付書類十に記載） 

 

（本事象は、「高速増殖炉の安全

性の評価の考え方（原子力安全委

員会決定）」の別紙の「Ⅱ. LMFBR

の安全評価について」の(5)項で

定められたもの。） 

「付加的限界事象」 

・ 「稀有事故」を超える過酷な状態であって、

発生頻度はさらに低く、技術的見地からは起こ

るとは考えられないが、結果が重大であると想

定される事象であり、炉心の著しい損傷に至る

事象について原子炉施設からの放射性物質の

大量の放散が適切に抑制されることを評価す

るために想定する必要があるものをいう。 

記載なし 

BDBA 

（CDA（炉心冷却材インベントリの喪

失および ATWS に起因したものを含

む）は DBA から除外しても良いとの結

論。) 

 

（1978 年にまとめられた NUREG-0460

（LWRs の ATWS について）では、米国

内外の LWR の運転実績の評価を行い、

いくつかの LWR では ATWS の発生頻度

が十分に高く、リスク低減対策が必要

と結論付けれている。しかし、問題と

なった LWR は、高速で作動する炉停止

系が１系統しか備わっていないもの

であり、CRBRP は２系統の独立した高

速作動の炉停止系を有することから、

ATWS を DBA から除外しても良いと説

明。） 

Event Category Ⅲ (EC-Ⅲ) 

 （3 章「REVIEW APPROACH AND CRITERIA」

の中で、NRC スタッフが提案した事象分

類。これは DBA を超えるシビアアクシデ

ントに相当するものと解説。「Bounding 

Event」がこれに含まれる。EC-Ⅲの具体

的な想定事象は、PRA を補足的に活用し

た工学的判断によって選定されること

になろうとの見解。また、EC-Ⅲの解析

は、「best-estimate basis」で行うべき

であるとの見解が示されている。） 

 

Event Category Ⅳ (EC-Ⅳ)： RES（The 

Office of Nuclear Regulatory 

Research）が作成した事象 

（詳細な事故解析が意味をなさないほ

ど発生頻度が小さい事象であり、「残留

リスク」を意味するものと解説） 

BDBA 

（具体的には、ULOF、UTOP、ULOHS を記

載。） 
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表 3.2: 主要国の軽水炉及び高速炉に関する事象区分の比較（2/2） 

 
日本 米国 欧州 

備考・特記事頄 もんじゅ 

（原子炉設置許可申請書） 

電力実証炉 

（原安協） 
SRP 

AP1000 

（Design Control Document） 

ESBWR 

（Design Control Document） 

US-APWR 

（Design Control Document） 

UK-EPR 

（EPR Safety, Security and 

Environmental Report） 

*AREVA/EDF が HSE（英国保健安全執行

部）に提出 

DBE 

「通常運転時」 

原子力発電所の起動、停止、出力運

転、および燃料取替等が、計格的ま

たは頻繁に行われた場合、運転条件

が所定の制限値以内にある運転状態

をいう。 

「通常運転」 

 計画的に行われる起動、停止、出

力運転、燃料取換え等の原子炉施設

の運転であって、その運転状態が所

定の制限内にあるものをいう。 

（日本の「通常運転」に相当する用語

の解説はない。） 

Condition Ⅰ: normal operation and 

operational transients 

プラントの出力運転、燃料交換、保守あ

るいは操作の過程において頻繁あるい

は定期的に起こると予想されるもの 

 

*ANSI 18.2 “Nuclear Safety Criteria 

for the Design of Stationary PWR 

Plants”を参照している。 

（日本の「通常運転」に相当する用語

の解説はない。） 

Normal operation 

Normal operation includes plant 

heat-up and cool-down, power level 

increases (up to the specified 

maximum rates corresponding to a 

step load increase of 10 percent (%) 

and ramp load increases of 5% per 

minute), and load decreases (up to 

a full load rejection). 

Plant Condition Category 1: normal 

operating conditions 

日本の事象区分は、大きな枠組みで見れ

ば、欧米の最新 LWR の事象区分とも整合

する。 

「運転時の異常な過渡変化時」 

原子炉の運転状態において、原子炉

施設の寿命期間中に予想される機器

の単一故障もしくは誤動作または運

転員の単一誤操作によって外乱が加

えられた状態およびこれらと類似の

頻度で発生し、原子炉施設の運転状

態が計画されていない状態にいたる

場合をいう。 

「運転時の異常な過渡変化」 

原子炉運転中において、原子炉施設

の寿命期間中に予想される機器の

単一の故障もしくは誤動作または

運転員の単一のご操作、およびこれ

らと類似の頻度で発生すると予想

される外乱によって生じる異常な

状態をいう。 

Anticipated Operational Occurrence 

(AOO) 

原子力発電所の寿命期間中に１回ま

たはそれ以上の回数で発生が想定さ

れる通常運転の状態の一つ 

 

 

Condition Ⅱ: faults of moderate 

Frequecy 

These faults, at worst, result in a 

reactor trip with the plant being 

capable of returning to operation. 

Anticipated Operational Occurrence 

(AOO)（>10-2/ry） 

An AOO is any abnormal event that 

has an event probability of ≥ 1/100 

per year. 

Anticipated Operational 

Occurrences (AOOs) 

(AOOs) are events in which the 

reactor plant conditions are 

disturbed beyond the normal 

operating range.  AOOs are 

expected to occur one or more times 

during the lifetime of the plant. 

Plant Condition Category 2: design 

basis transients（>10-2/ry） 

「事故時」 

「運転時の異常な過渡変化時」を超

える異常な状態であって、発生する

頻度は稀であるが、原子炉施設の安

全性を評価する観点から想定される

事故事象が発生した状態をいう。 

 

「事故」 

発生する頻度は稀であるが、発生し

た場合は原子炉施設からの放射性

物質の放出の可能性があり、原子炉

施設の安全設計の観点から想定さ

れるものをいう。 

Postulated Accident 

予想外の事象、すなわち、仮想的な事

象であって、原子力発電所の寿命期間

中に発生するとは想定されないもの 

 

 

Condition Ⅲ: infrequent faults 

Condition III events are faults that 

may occur infrequently during the 

life of the plant.  

 

Condition Ⅳ: limiting faults 

Condition IV events are faults that 

are not expected to take place, but 

are postulated because their 

consequences include the potential of 

the release of significant amounts of 

radioactive material. 

 

Infrequent Event(<10-2/ry) 

An infrequent event is defined as a 

DBE (with or without assuming a 

single active component failure or 

single operator error) with 

probability of occurrence of 

< 1/100 per year, and a radiological 

consequence less than a design 

basis accident. 

 

Accident 

An accident is defined as a 

postulated DBE that is not expected 

to occur during the lifetime of a 

plant. 

 

Postulated Accidents 

Postulated Accidents (PAs) are 

unanticipated events or transients 

that are not expected to occur over 

the life of the plant, but which 

could cause the release of 

radioactive materials from the 

plant. 

 

Plant Condition Category 3: design 

basis incidents（10-2～10-4/ry） 

 

Plant Condition Category 4: design 

basis accidents（10-4～10-6/ry） 

 

「稀有事故」 

「事故」を超える異常な状態であっ

て、発生する頻度は稀であるが、発

生した場合は炉心の損傷とそれに

ともなう原子炉施設からの放射性

物質の放出の可能性があり、高速増

殖炉の安全設計上の特徴と事象進

展に対する影響緩和機能との関連

により、原子炉施設の安全設計の観

点から想定されるものをいう。 

BDBE 

「「事故」より更に発生頻度は低いが

結果が重大であると想定される事

象」 

ＬＭＦＢＲの運転実績が僅尐である

ことに鑑み、その起因となる事象と

これに続く事象経過に対する防止対

策との関連において十分に評価を行

い、放射性物質の放散が適切に抑制

されることを確認する。 

 

（「高速増殖炉の安全性の評価の考

え方（原子力安全委員会決定）」の別

紙の「Ⅱ. LMFBRの安全評価について」

の(5)項） 

「付加的限界事象」 

「稀有事故」を超える過酷な状態で

あって、発生頻度はさらに低く、技

術的見地からは起こるとは考えら

れないが、結果が重大であると想定

される事象であり、炉心の著しい損

傷に至る事象について原子炉施設

からの放射性物質の大量の放散が

適切に抑制されることを評価する

ために想定する必要があるものを

いう。 

ATWS 

AOOの発生によって原子炉停止が要求

されたにもかかわらず、原子炉停止系

の共通モード故障が原因で原子炉停

止に失敗する事象 

ATWS 

An anticipated transient without 

scram (ATWS) is an anticipated 

operational occurrence during which 

an automatic reactor scram is 

required but fails to occur due to a 

common mode fault in the reactor 

protection system. 

 

・ATWS は、Capter 15 Accident Analyses

の 15.8 Anticipated Transients 

without Scram で扱われている。 

 

・ATWS からの炉心損傷は、Chapter 19 

Probablistic Risk Assessment の

Section 19.33 Fault Tree and Core 

Damage Quntification で扱われている。 

 

・シビアアクシデントについては、

Chapter 19 の Section 19.34 Severe 

Accident Phenomena Treatment で扱わ

れている。 

Special Events 

Special events are postulated in 

the 10 CFR regulations to 

demonstrate some specified 

prevention, coping or mitigation 

capabilities, without specifically 

requiring a radiological 

evaluation, and/or include a common 

mode equipment failure or 

additional failure(s) beyond the 

Single Failue Criterion. 

 

・Special Events（ATWS を含む）は

Capter 15 Safety Analyses の 15.5 

Special event evaluations で扱われ

ている。 

 

・Special events からの炉心損傷と

シビアアクシデントは、Chapter 19 

Probabilistic Risk Assessment and 

Severe Accidents の 19.3 Severe 

Accident evaluations で扱われてい

る。 

ATWS 

An anticipated transient without 

scram (ATWS) is an anticipated 

operational occurrence (AOO) 

followed by the failure of the 

automatic reactor trip portion of 

the reactor trip system. 

The ATWS event cannot be classified 

as either an AOO or design basis 

accident (postulated accident), 

and has been historically 

considered as a 

beyond-design-basis event. 

 

・ATWS は、Capter 15 Transients and 

Accident Analyses の 15.8 

Anticipated Transients without 

Scram で扱われている。 

 

・ATWS からの炉心損傷とシビアアク

シデントは、Chapter 19 

Probabilistic Risk Assessment and 

Severe Accident Evaluation の 19.2 

Severe Accident Evaluation で扱わ

れている。 

Risk Reduction Category-A 

RRC-A covers event sequences 

(“complex sequences”) considered 

likely to lead to core melt due to 

multiple failures.  

 

・ATWS や出力運転中の全給水停止の

影響緩和は、Risk Reduction 

Category-A の範疇で評価される。 

・評価事象は PSA によって選定される

が、解析は決定論に基づいて行われ

る。 

 

Risk Reduction Category-B 

・シビアアクシデント（格納容器の健

全性を脅かす水蒸気爆発や水素燃焼

など）の防止は、Risk Reduction 

Category-B の範疇で評価される。 

・欧米の LWR では、許認可上、BDBE（ATWS

等）が陽に取り扱われる。 

 

・ATWS 等からの炉心損傷とシビアアクシ

デントについては、防止・緩和対策の有

効性が評価される。この際、決定論的な

評価の補完に PSA が利用される。 

 

*10CFR52.47 “Contents of 

applications; technical information” 

(a)(23)は、軽水炉設計の設計認証申請に

おいて、シビアアクシデントの防止と緩

和のための設計特性の記載と解析を申請

書類に含めるよう要求。 

 



  

表
3
.3

: 
日
本
の
軽
水
炉
に
関
す
る
安
全
設
計
審
査
指
針
と
高
速
炉
に
関
す
る
安
全
設
計
方
針
の
比
較
（

1
/2

5
）
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発
電
用
軽
水
型
原
子
炉
施
設
に
関
す
る

 

安
全
設
計
審
査
指
針

 
液
体
金
属
冷
却
型
高
速
増
殖
炉
施
設
の
安
全
設
計
方
針

 
高
速
増
殖
炉
の
安
全
設
計
方
針

 

（
原
子
力
安
全
委
員
会
決
定
、
平
成

1
3
年

3
月

2
9
日

 

一
部
改
訂
）

 

（
「
も
ん
じ
ゅ
」
原
子
炉
設
置
許
可
申
請
書

 
添
付
資
料

八
 平

成
1
8
年

10
月
、
平
成

19
年

5
月
一
部
補
正
）

 

（
原
子
力
安
全
研
究
協
会
が
電
力
実
証
炉
用
に
作
成
、

 

平
成

8
年
度
と
り
ま
と
め
）

 

原
子
炉
施
設
全
般

 

指
針

1
．
準
拠
規
格
及
び
基
準

 

 
安
全
機
能
を
有
す
る
構
築
物
、
系
統
及
び
機
器
は
、
設

計
、
材
料
の
選
定
、
製
作
及
び
検
査
に
つ
い
て
、
そ
れ
ら

が
果
た
す
べ
き
安
全
機
能
の
重
要
度
を
考
慮
し
て
適
切

と
認
め
ら
れ
る
規
格
及
び
基
準
に
よ
る
も
の
で
あ
る
こ

と
。

 

方
針

1
．
準
拠
規
格
及
び
基
準

 

安
全
上
重
要
な
構
築
物
、
系
統
お
よ
び
機
器
の
設
計
、

材
料
の
選
定
、
製
作
お
よ
び
検
査
に
つ
い
て
は
、
安
全
上

適
切
と
認
め
ら
れ
る
規
格
お
よ
び
基
準
に
よ
る
も
の
で

あ
る
こ
と
。

 

安
全
機
能
を
有
す
る
構
築
物
，
系
統
及
び
機
器
は
，
設

計
，
材
料
の
選
定
，
製
作
及
び
検
査
に
つ
い
て
，
そ
れ
ら

が
果
た
す
べ
き
安
全
機
能
の
重
要
度
を
考
慮
し
て
適
切

と
認
め
ら
れ
る
規
格
及
び
基
準
に
よ
る
も
の
で
あ
る
こ

と
。

 

記
載
な
し

 

（
準
拠
規
格
お
よ
び
基
準
な
ど
軽
水
炉
と
同
一
の
た
め
）
 

指
針

2
．
自
然
現
象
に
対
す
る
設
計
上
の
考
慮

 

 
1．

安
全
機
能
を
有
す
る
構
築
物
、
系
統
及
び
機
器
は
、

そ
の
安
全
機
能
の
重
要
度
及
び
地
震
に
よ
っ
て
機
能
の

喪
失
を
起
こ
し
た
場
合
の
安
全
上
の
影
響
を
考
慮
し
て
、

耐
震
設
計
上
の
区
分
が
な
さ
れ
る
と
と
も
に
、
適
切
と
考

え
ら
れ
る
設
計
用
地
震
力
に
十
分
耐
え
ら
れ
る
設
計
で

あ
る
こ
と
。

 

 
2．

安
全
機
能
を
有
す
る
構
築
物
、
系
統
及
び
機
器
は
、

地
震
以
外
の
想
定
さ
れ
る
自
然
現
象
に
よ
っ
て
原
子
炉

施
設
の
安
全
性
が
損
な
わ
れ
な
い
設
計
で
あ
る
こ
と
。
重

要
度
の
特
に
高
い
安
全
機
能
を
有
す
る
構
築
物
、
系
統
及

び
機
器
は
、
予
想
さ
れ
る
自
然
現
象
の
う
ち
最
も
苛
酷
と

考
え
ら
れ
る
条
件
、
又
は
自
然
力
に
事
故
荷
重
を
適
切
に

組
み
合
わ
せ
た
場
合
を
考
慮
し
た
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

方
針

2
．
自
然
現
象
に
対
す
る
設
計
上
の
考
慮

 

 
1
．
安
全
上
重
要
な
構
築
物
、
系
統
お
よ
び
機
器
は
、

地
震
に
よ
り
機
能
の
喪
失
や
破
損
を
起
こ
し
た
場
合
の

安
全
上
の
影
響
を
考
慮
し
て
、
重
要
度
に
よ
り
耐
震
設
計

上
の
区
分
が
な
さ
れ
る
と
と
も
に
、
敷
地
お
よ
び
周
辺
地

域
に
お
け
る
過
去
の
記
録
、
現
地
調
査
等
を
参
照
し
て
、

最
も
適
切
と
考
え
ら
れ
る
設
計
地
震
動
に
十
分
耐
え
る

設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

 
2
．
安
全
上
重
要
な
構
築
物
、
系
統
お
よ
び
機
器
は
、

地
震
以
外
の
自
然
現
象
に
対
し
て
、
寿
命
期
間
を
通
じ
て

そ
れ
ら
の
安
全
機
能
を
失
う
こ
と
な
く
、
自
然
現
象
の
影

響
に
耐
え
る
よ
う
に
、
敷
地
お
よ
び
周
辺
地
域
に
お
い
て

過
去
の
記
録
、
現
地
調
査
等
を
参
照
し
て
予
想
さ
れ
る
自

然
現
象
の
う
ち
最
も
過
酷
と
考
え
ら
れ
る
自
然
力
お
よ

び
こ
れ
に
事
故
荷
重
を
適
切
に
加
え
た
力
を
考
慮
し
た

設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

記
載
な
し

 

（
準
拠
規
格
お
よ
び
基
準
な
ど
軽
水
炉
と
同
一
の
た
め
）
 



  

表
3
.3

: 
日
本
の
軽
水
炉
に
関
す
る
安
全
設
計
審
査
指
針
と
高
速
炉
に
関
す
る
安
全
設
計
方
針
の
比
較
（

2
/2

5
）
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発
電
用
軽
水
型
原
子
炉
施
設
に
関
す
る

 

安
全
設
計
審
査
指
針

 
液
体
金
属
冷
却
型
高
速
増
殖
炉
施
設
の
安
全
設
計
方
針

 
高
速
増
殖
炉
の
安
全
設
計
方
針

 

指
針

3
．
外
部
人
為
事
象
に
対
す
る
設
計
上
の
考
慮

 

 
1．

安
全
機
能
を
有
す
る
構
築
物
、
系
統
及
び
機
器
は
、

想
定
さ
れ
る
外
部
人
為
事
象
に
よ
っ
て
、
原
子
炉
施
設
の

安
全
性
を
損
な
う
こ
と
の
な
い
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

方
針

3
．
人
為
事
象
に
対
す
る
設
計
上
の
考
慮

 

 
原
子
力
発
電
所
は
、
安
全
上
重
要
な
構
築
物
、
系
統
お

よ
び
機
器
に
対
す
る
第
三
者
の
不
法
な
接
近
等
の
人
為

事
象
に
対
し
、
こ
れ
を
防
護
す
る
た
め
の
適
切
な
措
置
を

講
じ
た
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

記
載
な
し

 

（
準
拠
規
格
お
よ
び
基
準
な
ど
軽
水
炉
と
同
一
の
た
め
）
 

指
針

4
．
内
部
発
生
飛
来
物
に
対
す
る
設
計
上
の
考
慮

 

 
安
全
機
能
を
有
す
る
構
築
物
、
系
統
及
び
機
器
は
、
原

子
炉
施
設
内
部
で
発
生
が
想
定
さ
れ
る
飛
来
物
に
対
し
、

原
子
炉
施
設
の
安
全
性
を
損
な
う
こ
と
の
な
い
設
計
で

あ
る
こ
と
。

 

方
針

6
．
飛
来
物
等
に
対
す
る
設
計
上
の
考
慮

 

 
安
全
上
重
要
な
構
築
物
、
系
統
お
よ
び
機
器
は
、
想
定

さ
れ
る
飛
来
物
、
配
管
の
む
ち
打
ち
ま
た
は
流
出
流
体
の

影
響
等
か
ら
生
じ
る
お
そ
れ
の
あ
る
動
的
影
響
、
熱
的
影

響
ま
た
は
溢
流
に
よ
っ
て
原
子
炉
の
安
全
を
損
う
こ
と

の
な
い
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

記
載
な
し

 

（
準
拠
規
格
お
よ
び
基
準
な
ど
軽
水
炉
と
同
一
の
た
め
）
 

指
針

5
．
火
災
に
対
す
る
設
計
上
の
考
慮

 

 
原
子
炉
施
設
は
、
火
災
発
生
防
止
、
火
災
検
知
及
び
消

火
並
び
に
火
災
の
影
響
の
軽
減
の

3
方
策
を
適
切
に
組
み

合
わ
せ
て
、
火
災
に
よ
り
原
子
炉
施
設
の
安
全
性
を
損
な

う
こ
と
の
な
い
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

方
針

7
．
火
災
に
対
す
る
設
計
上
の
考
慮

 

 
安
全
上
重
要
な
構
築
物
、
系
統
お
よ
び
機
器
は
、
適
切

な
配
置
、
防
火
壁
の
設
置
を
す
る
等
、
火
災
に
対
す
る
防

護
上
の
配
慮
が
な
さ
れ
る
と
と
も
に
、
こ
れ
ら
は
実
用
上

可
能
な
限
り
不
燃
性
ま
た
は
難
燃
性
材
料
を
使
用
す
る

設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

 
ま
た
、
こ
れ
ら
の
構
築
物
、
系
統
お
よ
び
機
器
に
対
し

て
、
適
切
な
火
災
検
出
装
置
お
よ
び
消
火
装
置
を
設
置

し
、
こ
れ
ら
の
装
置
の
破
損
ま
た
は
不
測
の
作
動
が
あ
っ

て
も
、
構
築
物
、
系
統
お
よ
び
機
器
は
、
そ
れ
ら
の
安
全

機
能
を
失
う
こ
と
の
な
い
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

記
載
な
し

 

（
準
拠
規
格
お
よ
び
基
準
な
ど
軽
水
炉
と
同
一
の
た
め
）
 

指
針

6
．
環
境
条
件
に
対
す
る
設
計
上
の
考
慮

 

 
安
全
機
能
を
有
す
る
構
築
物
、
系
統
及
び
機
器
は
、
そ

の
安
全
機
能
が
期
待
さ
れ
て
い
る
す
べ
て
の
環
境
条
件

に
適
合
で
き
る
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

方
針

4
．
環
境
条
件
に
対
す
る
設
計
上
の
考
慮

 

 
安
全
上
重
要
な
構
築
物
、
系
統
お
よ
び
機
器
は
、
通
常

運
転
時
、
運
転
時
の
異
常
な
過
渡
変
化
時
お
よ
び
事
故
時

に
お
い
て
、
そ
れ
ら
の
環
境
条
件
に
適
合
で
き
る
設
計
で

あ
る
こ
と
。

 

  

記
載
な
し

 

（
準
拠
規
格
お
よ
び
基
準
な
ど
軽
水
炉
と
同
一
の
た
め
）
 



  

表
3
.3

: 
日
本
の
軽
水
炉
に
関
す
る
安
全
設
計
審
査
指
針
と
高
速
炉
に
関
す
る
安
全
設
計
方
針
の
比
較
（

3
/2

5
）
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発
電
用
軽
水
型
原
子
炉
施
設
に
関
す
る

 

安
全
設
計
審
査
指
針

 
液
体
金
属
冷
却
型
高
速
増
殖
炉
施
設
の
安
全
設
計
方
針

 
高
速
増
殖
炉
の
安
全
設
計
方
針

 

指
針

7
．
共
用
に
関
す
る
設
計
上
の
考
慮

 

 
安
全
機
能
を
有
す
る
構
築
物
、
系
統
及
び
機
器
が

2
 基

以
上
の
原
子
炉
施
設
間
で
共
用
さ
れ
る
場
合
に
は
、
原
子

炉
の
安
全
性
を
損
な
う
こ
と
の
な
い
設
計
で
あ
る
こ
と
。
 

方
針

8
．
共
用
の
禁
止

 

 
安
全
上
重
要
な
構
築
物
、
系
統
お
よ
び
機
器
は
、
共
用

に
よ
っ
て
安
全
機
能
を
失
う
お
そ
れ
の
あ
る
場
合
、
原
子

炉
施
設
間
で
共
用
し
な
い
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

記
載
な
し

 

（
準
拠
規
格
お
よ
び
基
準
な
ど
軽
水
炉
と
同
一
の
た
め
）
 

指
針

8
．
運
転
員
操
作
に
対
す
る
設
計
上
の
考
慮

 

 
原
子
炉
施
設
は
、
運
転
員
の
誤
操
作
を
防
止
す
る
た
め

の
適
切
な
措
置
を
講
じ
た
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

方
針

6
0
. 

運
転
員
操
作
に
対
す
る
設
計
上
の
考
慮

 

 

記
載
な
し

 

（
準
拠
規
格
お
よ
び
基
準
な
ど
軽
水
炉
と
同
一
の
た
め
）
 

指
針

9
．
信
頼
性
に
関
す
る
設
計
上
の
考
慮

 

 
1．

安
全
機
能
を
有
す
る
構
築
物
、
系
統
及
び
機
器
は
、

そ
の
安
全
機
能
の
重
要
度
に
応
じ
て
、
十
分
に
高
い
信
頼

性
を
確
保
し
、
か
つ
、
維
持
し
得
る
設
計
で
あ
る
こ
と
。
 

 
2
．
重
要
度
の
特
に
高
い
安
全
機
能
を
有
す
る
系
統
に

つ
い
て
は
、
そ
の
構
造
、
動
作
原
理
、
果
た
す
べ
き
安
全

機
能
の
性
質
等
を
考
慮
し
て
、
多
重
性
又
は
多
様
性
及
び

独
立
性
を
備
え
た
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

 
3
．
前
頄
の
系
統
は
、
そ
の
系
統
を
構
成
す
る
機
器
の

単
一
故
障
の
仮
定
に
加
え
、
外
部
電
源
が
利
用
で
き
な
い

場
合
に
お
い
て
も
、
そ
の
系
統
の
安
全
機
能
が
達
成
で
き

る
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

方
針

9
．
系
統
の
単
一
故
障

 

 
安
全
上
重
要
な
系
統
は
、
非
常
用
所
内
電
源
系
の
み
の

運
転
下
ま
た
は
外
部
電
源
系
の
み
の
運
転
下
で
、
単
一
故

障
を
仮
定
し
て
も
、
そ
の
系
統
の
安
全
機
能
を
失
う
こ
と

の
な
い
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

 方
針

5
9
.
 
信
頼
性
に
関
す
る
設
計
上
の
考
慮

 

安
全
機
能
を
有
す
る
構
築
物
，
系
統
及
び
機
器
は
，
そ

の
安
全
機
能
の
重
要
度
に
応
じ
て
，
十
分
に
高
い
信
頼
性

を
確
保
し
，
か
っ
，
維
持
し
得
る
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

方
針
Ⅲ

-
2
.
 
信
頼
性
に
関
す
る
設
計
上
の
考
慮

 

1
．
安
全
機
能
を
有
す
る
構
築
物
、
系
統
お
よ
び
機
器

は
、
そ
の
安
全
機
能
の
重
要
度
に
応
じ
て
、
十
分
に
高
い

信
頼
性
を
確
保
し
、
か
つ
、
維
持
し
得
る
設
計
で
あ
る
こ

と
。

 

2
．
重
要
度
の
特
に
高
い
安
全
機
能
を
有
す
る
系
統
に

つ
い
て
は
、
そ
の
構
造
、
動
作
原
理
、
果
た
す
べ
き
安
全

機
能
の
性
實
等
を
考
慮
し
て
、
多
重
性
ま
た
は
多
様
性
お

よ
び
独
立
性
を
備
え
た
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

3
．
前
頄
の
系
統
は
、
そ
の
系
統
を
構
成
す
る
機
器
の

単
一
故
障
の
仮
定
に
加
え
、
外
部
電
源
が
利
用
で
き
な
い

場
合
に
お
い
て
も
、
そ
の
系
統
の
安
全
機
能
が
達
成
で
き

る
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

指
針

1
0
．
試
験
可
能
性
に
関
す
る
設
計
上
の
考
慮

 

 
安
全
機
能
を
有
す
る
構
築
物
、
系
統
及
び
機
器
は
、
そ

れ
ら
の
健
全
性
及
び
能
力
を
確
認
す
る
た
め
に
、
そ
の
安

全
機
能
の
重
要
度
に
応
じ
、
適
切
な
方
法
に
よ
り
、
原
子

炉
の
運
転
中
又
は
停
止
中
に
試
験
又
は
検
査
が
で
き
る

設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

方
針

1
1
．
試
験
可
能
性
に
対
す
る
設
計
上
の
考
慮

 

 
安
全
上
重
要
な
構
築
物
、
系
統
お
よ
び
機
器
は
、
そ
れ

ら
の
健
全
性
お
よ
び
能
力
を
確
認
す
る
た
め
に
、
そ
の
重

要
度
に
応
じ
、
原
子
炉
の
運
転
中
に
試
験
お
よ
び
検
査
が

で
き
る
か
、
ま
た
は
原
子
炉
の
定
期
点
検
停
止
時
も
し
く

は
燃
料
取
替
停
止
中
に
適
切
な
方
法
に
よ
り
試
験
お
よ

び
検
査
が
で
き
る
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

  

方
針
Ⅲ

-
3
.
 
試
験
可
能
性
に
関
す
る
設
計
上
の
考
慮

 

安
全
機
能
を
有
す
る
構
築
物
、
系
統
お
よ
び
機
器
は
、

そ
れ
ら
の
健
全
性
お
よ
び
能
力
を
確
認
す
る
た
め
に
、
安

全
機
能
の
重
要
度
に
応
じ
、
適
切
な
方
法
に
よ
り
、
原
子

炉
の
運
転
中
ま
た
は
停
止
中
に
試
験
ま
た
は
検
査
が
で

き
る
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 



  

表
3
.3

: 
日
本
の
軽
水
炉
に
関
す
る
安
全
設
計
審
査
指
針
と
高
速
炉
に
関
す
る
安
全
設
計
方
針
の
比
較
（

4
/2

5
）
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発
電
用
軽
水
型
原
子
炉
施
設
に
関
す
る

 

安
全
設
計
審
査
指
針

 
液
体
金
属
冷
却
型
高
速
増
殖
炉
施
設
の
安
全
設
計
方
針

 
高
速
増
殖
炉
の
安
全
設
計
方
針

 

 
方
針

5
．
ナ
ト
リ
ウ
ム
に
対
す
る
設
計
上
の
考
慮

 

1
．
ナ
ト
リ
ウ
ム
を
内
包
し
、
内
部
に
液
面
を
有
す
る

機
器
は
、
そ
の
液
面
上
を
不
活
性
ガ
ス
雰
囲
気
と
す
る
と

と
も
に
ナ
ト
リ
ウ
ム
が
空
気
と
接
触
し
な
い
構
造
と
す

る
こ
と
。

 

2
．
ナ
ト
リ
ウ
ム
を
循
環
す
る
安
全
上
重
要
な
系
統
お

よ
び
機
器
は
、
ナ
ト
リ
ウ
ム
の
凍
結
に
よ
り
安
全
機
能
を

失
う
こ
と
が
な
い
よ
う
考
慮
さ
れ
た
設
計
で
あ
る
こ
と
。
 

3
．
安
全
上
重
要
な
構
築
物
、
系
統
お
よ
び
機
器
は
、

ナ
ト
リ
ウ
ム
の
漏
洩
時
に
お
い
て
も
、
ナ
ト
リ
ウ
ム
の
化

学
反
応
の
影
響
に
よ
り
安
全
機
能
を
失
う
こ
と
が
な
い

よ
う
考
慮
さ
れ
た
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

4
．
事
故
時
に
一
般
公
衆
お
よ
び
従
事
者
が
放
尃
線
被

曝
を
受
け
る
お
そ
れ
の
あ
る
原
子
炉
冷
却
材
の
漏
洩
に

対
し
て
は
、
そ
の
化
学
反
応
ま
た
は
反
応
生
成
物
に
よ
る

過
渡
の
影
響
を
緩
和
す
る
よ
う
適
切
な
手
段
を
備
え
る

こ
と
。

 

 

方
針
Ⅲ

-
1
.
 
ナ
ト
リ
ウ
ム
に
対
す
る
設
計
上
の
考
慮

 

1
．
原
子
炉
施
設
は
、
ナ
ト
リ
ウ
ム
を
内
包
す
る
系
統

お
よ
び
機
器
の
破
損
の
防
止
、
破
損
の
検
知
な
ら
び
に
破

損
時
の
ナ
ト
リ
ウ
ム
と
空
気
、
水
等
と
の
化
学
反
応
ま
た

は
そ
の
化
学
反
応
生
成
物
の
影
響
の
緩
和
を
適
切
に
行

え
る
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

2
．
安
全
機
能
を
有
す
る
構
築
物
、
系
統
お
よ
び
機
器

は
、
原
子
炉
施
設
内
部
で
発
生
が
想
定
さ
れ
る
ナ
ト
リ
ウ

ム
を
内
包
す
る
系
統
お
よ
び
機
器
の
破
損
に
と
も
な
う

化
学
反
応
ま
た
は
化
学
反
応
生
成
物
の
影
響
に
よ
り
、
原

子
炉
施
設
の
安
全
性
を
損
う
こ
と
の
な
い
設
計
で
あ
る

こ
と
。

 

3
．
安
全
機
能
を
有
す
る
構
築
物
、
系
統
お
よ
び
機
器

は
、
ナ
ト
リ
ウ
ム
の
凍
結
に
よ
り
原
子
炉
施
設
の
安
全
性

を
損
う
こ
と
の
な
い
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

 
 

X
Ⅲ
．
付
加
的
限
界
事
象

 
方
針
Ⅹ
Ⅲ

-
1
．
「
付
加
的
限
界
事
象
」
に
対
す
る
設
計
上

の
考
慮
 

「
付
加
的
限
界
事
象
」
時
の
影
響
を
緩
和
す
る
た
め
に

原
子
炉
施
設
は
、
適
切
な
頑
健
性
（
裕
度
）
を
有
し
た
設

計
で
あ
る
こ
と
。

 

 

原
子
炉
及
び
原
子
炉
停
止
系

 

指
針

1
1
．
炉
心
設
計

 

 
1
．
炉
心
は
、
そ
れ
に
関
連
す
る
原
子
炉
冷
却
系
、
原

子
炉
停
止
系
、
計
測
制
御
系
及
び
安
全
保
護
系
の
機
能
と

あ
い
ま
っ
て
、
通
常
運
転
時
及
び
運
転
時
の
異
常
な
過
渡

方
針

1
4
．
原
子
炉
設
計

 

 
原
子
炉
の
炉
心
お
よ
び
そ
れ
に
関
連
す
る
原
子
炉
冷

却
系
お
よ
び
中
間
冷
却
系
、
計
測
制
御
系
な
ら
び
に
安
全

保
護
系
は
、
通
常
運
転
時
お
よ
び
運
転
時
の
異
常
な
過
渡

方
針
Ⅳ

-
1
．
炉
心
設
計

 

1
．
炉
心
は
、
そ
れ
に
関
連
す
る
原
子
炉
冷
却
系
、
原

子
炉
停
止
系
、
計
測
制
御
系
お
よ
び
安
全
保
護
系
の
機
能

と
相
ま
っ
て
、
通
常
運
転
時
お
よ
び
運
転
時
の
異
常
な
過



  

表
3
.3

: 
日
本
の
軽
水
炉
に
関
す
る
安
全
設
計
審
査
指
針
と
高
速
炉
に
関
す
る
安
全
設
計
方
針
の
比
較
（

5
/2

5
）

 

 

JAEA-Review 2011-032 

- 53 - 

発
電
用
軽
水
型
原
子
炉
施
設
に
関
す
る

 

安
全
設
計
審
査
指
針

 
液
体
金
属
冷
却
型
高
速
増
殖
炉
施
設
の
安
全
設
計
方
針

 
高
速
増
殖
炉
の
安
全
設
計
方
針

 

変
化
時
に
お
い
て
、
燃
料
の
許
容
設
計
限
界
を
超
え
る
こ

と
の
な
い
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

 
2
．
炉
心
を
構
成
す
る
燃
料
棒
以
外
の
構
成
要
素
及
び

原
子
炉
圧
力
容
器
内
で
炉
心
近
辺
に
位
置
す
る
構
成
要

素
は
、
通
常
運
転
時
及
び
異
常
状
態
に
お
い
て
原
子
炉
の

安
全
停
止
及
び
炉
心
の
冷
却
を
確
保
し
得
る
設
計
で
あ

る
こ
と
。

 

変
化
時
に
お
い
て
、
燃
料
の
許
容
設
計
限
界
を
超
え
る
こ

と
な
く
、
そ
れ
ぞ
れ
の
機
能
を
果
た
し
得
る
設
計
で
あ
る

こ
と
。

 

方
針

1
4
．
炉
心
設
計

 

炉
心
は

.そ
れ
に
関
連
す
る
原
子
炉
冷
却
系
及
び
中
間

冷
却
系
，
原
子
炉
停
止
系
，
計
測
制
御
系
並
び
に
安
全
保

護
系
の
機
能
と
あ
い
ま
っ
て
，
通
常
運
転
時
及
び
運
転
時

の
異
常
な
過
渡
変
化
時
に
お
い
て
，
燃
料
の
許
容
設
計
限

界
を
超
え
る
こ
と
な
く
，
そ
れ
ぞ
れ
の
機
能
を
果
た
し
得

る
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

渡
変
化
時
に
お
い
て
、
燃
料
の
許
容
設
計
限
界
を
超
え
る

こ
と
の
な
い
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

2
．
炉
心
を
構
成
す
る
燃
料
棒
以
外
の
構
成
要
素
お
よ

び
原
子
炉
容
器
内
で
炉
心
の
近
辺
に
位
置
す
る
構
成
要

素
は
、
通
常
運
転
時
お
よ
び
異
常
状
態
に
お
い
て
、
原
子

炉
の
安
全
停
止
お
よ
び
炉
心
の
冷
却
を
確
保
し
得
る
設

計
で
あ
る
こ
と
。

 

指
針

1
2
．
燃
料
設
計

 

 
1
．
燃
料
集
合
体
は
、
原
子
炉
内
に
お
け
る
使
用
期
間

中
に
生
じ
得
る
種
々
の
因
子
を
考
慮
し
て
も
、
そ
の
健
全

性
を
失
う
こ
と
が
な
い
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

 
2
．
燃
料
集
合
体
は
、
輸
送
及
び
取
扱
い
中
に
過
度
の

変
形
を
生
じ
な
い
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

方
針

1
5
．
燃
料
設
計

 

 
1
．
燃
料
集
合
体
は
、
原
子
炉
内
に
お
け
る
使
用
期
間

中
を
通
じ
、
他
の
炉
心
構
造
物
と
の
関
係
を
含
め
、
そ
の

健
全
性
を
失
う
こ
と
が
な
く
、
炉
心
の
性
能
を
十
分
に
発

揮
し
得
る
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

2
．
燃
料
集
合
体
は
、
燃
料
の
内
外
圧
差
、
燃
料
お
よ

び
他
の
材
料
の
照
尃
、
負
荷
の
変
化
に
よ
り
起
こ
る
圧

力
・
温
度
の
変
化
、
科
学
的
効
果
、
静
的
お
よ
び
動
的
荷

重
、
変
形
ま
た
は
科
学
的
変
化
の
結
果
起
こ
り
得
る
熱
伝

達
挙
動
の
変
化
等
を
考
慮
し
た
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

3
．
燃
料
集
合
体
は
、
輸
送
お
よ
び
取
扱
い
中
に
燃
料

棒
の
変
形
等
に
よ
る
過
渡
の
寸
法
変
化
を
生
じ
な
い
設

計
で
あ
る
こ
と
。

 

1
.
 
燃
料
集
合
体
は
，
原
子
炉
内
に
お
け
る
使
用
期
間

中
に
生
じ
得
る
種
々
の
因
子
を
考
慮
し
て
も
，
そ
の
健
全

性
を
失
う
こ
と
が
な
い
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

2
.
 
燃
料
集
合
体
は
，
輸
送
及
び
取
扱
い
中
に
過
度
の

変
形
を
生
じ
な
い
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

 

方
針
Ⅳ

-
2
．
燃
料
設
計

 

1
．
燃
料
集
合
体
は
、
原
子
炉
内
に
お
け
る
使
用
期
間

中
に
生
じ
得
る
種
々
の
因
子
を
考
慮
し
て
も
、
そ
の
健
全

性
を
失
う
こ
と
が
な
い
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

2
．
燃
料
集
合
体
は
、
輸
送
お
よ
び
取
扱
い
中
に
過
度

の
変
形
を
生
じ
な
い
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

3
．
燃
料
集
合
体
は
、
炉
心
支
持
構
造
物
等
の
設
計
と

相
ま
っ
て
、
異
な
る
炉
心
領
域
に
誤
っ
て
装
荷
さ
れ
る
こ

と
を
未
然
に
防
止
し
得
る
設
討
で
あ
る
こ
と
。

 

4
．
燃
料
集
合
体
は
、
原
子
炉
内
に
お
け
る
使
用
期
間

中
を
通
じ
、
炉
心
支
持
構
造
物
等
の
設
計
と
相
ま
っ
て
、

集
合
体
で
の
冷
却
材
流
路
の
閉
塞
を
防
止
し
得
る
設
計

で
あ
る
こ
と
。

 



  

表
3
.3

: 
日
本
の
軽
水
炉
に
関
す
る
安
全
設
計
審
査
指
針
と
高
速
炉
に
関
す
る
安
全
設
計
方
針
の
比
較
（

6
/2

5
）
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発
電
用
軽
水
型
原
子
炉
施
設
に
関
す
る

 

安
全
設
計
審
査
指
針

 
液
体
金
属
冷
却
型
高
速
増
殖
炉
施
設
の
安
全
設
計
方
針

 
高
速
増
殖
炉
の
安
全
設
計
方
針

 

 
 

方
針
Ⅶ

-
1
．
炉
心
支
持
構
造
物

 

1
．
炉
心
支
持
構
造
物
は
通
常
運
転
時
や
よ
び
想
定
さ

れ
る
地
震
時
等
に
お
い
て
、
炉
心
を
保
持
す
る
と
と
も

に
、
原
子
炉
の
安
全
停
止
お
よ
び
炉
心
の
冷
却
を
確
保
で

き
る
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

2
．
炉
心
構
造
物
は
、
燃
料
集
合
体
へ
の
冷
却
材
流
路

が
異
物
に
よ
り
閉
塞
す
る
こ
と
を
防
止
し
得
る
設
計
で

 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 

あ
る
こ
と
。

 

3
．
炉
心
支
持
構
造
物
は
、
通
常
運
転
時
お
よ
び
異
常

状
態
に
お
い
て
、
そ
の
健
全
性
を
確
保
で
き
る
設
計
で
あ

る
こ
と
。

 

指
針

1
3
．
原
子
炉
の
特
性

 

 
炉
心
及
び
そ
れ
に
関
連
す
る
系
統
は
、
固
有
の
出
力
抑

制
特
性
を
有
し
、
ま
た
、
出
力
振
動
が
生
じ
て
も
そ
れ
を

容
易
に
制
御
で
き
る
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

方
針

1
6
．
原
子
炉
の
固
有
な
特
性

 

 
原
子
炉
の
炉
心
お
よ
び
そ
れ
に
関
連
す
る
原
子
炉
冷

却
系
は
、
す
べ
て
の
運
転
範
囲
で
急
速
な
固
有
の
負
の
反

応
度
フ
ィ
ー
ド
バ
ッ
ク
特
性
を
有
す
る
設
計
で
あ
る
こ

と
。

 

 

方
針

1
6
．
原
子
炉
の
特
性

 

炉
心
及
び
そ
れ
に
関
連
す
る
系
統
は
，
固
有
の
出
力
抑

制
特
性
を
有
し
，
出
力
振
動
が
生
じ
な
い
よ
う
十
分
な
減

衰
定
数
を
持
た
せ
る
設
計
で
あ
る
か
，
ま
た
は
，
た
と
え

出
力
振
動
が
生
じ
て
も
そ
れ
を
容
易
に
制
御
で
き
る
設

計
で
あ
る
こ
と
。

 

 方
針

1
7
．
出
力
振
動
の
抑
制

 

 
原
子
炉
の
炉
心
お
よ
び
そ
れ
に
関
連
す
る
原
子
炉
冷

却
系
、
計
測
制
御
系
な
ら
び
に
安
全
保
護
系
は
、
燃
料
の

許
容
設
計
限
界
を
超
え
る
状
態
と
な
る
出
力
振
動
が
生

じ
な
い
よ
う
に
十
分
な
減
衰
特
性
を
持
た
せ
る
設
計
で

あ
る
か
、
ま
た
は
た
と
え
出
力
振
動
が
生
じ
て
も
そ
れ
を

方
針
Ⅳ

-
3
．
原
子
炉
の
特
性

 

炉
心
お
よ
び
そ
れ
に
関
連
す
る
系
統
は
、
固
有
の
出
力

抑
制
特
性
を
有
す
る
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 



  

表
3
.3

: 
日
本
の
軽
水
炉
に
関
す
る
安
全
設
計
審
査
指
針
と
高
速
炉
に
関
す
る
安
全
設
計
方
針
の
比
較
（

7
/2

5
）
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発
電
用
軽
水
型
原
子
炉
施
設
に
関
す
る

 

安
全
設
計
審
査
指
針

 
液
体
金
属
冷
却
型
高
速
増
殖
炉
施
設
の
安
全
設
計
方
針

 
高
速
増
殖
炉
の
安
全
設
計
方
針

 

確
実
に
、
か
つ
、
容
易
に
検
出
し
て
抑
制
で
き
る
設
計
で

あ
る
こ
と
。

 

指
針

1
4
．
反
応
度
制
御
系

 

 
1
. 

反
応
度
制
御
系
は
、
通
常
運
転
時
に
生
じ
る
こ
と

が
予
想
さ
れ
る
反
応
度
変
化
を
調
整
し
、
所
要
の
運
転
状

態
に
維
持
し
得
る
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

 
2
.
 
制
御
棒
の
最
大
反
応
度
価
値
及
び
反
応
度
添
加

率
は
、
想
定
さ
れ
る
反
応
度
投
入
事
象
に
対
し
て
原
子
炉

冷
却
材
圧
力
バ
ウ
ン
ダ
リ
を
破
損
せ
ず
、
ま
た
、
炉
心
冷

却
を
損
な
う
よ
う
な
炉
心
、
炉
心
支
持
構
造
物
及
び
原
子

炉
圧
力
容
器
内
部
構
造
物
の
破
壊
を
生
じ
な
い
設
計
で

あ
る
こ
と
。

 

方
針

2
6
．
制
御
棒
の
最
大
反
応
度
価
値

 

 
制
御
棒
の
最
大
反
応
度
価
値
お
よ
び
反
応
度
添
加
率

は
、
想
定
さ
れ
る
反
応
度
事
故
に
対
し
て
原
子
炉
冷
却
材

バ
ウ
ン
ダ
リ
を
破
損
せ
ず
、
ま
た
炉
心
冷
却
を
損
う
よ
う

な
炉
心
、
炉
心
支
持
構
造
物
お
よ
び
原
子
炉
容
器
内
部
構

造
物
の
破
壊
を
生
じ
な
い
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

方
針

2
6
．
反
応
度
制
御
系

 

1
.
反
応
度
制
御
系
は
，
通
常
運
転
時
に
生
じ
る
こ
と
が

予
想
さ
れ
る
反
応
度
変
化
を
調
整
し
，
所
要
の
運
転
状
態

に
維
持
し
得
る
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

2
.
 
制
御
棒
の
最
大
反
応
度
価
値
及
び
反
応
度
添
加
率

は
，
想
定
さ
れ
る
反
応
度
投
入
事
象
に
対
し
て
原
子
炉
冷

却
材
バ
ウ
ン
ダ
リ
を
破
損
せ
ず
，
ま
た
，
炉
心
冷
却
を
損

な
う
よ
う
な
炉
心
，
炉
心
支
持
構
造
物
及
び
原
子
炉
容
器

内
部
構
造
物
の
破
壊
を
生
じ
な
い
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

 方
針

2
7
．
反
応
度
制
御
系
の
安
全
機
能

 

 
反
応
度
制
御
系
は
、
負
荷
変
動
、
高
温
か
ら
低
温
ま
で

の
温
度
変
化
、
燃
料
の
燃
焼
等
に
よ
っ
て
生
じ
る
こ
と
が

予
想
さ
れ
る
反
応
度
変
化
を
調
整
し
、
所
要
の
運
転
状
態

に
維
持
し
得
る
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

記
載
な
し

 

（
準
拠
規
格
お
よ
び
基
準
な
ど
軽
水
炉
と
同
一
の
た
め
）
 

指
針

1
5
．
原
子
炉
停
止
系
の
独
立
性
及
び
試
験
可
能
性

 

 
原
子
炉
停
止
系
は
、
高
温
待
機
状
態
又
は
高
温
運
転
状

態
か
ら
、
炉
心
を
臨
界
未
満
に
で
き
、
か
つ
、
高
温
状
態

で
臨
界
未
満
を
維
持
で
き
る
尐
な
く
と
も
二
つ
の
独
立

し
た
系
を
有
す
る
と
と
も
に
、
試
験
可
能
性
を
備
え
た
設

計
で
あ
る
こ
と
。

 

方
針

2
2
．
原
子
炉
停
止
系
の
独
立
性

 

 
原
子
炉
停
止
系
は
、
尐
な
く
と
も

2
つ
の
独
立
し
た
系

を
有
す
る
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

方
針
Ⅴ

-
1
．
原
子
炉
停
止
系
の
独
立
性
お
よ
び
試
験
可
能

性
 原
子
炉
停
止
系
は
、
尐
な
く
と
も

2
つ
の
独
立
し
た
系

を
有
す
る
と
と
も
に
、
適
切
な
方
法
に
よ
り
試
験
ま
た
は

検
査
が
行
え
る
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 



  

表
3
.3

: 
日
本
の
軽
水
炉
に
関
す
る
安
全
設
計
審
査
指
針
と
高
速
炉
に
関
す
る
安
全
設
計
方
針
の
比
較
（

8
/2

5
）
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発
電
用
軽
水
型
原
子
炉
施
設
に
関
す
る

 

安
全
設
計
審
査
指
針

 
液
体
金
属
冷
却
型
高
速
増
殖
炉
施
設
の
安
全
設
計
方
針

 
高
速
増
殖
炉
の
安
全
設
計
方
針

 

指
針

1
6
．
制
御
棒
に
よ
る
原
子
炉
の
停
止
余
裕

 

 
原
子
炉
停
止
系
の
う
ち
制
御
棒
に
よ
る
系
は
、
高
温
状

態
及
び
低
温
状
態
に
お
い
て
、
反
応
度
価
値
の
最
も
大
き

い
制
御
棒

1
 本

が
完
全
に
炉
心
の
外
に
引
き
抜
か
れ
、
挿

入
で
き
な
い
と
き
で
も
、
炉
心
を
臨
界
未
満
に
で
き
る
設

計
で
あ
る
こ
と
。

 

方
針

2
5
．
原
子
炉
停
止
系
の
反
応
度
停
止
余
裕

 

 
原
子
炉
停
止
系
は
反
応
度
効
果
の
最
も
大
き
い
制
御

棒
が
完
全
に
炉
心
の
外
に
引
抜
か
れ
固
着
し
て
挿
入
で

き
な
い
と
き
で
も
、
炉
心
を
臨
界
未
満
に
で
き
、
か
つ
、

低
温
状
態
で
臨
界
未
満
を
維
持
で
き
る
設
計
で
あ
る
こ

と
。

 

原
子
炉
停
止
系
は
反
応
度
価
値
の
最
も
大
き
い
制
御

棒
1本

が
完
全
に
炉
心
の
外
に
引
か
れ
，
挿
入
で
き
な
い

時
で
も
，
炉
心
を
臨
界
未
満
に
で
き
，
か
つ
，
低
温
状
熊

で
臨
界
未
満
を
維
持
で
き
る
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

方
針

V
-
2
．
原
子
炉
停
止
系
の
反
応
度
停
止
余
裕

 

原
子
炉
停
止
系
の
う
ち
独
立
し
た
系
の
尐
な
く
と
も

1

つ
は
、
通
常
運
転
時
お
よ
び
異
常
状
態
に
お
い
て
、
反
応

度
効
果
の
最
も
大
き
い
制
御
棒
が
完
全
に
炉
心
の
外
に

引
抜
か
れ
挿
入
で
き
な
い
と
き
で
も
、
炉
心
を

 
臨
界
未

満
に
で
き
、
か
つ
低
温
状
態
で
臨
界
未
満
を
維
持
で
き
る

設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

指
針

1
7
．
原
子
炉
停
止
系
の
停
止
能
力

 

 
1
.
 
原
子
炉
停
止
系
に
含
ま
れ
る
独
立
し
た
系
の
う

ち
尐
な
く
と
も
一
つ
は
、
通
常
運
転
時
及
び
運
転
時
の
異

常
な
過
渡
変
化
時
に
お
い
て
、
燃
料
の
許
容
設
計
限
界
を

超
え
る
こ
と
な
く
、
高
温
状
態
で
炉
心
を
臨
界
未
満
に
で

き
、
か
つ
、
高
温
状
態
で
臨
界
未
満
を
維
持
で
き
る
設
計

で
あ
る
こ
と
。

 

 
2
.
 
原
子
炉
停
止
系
に
含
ま
れ
る
独
立
し
た
系
の
尐

な
く
と
も
一
つ
は
、
低
温
状
態
で
炉
心
を
臨
界
未
満
に
で

き
、
か
つ
、
低
温
状
態
で
臨
界
未
満
を
維
持
で
き
る
設
計

で
あ
る
こ
と
。

 

方
針

2
3
．
原
子
炉
停
止
能
力

 

（
1
）
原
子
炉
停
止
系
の
尐
な
く
と
も
１
つ
は
、
通
常
運

転
時
お
よ
び
運
転
時
の
異
常
な
過
渡
変
化
時
に
お
い
て
、

燃
料
の
許
容
設
計
限
界
を
超
え
る
こ
と
な
く
炉
心
を
臨

界
未
満
に
で
き
、
か
つ
、
低
温
状
態
で
臨
界
未
満
を
維
持

で
き
る
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

（
2
）
原
子
炉
停
止
系
は
、
通
常
運
転
時
お
よ
び
運
転
時

の
異
常
な
過
渡
変
化
時
に
お
い
て
、
１
つ
の
系
の
不
作
動

を
仮
定
し
て
も
、
炉
心
を
臨
界
未
満
に
で
き
、
か
つ
、
低

温
状
態
で
臨
界
未
満
を
維
持
で
き
る
設
計
で
あ
る
こ
と
。
 

方
針

2
3
．
原
子
炉
停
止
系
の
停
止
能
力

 

1
.
 
原
子
炉
停
止
系
の
尐
な
く
と
も

1
つ
は
，
通
常
運
転

時
お
よ
び
運
転
時
の
異
常
な
過
渡
変
化
時
に
お
い
て
，
燃

料
の
許
容
設
計
限
界
を
超
え
る
こ
と
な
く
炉
心
を
臨
界

未
満
に
で
き
，
か
つ
，
低
温
状
熊
で
臨
界
未
満
を
維
持
で

き
る
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

2
.
 
原
子
炉
停
止
系
は
，
通
常
運
転
時
お
よ
び
運
転
時

の
異
常
な
過
渡
変
化
時
に
お
い
て
，

1
つ
の
系
の
不
作
動

を
仮
定
し
て
も
，
炉
心
を
臨
界
未
満
に
で
き
，
か
つ
，
低

温
状
態
で
臨
界
未
満
を
維
棒
で
き
る
設
計
で
あ
る
こ
と
。
 

方
針

V
-
3
．
原
子
炉
停
止
系
の
停
止
能
力

 

1
．
原
子
炉
停
止
系
の
う
ち
独
立
し
た
系
の
尐
な
く
と

も
1
つ
は
、
通
常
運
転
時
お
よ
び
運
転
時
の
異
常
な
過
渡

変
化
時
に
お
い
て
、
燃
料
の
許
容
設
計
限
界
を
超
え
る
こ

と
な
く
炉
心
を
臨
界
未
満
に
で
き
、
か
つ
、
低
温
状
態
で

臨
界
未
満
を
維
持
で
き
る
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

2
．
原
子
炉
停
止
系
の
う
ち
独
立
し
た
系
の
尐
な
く
と

も
1
つ
は
、
事
故
お
よ
び
稀
有
事
故
時
に
お
い
て
、
炉
心

を
速
や
か
に
臨
界
未
満
に
で
き
、
か
つ
、
低
温
状
態
で
臨

界
未
満
を
維
持
で
き
る
設
計
で
あ
る
こ
と
。
 

た
だ
し
、
稀
有
事
故
の
う
ち
、
「
運
転
時
の
異
常
な
過
渡

変
化
時
の
主
炉
停
止
系
機
能
喪
失
時
」
に
お
い
て
は
、
原

子
炉
停
止
系
の
も
う

1
つ
の
系
は
炉
心
を
速
や
か
に
高
温

状
態
で
臨
界
未
満
に
で
き
、
か
つ
低
温
状
態
で
臨
界
未
満

を
維
持
で
き
る
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 



  

表
3
.3

: 
日
本
の
軽
水
炉
に
関
す
る
安
全
設
計
審
査
指
針
と
高
速
炉
に
関
す
る
安
全
設
計
方
針
の
比
較
（

9
/2

5
）
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発
電
用
軽
水
型
原
子
炉
施
設
に
関
す
る

 

安
全
設
計
審
査
指
針

 
液
体
金
属
冷
却
型
高
速
増
殖
炉
施
設
の
安
全
設
計
方
針

 
高
速
増
殖
炉
の
安
全
設
計
方
針

 

指
針

1
8
．
原
子
炉
停
止
系
の
事
故
時
の
能
力

 

 
事
故
時
に
お
い
て
、
原
子
炉
停
止
系
に
含
ま
れ
る
独
立

し
た
系
の
尐
な
く
と
も
一
つ
は
、
炉
心
を
臨
界
未
満
に
で

き
、
ま
た
、
原
子
炉
停
止
系
に
含
ま
れ
る
独
立
し
た
系
の

尐
な
く
と
も
一
つ
は
、
炉
心
を
臨
界
未
満
に
維
持
で
き
る

設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

方
針

2
4
．
原
子
炉
停
止
系
の
事
故
時
の
維
持
能
力

 

 
原
子
炉
停
止
系
の
尐
な
く
と
も

1
つ
は
、
事
故
時
に
お

い
て
、
炉
心
を
速
や
か
に
臨
界
未
満
に
で
き
、
か
つ
低
温

状
態
で
臨
界
未
満
を
維
持
で
き
る
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

方
針

2
4
．
原
子
炉
停
止
系
の
事
故
時
の
能
力

 

事
故
時
に
お
い
て
，
原
子
炉
停
止
系
に
含
ま
れ
る
独
立

し
た
系
の
尐
な
く
と
も

1つ
は
，
炉
心
を
速
や
か
に
臨
界

未
満
に
で
き
，
か
つ
，
低
温
状
熊
で
臨
界
未
満
を
維
持
で

き
る
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

   

原
子
炉
冷
却
系

 

指
針

1
9
．
原
子
炉
冷
却
材
圧
力
バ
ウ
ン
ダ
リ
の
健
全
性

 

 
1
．
原
子
炉
冷
却
材
圧
力
バ
ウ
ン
ダ
リ
は
、
通
常
運
転

時
及
び
異
常
状
態
に
お
い
て
、
そ
の
健
全
性
を
確
保
で
き

る
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

 
2
．
原
子
炉
冷
却
材
系
に
接
続
す
る
配
管
系
は
、
原
則

と
し
て
隔
離
弁
を
設
け
た
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

方
針

3
5
．
原
子
炉
冷
却
材
バ
ウ
ン
ダ
リ
の
機
能

 

 
原
子
炉
冷
却
材
バ
ウ
ン
ダ
リ
は
、
冷
却
材
の
漏
洩
、
ま

た
は
破
損
の
発
生
す
る
可
能
性
が
極
め
て
小
さ
く
な
る

よ
う
考
慮
さ
れ
た
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

 方
針

3
6
．
原
子
炉
冷
却
材
バ
ウ
ン
ダ
リ
の
健
全
性

 

 
原
子
炉
冷
却
系
お
よ
び
そ
の
関
連
補
助
系
、
計
測
制
御

系
な
ら
び
に
安
全
保
護
系
は
、
通
常
運
転
時
、
運
転
時
の

異
常
な
過
渡
変
化
時
お
よ
び
事
故
時
に
お
い
て
、
原
子
炉

冷
却
材
バ
ウ
ン
ダ
リ
の
健
全
性
を
確
保
で
き
る
設
計
で

あ
る
こ
と
。

 

方
針
Ⅷ

-
1
．
原
子
炉
冷
却
材
バ
ウ
ン
ダ
リ
の
健
全
性

 

1
．
原
子
炉
冷
却
材
バ
ウ
ン
ダ
リ
は
、
通
常
運
転
時
お

よ
び
異
常
状
態
に
お
い
て
、
そ
の
健
全
性
を
確
保
で
き
る

設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

2
．
原
子
炉
冷
却
材
バ
ウ
ン
ダ
リ
に
接
続
す
る
配
管
系

は
、
原
則
と
し
て
隔
離
弁
を
設
け
た
設
計
で
あ
る
こ
と
。
 

 

指
針

2
0
．
原
子
炉
冷
却
材
圧
力
バ
ウ
ン
ダ
リ
の
破
壊
防

止
 

 
原
子
炉
冷
却
材
圧
力
バ
ウ
ン
ダ
リ
は
、
通
常
運
転
時
、

保
修
時
、
試
験
時
及
び
異
常
状
態
に
お
い
て
、
脆
性
的
挙

動
を
示
さ
ず
、
か
つ
、
急
速
な
伝
播
型
破
断
を
生
じ
な
い

設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

方
針

3
8
．
原
子
炉
冷
却
材
バ
ウ
ン
ダ
リ
の
破
壊
防
止

 

 
原
子
炉
冷
却
材
バ
ウ
ン
ダ
リ
は
、
通
常
運
転
時
、
運
転

時
の
異
常
な
過
渡
変
化
時
、
補
修
時
、
試
験
時
お
よ
び
事

故
時
に
お
い
て
、
脆
性
的
挙
動
を
示
さ
ず
、
か
つ
、
急
速

な
伝
播
型
破
断
を
生
じ
な
い
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

方
針
Ⅷ

-
2
．
原
子
炉
冷
却
材
バ
ウ
ン
ダ
リ
の
破
壊
防
止

 

原
子
炉
冷
却
材
バ
ウ
ン
ダ
リ
は
、
通
常
運
転
時
、
保
修

時
、
試
験
時
お
よ
び
異
帝
状
態
に
お
い
て
、
脆
性
的
挙
動

を
示
さ
ず
、
か
つ
、
急
速
な
伝
播
型
破
断
を
生
じ
な
い
設

計
で
あ
る
こ
と
。

 



  

表
3
.3

: 
日
本
の
軽
水
炉
に
関
す
る
安
全
設
計
審
査
指
針
と
高
速
炉
に
関
す
る
安
全
設
計
方
針
の
比
較
（

1
0

/2
5
）
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発
電
用
軽
水
型
原
子
炉
施
設
に
関
す
る

 

安
全
設
計
審
査
指
針

 
液
体
金
属
冷
却
型
高
速
増
殖
炉
施
設
の
安
全
設
計
方
針

 
高
速
増
殖
炉
の
安
全
設
計
方
針

 

指
針

2
1
．
原
子
炉
冷
却
材
圧
力
バ
ウ
ン
ダ
リ
の
漏
え
い

検
出

 

 
原
子
炉
冷
却
材
圧
力
バ
ウ
ン
ダ
リ
か
ら
原
子
炉
冷
却

材
の
漏
え
い
が
あ
っ
た
場
合
、
そ
の
漏
え
い
を
速
や
か

に
、
か
つ
、
確
実
に
検
出
で
き
る
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

方
針

3
7
．
原
子
炉
冷
却
材
バ
ウ
ン
ダ
リ
の
漏
洩
検
出

 

 
原
子
炉
冷
却
材
バ
ウ
ン
ダ
リ
は
、
冷
却
材
の
漏
洩
が
あ

っ
た
場
合
、
そ
の
漏
洩
を
速
や
か
に
、
か
つ
、
確
実
に
検

出
で
き
る
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

方
針
Ⅷ

-
3
．
原
子
炉
冷
却
材
バ
ウ
ン
ダ
リ
の
漏
洩
対
策

 

原
子
炉
冷
却
材
バ
ウ
ン
ダ
リ
か
ら
原
子
炉
冷
却
材
の

漏
洩
が
あ
っ
た
場
合
、
そ
の
漏
洩
を
速
や
か
に
検
出
で
き

る
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

指
針

2
2
．
原
子
炉
冷
却
材
圧
力
バ
ウ
ン
ダ
リ
の
供
用
期

間
中
の
試
験
及
び
検
査

 

 
原
子
炉
冷
却
材
圧
力
バ
ウ
ン
ダ
リ
は
、
そ
の
健
全
性
を

確
認
す
る
た
め
に
、
原
子
炉
の
供
用
期
間
中
に
試
験
及
び

検
査
が
で
き
る
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

記
載
な
し

 
方
針
Ⅷ

-
4
．
 
原
子
炉
冷
却
材
バ
ウ
ン
ダ
リ
の
試
験
お
よ

び
検
査
 

原
子
炉
冷
却
材
バ
ウ
ン
ダ
リ
は
、
そ
の
健
全
性
を
確
認

す
る
た
め
に
、
適
切
な
方
法
に
よ
り
試
験
お
よ
び
検
査
が

で
き
る
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

指
針

2
3
．
原
子
炉
冷
却
材
補
給
系

 

 
原
子
炉
冷
却
材
補
給
系
は
、
原
子
炉
冷
却
材
の
小
規
模

の
漏
え
い
等
が
生
じ
た
場
合
に
お
い
て
も
、
原
子
炉
冷
却

材
の
保
有
量
を
回
復
で
き
る
よ
う
に
、
適
切
な
流
量
で
給

水
で
き
る
能
力
を
有
す
る
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

方
針

3
9
．
原
子
炉
冷
却
材
の
確
保

 

 
原
子
炉
冷
却
材
バ
ウ
ン
ダ
リ
と
そ
れ
に
付
属
し
た
機

器
、
計
測
制
御
系
、
安
全
保
護
系
は
、
原
子
炉
冷
却
材
バ

ウ
ン
ダ
リ
か
ら
の
冷
却
材
の
漏
洩
が
あ
っ
た
場
合
で
も
、

原
子
炉
の
冷
却
を
行
う
の
に
十
分
な
原
子
炉
冷
却
材
を

確
保
す
る
こ
と
の
で
き
る
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

方
針
Ⅷ

-
6
．
原
子
炉
冷
却
材
の
確
保

 

1
．
ガ
ー
ド
ベ
ッ
セ
ル
は
、
原
子
炉
容
器
等
か
ら
原
子

炉
冷
却
材
の
漏
洩
が
あ
っ
た
場
合
、
原
子
炉
停
止
系
、
安

全
保
護
系
等
の
機
能
と
相
ま
っ
て
、
炉
心
の
冷
却
に
必
要

な
原
子
炉
冷
却
材
を
確
保
で
き
、
か
つ
、
漏
洩
し
た
ナ
ト

リ
ウ
ム
と
空
気
等
と
の
化
学
反
応
を
防
止
で
き
る
設
計

で
あ
る
こ
と
。

 

2
．
外
管
は

1
次
主
冷
却
系
配
管
か
ら
原
子
炉
冷
却
材

の
漏
洩
が
あ
っ
た
場
合
、
原
子
炉
停
止
系
、
安
全
保
護
系

等
の
機
能
と
相
ま
っ
て
、
炉
心
の
冷
却
に
必
要
な
原
子
炉

冷
却
材
を
確
保
で
き
、
か
つ
、
漏
洩
し
た
ナ
ト
リ
ウ
ム
と

空
気
等
と
の
化
学
反
応
を
防
止
で
き
る
設
計
で
あ
る
こ

と
。

 

3
．
ガ
ー
ド
ベ
ッ
セ
ル
、
外
管
は
、
そ
の
健
全
性
を
確

認
す
る
た
め
に
、
適
切
な
方
法
に
よ
り
試
験
ま
た
は

 
検

査
が
で
き
る
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

 
 

方
針
Ⅷ
－

5．
1
次
主
冷
却
系

 

1
．
1
次
主
冷
却
系
は
、
通
常
運
転
時
お
よ
び
異
常
状
態

に
お
い
て
、
炉
心
の
冷
却
に
必
要
な
原
子
炉
冷
却
材
流
量



  

表
3
.3

: 
日
本
の
軽
水
炉
に
関
す
る
安
全
設
計
審
査
指
針
と
高
速
炉
に
関
す
る
安
全
設
計
方
針
の
比
較
（

11
/2

5
）
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発
電
用
軽
水
型
原
子
炉
施
設
に
関
す
る

 

安
全
設
計
審
査
指
針

 
液
体
金
属
冷
却
型
高
速
増
殖
炉
施
設
の
安
全
設
計
方
針

 
高
速
増
殖
炉
の
安
全
設
計
方
針

 

を
確
保
で
き
る
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

2
．
1
次
主
冷
却
系
は
、
通
常
運
転
時
お
よ
び
運
転
時
の

異
常
な
過
渡
変
化
時
に
お
い
て
、
炉
心
へ
の
ガ
ス
の
流
入

を
防
止
で
き
る
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

 
方
針

4
0
．
原
子
炉
カ
バ
ー
ガ
ス
等
の
バ
ウ
ン
ダ
リ

 

 
原
子
炉
カ
バ
ー
ガ
ス
等
の
バ
ウ
ン
ダ
リ
は
、
異
常
な
原

子
炉
カ
バ
ー
ガ
ス
の
漏
洩
、
ま
た
は
破
損
の
発
生
す
る
可

能
性
が
十
分
小
さ
く
な
る
よ
う
考
慮
さ
れ
た
設
計
で
あ

る
こ
と
。

 

方
針
Ⅸ

-
1
．
原
子
炉
カ
バ
ー
ガ
ス
バ
ウ
ン
ダ
リ
の
健
全
性

 

1
．
原
子
炉
カ
バ
ー
ガ
ス
の
バ
ウ
ン
ダ
リ
は
、
通
常
運

転
時
お
よ
び
異
常
状
態
に
お
い
て
、
そ
の
健
全
性
を
確
保

で
き
る
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

2
．
原
子
炉
カ
バ
ー
ガ
ス
の
バ
ウ
ン
ダ
リ
に
接
続
す
る

配
管
系
は
、
原
則
と
し
て
隔
離
弁
を
設
け
た
設
計
で
あ
る

こ
と
。

 

方
針
Ⅸ

-
2
．
原
子
炉
カ
バ
ー
ガ
ス
バ
ウ
ン
ダ
リ
の
漏
洩
検

出
 原
子
炉
カ
バ
ー
ガ
ス
バ
ウ
ン
ダ
リ
か
ら
原
子
炉
カ
バ

ー
ガ
ス
の
漏
洩
が
あ
っ
た
場
合
、
そ
の
漏
洩
を
検
出
で
き

る
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

 
方
針

4
1
．
中
間
冷
却
系

 

（
1
）
中
間
冷
却
系
は
、
通
常
運
転
時
、
運
転
時
の
異
常

な
過
渡
変
化
時
お
よ
び
事
故
時
に
お
い
て
、
原
子
炉
冷
却

系
か
ら
の
熱
を
確
実
に
水
・
蒸
気
系
あ
る
い
は
冷
却
空
気

に
伝
達
で
き
る
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

（
2
）
中
間
冷
却
系
は
蒸
気
発
生
器
伝
達
管
か
ら
の
水
漏

洩
が
生
じ
た
場
合
で
も
、
そ
の
影
響
に
よ
り
、
安
全
上
重

要
な
構
築
物
、
系
統
お
よ
び
機
器
の
安
全
機
能
が
失
わ
れ

る
こ

と
が

な
い

よ
う
考

慮
さ
れ

た
設

計
で
あ

る
こ
と

。

（
3
）
中
間
熱
交
換
器
伝
熱
管
の
破
損
が
生
じ
た
場
合
で

も
、
原
子
炉
冷
却
材
が
中
間
冷
却
系
に
漏
れ
出
す
こ
と
の

な
い
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

（
4
）
中
間
冷
却
系
に
は
、
原
子
炉
冷
却
材
と
化
学
反
応

記
載
な
し

 



  

表
3
.3

: 
日
本
の
軽
水
炉
に
関
す
る
安
全
設
計
審
査
指
針
と
高
速
炉
に
関
す
る
安
全
設
計
方
針
の
比
較
（

1
2

/2
5
）
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発
電
用
軽
水
型
原
子
炉
施
設
に
関
す
る

 

安
全
設
計
審
査
指
針

 
液
体
金
属
冷
却
型
高
速
増
殖
炉
施
設
の
安
全
設
計
方
針

 
高
速
増
殖
炉
の
安
全
設
計
方
針

 

を
起
こ
さ
な
い
冷
却
材
を
使
用
す
る
こ
と
。

 

 

指
針

2
4
．
残
留
熱
を
除
去
す
る
系
統

 

 
1
.
残
留
熱
を
除
去
す
る
系
統
は
、
原
子
炉
の
停
止
時

に
、
燃
料
の
許
容
設
計
限
界
及
び
原
子
炉
冷
却
材
圧
力
バ

ウ
ン
ダ
リ
の
設
計
条
件
を
超
え
な
い
よ
う
に
、
炉
心
か
ら

の
核
分
裂
生
成
物
の
崩
壊
熱
及
び
そ
の
他
の
残
留
熱
を

除
去
で
き
る
機
能
を
有
す
る
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

 
2
.残

留
熱
を
除
去
す
る
系
統
は
、
そ
の
系
統
を
構
成
す

る
機
器
の
単
一
故
障
の
仮
定
に
加
え
、
外
部
電
源
が
利
用

で
き
な
い
場
合
に
お
い
て
も
、
そ
の
系
統
の
安
全
機
能
が

達
成
で
き
る
よ
う
に
、
多
重
性
又
は
多
様
性
及
び
独
立
性

を
適
切
に
備
え
、
か
つ
、
試
験
可
能
性
を
備
え
た
設
計
で

あ
る
こ
と
。

 

方
針

4
2
．
崩
壊
熱
お
よ
び
他
の
残
留
熱
の
除
去

 

（
1
）
崩
壊
熱
お
よ
び
他
の
残
留
熱
の
除
去
に
係
る
系
統

は
、
原
子
炉
の
停
止
時
に
、
燃
料
の
許
容
設
計
限
界
を
超

え
な
い
よ
う
に
、
ま
た
原
子
炉
冷
却
材
バ
ウ
ン
ダ
リ
の
設

計
条
件
を
超
え
な
い
よ
う
に
、
原
子
炉
の
炉
心
か
ら
の
核

分
裂
生
成
物
の
崩
壊
熱
お
よ
び
他
の
残
留
熱
を
除
去
で

き
る
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

（
2
）
崩
壊
熱
お
よ
び
他
の
残
留
熱
の
除
去
に
係
る
系
統

は
、
原
子
炉
冷
却
材
漏
洩
事
故
を
含
む
想
定
さ
れ
る
事
故

に
対
し
て
、
燃
料
の
重
大
な
損
傷
を
防
止
で
き
る
設
計
で

あ
る
こ
と
。

 

方
針

X
-
1
．
残
留
熱
を
除
去
す
る
系
統
の
機
能

 

1
．
残
留
熱
を
除
去
す
る
系
統
は
、
通
常
運
転
時
お
よ

び
運
転
時
の
異
常
な
過
渡
変
化
時
に
お
い
て
、
原
子
炉
の

停
止
後
、
燃
料
の
許
容
設
計
限
界
を
超
え
る
こ
と
が
な

く
、
か
つ
、
原
子
炉
冷
却
材
バ
ウ
ン
ダ
リ
の
健
全
性
を
十

分
な
余
裕
を
持
っ
て
確
保
で
き
る
よ
う
に
、
炉
心
か
ら
の

核
分
裂
生
成
物
の
崩
壊
熱
お
よ
び
そ
の
他
の
残
留
熱
を

最
終
的
な
熱
の
逃
し
場
に
輸
送
で
き
る
設
計
で
あ
る
こ

と
。

 

2
．
残
留
熱
を
除
去
す
る
系
統
は
、「

事
故
」
お
よ
び
「
稀

有
事
故
」
時
に
、
原
子
炉
の
停
止
後
、
燃
料
の
重
大
な
損

傷
を
防
止
で
き
、
か
つ
、
原
子
炉
冷
却
材
バ
ウ
ン
ダ
リ
の

健
全
性
を
確
保
で
き
る
よ
う
に
、
炉
心
か
ら
の
核
分
裂
生

成
物
の
崩
壊
熱
お
よ
び
そ
の
他
の
残
留
熱
を
最
終
的
な

熱
の
逃
し
場
に
輸
送
で
き
る
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

方
針

X
-
2
.
 
残
留
熱
を
除
去
す
る
系
統
の
信
頼
性
お
よ

び
試
験
可
能
性

 

1
．
残
留
熱
を
除
去
す
る
系
統
は
、
そ
の
系
統
を
構
成

す
る
機
器
の
単
一
故
障
の
仮
定
に
加
え
、
外
部
電
源
が
利

用
で
き
な
い
場
合
に
お
い
て
も
、
そ
の
系
統
の
安
全
機
能

が
達
成
で
き
る
よ
う
に
、
多
重
性
ま
た
は
多
様
性
お
よ
び

独
立
性
を
適
切
に
備
え
た
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

2
．
残
留
熱
を
除
去
す
る
系
統
は
、
定
期
的
に
試
験
お

よ
び
検
査
が
で
き
る
と
と
も
に
、
そ
の
健
全
性
を
確
認
す

る
た
め
、
独
立
に
各
系
の
試
験
お
よ
び
検
査
が
で
き
る
設

計
で
あ
る
こ
と
。

 

 



  

表
3
.3

: 
日
本
の
軽
水
炉
に
関
す
る
安
全
設
計
審
査
指
針
と
高
速
炉
に
関
す
る
安
全
設
計
方
針
の
比
較
（

1
3

/2
5
）
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発
電
用
軽
水
型
原
子
炉
施
設
に
関
す
る

 

安
全
設
計
審
査
指
針

 
液
体
金
属
冷
却
型
高
速
増
殖
炉
施
設
の
安
全
設
計
方
針

 
高
速
増
殖
炉
の
安
全
設
計
方
針

 

指
針

2
5
．
非
常
用
炉
心
冷
却
系

 

 
1
.非

常
用
炉
心
冷
却
系
は
、
想
定
さ
れ
る
配
管
破
断
等

に
よ
る
原
子
炉
冷
却
材
喪
失
に
対
し
て
、
燃
料
の
重
大
な

損
傷
を
防
止
で
き
、
か
つ
、
燃
料
被
覆
の
金
属
と
水
と
の

反
応
を
十
分
小
さ
な
量
に
制
限
で
き
る
設
計
で
あ
る
こ

と
。

 

 
2
.非

常
用
炉
心
冷
却
系
は
、
そ
の
系
統
を
構
成
す
る
機

器
の
単
一
故
障
の
仮
定
に
加
え
、
外
部
電
源
が
利
用
で
き

な
い
場
合
に
お
い
て
も
、
そ
の
系
統
の
安
全
機
能
が
達
成

で
き
る
よ
う
に
、
多
重
性
又
は
多
様
性
及
び
独
立
性
を
備

え
た
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

 
3
.非

常
用
炉
心
冷
却
系
は
、
定
期
的
に
試
験
及
び
検
査

が
で
き
る
と
と
も
に
、
そ
の
健
全
性
及
び
多
重
性
の
維
持

を
確
認
す
る
た
め
、
独
立
に
各
系
の
試
験
及
び
検
査
が
で

き
る
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

記
載
な
し

 
記
載
な
し

 

指
針

2
6
．
最
終
的
な
熱
の
逃
が
し
場
へ
熱
を
輸
送
す
る

系
統

 

 
1
．
最
終
的
な
熱
の
逃
が
し
場
へ
熱
を
輸
送
す
る
系
統

は
、
重
要
度
の
特
に
高
い
安
全
機
能
を
有
す
る
構
築
物
、

系
統
及
び
機
器
に
お
い
て
発
生
又
は
蓄
積
さ
れ
た
熱
を

最
終
的
な
熱
の
逃
が
し
場
に
輸
送
で
き
る
設
計
で
あ
る

こ
と
。

 

 
2
．
最
終
的
な
熱
の
逃
が
し
場
へ
熱
を
輸
送
す
る
系
統

は
、
そ
の
系
統
を
構
成
す
る
機
器
の
単
一
故
障
の
仮
定
に

加
え
、
外
部
電
源
が
利
用
で
き
な
い
場
合
に
お
い
て
も
、

そ
の
系
統
の
安
全
機
能
が
達
成
で
き
る
よ
う
に
、
多
重
性

又
は
多
様
性
及
び
独
立
性
を
適
切
に
備
え
、
か
つ
、
試
験

可
能
性
を
備
え
た
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

方
針

4
3
．
冷
却
水
系

 

 
冷
却
水
系
は
、
通
常
運
転
時
、
運
転
時
の
異
常
な
過
渡

変
化
時
お
よ
び
事
故
時
に
お
い
て
、
安
全
上
重
要
な
構
築

物
等
の
全
熱
負
荷
を
最
終
的
な
熱
の
逃
が
し
場
に
確
実

に
伝
達
で
き
る
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

方
針

X
-
3
．
最
終
的
な
熱
の
逃
し
場
へ
熱
を
輸
送
す
る
系

統
 1
．
最
終
的
な
熱
の
逃
し
場
へ
熱
を
輸
送
す
る
系
統
は
、

重
要
度
の
特
に
高
い
安
全
機
能
を
有
す
る
構
築
物
、
系
統

お
よ
び
機
器
に
お
い
て
発
生
ま
た
は
蓄
積
さ
れ
た
熱
を

最
終
的
な
熱
の
逃
し
場
に
輸
送
で
き
る
設
計
で
あ
る
こ

と
。

 

2
．
最
終
的
な
熱
の
逃
し
場
へ
熱
を
輸
送
す
る
系
統
は
、

そ
の
系
統
を
構
成
す
る
機
器
の
単
一
故
障
の
仮
定
に
加

え
、
外
部
電
源
が
利
用
で
き
な
い
場
合
に
お
い
て
も
、
そ

の
系
統
の
安
全
機
能
が
達
成
で
き
る
よ
う
に
、
多
重
性
ま

た
は
多
様
性
お
よ
び
独
立
性
を
備
え
、
か
つ
、
適
切
な
方

法
に
よ
り
試
験
ま
た
は
検
査
が
で
き
る
設
計
で
あ
る
こ

と
。

 



  

表
3
.3

: 
日
本
の
軽
水
炉
に
関
す
る
安
全
設
計
審
査
指
針
と
高
速
炉
に
関
す
る
安
全
設
計
方
針
の
比
較
（

1
4

/2
5
）
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発
電
用
軽
水
型
原
子
炉
施
設
に
関
す
る

 

安
全
設
計
審
査
指
針

 
液
体
金
属
冷
却
型
高
速
増
殖
炉
施
設
の
安
全
設
計
方
針

 
高
速
増
殖
炉
の
安
全
設
計
方
針

 

指
針

2
7
．
電
源
喪
失
に
対
す
る
設
計
上
の
考
慮

 

 
原
子
炉
施
設
は
、
短
時
間
の
全
交
流
動
力
電
源
喪
失
に

対
し
て
、
原
子
炉
を
安
全
に
停
止
し
、
か
つ
、
停
止
後
の

冷
却
を
確
保
で
き
る
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

方
針

1
0
．
電
源
喪
失
に
対
す
る
設
計
上
の
考
慮

 

 
原
子
力
発
電
所
は
、
短
時
間
の
全
動
力
喪
失
に
対
し

て
、
原
子
炉
を
安
全
に
停
止
し
、
か
つ
、
停
止
後
の
冷
却

を
確
保
で
き
る
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

 
た
だ
し
、
高
度
の
信
頼
度
が
期
待
で
き
る
電
源
設
備
の

機
能
喪
失
を
同
時
に
考
慮
す
る
必
要
は
な
い
。

 

方
針

X
-
4
．
電
源
喪
失
に
対
す
る
設
計
上
の
考
慮

 

原
子
炉
施
設
は
、
短
時
間
の
全
交
流
動
力
電
源
喪
失
に

対
し
て
、
原
子
炉
を
安
全
に
停
止
し
、
か
つ
、
停
止
後
の

残
留
熱
除
去
を
行
え
る
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

原
子
炉
格
納
容
器

 

指
針

2
8
．
原
子
炉
格
納
容
器
の
機
能

 

 
1
.原

子
炉
格
納
容
器
は
、
原
子
炉
格
納
容
器
設
計
用
の

想
定
事
象
に
対
し
、
そ
の
事
象
に
起
因
す
る
荷
重

(圧
力
、

温
度
、
動
荷
重

)及
び
適
切
な
地
震
荷
重
に
耐
え
、
か
つ
、

適
切
に
作
動
す
る
隔
離
機
能
と
あ
い
ま
っ
て
所
定
の
漏

え
い
率
を
超
え
る
こ
と
が
な
い
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

 
2
.原

子
炉
格
納
容
器
は
、
定
期
的
に
、
所
定
の
圧
力
に

よ
り
原
子
炉
格
納
容
器
全
体
の
漏
え
い
率
測
定
が
で
き

る
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

 
3
.原

子
炉
格
納
容
器
は
、
電
線
、
配
管
等
の
貫
通
部
及

び
出
入
口
の
重
要
な
部
分
の
漏
え
い
試
験
が
で
き
る
設

計
で
あ
る
こ
と
。

 

方
針

4
4
．
格
納
容
器
の
機
能

 

 
1
．
格
納
容
器
は
、
原
子
炉
施
設
の
破
損
、
故
障
等
に

起
因
し
て
、
原
子
炉
内
の
燃
料
の
破
損
等
に
よ
る
多
量
の

放
尃
熱
物
質
の
放
散
の
可
能
性
が
あ
る
事
故
に
対
し
、
そ

の
事
故
に
よ
り
生
じ
る
温
度
と
圧
力
に
耐
え
、
か
つ
、
出

入
口
お
よ
び
貫
通
部
を
含
め
て
所
定
の
漏
洩
率
を
超
え

る
こ
と
が
な
い
よ
う
な
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

 
2
.
 
格
納
容
器
は
、
定
期
的
に
所
定
の
圧
力
で
格
納
容

器
全
体
の
漏
洩
率
試
験
が
で
き
る
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

3
.
 
格
納
容
器
は
、
電
線
、
配
管
等
の
貫
通
部
お
よ
び

出
入
口
の
重
要
な
部
分
の
漏
洩
率
試
験
お
よ
び
検
査
が

で
き
る
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

方
針

X
Ⅰ

-
1
．
原
子
炉
格
納
容
器
の
機
能

 

1
．
原
子
炉
格
納
容
器
は
、「

事
故
」
お
よ
び
「
稀
有
事

故
」
時
に
、
そ
の
事
象
に
起
因
す
る
荷
重
（
圧
カ
、
温
度
）

お
よ
び
想
定
さ
れ
る
地
震
荷
重
に
耐
え
、
か
つ
、
適
切
に

作
動
す
る
隔
離
機
能
と
相
ま
っ
て
所
定
の
漏
洩
率
を
超

え
る
こ
と
が
な
い
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

2
．
原
子
炉
格
納
容
器
は
、
定
期
的
に
、
所
定
の
圧
力

に
よ
り
原
子
炉
格
納
容
器
全
体
の
漏
洩
率
測
定
が
で
き

る
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

3
．
原
子
炉
格
納
容
器
は
、
電
線
、
配
管
等
の
貫
通
部

お
よ
び
出
入
口
の
重
要
な
部
分
の
漏
洩
試
験
が
で
き
る

設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

 
 

X
Ⅲ
．
付
加
的
限
界
事
象

 

方
針

X
Ⅲ

-
2
．
「
付
加
的
限
界
事
象
」
に
お
け
る
原
子
炉

格
納
容
器
の
機
能

 

原
子
炉
格
納
容
器
は
、
原
子
炉
格
納
容
器
限
界
設
計
用

の
想
定
事
象
に
対
し
、
そ
の
安
全
機
能
を
喪
失
し
な
い
設

計
で
あ
る
こ
と
。

 

指
針

2
9
．
原
子
炉
格
納
容
器
バ
ウ
ン
ダ
リ
の
破
壊
防
止

 

 
原
子
炉
格
納
容
器
バ
ウ
ン
ダ
リ
は
、
通
常
運
転
時
、
保

修
時
、
試
験
時
及
び
異
常
状
態
に
お
い
て
、
脆
性
的
挙
動

を
示
さ
ず
、
か
つ
、
急
速
な
伝
播
型
破
断
を
生
じ
な
い
設

方
針

4
6
．
格
納
容
器
バ
ウ
ン
ダ
リ
の
破
壊
防
止

 

 
格
納
容
器
バ
ウ
ン
ダ
リ
は
、
通
常
運
転
時
、
運
転
時
の

異
常
な
過
渡
変
化
時
、
保
修
時
、
試
験
時
お
よ
び
事
故
時

に
お
い
て
、
脆
性
的
挙
動
を
示
さ
ず
、
か
つ
、
急
速
な
伝

方
針

X
Ⅰ

-
2
．
原
子
炉
格
納
容
器
バ
ウ
ン
ダ
リ
の
破
損
防

止
 原
子
炉
格
納
容
器
バ
ウ
ン
ダ
リ
は
、
通
常
運
転
時
、
保

修
時
、
試
験
時
、
異
常
状
態
お
よ
び
付
加
的
限
界
事
象
に



  

表
3
.3

: 
日
本
の
軽
水
炉
に
関
す
る
安
全
設
計
審
査
指
針
と
高
速
炉
に
関
す
る
安
全
設
計
方
針
の
比
較
（

1
5

/2
5
）
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発
電
用
軽
水
型
原
子
炉
施
設
に
関
す
る

 

安
全
設
計
審
査
指
針

 
液
体
金
属
冷
却
型
高
速
増
殖
炉
施
設
の
安
全
設
計
方
針

 
高
速
増
殖
炉
の
安
全
設
計
方
針

 

計
で
あ
る
こ
と
。

 
播
型
破
断
を
生
じ
な
い
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 
お
い
て
、
脆
性
的
挙
動
を
示
さ
ず
、
か
つ
急
速
な
伝
播
型

破
断
を
生
じ
な
い
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

指
針

3
0
．
原
子
炉
格
納
容
器
の
隔
離
機
能

 

 
1
. 

原
子
炉
格
納
容
器
壁
を
貫
通
す
る
配
管
系
は
、
原

則
と
し
て
、
原
子
炉
格
納
容
器
隔
離
弁
を
設
け
た
設
計
で

あ
る
こ
と
。

 

 
2
.
 
主
要
な
配
管
系
に
設
け
る
原
子
炉
格
納
容
器
隔

離
弁
は
、
事
故
時
に
隔
離
機
能
の
確
保
が
必
要
と
な
る
事

態
に
際
し
て
、
原
則
と
し
て
、
自
動
的
、
か
つ
、
確
実
に

閉
止
さ
れ
る
機
能
を
有
す
る
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

方
針

4
7
．
格
納
容
器
を
貫
通
す
る
配
管
系

 

 
1
.
 
格
納
容
器
を
貫
通
す
る
配
管
系
は
、
格
納
容
器
の

機
能
を
確
保
す
る
た
め
に
必
要
な
隔
離
能
力
を
有
す
る

と
と
も
に
、
ベ
ロ
ー
を
有
す
る
配
管
貫
通
部
は
、
漏
洩
検

出
ま
た
は
漏
洩
試
験
が
で
き
る
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

2
.
 
格
納
容
器
を
貫
通
す
る
配
管
系
に
設
け
ら
れ
る
隔

離
弁
は
、
定
期
的
な
動
作
試
験
が
可
能
で
あ
り
、
か
つ
、

弁
の
漏
洩
率
が
許
容
限
界
内
に
あ
る
こ
と
を
確
認
で
き

る
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

方
針

X
Ⅰ

-
3
．
原
子
炉
格
納
容
器
の
隔
離
機
能

 

1
．
原
子
炉
格
納
容
器
壁
を
貫
通
す
る
配
管
は
、
原
則

と
し
て
、
原
子
炉
格
納
容
器
隔
離
弁
を
設
け
た
設
計
で
あ

る
こ
と
。

 

2
．
主
要
な
配
管
系
に
設
け
る
原
子
炉
格
納
容
器
隔
離

弁
は
、
「
事
故
」
、
「
稀
有
事
故
」
お
よ
び
「
付
加
的
限
界

事
象
」
時
に
、
隔
離
機
能
の
確
保
が
必
要
と
な
る
事
態
に

際
し
て
、
原
則
と
し
て
、
自
動
的
、
か
つ
、
確
実
に
閉
止

さ
れ
る
機
能
を
有
す
る
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

指
針

3
1
．
原
子
炉
格
納
容
器
隔
離
弁

 

 
1
. 

原
子
炉
格
納
容
器
隔
離
弁
は
、
実
用
上
可
能
な
限

り
原
子
炉
格
納
容
器
に
接
近
し
て
設
け
た
設
計
で
あ
る

こ
と
。

 

 
2
. 

原
子
炉
格
納
容
器
隔
離
弁
の
設
置
は
、
次
の
設
計

で
あ
る
こ
と
。

 

 
 

(1
)
 
原
子
炉
格
納
容
器
の
内
側
に
お
い
て
開
口
し

て
い
る
か
又
は
原
子
炉
冷
却
材
圧
力
バ
ウ
ン
ダ
リ
に
連

絡
し
て
い
る
配
管
系
の
う
ち
、
原
子
炉
格
納
容
器
の
外
側

で
閉
じ
て
い
な
い
配
管
系
に
つ
い
て
は
、
原
則
と
し
て
原

子
炉
格
納
容
器
の
内
側
に

1 
個
及
び
外
側
に

1
 個

と
す

る
こ
と
。

 

 
 

(
2
) 

前
号

1
 の

配
管
系
以
外
の
配
管
系
の
う
ち
、

原
子
炉
格
納
容
器
の
内
側
又
は
外
側
に
お
い
て
閉
じ
て

い
る
配
管
系
に
つ
い
て
は
、
原
則
と
し
て
原
子
炉
格
納
容

器
の
外
側
に

1
 個

と
す
る
こ
と
。

 

 
 

(3
)
 
原
子
炉
格
納
容
器
隔
離
弁
は
、
閉
止
後
駆
動

動
力
源
の
喪
失
に
よ
っ
て
も
隔
離
機
能
が
喪
失
す
る
こ

方
針

4
8
．
格
納
容
器
を
貫
通
す
る
系
及
び
閉
じ
た
系
の

隔
離
弁

 

 
1
.
 
原
子
炉
冷
却
材
バ
ウ
ン
ダ
リ
に
連
絡
す
る
か
、
ま

た
は
格
納
容
器
内
に
開
口
し
、
格
納
容
器
を
貫
通
し
て
い

る
各
配
管
は
、
事
故
時
に
必
要
と
す
る
配
管
お
よ
び
計
測

配
管
の
よ
う
な
特
殊
な
細
管
を
除
い
て
、
次
の
事
頄
を
満

足
す
る
隔
離
弁
を
有
す
る
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

（
1）

原
則
と
し
て
格
納
容
器
の
内
側
に

1
個
、
外
側

に
1
個
の
自
動
隔
離
弁
を
設
け
る
こ
と
。

 

（
2
）
格
納
容
器
の
自
動
隔
離
弁
は
、
実
用
上
可
能
な

限
り
格
納
容
器
に
接
近
し
て
設
け
る
こ
と
。

 

（
3
）
上
記
の
自
動
隔
離
弁
の
駆
動
動
力
源
は
、
そ
の

多
重
性
を
十
分
考
慮
し
、
駆
動
動
力
源
の
単
一
故
障
に
よ

っ
て
上
記
の
自
動
隔
離
弁
が
同
時
に
隔
離
機
能
を
喪
失

す
る
こ
と
の
な
い
こ
と
。

 

2
.
原
則
と
し
て
、
格
納
容
器
内
側
ま
た
は
外
側
に
お
い

て
閉
じ
た
系
は
、
尐
な
く
と
も

1
個
の
自
動
隔
離
弁
を
実

用
上
可
能
な
限
り
格
納
容
器
に
接
近
し
て
設
け
る
設
計

方
針

X
Ⅰ

-
4
．
原
子
炉
格
納
容
器
隔
離
弁

 

1
．
原
子
炉
格
納
容
器
隔
離
弁
は
、
実
用
上
可
能
な
限

り
原
子
炉
格
納
容
器
に
接
近
し
て
設
け
た
設
計
で
あ
る

こ
と
。

 
2
．
原
子
炉
格
納
容
器
隔
離
弁
の
設
置
は
、
次
の
設
計

で
あ
る
こ
と
。

 
（

1
）
原
子
炉
格
納
容
器
の
内
側
に
お
い
て
開
口
し
て

い
る
か
ま
た
は
原
子
炉
冷
却
材
バ
ウ
ン
ダ
リ
に
連
絡
し

て
い
る
配
管
系
の
う
ち
、
原
子
炉
格
納
容
器
の
外
側
で
閉

じ
て
い
な
い
配
管
系
に
つ
い
て
は
、
原
則
と
し
て
原
子
炉

格
納
容
器
の
内
側
に

1
個
お
よ
び
外
側
に

1
個
と
す
る
こ

と
。

 

（
2）

前
号
（

1）
の
配
管
系
以
外
の
配
管
系
の
う
ち
、

原
子
炉
格
納
容
器
の
内
側
ま
た
は
外
側
に
お
い
て
閉
じ

て
い
る
配
管
系
に
つ
い
て
は
、
原
則
と
し
て
原
子
炉
格
納

容
器
の
外
側
に

1
個
と
す
る
こ
と
。

 

（
3
）
原
子
炉
格
納
容
器
隔
離
弁
は
、
閉
止
後
駆
動
動

力
源
の
喪
失
に
よ
っ
て
も
隔
離
機
能
が
喪
失
す
る
こ
と

が
な
い
こ
と
。

 



  

表
3
.3

: 
日
本
の
軽
水
炉
に
関
す
る
安
全
設
計
審
査
指
針
と
高
速
炉
に
関
す
る
安
全
設
計
方
針
の
比
較
（

1
6

/2
5
）
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発
電
用
軽
水
型
原
子
炉
施
設
に
関
す
る

 

安
全
設
計
審
査
指
針

 
液
体
金
属
冷
却
型
高
速
増
殖
炉
施
設
の
安
全
設
計
方
針

 
高
速
増
殖
炉
の
安
全
設
計
方
針

 

と
が
な
い
こ
と
。

 

 
 

(4
)
 
原
子
炉
格
納
容
器
隔
離
弁
は
、
定
期
的
な
動

作
試
験
が
可
能
で
あ
り
、
か
つ
、
重
要
な
弁
に
つ
い
て
は
、

漏
え
い
試
験
が
で
き
る
こ
と
。

 

で
あ
る
こ
と
。

 
（

4
）
原
子
炉
格
納
容
器
隔
離
弁
は
、
定
期
的
な
動
作

試
験
が
可
能
で
あ
り
、
か
つ
、
重
要
な
弁
に
つ
い
て
は
、

漏
洩
試
験
が
で
き
る
こ
と
。

 

指
針

3
2
．
原
子
炉
格
納
容
器
熱
除
去
系

 

 
1
. 

原
子
炉
格
納
容
器
熱
除
去
系
は
、
原
子
炉
格
納
容

器
設
計
用
の
想
定
事
象
に
対
し
、
そ
の
事
象
に
起
因
し
て

放
出
さ
れ
る
エ
ネ
ル
ギ
ー
に
よ
っ
て
生
じ
る
原
子
炉
格

納
容
器
内
の
圧
力
及
び
温
度
を
低
下
さ
せ
る
た
め
に
十

分
な
機
能
を
有
す
る
設
計
で
あ
る

 

こ
と
。

 

 
2
. 

原
子
炉
格
納
容
器
熱
除
去
系
は
、
そ
の
系
統
を
構

成
す
る
機
器
の
単
一
故
障
の
仮
定
に
加
え
、
外
部
電
源
が

利
用
で
き
な
い
場
合
に
お
い
て
も
、
そ
の
系
統
の
安
全
機

能
が
達
成
で
き
る
よ
う
に
、
多
重
性
又
は
多
様
性
及
び
独

立
性
を
備
え
、
か
つ
、
試
験
可
能
性
を
備
え
た
設
計
で
あ

る
こ
と
。

 

記
載
な
し

 
記
載
な
し

 

指
針

3
3
．
格
納
施
設
雰
囲
気
を
制
御
す
る
系
統

 

 
1
. 

格
納
施
設
雰
囲
気
浄
化
系
は
、
原
子
炉
格
納
容
器

設
計
用
の
想
定
事
象
に
対
し
、
そ
の
事
象
に
起
因
し
て
環

境
に
放
出
さ
れ
る
放
尃
性
物
質
の
濃
度
を
減
尐
さ
せ
る

機
能
を
有
す
る
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

 
2
. 

可
燃
性
ガ
ス
濃
度
制
御
系
は
、
格
納
施
設
の
健
全

性
を
維
持
す
る
た
め
、
原
子
炉
格
納
容
器
設
計
用
の
想
定

事
象
に
対
し
、
そ
の
事
象
に
起
因
し
て
原
子
炉
格
納
容
器

内
に
存
在
す
る
水
素
又
は
酸
素
の
濃
度
を
抑
制
す
る
こ

と
が
で
き
る
機
能
を
有
す
る
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

 
3
. 

格
納
施
設
雰
囲
気
を
制
御
す
る
系
統
は
、
そ
の
系

統
を
構
成
す
る
機
器
の
単
一
故
障
の
仮
定
に
加
え
、
外
部

方
針

4
5
．
ア
ニ
ュ
ラ
ス
浄
化
系

 

 
ア
ニ
ュ
ラ
ス
浄
化
系
は
、
原
子
炉
施
設
の
破
損
、
故
障

等
に
起
因
し
て
、
原
子
炉
内
の
燃
料
の
破
損
等
に
よ
る
多

量
の
放
尃
性
物
質
の
放
散
の
可
能
性
が
あ
る
事
故
時
等

に
お
い
て
環
境
に
放
出
さ
れ
る
核
分
裂
生
成
物
お
よ
び

そ
の
他
の
物
質
の
濃
度
を
減
尐
さ
せ
る
機
能
を
有
す
る

設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

方
針

X
Ⅰ

-
5
．
非
常
用
ガ
ス
処
理
系

 

1
．
非
常
用
ガ
ス
処
理
系
は
、「

事
故
」
、「

稀
有
事
故
」

お
よ
び
「
付
加
的
限
界
事
象
」
に
対
し
、
そ
の
事
象
に
起

因
し
て
環
境
に
放
出
さ
れ
る
放
尃
性
物
質
の
濃
度
を
減

尐
さ
せ
る
機
能
を
有
す
る
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

2
．
非
常
用
ガ
ス
処
理
系
は
、「

事
故
」
お
よ
び
「
稀
有

事
故
」
時
に
、
そ
の
系
統
を
構
成
す
る
機
器
の
単
一
故
障

の
仮
定
に
加
え
、
外
部
電
源
が
利
用
で
き
な
い
場
合
に
お

い
て
も
、
そ
の
系
統
の
安
全
機
能
が
達
成

で
き
る
よ
う

に
、
多
重
性
ま
た
は
多
様
性
お
よ
び
独
立
性
を
備
え
、
か

つ
、
適
切
な
方
法
に
よ
り
試
験
ま
た
は
検
査
が
で
き
る
設

計
で
あ
る
こ
と
。

 



  

表
3
.3

: 
日
本
の
軽
水
炉
に
関
す
る
安
全
設
計
審
査
指
針
と
高
速
炉
に
関
す
る
安
全
設
計
方
針
の
比
較
（

1
7

/2
5
）
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発
電
用
軽
水
型
原
子
炉
施
設
に
関
す
る

 

安
全
設
計
審
査
指
針

 
液
体
金
属
冷
却
型
高
速
増
殖
炉
施
設
の
安
全
設
計
方
針

 
高
速
増
殖
炉
の
安
全
設
計
方
針

 

電
源
が
利
用
で
き
な
い
場
合
に
お
い
て
も
、
そ
の
系
統
の

安
全
機
能
が
達
成
で
き
る
よ
う
に
、
多
重
性
又
は
多
様
性

及
び
独
立
性
を
備
え
、
か
つ
、
試
験
可
能
性
を
備
え
た
設

計
で
あ
る
こ
と
。

 

安
全
保
護
系

 

指
針

3
4
．
安
全
保
護
系
の
多
重
性

 

 
安
全
保
護
系
は
、
そ
の
系
統
を
構
成
す
る
機
器
若
し
く

は
チ
ャ
ン
ネ
ル
に
単
一
故
障
が
起
き
た
場
合
、
又
は
使
用

状
態
か
ら
の
単
一
の
取
り
外
し
を
行
っ
た
場
合
に
お
い

て
も
、
そ
の
安
全
保
護
機
能
を
失
わ
な
い
よ
う
に
、
多
重

性
を
備
え
た
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

方
針

3
0
．
安
全
保
護
系
の
多
重
性

 

 
安
全
保
護
系
は
、
そ
の
系
を
構
成
す
る
い
か
な
る
機
器

ま
た
は
チ
ャ
ン
ネ
ル
の
単
一
故
障
が
起
こ
っ
て
も
、
あ
る

い
は
使
用
状
態
か
ら
の
単
一
の
取
り
外
し
を
行
っ
て
も
、

安
全
保
護
機
能
を
失
う
こ
と
に
な
ら
な
い
よ
う
な
多
重

性
を
有
す
る
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

方
針

V
I
-
1
．
安
全
保
護
系
の
多
重
性

 

安
全
保
護
系
は
、
そ
の
系
を
構
成
す
る
機
器
も
し
く
は
チ

ャ
ン
ネ
ル
に
単
一
故
障
が
起
き
た
場
合
、
ま
た
は
使
用
状

態
か
ら
の
単
一
の
取
外
し
を
行
っ
た
場
合
に
お
い
て
も
、

そ
の
安
全
保
護
機
能
を
失
わ
な
い
よ
う
に
、
多
重
性
を
備

え
た
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

 

指
針

3
5
．
安
全
保
護
系
の
独
立
性

 

 
安
全
保
護
系
は
、
通
常
運
転
時
、
保
修
時
、
試
験
時
及

び
異
常
状
態
に
お
い
て
、
そ
の
安
全
保
護
機
能
を
失
わ
な

い
よ
う
に
、
そ
の
系
統
を
構
成
す
る
チ
ャ
ン
ネ
ル
相
互
を

分
離
し
、
そ
れ
ぞ
れ
の
チ
ャ
ン
ネ
ル
間
の
独
立
性
を
実
用

上
可
能
な
限
り
考
慮
し
た
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

方
針

3
1
．
安
全
保
護
系
の
独
立
性

 

 
安
全
保
護
系
は
、
通
常
運
転
時
、
運
転
時
の
異
常
な
過

渡
変
化
時
、
保
修
時
、
試
験
時
お
よ
び
事
故
時
に
お
い
て
、

そ
の
保
護
機
能
が
喪
失
し
な
い
よ
う
に
、
そ
の
系
を
構
成

す
る
チ
ャ
ン
ネ
ル
相
互
を
分
離
し
、
重
複
し
た
そ
れ
ぞ
れ

の
チ
ャ
ン
ネ
ル
間
の
独
立
性
を
実
用
上
可
能
な
限
り
考

慮
し
た
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

方
針
Ⅵ

-
2
．
安
全
保
護
系
の
独
立
性

 

安
全
保
護
系
は
、
通
常
運
転
時
、
保
修
時
、
試
験
時
お

よ
び
異
常
状
態
に
お
い
て
、
そ
の
安
全
保
護
機
能
を
喪
失

し
な
い
よ
う
に
、
そ
の
系
統
を
構
成
す
る
機
器
お
よ
び
チ

ャ
ン
ネ
ル
を
相
互
に
分
離
し
、
そ
れ
ぞ
れ
の
間
の
独
立
性

を
実
用
上
可
能
な
限
り
考
慮
し
た
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

指
針

3
6
．
安
全
保
護
系
の
過
渡
時
の
機
能

 

 
安
全
保
護
系
は
、
運
転
時
の
異
常
な
過
渡
変
化
時
に
、

そ
の
異
常
な
状
態
を
検
知
し
、
原
子
炉
停
止
系
を
含
む
適

切
な
系
統
の
作
動
を
自
動
的
に
開
始
さ
せ
、
燃
料
の
許
容

設
計
限
界
を
超
え
な
い
よ
う
に
考
慮
し
た
設
計
で
あ
る

こ
と
。

 

方
針

2
8
．
安
全
保
護
系
の
過
渡
時
の
機
能

 

 
1
.
 
安
全
保
護
系
は
、
運
転
時
の
異
常
な
過
渡
変
化
時

に
、
そ
の
異
常
状
態
を
検
知
し
、
原
子
炉
停
止
系
を
含
む

適
切
な
系
の
作
動
を
自
動
的
に
開
始
さ
せ
、
燃
料
の
許
容

設
計
限
界
を
超
え
な
い
よ
う
に
考
慮
し
た
設
計
で
あ
る

こ
と
。

 

2
.
 
安
全
保
護
系
は
、
偶
発
的
な
制
御
棒
の
引
抜
き
の

よ
う
な
原
子
炉
停
止
系
の
い
か
な
る
単
一
の
誤
作
動
に

対
し
て
も
、
燃
料
の
許
容
設
計
限
界
を
超
え
な
い
よ
う
に

考
慮
し
た
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

方
針
Ⅵ

-
6
．
安
全
保
護
系
の
過
渡
時
の
機
能

 

安
全
保
護
系
は
、
運
転
時
の
異
常
な
過
渡
変
化
時
に
、

そ
の
異
常
な
状
態
を
検
知
し
、
原
子
炉
停
止
系
を
含
む
適

切
な
系
統
の
作
動
を
自
動
的
に
開
始
さ
せ
、
燃
料
の
許
容

設
計
限
界
を
超
え
な
い
よ
う
に
考
慮
し
た
設
計
で
あ
る

こ
と
。

 

 



  

表
3
.3

: 
日
本
の
軽
水
炉
に
関
す
る
安
全
設
計
審
査
指
針
と
高
速
炉
に
関
す
る
安
全
設
計
方
針
の
比
較
（

1
8

/2
5
）
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発
電
用
軽
水
型
原
子
炉
施
設
に
関
す
る

 

安
全
設
計
審
査
指
針

 
液
体
金
属
冷
却
型
高
速
増
殖
炉
施
設
の
安
全
設
計
方
針

 
高
速
増
殖
炉
の
安
全
設
計
方
針

 

指
針

3
7
．
安
全
保
護
系
の
事
故
時
の
機
能

 

 
安
全
保
護
系
は
、
事
故
時
に
、
そ
の
異
常
な
状
態
を
検

知
し
、
原
子
炉
停
止
系
及
び
必
要
な
工
学
的
安
全
施
設
の

作
動
を
自
動
的
に
開
始
さ
せ
る
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

方
針

2
9
．
安
全
保
護
系
の
事
故
時
の
機
能

 

安
全
保
護
系
は
、
事
故
時
に
あ
っ
て
は
、
直
ち
に
こ
れ

を
検
知
し
、
原
子
炉
停
止
系
お
よ
び
工
学
的
安
全
施
設
の

作
動
を
自
動
的
に
開
始
さ
せ
る
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

方
針
Ⅵ

-
7
．
安
全
保
護
系
の
「
事
故
」
お
よ
び
「
稀
有
事

故
」
時
の
機
能

 

安
全
保
護
系
は
、
「
事
故
」
お
よ
び
「
稀
有
事
故
」
時

に
、
そ
の
異
常
な
状
態
を
検
知
し
、
原
子
炉
停
止
系
お
よ

び
必
要
な
系
統
、
設
備
の
作
動
を
自
動
的
に
開
始
さ
せ
る

設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

指
針

3
8
．
安
全
保
護
系
の
故
障
時
の
機
能

 

 
安
全
保
護
系
は
、
駆
動
源
の
喪
失
、
系
統
の
遮
断
及
び

そ
の
他
の
不
利
な
状
況
が
生
じ
た
場
合
に
お
い
て
も
、
最

終
的
に
原
子
炉
施
設
が
安
全
な
状
態
に
落
ち
着
く
設
計

で
あ
る
こ
と
。

 

方
針

3
2
．
安
全
保
護
系
の
故
障
時
の
機
能

 

 
安
全
保
護
系
は
、
駆
動
源
の
喪
失
、
系
の
遮
断
お
よ
び

そ
の
他
の
不
利
な
状
況
に
な
っ
て
も
、
最
終
的
に
安
全
な

状
態
に
落
着
く
よ
う
な
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

方
針
Ⅵ

-
3
．
安
全
保
護
系
の
故
障
時
の
機
能

 

安
全
保
護
系
は
、
駆
動
源
の
喪
失
、
系
統
の
遮
断
お
よ

び
そ
の
他
の
不
利
な
状
況
が
生
じ
た
場
合
に
お
い
て
も
、

最
終
的
に
原
子
炉
施
設
が
安
全
な
状
態
に
落
着
く
設
計

で
あ
る
こ
と
。

 

指
針

3
9
．
安
全
保
護
系
と
計
測
制
御
系
と
の
分
離

 

 
安
全
保
護
系
は
、
計
測
制
御
系
と
部
分
的
に
共
用
す
る

場
合
に
は
、
計
測
制
御
系
の
影
響
に
よ
り
安
全
保
護
系
の

機
能
を
失
わ
な
い
よ
う
に
、
計
測
制
御
系
か
ら
機
能
的
に

分
離
さ
れ
た
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

方
針

3
3
．
安
全
保
護
系
と
計
測
制
御
系
と
の
分
離

 

 
安
全
保
護
系
は
、
計
測
制
御
系
と
の
部
分
的
共
用
に
よ

っ
て
、
安
全
保
護
系
の
機
能
を
失
わ
な
い
よ
う
に
、
計
測

制
御
系
か
ら
分
離
さ
れ
て
い
る
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

方
針

V
I
-
4
．
安
全
保
護
系
と
計
測
制
御
系
の
分
離

 

安
全
保
護
系
は
、
計
測
制
御
系
と
部
分
的
に
共
用
す
る

場
合
に
は
、
計
測
制
御
系
の
影
響
に
よ
り
安
全
保
護
系
の

機
能
を
失
わ
な
い
よ
う
に
、
計
測
制
御
系
か
ら
機
能
的
に

分
離
さ
れ
た
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

指
針

4
0
．
安
全
保
護
系
の
試
験
可
能
性

 

 
安
全
保
護
系
は
、
原
則
と
し
て
原
子
炉
の
運
転
中
に
、

定
期
的
に
試
験
で
き
る
と
と
も
に
、
そ
の
健
全
性
及
び
多

重
性
の
維
持
を
確
認
す
る
た
め
、
各
チ
ャ
ン
ネ
ル
が
独
立

に
試
験
で
き
る
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

方
針

3
4
．
安
全
保
護
系
の
試
験
可
能
性

 

 
安
全
保
護
系
は
、
原
則
と
し
て
そ
の
機
能
を
原
子
炉
の

運
転
中
に
、
定
期
的
に
試
験
で
き
る
と
と
も
に
、
そ
の
健

全
性
お
よ
び
多
重
性
の
維
持
を
確
認
す
る
た
め
、
各
チ
ャ

ン
ネ
ル
が
独
立
に
試
験
で
き
る
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

方
針
Ⅵ

-
5
．
安
全
保
護
系
の
試
験
可
能
性

 

安
全
保
護
系
は
、
原
則
と
し
て
原
子
炉
の
運
転
中
に
、

定
期
的
に
試
験
で
き
る
と
と
も
に
、
そ
の
健
全
性
お
よ
び

多
重
性
の
維
持
を
確
認
す
る
た
め
、
各
チ
ャ
ン
ネ
ル
が
独

立
に
試
験
で
き
る
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

制
御
室
及
び
緊
急
時
施
設

 

指
針

4
1
．
制
御
室
 

 
制
御
室
は
、
原
子
炉
及
び
主
要
な
関
連
施
設
の
運
転
状

況
並
び
に
主
要
パ
ラ
メ
ー
タ
が
監
視
で
き
る
と
と
も
に
、

安
全
性
を
確
保
す
る
た
め
に
急
速
な
手
動
操
作
を
要
す

る
場
合
に
は
、
こ
れ
を
行
う
こ
と
が
で
き
る
設
計
で
あ
る

こ
と
。

 

 

記
載
な
し

 
記
載
な
し

 

（
準
拠
規
格
お
よ
び
基
準
な
ど
軽
水
炉
と
同
一
の
た
め
）
 



  

表
3
.3

: 
日
本
の
軽
水
炉
に
関
す
る
安
全
設
計
審
査
指
針
と
高
速
炉
に
関
す
る
安
全
設
計
方
針
の
比
較
（

1
9

/2
5
）
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発
電
用
軽
水
型
原
子
炉
施
設
に
関
す
る

 

安
全
設
計
審
査
指
針

 
液
体
金
属
冷
却
型
高
速
増
殖
炉
施
設
の
安
全
設
計
方
針

 
高
速
増
殖
炉
の
安
全
設
計
方
針

 

指
針

4
2
．
制
御
室
外
か
ら
の
原
子
炉
停
止
機
能

 

 
原
子
炉
施
設
は
、
制
御
室
外
の
適
切
な
場
所
か
ら
原
子

炉
を
停
止
す
る
こ
と
が
で
き
る
よ
う
に
、
次
の
機
能
を
有

す
る
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

 
(
1
)
 
原
子
炉
施
設
を
安
全
な
状
態
に
維
持
す
る
た
め

に
、
必
要
な
計
測
制
御
を
含
め
、
原
子
炉
の
急
速
な
高
温

停
止
が
で
き
る
こ
と
。

 

 
(
2
)
 
適
切
な
手
項
を
用
い
て
原
子
炉
を
引
き
続
き
低

温
停
止
で
き
る
こ
と
。

 

方
針

2
1
．
制
御
室
外
か
ら
の
停
止
機
能

 

 
原
子
炉
は
、
制
御
室
外
の
適
切
な
場
所
か
ら
停
止
す
る

こ
と
が
で
き
る
よ
う
に
、
次
の
機
能
を
有
す
る
設
計
で
あ

る
こ
と
。

 

（
1
）
原
子
炉
施
設
を
安
全
な
状
態
に
維
持
す
る
た
め

に
必
要
な
計
測
制
御
機
能
を
含
め
、
原
子
炉
を
急
速
に
停

止
で
き
る
こ
と
。

 

（
2
）
適
切
な
手
項
を
用
い
て
原
子
炉
を
引
続
き
安
全

な
状
態
に
維
持
で
き
る
こ
と
。

 

記
載
な
し

 

（
準
拠
規
格
お
よ
び
基
準
な
ど
軽
水
炉
と
同
一
の
た
め
）
 

指
針

4
3
．
制
御
室
の
居
住
性
に
関
す
る
設
計
上
の
考
慮

 

 
制
御
室
は
、
火
災
に
対
す
る
防
護
設
計
が
な
さ
れ
、
さ

ら
に
、
事
故
時
に
も
従
事
者
が
制
御
室
に
接
近
し
、
又
は

と
ど
ま
り
、
事
故
対
策
操
作
を
行
う
こ
と
が
可
能
な
よ
う

に
、
遮
へ
い
設
計
が
な
さ
れ
、
か
つ
、
火
災
又
は
事
故
に

よ
っ
て
放
出
す
る
こ
と
が
あ
り
得
る
有
每
ガ
ス
及
び
気

体
状
放
尃
性
物
質
に
対
し
、
換
気
設
計
に
よ
っ
て
適
切
な

防
護
が
な
さ
れ
た
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

方
針

2
0
．
制
御
室

 

 
制
御
室
は
、
事
故
時
に
も
、
従
事
者
が
制
御
室
に
接
近

し
、
ま
た
は
留
ま
り
、
事
故
対
策
操
作
が
可
能
で
あ
る
よ

う
に
不
燃
設
計
、
遮
蔽
設
計
お
よ
び
換
気
設
計
が
さ
れ
、

か
つ
、
事
故
に
よ
っ
て
放
出
す
る
こ
と
が
あ
り
得
る
有
每

ガ
ス
に
対
し
適
切
な
防
護
が
な
さ
れ
た
設
計
で
あ
る
こ

と
。

 

記
載
な
し

 

（
準
拠
規
格
お
よ
び
基
準
な
ど
軽
水
炉
と
同
一
の
た
め
）
 

指
針

4
4
．
原
子
力
発
電
所
緊
急
時
対
策
所

 

 
原
子
炉
施
設
は
、
事
故
時
に
お
い
て
必
要
な
対
策
指
令

を
発
す
る
た
め
の
緊
急
時
対
策
所
が
原
子
力
発
電
所
に

設
置
可
能
な
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

記
載
な
し

 
記
載
な
し

 

（
準
拠
規
格
お
よ
び
基
準
な
ど
軽
水
炉
と
同
一
の
た
め
）
 

指
針

4
5
．
通
信
連
絡
設
備
に
関
す
る
設
計
上
の
考
慮

 

 
原
子
炉
施
設
は
、
適
切
な
警
報
系
及
び
通
信
連
絡
設
備

を
備
え
、
事
故
時
に
原
子
力
発
電
所
内
に
居
る
す
べ
て
の

人
に
対
し
的
確
に
指
示
が
で
き
る
と
と
も
に
、
原
子
力
発

電
所
と
所
外
必
要
箇
所
と
の
通
信
連
絡
設
備
は
、
多
重
性

又
は
多
様
性
を
備
え
た
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

方
針

1
3
．
通
信
連
絡
設
備
に
対
す
る
設
計
上
の
考
慮

 

 
原
子
力
発
電
所
は
、
適
切
な
警
報
系
統
お
よ
び
通
信
連

絡
設
備
を
備
え
、
事
故
時
に
発
電
所
内
に
い
る
す
べ
て
の

人
々
に
対
し
、
尐
な
く
と
も

1
つ
の
中
央
位
置
か
ら
指
示

が
で
き
る
と
と
も
に
、
発
電
所
と
所
外
必
要
箇
所
と
の
通

信
連
絡
設
備
は
、
多
重
性
を
有
す
る
設
計
で
あ
る
こ
と
。
 

  

記
載
な
し

 

（
準
拠
規
格
お
よ
び
基
準
な
ど
軽
水
炉
と
同
一
の
た
め
）
 



  

表
3
.3

: 
日
本
の
軽
水
炉
に
関
す
る
安
全
設
計
審
査
指
針
と
高
速
炉
に
関
す
る
安
全
設
計
方
針
の
比
較
（

2
0

/2
5
）
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発
電
用
軽
水
型
原
子
炉
施
設
に
関
す
る

 

安
全
設
計
審
査
指
針

 
液
体
金
属
冷
却
型
高
速
増
殖
炉
施
設
の
安
全
設
計
方
針

 
高
速
増
殖
炉
の
安
全
設
計
方
針

 

指
針

4
6
．
避
難
通
路
に
関
す
る
設
計
上
の
考
慮

 

 
原
子
炉
施
設
は
、
通
常
の
照
明
用
電
源
喪
失
時
に
お
い

て
も
機
能
す
る
避
難
用
の
照
明
を
設
備
し
、
単
純
、
明
確

か
つ
永
続
的
な
標
識
を
付
け
た
安
全
避
難
通
路
を
有
す

る
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

方
針

1
2
．
避
難
通
路
に
対
す
る
設
計
上
の
考
慮

 

 
原
子
力
発
電
所
は
、
通
常
の
照
明
用
電
源
喪
失
時
に
お

い
て
も
、
そ
の
機
能
を
失
う
こ
と
の
な
い
照
明
を
設
備

し
、
か
つ
、
単
純
、
明
確
、
永
続
性
の
あ
る
標
識
の
つ
い

た
安
全
避
難
通
路
を
有
す
る
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

記
載
な
し

 

（
準
拠
規
格
お
よ
び
基
準
な
ど
軽
水
炉
と
同
一
の
た
め
）
 

計
測
制
御
系
及
び
電
気
系
統

 

指
針

4
7
．
計
測
制
御
系

 

 
1
. 

計
測
制
御
系
は
、
通
常
運
転
時
及
び
運
転
時
の
異

常
な
過
渡
変
化
時
に
お
け
る
次
の
各
号
に
掲
げ
る
事
頄

を
十
分
考
慮
し
た
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

 
 

(
1
) 
炉
心
、
原
子
炉
冷
却
材
圧
力
バ
ウ
ン
ダ
リ
、
原

子
炉
格
納
容
器
バ
ウ
ン
ダ
リ
及
び
そ
れ
ら
に
関
連
す
る

系
統
の
健
全
性
を
確
保
す
る
た
め
に
必
要
な
パ
ラ
メ
ー

タ
は
、
適
切
な
予
想
範
囲
に
維
持
制
御
さ
れ
る
こ
と
。

 

 
 

(
2
) 
前
号
の
パ
ラ
メ
ー
タ
に
つ
い
て
は
、
必
要
な
対

策
が
講
じ
得
る
よ
う
に
予
想
変
動
範
囲
内
で
の
監
視
が

可
能
で
あ
る
こ
と
。

 

 
2
. 

計
測
制
御
系
は
、
事
故
時
に
お
い
て
、
事
故
の
状

態
を
知
り
対
策
を
講
じ
る
の
に
必
要
な
パ
ラ
メ
ー
タ

を

適
切
な
方
法
で
十
分
な
範
囲
に
わ
た
り
監
視
し
得
る
と

と
も
に
、
必
要
な
も
の
に
つ
い
て
は
、
記
録
が
可
能
な
設

計
で
あ
る
こ
と
。
特
に
原
子
炉
の
停
止
状
態
及
び
炉
心
の

冷
却
状
態
は
、
2 
種
類
以
上
の
パ
ラ
メ
ー
タ
に
よ
り
監
視

又
は
推
定
で
き
る
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

方
針

1
8
．
計
測
制
御
系

 

 
1
.計

測
制
御
系
は
、
通
常
運
転
時
お
よ
び
運
転
時
の
異

常
な
過
渡
変
化
時
に
お
い
て
、
次
の
事
頄
を
十
分
考
慮
し

た
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

（
1
）
原
子
炉
の
炉
心
、
原
子
炉
冷
却
材
バ
ウ
ン
ダ
リ
お

よ
び
格
納
容
器
バ
ウ
ン
ダ
リ
な
ら
び
に
そ
れ
ら
に
関
連

す
る
系
統
の
健
全
性
を
確
保
す
る
た
め
に
必
要
な
パ
ラ

メ
ー
タ
は
、
適
切
な
予
想
範
囲
に
維
持
制
御
さ
れ
る
こ

と
。

 

（
2
）
上
記
の
パ
ラ
メ
ー
タ
に
つ
い
て
は
、
予
想
変
動
範

囲
内
で
の
監
視
が
可
能
で
あ
る
こ
と
。

 

2
.
計
測
制
御
系
は
、
事
故
時
に
お
い
て
、
事
故
の
状
態

を
知
り
対
策
を
講
じ
る
の
に
必
要
な
パ
ラ
メ
ー
タ
を
監

視
で
き
る
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

記
載
な
し

 
（
準
拠
規
格
お
よ
び
基
準
な
ど
軽
水
炉
と
同

一
）

 

指
針

4
8
．
電
気
系
統

 

 
1
.
 
重
要
度
の
特
に
高
い
安
全
機
能
を
有
す
る
構
築

物
、
系
統
及
び
機
器
が
、
そ
の
機
能
を
達
成
す
る
た
め
に

電
源
を
必
要
と
す
る
場
合
に
お
い
て
は
、
外
部
電
源
又
は

非
常
用
所
内
電
源
の
い
ず
れ
か
ら
も
電
力
の
供
給
を
受

方
針

1
9
．
電
気
系
統

 

 
1
.安

全
上
重
要
な
構
築
物
、
系
統
お
よ
び
機
器
の
安
全

機
能
を
確
保
す
る
た
め
に
電
源
を
必
要
と
す
る
場
合
に

は
、
必
要
な
電
源
と
し
て
外
部
電
源
系
お
よ
び
非
常
用
所

内
電
源
系
を
有
す
る
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

方
針

X
Ⅱ

-
1
．
電
気
系
統

 

1
．
重
要
度
の
特
に
高
い
安
全
機
能
を
有
す
る
構
築
物
、

系
統
お
よ
び
機
器
が
、
そ
の
機
能
を
達
成
す
る
た
め
に
電

源
を
必
要
と
す
る
場
合
に
お
い
て
は
、
外
部
電
源
ま
た
は

非
常
用
所
内
電
源
の
い
ず
れ
か
ら
も
電
力
の
供
給
を
受



  

表
3
.3

: 
日
本
の
軽
水
炉
に
関
す
る
安
全
設
計
審
査
指
針
と
高
速
炉
に
関
す
る
安
全
設
計
方
針
の
比
較
（

2
1

/2
5
）
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発
電
用
軽
水
型
原
子
炉
施
設
に
関
す
る

 

安
全
設
計
審
査
指
針

 
液
体
金
属
冷
却
型
高
速
増
殖
炉
施
設
の
安
全
設
計
方
針

 
高
速
増
殖
炉
の
安
全
設
計
方
針

 

け
ら
れ
る
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

 
2
. 

外
部
電
源
系
は
、
2
 回

線
以
上
の
送
電
線
に
よ
り

電
力
系
統
に
接
続
さ
れ
た
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

 
3
. 

非
常
用
所
内
電
源
系
は
、
多
重
性
又
は
多
様
性
及

び
独
立
性
を
有
し
、
そ
の
系
統
を
構
成
す
る
機
器
の
単
一

故
障
を
仮
定
し
て
も
次
の
各
号
に
掲
げ
る
事
頄
を
確
実

に
行
う
の
に
十
分
な
容
量
及
び
機
能
を
有
す
る
設
計
で

あ
る
こ
と
。

 

 
 

(1
)
 
運
転
時
の
異
常
な
過
渡
変
化
時
に
お
い
て
、

燃
料
の
許
容
設
計
限
界
及
び
原
子
炉
冷
却
材
圧
力
バ
ウ

ン
ダ
リ
の
設
計
条
件
を
超
え
る
こ
と
な
く
原
子
炉
を
停

止
し
、
冷
却
す
る
こ
と
。

 

 
 

(2
)
 
原
子
炉
冷
却
材
喪
失
等
の
事
故
時
の
炉
心
冷

却
を
行
い
、
か
つ
、
原
子
炉
格
納
容
器
の
健
全
性
並
び
に

そ
の
他
の
所
要
の
系
統
及
び
機
器
の
安
全
機
能
を
確
保

す
る
こ
と
。

 

 
4
.
 
重
要
度
の
高
い
安
全
機
能
に
関
連
す
る
電
気
系

統
は
、
系
統
の
重
要
な
部
分
の
適
切
な
定
期
的
試
験
及
び

検
査
が
可
能
な
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

2
.
外
部
電
源
系
は
、

2
回
線
以
上
の
送
電
線
に
よ
り
電

力
系
統
に
接
続
さ
れ
る
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

3
.
非
常
用
所
内
電
源
系
は
、
十
分
独
立
な
系
統
と
し
、

外
部
電
源
系
の
機
能
喪
失
時
に
、
１
つ
の
系
統
が
作
動
し

な
い
と
仮
定
し
て
も
、
次
の
事
頄
を
確
実
に
行
う
の
に
十

分
な
容
量
お
よ
び
機
能
を
有
す
る
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

（
1
）
運
転
時
の
異
常
な
過
渡
変
化
時
に
お
い
て
、
燃

料
の
許
容
設
計
限
界
お
よ
び
原
子
炉
冷
却
材
バ
ウ
ン
ダ

リ
の
設
計
条
件
を
超
え
る
こ
と
な
く
原
子
炉
を
停
止
し

冷
却
す
る
こ
と
。

 

（
2
）
冷
却
材
漏
洩
等
の
事
故
時
の
炉
心
冷
却
を
行
い
、

か
つ
、
格
納
容
器
の
健
全
性
な
ら
び
に
そ
の
他
安
全
上
重

要
な
系
統
お
よ
び
機
器
の
機
能
を
確
保
す
る
こ
と
。

 

4
.
安
全
上
重
要
な
電
気
系
統
は
、
系
統
の
重
要
な
部
分

の
適
切
な
定
期
的
試
験
お
よ
び
検
査
が
で
き
る
設
計
で

あ
る
こ
と
。

 

け
ら
れ
る
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

2
．
外
部
電
源
系
は
、
2
回
線
以
上
の
送
電
線
に
よ
り
電

力
系
統
に
接
続
さ
れ
た
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

3
．
非
常
用
所
内
電
源
系
は
、
多
重
性
ま
た
は
多
様
性

お
よ
び
独
立
性
を
有
し
、
そ
の
系
統
を
構
成
す
る
機
器
の

単
一
故
障
を
仮
定
し
て
も
次
の
各
号
に
掲
げ
る
事
頄
を

確
実
に
行
う
の
に
十
分
な
容
量
お
よ
び
機
能
を
有
す
る

設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

（
1
）
運
転
時
の
異
常
な
過
渡
変
化
時
に
お
い
て
、
燃

料
の
許
容
設
計
限
界
お
よ
び
原
子
炉
冷
却
材
バ
ウ
ン
ダ

リ
の
設
計
条
件
を
超
え
る
こ
と
な
く
原
子
炉
を
停
止
し
、

冷
却
す
る
こ
と
。

 

（
2
）
事
故
お
よ
び
稀
有
事
故
時
の
炉
心
冷
却
を
行
い
、

か
つ
、
原
子
炉
格
納
容
器
の
健
全
性
な
ら
び
に
そ
の
他
の

所
要
の
系
統
お
よ
び
機
器
の
安
全
機
能
を
確
保
す
る
こ

と
。

 

4
．
重
要
度
の
高
い
安
全
機
能
に
関
す
る
電
気
系
統
は
、

系
統
の
重
要
な
部
分
を
適
切
な
方
法
に
よ
り
試
験
ま
た

は
検
査
で
き
る
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

燃
料
取
扱
系

 

指
針

4
9
．
燃
料
の
貯
蔵
設
備
及
び
取
扱
設
備

 

 
1
.
 
新
燃
料
及
び
使
用
済
燃
料
の
貯
蔵
設
備
及
び
取

扱
設
備
は
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
事
頄
を
満
足
す
る
設
計

で
あ
る
こ
と
。

 

 
 

(1
)
 
安
全
機
能
を
有
す
る
構
築
物
、
系
統
及
び
機

器
は
、
適
切
な
定
期
的
試
験
及
び
検
査
が
で
き
る
こ
と
。
 

 
 

(2
)
 
貯
蔵
設
備
は
、
適
切
な
格
納
系
及
び
空
気
浄

化
系
を
有
す
る
こ
と
。

 

 
 

(3
)
 
貯
蔵
設
備
は
、
適
切
な
貯
蔵
能
力
を
有
す
る

方
針

4
9
．
核
燃
料
の
貯
蔵
お
よ
び
取
扱
い

 

 
1
.
新
燃
料
お
よ
び
使
用
済
燃
料
の
貯
蔵
設
備
お
よ
び

取
扱
設
備
は
、
次
の
事
頄
を
満
足
す
る
設
計
で
あ
る
こ

と
。

 

（
1
）
安
全
上
重
要
な
機
器
の
適
切
な
定
期
的
試
験
お
よ

び
検
査
が
で
き
る
こ
と
。

 

（
2
）
貯
蔵
設
備
お
よ
び
取
扱
設
備
は
、
適
切
な
格
納
系

及
び
雰
囲
気
浄
化
系
を
有
す
る
こ
と
。

 

（
3
）
貯
蔵
設
備
は
、
適
切
な
貯
蔵
容
量
を
有
す
る
こ
と
。
 

記
載
な
し

 

（
準
拠
規
格
お
よ
び
基
準
な
ど
軽
水
炉
と
同
一
の
た
め
）
 

  



  

表
3
.3

: 
日
本
の
軽
水
炉
に
関
す
る
安
全
設
計
審
査
指
針
と
高
速
炉
に
関
す
る
安
全
設
計
方
針
の
比
較
（

2
2

/2
5
）
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発
電
用
軽
水
型
原
子
炉
施
設
に
関
す
る

 

安
全
設
計
審
査
指
針

 
液
体
金
属
冷
却
型
高
速
増
殖
炉
施
設
の
安
全
設
計
方
針

 
高
速
増
殖
炉
の
安
全
設
計
方
針

 

こ
と
。

 

 
 

(4
)
 
取
扱
設
備
は
、
移
送
操
作
中
の
燃
料
集
合
体

の
落
下
を
防
止
で
き
る
こ
と

 

 
2
. 

使
用
済
燃
料
の
貯
蔵
設
備
及
び
取
扱
設
備
は
、
前

頄
の
各
号
に
掲
げ
る
事
頄
の
ほ
か
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る

事
頄
を
満
足
す
る
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

 
 

(1
)
 
放
尃
線
防
護
の
た
め
の
適
切
な
遮
へ
い
を
有

す
る
こ
と
。

 

 
 

(2
)
 
貯
蔵
設
備
は
、
崩
壊
熱
を
十
分
に
除
去
し
、

最
終
的
な
熱
の
逃
が
し
場
へ
輸
送
で
き
る
系
統
及
び
そ

の
浄
化
系
を
有
す
る
こ
と
。

 

 
 

(3
)
 
貯
蔵
設
備
の
冷
却
水
保
有
量
が
著
し
く
減
尐

す
る
こ
と
を
防
止
し
、
適
切
な
漏
え
い
検
知
を
行
う
こ
と

が
で
き
る
こ
と
。

 

 
 

(4
)
 
貯
蔵
設
備
は
、
燃
料
集
合
体
の
取
扱
い
中
に

想
定
さ
れ
る
落
下
時
に
お
い
て
も
、
そ
の
安
全
機
能
が
損

な
わ
れ
る
お
そ
れ
が
な
い
こ
と
。

 

（
4
）
取
扱
設
備
は
、
移
送
操
作
中
の
燃
料
集
合
体
の
落

下
を
防
止
で
き
る
こ
と
。

 

（
5
）
放
尃
線
防
護
の
た
め
の
適
切
な
遮
蔽
を
有
す
る
こ

と
。

 

 
2
.使

用
済
燃
料
の
貯
蔵
設
備
お
よ
び
取
扱
設
備
は
、
前

頄
の
事
頄
の
ほ
か
、
次
の
事
頄
を
満
足
す
る
設
計
で
あ
る

こ
と
。

 

（
1
）
貯
蔵
設
備
は
、
残
留
熱
を
十
分
に
除
去
で
き
る
冷

却
設
備
お
よ
び
そ
の
浄
化
系
を
有
す
る
こ
と
。

 

（
2
）
貯
蔵
設
備
の
冷
却
材
保
有
量
が
著
し
く
減
尐
す
る

こ
と
を
防
止
し
、
適
切
な
漏
洩
検
知
を
行
う
こ
と
が
で
き

る
こ
と
。

 

（
3
）
貯
蔵
設
備
は
、
燃
料
集
合
体
の
取
扱
い
中
の
想
定

さ
れ
る
落
下
時
に
も
、
損
傷
す
る
お
そ
れ
が
な
い
こ
と
。

（
4
）
取
扱
い
設
備
は
取
扱
い
中
の
燃
料
の
温
度
が
著
し

く
上
昇
す
る
こ
と
を
防
止
で
き
る
こ
と
。

 

指
針

5
0
．
燃
料
の
臨
界
防
止

 

 
燃
料
の
貯
蔵
設
備
及
び
取
扱
設
備
は
、
幾
何
学
的
な
安

全
配
置
又
は
そ
の
他
の
適
切
な
手
段
に
よ
り
、
想
定
さ
れ

る
い
か
な
る
場
合
で
も
、
臨
界
を
防
止
で
き
る
設
計
で
あ

る
こ
と
。

 

方
針

5
0
．
核
燃
料
の
臨
界
防
止

 

 
核
燃
料
の
貯
蔵
設
備
お
よ
び
取
扱
い
設
備
は
、
幾
何
学

的
な
安
全
配
置
、
ま
た
は
他
の
適
切
な
手
段
に
よ
り
、
想

定
さ
れ
る
い
か
な
る
場
合
で
も
、
臨
界
を
防
止
す
る
設
計

で
あ
る
こ
と
。

 

記
載
な
し

 

（
準
拠
規
格
お
よ
び
基
準
な
ど
軽
水
炉
と
同
一
の
た
め
）
 

指
針

5
1
．
燃
料
取
扱
場
所
の
モ
ニ
タ
リ
ン
グ

 

 
燃
料
取
扱
場
所
は
、
崩
壊
熱
の
除
去
能
力
の
喪
失
に
至

る
状
態
及
び
過
度
の
放
尃
線
レ
ベ
ル
を
検
出
で
き
る
と

と
も
に
、
こ
れ
を
適
切
に
従
事
者
に
伝
え
る
か
、
又
は
こ

れ
に
対
し
て
自
動
的
に
対
処
で
き
る
設
計
で
あ
る
こ
と
。
 

方
針

5
1
．
核
燃
料
取
扱
い
場
所
の
モ
ニ
タ
リ
ン
グ

 

 
核
燃
料
の
取
扱
い
場
所
は
、
残
留
熱
の
除
去
能
力
の
喪

失
に
至
る
状
態
お
よ
び
過
度
の
放
尃
線
レ
ベ
ル
が
検
出

で
き
る
と
と
も
に
、
そ
の
事
態
を
適
切
に
従
事
者
に
伝
え

る
か
、
ま
た
は
自
動
的
に
対
処
で
き
る
設
計
で
あ
る
こ

と
。

 

 

記
載
な
し

 

（
準
拠
規
格
お
よ
び
基
準
な
ど
軽
水
炉
と
同
一
の
た
め
）
 



  

表
3
.3

: 
日
本
の
軽
水
炉
に
関
す
る
安
全
設
計
審
査
指
針
と
高
速
炉
に
関
す
る
安
全
設
計
方
針
の
比
較
（

2
3

/2
5
）
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発
電
用
軽
水
型
原
子
炉
施
設
に
関
す
る

 

安
全
設
計
審
査
指
針

 
液
体
金
属
冷
却
型
高
速
増
殖
炉
施
設
の
安
全
設
計
方
針

 
高
速
増
殖
炉
の
安
全
設
計
方
針

 

放
尃
性
廃
棄
物
処
理
施
設

 

指
針

5
2
．
放
尃
性
気
体
廃
棄
物
の
処
理
施
設

 

 
原
子
炉
施
設
の
運
転
に
伴
い
発
生
す
る
放
尃
性
気
体

廃
棄
物
の
処
理
施
設
は
、
適
切
な
ろ
過
、
貯
留
、
減
衰
、

管
理
等
に
よ
り
、
周
辺
環
境
に
対
し
て
、
放
出
放
尃
性
物

質
の
濃
度
及
び
量
を
合
理
的
に
達
成
で
き
る
限
り
低
減

で
き
る
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

方
針

5
2
．
放
尃
性
気
体
廃
棄
物
の
処
理

 

 
原
子
力
発
電
所
の
運
転
に
伴
い
発
生
す
る
放
尃
性
気

体
廃
棄
物
の
処
理
施
設
は
、
適
切
な
濾
過
、
貯
留
、
減
衰

お
よ
び
管
理
等
を
行
う
こ
と
に
よ
り
、
周
辺
環
境
に
対
し

て
、
放
出
放
尃
性
物
質
の
濃
度
お
よ
び
量
を
合
理
的
に
達

成
で
き
る
限
り
低
減
で
き
る
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

記
載
な
し

 

（
準
拠
規
格
お
よ
び
基
準
な
ど
軽
水
炉
と
同
一
の
た
め
）
 

    

指
針

5
3
．
放
尃
性
液
体
廃
棄
物
の
処
理
施
設

 

 
3
.
 
原
子
炉
施
設
の
運
転
に
伴
い
発
生
す
る
放
尃
性

液
体
廃
棄
物
の
処
理
施
設
は
、
適
切
な
ろ
過
、
蒸
発
処
理
、

イ
オ
ン
交
換
、
貯
留
、
減
衰
、
管
理
等
に
よ
り
、
周
辺
環

境
に
対
し
て
、
放
出
放
尃
性
物
質
の
濃
度
及
び
量
を
合
理

的
に
達
成
で
き
る
限
り
低
減
で
き
る
設
計
で
あ
る
こ
と
。
 

 
4
.
 
放
尃
性
液
体
廃
棄
物
の
処
理
施
設
及
び
こ
れ
に

関
連
す
る
施
設
は
、
こ
れ
ら
の
施
設
か
ら
の
液
体
状
の
放

尃
性
物
質
の
漏
え
い
の
防
止
及
び
敷
地
外
へ
の
管
理
さ

れ
な
い
放
出
の
防
止
を
考
慮
し
た
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

方
針

5
3
．
放
尃
性
液
体
廃
棄
物
の
処
理

 

 
原
子
力
発
電
所
の
運
転
に
伴
い
発
生
す
る
放
尃
性
液

体
廃
棄
物
の
処
理
設
備
は
、
適
切
な
濾
過
、
蒸
発
処
理
、

脱
塩
、
貯
留
、
減
衰
お
よ
び
管
理
等
を
行
う
こ
と
に
よ
り
、

周
辺
環
境
に
対
し
て
、
放
出
放
尃
性
物
質
の
濃
度
お
よ
び

量
を
合
理
的
に
達
成
で
き
る
限
り
低
減
で
き
る
設
計
で

あ
る
こ
と
。

 

記
載
な
し

 

（
準
拠
規
格
お
よ
び
基
準
な
ど
軽
水
炉
と
同
一
の
た
め
）
 

        

指
針

5
4
．
放
尃
性
固
体
廃
棄
物
の
処
理
施
設

 

 
原
子
炉
施
設
か
ら
発
生
す
る
放
尃
性
固
体
廃
棄
物
の

処
理
施
設
は
、
廃
棄
物
の
破
砕
、
圧
縮
、
焼
却
、
固
化
等

の
処
理
過
程
に
お
け
る
放
尃
性
物
質
の
散
逸
等
の
防
止

を
考
慮
し
た
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

方
針

5
4
．
放
尃
性
固
体
廃
棄
物
の
処
理

 

 
原
子
力
発
電
所
の
運
転
に
伴
い
発
生
す
る
放
尃
性
固

体
廃
棄
物
の
処
理
設
備
は
、
遮
蔽
、
遠
隔
操
作
等
に
よ
っ

て
、
従
事
者
の
被
曝
線
量
を
合
理
的
に
達
成
で
き
る
限
り

低
減
で
き
る
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

記
載
な
し

 

（
準
拠
規
格
お
よ
び
基
準
な
ど
軽
水
炉
と
同
一
の
た
め
）
 

指
針

5
5
．
固
体
廃
棄
物
貯
蔵
施
設

 

 
固
体
廃
棄
物
貯
蔵
施
設
は
、
原
子
炉
施
設
か
ら
発
生
す

る
放
尃
性
固
体
廃
棄
物
を
貯
蔵
す
る
容
量
が
十
分
で
あ

る
と
と
も
に
、
廃
棄
物
に
よ
る
汚
染
の
拡
大
防
止
を
考
慮

し
た
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

方
針

5
5
．
固
体
廃
棄
物
貯
蔵
設
備

 

 
固
体
廃
棄
物
貯
蔵
設
備
は
、
原
子
力
発
電
所
の
運
転
に

伴
い
発
生
す
る
固
体
廃
棄
物
を
貯
蔵
す
る
容
量
が
十
分

で
あ
る
と
と
も
に
、
固
体
廃
棄
物
の
貯
蔵
に
よ
る
敷
地
周

辺
の
空
間
線
量
率
を
合
理
的
に
達
成
で
き
る
限
り
低
減

で
き
る
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

 

記
載
な
し

 

（
準
拠
規
格
お
よ
び
基
準
な
ど
軽
水
炉
と
同
一
の
た
め
）
 



  

表
3
.3

: 
日
本
の
軽
水
炉
に
関
す
る
安
全
設
計
審
査
指
針
と
高
速
炉
に
関
す
る
安
全
設
計
方
針
の
比
較
（

2
4

/2
5
）
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発
電
用
軽
水
型
原
子
炉
施
設
に
関
す
る

 

安
全
設
計
審
査
指
針

 
液
体
金
属
冷
却
型
高
速
増
殖
炉
施
設
の
安
全
設
計
方
針

 
高
速
増
殖
炉
の
安
全
設
計
方
針

 

放
尃
線
管
理

 

指
針

5
6
．
周
辺
の
放
尃
線
防
護

 

原
子
炉
施
設
は
、
通
常
運
転
時
に
お
い
て
原
子
炉
施
設
か

ら
の
直
接
ガ
ン
マ
線
及
び
ス
カ
イ
シ
ャ
イ
ン
ガ
ン
マ
線

に
よ
る
敷
地
周
辺
の
空
間
線
量
率
を
合
理
的
に
達
成
で

き
る
限
り
低
減
で
き
る
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

記
載
な
し

 
記
載
な
し

 

（
準
拠
規
格
お
よ
び
基
準
な
ど
軽
水
炉
と
同
一
の
た
め
）
 

指
針

5
7
．
放
尃
線
業
務
従
事
者
の
放
尃
線
防
護

 

 
1
．
原
子
炉
施
設
は
、
放
尃
線
業
務
従
事
者
の
立
入
場

所
に
お
け
る
線
量
を
合
理
的
に
達
成
で
き
る
限
り
低
減

で
き
る
よ
う
に
、
放
尃
線
業
務
従
事
者
の
作
業
性
等
を
考

慮
し
て
、
遮
へ
い
、
機
器
の
配
置
、
遠
隔
操
作
、
放
尃
性

物
質
の
漏
え
い
防
止
、
換
気
等
、
所
要
の
放
尃
線
防
護
上

の
措
置
を
講
じ
た
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

 
2
．
原
子
炉
施
設
は
、
異
常
状
態
に
お
い
て
放
尃
線
業

務
従
事
者
が
必
要
な
操
作
を
行
う
こ
と
が
で
き
る
よ
う

に
、
放
尃
線
防
護
上
の
措
置
を
講
じ
た
設
計
で
あ
る
こ

と
。

 

方
針

5
6
．
放
尃
線
防
護

 

 
原
子
力
発
電
所
は
、
従
事
者
の
作
業
性
等
を
考
慮
し

て
、
従
事
者
が
立
入
場
所
に
お
い
て
不
必
要
な
放
尃
線
被

曝
を
受
け
な
い
よ
う
に
、
遮
蔽
、
機
器
の
配
置
、
放
尃
性

物
質
の
漏
洩
防
止
、
換
気
等
所
要
の
放
尃
線
防
護
上
の
措

置
を
講
じ
た
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

記
載
な
し

 

（
準
拠
規
格
お
よ
び
基
準
な
ど
軽
水
炉
と
同
一
の
た
め
）
 

指
針

5
8
．
放
尃
線
業
務
従
事
者
の
放
尃
線
管
理

 

原
子
炉
施
設
は
、
放
尃
線
業
務
従
事
者
を
放
尃
線
か
ら
防

護
す
る
た
め
に
、
放
尃
線
被
ば
く
を
十
分
に
監
視
及
び
管

理
す
る
た
め
の
放
尃
線
管
理
施
設
を
設
け
た
設
計
で
あ

る
こ
と
。
ま
た
、
放
尃
線
管
理
施
設
は
、
必
要
な
情
報
を

制
御
室
又
は
適
当
な
場
所
に
表
示
で
き
る
設
計
で
あ
る

こ
と
。

 

方
針

5
7
．
放
尃
線
管
理
設
備

 

 
原
子
力
発
電
所
は
、
従
事
者
を
放
尃
線
か
ら
防
護
す
る

た
め
に
、
放
尃
線
被
曝
を
十
分
に
監
視
お
よ
び
管
理
す
る

た
め
の
放
尃
線
管
理
設
備
を
設
け
た
設
計
で
あ
る
こ
と
。
 

 
ま
た
、
こ
れ
ら
の
管
理
施
設
は
、
必
要
な
情
報
を
制
御

室
ま
た
は
適
当
な
管
理
場
所
に
、
通
報
で
き
る
設
計
で
あ

る
こ
と
。

 

記
載
な
し

 

（
準
拠
規
格
お
よ
び
基
準
な
ど
軽
水
炉
と
同
一
の
た
め
）
 

指
針

5
9
．
放
尃
線
監
視

 

 
原
子
炉
施
設
は
、
通
常
運
転
時
及
び
異
常
状
態
に
お
い

て
、
尐
な
く
と
も
原
子
炉
格
納
容
器
内
雰
囲
気
、
原
子
炉

施
設
の
周
辺
監
視
区
域
周
辺
及
び
放
尃
性
物
質
の
放
出

経
路
を
適
切
に
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
で
き
る
と
と
も
に
、
必
要

方
針

5
8
．
放
尃
線
監
視

 

 
原
子
力
発
電
所
は
、
敷
地
周
辺
の
放
尃
線
を
監
視
す
る

た
め
、
通
常
運
転
時
、
運
転
時
の
異
常
な
過
渡
変
化
時
お

よ
び
事
故
時
に
お
い
て
、
尐
な
く
と
も
次
の
場
所
を
適
切

に
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
で
き
る
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

記
載
な
し

 

（
準
拠
規
格
お
よ
び
基
準
な
ど
軽
水
炉
と
同
一
の
た
め
）
 



  

表
3
.3

: 
日
本
の
軽
水
炉
に
関
す
る
安
全
設
計
審
査
指
針
と
高
速
炉
に
関
す
る
安
全
設
計
方
針
の
比
較
（

2
5

/2
5
）
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発
電
用
軽
水
型
原
子
炉
施
設
に
関
す
る

 

安
全
設
計
審
査
指
針

 
液
体
金
属
冷
却
型
高
速
増
殖
炉
施
設
の
安
全
設
計
方
針

 
高
速
増
殖
炉
の
安
全
設
計
方
針

 

な
情
報
を
制
御
室
又
は
適
当
な
場
所
に
表
示
で
き
る
設

計
で
あ
る
こ
と
。

 

（
1）

格
納
容
器
雰
囲
気

 

（
2）

放
尃
性
物
質
の
放
出
経
路

 

（
3）

原
子
力
発
電
所
の
周
辺

 

 



  

表
3
.4

: 
日
本
及
び
米
国
の
軽
水
炉
に
関
す
る
安
全
設
計
要
求
の
比
較
（

1
/1

1
）
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米
国

 
日
本

 

比
較
結
果

 
一
般

設
計
指
針
（

GD
C*
の
仮
訳
）

  
*
 1
0 

CF
R 
a
pp
en
d
ix
 A
 
to
 P
a
rt
 5
0
 
-G
en

ra
l 
D
es
i
gn
 C
r
it
er
i
a 
fo
r
 N
uc
l
ea
r 
P
ow
er
 
Pl
an
ts

 

発
電

用
軽
水
型
原

子
炉
施
設
に

関
す
る
安
全

設
計
審
査
指

針
 

（
原

子
力
安
全
委

員
会
決
定
、

平
成

13
年

3
月

29
日
 

一
部
改
訂
）

 

I.
 
全
般
的
要
件
 

 
 

ク
ラ

イ
テ
リ
オ
ン

1 
品
質
基
準
お

よ
び
記
録

 

 
安
全
上
重
要
な
構

築
物
、
系
統
及
び
機
器
は
、
果
た
す
べ
き
安
全
機
能
の
重
要
度
に
応
じ
た
品
質
基
準
に
従
い
、
設
計
、
製
造
、

据
付
な
ら
び
に
試
験
を
実
施
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
一
般
的
に
認
定
さ
れ

て
い
る
規
格
お
よ
び
基
準
を
適
用
す
る
場
合
に
は
、

そ
れ
を
明
示
す
る
と
と
も
に
適
用
可
能
性
、
妥
当
性
な
ら
び
に
十
分
性
を
判

断
す
る
た
め
に
評
価
を
実
施
し
な
け
れ
ば
な
ら
ず
、

ま
た
所
定
の
安
全
機
能
を
果
た
す
品
質
を
有
す
る
製
品
で
あ
る
こ
と
を
保
証

す
る
上
で
必
要
に
応
じ
て
補
足
、
修
正
し
な
け
れ
ば

な
ら
な
い
。
こ
れ
ら
の
構
築
物
、
系
統
お
よ
び
機
器
が

そ
の
安
全
機
能
を
満
足
に
果
た
す
こ
と
に
十
分
な
保
証
を
与
え
る
た
め
に
、

品
質
保
証
計
画
を
策
定

し
実
施
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
安
全
上
重
要
な
構
築
物
、
系
統
及
び
機
器
の
設
計
、
製
造
、
据
付
な
ら

び
に
試
験
に
関
す
る
適
切
な
記
録
は
、
原
子
力
発
電
施
設
の
耐
用
期
間
中
、
施
設
の
被
認
可
者
に
よ
り
、
又
は
そ
の
管
理
の
も
と

に
、
維
持
す
る
こ
と
。

 

指
針

1.
 
準
拠
規
格

及
び
基
準

 

 
安
全
機
能
を
有
す
る
構
築
物
、
系
統
及
び
機
器
は
、
設
計
、
材
料
の
選
定
、
製
作
及
び
検
査
に
つ
い
て
、
そ
れ
ら
が
果
た
す
べ

き
安
全
機
能
の
重
要
度
を
考
慮
し
て
適
切
と
認
め
ら
れ
る
規
格
及
び
基
準
に
よ
る
も
の
で
あ
る
こ
と
。

 

 指
針

9.
 
信
頼
性
に

関
す
る
設
計

上
の
考
慮

 

 
1.
 
安
全
機
能
を
有
す
る
構
築
物
、
系
統
及
び
機
器

は
、
そ
の
安
全
機
能
の
重
要
度

に
応
じ
て
、
十
分
に
高
い
信
頼
性
を
確
保

し
、
か
つ
、
維
持
し
得
る
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

 
２
．
重
要
度
の
特
に
高
い
安
全
機
能
を
有
す
る
系
統
に
つ
い
て
は
、
そ
の
構
造
、
動
作
原
理
、
果
た
す
べ
き
安
全
機
能
の
性
質

等
を
考
慮
し
て
、
多
重
性
又
は
多
様
性
及
び
独
立
性
を
備
え
た
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

 
３
．
前
項
の
系
統
は
、
そ
の
系
統
を
構
成
す
る
機
器
の
単
一
故
障
の
仮
定
に
加
え
、
外
部
電
源
が
利
用
で
き
な
い
場
合
に
お
い

て
も
、
そ
の
系
統
の
安
全
機
能
が
達
成
で
き
る
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

 指
針

10
．
試
験
可
能

性
に
関
す
る

設
計
上
の
考

慮
 

 
安
全
機
能
を
有
す
る
構
築
物
、
系
統
及
び
機
器
は
、
そ
れ
ら
の
健
全
性
及
び
能
力
を
確
認
す
る
た
め
に
、
そ
の
安
全
機
能
の
重

要
度
に
応
じ
、
適
切
な
方
法
に
よ
り
、
原
子
炉
の
運
転
中
又
は
停
止
中
に
試
験
又
は
検
査
が
で
き
る
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

日
本

の
要

求
内

容
と

米
国

GD
C
の
要
求
内
容
は
同
等
 

ク
ラ

イ
テ
リ
オ
ン

2 
自
然
現
象
に

対
す
る
防
護

の
た
め

の
設
計
基
準

 

 
安
全
上
重
要
な
構

築
物
、
系
統
お
よ
び
機
器
は
、
そ
れ
ら
の
安
全
機
能
を
果
た
す
能
力
を
失
う
こ
と
な
く
地
震
、
竜
巻
、
ハ
リ

ケ
ー
ン
、
洪
水
、
津
波
お
よ
び
静
振
（
訳
注
：
数
分
か
ら
数
時
間
に
わ
た
っ
て
発
生
す
る
湖
沼
の
水
面
の
周
期
的
振
動
、
気
圧
の

変
動
の
た
め
に
起
こ
る
と
言
わ
れ
る
）
の
よ
う
な
自
然
現
象
の
影
響
に
耐
え
得
る
よ
う
設
計
さ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
か
か
る

構
築
物
、
系
統
お
よ
び
機
器
の
設
計
基
準
に
は
次
の
事
を
考
慮
し
な
け
れ
ば

な
ら
な
い
。

 

 
(1
) 
歴
史
的
デ
ー

タ
の
精
度
、
量
、
お
よ
び
そ
の
集
積
期
間
が
限
ら
れ
て
い
る
こ
と
に
対
し
て
十
分
な
余
裕
を
も
っ
て
、
当
該

サ
イ
ト
お
よ
び
そ
の
周
辺
地
域
に
お
い
て
歴
史
的
に
報
告
さ

れ
た
自
然
現
象
の
う
ち
最
も
苛
酷
な
事
例
を
適
切
に
考
慮

 

 
(2
) 
通
常
時
お
よ

び
事
故
時
の
条
件
と
自
然
現
象
と
の
適
切
な
組
み
合
わ
せ

 

 
(3
) 
果
た
す
べ
き

安
全
機
能
の
重
要
度
 

指
針

2.
 
自
然
現
象

に
対
す
る
設

計
上
の
考
慮

 

 
1.
 
安
全
機
能
を
有
す
る
構
築
物
、
系
統
及
び
機
器

は
、
そ
の
安
全
機
能
の
重
要
度
及
び
地
震
に
よ
っ
て
機
能
の
喪
失
を
起
こ

し
た
場
合
の
安
全
上
の
影
響
を
考
慮
し
て
、
耐
震
設
計

上
の
区
分
が
な
さ
れ
る
と
と
も
に
、
適
切
と
考
え
ら
れ
る
設
計
用
地
震
力

に
十
分
耐
え
ら
れ
る
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

 
2.
 
安
全
機
能
を
有
す
る
構
築
物
、
系
統
及
び
機
器

は
、
地
震
以
外
の
想
定
さ
れ
る
自
然
現
象
に
よ
っ
て
原
子
炉

施
設
の
安
全

性
が
損
な
わ
れ
な
い
設
計
で
あ
る
こ
と
。
重
要
度
の
特

に
高
い
安
全
機
能
を
有
す
る
構
築
物
、
系
統
及
び
機
器
は
、
予
想
さ
れ
る

自
然
現
象
の
う
ち
最
も
苛
酷
と
考
え
ら
れ
る
条
件
、
又
は
自
然
力
に
事
故
荷
重
を
適
切
に
組
み
合
わ
せ
た
場
合
を
考
慮
し
た
設
計

で
あ
る
こ
と
。
 

日
本

の
要

求
内

容
と

米
国

GD
C
の
要
求
内
容
は
同
等
 

ク
ラ

イ
テ
リ
オ
ン

3 
火
災
に
対
す

る
防
護

 

 
安
全
上
重
要
な
構

築
物
、
系
統
お
よ
び
機
器
は
、
火
災
や
爆
発
の
可
能
性
及
び
影
響
を
、
そ
の
他
の
安
全
要
件
と
も
整
合
し
て
、

最
小
限
に
す
る
よ
う
設
計
お
よ
び
配
置
さ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
施
設
全
体
に
つ
い
て
実
用
的
な
場
所
す
べ
て
に
、
特
に
格
納

容
器
や
制
御
室

の
よ

う
な
区
域
に
は
、
不
燃
性
お
よ
び
耐
熱
性
の
材
料
を
使
用
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
適
切
な
容
量
と
能
力
を

備
え
た
火
災
検
知
お
よ
び
消
火
系
を
備
え
る
と
と
も
に
、
安
全
上
重
要
な
構
築
物
、
系
統
お
よ
び
機
器
に
対
す
る
火
災
の
悪
影
響

を
最
小
限
に
と
ど
め
る
よ
う
設
計
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
消
火
系
は
、
そ
の
破
損
あ
る
い
は
不
測
の
作
動
が
あ
っ
て
も
、
こ
れ

ら
の
構
築
物
、
系
統
お
よ
び
機
器
の
安
全
機
能
を
著
し
く
損
な
わ
な
い
よ
う

に
設
計
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

 

 

指
針

5.
 
火
災
に
対

す
る
設
計
上

の
考
慮

 

 
原
子
炉
施
設
は
、
火
災
発
生
防
止
、
火
災
検
知
及
び
消
火
並
び
に
火
災
の
影
響
の
軽
減
の

3
方
策
を
適
切
に
組
み
合
わ
せ
て
、

火
災
に
よ
り
原
子
炉
施
設
の
安
全
性
を
損
な
う
こ
と
の
な
い
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

日
本

の
要

求
内

容
と

米
国

GD
C
の
要
求
内
容
は
同
等
 

ク
ラ

イ
テ
リ
オ
ン

4 
環
境
条
件
及

び
飛
来
物
に

対
す
る

設
計
基
準

 

 
安
全
上
重
要
な
構

築
物
、
系
統
お
よ
び
機
器
は
、
通
常
運
転
、
保
守
、
試
験
お
よ
び
冷
却
材
喪
失
事
故
を
含
む
想
定
事
故
に
関

連
し
た
環
境
条
件
の
影
響
に
対
処
し
、
適
合
で
き
る
よ
う
に
設
計
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
こ
れ
ら
の
構
築
物
、
系
統
、
お
よ
び

機
器
は
、
設
備
の
故
障
お
よ
び
原
子
力
発
電
施
設
外
の
事
象
な
ら
び
に
条
件

に
起
因
す
る
飛
来
物
、
配
管
む
ち
打
ち

(パ
イ
プ
ホ

イ
ッ
プ

)、
お
よ
び

流
出
流
体
の
影
響
を
含
む
動
的
な
影
響
に
対
し
て
適
切
に
防
護
さ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
た
だ
し
、
原
子

力
発
電
所
に
お
け
る
配
管
破
断
に
関
連
し
た
動
的
影
響
に
つ
い
て
は
、
本
委
員
会
が
審
査
・
承
認
し
た
解
析
に
お
い
て
、
配
管
の

設
計
基
準
に
整
合
す
る
条
件

の
下
で
は
流
体
系
の
配
管
破
断
確
率
が
極
め
て
低
い
こ
と
が
示
さ
れ
る
な
ら
ば
、
設
計
基
準
か
ら
除

外
し
て
も
良
い
。

 

指
針

3.
 
外
部
人
為

事
象
に
対
す

る
設
計
上
の

考
慮

 

 
1.
 
安
全
機
能
を
有
す
る
構
築
物
、
系
統
及
び
機
器

は
、
想
定
さ
れ
る
外
部
人
為
事
象
に
よ
っ
て
、
原
子
炉
施
設
の
安
全
性
を

損
な
う
こ
と
の
な
い
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

 指
針

4.
 
内
部
発
生

飛
来
物
に
対

す
る
設
計
上

の
考
慮

 

 
安
全
機
能
を
有
す
る
構
築
物
、
系
統
及
び
機
器
は
、
原
子
炉
施
設
内
部
で
発
生
が
想
定
さ
れ
る
飛
来
物
に
対
し
、
原
子
炉
施
設

の
安
全
性
を
損
な
う
こ
と
の
な
い
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

 指
針

6.
 
環
境
条
件

に
対
す
る
設

計
上
の
考
慮

 

 
安
全
機
能
を
有
す
る
構
築
物
、
系
統
及
び
機
器
は
、
そ
の
安
全
機
能
が
期
待
さ
れ
て
い
る
す
べ
て
の
環
境
条
件
に
適
合
で
き
る

設
計
で
あ
る
こ
と
。
 

 

GD
C

に
は

外
部

人
為

事
象

に
つ

い
て

具
体

的
な

記
載

は
な

い
が

、
日

本
の

要
求

内
容

は
米

国
の

要
求

内
容

は
同
等
。
 

ク
ラ

イ
テ
リ
オ
ン

5 
構
築
物
、
系

統
お
よ
び
機

器
の
共

用
 

 
安
全
上
重
要
な
構

築
物
、
系
統
及
び
機
器
は
、
1 
つ
の
ユ
ニ
ッ
ト
に
お
け

る
事
故
の
場
合
に
、
そ
の
共
用
が
他
の
ユ
ニ
ッ
ト
で

の
通
常
停
止
及
び
冷
却
を
含
め
そ
の
安
全
機
能
遂
行
能
力
を
著
し
く
損
な
わ

な
い
こ
と
が
証
明
さ
れ
な
い
限
り
、
原
子
力
発
電
施

ユ
ニ
ッ
ト
間
で
共
用
し
て
は
な
ら
な
い
。

 

指
針

7.
 
共
用
に
関

す
る
設
計
上

の
考
慮

 

 
安
全
機
能
を
有
す
る
構
築
物
、
系
統
及
び
機
器
が

2 
基
以
上
の
原
子
炉
施
設
間
で
共
用
さ
れ
る
場
合
に
は
、
原
子
炉
の
安
全
性

を
損
な
う
こ
と
の
な
い
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

日
本

の
要

求
内

容
と

米
国

GD
C
の
要
求
内
容
は
同
等
 

（
GD
C
に
は
運
転
員
操
作
に
関
す
る
記
載
は
な
い
が
、
10
 C
FR
 5
0
の
本
文
（
10
 C
FR
 P
ar
t 
50
.3
4
 
建
設
許
可
と
運
転
許
可
申

請
の
内
容
；
技
術
情
報
）
に
、

TM
I
に
関
連
し
た
追
加
要
求
と
し
て
、
ヒ
ュ
ー
マ
ン
フ
ァ
ク
タ
に
関
す
る
要
求
が
規
定
さ
れ
て
い

る
。）

 

指
針

8．
運
転
員
操
作

に
対
す
る
設

計
上
の
考
慮

 

 
原
子
炉
施
設
は
、
運
転

員
の
誤
操
作
を
防
止
す
る
た
め
の
適
切
な
措
置
を
講
じ
た
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

 

GD
C
に
記
載
は
な
い
が
、
日

本
の

要
求

内
容

と
米

国
の

要
求
内
容
は
同
等
 



  

表
3
.4

: 
日
本
及
び
米
国
の
軽
水
炉
に
関
す
る
安
全
設
計
要
求
の
比
較
（

2
/1

1
）
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米
国

 
日
本

 

比
較
結
果

 
一
般

設
計
指
針
（

GD
C*
の
仮
訳
）

  
*
 1
0 

CF
R 
a
pp
en
d
ix
 A
 
to
 P
a
rt
 5
0
 
-G
en

ra
l 
D
es
i
gn
 C
r
it
er
i
a 
fo
r
 N
uc
l
ea
r 
P
ow
er
 
Pl
an
ts

 

発
電

用
軽
水
型
原

子
炉
施
設
に

関
す
る
安
全

設
計
審
査
指

針
 

（
原

子
力
安
全
委

員
会
決
定
、

平
成

13
年

3
月

29
日
 

一
部
改
訂
）

 

II
 
多
重
障
壁
に

よ
る
核
分
裂

生
成
物
の
放

出
防
止

 
 

 

ク
ラ

イ
テ
リ
オ
ン

10
 
原
子
炉
設

計
 

 
原
子
炉
炉
心
及
び

そ
れ
に
関
連
し
た
冷
却
系
、
制
御
系
、
な
ら
び
に
保
護
系
は
、
予
想
さ
れ
る
運
転
上
の
事
象
の
影
響
を
含
め

通
常
運
転
の
い
か
な
る
条
件
下
に
お
い
て
も
、
設
計
書
に
示
さ
れ
た
燃
料
許

容
設
計
限
界
を
越
え
な
い
よ
う
に
適
切
な
余
裕
を
も

っ
て
設
計
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

 

指
針

11
.
 
炉
心
設

計
 

 
1.
 
炉
心
は
、
そ
れ
に
関
連
す
る
原
子
炉
冷
却
系
、
原
子
炉
停
止
系
、
計
測
制
御
系
及
び
安
全
保
護
系
の
機
能
と
あ
い
ま
っ
て
、

通
常
運
転
時
及
び
運
転
時
の
異
常
な
過
渡
変
化
時
に
お
い
て
、
燃
料
の
許
容
設
計
限
界
を
超
え
る
こ
と
の
な
い
設
計
で
あ
る
こ

と
。
 

 
2.
 
炉
心
を
構
成
す
る
燃
料
棒
以
外
の
構
成
要
素
及
び
原
子
炉
圧
力
容
器
内
で
炉
心
近
辺
に
位
置
す
る
構
成
要
素
は
、
通
常
運

転
時
及
び
異
常
状
態
に
お
い
て
原
子
炉
の
安
全
停
止
及
び
炉
心
の
冷
却
を
確
保
し
得
る
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

 

GD
C

に
は

安
全

審
査

指
針

の
指
針

11
.第

2
項
.に

該

当
す

る
記

載
は

な
い

が
、

日
本

の
要

求
内

容
は

米
国

の
要
求
内
容
は
同
等
。
 

 

GD
C
に
は
記
載
な
し
 

（
SR
P
の

4.
2 
FU
EL
 S
YS
TE
M 
DE
SI
GN

に
燃
料
設
計
に
関
す
る
要
件
が
記
載
さ
れ
て
い
る

。）
 

 

指
針

12
．
燃
料
設
計

 

 
1．

燃
料
集
合
体
は
、
原
子
炉
内
に
お
け
る
使
用
期
間
中
に
生
じ
得
る
種
々
の
因
子
を
考
慮
し
て
も
、
そ
の
健
全
性
を
失
う
こ

と
が
な
い
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

 
2．

燃
料
集
合
体
は
、
輸
送
及
び
取
扱
い
中
に
過
度
の
変
形
を
生
じ
な
い
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

 

GD
C

に
は

安
全

審
査

指
針

の
指

針
12
.
に

該
当

す
る

記
載

は
な

い
が

、
日

本
の

要
求

内
容

は
米

国
の

要
求

内
容
は
同
等
。
 

ク
ラ

イ
テ
リ
オ
ン

11
 
原
子
炉
に

固
有
の
防
護

 

 
原
子
炉
炉
心
お
よ

び
そ
れ
に
関
連
し
た
冷
却
系
は
、
出
力
運
転
範
囲
に
お
い
て
、
急
速
な
固
有
の
核
的
フ
ィ
ー
ド
バ
ッ
ク
特
性

の
実
質
的
効
果
が
急
激
な
反
応
度
の
増
大
を
補
償
で
き
る
よ
う
に
設
計
し
な

け
れ
ば
な
ら
な
い
。

 

 

指
針

13
.
 
原
子
炉

の
特
性

 

 
炉
心
及
び
そ
れ
に
関
連
す
る
系
統
は
、
固
有
の
出
力

抑
制
特
性
を
有
し
、
ま
た
、
出
力
振
動
が
生
じ
て
も
そ
れ
を
容
易
に
制
御

で
き
る
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

 
日

本
の

要
求

内
容

と
米

国

GD
C
の
要
求
内
容
は
同
等
 

ク
ラ

イ
テ
リ
オ
ン

12
 
原
子
炉
出

力
振
動
の
抑

制
 

 
原
子
炉
炉
心
お
よ

び
そ
れ
に
関
連
し
た
冷
却
系
、
制
御
系
、
な
ら
び
に
保
護
系
は
、
設
計
書
に
示
さ
れ
た
燃
料
許
容
設
計
限
界

を
超
え
る
状
態
に
至
る
可
能
性
の
あ
る
出
力
振
動
が
起
こ
り
得
な
い
か
、
あ
る
い
は
確
実
か
つ
直
ち
に
検
知
、
抑
制
さ
れ
得
る
よ

う
に
設
計
さ
れ
な
く
て
は
な
ら
な
い
。

 

 ク
ラ

イ
テ
リ
オ
ン

13
 
計
装
お
よ

び
制
御

 

 
核
分
裂
過
程
、
原

子
炉
炉
心
、
原
子
炉
冷
却
材
圧
力
バ
ウ
ン
ダ
リ
及
び
格
納
容
器
と
そ
れ
に
関
連
し
た
系
の
健
全
性
に
影
響
を

及
ぼ
し
得
る
変
数
な
ら
び
に
系
統
を
含
め
、
十
分
な
安
全
性
を
保
証
す
る
の
に
適
切
で
あ
る
よ
う
に
、
通
常
運
転
、
予
想
さ
れ
る

運
転
上
の
事
象
お
よ
び
事
故
状
態
に
お
い
て
そ
れ
ら
の
予
想
さ
れ
る
範
囲
に

わ
た
っ
て
変
数
な
ら
び
に
系
統
を
監
視
す
る
た
め

の
計
装
お
よ
び
制
御
が
設
け
ら
れ
な
く
て
は
な
ら
な
い
。
予
め
規
定
さ
れ
た

運
転
範
囲
内
に
こ
れ
ら
変
数
な
ら
び
に
系
統
を
維
持

す
る
た
め
に
適
切
な
制
御
が
設
け
ら
れ
な
く
て
は
な
ら
な
い
。

 

指
針

47
.
 
計
測
制

御
系

 

 
1.
 
計
測
制
御
系
は
、
通
常
運
転
時
及
び
運
転
時
の
異
常

な
過
渡
変
化
時
に
お
け
る
次
の
各
号
に
掲
げ
る
事
項
を
十
分
考
慮
し

た
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

 
 
(1
) 
炉
心
、
原
子
炉
冷
却
材
圧
力
バ
ウ
ン
ダ
リ
、
原
子
炉
格
納
容
器
バ
ウ
ン
ダ
リ
及
び
そ
れ
ら
に
関
連
す
る
系
統
の
健
全
性

を
確
保
す
る
た
め
に
必
要
な
パ
ラ
メ
ー
タ
は
、
適
切
な
予
想
範
囲
に
維
持
制
御
さ
れ
る
こ
と
。

 

 
 
(2
) 
前
号
の
パ
ラ
メ
ー
タ
に
つ
い
て
は
、
必
要
な
対
策
が
講
じ
得
る
よ
う
に
予
想
変
動
範
囲
内
で
の
監
視
が
可
能
で
あ
る
こ

と
。
 

 
2.
 
計
測
制
御
系
は
、
事
故
時
に
お
い
て
、
事
故
の
状
態
を
知
り
対
策
を
講
じ
る
の
に
必
要
な
パ
ラ
メ
ー
タ
を
適
切
な
方
法
で

十
分
な
範
囲
に
わ
た
り
監
視
し
得
る
と
と
も
に
、
必
要

な
も
の
に
つ
い
て

は
、
記
録
が
可
能
な
設
計
で
あ
る
こ
と
。
特
に
原
子
炉

の
停
止
状
態
及
び
炉
心
の
冷
却
状
態
は
、

2 
種
類
以
上
の
パ
ラ
メ
ー
タ
に
よ
り
監
視
又
は
推
定
で
き
る
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

 

日
本

の
要

求
内

容
と

米
国

GD
C
の
要
求
内
容
は
同
等
 

ク
ラ

イ
テ
リ
オ
ン

14
 
原
子
炉
冷

却
材
圧
力
バ

ウ
ン
ダ
リ

 

 
原
子
炉
冷
却
材
圧

力
バ
ウ
ン
ダ
リ
は
、
異
常
な
漏
洩
、
急
速
な
伝
播
型
破
損
、
な
ら
び
に
大
破
断
の
発
生
す
る
可
能
性
が
極
く

低
く
な
る
よ
う
に
設
計
、
製
造
、
据
付
お
よ
び
試
験
が
実
施
さ
れ
な
く
て
は

な
ら
な
い
。

 

 

指
針

19
.
 
原
子
炉

冷
却
材
圧
力

バ
ウ
ン
ダ
リ

の
健
全

性
 

 
1.
 
原
子
炉
冷
却
材
圧
力
バ
ウ
ン
ダ
リ
は
、
通
常
運

転
時
及
び
異
常
状
態
に
お
い
て
、
そ
の
健
全
性
を
確
保
で
き
る
設
計
で
あ

る
こ
と
。
 

 
2.
 
原
子
炉
冷
却
材
系
に
接
続
す
る
配
管
系
は
、
原
則
と
し
て
隔
離
弁
を
設
け
た
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

 指
針

20
.
 
原
子
炉

冷
却
材
圧
力

バ
ウ
ン
ダ
リ

の
破
壊

防
止

 

 
原
子
炉
冷
却
材
圧
力
バ
ウ
ン
ダ
リ
は
、
通
常
運
転
時

、
保
修
時
、
試
験
時
及
び
異
常
状
態
に
お
い
て
、
脆
性
的
挙
動
を
示
さ
ず
、

か
つ
、
急
速
な
伝
播
型
破
断
を
生
じ
な
い
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

 

日
本

の
要

求
内

容
と

米
国

GD
C
の
要
求
内
容
は
同
等
 

ク
ラ

イ
テ
リ
オ
ン

15
 
原
子
炉
冷

却
系
の
設
計

 

 
原
子
炉
冷
却
系
お

よ
び
そ
れ
に
関
連
し
た
補
助
系
、
制
御
系
な
ら
び
に
保
護
系
は
、
予
想
さ
れ
る
運
転
上
の
事
象
を
含
め
通
常

運
転
の
い
か
な
る
条
件
下
で
も
原
子
炉
冷
却
材
圧
力
バ
ウ
ン
ダ
リ
の
設
計
条

件
を
超
え
な
い
よ
う
に
十
分
な
余
裕
を
も
っ
て
設

計
さ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

 

ク
ラ

イ
テ
リ
オ
ン

16
 
格
納
容
器

の
設
計

 

 
格
納
容
器
及
び
そ

の
関
連
系
は
、
周
辺
へ
の
放
射
能
の
無
制
御
な
放
出
に

対
し
て
本
質
的
な
耐
漏
洩
障
壁
と
な
り
、
か
つ
、
想

定
事
故
条
件
に
お
い
て
要
求
さ
れ
る
期
間
中
、
格
納
容
器
の
安
全
上
重
要
な

設
計
条
件
を
超
え
な
い
よ
う
に
設
計
し
な
け
れ
ば
な

ら
な
い
。

 

指
針

28
.
 
原
子
炉

格
納
容
器
の

機
能

 

 
1.
 
原
子
炉
格
納
容
器
は
、
原
子
炉
格
納
容
器
設
計
用
の
想
定
事
象
に
対
し
、
そ
の
事
象
に
起
因
す
る
荷
重

(圧
力
、
温
度
、

動
荷
重
)及

び
適
切
な
地
震
荷
重
に
耐
え
、
か
つ
、
適
切
に
作
動
す
る
隔
離
機
能
と
あ
い
ま
っ
て
所
定
の
漏
え
い
率
を
超
え
る
こ

と
が
な
い
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

 
2.
 
原
子
炉
格
納
容
器
は
、
定
期
的
に
、
所
定
の
圧
力
に
よ
り
原
子
炉
格
納
容
器
全
体
の
漏
え
い
率
測
定
が
で
き
る
設
計
で
あ

る
こ
と
。
 

 
3.
 
原
子
炉
格
納
容
器
は
、
電
線
、
配
管
等
の
貫
通
部
及
び
出
入
口
の
重
要
な
部
分
の
漏
え
い
試
験
が
で
き
る
設
計
で
あ
る
こ

と
。
 

  

日
本

の
要

求
内

容
と

米
国

GD
C
の
要
求
内
容
は
同
等
 



  

表
3
.4

: 
日
本
及
び
米
国
の
軽
水
炉
に
関
す
る
安
全
設
計
要
求
の
比
較
（

3
/1

1
）
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米
国

 
日
本

 

比
較
結
果

 
一
般

設
計
指
針
（

GD
C*
の
仮
訳
）

  
*
 1
0 

CF
R 
a
pp
en
d
ix
 A
 
to
 P
a
rt
 5
0
 
-G
en

ra
l 
D
es
i
gn
 C
r
it
er
i
a 
fo
r
 N
uc
l
ea
r 
P
ow
er
 
Pl
an
ts

 

発
電

用
軽
水
型
原

子
炉
施
設
に

関
す
る
安
全

設
計
審
査
指

針
 

（
原

子
力
安
全
委

員
会
決
定
、

平
成

13
年

3
月

29
日
 

一
部
改
訂
）

 

II
 
多
重
障
壁
に

よ
る
核
分
裂

生
成
物
の
放

出
防
止

 
 

 

ク
ラ

イ
テ
リ
オ
ン

17
 
電
源
系
統
 

 
安
全
上
重
要
な
構

築
物
、
系
統
お
よ
び
機
器
が
機
能
を
果
た
せ
る
よ
う
に
、
所
内
電
源
系
な
ら
び
に
外
部
電
源
系
を
設
置
し
な

く
て
は
な
ら
な
い
。
そ
れ
ぞ
れ
の
系
統
の
安
全
機
能
は
（
他
方
の
系
統
が
機
能
し
な
い
と
仮
定
し
て
）
次
の
こ
と
を
保
証
す
る
た

め
十
分
な
容
量
と
能
力
を
提
供
す
る
こ
と
で
な
く
て
は
な
ら
な
い
。

 

(1
) 

予
想
さ
れ
る
運

転
上
の
事
象
の
結
果
と
し
て
設
計
書
に
示
さ
れ
た
燃
料
許
容
設
計
限
界
な
ら
び
に
原
子
炉
冷
却
材
圧
力
バ

ウ
ン
ダ
リ
の
設
計
条
件
を
超
え
な
い
こ
と
。

 

(2
) 

想
定
事
故
が
発

生
し
た
場
合
、
炉
心
冷
却
が
行
わ
れ
、
か
つ
格
納
容
器
の
健
全
性
な
ら
び
に
他
の
極
め
て
重
要
な
機
能
が
維

持
さ
れ
る
こ
と
。

 

 
バ
ッ
テ
リ
ー
を
含

む
所
内
電
源
お
よ
び
所
内
配
電
系
統
は
、
単
一
事
故
を
想
定
し
て
、
そ
の
安
全
機
能
を
果
た
す
た
め
に
十
分

な
独
立
性
、
多
重
性
な
ら
び
に
試
験
可
能
性
を
持
た
な
く
て
は
な
ら
な
い
。

 

 
送
電
線
網
か
ら
所

内
配
電
系
統
ま
で
の
電
力
は
、
運
転
中
、
想
定
事
故
下
な
ら
び
に
環
境
条
件
下
で
起
こ
る
同
時
故
障
の
可
能

性
を
実
際
上
可
能
な
限
り
低
く
す
る
よ
う
に
設
計
さ
れ
、
設
置
さ
れ
た
物
理

的
に
独
立
し
た

2 
回
路
（
必
ず
し
も
別
々
の
線
路
用

地
を
通
す
必
要
は
な
い
）
に
よ
っ
て
供
給
さ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
両
回
路
に
共
通
の
開
閉
所
は
容
認
さ
れ
る
。
こ
れ
ら
の
回

路
の
各
々
は
、
設
計
書
に
示
さ
れ
た
燃
料
許
容
設
計
限
界
及
び
原
子
炉
冷
却

材
圧
力
バ
ウ
ン
ダ
リ
の
設
計
条
件
を
超
え
な
い
よ
う

に
、
す
べ
て
の
所
内
交
流
電
源
供
給
な
ら
び
に
そ
の
他
の
外
部
電
力
回
路
の
喪
失
後
、
十
分
な
時
間
利
用
で
き
る
よ
う
に
設
計
さ

れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
こ
れ
ら
の
回
路
の
う
ち

1 
回
路
は
、
炉
心
冷
却
、
格
納
容
器
の
健
全
性
、
及
び
他
の
重
要
な
安
全
機
能

が
維
持
さ
れ
る
よ
う
に
、
冷
却
材
喪
失
事
故
後

2～
3
秒
以
内
に
利
用
で
き
る
よ
う
に
設
計
さ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

 

 
原
子
力
発
電
ユ
ニ

ッ
ト
が
発
電
し
た
電
力
の
喪
失
、
送
電
線
網
か
ら
の
電
力
の
喪
失
、
あ
る
い
は
所
内
電
源
か
ら
の
電
力
の
喪

失
の
結
果
と
し
て
、
あ
る
い
は
そ
れ
ら
と
同
時
に
、
他
の
残
っ
た
電
源
か
ら

の
電
力
喪
失
が
起
こ
る
可
能
性
を
最
小
限
に
す
る
よ

う
に
対
策
を
講
じ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

 

指
針

48
.
 
電
気
系

統
 

 
1.
 
重
要
度
の
特
に
高
い
安
全
機
能
を
有
す
る
構
築
物
、
系
統
及
び
機
器
が
、
そ
の
機
能
を
達
成
す
る
た
め

に
電
源
を
必
要
と

す
る
場
合
に
お
い
て
は
、
外
部
電
源
又
は
非
常
用
所
内
電
源
の
い
ず
れ
か
ら
も
電
力
の
供
給
を
受
け
ら
れ
る
設
計
で
あ
る
こ
と
。
 

 
2.
 
外
部
電
源
系
は
、

2 
回
線
以
上
の
送
電
線
に
よ
り
電
力
系
統
に
接
続
さ
れ
た
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

 
3.
 
非
常
用
所
内
電
源
系
は
、
多
重
性
又
は
多
様
性

及
び
独
立
性
を
有
し
、
そ
の
系
統
を
構
成
す
る
機
器
の
単
一
故
障
を
仮
定

し
て
も
次
の
各
号
に
掲
げ
る
事
項
を
確
実
に
行
う
の
に
十
分
な
容
量
及
び
機
能
を
有
す
る
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

 
 
(1
) 

運
転
時
の
異
常
な
過
渡
変
化
時
に
お
い
て
、
燃
料
の
許
容
設
計
限
界
及
び
原
子
炉
冷
却
材
圧
力
バ
ウ
ン
ダ
リ
の
設
計

条
件
を
超
え
る
こ
と
な
く
原
子
炉

を
停
止
し
、
冷
却
す
る
こ
と
。
 

 
 
(2
) 

原
子
炉
冷
却
材
喪
失
等
の
事
故
時
の
炉
心
冷
却
を
行
い
、
か
つ
、
原
子
炉
格
納
容
器
の
健
全
性
並
び
に
そ
の
他
の
所

要
の
系
統
及
び
機
器
の
安
全
機
能
を
確
保
す
る
こ
と
。

 

 
4.
 
重
要
度
の
高
い
安
全
機
能
に
関
連
す
る
電
気
系
統
は
、
系
統
の
重
要
な
部
分
の
適
切
な
定
期
的
試
験
及
び
検
査
が
可
能
な

設
計
で
あ
る
こ
と
。
 

 

日
本

の
要

求
内

容
と

米
国

GD
C
の
要
求
内
容
は
同
等
 

ク
ラ

イ
テ
リ
オ
ン

18
 
電
気
系
統

の
検
査
お
よ

び
試
験

 

 
安
全
上
重
要
な
電

源
系
統
は
、
系
統
の
連
続
性
及
び
そ
の
機
器
の
状
態
を

評
価
す
る
た
め
、
配
電
系
統
、
絶
縁
物
、
接
続
部
お

よ
び
配
電
盤
の
よ
う
な
重
要
な
部
分
及
び
機
能
の
適

 

切
な
定
期
検
査
及
び
試
験
が
で
き
る
よ
う
に
設
計
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
同
系
統
は
次
の
事
項
を
定
期
的
に
試
験
で
き
る
能
力

を
有
す
る
よ
う
に
設
計
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

 

(1
)
 
所
内
電
源
、

リ
レ
ー
、
ス
イ
ッ
チ
お
よ
び
母
線
等
の
系
統
機
器
の
運
転
可
能
性
お
よ
び
機
能
上
の
性
能

 

(2
)
 
系
全
体
と
し

て
の
運
転
可
能
性
、
及
び
実
質
的
に
設
計
に
近
い
条
件
下
で
保
護
系
の
関
連
部
分
の
作
動
を
含
め
系
を
運
転

状
態
に
す
る
運
転
シ
ー
ケ
ン
ス
全
体
、
並
び
に
原
子
力
発
電

施
設
、
外
部
電
源
系
及
び
所
内
電
源
系

3 
者
間
の
電
源
の
切
替
。
 

ク
ラ

イ
テ
リ
オ
ン

19
 
制
御
室
 

 
制
御
室
は
、
そ
こ
か
ら
通
常
状
態
に
お
い
て
原
子
力
発
電
施
設
を
安
全
に
運
転
し
、
か
つ
、
冷
却
材
喪
失
事
故
を
含
む
事
故
条

件
下
で
施
設
を
安
全
な
状
態
に
維
持
す
る
た
め
の
操
作
を
と
り
得
る
よ
う
に

設
け
ら
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
事
故
条
件
下
で
所

員
が
事
故
期
間
中
、全

身
被
ば
く
線
量

5 
レ
ム
あ
る
い
は
身
体
の
い
か
な
る
部
分
に
対
し
て
も
そ
れ
に
相
当
す
る
線
量
以
上
の
被

ば
く
を
受
け
る
こ
と
な
く
制
御
室
に
接
近
及
び
滞
在
す
る
こ
と
が
で
き
る
よ

う
に
適
切
な
放
射
線
防
護
が
な
さ
れ
な
け
れ
ば
な

ら
な
い
。

 

 
制
御
室
外
の
適
切

な
場
所
に
次
の
能
力
を
有
す
る
装
置
が
設
け
ら
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

 

(1
)
 
原
子
炉
の
急

速
な
高
温
停
止
を
行
う
設
計
上
の
能
力
で
あ
っ
て
高
温
停
止
中
に
施
設
を
安
全
な
状
態
に
維
持
す
る
た
め
に

必
要
な
計
装
制
御
を
含
む
も
の

 

(2
)
 
適
切
な
手
順

に
よ
っ
て
引
続
き
原
子
炉
を
冷
態
停
止
に
す
る
潜
在
的
能
力

 

指
針

41
.
 
制
御
室
 

 
制
御
室
は
、
原
子
炉
及
び
主
要
な
関
連
施
設
の
運
転

状
況
並
び
に
主
要
パ
ラ
メ
ー
タ
が
監
視
で
き
る
と
と
も
に
、
安
全
性
を
確

保
す
る
た
め
に
急
速
な
手
動
操
作
を
要
す
る
場
合
に
は
、
こ
れ
を
行
う
こ
と
が
で
き
る
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

指
針

42
.
 
制
御
室

外
か
ら
の
原

子
炉
停
止
機

能
 

 
原
子
炉
施
設
は
、
制
御
室
外
の
適
切
な
場
所
か
ら
原

子
炉
を
停
止
す
る
こ
と
が
で
き
る
よ
う
に
、
次
の
機
能
を
有
す
る
設
計
で

あ
る
こ
と
。
 

 
(1
) 

原
子
炉
施
設
を
安
全
な
状
態
に
維
持
す
る
た
め
に
、
必
要
な
計
測
制
御
を
含
め
、
原
子
炉
の
急
速
な
高
温
停
止
が
で
き

る
こ
と
。
 

 
(2
) 

適
切
な
手
順
を
用
い
て
原
子
炉
を
引
き
続
き
低
温
停
止
で
き
る
こ
と
。

 

指
針

43
.
 
制
御
室

の
居
住
性
に

関
す
る
設
計

上
の
考

慮
 

 
制
御
室
は
、
火
災
に
対
す
る
防
護
設
計
が
な
さ
れ
、
さ
ら
に
、
事
故
時
に
も
従
事
者
が
制
御
室
に
接
近
し
、
又
は
と
ど
ま
り
、

事
故
対
策
操
作
を
行
う
こ
と
が
可
能
な
よ
う
に
、
遮
へ

い
設
計
が
な
さ
れ
、
か
つ
、
火
災
又
は
事
故
に
よ

っ
て
放
出
す
る
こ
と
が

あ
り
得
る
有
每
ガ
ス
及
び
気
体
状
放
射
性
物
質
に
対
し
、
換
気
設
計
に
よ
っ
て
適
切
な
防
護
が
な
さ
れ
た
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

日
本

の
要

求
内

容
と

米
国

GD
C
の
要
求
内
容
は
同
等
 

GD
C
に
は
記
載
な
し
 

（
10
 C
FR
 A
pp
en
d
ix
 E
 t
o 
Pa
rt
 5
0
に
、
緊
急
時
対
応
の
た
め
の
施
設
及
び
設
備
に
関
す
る
要
件
が
記
載
さ
れ
て
い
る
。）

 

指
針

44
．
原
子
力
発

電
所
緊
急
時

対
策
所

 

 原
子
炉
施
設
は
、
事
故
時
に
お
い
て
必
要
な
対
策
指
令
を
発
す
る
た
め
の
緊
急
時
対
策
所
が
原
子
力
発
電
所
に
設
置
可
能
な
設

計
で
あ
る
こ
と
。
 

指
針

45
．
通
信
連
絡

設
備
に
関
す

る
設
計
上
の

考
慮

 

 原
子
炉
施
設
は
、
適
切
な
警
報
系
及
び
通
信
連
絡
設
備
を
備
え
、
事
故
時
に
原
子
力
発
電
所
内
に
居
る
す
べ
て
の
人
に
対
し
的

確
に
指
示
が
で
き
る
と
と
も
に
、
原
子
力
発
電
所
と
所

外
必
要
箇
所
と
の
通
信
連
絡
設
備
は
、
多
重
性
又
は
多
様
性
を
備
え
た
設

計
で
あ
る
こ
と
。
 

指
針

46
．
避
難
通
路

に
関
す
る
設

計
上
の
考
慮

 

 原
子
炉
施
設
は
、
通
常
の
照
明
用
電
源
喪
失
時
に
お
い
て
も
機
能
す
る
避
難
用
の
照
明
を
設
備
し
、
単
純
、
明
確
か
つ
永
続
的

な
標
識
を
付
け
た
安
全
避
難
通
路
を
有
す
る
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

GD
C

に
は

安
全

審
査

指
針

の
指
針

44
.～

46
.に

該
当

す
る

記
載

が
な

い
が

、
日

本
の

要
求

内
容

と
米

国
の

要
求
内
容
は
同
等
 



  

表
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: 
日
本
及
び
米
国
の
軽
水
炉
に
関
す
る
安
全
設
計
要
求
の
比
較
（

4
/1

1
）
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米
国

 
日
本

 

比
較
結
果

 
一
般

設
計
指
針
（

GD
C*
の
仮
訳
）

  
*
 1
0 

CF
R 
a
pp
en
d
ix
 A
 
to
 P
a
rt
 5
0
 
-G
en

ra
l 
D
es
i
gn
 C
r
it
er
i
a 
fo
r
 N
uc
l
ea
r 
P
ow
er
 
Pl
an
ts

 

発
電

用
軽
水
型
原

子
炉
施
設
に

関
す
る
安
全

設
計
審
査
指

針
 

（
原

子
力
安
全
委

員
会
決
定
、

平
成

13
年

3
月

29
日
 

一
部
改
訂
）

 

II
I 
保
護
系
お

よ
び
反
応
度

制
御
系

 
 

 

ク
ラ

イ
テ
リ
オ
ン

20
 
保
護
系
の

機
能

 

 
保
護
系
は
次
の
よ

う
に
設
計
さ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
 

(1
) 

予
想
さ
れ
る
運

転
上
の
事
象
の
結
果
と
し
て
設
計
書
に
示
さ
れ
た
燃
料
許
容
設
計
限
界
を
超
え
な
い
よ
う
に
、
反
応
度
制
御

系
を
含
む
適
切
な
系
の
作
動
を
自
動
的
に
開
始
す
る
こ
と
。

 

(2
) 

事
故
状
態
を
検

知
し
、
安
全
上
重
要
な
系
な
ら
び
に
機
器
の
作
動
を
開
始
す
る
こ
と
。

 

 

指
針

34
.
 
安
全
保

護
系
の
多
重

性
 

 
安
全
保
護
系
は
、
そ
の
系
統
を
構
成
す
る
機
器
若
し

く
は
チ
ャ
ン
ネ
ル
に
単
一
故
障
が
起
き
た
場
合
、
又
は
使
用
状
態
か
ら
の

単
一
の
取
り
外
し
を
行
っ
た
場
合
に
お
い
て
も
、
そ
の

安
全
保
護
機
能
を
失
わ
な
い
よ
う
に
、
多
重
性
を
備
え
た
設
計
で
あ
る
こ

と
。
 

 指
針

35
.
 
安
全
保

護
系
の
独
立

性
 

 
安
全
保
護
系
は
、
通
常
運
転
時
、
保
修
時
、
試
験
時
及
び
異
常
状
態
に
お
い
て
、
そ
の
安
全
保
護
機
能
を
失
わ
な
い
よ
う
に
、

そ
の
系
統
を
構
成
す
る
チ
ャ
ン
ネ
ル
相
互
を
分
離
し
、
そ
れ
ぞ
れ
の
チ
ャ
ン
ネ
ル
間
の
独
立
性
を
実
用
上
可
能
な
限
り
考
慮
し
た

設
計
で
あ
る
こ
と
。
 

 指
針

36
.
 
安
全
保

護
系
の
過
渡

時
の
機
能

 

 
安
全
保
護
系
は
、
運
転
時

の
異
常
な
過
渡
変
化
時
に

、
そ
の
異
常
な
状
態
を
検
知
し
、
原
子
炉
停
止
系
を
含
む
適
切
な
系
統
の

作
動
を
自
動
的
に
開
始
さ
せ
、
燃
料
の
許
容
設
計
限
界
を
超
え
な
い
よ
う
に
考
慮
し
た
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

 指
針

37
.
 
安
全
保

護
系
の
事
故

時
の
機
能

 

 
安
全
保
護
系
は
、
事
故
時
に
、
そ
の
異
常
な
状
態
を
検
知
し
、
原
子
炉
停
止
系
及
び
必
要
な
工
学
的
安
全
施
設
の
作
動
を
自
動

的
に
開
始
さ
せ
る
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

 指
針

38
.
 
安
全
保

護
系
の
故
障

時
の
機
能

 

 
安
全
保
護
系
は
、
駆
動
源
の
喪
失
、
系
統
の
遮
断
及
び
そ
の
他
の
不
利
な
状
況
が
生
じ
た
場
合
に
お
い
て
も
、
最
終
的
に
原
子

炉
施
設
が
安
全
な
状
態
に
落
ち
着
く
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

 指
針

39
.
 
安
全
保

護
系
と
計
測

制
御
系
と
の

分
離

 

 
安
全
保
護
系
は
、
計
測
制
御
系
と
部
分
的
に
共
用
す

る
場
合
に
は
、
計
測
制
御
系
の
影
響
に
よ
り
安
全
保
護
系
の
機
能
を
失
わ

な
い
よ
う
に
、
計
測
制
御
系
か
ら
機
能
的
に
分
離
さ
れ
た
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

 指
針

40
.
 
安
全
保

護
系
の
試
験

可
能
性

 

 
安
全
保
護
系
は
、
原
則
と
し
て
原
子
炉
の
運
転
中
に

、
定
期
的
に
試
験
で
き
る
と
と
も
に
、
そ
の
健
全
性
及
び
多
重
性
の
維
持

を
確
認
す
る
た
め
、
各
チ
ャ
ン
ネ
ル
が
独
立
に
試
験
で
き
る
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

  

日
本

の
要

求
内

容
と

米
国

GD
C
の
要
求
内
容
は
同
等
" 

 

ク
ラ

イ
テ
リ
オ
ン

21
 
保
護
系
の

信
頼
性
及
び

試
験
可
能

性
 

 
保
護
系
は
果
た
す

べ
き
安
全
機
能
に
応
じ
て
、
機
能
の
信
頼
性
を
高
く
、
か
つ
、
供
用
中
の
試
験
が
可
能
で
あ
る
よ
う
に
設
計

し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
保
護
系
の
設
計
に
盛
り
込
ま
れ
て
い
る
多
重
性
お
よ
び
独
立
性
は
、
次
の
こ
と
を
十
分
に
保
証
す
る
も

の
で
な
く
て
は
な
ら
な
い
。

 

(1
) 

い
か
な
る
単
一

故
障
も
保
護
機
能
の
喪
失
の
起
因
と
な
ら
な
い
こ
と
。
 

(2
) 

保
護
系
の
容
認

で
き
る
運
転
信
頼
性
が
他
の
方
法
で
実
証
さ
れ
な
い
限
り
、
い
か
な
る
機
器
あ
る
い
は
チ
ャ
ン
ネ
ル
の
使
用

状
態
か
ら
の
取
り
外
し
も
最
小
限
に
必
要
な
多
重
性
の
喪
失
を
生
じ
な
い
こ

と
。

 

 
保
護
系
は
、
起
き
た
可
能
性
の
あ
る
故
障
及
び
多
重
性
の
喪
失
（
保
護
系
内
の

）
を
判
断
す
る
た
め
に
各
チ
ャ
ン
ネ
ル
を
独
立

に
試
験
す
る
能
力
を
含
め
、
原
子
炉
の
運
転
中
に
そ
の
機
能
を
定
期
的
に
試

験
で
き
る
よ
う
に
設
計
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

 

 ク
ラ

イ
テ
リ
オ
ン

22
 
保
護
系
の

独
立
性

 

 
保
護
系
は
、
多
重
化
し
た
チ
ャ
ン
ネ
ル
に
対
す
る
自
然
現
象
、
通
常
運
転
、
保
守
、
試
験
及
び
想
定
事
故
状
況
の
影
響
が
保
護

機
能
喪
失
の
起
因
と
な
ら
な
い
よ
う
に
設
計
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
、
若
し

く
は
他
の
明
確
な
根
拠
に
基
づ
い
て
容
認
で
き
る
も

の
で
あ
る
こ
と
が
実
証
さ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
機
能
の
多
様
性
、
あ
る

い
は
機
器
設
計
及
び
運
転
原
理
の
多
様
性
の
よ
う
な

設
計
上
の
テ
ク
ニ
ッ
ク
を
保
護
機
能
の
喪
失
を
防
ぐ

た
め
に
実
際
に
役
立
つ
範
囲
で
利
用
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

 

 ク
ラ

イ
テ
リ
オ
ン

23
 
保
護
系
の

故
障
モ
ー
ド

 

保
護
系
は
、
系
の

分
離
、
動
力
源
の
喪
失
（
例
え
ば
電
力
、
計
器
用
空
気
）、

あ
る
い
は
想
定
さ
れ
る
不
利
な
状
況
（
例
え
ば

過
熱
、
過
冷
、
火
災
、
圧
力
、
蒸
気

、
水
、
お
よ
び

放
射
線
と
い
う
よ
う
な
事
態
）
が
生
じ
て
も
、
安
全

状
態
あ
る
い
は
他
の
明

確
な
根
拠
に
基
づ
い
て
許
容
し
得
る
と
実
証
さ
れ
た
状
態
に
落
ち
着
く
よ
う

に
設
計
さ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

 

 ク
ラ

イ
テ
リ
オ
ン

24
 
保
護
系
お

よ
び
制
御
系

の
分
離

 

 
保
護
系
は
、
い
か
な
る
単
一
の
制
御
系
機
器
あ
る
い
は
チ
ャ
ン
ネ
ル
の
故
障
、
あ
る
い
は
、
制
御
系
及
び
保
護
系
に
共
通
の
い

か
な
る
単
一
の
保
護
系
機
器
あ
る
い
は
チ
ャ
ン
ネ
ル
の
故
障
、
ま
た
は
そ
れ
ら
の
使
用
状
態
か
ら
の
取
り
外
し
に
よ
っ
て
も
、
保

護
系
に
必
要
と
さ
れ
る
信
頼
性
、
多
重
性
お
よ
び
独
立
性
の
す
べ
て
を
満
た
し
た
完
全
な
状
態
に
保
て
る
程
度
ま
で
、
制
御
系
か

ら
分
離
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
保
護
系
と
制
御
系
の
相
互
接
続
は
、
安
全

性
が
著
し
く
損
な
わ
れ
な
い
程
度
に
限
定
さ
れ
な
け

れ
ば
な
ら
な
い
。

 

 ク
ラ

イ
テ
リ
オ
ン

25
 
反
応
度
制

御
系
の
誤
動

作
に
対
す

る
保
護
系
の

要
件

 

 
保
護
系
は
、
偶
発
的
な
制
御
棒
の
引
き
抜
き
（
飛
び
出
し
あ
る
い
は
落
下
で
は
な
い
）
の
よ
う
な
反
応
度
制
御
系
の
い
か
な
る

単
一
の
誤
動
作
に
対
し
て
も
、
設
計
書
に
示
さ
れ
た
燃
料
許
容
設
計
限
界
を

超
え
な
い
よ
う
に
設
計
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
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日
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及
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国
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に
関
す
る
安
全
設
計
要
求
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（

5
/1
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米
国

 
日
本

 

比
較
結
果

 
一
般

設
計
指
針
（

GD
C*
の
仮
訳
）

  
*
 1
0 

CF
R 
a
pp
en
d
ix
 A
 
to
 P
a
rt
 5
0
 
-G
en

ra
l 
D
es
i
gn
 C
r
it
er
i
a 
fo
r
 N
uc
l
ea
r 
P
ow
er
 
Pl
an
ts

 

発
電

用
軽
水
型
原

子
炉
施
設
に

関
す
る
安
全

設
計
審
査
指

針
 

（
原

子
力
安
全
委

員
会
決
定
、

平
成

13
年

3
月

29
日
 

一
部
改
訂
）

 

II
I 

保
護
系
お

よ
び
反
応
度

制
御
系

 
 

 

ク
ラ

イ
テ
リ
オ
ン

26
 
反
応
度
制

御
系
の
多
重

性
と
能
力

 

 
異
な
っ
た
設
計
原

理
に
よ
る

2 
つ
の
独
立
し
た
反
応
度
制
御
系
を
設
け
な
く
て
は
な
ら
な
い
。
本
系
統
の

1 
つ
は
制
御
棒
を

使
用
し
、
望
ま
し
く
は
制
御
棒
挿
入
の
た
め
の
積
極
的
手
段
を
含
ん
で
お
り
、
か
つ
予
想
さ
れ
る
運
転
上
の
事
象
を
含
む
通
常
運

転
状
態
に
お
い
て
、
制
御
棒
固
着
の
よ
う
な
誤
動
作
に
対
し
て
適
切
な
余
裕
を
持
ち
つ
つ
、
設
計
書
に
示
さ
れ
た
燃
料
許
容
設
計

限
界
を
超
え
な
い
よ
う
に
、
反
応
度
変
化
を
信
頼
性
を
も
っ
て
制
御
す
る
能

力
を
有
す
る
も
の
と
す
る
。
第

2 
の
反
応
度
制
御
系

は
、
燃
料
許
容
設
計
限
界
を
超
え
な
い
こ
と
を
保
証
す
る
よ
う
に
、
計
画
的

な
通
常
の
出
力
変
化
（

Xe
 燃

焼
を
含
む
）
に
起
因

す
る
反
応
度
変
化
率

を
信
頼
性
を
も
っ
て
制
御
す
る
能
力
を
有
す
る
も
の
と
す
る
。
こ
れ
ら
の
系
の
う
ち

1 
つ
は
、
冷
態
状
態
に

お
い
て
原
子
炉
炉
心
を
未
臨
界
に
維
持
で
き
る
こ
と
。

 

指
針

14
.
 
反
応
度

制
御
系

 

 
1.
 
反
応
度
制
御
系
は
、
通
常
運
転
時
に
生
じ
る
こ

と
が
予
想
さ
れ
る
反
応
度
変
化
を
調
整
し
、
所
要
の
運
転
状
態
に
維
持
し

得
る
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

 
2.
 
制
御
棒
の
最
大
反
応
度
価
値
及
び
反
応
度
添
加
率
は
、
想
定
さ
れ
る
反
応
度
投
入
事
象
に
対
し
て
原
子
炉
冷
却
材
圧
力
バ

ウ
ン
ダ
リ
を
破
損
せ
ず
、
ま
た
、
炉
心
冷
却
を
損
な
う
よ
う
な
炉
心
、
炉
心
支
持
構
造
物
及
び
原
子
炉
圧
力
容
器
内
部
構
造
物
の

破
壊
を
生
じ
な
い
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

 指
針

15
.
 
原
子
炉

停
止
系
の
独

立
性
及
び
試

験
可
能

性
 

 
原
子
炉
停
止
系
は
、
高
温
待
機
状
態
又
は
高
温
運
転
状
態
か
ら
、
炉
心
を
臨
界
未
満
に
で
き
、
か
つ
、
高
温
状
態
で
臨
界
未
満

を
維
持
で
き
る
尐
な
く
と
も
二
つ
の
独
立
し
た
系
を
有
す
る
と
と
も
に
、
試
験
可
能
性
を
備
え
た
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

 指
針

16
.
 
制
御
棒

に
よ
る
原
子

炉
の
停
止
余

裕
 

 
原
子
炉
停
止
系
の
う
ち
制
御
棒
に
よ
る
系
は
、
高
温
状
態
及
び
低
温
状
態
に
お
い
て
、
反
応
度
価
値
の
最
も
大
き
い
制
御
棒

1 

本
が
完
全
に
炉
心
の
外
に
引
き
抜
か
れ
、
挿
入
で
き
な
い
と
き
で
も
、
炉
心
を
臨
界
未
満
に
で
き
る
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

 指
針

17
.
 
原
子
炉

停
止
系
の
停

止
能
力

 

 
1.
 
原
子
炉
停
止
系
に
含
ま
れ
る
独
立
し
た
系
の
う
ち
尐
な
く
と
も
一
つ
は
、
通
常
運
転
時
及
び
運
転
時
の
異
常
な
過
渡
変
化

時
に
お
い
て
、
燃
料
の
許
容
設
計
限
界
を
超
え
る
こ
と
な
く
、
高
温
状
態
で
炉
心
を
臨
界
未
満
に
で
き
、
か
つ
、
高
温
状
態
で
臨

界
未
満
を
維
持
で
き
る
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

 
2.
 
原
子
炉
停
止
系
に
含
ま
れ
る
独
立
し
た
系
の
尐
な
く
と
も
一
つ
は
、
低
温
状
態
で
炉
心
を
臨
界
未
満
に
で
き
、
か
つ
、
低

温
状
態
で
臨
界
未
満
を
維
持
で
き
る
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

 指
針

18
.
 
原
子
炉

停
止
系
の
事

故
時
の
能
力

 

 
事
故
時
に
お
い
て
、
原
子
炉
停
止
系
に
含
ま
れ
る
独
立
し
た
系
の
尐
な
く
と
も
一
つ
は
、
炉
心
を
臨
界
未
満
に
で
き
、
ま
た
、

原
子
炉
停
止
系
に
含
ま
れ
る
独
立
し
た
系
の
尐
な
く
と
も
一
つ
は
、
炉
心
を
臨
界
未
満
に
維
持
で
き
る
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

 

日
本

の
要

求
内

容
と

米
国

GD
C
の
要
求
内
容
は
同
等
" 

ク
ラ

イ
テ
リ
オ
ン

27
 
反
応
度
制

御
系
の
複
合

能
力

 

 
反
応
度
制
御
系
は

、
想
定
事
故
状
況
下
で
、
制
御
棒
固
着
に
対
し
て
適
切
な
余
裕
を
持
ち
つ
つ
、
炉
心
冷
却
能
力
が
維
持
で
き

る
よ
う
に
、
緊
急
炉
心
冷
却
系
に
よ
る
每
物
添
加
と
相
ま
っ
て
、
反
応
度
変

化
を
信
頼
性
を
も
っ
て
制
御
で
き
る
複
合
能
力
を
有

す
る
よ
う
に
設
計
し
な
く
て
は
な
ら

な
い
。
 

ク
ラ

イ
テ
リ
オ
ン

28
 
反
応
度
限

界
 

 
反
応
度
制
御
系
は

、
想
定
反
応
度
事
故
の
影
響
に
よ
り
次
の
よ
う
な
事
態
が
起
こ
り
得
な
い
よ
う
に
、
潜
在
的
な
反
応
度
増
加

の
量
及
び
率
に
関
し
、
適
切
な
限
界
を
も
っ
て
設
計
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い

。
 

(1
) 

原
子
炉
冷
却
材

圧
力
バ
ウ
ン
ダ
リ
に
対
し
て
局
部
降
伏
限
界
を
超
え
る
大
き
な
損
傷
を
与
え
る
。

 

(2
) 

炉
心
、
炉
心
支
持
構
造
物
、
あ
る
い
は
他
の
原
子
炉
圧
力
容
器
内
部
構
造
物
を
動
揺
さ
せ
、
炉
心
冷
却
能
力
を
著
し
く
損
な

わ
せ
る
。

 

 
こ
れ
ら
の
想
定
反

応
度
事
故
は
、
制
御
棒
の
飛
び
出
し
（
積
極
的
手
段
に
よ
っ
て
防
止
さ
れ
な
い
限
り
）、

制
御
棒
落
下
、
蒸

気
管
破
断
、
原
子
炉
冷
却
材
温
度
及
び
圧
力
の
変
化
、
お
よ
び
冷
水
注
入
を

考
慮
に
入
れ
る
も
の
と
す
る
。

 

ク
ラ

イ
テ
リ
オ
ン

29
 
予
想
さ
れ

る
運
転
上
の

事
象
に
対

す
る
防
護

 

 
保
護
系
及
び
反
応

度
制
御
系
は
、
万
一
予
想
さ
れ
る
運
転
上
の
事
象
が
発
生
し
た
場
合
で
も
、
極
め
て
高
い
確
率
で
そ
の
安
全

機
能
を
果
た
す
こ
と
が
で
き
る
よ
う
に
設
計
し
な
く
て
は
な
ら
な
い
。

 

Ⅳ
 冷

却
系

 
 

 

ク
ラ

イ
テ
リ
オ
ン

30
 
原
子
炉
冷

却
材
圧
力
バ

ウ
ン
ダ
リ

の
品
質

 

 
原
子
炉
冷
却
材
圧

力
バ
ウ
ン
ダ
リ
を
構
成
す
る
機
器
は
、
実
用
上
最
高
の

品
質
基
準
に
従
い
、
設
計
、
製
造
、
据
付
、
試
験
を

実
施
し
な
く
て
は
な
ら
な
い
。
原
子
炉
冷
却
材
の
漏
洩
を
検
知
し
、
実
用
的

な
程
度
ま
で
そ
の
原
子
炉
冷
却
材
漏
洩
源
の
位
置
を

特
定
す
る
手
段
を
設
け
な
く
て
は
な
ら
な
い
。

 

指
針

21
.
 
原
子
炉

冷
却
材
圧
力

バ
ウ
ン
ダ
リ

の
漏
え

い
検
出

 

 
原
子
炉
冷
却
材
圧
力
バ
ウ
ン
ダ
リ
か
ら
原
子
炉
冷
却
材
の
漏
え
い
が
あ
っ
た
場
合
、
そ
の
漏
え
い
を
速
や
か
に
、
か
つ
、
確
実

に
検
出
で
き
る
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

日
本

の
要

求
内

容
と

米
国

GD
C
の
要
求
内
容
は
同
等
 

ク
ラ

イ
テ
リ
オ
ン

31
 
原
子
炉
冷

却
材
圧
力
バ

ウ
ン
ダ
リ

破
壊
の
防
止

 

 
原
子
炉
冷
却
材
圧

力
バ
ウ
ン
ダ
リ
は
、
運
転
状
態
、
保
守
状
態
、
試
験
状
態
、
お
よ
び
想
定
事
故
に
お
け
る
応
力
に
対
し
て
、

次
の
こ
と
を
保
証
す
る
よ
う
十
分
な
余
裕
を
も
っ
て
設
計
し
な
け
れ
ば
な
ら

な
い
。

 

(1
)
 
バ
ウ
ン
ダ
リ

が
非
脆
性
挙
動
を
示
す
こ
と
。
 

(2
)
 
急
速
な
伝
播

型
破
損
の
確
率
を
最
小
限
に
す
る
こ
と
。
 

 
設
計
で
は
、
運
転
状
態
、
保
守
状
態
、
試
験
状
態
、
及
び
想
定
事
故
に
お

け
る
バ
ウ
ン
ダ
リ
材
料
の
使
用
温
度
と
そ
の
他
の
条

件
、
お
よ
び
次
の
事
項
を
決
定
す
る
際
の
不
確
実
性
を
考
慮
に
入
れ
な
く
て

は
な
ら
な
い
。

 

(1
)
 
材
料
特
性
 

(2
)
 
材
料
特
性
へ

の
照
射
の
影
響
 

(3
)
 
残
留
、
定
常

お
よ
び
過
渡
応
力
 

(4
)
 
き
ず
の
大
き

さ
 

指
針

20
.
 
原
子
炉

冷
却
材
圧
力

バ
ウ
ン
ダ
リ

の
破
壊

防
止

 

 
原
子
炉
冷
却
材
圧
力
バ
ウ
ン
ダ
リ
は
、
通
常
運
転
時

、
保
修
時
、
試
験
時
及
び
異
常
状
態
に
お
い
て
、
脆
性
的
挙
動
を
示
さ
ず
、

か
つ
、
急
速
な
伝
播
型
破
断
を
生
じ
な
い
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

日
本

の
要

求
内

容
と

米
国

GD
C
の
要
求
内
容
は
同
等
 

 
 

 



  

表
3
.4

: 
日
本
及
び
米
国
の
軽
水
炉
に
関
す
る
安
全
設
計
要
求
の
比
較
（

6
/1

1
）
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米
国

 
日
本

 

比
較
結
果

 
一
般

設
計
指
針
（

GD
C*
の
仮
訳
）

  
*
 1
0 

CF
R 
a
pp
en
d
ix
 A
 
to
 P
a
rt
 5
0
 
-G
en

ra
l 
D
es
i
gn
 C
r
it
er
i
a 
fo
r
 N
uc
l
ea
r 
P
ow
er
 
Pl
an
ts

 

発
電

用
軽
水
型
原

子
炉
施
設
に

関
す
る
安
全

設
計
審
査
指

針
 

（
原

子
力
安
全
委

員
会
決
定
、

平
成

13
年

3
月

29
日
 

一
部
改
訂
）

 

IV
 
冷
却
系
 

 
 

ク
ラ

イ
テ
リ
オ
ン

32
 
原
子
炉
冷

却
材
圧
力
バ

ウ
ン
ダ
リ

の
検
査

 

 
原
子
炉
冷
却
材
圧

力
バ
ウ
ン
ダ
リ
を
構
成
す
る
機
器
は
、
次
の
こ
と
が
行
え
る
よ
う
に
設
計
し
な
く
て
は
な
ら
な
い
。

 

(1
)
 
構
造
的
及
び

耐
漏
洩
性
の
健
全
性
を
評
価
す
る
た
め
の
重
要
な
部
分
な
ら
び
に
機
能
の
定
期
的
検
査
及
び
試
験

 

(2
)
 
原
子
炉
圧
力

容
器
の
た
め
の
適
切
な
材
料
監
視
計
画
 

  

指
針

22
.
 
原
子
炉

冷
却
材
圧
力

バ
ウ
ン
ダ
リ

の
供
用

期
間
中
の
試
験

及
び
検
査

 

 
原
子
炉
冷
却
材
圧
力
バ
ウ
ン
ダ
リ
は
、
そ
の
健
全
性

を
確
認
す
る
た
め
に
、
原
子
炉
の
供
用
期
間
中
に
試
験
及
び
検
査
が
で
き

る
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 
日

本
の

要
求

内
容

と
米

国

GD
C
の
要
求
内
容
は
同
等
 

ク
ラ

イ
テ
リ
オ
ン

33
 
原
子
炉
冷

却
材
の
補
給

 

 
原
子
炉
冷
却
材
圧

力
バ
ウ
ン
ダ
リ
に
お
け
る
小
破
断
に
対
す
る
防
護
の
た
め
原
子
炉
冷
却
材
補
給
系
を
設
け
な
く
て
は
な
ら

な
い
。
本
系
統
の
安
全
機
能
は
、
原
子
炉
冷
却
材
圧
力
バ
ウ
ン
ダ
リ
か
ら
の

漏
洩
お
よ
び
バ
ウ
ン
ダ
リ
を
構
成
す
る
小
配
管
あ
る

い
は
そ
の
他
小
機
器
の
破
断
に
よ
る
冷
却
材
喪
失
に
よ
っ
て
も
、
設
計
書
に

示
さ
れ
た
燃
料
許
容
限
界
を
超
え
な
い
こ
と
を
保
証

す
る
も
の
で
な
く
て
は
な
ら
な
い
。
こ
の
系
は
、
所
内
電
力
運
転
（
外
部
電

源
は
利
用
で
き
な
い
と
仮
定
）、

お
よ
び
外
部
電
源

運
転
（
所
内
電
源
は
利
用
で
き
な
い
仮
定
）
に
よ
り
、
通
常
運
転
時
の
冷
却
材
イ
ン
ベ
ン
ト
リ
の
維
持
に
使
用
さ
れ
る
配
管
、
ポ

ン
プ
、
弁
に
よ
り
系
統
の
安
全

機
能
が
果
た
さ
れ
る
こ
と
が
保
証
さ
れ
る
よ
う
に
設
計
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

 

  

指
針

23
.
 
原
子
炉

冷
却
材
補
給

系
 

 
原
子
炉
冷
却
材
補
給
系
は
、
原
子
炉
冷
却
材
の
小
規

模
の
漏
え
い
等
が
生
じ
た
場
合
に
お
い
て
も
、
原
子
炉
冷
却
材
の
保
有
量

を
回
復
で
き
る
よ
う
に
、
適
切
な
流
量
で
給
水
で
き
る
能
力
を
有
す
る
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

日
本

の
要

求
内

容
と

米
国

GD
C
の
要
求
内
容
は
同
等
 

ク
ラ

イ
テ
リ
オ
ン

34
 
残
留
熱
除

去
 

 
残
留
熱
を
除
去
す

る
系
統
を
設
け
る
こ
と
。
本
系
統
の
安
全
機
能
は
、
炉
心
の
核
分
裂
生
成
物
崩
壊
熱
及
び
他
の
残
留
熱
を
燃

料
許
容
設
計
限
界
及
び
冷
却
材
圧
力
バ
ウ
ン
ダ
リ
の
設
計
条
件
を
超
え
な
い

よ
う
な
割
合
で
輸
送
す
る
こ
と
で
あ
る
。
所
内
電
源

運
転

(外
部
電
源
喪

失
を
仮
定
)及

び
外
部
電
源
運
転
(所

内
電
源
喪
失
を
仮
定
)
に
お
い
て
本
系
統
の
安
全
機
能
が
単
一
故
障
を

仮
定
し
て
も
果
た
さ
れ
る
こ
と
が
保
証
さ
れ
る
よ
う
に
、
機
器
及
び
機
能
の

適
切
な
冗
長
性
、
適
切
な
相
互
接
続
、
漏
洩
検
知
、

及
び
隔
離
能
力
を
有
す
る
こ
と
。

 

指
針

24
.
 
残
留
熱

を
除
去
す
る

系
統

 

 
1.
 
残
留
熱
を
除
去
す
る
系
統
は
、
原
子
炉
の
停
止

時
に
、
燃
料
の

許
容
設
計
限
界
及
び
原
子
炉
冷
却
材
圧
力
バ
ウ
ン
ダ
リ
の

設
計
条
件
を
超
え
な
い
よ
う
に
、
炉
心
か
ら
の
核
分
裂
生
成
物
の
崩
壊
熱
及
び
そ
の
他
の
残
留
熱
を
除
去
で
き
る
機
能
を
有
す
る

設
計
で
あ
る
こ
と
。
 

 
2.
 
残
留
熱
を
除
去
す
る
系
統
は
、
そ
の
系
統
を
構

成
す
る
機
器
の
単
一
故
障
の
仮
定
に
加
え
、
外
部
電
源
が
利
用
で
き
な
い

場
合
に
お
い
て
も
、
そ
の
系
統
の
安
全
機
能
が
達
成
で
き
る
よ
う
に
、
多
重
性
又
は
多
様
性
及
び
独
立
性
を
適
切
に
備
え
、
か
つ
、

試
験
可
能
性
を
備
え
た
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

 

日
本

の
要

求
内

容
と

米
国

GD
C
の
要
求
内
容
は
同
等
 

ク
ラ

イ
テ
リ
オ
ン

35
 
緊
急
時
炉

心
冷
却

 

 
緊
急
時
に
十
分
な

炉
心
冷
却
が
行
え
る
系
統
を
設
け
る
こ
と
。
本
系
統
の
安
全
機
能
は
、
冷
却
材
喪
失
事
故
後
に
次
の
よ
う
な

割
合
で
炉
心
の
熱
を
輸
送
す
る
こ
と
で
あ
る
。

(1
)有

効
な
炉
心
冷
却
の
継
続
に
支
障
を
来
た
す
燃
料
及
び
被
覆
管
の
損
傷
を
防

止
し
、

(2
)被

覆
管

金
属
－
水
反
応
が
無
視
で
き
る
程
度
に
抑
制
さ
れ
る
。
所
内
電
源
運
転

(外
部
電
源
喪
失
を
仮
定
)及

び
所
外

電
源
運
転

(所
内
電

源
喪
失
を
仮
定
)に

お
い
て
、
本
系
統
の
安
全
機
能
が
単
一
故
障
を
仮
定
し
て
も
果
た
さ
れ
る
こ
と
が
保
証
さ

れ
る
よ
う
に
機
器
及
び
機
能
の
適
切
な
冗
長
性
、
適
切
な
相
互
接
続
、
漏
洩

検
知
、
隔
離
及
び
格
納
の
能
力
を
有
す
る
こ
と
。

 

  

指
針

25
.
 
非
常
用

炉
心
冷
却
系

 

 
1.
 
非
常
用
炉
心
冷
却
系
は
、
想
定
さ
れ
る
配
管
破

断
等
に
よ
る
原
子
炉
冷
却
材
喪
失
に
対
し
て
、
燃
料
の
重
大
な
損
傷
を
防

止
で
き
、
か
つ
、
燃
料
被
覆
の
金
属
と
水
と
の
反
応
を
十
分
小
さ
な
量
に
制
限
で
き
る
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

 
2.
 
非
常
用
炉
心
冷
却
系
は
、
そ
の
系
統
を
構
成
す

る
機
器
の
単
一
故
障
の
仮
定
に
加
え
、
外
部
電
源
が
利
用
で
き
な
い
場
合

に
お
い
て
も
、
そ
の
系
統
の
安
全
機
能
が
達
成
で
き

る
よ
う
に
、
多
重
性
又
は
多
様
性
及
び
独
立
性
を
備

え
た
設
計
で
あ
る
こ
と
。 

 
3.
 
非
常
用
炉
心
冷
却
系
は
、
定
期
的
に
試
験
及
び

検
査
が
で
き
る
と
と
も
に
、
そ
の
健
全
性
及
び
多
重
性
の
維
持
を
確
認
す

る
た
め
、
独
立
に
各
系
の
試
験
及
び
検
査
が
で
き
る
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

  

日
本

の
要

求
内

容
と

米
国

GD
C
の
要
求
内
容
は
同
等
 

 

ク
ラ

イ
テ
リ
オ
ン

36
 
緊
急
時
炉

心
冷
却
系
統

の
検
査

 

 
緊
急
時
炉
心
冷
却

系
統
は
、
系
統
の
健
全
性
お
よ
び
能
力
を
保
証
す
る
た

め
に
、
圧
力
容
器
内
の
ス
プ
レ
イ
・
リ
ン
グ
、
注
水

ノ
ズ
ル
お
よ
び
配
管
の
よ
う
に
重
要
な
機
器
の
適
切
な
定
期
的
検
査
が
で
き

る
よ
う
設
計
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

 

  ク
ラ

イ
テ
リ
オ
ン

37
 
緊
急
時
炉

心
冷
却
系
統

の
試
験

 

 
緊
急
時
炉
心
冷
却

系
統
は
、
次
の
こ
と
を
保
証
す
る
た
め
に
、
適
切
な
定
期
的
な
圧
力
及
び
機
能
試
験
が
で
き
る
よ
う
に
設
計

し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

 

(1
)
 
機
器
の
構
造

的
お
よ
び
耐
漏
洩
性
の
健
全
性
 

(2
)
 
系
統
の
動
的

機
器
の
運
転
可
能
性
お
よ
び
性
能
 

(3
)
 
系
統
全
体
と

し
て
の
運
転
可
能
性
、
ま
た
実
用
上
設
計
に
近
い
条
件
下
で
、
保
護
系
の
関
連
部
分
の
運
転
、
通
常
お
よ
び

非
常
用
電
源
間
の
切
替
、
お
よ
び
関
連
冷
却
水
系
の
運
転
を
含
む
運
転
状
態

に
系
統
を
も
っ
て
い
く
運
転
シ
ー
ケ
ン
ス
全
体
の
性

能
 

   
 

 



  

表
3
.4

: 
日
本
及
び
米
国
の
軽
水
炉
に
関
す
る
安
全
設
計
要
求
の
比
較
（

7
/1

1
）
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米
国

 
日
本

 

比
較
結
果

 
一
般

設
計
指
針
（

GD
C*
の
仮
訳
）

  
*
 1
0 

CF
R 
a
pp
en
d
ix
 A
 
to
 P
a
rt
 5
0
 
-G
en

ra
l 
D
es
i
gn
 C
r
it
er
i
a 
fo
r
 N
uc
l
ea
r 
P
ow
er
 
Pl
an
ts

 

発
電

用
軽
水
型
原

子
炉
施
設
に

関
す
る
安
全

設
計
審
査
指

針
 

（
原

子
力
安
全
委

員
会
決
定
、

平
成

13
年

3
月

29
日
 

一
部
改
訂
）

 

IV
 
冷
却
系
 

 
 

ク
ラ

イ
テ
リ
オ
ン

38
 
格
納
容
器

内
の
熱
除
去

 

 
原
子
炉
格
納
容
器

か
ら
熱
を
除
去
す
る
系
統
を
設
け
る
こ
と
。
本
系
統
の
安
全
機
能
は
、
他
の
関
連
系
統

の
機
能
と
調
和
し
て
、

い
か
な
る
冷
却
材
喪
失
事
故
後
の
格
納
容
器
圧
力
お
よ
び
温
度
も
急
速
に
降

下
さ
せ
、
か
つ
そ
れ
ら
を
容
認
で
き
る
低
い
レ
ベ
ル

に
維
持
す
る
こ
と
で
あ
る
。
所
内
電
源
運
転

(外
部
電
源
喪
失
を
仮
定
)及

び
外
部
電
源
運
転

(所
内
電
源
喪
失
を
仮
定
)に

お
い
て

本
系
統
の
安
全
機
能
が
単
一
故
障
を
仮
定
し
て
も
果
た
さ
れ
る
こ
と
が
保
証

さ
れ
る
よ
う
に
、
機
器
お
よ
び
機
能
の
適
切
な
多
重

性
、
適
切
な
相
互
連
絡
、
漏
洩
検
知
、
隔
離
、
及
び
格
納
能
力
を
設
け
る
こ

と
。

 

  

指
針

32
.
 
原
子
炉

格
納
容
器
熱

除
去
系

 

 
1.
 
原
子
炉
格
納
容
器
熱
除
去
系
は
、
原
子
炉
格
納

容
器
設
計
用
の
想
定
事
象
に
対
し
、
そ
の
事
象
に
起
因
し
て
放
出
さ
れ
る

エ
ネ
ル
ギ
ー
に
よ
っ
て
生
じ
る
原
子
炉
格
納
容
器
内
の
圧
力
及
び
温
度
を
低
下
さ
せ
る
た
め
に
十
分
な
機
能
を
有
す
る
設
計
で

あ
る
 

こ
と
。
 

 
2.
 
原
子
炉
格
納
容
器
熱
除
去
系
は
、
そ
の
系
統
を

構
成
す
る
機
器
の
単
一
故
障
の
仮
定
に
加
え
、
外
部
電
源
が
利
用
で
き
な

い
場
合
に
お
い
て
も
、
そ
の
系
統
の
安
全
機
能
が
達
成
で
き
る
よ
う
に
、
多
重
性
又
は
多
様
性
及
び
独
立
性
を
備
え
、
か
つ
、
試

験
可
能
性
を
備
え
た
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

  

日
本

の
要

求
内

容
と

米
国

GD
C
の
要
求
内
容
は
同
等
 

ク
ラ

イ
テ
リ
オ
ン

39
 
格
納
容
器

熱
除
去
系
統

の
検
査

 

 
格
納
容
器
熱
除
去

系
統
は
、
系
統
の
健
全
性
お
よ
び
能
力
を
確
認
す
る
た

め
に
、
ト
ー
ラ
ス
、
サ
ン
プ
、
ス
プ
レ
イ
・
ノ
ズ
ル

お
よ
び
配
管
の
よ
う
に
重
要
な
機
器
の
適
切
な
定
期
検
査
が
で
き
る
よ
う
設

計
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

 

  ク
ラ

イ
テ
リ
オ
ン

40
 
格
納
容
器

熱
除
去
系
統

の
試
験

 

 
格
納
容
器
熱
除
去

系
は
、
次
の
こ
と
が
保
証
さ
れ
る
よ
う
に
、
適
切
な
定
期
的
圧
力
及
び
機
能
試
験
が
で
き
る
よ
う
に
設
計
し

な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

 

(1
)
 
機
器
の
構
造

的
お
よ
び
耐
漏
洩
性
の
健
全
性
 

(2
)
 
系
統
の
動
的

機
器
の
運
転
可
能
性
お
よ
び
性
能
 

(3
)
 
系
統
全
体
の

運
転
可
能
性
、
ま
た
実
用
上
設
計
に
近
い
条
件
下
で
、
保
護
系
の
適
切
な
部
分
の
運
転
、
通
常
お
よ
び
非
常

用
電
源
間
の
切
替
、
及
び
関
連
冷
却
水
系
の
運
転
を
含
む
運
転
状
態
に
系
統

を
も
っ
て
い
く
運
転
シ
ー
ケ
ン
ス
全
体
の
性
能

 

  ク
ラ

イ
テ
リ
オ
ン

41
 
格
納
容
器

雰
囲
気
の
浄

化
 

 
格
納
容
器
の
健
全

性
が
維
持
さ
れ
る
こ
と
を
保
証
す
る
た
め
に
、
他
の
関
連
系
統
の
機
能
と
調
和
し
て
想
定
事
故
後
環
境
に
放

出
さ
れ
る
核
分
裂
生
成
物
の
濃
度
と
品
質
を
減
尐
さ
せ
、
ま
た
想
定
事
故
後
格
納
容
器
雰
囲
気
中
に
放
出
さ
れ
る
水
素
、
酸
素
お

よ
び
他
の
物
質
の
濃
度
を
制
御
す
る
上
で
必
要
な
場
合
、
原
子
炉
格
納
容
器
内
に
放
出
さ

れ
る
核
分
裂
生
成
物
、
水
素
、
酸
素
及

び
他
の
物
質
を
制
御
す
る
た
め
の
系
統
を
設
け
る
こ
と
。

 

 
各
々
の
系
統
は
、
所
内
電
源
運
転
(外

部
電
源
喪
失
を
仮
定
)及

び
外
部
電
源
運
転

(所
内
電
源
喪
失
を
仮
定
)に

お
い
て
本
系
統

の
安
全
機
能
が
単
一
故
障
を
仮
定
し
て
も
果
た
さ
れ
得
る
よ
う
に
、
機
器
お

よ
び
機
能
の
適
切
な
多
重
性
、
適
切
な
相
互
連
絡
、

漏
洩
検
知
、
隔
離
、
及
び
格
納
能
力
を
有
す
る
こ
と
。

 

  

指
針

33
.
 
格
納
施

設
雰
囲
気
を

制
御
す
る
系

統
 

 
1.
 
格
納
施
設
雰
囲
気
浄
化
系
は
、
原
子
炉
格
納
容

器
設
計
用
の
想
定
事
象
に
対
し
、
そ
の
事
象
に
起
因
し
て
環
境
に
放
出
さ

れ
る
放
射
性
物
質
の
濃
度
を
減
尐
さ
せ
る
機
能
を
有
す
る
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

 
2.
 
可
燃
性
ガ
ス
濃
度
制
御
系
は
、
格
納
施
設
の

健
全
性
を
維
持
す
る
た
め
、
原
子
炉
格
納
容
器
設
計

用
の
想
定
事
象
に
対
し
、

そ
の
事
象
に
起
因
し
て
原
子
炉
格
納
容
器
内
に
存
在
す
る
水
素
又
は
酸
素
の
濃
度
を
抑
制
す
る
こ
と
が
で
き
る
機
能
を
有
す
る

設
計
で
あ
る
こ
と
。
 

 
3.
 
格
納
施
設
雰
囲
気
を
制
御
す
る
系
統
は
、
そ
の

系
統
を
構
成
す
る
機
器
の
単
一
故
障
の
仮
定
に
加
え
、
外
部
電
源
が
利
用

で
き
な
い
場
合
に
お
い
て
も
、
そ
の
系
統
の

安
全
機
能

が
達
成
で
き
る
よ
う
に
、
多
重
性
又
は
多
様
性
及
び
独
立
性
を
備
え
、
か

つ
、
試
験
可
能
性
を
備
え
た
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

 

日
本

の
要

求
内

容
と

米
国

GD
C
の
要
求
内
容
は
同
等
 

ク
ラ

イ
テ
リ
オ
ン

42
 
格
納
容
器

雰
囲
気
浄
化

系
の
検
査

 

 
格
納
容
器
雰
囲
気

浄
化
系
は
、
本
系
統
の
健
全
性
お
よ
び
能
力
を
保
証
す

る
た
め
、
フ
ィ
ル
タ
枠
、
ダ
ク
ト
、
お
よ
び
配
管
の

よ
う
に
重
要
な
機
器
に
つ
い
て
適
切
な
定
期
的
検
査
が
で
き
る
よ
う
に
設
計

し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

 

  ク
ラ

イ
テ
リ
オ
ン

43
 
格
納
容
器

雰
囲
気
浄
化

系
の
試
験

 

 
格
納
容
器
雰
囲
気

浄
化
系
は
、
次
の
こ
と
を
保
証
す
る
た
め
に
、
適
切
な
定
期
的
圧
力
及
び
機
能
試
験
が
で
き
る
よ
う
設
計
し

な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

 

(1
)
 
機
器
の
構
造

的
お
よ
び
耐
漏
洩
性
の
健
全
性
 

(2
)
 
フ
ァ
ン
、
フ

ィ
ル
タ
、
ダ
ン
パ
、
ポ
ン
プ
お
よ
び
弁
の
よ
う
な
系
統
の
動
的
機
器
の
運
転
可
能
性
お
よ
び
性
能

 

(3
)
 
系
全
体
の
運

転
可
能
性
、
ま
た
実
用
上
設
計
に
近
い
条
件
下
で
、
保
護
系
の
関
連
部
分
の
運
転
、
通
常
お
よ
び
非
常
用
電

源
間
の
切
替
、
お
よ
び
関
連
系
の
運
転
を
含
む
運
転
状
態
に
系
統
を
も
っ
て

い
く
運
転
シ
ー
ケ
ン
ス
全
体
の
性
能

 

  
 

 



  

表
3
.4

: 
日
本
及
び
米
国
の
軽
水
炉
に
関
す
る
安
全
設
計
要
求
の
比
較
（

8
/1

1
）
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米
国

 
日
本

 

比
較
結
果

 
一
般

設
計
指
針
（

GD
C*
の
仮
訳
）

  
*
 1
0 

CF
R 
a
pp
en
d
ix
 A
 
to
 P
a
rt
 5
0
 
-G
en

ra
l 
D
es
i
gn
 C
r
it
er
i
a 
fo
r
 N
uc
l
ea
r 
P
ow
er
 
Pl
an
ts

 

発
電

用
軽
水
型
原

子
炉
施
設
に

関
す
る
安
全

設
計
審
査
指

針
 

（
原

子
力
安
全
委

員
会
決
定
、

平
成

13
年

3
月

29
日
 

一
部
改
訂
）

 

IV
 
冷
却
系
 

 
 

ク
ラ

イ
テ
リ
オ
ン

44
 
冷
却
水
 

 
安
全
上
重
要
な
構

築
物
、
系
統
お
よ
び
機
器
か
ら
最
終
的
な
熱
の
逃
し
場
へ
熱
を
輸
送
す
る
系
統
を
設
け
る
こ
と
。
本
系
統
の

安
全
機
能
は
、
通
常

運
転
お
よ
び
事
故
時
に
、
こ
れ
ら
の
構
築
物
、
系
統
及
び
機
器
に
つ
い
て
重
ね
合
わ
せ
ら
れ
た
熱
負
荷
を
輸

送
す
る
も
の
で
あ
る
こ
と
。

 

 
所
内
電
源
運
転
(
外
部
電
源
喪
失
を
仮
定
)及

び
外
部
電
源
運
転
(所

内
電
源
喪
失
を
仮
定

)に
お
い
て
本
系
統
の
安
全
機
能
が

単
一
故
障
を
仮
定
し
て
も
果
た
さ
れ
得
る
よ
う
に
、
機
器
お
よ
び
機
能
の
適
切
な
多
重
性
、
適
切
な
相
互
連
絡
、
漏
洩
検
知
、
及

び
隔
離
能
力
を
有
す
る
も
の
で
あ
る
こ
と
。

 

指
針

26
.
 
最
終
的

な
熱
の
逃
が

し
場
へ
熱
を

輸
送
す

る
系
統

 

 
1.
 
最
終
的
な
熱
の
逃
が
し
場
へ
熱
を
輸
送
す
る
系
統
は
、
重
要
度
の
特
に
高
い
安
全
機
能
を
有
す
る
構
築
物
、
系
統
及
び
機

器
に
お
い
て
発
生
又
は
蓄
積
さ
れ
た
熱
を
最
終
的
な
熱
の
逃
が
し
場
に
輸
送
で
き
る
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

 
2.
 
最
終
的
な
熱
の
逃
が
し
場
へ
熱
を
輸
送
す
る
系
統
は
、
そ
の
系
統
を
構
成
す
る
機
器
の
単
一
故
障
の
仮
定
に
加
え
、
外
部

電
源
が
利
用
で
き
な
い
場
合
に
お
い
て
も
、
そ
の
系
統

の
安
全
機
能
が
達
成
で
き
る
よ
う
に
、
多
重
性
又
は
多
様
性
及
び
独
立
性

を
適
切
に
備
え
、
か
つ
、
試
験
可
能
性
を
備
え
た
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

 

日
本

の
要

求
内

容
と

米
国

GD
C
の
要
求
内
容
は
同
等
 

ク
ラ

イ
テ
リ
オ
ン

45
 
冷
却
水
系

の
検
査

 

 
冷
却
水
系
は
、
系

の
健
全
性
お
よ
び
能
力
を
確
認
す
る
た
め
、
熱
交
換
器
や
配
管
の
よ
う
な
重
要
な
機
器
の
適
切
な
定
期
的
検

査
が
で
き
る
よ
う
設
計
さ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

 

ク
ラ

イ
テ
リ
オ
ン

46
 
冷
却
水
系

の
試
験

 

 
冷
却
水
系
は
、
次

の
こ
と
を
保
証
す
る
た
め
、
適
切

な
定
期
圧
力
及
び
機
能

試
験
が
で
き
る
よ
う
設
計
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
 

(1
) 

機
器
の
構
造
的

及
び
耐
漏
洩
性
の
健
全
性
 

(2
) 

系
統
の
動
的
機

器
の
運
転
可
能
性
お
よ
び
性
能
 

(3
) 

系
統
全
体
の
運

転
可
能
性
、
ま
た
実
用
上
設
計
に
近
い
条
件
下
で
、
原
子
炉
停
止
時
及
び
冷
却
材
喪
失
事
故
時
に
、
保
護
系

の
関
連
部
分
の
運
転
、
通
常
お
よ
び
非
常
用
電
源
間
の
切
替
を
含
む
運
転
状

態
に
系
統
を
も
っ
て
い
く
運
転
シ
ー
ケ
ン
ス
全
体
の

性
能

 

（
GD
C
に
は
全
交
流
電
源
喪
失
に
関
す
る
記
載
は
な
い
が
、
10
 C
FR
 P
ar
t 
50
.6
3
（
全
交
流
電
源
の
喪
失
）
に
要
求
が
規
定
さ
れ

て
い
る
。）

 

指
針

27
.
 
電
源
喪

失
に
対
す
る

設
計
上
の
考

慮
 

 
原
子
炉
施
設
は
、
短
時
間
の
全
交
流
動
力
電
源
喪
失
に
対
し
て
、
原
子
炉
を
安
全
に
停
止
し
、
か
つ
、
停
止
後
の
冷
却
を
確
保

で
き
る
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

 

GD
C
に
は
記
載
は
な
い
が
、

日
本

の
要

求
内

容
と

米
国

の
要
求
内
容
は
同
等
 

V 
原

子
炉
格
納
容

器
 

 
 

ク
ラ

イ
テ
リ
オ
ン

50
 
格
納
容
器

の
設
計
基
準

 

 
出
入
口
、
貫
通
部

お
よ
び
格
納
容
器
熱
除
去
系
を

含
む
原
子
炉
格
納
容
器
構
造
物
は
、
格
納
容
器
構
造

物
と
そ
の
内
部
隔
壁
が
、

い
か
な
る
冷
却
材
喪
失
事
故
に
お
い
て
も
計
算
さ
れ
た
圧
力
お
よ
び
温
度
の

条
件
に
設
計
漏
洩
率
を
超
え
る
こ
と
な
く
、
か
つ
十

分
な
余
裕
を
も
っ
て
、
対
処
し
得
る
よ
う
に
設
計
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

こ
の
余
裕
に
は
次
の
事
項
を
考
慮
す
る
こ
と
。

 

(1
)
 
§
50
.4
4 
で

定
め
ら
れ
た
、
緊
急
炉
心
冷
却
機
能
全
体
の
故
障
で
は
な
く
务
化
に
起
因
す
る
金
属
－
水
反
応
お
よ
び
そ
の

他
の
化
学
反
応
か
ら
生
じ
る
エ
ネ
ル
ギ
ー
及
び
蒸
気
発
生
器
内
の
エ
ネ
ル
ギ

ー
等
、
ピ
ー
ク
状
態
の
決
定
に
含
ま
れ
て
い
な
か
っ

た
潜
在
的
エ
ネ
ル
ギ
ー
源
の
影
響
。

 

(2
)
 
事
故
現
象
お

よ
び
格
納
容
器
の
応
答
を
確
定
す
る
の
に
利
用
で
き
る
経
験
お
よ
び
実
験
デ
ー
タ
が
限
ら
れ
て
い
る
こ
と

 

(3
)
 
計
算
モ
デ
ル

及
び
入
力
パ
ラ
メ
ー
タ
の
保
守
性
 

指
針

28
.
 
原
子
炉

格
納
容
器
の

機
能

 

 
1.
 
原
子
炉
格
納
容
器
は
、
原
子
炉
格
納
容
器
設
計
用
の
想
定
事
象
に
対
し
、
そ
の
事
象
に
起
因
す
る
荷
重

(圧
力
、
温
度
、

動
荷
重
)及

び
適
切
な
地

震
荷
重
に
耐
え
、
か
つ
、
適
切
に
作
動
す
る
隔
離
機
能
と
あ
い
ま
っ
て
所
定
の
漏
え
い
率
を
超
え
る
こ

と
が
な
い
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 
日

本
の

要
求

内
容

と
米

国

GD
C
の
要
求
内
容
は
同
等
 

ク
ラ

イ
テ
リ
オ
ン

51
 
格
納
容
器

圧
力
バ
ウ
ン

ダ
リ
の
破

壊
防
止

 

 
原
子
炉
格
納
容
器

バ
ウ
ン
ダ
リ
は
、
運
転
、
保
守
、
試
験
お
よ
び
想
定
事
故
状
態
下
で
次
の
事
項
を
保
証
す
る
た
め
に
、
十
分

な
余
裕
を
も
っ
て
設
計
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

 

(1
)
 
フ
ェ
ラ
イ
ト

系
材
料
が
非
脆
性
挙
動
を
示
す
こ
と
。
 

(2
)
 
急
速
な
伝
播

型
破
壊
の
可
能
性
を
最
小
限
に
す
る
こ
と
。
 

設
計
に
お
い
て
は
、
運
転
、
保
守
、
試
験
お
よ
び
想
定
事
故
状
態
に
お
け
る
格
納
容
器
バ
ウ
ン
ダ
リ
材
料
の
使
用
温
度
及
び
そ
の

他
の
条
件
、
お
よ
び
次
の
こ
と
を
決
定
す
る
際
の
不
確
実
性
を
考
慮
に
入
れ

な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

 

(1
)
 
材
料
特
性
 

(2
)
 
残
留
、
定
常

、
お
よ
び
過
渡
応
力
 

(3
)
 
き
ず
の
大
き

さ
 

指
針

29
.
 
原
子
炉

格
納
容
器
バ

ウ
ン
ダ
リ
の

破
壊
防

止
 

 
原
子
炉
格
納
容
器
バ
ウ
ン
ダ
リ
は
、
通
常
運
転
時
、
保
修
時
、
試
験
時
及
び
異
常
状
態
に
お
い
て
、
脆
性
的
挙
動
を
示
さ
ず
、

か
つ
、
急
速
な
伝
播
型
破
断
を
生
じ
な
い
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

日
本

の
要

求
内

容
と

米
国

GD
C
の
要
求
内
容
は
同
等
 

ク
ラ

イ
テ
リ
オ
ン

52
 
格
納
容
器

漏
洩
率
試
験

の
可
能
性

 

 
原
子
炉
格
納
容
器

お
よ
び
格
納
容
器
試
験
条
件
に
従
わ
な
く
て
は
な
ら
な
い
他
の
装
置
は
、
定
期
的
な
全
体
の
漏
洩
率
試
験
が

格
納
容
器
設
計
圧
力
で
実
施
さ
れ
得
る
よ
う
に
設
計
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い

。
 

指
針

28
.
 
原
子
炉

格
納
容
器
の

機
能

 

 
2.
 
原
子
炉
格
納
容
器
は
、
定
期
的
に
、
所
定
の
圧
力
に
よ
り
原
子
炉
格
納
容
器
全
体
の
漏
え
い
率
測
定
が
で
き
る
設
計
で
あ

る
こ
と
。
 

日
本

の
要

求
内

容
と

米
国

GD
C
の
要
求
内
容
は
同
等
 

ク
ラ

イ
テ
リ
オ
ン

53
 
格
納
容
器

の
試
験
お
よ

び
検
査

 

原
子
炉
格
納
容
器
は
、
次
の
事
項
が
可
能
と
な
る
よ
う
に
設
計
さ
れ
な
け
れ

ば
な
ら
な
い
。

 

(1
)
 
貫
通
部
の
よ

う
に
重
要
な
部
分
す
べ
て
の
適
切
な
定
期
的
検
査
 

(2
)
 
適
切
な
監
視

計
画
 

(3
)
 
弾
力
性
の
あ

る
シ
ー
ル
や
伸
縮
ベ
ロ
ー
を
持
つ
貫
通
部
の
耐
漏
洩
性
に
関
す
る
格
納
容
器
設
計
圧
力
で
の
定
期
的
試
験

 

  

指
針

28
.
 
原
子
炉

格
納
容
器
の

機
能

 

 
3.
 
原
子
炉
格
納
容
器
は
、
電
線
、
配
管
等
の
貫
通
部
及
び
出
入
口
の
重
要
な
部
分
の
漏
え
い
試
験
が
で
き
る
設
計
で
あ
る
こ

と
。
 

日
本

の
要

求
内

容
と

米
国

GD
C
の
要
求
内
容
は
同
等
 



  

表
3
.4

: 
日
本
及
び
米
国
の
軽
水
炉
に
関
す
る
安
全
設
計
要
求
の
比
較
（

9
/1

1
）
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米
国

 
日
本

 

比
較
結
果

 
一
般

設
計
指
針
（

GD
C*
の
仮
訳
）

  
*
 1
0 

CF
R 
a
pp
en
d
ix
 A
 
to
 P
a
rt
 5
0
 
-G
en

ra
l 
D
es
i
gn
 C
r
it
er
i
a 
fo
r
 N
uc
l
ea
r 
P
ow
er
 
Pl
an
ts

 

発
電

用
軽
水
型
原

子
炉
施
設
に

関
す
る
安
全

設
計
審
査
指

針
 

（
原

子
力
安
全
委

員
会
決
定
、

平
成

13
年

3
月

29
日
 

一
部
改
訂
）

 

V 
原

子
炉
格
納
容

器
 

 
 

ク
ラ

イ
テ
リ
オ
ン

54
 
格
納
容
器

を
貫
通
す
る

配
管
系

 

 
原
子
炉
一
次
格
納

施
設
を
貫
通
す
る
配
管
系
は
、
こ
れ
ら
の
配
管
系
を
隔
離
す
る
と
い
う
安
全
上
の
重
要
性
を
反
映
し
た
多
重

性
、
信
頼
性
な
ら
び
に
実
施
能
力
を
有
す
る
漏
洩
検
知
、
隔
離
能
力
、
及
び
格
納
能
力
を
備
え
る
も
の
で
あ
る
こ
と
。
こ
れ
ら
の

配
管
系
は
、
隔
離
弁
及
び
そ
の
関
連
装
置
の
運
転
可
能
性
を
定
期
的
に
試
験
し
、
か
つ
弁
の
漏
洩
が
許
容
限
界
内
に
あ
る
か
ど
う

か
を
判
断
で
き
る
能
力
を
有
す
る
よ
う
設
計
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

 

  

指
針

30
.
 
原
子
炉

格
納
容
器
の

隔
離
機
能

 

 
1.
 
原
子
炉
格
納
容
器
壁
を
貫
通
す
る
配
管
系
は
、
原
則
と
し
て
、
原
子
炉
格
納
容
器
隔
離

弁
を
設
け
た
設
計
で
あ
る
こ
と
。
 

 
2.
 
主
要
な
配
管
系
に
設
け
る
原
子
炉
格
納
容
器
隔
離
弁
は
、
事
故
時
に
隔
離
機
能
の
確
保
が
必
要
と
な
る
事
態
に
際
し
て
、

原
則
と
し
て
、
自
動
的
、
か
つ
、
確
実
に
閉
止
さ
れ
る
機
能
を
有
す
る
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

 指
針

31
.
 
原
子
炉

格
納
容
器
隔

離
弁

 

 
1.
 
原
子
炉
格
納
容
器
隔
離
弁
は
、
実
用
上
可
能
な
限
り
原
子
炉
格
納
容
器
に
接
近
し
て
設
け
た
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

 
2.
 
原
子
炉
格
納
容
器
隔
離
弁
の
設
置
は
、
次
の
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

 
 
(1
) 

原
子
炉
格
納
容
器
の
内
側
に
お
い
て
開
口
し
て
い
る
か
又
は
原
子
炉
冷
却
材
圧
力
バ
ウ
ン
ダ
リ
に
連
絡
し
て
い
る
配

管
系
の
う
ち
、
原
子
炉
格
納
容
器
の
外
側
で
閉
じ
て
い
な
い
配
管
系
に
つ
い
て
は
、
原
則
と
し
て
原
子
炉
格
納
容
器
の
内
側
に

1 

個
及
び
外
側
に

1 
個
と
す
る
こ
と
。

 

 
 
(2
) 

前
号

1 
の
配
管
系
以
外
の
配
管
系
の
う
ち
、
原
子
炉
格
納
容
器
の
内
側
又
は
外
側
に
お
い
て
閉
じ
て
い
る
配
管
系
に

つ
い
て
は
、
原
則
と
し
て
原
子
炉
格
納
容
器
の
外
側
に

1 
個
と
す
る
こ
と
。
 

 
 
(3
) 

原
子
炉
格
納
容
器
隔
離
弁
は
、
閉
止
後
駆
動
動
力
源
の
喪
失
に
よ
っ
て
も
隔
離
機
能
が
喪
失
す
る
こ
と
が
な
い
こ
と
。
 

 
 
(4
) 

原
子
炉
格
納
容
器
隔
離
弁
は
、
定
期
的
な
動
作
試
験
が
可
能
で
あ
り
、
か
つ
、
重
要
な
弁
に
つ
い
て
は
、
漏
え
い
試

験
が
で
き
る
こ
と
。
"
 

 

日
本

の
要

求
内

容
と

米
国

GD
C
の
要
求
内
容
は
同
等
 

ク
ラ

イ
テ
リ
オ
ン

55
 
格
納
容
器

を
貫
通
す
る

原
子
炉
冷

却
材
圧
力
バ

ウ
ン
ダ
リ

 

 
原
子
炉
冷
却
材
圧

力
バ
ウ
ン
ダ
リ
を
構
成
し
、
か
つ
原
子
炉
一
次
格
納
容
器
を
貫
通
す
る
各
配
管
は
、
他
の
何
ら
か
の
確
定
し

た
根
拠
に
基
づ
い
て
計
装
配
管
等
の
特
定
の
配
管
ク
ラ
ス
に
対
す
る
格
納
容

器
隔
離
設
備
が
容
認
で
き
る
こ
と
が
実
証
さ
れ
な

い
限
り
、
次
の
よ
う
な
格
納
容
器
隔
離
弁
を
備
え
る
こ
と
。

 

(1
)
 
格
納
容
器
の

内
側
に
閉
ロ
ッ
ク
隔
離
弁

1 
つ
、
お
よ
び
外
側
に
閉
ロ
ッ
ク
隔
離
弁

1
つ
。
 

(2
)
 
格
納
容
器
の

内
側
に
自
動
隔
離
弁

1 
つ
、
お
よ
び
外
側
に
閉
ロ
ッ
ク
隔
離
弁

1 
つ
。
 

(3
)
 
格
納
容
器
の

内
側
に
閉
ロ
ッ
ク
隔
離
弁

1 
つ
、
お
よ
び
外
側
に
自
動
隔
離
弁

1 
つ
。
簡
単
な
逆
止
弁
は
、
格
納
容
器
外
側

の
自
動
隔
離
弁
と
し
て
使
用
し
て
は
な
ら
な
い
。

 

(4
)
 
格
納
容
器
の

内
側
に
自
動
隔
離
弁

1 
つ
、
お
よ
び
外
側
に
自
動
隔
離
弁

1 
つ
。
簡
単
な
逆
止
弁
は
、
格
納
容
器
外
側
の
自

動
隔
離
弁
と
し
て
使
用
し
て
は
な
ら
な
い
。

 

 
格
納
容
器
外
側
の

隔
離
弁
は
、
実
用
上
可
能
な
限
り
格
納
容
器
に
接
近
し
て
設
置
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
ま
た
作
動
源
喪
失

の
場
合
、

自
動
隔
離

弁
は
、
よ
り
大
き
な
安
全
性
を
与
え
る
状
態
に
な
る
よ
う
に
設
計
す
る
こ
と
。

 

 
こ
れ
ら
の
配
管
又

は
そ
れ
に
連
結
し
た
配
管
の
偶
発
的
破
断
の
可
能
性
あ
る
い
は
影
響
を
最
小
限
に
す
る
た
め
の
他
の
適
切

な
要
件
を
、
十
分
な
安
全
性
を
保
証
す
る
た
め
に
必
要
に
応
じ
て
規
定
す
る
こ
と
。
例
え
ば
、
設
計
、
製
造
、
お
よ
び
試
験
に
よ

り
高
い
品
質
を
適
用
、
供
用
期
間
中
検
査
、
よ
り
苛
酷
な
自
然
現
象
に
対
す
る
防
護
、
隔
離
弁
及
び
格
納
施
設
の
追
加
等
の
こ
れ

ら
の
要
件
の
妥
当
性
を
判
断
す
る
際
に
は
、
サ
イ
ト
周
辺
の
人
口
密
度
、
利
用
特
性
、
お
よ
び
物
理
的
特
性
を
考
慮
に
入
れ
な
け

れ
ば
な
ら
な
い
。

 

  ク
ラ

イ
テ
リ
オ
ン

56
 
一
次
格
納

容
器
の
隔
離

 

 
格
納
容
器
雰
囲
気

に
直
接
に
連
結
し
、
一
次
格
納
容
器
を
貫
通
し
て
い
る
各
配
管
は
、
計
装
配
管
等
の
特
定
の
配
管
ク
ラ
ス
に

対
す
る
格
納
容
器
隔
離
設
備
が
他
の
何
ら
か
の
確
定
し
た
根
拠
に
基
づ
き
容

認
で
き
る
こ
と
が
実
証
さ
れ
な
い
限
り
、
次
の
よ
う

に
格
納
容
器
隔
離
弁
を
備
え
な
く
て
は
な
ら
な
い
。

 

(1
)
 
格
納
容
器
の

内
側
に
閉
ロ
ッ
ク
隔
離
弁

1
つ
、
お
よ
び
外
側
に
閉
ロ
ッ
ク
隔
離
弁

1
つ
。
 

(2
)
 
格
納
容
器
の

内
側
に
自
動
隔
離
弁

1
つ
、
お
よ
び
外
側
に
閉
ロ
ッ
ク
隔
離
弁

1
つ
。
 

(3
)
 
格
納
容
器
の

内
側
に
閉
ロ
ッ
ク
隔
離
弁

1
つ
、
お
よ
び
外
側
に
自
動
隔
離
弁

1
つ
。
簡
単
な
逆
止
弁
は
格
納
容
器
の
外
側

の
自
動
隔
離
弁
と
し
て
使
用
し
て
は
な
ら
な
い
。

 

(4
) 

格
納
容
器
の
内

側
に
自
動
隔
離
弁

1
つ
、
お
よ
び
外
側
に
自
動
隔
離
弁

1 
つ
。
簡
単
な
逆
止
弁
は
、
格
納
容
器
外
側
の
自
動

隔
離
弁
と
し
て
使
用
し
て
は
な
ら
な
い
。

 

 
格
納
容
器
外
側
の

隔
離
弁
は
、
実
用
上
可
能
な
限
り
格
納
容
器
に
接
近
し
て
設
置
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
ま
た
作
動
源
喪
失

の
場
合
、
自
動
隔
離
弁
は
、
よ
り
大
き
な
安
全
性
を
与
え
る
状
態
に
な
る
よ

う
に
設
計
す
る
こ
と
。

 

  ク
ラ

イ
テ
リ
オ
ン

57
 
閉
鎖
系
の

隔
離
弁

 

 
一
次
格
納
容
器
を

貫
通
し
て
い
る
が
、
原
子
炉
冷
却
材
圧
力
バ
ウ
ン
ダ
リ
を
構
成
す
る
も
の
で
は
な
く
、
か
つ
格
納
容
器
雰
囲

気
に
直
接
に
連
結
す
る
も
の
で
も
な
い
各
々
の
配
管
は
、
自
動
、
あ
る
い
は

閉
ロ
ッ
ク
の
、
あ
る
い
は
遠
隔
手
動
操
作
可
能
の
、

尐
な
く
と
も

1
つ
の
隔
離
弁
を
備
え
な
く
て
は
な
ら
な
い
。
こ
の
弁
は
、
格
納
容
器
の
外
側
に
あ
っ
て
実
用
上
可
能
な
限
り
格
納

容
器
に
接
近
し
て
設
置
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
簡
単
な
逆
止
弁
は
、
自
動

隔
離
弁
と
し
て
使
用
し
て
は
な
ら
な
い
。

 

   
 

 



  

表
3
.4

: 
日
本
及
び
米
国
の
軽
水
炉
に
関
す
る
安
全
設
計
要
求
の
比
較
（

1
0
/1

1
）
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米
国

 
日
本

 

比
較
結
果

 
一
般

設
計
指
針
（

GD
C*
の
仮
訳
）

  
*
 1
0 

CF
R 
a
pp
en
d
ix
 A
 
to
 P
a
rt
 5
0
 
-G
en

ra
l 
D
es
i
gn
 C
r
it
er
i
a 
fo
r
 N
uc
l
ea
r 
P
ow
er
 
Pl
an
ts

 

発
電

用
軽
水
型
原

子
炉
施
設
に

関
す
る
安
全

設
計
審
査
指

針
 

（
原

子
力
安
全
委

員
会
決
定
、

平
成

13
年

3
月

29
日
 

一
部
改
訂
）

 

VI
 
燃
料
お
よ

び
放
射
能
の

管
理

 
 

 

ク
ラ

イ
テ
リ
オ
ン

60
 
放
射
性
物

質
の
環
境
放

出
の
管
理

 

 
原
子
力
発
電
施
設

の
設
計
に
は
、
予
想
さ
れ
る
運
転
上
の
事
象
を
含
め
原
子
炉
の
通
常
運
転
時
に
生
じ
る
気
体
状
、
液
体
状
放

出
物
に
含
ま
れ
る
放
射
性
物
質
の
放
出
を
適
切
に
管
理
し
、
か
つ
放
射
性
固

体
廃
棄
物
を
取
扱
う
手
段
を
含
ま
な
け
れ
ば
な
ら
な

い
。
特
に
、
好
ま
し
く
な
い
敷
地
環
境
条
件
に
よ
っ
て
周
囲
へ
の
放
射
性
物

質
を
含
む
気
体
状
お
よ
び
液
体
状
放
出
物
の
放
出
に

対
し
通
常
に
は
な
い
運
転
制
限
が
設
け
ら
れ
る
と
予
想
さ
れ
る
場
合
に
は
、
こ
れ
ら
の
放
出
物
を
貯
留
す
る
た
め
に
十
分
な
ホ
ー

ル
ド
ア
ッ
プ
容
量
を
備
え
な
く
て
は
な
ら
な
い
。

 

指
針

52
.
 
放
射
性

気
体
廃
棄
物

の
処
理
施
設

 

 
原
子
炉
施
設
の
運
転
に
伴
い
発
生
す
る
放
射
性
気

体
廃
棄
物
の
処
理
施
設
は
、
適
切
な
ろ
過
、
貯
留
、
減
衰
、
管
理
等
に
よ
り
、

周
辺
環
境
に
対
し
て
、
放
出
放
射
性
物
質
の
濃
度
及
び
量
を
合
理
的
に
達
成
で
き
る
限
り
低
減
で
き
る
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

 指
針

53
.
 
放
射
性

液
体
廃
棄
物

の
処
理
施
設

 

 
3.
 
原
子
炉
施
設
の
運
転
に
伴
い
発
生
す
る
放
射
性
液
体
廃
棄
物
の
処
理
施
設
は
、
適
切
な
ろ
過
、
蒸
発
処
理
、
イ
オ
ン
交
換
、

貯
留
、
減
衰
、
管
理
等
に
よ
り
、
周
辺
環
境
に
対
し
て
、
放
出
放
射
性
物
質
の
濃
度
及
び
量
を
合
理
的
に
達
成
で
き
る
限
り
低
減

で
き
る
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

 
4.
 
放
射
性
液
体
廃
棄
物
の
処
理
施
設
及
び
こ
れ
に
関
連
す
る
施
設
は
、
こ
れ
ら
の
施
設
か
ら
の
液
体
状
の
放
射

性
物
質
の
漏

え
い
の
防
止
及
び
敷
地
外
へ
の
管
理
さ
れ
な
い
放
出
の
防
止
を
考
慮
し
た
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

 指
針

54
.
 
放
射
性

固
体
廃
棄
物

の
処
理
施
設

 

 
原
子
炉
施
設
か
ら
発
生
す
る
放
射
性
固
体
廃
棄
物
の
処
理
施
設
は
、
廃
棄
物
の
破
砕
、
圧
縮
、
焼
却
、
固
化
等
の
処
理
過
程
に

お
け
る
放
射
性
物
質
の
散
逸
等
の
防
止
を
考
慮
し
た
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

 指
針

55
.
 
固
体
廃

棄
物
貯
蔵
施

設
 

 
固
体
廃
棄
物
貯
蔵
施
設
は
、
原
子
炉
施
設
か
ら
発
生
す
る
放
射
性
固
体
廃
棄
物
を
貯
蔵
す
る
容
量
が
十
分
で
あ
る
と
と
も
に
、

廃
棄
物
に
よ
る
汚
染
の
拡
大
防
止
を
考
慮
し
た
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

  

日
本

の
要

求
内

容
と

米
国

GD
C
の
要
求
内
容
は
同
等
 

ク
ラ

イ
テ
リ
オ
ン

61
 
燃
料
の
貯

蔵
と
取
扱
い

お
よ
び
放

射
能
管
理

 

 
燃
料
貯
蔵
及
び
取

扱
、
放
射
性
廃
棄
物
、
お
よ
び
そ
の
他
の
放
射
能
を
含
む
系
統
は
、
通
常
お
よ
び
想
定
事
故
状
態
下
で
適
切

な
安
全
性
を
保
証
で
き
る
よ
う
に
設
計
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
こ
れ
ら
の
系
統
は
、
次
の
よ
う
に
設
計
し

な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
 

(1
)
 
安
全
上
重
要

な
機
器
の
適
切
な
定
期
的
検
査
及
び
試
験
を
可
能
と
す
る
能
力
を
有
す
る
。

 

(2
)
 
放
射
線
防
護

の
た
め
の
適
切
な
遮
蔽
を
有
す
る
。
 

(3
)
 
適
切
な
格
納

、
閉
じ
込
め
、
お
よ
び
フ
ィ
ル
タ
系
統
を
有
す
る
こ
と
。
 

(4
)
 
崩
壊
熱
お
よ

び
他
の
残
留
熱
の
除
去
に
関
す
る
安
全
上
の
重
要
度
に
応
じ
た
信
頼
性
及
び
試
験
可
能
性
を
も
っ
た
残
留
熱

除
去
能
力
を
有
す
る
。

 

(5
)
 
事
故
状
況
下

で
燃
料
貯
蔵
系
冷
却
材
保
有
量
の
著
し
い
減
尐
を
防
ぐ
。
 

  

指
針

49
.
 
燃
料
の

貯
蔵
設
備
及

び
取
扱
設
備

 

 
1.
 
新
燃
料
及
び
使
用
済
燃
料
の
貯
蔵
設
備
及
び
取
扱
設
備
は
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
事
項
を
満
足
す
る
設
計
で
あ
る
こ
と
。
 

 
 
(1
) 

安
全
機
能
を
有
す
る
構
築
物
、
系
統
及
び
機
器
は
、
適
切
な
定
期
的
試
験
及
び
検
査
が
で
き
る
こ
と
。

 

 
 
(2
) 

貯
蔵
設
備
は
、
適
切
な
格
納
系
及
び
空
気
浄
化
系
を
有
す
る
こ
と
。

 

 
 
(3
) 

貯
蔵
設
備
は
、
適
切
な
貯
蔵
能
力
を
有
す
る
こ
と
。

 

 
 
(4
) 

取
扱
設
備
は
、
移
送
操
作
中
の
燃
料
集
合
体
の
落
下
を
防
止
で
き
る
こ
と

 

 
2.
 
使
用
済
燃
料
の
貯
蔵
設
備
及
び
取
扱
設
備
は
、
前
項
の
各
号
に
掲
げ
る
事
項
の
ほ
か
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
事
項
を
満
足

す
る
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

 
 
(1
) 

放
射
線
防
護
の
た
め
の
適
切
な
遮
へ
い
を
有
す
る
こ
と
。

 

 
 
(2
) 

貯
蔵
設
備
は
、
崩
壊
熱
を
十
分
に
除
去
し
、
最
終
的
な
熱
の
逃
が
し
場
へ
輸
送
で
き
る
系
統
及
び
そ
の
浄
化
系
を
有

す
る
こ
と
。
 

 
 
(3
) 

貯
蔵
設
備
の
冷
却
水
保
有
量
が
著
し
く
減
尐
す
る
こ
と
を
防
止
し
、
適
切
な
漏
え
い
検
知
を
行
う
こ
と
が
で
き

る
こ

と
。
 

 
 
(4
) 

貯
蔵
設
備
は
、
燃
料
集
合
体
の
取
扱
い
中
に
想
定
さ
れ
る
落
下
時
に
お
い
て
も
、
そ
の
安
全
機
能
が
損
な
わ
れ
る
お

そ
れ
が
な
い
こ
と
。
 

 指
針

50
.
 
燃
料
の

臨
界
防
止

 

 
燃
料
の
貯
蔵
設
備
及
び
取
扱
設
備
は
、
幾
何
学
的
な

安
全
配
置
又
は
そ
の
他
の
適
切
な
手
段
に
よ
り
、
想
定
さ
れ
る
い
か
な
る

場
合
で
も
、
臨
界
を
防
止
で
き
る
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

 指
針

51
.
 
燃
料
取

扱
場
所
の
モ

ニ
タ
リ
ン
グ

 

 
燃
料
取
扱
場
所
は
、
崩
壊
熱
の
除
去
能
力
の
喪
失
に

至
る
状
態
及
び
過
度
の
放
射
線
レ
ベ
ル
を
検
出
で
き
る
と
と
も
に
、
こ
れ

を
適
切
に
従
事
者
に
伝
え
る
か
、
又
は
こ
れ
に
対
し
て
自
動
的
に
対
処
で
き
る
設
計
で
あ
る
こ

と
。

" 

  

日
本

の
要

求
内

容
と

米
国

GD
C
の
要
求
内
容
は
同
等
 

ク
ラ

イ
テ
リ
オ
ン

62
 
燃
料
の
貯

蔵
お
よ
び
取

扱
に
お
け

る
臨
界
の
防

止
 

 
燃
料
の
貯
蔵
お
よ

び
取
扱
系
に
お
け
る
臨
界
は
、
望
ま
し
く
は
幾
何
学
的
安
全
配
置
又
は
物
理
的
な
系
統
あ
る
い
は
プ
ロ
セ
ス

に
よ
っ
て
防
止
す
る
こ
と
。

 

  ク
ラ

イ
テ
リ
オ
ン

63
 
燃
料
お
よ

び
廃
棄
物
貯

蔵
系
の
モ

ニ
タ
リ
ン
グ

 

 
燃
料
貯
蔵
お
よ
び

放
射
性
廃
棄
物
系
並
び
に
関
連
の
取
扱
い
区
域
で
は
、
次
の
目
的
の
た
め
に
適
切
な
系
統
を
設
け
な
け
れ
ば

な
ら
な
い
。

 

(1
)
 
残
留
熱
除
去

能
力
の
喪
失
お
よ
び
過
剰
放
射
線
レ
ベ
ル
の
起
因
と
な
る
状
態
の
検
知

 

(2
)
 
適
切
な
安
全

動
作
の
開
始
 

   
 

 



  

表
3
.4

: 
日
本
及
び
米
国
の
軽
水
炉
に
関
す
る
安
全
設
計
要
求
の
比
較
（

11
/1

1
）
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米
国

 
日
本

 

比
較
結
果

 
一
般

設
計
指
針
（

GD
C*
の
仮
訳
）

  
*
 1
0 

CF
R 
a
pp
en
d
ix
 A
 
to
 P
a
rt
 5
0
 
-G
en

ra
l 
D
es
i
gn
 C
r
it
er
i
a 
fo
r
 N
uc
l
ea
r 
P
ow
er
 
Pl
an
ts

 

発
電

用
軽
水
型
原

子
炉
施
設
に

関
す
る
安
全

設
計
審
査
指

針
 

（
原

子
力
安
全
委

員
会
決
定
、

平
成

13
年

3
月

29
日
 

一
部
改
訂
）

 

VI
 
燃
料
お
よ

び
放
射
能
の

管
理

 
 

 

ク
ラ

イ
テ
リ
オ
ン

64
 
放
射
能
放

出
の
モ
ニ
タ

リ
ン
グ

 

 
予
想
さ
れ
る
運
転

上
の
事
象
を
含
む
通
常
運
転
時
お
よ
び
仮
想
事
故
時
に
放
出
さ
れ
る
お
そ
れ
の
あ
る
放
射
能
に
関
し
、
原
子

炉
格
納
容
器
雰
囲
気
、
冷
却
材
喪
失
事
故
時
の
冷
却
水
再
循
環
用
機
器
を
格
納
す
る
空
間
、
放
出
物
の
放
出
パ
ス
、
お
よ
び
発
電

所
周
辺
の
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
を
行
う
た
め
の
手
段
を
設
け
な
け
れ
ば
な
ら
な
い

。
 

指
針

59
.
 
放
射
線

監
視

 

 
原
子
炉
施
設
は
、
通
常
運
転
時
及
び
異
常
状
態
に
お

い
て
、
尐
な
く
と
も
原
子
炉
格
納
容
器
内
雰
囲
気
、
原
子
炉
施
設
の
周
辺

監
視
区
域
周
辺
及
び
放
射
性
物
質
の
放
出
経
路
を
適
切
に
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
で
き
る
と
と
も
に
、
必
要
な
情
報
を
制
御
室
又
は
適
当

な
場
所
に
表
示
で
き
る
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

  

日
本

の
要

求
内

容
と

米
国

GD
C
の
要
求
内
容
は
同
等
 

GD
C
に
は
記
載
な
し
 

（
SR
P
の

12
.5
 O
PE
RA
TI
ON
AL
 R
AD
IA
TI
ON
 P
RO
TE
CT
IO
N 
PR
OG
RA
M
に
放
射
線
防
護
に
関
す
る
要
件
が

記
載
さ
れ
て
い
る
。）

 

 

指
針

56
．
周
辺
の
放

射
線
防
護

 

原
子
炉
施
設
は
、
通
常
運
転
時
に
お
い
て
原
子
炉
施
設
か
ら
の
直
接
ガ
ン
マ
線
及
び
ス
カ
イ
シ
ャ
イ
ン
ガ
ン
マ
線
に
よ
る
敷
地

周
辺
の
空
間
線
量
率
を
合
理
的
に
達
成
で
き
る
限
り
低
減
で
き
る
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

 指
針

57
．
放
射
線
業

務
従
事
者
の

放
射
線
防
護

 

 
1．

原
子
炉
施
設
は
、
放
射
線
業
務
従
事
者
の
立
入
場
所
に
お
け
る
線
量
を
合
理
的
に
達
成
で
き
る
限
り
低
減
で
き
る
よ
う
に
、

放
射
線
業
務
従
事
者
の
作
業
性
等
を
考
慮
し
て
、
遮
へ

い
、
機
器
の
配
置
、
遠
隔
操
作
、
放
射
性
物
質
の
漏
え
い
防
止
、
換
気
等
、

所
要
の
放
射
線
防
護
上
の
措
置
を
講
じ
た
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

 
2．

原
子
炉
施
設
は
、
異
常
状
態
に
お
い
て
放
射
線
業
務
従
事
者
が
必

要
な
操
作
を
行
う
こ
と
が
で
き
る
よ
う
に
、
放
射
線
防

護
上
の
措
置
を
講
じ
た
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

 指
針

58
．
放
射
線
業

務
従
事
者
の

放
射
線
管
理

 

原
子
炉
施
設
は
、
放
射
線
業
務
従
事
者
を
放
射
線
か

ら
防
護
す
る
た
め
に
、
放
射
線
被
ば
く
を
十
分
に
監
視
及
び
管
理
す
る
た

め
の
放
射
線
管
理
施
設
を
設
け
た
設
計
で
あ
る
こ
と
。
ま
た
、
放
射
線
管
理
施
設
は
、
必
要
な
情
報
を
制
御
室
又
は
適
当
な
場
所

に
表
示
で
き
る
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

  

GD
C
に
は
指
針

56
.～

58
.

に
該

当
す

る
記

載
が

な
い

が
、

日
本

の
要

求
内

容
と

米
国
の
要
求
内
容
は
同
等
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表 3.5: 日本及び米国の高速炉に関する安全設計要求の比較（1/8） 

 
日本 米国 

比較結果 

発電用軽水型原子炉施設に関

する安全設計審査指針 

（原子力安全委員会決定、平

成 13年 3月 29日 一部改訂） 

液体金属冷却型高速増殖炉施

設の安全設計方針 

（「もんじゅ」原子炉設置許可

申請書 添付書類八 平成 18

年 10 月、平成 19 年 5 月一部補

正） 

高速増殖炉の安全設計方針 

（原子力安全研究協会が電力実

証炉用に作成、 

平成 8 年度とりまとめ） 

一般安全設計指針* 
* 10 CFR appendix A to Part 50 

-Genral Design Criteria for Nuclear 

Power Plants 

CRBRP に関するクライテリア* 

（NRC スタッフが認めた分類） 
* SER of the CRBRP (NUREG-0968) 

PRISM に関するクライテリア* 

（NRC スタッフによる提案） 
* PSER for the PRISM (NUREG-1368) 

ABTR に関するクライテリア* 

（ANL による既存指針のレビュー） 
* PSE of the ABTR (ANL-AFCI-172) 

原子炉施設全般 
指針 1. 準拠規格及び基準 方針 1. 準拠規格及び基準 記載なし （準拠規格および基準など

軽水炉と同一のため） 

GDC 1 品質基準および記録 GDC 1 を適用（Principal Design Criteria(PDC) 1) GDC 1 を適用 GDC 1 を適用可能 （GDC、ANSI/ANS-54.1-1989、

DOE-5480.30 の趣旨は一致） 日米の要求内容は同等 

指針 2. 自然現象に対する設計上

の考慮 

方針 2. 自然現象に対する設計上

の考慮 

記載なし （準拠規格および基準など

軽水炉と同一のため） 

GDC 2 自然現象に対する防護のための設計

基準 

GDC 2 を適用(PDC 2) GDC 2 を適用 GDC 2 を適用可能 （GDC、ANSI/ANS-54.1-1989、

DOE-5480.30 の趣旨は一致） 日米の要求内容は同等 

指針 3. 外部人為事象に対する設

計上の考慮 

方針 3. 人為事象に対する設計上

の考慮 

記載なし （準拠規格および基準など

軽水炉と同一のため） 

GDC 4 環境条件及び飛来物に対する設計基

準 

GDC 4 を適用(PDC 5) GDC 4 を適用 GDC 4 を適用可能 

日米の要求内容は同等 

指針 4. 内部発生飛来物に対する

設計上の考慮 

方針 6. 飛来物等に対する設計上

の考慮 

記載なし （準拠規格および基準など

軽水炉と同一のため） 

GDC 4 環境条件及び飛来物に対する設計基

準 

GDC 4 を適用(PDC 5) GDC 4 を修正 

・ 最後の文（配管破断の可能性が極めて小さいことを

実証できれば、配管破断に伴う動的影響は設計基準か

ら排除してもよい。）を削除。（NRC スタッフは、最後

の文の意図は LWR に対して LBB（破断前漏洩の検知）

を認めることであり、これを削除することは、より保

守的な想定をすること、つまりギロチン破断を想定で

あると解釈している。） 

GDC 4 の修正が必要 

・ 低圧系であることから、パイプホイップ（破断した

配管の反動）による影響を削除。 

（LBB に関する記述はそのまま残している。） 

日米の要求内容は同等 

指針 5. 火災に対する設計上の考

慮 

方針 7. 火災に対する設計上の考

慮 

記載なし （準拠規格および基準など

軽水炉と同一のため） 

GDC 3 火災に対する防護 GDC 3 を適用(PDC 3) GDC 3 を適用 GDC 3 を適用可能 （GDC、ANSI/ANS-54.1-1989、

DOE-5480.30 の趣旨は一致） 日米の要求内容は同等 

指針 6. 環境条件に対する設計上

の考慮 

 

方針 4. 環境条件に対する設計上

の考慮 

記載なし （準拠規格および基準など

軽水炉と同一のため） 

GDC 4 環境条件及び飛来物に対する設計基

準 

GDC 4 を修正（PDC 5) 

・ 環境条件の影響から「冷却材喪失事故」を削除し、

「ナトリウムと NaK,そのエアロゾル、燃焼生成物の効

果」を追加。 

GDC 4 を修正 

・ 環境条件の影響から「冷却材喪失事故」を削除し、

「ナトリウムとそのエアロゾル、燃焼生成物の効果」

を追加。 

GDC 4 の修正が必要 

・ ナトリウムのエアロゾルや燃焼生成物を、想定され

る環境条件の影響に含める。 

・ 設計基準事象（Generic design basis events）、す

なわち「異常な過渡変化」（Anticipated operational 

occurrences）を環境条件の影響に含める。 

日米の要求内容は同等 

指針 7. 共用に関する設計上の考

慮 

方針 8. 共用の禁止 記載なし （準拠規格および基準など

軽水炉と同一のため） 

GDC 5 構築物、系統および機器の共用 GDC 5 を適用(PDC 6) GDC 5 を適用 GDC 5 を適用可能 （GDC、ANSI/ANS-54.1-1989、

DOE-5480.30 の趣旨は一致） 日米の要求内容は同等 

指針 8. 運転員操作に対する設計

上の考慮 

方針 60. 運転員操作に対する設計

上の考慮 

記載なし （準拠規格および基準など

軽水炉と同一のため） 

（10 CFR Part 50.34 でヒューマンファクタ

に関する要求が規定されている。） 

記載なし 記載なし ・ DOE-5480.30（研究炉に対する DOE 要求）では、陽

に記載。 日米の要求内容は同等 

指針 9. 信頼性に関する設計上の

考慮 

方針 9. 系統の単一故障 

方針 59. 信頼性に関する設計上の

考慮 

信頼性に関する設計上の考慮 GDC 1 品質基準および記録 GDC 1 を適用（PDC 1) GDC 1 を適用 GDC 1 を適用可能 （GDC、ANSI/ANS-54.1-1989、

DOE-5480.30 の趣旨は一致。） 
日米の要求内容は同等 

指針10. 試験可能性に関する設計

上の考慮 

方針 11. 試験可能性に関する設計

上の考慮 

試験可能性に関する設計上の考慮 GDC 1 品質基準および記録 GDC 1 を適用（PDC 1) GDC 1 を適用 GDC 1 を適用可能 （GDC、ANSI/ANS-54.1-1989、

DOE-5480.30 の趣旨は一致。） 日米の要求内容は同等 

 

 

方針 5. ナトリウムに対する設計

上の考慮 

ナトリウムに対する設計上の考慮 記載なし PDC 4 ナトリウム（及び NaK）反応に対する防護 を

追加。 

・ナトリウム及び NaK の漏えいを考慮（漏えいによっ

て生じる火災、化学反応及び反応生成物）して、プラ

ントが設計・建設されることを意図して追加された。 

 

PDC 7 ナトリウム予熱系 を追加。 

・ナトリウムの凍結を防止し、ナトリウムエアロゾル

による流路閉塞を防止するために、追加された。 

可能性のある新指針： ナトリウム反応の防護 

・ この指針は、系統・構造・機器をナトリウム漏えい

により生じる影響が制限できるように設計することに

関連する。ANSI/ANS-54.8-1988（LMR プラントにおけ

る液体金属火災の防護）を参照する。（NUREG-0968 の

指針 4 と ANSI/ANS-54.1-1989 の指針 3.1.4と同様。） 

 

可能性のある新指針： ナトリウム予熱系 

・ この指針は、冷却材を液体に保ち、安全上重要な流

路のエアロゾルの凝縮による閉塞を防止することに関

連する。（NUREG-0968 の指針 7と ANSI/ANS-54.1-1989

の指針 3.1.7 と同様。） 

ANSI/ANS-54.1-1989 の指針 3.1.4（ナトリウムや NaK

の反応に対する防護）を参照する。 

日米の要求内容は同等 

 

 

「付加的限界事象」に対する設計上の

考慮 

・ 「付加的限界事象」時の影響を緩和

するために原子炉施設は、適切な頑健

性（裕度）を有した設計であること。 

記載なし 記載なし 記載なし 記載なし 

米国が、将来的に「Bounding Event」

の影響の緩和を設計上の考慮に入れ

るかどうかは不明。 

 

 

 

 

非安全系の構造・機器系統（Non-Safty Class 

Structures, Systems and Components） 

 

保障措置関連（Safetyguards and Security） 

 

安全系の付帯設備（Support Systems） 

 

・ DOE-5480.30（研究炉に対する DOE 要求）では、陽

に記載。 

日本の指針類には、左記に関する記載

はない。 
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表 3.5: 日本及び米国の高速炉に関する安全設計要求の比較（2/8） 

 
日本 米国 

比較結果 

発電用軽水型原子炉施設に関

する安全設計審査指針 

（原子力安全委員会決定、平

成 13年 3月 29日 一部改訂） 

液体金属冷却型高速増殖炉施

設の安全設計方針 

（「もんじゅ」原子炉設置許可

申請書 添付書類八 平成 18

年 10 月、平成 19 年 5 月一部補

正） 

高速増殖炉の安全設計方針 

（原子力安全研究協会が電力実

証炉用に作成、 

平成 8 年度とりまとめ） 

一般安全設計指針* 
* 10 CFR appendix A to Part 50 

-Genral Design Criteria for Nuclear 

Power Plants 

CRBRP に関するクライテリア* 

（NRC スタッフが認めた分類） 
* SER of the CRBRP (NUREG-0968) 

PRISM に関するクライテリア* 

（NRC スタッフによる提案） 
* PSER for the PRISM (NUREG-1368) 

ABTR に関するクライテリア* 

（ANL による既存指針のレビュー） 
* PSE of the ABTR (ANL-AFCI-172) 

原子炉及び原子炉停止系 
指針 11. 炉心設計 方針 14. 炉心設計 炉心設計 GDC 10 原子炉設計 GDC 10 を適用(PDC 8) GDC 10 を適用 GDC 10 を適用可能 （GDC、ANSI/ANS-54.1-1989、

DOE-5480.30 の趣旨は一致） 

日米の要求内容は同等 

指針 12．燃料設計 方針 15. 燃料設計 燃料設計 

1.燃料集合体は、原子炉内における使

用期間中に生じ得る種々の因子を考慮

しても、その健全性を失うことがない

設計であること。 

2.燃料集合体は、輸送および取扱い中

に過度の変形を生じない設計であるこ

と。 

3．燃料集合体は、炉心支持構造物等の

設計と相まって、異なる炉心領域に誤

って装荷されることを未然に防止し得

る設討であること。 

記載なし 1.に対しては記載無し 

 

2.及び 3.に対しては、 

GDC 61 を修正(PDC 53) 

・ 燃料取扱いエラーの可能性を最小化するを追加 

1.に対しては記載無し 

 

2.及び 3.に対しては、 

GDC 61 を修正 

・ 「燃料取扱い設備とこれに接続するシステムは、燃

料損傷限界を超えるような燃料取扱いエラーの可能性

を最小化するように設計する｡」を追加。（NUREG-0968

と ANSI/ANS-54.1-1989でも同様だが、NRCスタッフは、

これは LMR に限った事項ではなく、LWR にも適用され

る事項としている。） 

記載なし 1.に対しては、 

SRP の 4.2 FUEL SYSTEM DESIGN では、

GDC10 から読むと記載されている。日

米の要求は同等。 

 

2.と 3.に対しては、日本では、燃料

設計に追加しているが、米国では、

GDC61（燃料取扱系）を修正している。

日米の要求は同等。 

 

 

燃料設計 

4．燃料集合体は、原子炉内における使

用期間中を通じ、炉心支持構造物等の

設計と相まって、集合体での冷却材流

路の閉塞を防止し得る設計であるこ

と。 

 

炉心支持構造物 

2．炉心構造物は、燃料集合体への冷却

材流路が異物により閉塞することを防

止し得る設計であること。 

記載なし PDC 60 流路閉塞の追加。 

・Fermi 炉で発生した流路閉塞事象を設計で考慮すべ

きとした。 

GDC として考慮すべき事項： 流路閉塞の防護 

・ CRBRP では、ラッパ管付燃料集合体を採用している

ため、Ｆｅｒｍｉ－１のような事故を防止する観点か

ら要求とした。PRISM においても GDC として考慮すべ

きとしている。 

記載なし 

日米の要求内容は同等 

 

 

 

 

PDC 59 燃料ピン破損伝播の防護の追加。 

・LMFBR の燃料破損の経験が尐ないこと、及び破損燃

料棒の照射され続ける場合を考慮して、破損伝播の防

止を考慮すべきとした。 

新指針にする必要はないと思われる事項： 燃料ピン破

損伝播の防護 

・ 液体金属炉と軽水炉の燃料の違いはあるが、GDC10、

27 及び 35 でも議論されていることから、新しい GDC

とはしないとした。 

記載なし 

燃料ピン破損伝播要求については、燃

料設計要求で読むことができること

から、日米の要求は同等。 

指針 13. 原子炉の特性 

（出力振動の抑制は、指針 13 に記

載されている） 

方針 16. 原子炉の特性 

 

方針 17. 出力振動の抑制 

原子炉の特性 

（出力振動の抑制は、記載されていな

い） 

GDC 11 原子炉に固有の防護 

 

GDC 12 原子炉出力振動の抑制 

GDC 11 を適用(PDC 9) 

 

GDC 12 を適用(PDC 10) 

GDC 11 を適用 

 

GDC 12 を適用 

GDC 11 の修正が必要 

・ 冷却材ボイド反応度の位置付けを明確にすべきとし

ている。 

 

GDC 12 を適用可能 （GDC、ANSI/ANS-54.1-1989、

DOE-5480.30 の趣旨は一致） 

出力振動の抑制の要求が、「高速増殖

炉の安全設計方針」にのみ記載されて

いない。 

指針 14. 反応度制御系 方針 26. 制御棒の最大反応度価値 

 

方針 27. 反応度制御系の安全機能 

記載なし （準拠規格および基準など

軽水炉と同一のため） 

GDC 26 反応度制御系の多重性と能力 

 

GDC 27 反応度制御系の複合能力 

 

GDC 28 反応度限界 

 

GDC 29 予想される運転上の事象に対する

防護 

GDC26 を修正(PDC 24) 

・ 独立 2 系統の停止系を要求。 

・ 「（ゼノン燃焼を含む）」を削除。 

・ 「低温状態」を「通常運転時よりも冷却材温度が低

い状態」に変更。 

 

GDC27 を修正(PDC 25) 

 ・ 「緊急炉心冷却系による每物添加とともに」を削

除。 

・2 系統が独立であることを追加。 

 

GDC28 を修正(PDC 57) 

 ・ 「制御棒の飛び出し」と「冷水注入」をそれぞれ

「偶発的な制御棒の引抜き」と「低温ナトリウムの注

入」に置き換える。 

・ 「制御棒落下」を削除。 

 

GDC 29 を適用(PDC 58) 

GDC26 を修正 

・ 制御棒に関する NRC の政策判断を取り込む。

（SECY-93-092 において、制御棒のない新型炉を否定

しないとしている。ただし、陽にそのような記述を加

えるということではない模様。） 

・ 「（ゼノン燃焼を含む）」を削除。（ANSI/ANS-54.1-1989

でも同様） 

・ 「低温状態」を「通常運転時よりも冷却材温度が低

い状態」に変更。 

 

GDC27 を修正 

 ・ 「緊急炉心冷却系による每物添加とともに」を削

除。（NRC スタッフは、NUREG-0968（SER of CRBR）の

要求事項（単独で機能が果たせ、さらに、複数系統を

組み合わせても能力を有すること？）を加えるべきと

している。ANSI/ANS-54.1-1989 では、複数の系統間の

独立性を要求しているが、それは GDC 26 に含まれるべ

きとしている。） 

 

GDC28 を修正 

・ 想定反応度事故から、「制御棒落下」と「蒸気管破

断」を削除。 

・ 「制御棒の飛び出し」と「冷水注入」をそれぞれ「偶

発的な制御棒の引抜き」と「低温ナトリウムの注入」

に置き換える。 

 

GDC 29 を適用 

GDC26 の修正が必要 

・ GDC で規定された独立した２系統の反応度制御系の

要求に対し、Xe、低温停止、ECCS ボロン注入、制御棒

落下、冷水注入は LWR 特有の反応度メカニズムである

から、LMR の特性に合わせて本項目の要求内容を修正

すべきとの見解。 

 

GDC27 の修正が必要 

・ 每物添加による反応度制御が要求されているが、 

LMRの特性に合わせて要求内容を修正すべきとの見解。 

 

GDC28 の修正が必要 

・ LMR の特性に合わせて要求内容を修正すべきとの見

解。 

 

 

GDC 29 を適用可能 （GDC、ANSI/ANS-54.1-1989、

DOE-5480.30 の趣旨は一致） 

 

GDC 26 では、異なった設計原理によ

る 2 つの独立した反応度制御系を要

求。 

 

（ANSI/ANS-54.1-1989 と NUREG-0968

では、尐なくとも２系統の反応度制御

系を設けることとし、その機能要求が

記述されており、NRC スタッフは、こ

のような要求を取り入れるとしてい

るが、具体的に独立２系統の制御棒系

で良いといっているのかどうか不明。

制御である必要はないとの NRC の政

策判断を裏返せば、２系統の制御棒系

でも良いということか？） 

 

JSFR の受動的炉停止機構（SASS）の

取扱いが論点。 

 

（NRC スタッフは、ATWS を想定しても

炉停止可能な PRISM の固有の反応度

フィードバック設計は、独立かつ多様

な反応度制御系として認められると

している。ただし、設計承認の前にプ

ロトタイプ試験での実証が必要とし

ている。） 

 

指針15. 原子炉停止系の独立性及

び試験可能性 

方針 22. 原子炉停止系の独立性 原子炉停止系の独立性及び試験可能性 

指針16. 制御棒による原子炉の停

止余裕 

方針 25. 原子炉停止系の反応度停

止余裕 

制御棒による原子炉の停止余裕 

指針17. 原子炉停止系の停止能力 方針 23 原子炉停止系の停止能力 原子炉停止系の停止能力 

指針18. 原子炉停止系の事故時の

能力 

方針 24. 原子炉停止系の事故時の

能力 
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表 3.5: 日本及び米国の高速炉に関する安全設計要求の比較（3/8） 

 
日本 米国 

比較結果 

発電用軽水型原子炉施設に関

する安全設計審査指針 

（原子力安全委員会決定、平

成 13年 3月 29日 一部改訂） 

液体金属冷却型高速増殖炉施

設の安全設計方針 

（「もんじゅ」原子炉設置許可

申請書 添付書類八 平成 18

年 10 月、平成 19 年 5 月一部補

正） 

高速増殖炉の安全設計方針 

（原子力安全研究協会が電力実

証炉用に作成、 

平成 8 年度とりまとめ） 

一般安全設計指針* 
* 10 CFR appendix A to Part 50 

-Genral Design Criteria for Nuclear 

Power Plants 

CRBRP に関するクライテリア* 

（NRC スタッフが認めた分類） 
* SER of the CRBRP (NUREG-0968) 

PRISM に関するクライテリア* 

（NRC スタッフによる提案） 
* PSER for the PRISM (NUREG-1368) 

ABTR に関するクライテリア* 

（ANL による既存指針のレビュー） 
* PSE of the ABTR (ANL-AFCI-172) 

原子炉冷却系 
指針19. 原子炉冷却材圧力バウン

ダリの健全性 

方針 35. 原子炉冷却材バウンダリ

の機能 

 

方針 36. 原子炉冷却材バウンダリ

の健全性 

原子炉冷却材圧力バウンダリの健全性 GDC 14 原子炉冷却材圧力バウンダリ 

 

GDC 15 原子炉冷却系の設計 

GDC 14 を適用(PDC 12) 

 

GDC 15 を修正(PDC 13) 

・ 「ナトリウム予熱系」を原子炉冷却系に関連した系

統として追加。 

GDC 14 を適用 

 

GDC 15 を修正 

・ 「ナトリウム予熱系」を原子炉冷却系に関連した系

統として追加。 

GDC 14 を適用可能 （GDC、ANSI/ANS-54.1-1989、

DOE-5480.30 の趣旨は一致） 

 

GDC 15 の修正が必要 

・ 「ナトリウム予熱系」を原子炉冷却系に関連した系

統として追加。 

日米の要求内容は同等 

指針20. 原子炉冷却材圧力バウン

ダリの破壊防止 

方針 38. 原子炉冷却材バウンダリ

の破壊防止 

原子炉冷却材圧力バウンダリの破壊防

止 

GDC 14 原子炉冷却材圧力バウンダリ 

 

GDC 15 原子炉冷却系の設計 

 

GDC 31 原子炉冷却材圧力バウンダリ破壊

の防止 

GDC 14 を適用 

 

GDC 15 を修正 

 

GDC 31 を修正(PDC 29) 

・ 「冷却材の化学特性の影響」と「材料の务化、クリ

ープ、疲労、圧力破損」を追加。 

GDC 14 を適用 

 

GDC 15 を修正 

 

GDC 31 を修正 

・ 「冷却材の化学的特性の効果」を 「材料特性への

照射の影響」に追加。 

 

・ 設計で考慮すべき項目として、「供用期間中の材料

务化、クリープ、脆化、応力破壊」を「供用温度」と

「境界材料の他の条件」の間に追加。 

(ANSI/ANS-54.1-1989 では LBB の適用に関する記述が

あるが、NRC スタッフは、PRISM では LBB は考慮しない

と解釈しており、PRISM に対してはこれを採用する必

要はないとしている。) 

GDC 14 を適用可能 （GDC、ANSI/ANS-54.1-1989、

DOE-5480.30 の趣旨は一致） 

 

GDC 15 の修正は必要 

 

GDC 31 を修正 

・ 左記(NUREG-1368)の記述を参照。 

日米の要求内容は同等 

指針21. 原子炉冷却材圧力バウン

ダリの漏えい検出 

方針 37. 原子炉冷却材バウンダリ

の漏洩検出 

原子炉冷却材バウンダリの漏洩対策 GDC 30 原子炉冷却材圧力バウンダリの品

質 

GDC 30 を適用（PDC 28) GDC 30 を適用 GDC 30 を適用可能 （GDC、ANSI/ANS-54.1-1989、

DOE-5480.30 の趣旨は一致） 日米の要求内容は同等 

指針22. 原子炉冷却材圧力バウン

ダリの供用期間中の試験及び検査 

記載なし 原子炉冷却材バウンダリの試験および

検査  

GDC 32 原子炉冷却材圧力バウンダリの検

査 

GDC 32 を適用（PDC 30) GDC 32 を適用 GDC 32 を適用可能 （GDC、ANSI/ANS-54.1-1989、

DOE-5480.30 の趣旨は一致） 日米の要求内容は同等 

指針 23. 原子炉冷却材補給系 記載なし 記載なし GDC 33 原子炉冷却材の補給 PDC 27 として、適切な冷却材インベントリの確保を追

加 

 

GDC 33 は適用除外 

GDC 33を NUREG-0968の指針 27と ANSI/ANS-54.1-1989

の指針 3.4.1（適切な冷却材インベントリの確保）で

置き換える。 

原子炉冷却材の補給 

・ GDC 33 は、加圧バウンダリの小規模破損時に原子

炉冷却材を確保すべく設けられる冷却材注入系に対す

るものであるから、LMR には適用できないとの見解。

ANSI/ANS-54.1-1989 の指針 3.4.1 を参照している。 

日本では、「原子炉冷却材の確保」と

いう要求に修正し、かつ、非常用の要

求となることから、指針 25 を修正す

る。修正する対象は違うが、要求内容

は同じであり、日米の要求は同等。 

 

 

1 次主冷却系 記載なし PDC 26 として、熱輸送系設計を追加。 

・通常時及び事故時に、熱輸送ルートが確保されるこ

とを要求。 

記載なし 記載なし 

「高速増殖炉の安全設計方針」では、

炉心冷却のための冷却材流量の確保

と炉心へのガスの流入防止を陽に記

載。 

 

 

方針 40. 原子炉カバーガス等のバ

ウンダリ 

原子炉カバーガスバウンダリの健全性 

 

原子炉カバーガスバウンダリの漏洩検

出 

記載なし 記載なし GDC 55 に「原子炉カバーガスバウンダリ」に関する設

計基準を追加。 

GDC 55 を適用可能 

日米の要求内容は同等 

 

 

方針 41. 中間冷却系 記載なし 記載なし PDC 31 として、中間冷却系を追加。 

・中間冷却系の機能要求から個本項目を追加。 

中間冷却系に隔離弁が無いことから、中間冷却系を格

納容器の一部とみなしている。 

PDC 32 として、中間冷却系の破壊の防止を追加。 

PDC 33 として、中間冷却系の試験および検査を追加。 

安全要求はあるが、新指針にする必要はない事項： 中

間冷却系の設置 

・ 冷却水系に関する指針、あるいは、ＰＷＲのＳＧと

同等であることから、新指針は不要としている。ＰＷ

ＲのＳＧには、GDC 14（原子炉冷却材バウンダリ）、GDC 

15（原子炉冷却系の設計）、GDC 31（原子炉冷却材バウ

ンダリの破壊防止）、GDC 32（原子炉冷却材バウンダリ

の検査）が適用される。 

ANSI/ANS-54.1-1989 の指針 3.4.5（中間冷却システム）

を参照する。 

 

ANSI/ANS-54.1-1989 の指針 3.4.6（中間冷却材境界の

検査とサーベイランス）を参照。 2 次冷却系に関して、標準となる要求

内容は整備されていない。 

 

 

 

 

PDC 34 として、原子炉及び中間冷却系の冷却材とカバ

ーガスの純度管理 

・ナトリウムの純度管理は、流路閉塞と機器腐食の面

から必要 

・カバーガスの純度管理は、燃料からの FP ガス漏洩検

知の面から必要 

申請者が追加指針の開発にあたるべき事項： 原子炉

及び中間冷却系の冷却材とカバーガスの純度管理 

・ 軽水炉で相当する施設は、ＢＷＲの原子炉冷却材浄

化系であるが、これに関する事項は、ＳＲＰに記載さ

れている。LMR でも、同様の要求がなされるべきであ

るとの解釈。 

ANSI/ANS-54.1-1989 の指針 3.4.4（原子炉冷却材およ

び中間冷却材とカバーガスの純度管理）を参照。 

日本の指針類には、冷却材とそのカバ

ーガスの純度管理に関する要求は記

載されていない。 
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表 3.5: 日本及び米国の高速炉に関する安全設計要求の比較（4/8） 

 
日本 米国 

比較結果 

発電用軽水型原子炉施設に関

する安全設計審査指針 

（原子力安全委員会決定、平

成 13年 3月 29日 一部改訂） 

液体金属冷却型高速増殖炉施

設の安全設計方針 

（「もんじゅ」原子炉設置許可

申請書 添付書類八 平成 18

年 10 月、平成 19 年 5 月一部補

正） 

高速増殖炉の安全設計方針 

（原子力安全研究協会が電力実

証炉用に作成、 

平成 8 年度とりまとめ） 

一般安全設計指針* 
* 10 CFR appendix A to Part 50 

-Genral Design Criteria for Nuclear 

Power Plants 

CRBRP に関するクライテリア* 

（NRC スタッフが認めた分類） 
* SER of the CRBRP (NUREG-0968) 

PRISM に関するクライテリア* 

（NRC スタッフによる提案） 
* PSER for the PRISM (NUREG-1368) 

ABTR に関するクライテリア* 

（ANL による既存指針のレビュー） 
* PSE of the ABTR (ANL-AFCI-172) 

原子炉冷却系 
指針 24. 残留熱を除去する系統 方針 42. 崩壊熱および他の残留熱

の除去 

残留熱を除去する系統の機能 

 

残留熱を除去する系統の信頼性および

試験可能性 

GDC 34 残留熱除去 PDC 35 として、崩壊熱抽出系を追加。 

・「システムの独立性と多様性」を追加。 

・「崩壊熱除去のために、尐なくても２つの流路バスが

使用可能であること」を追加。 

GDC 34 を修正 

・ 単一の受動安全系に関する NRC の政策判断

（SECY-93-092）を取り込む。（GDC 34 では、冗長性を

要求しているが、RVACS はその要求を満足するとの判

断。ANSI/ANS-54.1-1989 と NUREG-0968 は系統間の独

立性と多様性に言及しているが、そこまで要求する必

要はないとしている。ANSI/ANS-54.1-1989 では、ATWS

と全電源喪失に対する対策を陽に記載しているが、NRC

スタッフはこれらの事象は異常な過渡変化の例であ

り、あえて陽に記載しなくとも当然対策するものとの

判断。ただし、ATWS については、軽水炉では許認可上

評価を行うことになっているが、設計基準ではないと

している。） 

・ 「異常な過渡変化を含む通常運転時及び想定事故に

続く全てのプラント停止状態において」を追加。 

・ 「残留熱除去系の作動流体と原子炉冷却材は、通常

は静的な境界で分離されること」及び「一枚の静的境

界で原子炉冷却材と遮られる残留熱除去系の作動流体

は原子炉冷却材と化学的に反応しないこと」を追加。 

・ 残留熱除去系の作動流体の圧力は原子炉冷却材のそ

れより高く設定することを追加。 

GDC 34 を適用可能 （GDC、ANSI/ANS-54.1-1989、

DOE-5480.30 の趣旨は一致） 

日米の要求内容は同等 

指針 25. 非常用炉心冷却系 方針 39. 原子炉冷却材の確保 原子炉冷却材の確保 GDC 35 緊急時炉心冷却 

 

GDC 36 緊急時炉心冷却系統の検査 

 

GDC 37 緊急時炉心冷却系統の試験 

PDC 37 崩壊熱抽出系の試験を追加。 

・PDC35 の崩壊熱除去系が ECCS の機能を果たすため。 

 

GDC 35 は適用除外。 

・PDC35 の崩壊熱除去系が ECCS の機能を果たすため。 

PDC27 適切な冷却材インベントリの確保は、非常時の

液位確保であり、GDC35 を置き換える方が相応しいが、

CRBR では崩壊熱除去系が ECCS 機能を果たすとして、

GDC35 を置き換えるとしていない。 

GDC 36 は適用除外。 

・ECCS 系が無いため、必要無し 

GDC 37 は適用除外。 

・ECCS 系が無いため、必要無し 

GDC 35 は適用外 

・ この指針は LMR/PRISM には適用されない。 

・ 想定事故に対応するよう設計される残留熱除去系に

関する記述を加えるよう改訂を提案。（NRCスタッフは、

GDC 34 に上述のごとく「異常な過渡変化を含む通常運

転時及び想定事故に続く全てのプラント停止状態にお

いて」を追加することで良いとしている。） 

PRISM では、GDC35 を適用外とし、GDC33 を修正して液

位の確保を要求するとしているが、実際には、非常時

の液位確保であり、GDC35 を修正するのが相応しいと

言える。 

 

GDC 36 を修正 

・ 「緊急炉心冷却」に関する記述とタイトルを「残留

熱除去系」に対するもので置き換える。 

・ 重要機器の記述を見直す。（ANSI/ANS-54.1-1989、

NUREG-0968ともに重要機器として熱交換器と配管を挙

げており、NRC スタッフもこれを認めている。） 

 

GDC 37 を修正 

・ 「緊急炉心冷却」に関する記述とタイトルを「残留

熱除去系」に対するもので置き換える。

（ANSI/ANS-54.1-1989の残留熱除去系の検査で良いと

いうことと理解される。ただし、受動的システムの性

能実証は陽に書かなくて良いとの見解。） 

・ 「関連する冷却水系の運転」を削除。 

GDC 35 は適用外 

・ この指針は LOCA 時の緊急炉心冷却に関するもので

あるから、LMR には適用されない。冷却材インベント

リ、炉心冷却材確保（core covering）、残留熱除去は、

GDC 33 と GDC 34 で保証されるとの見解。 

 

 

GDC 36 修正が必要 

・ 左記(NUREG-1368)の記述を参照。 

 

GDC 37 の修正が必要 

・ 左記(NUREG-1368)の記述を参照。 
米国では、「原子炉冷却材の確保」に

関する要求を GDC33 を修正すること

で対等しているが、非常時の液位確保

に関する要求であることから、日本で

は、GDC35 に相当する指針 25 を修正

することで対応している。要求内容は

同じであり、日米の要求内容は同等。 

指針26. 最終的な熱の逃がし場へ

熱を輸送する系統 

方針 43. 冷却水系 最終的な熱の逃し場へ熱を輸送する系

統 

GDC 44 冷却水 

 

GDC 45 冷却水系の検査 

 

GDC 46 冷却水系の試験 

GDC 44 を修正(PDC 38) 

・ 適用範囲を広げるため、タイトルを「追加の冷却系」

に変更。 

 

GDC 45 を修正(PDC 39) 

・ タイトルを「追加の冷却系の検査」に変更。 

 

GDC 46 を修正(PDC 40) 

・ タイトルを「追加の冷却系の試験」に変更。 

GDC 44 を修正 

・ タイトルを「構造と機器の冷却」に変更。 

・ 「必要に応じ」を追加 

（NUREG-0968 と ANSI/ANS-54.1-1989 の「構造と機器

の冷却」に相当。申請者（GE）は、PRISM ではこれに

該当する安全設備はないと主張。) 

 

GDC 45 を修正 

・ タイトルを「構造と機器の冷却の検査」に変更。 

・ 「冷却水系」から「水」を削除。 

(申請者の主張は「GDC44 冷却水系」と同様) 

 

GDC 46 を修正 

・ タイトルを「構造と機器の冷却の試験」に変更。 

・ 「冷却水系」から「水」を削除。 

・ 「原子炉停止と LOCA に対して」を削除。 

(申請者の主張は「GDC44 冷却水系」と同様) 

GDC 44 を適用可能 （GDC、ANSI/ANS-54.1-1989、

DOE-5480.30 の趣旨は一致。） 

 

GDC 45 を適用可能 （GDC、ANSI/ANS-54.1-1989、

DOE-5480.30 の趣旨は一致。） 

 

GDC 46 を適用可能 （GDC、ANSI/ANS-54.1-1989、

DOE-5480.30 の趣旨は一致。） 

日米の要求内容は同等 

指針27. 電源喪失に対する設計上

の考慮 

方針 10. 電源喪失に対する設計上

の考慮 

電源喪失に対する設計上の考慮 （10 CFR Part 50.63（全交流電源の喪失）

に要求が規定されている。） 

記載なし ANSI/ANS-54.1-1989 では、全電源喪失に関する条項を

付け加えているが、NRC スタッフは、これは GDC-17 に

すでに陰に含まれている事項としている。 

記載なし 
GDC には「全電源喪失対策」は記載さ

れていないが、日米の要求内容は同

等。 
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表 3.5: 日本及び米国の高速炉に関する安全設計要求の比較（5/8） 

 
日本 米国 

比較結果 

発電用軽水型原子炉施設に関

する安全設計審査指針 

（原子力安全委員会決定、平

成 13年 3月 29日 一部改訂） 

液体金属冷却型高速増殖炉施

設の安全設計方針 

（「もんじゅ」原子炉設置許可

申請書 添付書類八 平成 18

年 10 月、平成 19 年 5 月一部補

正） 

高速増殖炉の安全設計方針 

（原子力安全研究協会が電力実

証炉用に作成、 

平成 8 年度とりまとめ） 

一般安全設計指針* 
* 10 CFR appendix A to Part 50 

-Genral Design Criteria for Nuclear 

Power Plants 

CRBRP に関するクライテリア* 

（NRC スタッフが認めた分類） 
* SER of the CRBRP (NUREG-0968) 

PRISM に関するクライテリア* 

（NRC スタッフによる提案） 
* PSER for the PRISM (NUREG-1368) 

ABTR に関するクライテリア* 

（ANL による既存指針のレビュー） 
* PSE of the ABTR (ANL-AFCI-172) 

原子炉格納容器 
指針 28. 原子炉格納容器の機能 方針 44. 格納容器の機能 原子炉格納容器の機能 GDC 16 格納容器の設計 

 

GDC 50 格納容器の設計基準 

 

GDC 52 格納容器漏洩率試験の可能性 

 

GDC 53 格納容器の試験および検査 

GDC 16 を適用（PDC 14） 

 

GDC 50 を適用(PDC 41) 

 

GDC 52 を適用(PDC 43) 

 

GDC 53 を適用(PDC 44) 

GDC 16 を適用 

ただし、格納容器の漏えい率に関する NRC の政策判断

（SECY-93-092）を取り込む。 

（文言は変更しないが、ANSI/ANS-54.1-1989 が採用し

ている「essentially leaktight」から「effective 

barrier」への変更に相当する内容を認める。

（ANSI/ANS-54.1-1989 では、GDC にはない

「Confinement」を導入しているが、NRC スタッフは

Containment と Confinement を区別しない故、

Confinement という用語は用いないとしている。）ただ

し、その後 PBMR の議論において見直す可能性も出てき

ている(SECY-02-0139)。） 

 

GDC 50 を修正 

・ 10 CFR 50.44 に関する記述（金属・水反応に関す

る事項）を削除。 

・ 「LOCA」を「想定事故」に置き換える 

・ 「ECCS の機能不全による金属-水反応と他の化学反

応」を「FP、スプレイとエアロゾル生成、発熱化学反

応」に置き換える。 

(NUREG-0968 と ANSI/ANS-54.1-1989 を参考として設

定、ANSI/ANS-54.1-1989 では、CONTAIMENTと

CONFINEMENT を区別して記述しているが、NRCスタッフ

はその必要はないとしている。また、

ANSI/ANS-54.1-1989 では「単一の動的機器の故障の想

定」を加えているが、その必要はないとしている。) 

 

GDC 52 を適用 

 

GDC 53 を適用 

GDC 16 を適用可能 （GDC、ANSI/ANS-54.1-1989、

DOE-5480.30 の趣旨は一致） 

(DOE-5480.30（いわゆる研究炉に対する DOE要求）で

は、格納容器内の換気設備や空調（Heating, 

Ventilation, and Air Conditioning (HVAC) Systems）

に対し「Confinement」を導入しているが、GDC 16 の

「Containment」の方を用いるとの見解。） 

 

GDC 50 の修正が必要 

・ 左記(NUREG-1368)の記述を参照。 

 

GDC 52 を適用可能 （GDC、ANSI/ANS-54.1-1989、

DOE-5480.30 の趣旨は一致） 

 

 

GDC 53 を適用可能 （GDC、ANSI/ANS-54.1-1989、

DOE-5480.30 の趣旨は一致） 日米の要求内容は同等 

指針29. 原子炉格納容器バウンダ

リの破壊防止 

方針 46. 格納容器バウンダリの破

壊防止 

原子炉格納容器バウンダリの破損防止 GDC 51 格納容器圧力バウンダリの破壊防

止 

GDC 51 を修正(PDC 42) 

･ 「フェライト材」を「金属材」に置き換える。 

GDC 51 を修正 

･ 「フェライト材」を「金属材」に置き換える。 

（NUREG-0968 と ANSI/ANS-54.1-1989 でも同様。より

一般的な材料に対して適用可能にするという主旨。) 

GDC 51 を適用可能 （GDC、ANSI/ANS-54.1-1989、

DOE-5480.30 の趣旨は一致） 

日米の要求内容は同等 

指針30. 原子炉格納容器の隔離機

能 

方針 47. 格納容器を貫通する配管

系 

原子炉格納容器の隔離機能 GDC 54 格納容器を貫通する配管系 

 

GDC 55 格納容器を貫通する原子炉冷却材

圧力バウンダリ 

 

GDC 56 一次格納容器の隔離 

 

GDC 57 閉鎖系の隔離弁 

GDC 54 を適用（PDC 45) 

 

GDC 55 を修正（PDC 46) 

・「直接接続される系統」を追加。 

 

GDC 56 を適用（PDC 47) 

 

GDC 57 を修正(PDC 48) 

・「直接接続される系統」を追加。 

GDC 54 を適用 

 

GDC 55 を修正 

・ 「原子炉カバーガスバウンダリ」を追加。 

（NUREG-0968 と ANSI/ANS-54.1-1989 でも同様。申請

者（GE）は炉停止時に使用する 1 次補助冷却材系には

隔離弁は不要と主張。) 

 

GDC 56 を適用 

 

GDC 57 を修正 

・「カバーガスバウンダリ」を「原子炉冷却材圧力バウ

ンダリの一部でもなく、これに直接接続されているも

のでもない」に追加。 

（NUREG-0968 と ANSI/ANS-54.1-1989 でも同様。申請

者（GE）はこれに該当する配管はないと主張。NRC ス

タッフは、IHX と SG を接続する 2 次主配管は原子炉冷

却材圧力境界を形成しており、GDC 55 を適用すべきと

している。つまり、原則的には格納境界の内と外に一

つずつ隔離弁を設けるべきであり、例外規定の適応性

が焦点。PRISM では PWR からのアナロジーで１つの隔

離弁でよいと主張しているが、IHX の運転経験不足の

解消、検査性確保、事故時挙動把握が必要としている。) 

GDC 54 を適用可能 （GDC、ANSI/ANS-54.1-1989、

DOE-5480.30 の趣旨は一致） 

 

 

GDC 55 を適用可能 （GDC、ANSI/ANS-54.1-1989、

DOE-5480.30 の趣旨は一致） 

・本指針は原子炉カバーガスバウンダリ系配管に適用

されるとの見解。 

 

GDC 56 を適用可能 （GDC、ANSI/ANS-54.1-1989、

DOE-5480.30 の趣旨は一致） 

 

GDC 57 を適用可能 （GDC、ANSI/ANS-54.1-1989、

DOE-5480.30 の趣旨は一致） 

 

GDC 57 では、格納容器を貫通してい

るが、原子炉冷却材バウンダリを構成

するものではなく、かつ格納容器雰囲

気に直接に連結するものでもない

各々の配管に対し、隔離弁を設置する

よう要求。日本の指針類では、原子炉

格納容器壁を貫通する配管に対し、

「原則として」、隔離弁の設置を要求。 

 

1次系と 2次系は IHXで隔離されてお

り、2 次系主配管への隔離弁の設置の

合理性が論点になる。 

指針 31. 原子炉格納容器隔離弁 方針 48. 格納容器を貫通する系及

び閉じた系の隔離弁 

原子炉格納容器隔離弁 
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表 3.5: 日本及び米国の高速炉に関する安全設計要求の比較（6/8） 

 
日本 米国 

比較結果 

発電用軽水型原子炉施設に関

する安全設計審査指針 

（原子力安全委員会決定、平

成 13年 3月 29日 一部改訂） 

液体金属冷却型高速増殖炉施

設の安全設計方針 

（「もんじゅ」原子炉設置許可

申請書 添付書類八 平成 18

年 10 月、平成 19 年 5 月一部補

正） 

高速増殖炉の安全設計方針 

（原子力安全研究協会が電力実

証炉用に作成、 

平成 8 年度とりまとめ） 

一般安全設計指針* 
* 10 CFR appendix A to Part 50 

-Genral Design Criteria for Nuclear 

Power Plants 

CRBRP に関するクライテリア* 

（NRC スタッフが認めた分類） 
* SER of the CRBRP (NUREG-0968) 

PRISM に関するクライテリア* 

（NRC スタッフによる提案） 
* PSER for the PRISM (NUREG-1368) 

ABTR に関するクライテリア* 

（ANL による既存指針のレビュー） 
* PSE of the ABTR (ANL-AFCI-172) 

原子炉格納容器 
指針32. 原子炉格納容器熱除去系 記載なし 記載なし GDC 38 格納容器内の熱除去 

 

GDC 39 格納容器熱除去系統の検査 

 

GDC 40 格納容器熱除去系統の試験 

GDC 39 は適用除外。 

・格納容器熱除去系は、設計要求に無いため。 

GDC 40 は適用除外。 

・格納容器熱除去系は、設計要求に無いため。 

GDC 38 を修正 

・ LOCA に関する記述を想定事故に関するものに置き

換える。（NUREG-0968 と ANSI/ANS-54.1-1989では格納

容器冷却系に関する記述はない。前者では想定事故で

は格納容器の昇温・昇圧がないので冷却系が不用であ

ったが、RVACS を採用する PRISM では格納容器となる

ガードベッセルを冷却することになるので事情が異な

る。ANSI/ANS-54.1-1989 の構造と機器の冷却系がこれ

に該当するとの見解。） 

 

GDC 39 を修正 

・ 重要機器例からトーラスとサンプを削除し、ポンプ

を追加。（「GDC 38 格納容器の除熱」と同様） 

 

GDC 40 を修正 

・ 「冷却水系」から「水」を削除。（「GDC 38 格納容

器の除熱」と同様。申請者（GE）は、RVACS は常に可

動状態にあるので試験は不要と主張。） 

GDC 38 の修正が必要 

・ LOCA に関する記述を LMR の想定事故に関するもの

に書き換えるべきとの見解。 

 

GDC 39 の修正が必要 

・ナトリウム冷却系に関するものに書き換えるべきと

の見解。 

 

GDC 40 を修正 

・ ナトリウム冷却系に関するものに書き換えるべきと

の見解。 

日本の高速炉に関する設計方針には、

格納容器内の除熱系統に関する項目

はない。（PRISM では RVACS（Reactor 

Vessel Auxiliary Cooling System）

がこれに相当する。） 

指針33. 格納施設雰囲気を制御す

る系統 

方針 45. アニュラス浄化系 非常用ガス処理系 GDC 41 格納容器雰囲気の浄化 

 

GDC 42 格納容器雰囲気浄化系の検査 

 

GDC 43 格納容器雰囲気浄化系の試験 

GDC 41 を修正(PDC 49) 

・「ナトリウムエアロゾル」と「燃焼生成物」を追加。 

・ ナトリウムの影響を追加。 

 

GDC 42 を適用(PDC 50) 

 

GDC 43 を適用(PDC 51) 

GDC 41 を修正 

・ 「ナトリウムエアロゾル」と「燃焼生成物」を追加。 

・ 格納容器の雰囲気制御上考慮すべき事項として、「ナ

トリウム漏えいと酸素との反応の可能性、漏えいナト

リウムがコンクリートと接触して水素を生成する可能

性」を追加。 

（以上は NUREG-0968 と ANSI/ANS-54.1-1989と同じ。

ただし、ANSI/ANS-54.1-1989 では CONTAINMENT と

CONFINEMENT を区別して記述しているが、NRCスタッフ

は両者を区別しないとした。申請者（GE）は PRISM で

は格納容器の容積が小さいため、とりたてて雰囲気制

御系は必要ないと主張。） 

 

GDC 42 を適用 

 

GDC 43 を適用 

GDC 41 の修正が必要 

・左記の ANSI/ANS-54.1-1989 の記述を参照。 

 

GDC 42 の修正が必要 

・ ナトリウム冷却系に関するものに書き換えるべきと

の見解。 

 

GDC 43 の修正が必要 

・ ナトリウム冷却系に関するものに書き換えるべきと

の見解。 
日米の要求内容は同等 

安全保護系 
指針 34. 安全保護系の多重性 方針 30. 安全保護系の多重性 安全保護系の多重性 GDC 20 保護系の機能 

 

GDC 21 保護系の信頼性及び試験可能性 

 

GDC 22 保護系の独立性 

 

GDC 23 保護系の故障モード 

 

GDC 24 保護系および制御系の分離 

 

GDC 25 反応度制御系の誤動作に対する保

護系の要件 

 

GDC 20 を適用（PDC 18) 

 

GDC 21 を適用（PDC 19） 

 

GDC 22 を適用（PDC 20) 

 

GDC 23 を修正(PDC 21) 

・ 「ナトリウムとナトリウム反応生成物」を想定環境

条件に追加。 

 

GDC 24 を適用(PDC 22) 

 

GDC 25 を修正(PDC 23) 

・ 「（制御棒の飛び出しあるいは落下）」を削除。 

GDC 20 を適用 

 

GDC 21 を適用 

 

GDC 22 を適用 

 

GDC 23 を修正 

・ 「ナトリウムとナトリウム反応生成物」を想定環境

条件に追加。（ANSI/ANS-54.1-1989 でも同様） 

 

GDC 24 を適用 

 

GDC 25 を修正 

・ 「（制御棒の飛び出しあるいは落下）」を削除。

（ANSI/ANS-54.1-1989 でも同様） 

GDC 20 を適用可能 （GDC、ANSI/ANS-54.1-1989、

DOE-5480.30 の趣旨は一致） 

 

GDC 21 を適用可能 （GDC、ANSI/ANS-54.1-1989、

DOE-5480.30 の趣旨は一致） 

 

GDC 22 を適用可能 （GDC、ANSI/ANS-54.1-1989、

DOE-5480.30 の趣旨は一致） 

 

GDC 23 を適用可能 （GDC、ANSI/ANS-54.1-1989、

DOE-5480.30 の趣旨は一致） 

 

GDC 24 を適用可能 （GDC、ANSI/ANS-54.1-1989、

DOE-5480.30 の趣旨は一致） 

 

GDC 25 を適用可能 （GDC、ANSI/ANS-54.1-1989、

DOE-5480.30 の趣旨は一致） 

日米の要求内容は同等 

指針 35. 安全保護系の独立性 方針 31. 安全保護系の独立性 安全保護系の独立性 

指針36. 安全保護系の過渡時の機

能 

方針 28. 安全保護系の過渡時の機

能 

安全保護系の故障時の機能 

指針37. 安全保護系の事故時の機

能 

方針 29. 安全保護系の事故時の機

能 

安全保護系の「事故」および「稀有事

故」時の機能 

指針38. 安全保護系の故障時の機

能 

方針 32. 安全保護系の故障時の機

能 

安全保護系の故障時の機能 

指針39. 安全保護系と計測制御系

との分離 

方針 33. 安全保護系と計測制御系

との分離 

安全保護系と計測制御系の分離 

指針40. 安全保護系の試験可能性 方針 34. 安全保護系の試験可能性 安全保護系の試験可能性 
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表 3.5: 日本及び米国の高速炉に関する安全設計要求の比較（7/8） 

 
日本 米国 

比較結果 

発電用軽水型原子炉施設に関

する安全設計審査指針 

（原子力安全委員会決定、平

成 13年 3月 29日 一部改訂） 

液体金属冷却型高速増殖炉施

設の安全設計方針 

（「もんじゅ」原子炉設置許可

申請書 添付書類八 平成 18

年 10 月、平成 19 年 5 月一部補

正） 

高速増殖炉の安全設計方針 

（原子力安全研究協会が電力実

証炉用に作成、 

平成 8 年度とりまとめ） 

一般安全設計指針* 
* 10 CFR appendix A to Part 50 

-Genral Design Criteria for Nuclear 

Power Plants 

CRBRP に関するクライテリア* 

（NRC スタッフが認めた分類） 
* SER of the CRBRP (NUREG-0968) 

PRISM に関するクライテリア* 

（NRC スタッフによる提案） 
* PSER for the PRISM (NUREG-1368) 

ABTR に関するクライテリア* 

（ANL による既存指針のレビュー） 
* PSE of the ABTR (ANL-AFCI-172) 

制御室及び緊急時施設 
指針 41. 制御室 方針 20. 制御室 記載なし （準拠規格および基準など

軽水炉と同一のため） 

GDC 19 制御室 GDC 19 を修正（PDC 17) 

・ 最初の文から「冷却材喪失事故を含む」を削除し、

ナトリウムと NaK 反応を追加。 

・ 低温停止（cold shutdown）の言葉の見直し。 

GDC 19 を修正 

・ 最初の文から「冷却材喪失事故を含む」を削除し、

「ナトリウム反応により生じる状態を含む」を追加。 

・ 「適切な放射線防護を備えるべき」から「適切な」

を削除。 

・ (2)の低温停止（cold shutdown）の言及の見直し。

（ANSI/ANS-54.1-1989 でも低温停止という言葉は、用

いていない。NRC スタッフの解釈では、低温停止は軽

水炉のそれと同じ常温に近い温度での停止状態を指

し、200℃以下とはしない LMR では LWR と同等の温度状

態はないとの判断から妥当としている。） 

 

GDC 19 を適用可能 （GDC、ANSI/ANS-54.1-1989、

DOE-5480.30 の趣旨は一致） 

（DOE-5480.30（いわゆる研究炉に対する DOE要求）で

は、「遠隔の原子炉停止機能」が陽に記載されているが、

これは GDC 19 に包含されるとの見解。） 

日米の要求内容は同等 

指針42. 制御室外からの原子炉停

止機能 

方針 21. 制御室外からの停止機能 記載なし （準拠規格および基準など

軽水炉と同一のため） 

指針43. 制御室の居住性に関する

設計上の考慮 

方針 20. 制御室 記載なし （準拠規格および基準など

軽水炉と同一のため） 

指針44. 原子力発電所緊急時対策

所 

記載なし 記載なし （準拠規格および基準など

軽水炉と同一のため） 

GDC には記載なし 

（10 CFR Appendix E to Part 50 に、緊急

時対応のための施設及び設備に関する要件

が記載されている。） 

 

記載なし 記載なし 記載なし 

日米の要求内容は同等 

（ただし、SRP の 9.5.3 LIGHTING 

SYSTEMS には、照明に関する要件

（general design criteria or other 

requirements）は無いと記載されてい

る。また、SRP でも、避難用の照明は

要求されていない。） 

指針45. 通信連絡設備に関する設

計上の考慮 

方針 13. 通信連絡設備に対する設

計上の考慮 

記載なし （準拠規格および基準など

軽水炉と同一のため） 

記載なし 記載なし 記載なし 

指針46. 避難通路に関する設計上

の考慮 

方針 12. 避難通路に対する設計上

の考慮 

記載なし （準拠規格および基準など

軽水炉と同一のため） 

記載なし 記載なし 記載なし 

計測制御系及び電気系統 
指針 47. 計測制御系 方針 18. 計測制御系 記載なし （準拠規格および基準など

軽水炉と同一） 

GDC 13 計装および制御 GDC 13 を適用(PDC 11) GDC 13 を適用 GDC 13 を適用可能 （GDC、ANSI/ANS-54.1-1989、

DOE-5480.30 の趣旨は一致） 
日米の要求内容は同等 

指針 48. 電気系統 方針 19. 電気系統 電気系統 GDC 17 電源系統 

 

GDC 18 電気系統の検査および試験 

GDC 17 を適用（PDC 15） 

 

GDC 18 を適用(PDC 16) 

GDC 17 を修正 

・ (1)の「異常な過渡変化」を「異常な過渡変化を含

む通常運転時」とする。（ANSI/ANS-54.1-1989 では、

全電源喪失に関する条項を付け加えているが、NRC ス

タッフは、これは GDC 17 にすでに陰に含まれている事

項としている。） 

 

GDC 18 を適用 

GDC 17 を適用可能 （GDC、ANSI/ANS-54.1-1989、

DOE-5480.30 の趣旨は一致） 

 

GDC 18 を適用可能 （GDC、ANSI/ANS-54.1-1989、

DOE-5480.30 の趣旨は一致） 
日米の要求内容は同等 

燃料取扱系 
指針49. 燃料の貯蔵設備及び取扱

設備 

方針 49. 核燃料の貯蔵および取扱

い 

記載なし （準拠規格および基準など

軽水炉と同一のため） 

GDC 61 燃料の貯蔵と取扱いおよび放射能

管理 

 

GDC 62 燃料の貯蔵および取扱における臨

界の防止 

 

GDC 63 燃料および廃棄物貯蔵系のモニタ

リング 

GDC 61 を修正(PDC 53) 

・ 燃料取扱いエラーの可能性を最小化するを追加 

 

GDC 62 を適用(PDC 54) 

 

GDC 63 を適用(PDC 55) 

GDC 61 を修正 

・ 「燃料取扱い設備とこれに接続するシステムは、燃

料損傷限界を超えるような燃料取扱いエラーの可能性

を最小化するように設計する｡」を追加。（NUREG-0968

と ANSI/ANS-54.1-1989でも同様だが、NRCスタッフは、

これは LMR に限った事項ではなく、LWR にも適用され

る事項としている。） 

 

GDC 62 を適用 

 

GDC 63 を適用 

GDC 61 を適用可能 （GDC、ANSI/ANS-54.1-1989、

DOE-5480.30 の趣旨は一致） 

 

GDC 62 を適用可能 （GDC、ANSI/ANS-54.1-1989、

DOE-5480.30 の趣旨は一致） 

 

GDC 63 を適用可能 （GDC、ANSI/ANS-54.1-1989、

DOE-5480.30 の趣旨は一致） 

 

 

日本では、日米の要求内容は同等 

指針 50. 燃料の臨界防止 方針 50. 核燃料の臨界防止 記載なし （準拠規格および基準など

軽水炉と同一のため） 

指針51. 燃料取扱場所のモニタリ

ング 

方針 51. 核燃料取扱い場所のモニ

タリング 

記載なし （準拠規格および基準など

軽水炉と同一のため） 
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表 3.5: 日本及び米国の高速炉に関する安全設計要求の比較（8/8） 

 
日本 米国 

比較結果 

発電用軽水型原子炉施設に関

する安全設計審査指針 

（原子力安全委員会決定、平

成 13年 3月 29日 一部改訂） 

液体金属冷却型高速増殖炉施

設の安全設計方針 

（「もんじゅ」原子炉設置許可

申請書 添付書類八 平成 18

年 10 月、平成 19 年 5 月一部補

正） 

高速増殖炉の安全設計方針 

（原子力安全研究協会が電力実

証炉用に作成、 

平成 8 年度とりまとめ） 

一般安全設計指針* 
* 10 CFR appendix A to Part 50 

-Genral Design Criteria for Nuclear 

Power Plants 

CRBRP に関するクライテリア* 

（NRC スタッフが認めた分類） 
* SER of the CRBRP (NUREG-0968) 

PRISM に関するクライテリア* 

（NRC スタッフによる提案） 
* PSER for the PRISM (NUREG-1368) 

ABTR に関するクライテリア* 

（ANL による既存指針のレビュー） 
* PSE of the ABTR (ANL-AFCI-172) 

放射性廃棄物処理施設 
指針52. 放射性気体廃棄物の処理

施設 

方針 52. 放射性気体廃棄物の処理 記載なし （準拠規格および基準など

軽水炉と同一のため） 

GDC 60 放射性物質の環境放出の管理 GDC 60 を適用(PDC 52) GDC 60 を適用 GDC 60 を適用可能 （GDC、ANSI/ANS-54.1-1989、

DOE-5480.30 の趣旨は一致） 

日米の要求内容は同等 

指針53. 放射性液体廃棄物の処理

施設 

方針 53. 放射性液体廃棄物の処理 記載なし （準拠規格および基準など

軽水炉と同一のため） 

指針54. 放射性固体廃棄物の処理

施設 

方針 54. 放射性固体廃棄物の処理 記載なし （準拠規格および基準など

軽水炉と同一のため） 

指針 55. 固体廃棄物貯蔵施設 方針 55. 固体廃棄物貯蔵設備  

 

 

 

 

廃止措置関連（Reactor Decontamination and 

Decommissioning） 

・ DOE-5480.30（研究炉に対する DOE 要求）では、陽

に記載。 ABTR では、廃止措置関連に言及。 

放射線管理 
指針 56. 周辺の放射線防護 記載なし 記載なし （準拠規格および基準など

軽水炉と同一のため） 

GDC には記載なし 

（SRP の 12.5 OPERATIONAL RADIATION 

PROTECTION PROGRAM に放射線防護に関する

要件が記載されている。） 

記載なし 記載なし 記載なし 

 

日米の要求内容は同等 

指針57. 放射線業務従事者の放射

線防護 

方針 56. 放射線防護 記載なし （準拠規格および基準など

軽水炉と同一のため） 

記載なし 記載なし 記載なし 

指針58. 放射線業務従事者の放射

線管理 

方針 57. 放射線管理設備 記載なし （準拠規格および基準など

軽水炉と同一のため） 

記載なし 記載なし 記載なし 

指針 59. 放射線監視 方針 58. 放射線監視 記載なし （準拠規格および基準など

軽水炉と同一のため） 

GDC 64 放射能放出のモニタリング GDC 64 を修正(PDC 56) 

・「LOCA 時の流体再循環のための機器を収納する空間」

を削除。 

GDC 64 を修正 

・ 「LOCA 時の流体再循環のための機器を収納する空

間」を削除。（NUREG-0968と ANSI/ANS-54.1-1989 でも

同様。） 

GDC 64 を適用可能 （GDC、ANSI/ANS-54.1-1989、

DOE-5480.30 の趣旨は一致） 

日米の要求内容は同等 



  

表
3
.6

: 
日
本
の
高
速
炉
に
関
す
る
安
全
設
計
要
求
と
ス
ー
パ
ー
フ
ェ
ニ
ッ
ク
ス

2
に
関
す
る
安
全
基
準
の
比
較
（

1
/1

0
）
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S

P
X

2
安
全
基
準
の
記
述

 
日
本
の
高
速
炉
に
関
す
る
安
全
設
計
要
求
と
の
関
係

 

第
I
編
 
一
般
規
定

 
 

I．
1
．
一
般
設
計
指
針

 
左
記
は
、
リ
ス
ク
論
的
な
表
現
と
な
っ
て
い
る
が
、
具
体
的
に
は
、
下
記
の
ご
と
く
発
生
頻
度
を
念
頭
に
お

い
て
た
事
象
区
分
を
設
定
し
、
決
定
論
的
な
評
価
を
行
う
こ
と
を
想
定
し
て
い
る
も
の
と
考
え
ら
れ
る
。

 

 

 
ナ
ト
リ
ウ
ム
冷
却
プ
ー
ル
型
高
速
炉
の
設
計
及
び
設
備
分
類
指
針
は
，
最
も
重
大
な
被
害
の
総
合
的
な
確
率
が
最
小
と
な
り
，
し
か
も
全
て
の
事
象
に
つ
い
て
，
そ
の
被
害
が
よ

り
重
大
で
あ
る
ほ
ど
一
定
の
低
い
総
合
発
生
確
率
以
下
に
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。（

こ
の
原
則
に
よ
っ
て
許
容
範
囲
の
定
義
が
導
か
れ
る
）

 

 
 
本
指
針
は
特
に
下
記
を
目
的
と
し
て
い
る
。；

 

 
ａ
．
通
常
運
転
中
に
施
設
要
員
お
よ
び
公
衆
が
受
け
る
被
爆
線
量
は
で
き
る
限
り
尐
な
く
し
，
全
て
の
場
合
に
規
制
上
の
限
度
以
下
に
維
持
す
る
。

 

 
ｂ
．
一
般
的
に
は
，
所
定
の
サ
イ
ト
に
プ
ラ
ン
ト
が
建
設
さ
れ
た
こ
と
に
よ
り
，
許
容
で
き
な
い
リ
ス
ク
が
も
た
ら
さ
れ
る
こ
と
の
な
い
よ
う
に
す
る
。

 

 
[運

転
状
態
の
分
類

] 
左
記
に
従
い
、

E
d
F
は
４
区
分
の
事
象
区
分
（
第

1
分
類
：
通
常
運
転
状
態
、
第

2
分
類
：
中
程
度
の
頻
度

で
、
被
害
が
極
め
て
限
定
さ
れ
る
事
象
、
第

3
分
類
：
極
め
て
頻
度
が
低
く
、
被
害
が
限
定
さ
れ
た
事
象
、

第
4
分
類
：
仮
想
の
域
に
と
ど
ま
り
、
そ
の
被
害
が
許
容
範
囲
に
あ
る
事
象
）
を
提
案
し
て
お
り
、

S
C

S
IN

は
、
原
則
的
に
許
容
さ
れ
る
も
の
と
し
て
い
る
。

 

上
記
は
、「

高
速
増
殖
炉
の
安
全
評
価
方
針
」
で
提
案
し
て
い
る
「
運
転
時
の
異
常
な
過
渡
変
化
」、
「
事
故
」、

「
稀
有
事
故
」
に
対
応
す
る
も
の
と
考
え
ら
れ
る
が
、
詳
細
を
把
握
す
る
た
め
に
は
事
象
選
定
の
た
め
の
検

討
内
容
の
情
報
が
必
要
。

 

外
部
事
象
に
つ
い
て
は
、
わ
が
国
で
は
、
安
全
評
価
指
針
で
は
扱
わ
れ
て
い
な
い
。

 

 

 
1
）
こ
の
目
的
が
達
成
さ
れ
た
か
ど
う
か
は
，
実
際
に
は
，（

十
分
な
安
全
性
の
余
裕
を
み
た
適
正
な
調
査
研
究
に
基
づ
き
）
い
く
つ
か
の
標
準
的
な
運
転
状
態
で
の
被
害
を
詳
細

に
検
討
す
る
こ
と
に
よ
っ
て
証
明
さ
れ
る
。
こ
れ
ら
の
標
準
的
な
運
転
状
態
の
推
定
発
生
頻
度
の
大
き
さ
毎
に
分
類
さ
れ
，

 
各
頻
度
分
類
毎
に
上
記
の
被
害
が
，
同
一
分
類
中

の
そ
の
他
の
運
転
状
態
の
被
害
を
包
絡
し
て
い
る
こ
と
を
示
さ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

 

 
こ
の
運
転
状
態
の
リ
ス
ト
に
は
，
施
設
の
外
的
原
因
に
よ
る
事
象
お
よ
び
サ
イ
ト
特
有
の
事
象
を
補
足
し
て
加
え
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

 

 
 
ま
た
，
も
し
，
あ
る
単
一
事
象
ま
た
は
事
象
の
組
合
せ
に
よ
っ
て
導
か
れ
る
あ
る
運
転
状
態
が
，
同
じ
頻
度
分
類
に
属
す
る
他
の
運
転
状
態
の
被
害
を
著
し
く
超
え
る
結
果
を

招
く
可
能
性
が
あ
る
場
合
，
こ
れ
も
リ
ス
ト
に
補
足
さ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
こ
の
場
合
，
こ
の
よ
う
な
運
転
状
態
の
発
生
確
率
を
可
能
な
限
り
低
減
す
る
よ
う
に
考
慮
し
て
，

こ
れ
ら
の
事
象
の
被
害
と
，
そ
れ
の
係
わ
る
頻
度
分
類
の
運
転
状
態
の
被
害
と
が
関
連
づ
け
ら
れ
る
よ
う
に
，
適
切
な
対
策
が
た
て
ら
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
｡

 

 
こ
の
よ
う
に
し
て
補
足
さ
れ
た
運
転
状
態
は
，
本
決
定
書
の
あ
と
の
部
分
に
お
い
て
，「

起
こ
り
得
る
全
て
の
運
転
状
態
｣と

称
さ
れ
る
。

 

 
[軽

水
炉
と
の
関
連

] 
品
質
保
証
に
つ
い
て
は
、「

準
拠
規
格
及
び
基
準
」
が
関
連
し
、
設
置
許
可
申
請
書

 
添
付
八
の
「

1
5
. 
品
質

保
証
活
動
」
に
関
連
す
る
記
載
が
あ
る
。

 

検
査
に
つ
い
て
は
、「

試
験
可
能
性
に
関
す
る
設
計
上
の
考
慮
」
が
対
応
す
る
。

 

機
器
分
類
に
つ
い
て
は
、「

信
頼
性
に
関
す
る
設
計
上
の
考
慮
」、

及
び
、
発
電
用
軽
水
型
原
子
炉
施
設
の
安

全
機
能
の
重
要
度
分
類
に
関
す
る
審
査
指
針
が
対
応
す
る
。

 

 

 
一
般
に
，
全
て
の
運
転
状
態
に
お
い
て
，
放
尃
線
被
害
は
本
決
定
の
時
点
で
評
価
さ
れ
る
加
圧
水
型
の
原
子
力
発
電
所
の
た
め
に
定
義
さ
れ
た
同
等
頻
度
の
運
転
状
態
分
類
に
お

け
る
被
害
を
上
回
ら
な
い
よ
う
に
，
適
正
な
対
策
が
た
て
ら
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
加
圧
水
型
の
施
設
に
つ
い
て
の
現
行
規
則
は
下
記
の
目
的
の
た
め
に
，
必
要
な
修
正
を
加

え
て
適
用
さ
れ
る
；

 

 
○

  
施
設
の
設
計
，
建
設
，
運
転
の
品
質
を
保
証
す
る
。

 

 
○

  
例
え
ば
単
一
故
障
基
準
を
適
用
し
，
供
用
期
間
中
監
視
と
定
期
検
査
に
（
必
要
な
場
合
に
は
適
当
な
運
転
規
則
を
作
っ
て
）
十
分
な
考
慮
を
し
た
上
で
詳
細
設
計
な
シ
ス
テ

ム
設
計
を
行
う
。

 

 
○

  
 
安
全
性
上
の
役
割
に
従
っ
て
機
器
を
分
類
し
，
そ
れ
に
よ
っ
て
，
設
計
，
施
工
，
供
用
期
間
中
監
視
に
関
す
る
規
則
を
決
定
す
る
。

 

 
[共

通
モ
ー
ド
故
障
，
火
災
，
誤
操
作
，
廃
炉

] 
「
信
頼
性
に
関
す
る
設
計
上
の
考
慮
」、
「
外
部
人
為
事
象
に
対
す
る
設
計
上
の
考
慮
」
に
対
応
す
る
。

 

「
ナ
ト
リ
ウ
ム
に
対
す
る
設
計
上
の
考
慮
」、
「
外
部
人
為
事
象
に
対
す
る
設
計
上
の
考
慮
」、
「
内
部
発
生
飛

来
物
に
対
す
る
設
計
上
の
考
慮
」
に
対
応
す
る
。

 

「
運
転
員
操
作
に
対
す
る
設
計
上
の
考
慮
」
に
対
応
す
る
。

 

解
体
に
対
す
る
配
慮
は
求
め
て
い
な
い
。

 

 

 
共
通
モ
ー
ド
故
障
（

co
m

m
o

n
 m

o
d
e 

fa
il

u
re
）
の
リ
ス
ク
を
低
減
す
る
た
め
，
安
全
上
重
要
な
シ
ス
テ
ム
に
は
各
種
の
構
成
機
器
，
ト
レ
イ
ン
ま
た
は
コ
ネ
ク
シ
ョ
ン
が
，
重
複

し
て
適
切
な
構
成
で
施
設
の
内
部
に
設
け
ら
れ
，
要
求
事
頄
と
技
術
的
可
能
性
の
程
度
に
も
よ
る
が
，
そ
れ
ら
の
設
計
と
施
工
に
は
多
様
化
が
計
ら
れ
る
べ
き
で
あ
る
。
こ
れ
ら

の
設
計
配
置
で
は
，
ま
た
破
壊
行
為
の
被
害
も
低
減
で
き
る
よ
う
に
す
る
必
要
が
あ
る
。

 

 
特
に
ナ
ト
リ
ウ
ム
火
災
の
リ
ス
ク
と
被
害
と
を
低
減
し
，
そ
の
検
知
を
可
能
に
し
，
そ
の
拡
大
の
抑
止
と
消
化
を
確
実
に
し
，
同
時
に
シ
ス
テ
ム
間
相
互
干
渉
の
リ
ス
ク
を
抑
え

る
た
め
，
か
つ
ま
た
安
全
上
重
要
な
シ
ス
テ
ム
に
つ
い
て
は
，

(構
造
物
の
形
状
や
，
場
合
に
よ
っ
て
は
多
重
性
に
よ
り

)動
的
外
乱
及
び
ミ
サ
イ
ル
か
ら
十
分
に
保
護
す
る
た
め

適
切
な
工
夫
が
な
さ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

 

 
ま
た
運
転
を
容
易
に
し
，
誤
操
作
に
よ
る
リ
ス
ク
を
な
る
べ
く
尐
な
く
す
る
処
置
を
取
ら
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

 

 
さ
ら
に
施
設
の
設
計
段
階
か
ら
，
各
施
設
の
将
来
に
お
け
る
解
体
を
容
易
に
す
る
た
め
の
適
切
な
処
置
が
取
ら
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

 

 
Ａ
．

2
）

[多
重
シ
ス
テ
ム
完
全
故
障

] 
安
全
設
計
審
査
指
針
で
は
、
原
則
と
し
て
単
一
故
障
及
び
外
部
電
源
喪
失
の
適
用
を
求
め
て
お
り
、
多
重
シ

ス
テ
ム
の
完
全
な
機
能
喪
失
ま
で
は
求
め
て
い
な
い
。

 

 

 
 
恒
常
的
運
転
下
で
使
用
さ
れ
た
り
，
頻
繁
に
使
用
さ
れ
る
多
重
シ
ス
テ
ム
の
完
全
な
故
障
に
伴
う
リ
ス
ク
に
つ
い
て
も
解
析
が
必
要
で
あ
る
。

 

 
こ
の
完
全
な
故
障
に
対
応
す
る
運
転
状
態
の
発
生
確
率
を
低
減
す
る
か
あ
る
い
は
被
害
を
そ
の
確
率
に
均
衡
す
る
水
準
ま
で
引
き
下
げ
，
前
記
の
許
容
範
囲
に
止
ど
め
る
た
め
必

要
な
ら
ば
適
当
な
工
夫
が
な
さ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

 



  

表
3
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: 
日
本
の
高
速
炉
に
関
す
る
安
全
設
計
要
求
と
ス
ー
パ
ー
フ
ェ
ニ
ッ
ク
ス

2
に
関
す
る
安
全
基
準
の
比
較
（

2
/1

0
）
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S

P
X

2
安
全
基
準
の
記
述

 
日
本
の
高
速
炉
に
関
す
る
安
全
設
計
要
求
と
の
関
係

 

 
Ａ
．

3
）

[仮
想
的
運
転
状
態
（
立
地
，
緊
急

/特
殊
作
業
用
）

] 
 

 
上
記
の
要
求
を
満
た
す
こ
と
に
よ
っ
て
十
分
な
安
全
性
レ
ベ
ル
が
確
保
さ
れ
る
筈
だ
が
，
同
時
に
先
に
定
義
し
た
運
転
状
態
の
中
で
最
も
仮
想
的
な
も
の
の
頻
度
よ
り
も
更
に
推

定
頻
度
が
低
い
が
，
そ
れ
で
も
サ
イ
ト
の
選
択
と
緊
急
及
び
特
殊
作
業
時
手
項
の
策
定
の
た
め
に
考
慮
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
代
表
的
な
最
大
リ
ス
ク
と
考
え
ら
れ
る
単
一
事
故

あ
る
い
は
複
合
事
故
の
被
害
を
十
分
な
程
度
に
低
減
す
る
よ
う
，
工
夫
が
な
さ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
｡

 

立
地
に
つ
い
て
は
、
立
地
審
査
指
針
に
基
づ
き
「
重
大
事
故
」
及
び
「
仮
想
事
故
」
を
想
定
す
る
こ
と
と
し

て
い
る
。

 

防
災
計
画
に
つ
い
て
は
、「

原
視
力
施
設
等
の
防
災
対
策
に
つ
い
て
」
に
お
い
て
、
原
子
力
災
害
対
策
特
別
措

置
法
の
通
報
及
び
緊
急
事
態
宣
言
発
令
に
対
応
す
る
プ
ラ
ン
ト
状
態
が
炉
型
ご
と
に
規
定
さ
れ
て
い
る
。

 

「
付
加
的
限
界
事
象
」
は
必
ず
し
も
こ
の
よ
う
な
目
的
で
評
価
さ
れ
る
事
象
カ
テ
ゴ
リ
と
は
な
っ
て
い
な
い
。

 

 

 
 

 
A

.2
)及

び
3
)の

両
頄
に
定
め
る
運
転
状
態
に
つ
い
て
は
，
現
実
的
な
仮
定
に
基
づ
き
，
ま
た
緊
急
時
手
項
に
含
ま
れ
る
何
か
処
置
が
あ
れ
ば
そ
れ
も
考
慮
て
し
て
解
析
す
る
こ
と

が
で
き
る
。

 

I．
2
．
標
準
建
設
計
画
と
外
的
要
因
に
よ
る
災
害

 
 

左
記
に
従
い
、

E
d
F
は
サ
イ
ト
を
特
定
し
な
い
標
準
的
な
サ
イ
ト
条
件
と
し
て
地
震
、
航
空
機
落
下
及
び
外

気
圧
条
件
を
提
案
し
て
お
り
、

S
C

S
IN

は
、
原
則
的
に
許
容
さ
れ
る
も
の
と
し
て
い
る
。

 

「
自
然
現
象
に
対
す
る
設
計
上
の
考
慮
」、
「
外
部
人
為
事
象
に
対
す
る
設
計
上
の
考
慮
」、
「
内
部
発
生
飛
来

物
に
対
す
る
設
計
上
の
考
慮
」
に
対
応
す
る
。

 

 

 
外
的
要
因
に
よ
る
災
害
を
Ⅰ

.1
に
定
め
る
規
則
に
応
じ
て
適
当
な
プ
ラ
ン
ト
運
転
状
態
と
組
合
せ
考
慮
に
入
れ
て
対
応
を
決
定
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

 

 
こ
れ
ら
の
外
的
要
因
と
し
て
は
，
特
に
下
記
の
も
の
を
考
慮
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
；

 

 
○
余
震
を
含
む
地
震
お
よ
び
必
要
な
範
囲
で
の
津
波
，
地
面
の
変
動

 

 
○
極
端
な
気
象
条
件

 

 
○
洪
水
，
河
川
の
雑
炊
と
そ
れ
に
よ
る
水
道
施
設
に
対
す
る
被
害

 

 
○
航
空
機
の
墜
落

 

 
○
工
業
施
設
，
港
湾
施
設
お
よ
び
通
信
施
設
に
関
連
す
る
人
的
活
動
に
よ
る
爆
発
，
ガ
ス
雲
，
火
災
隣
ま
た
は
ミ
サ
イ
ル
な
ど

 

 
○
タ
ー
ビ
ン
の
破
損
に
よ
っ
て
生
じ
る
ミ
サ
イ
ル

 

 
○
隣
接
施
設
に
影
響
を
及
ぼ
す
各
種
の
ナ
ト
リ
ウ
ム
火
災
，
ナ
ト
リ
ウ
ム
－
水
・
空
気
反
応

 

I．
3
．
使
用
期
間
中
の
監
視
と
特
殊
作
業
の
た
め
の
準
備

 
 

 
「
試
験
可
能
性
に
関
す
る
設
計
上
の
考
慮
」
が
関
連
す
る
。

 

た
だ
し
、
補
修
に
つ
い
て
は
要
求
事
頄
と
は
し
て
い
な
い
。

 

 

 
使
用
期
間
中
の
監
視
と
特
殊
作
業
の
た
め
の
準
備
は
特
に
下
記
を
目
標
と
し
て
い
る
；

 

 
ａ
．
プ
ラ
ン
ト
の
安
全
機
能
を
は
た
す
機
器
の
運
転
状
態
が
，
発
電
所
の
耐
用
期
間
中
を
通
じ
て
，
建
設
計
画
の
条
件
に
合
致
し
て
い
る
こ
と
を
確
認
す
る
｡

 

 
ｂ
．
こ
の
監
視
お
よ
び
特
殊
作
業
を
容
易
に
す
る
た
め
の
構
造
上
の
対
応
策
を
設
計
段
階
か
ら
採
用
す
る
｡

 

第
II
編
 
技
術
規
定

 
 

II
．

1
．
配
置
計
画

 
「
共
用
に
関
す
る
設
計
上
の
考
慮
」
が
対
応
す
る
。

 

よ
り
、
細
か
い
記
述
は
指
針
レ
ベ
ル
で
は
行
わ
な
い
。

 

 

 
ａ
．
あ
る
プ
ラ
ン
ト
事
故
が
，
他
の
プ
ラ
ン
ト
に
影
響
す
る
こ
と
を
回
避
す
る
。
こ
の
観
点
か
ら
，
安
全
に
か
か
わ
る
機
器
は
，
同
一
の
サ
イ
ト
の
複
数
プ
ラ
ン
ト
に
同
時
に
共

用
し
て
は
な
ら
な
い
。
た
だ
し
，
起
こ
り
得
る
と
見
な
さ
れ
る
全
運
転
状
態
の
範
囲
で
こ
の
よ
う
な
対
応
策
が
安
全
性
の
観
点
か
ら
十
分
で
あ
る
と
の
明
確
な
立
証
が
行
わ
れ
る

場
合
は
こ
の
限
り
で
は
な
い
。

 

 
各
原
子
炉
建
物
内
に
は
緊
急
シ
ス
テ
ム
ま
た
は
当
該
原
子
炉
を
安
全
に
停
止
す
る
シ
ス
テ
ム
並
び
に
制
御
お
よ
び
保
護
シ
ス
テ
ム
を
設
置
す
る
こ
と
｡

 

 
ｂ
．
あ
る
プ
ラ
ン
ト
が
運
転
中
で
，
他
が
建
設
ま
た
は
作
業
中
で
あ
る
と
き
，
そ
の
期
間
，
プ
ラ
ン
ト
へ
の
ア
ク
セ
ス
ポ
イ
ン
ト
の
有
効
な
監
視
が
で
き
る
こ
と
｡

 

 
ｃ
．
発
生
の
可
能
性
が
あ
る
事
故
の
性
質
・
位
置
・
規
模
を
確
定
す
る
た
め
の
中
枢
と
な
る
施
設
を
設
け
，
要
員
が
余
儀
な
く
作
業
場
所
お
よ
び
外
部
へ
の
通
路
に
止
ま
る
場
合

は
こ
れ
を
保
護
し
，
再
編
成
し
，
ま
た
必
要
と
あ
れ
ば
最
良
の
条
件
で
退
避
す
る
こ
と
が
可
能
で
あ
る
こ
と
｡
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（
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S

P
X

2
安
全
基
準
の
記
述

 
日
本
の
高
速
炉
に
関
す
る
安
全
設
計
要
求
と
の
関
係

 

II
．

2
．
燃
料
集
合
体

 
「
燃
料
設
計
」
等
が
対
応
す
る
。

 

よ
り
、
細
か
い
記
述
は
指
針
レ
ベ
ル
で
は
行
わ
な
い
。

 

 

 
ａ
．
健
全
性
と
気
密
性
と
が
要
求
さ
れ
る
通
常
状
態
お
よ
び
過
渡
状
態
の
す
べ
て
の
場
合
に
お
い
て
技
術
的
限
界
に
対
し
て
十
分
な
余
裕
を
保
ち
，
燃
料
ピ
ン
の
健
全
性
と
気
密

性
と
を
確
保
す
る
こ
と
｡ま

た
，
起
こ
り
得
る
と
見
な
さ
れ
る
故
障
と
事
故
に
よ
る
被
害
は

I.
1
に
定
め
る
レ
ベ
ル
を
超
え
な
い
よ
う
に
す
る
こ
と
｡ 

 
ｂ
．
局
所
流
量
減
尐
ま
た
は
閉
塞
の
危
険
を
防
止
す
る
よ
う
，
燃
料
集
合
体
へ
の
ナ
ト
リ
ウ
ム
の
供
給
お
よ
び
燃
料
ピ
ン
の
間
隔
保
持
の
設
計
を
す
る
こ
と
｡

 

 
ｃ
．
起
こ
り
得
る
と
見
な
さ
れ
る
全
運
転
状
態
に
お
い
て
，
燃
料
集
合
体
の
被
覆
管
状
態
を
代
表
す
る
パ
ラ
メ
ー
タ
を
尐
な
く
と
も
一
つ
測
定
し
て
炉
心
燃
料
集
合
体
の
状
態
を

監
視
す
る
こ
と
｡ 

全
燃
料
集
合
体
の
状
態
監
視
は
審
査
要
求
と
は
し
て
い
な
い
。

 

 
ｄ
．
プ
ラ
ン
ト
の
寿
命
を
通
じ
て
満
足
で
き
る
レ
ベ
ル
で
，

1
次
系
を
で
き
る
だ
け
清
浄
に
保
つ
た
め
に
被
覆
管
が
破
損
し
た
燃
料
集
合
体
を
移
動
す
る
手
段
を
確
保
す
る
こ
と
，

ま
た
被
覆
管
の
破
損
お
よ
び
そ
の
集
合
体
の
位
置
を
検
知
す
る
手
段
の
感
度
を
維
持
す
る
こ
と
｡

 

破
損
燃
料
検
出
設
備
の
感
度
維
持
の
要
求
が
あ
る
と
す
れ
ば
、
保
安
規
定
の
内
部
で
記
述
す
る
事
頄
と
考
え

ら
れ
る
。

 

II
．

3
．
主
容
器
内
部
の
設
備

 
 

 

 
ａ
．
全
て
の
運
転
状
態
に
わ
た
っ
て
，
炉
心
燃
料
ピ
ン
と
炉
心
周
辺
に
貯
蔵
さ
れ
る
集
合
体
燃
料
ピ
ン
の
冷
却
が
で
き
る
こ
と
。

 
「
炉
心
支
持
構
造
物
」
等
が
対
応
す
る
。

 

た
だ
し
、
よ
り
細
か
い
記
述
は
指
針
レ
ベ
ル
で
は
行
わ
な
い
。

 

 

 
こ
の
た
め
に
は
主
容
器
の
中
の
全
て
の
内
部
設
備
は
，（

十
分
な
安
全
余
裕
を
も
っ
て
）
通
常
時
お
よ
び
過
度
時
の
全
運
転
状
態
に
わ
た
っ
て
，
そ
れ
ら
に
加
え
ら
れ
る
外
力
に

抗
し
得
る
こ
と
，
ま
た
考
慮
さ
れ
る
全
て
の
事
故
条
件
下
で
こ
れ
ら
の
内
部
設
備
の
損
傷
や
露
呈
が
十
分
に
限
定
さ
れ
た
ま
ま
で
原
子
炉
の
停
止
と
停
止
状
態
の
維
持
及
び
崩
壊

熱
の
除
去
が
可
能
で
あ
る
こ
と
が
前
提
と
な
る
。
起
こ
る
と
見
な
さ
れ
る
全
運
転
状
態
下
で
発
生
す
る
恐
れ
の
あ
る
各
種
破
損
モ
ー
ド
（
特
に
振
動
が
原
因
と
な
っ
て
）
に
関
し

て
は
，
安
全
保
護
シ
ス
テ
ム
の
作
動
，
こ
れ
ら
の
運
転
状
態
に
お
け
る
設
備
の
使
用
･環

境
条
件
（
特
に
温
度
変
化
に
よ
る
寸
法
の
変
化
）
及
び
照
尃
材
料
の
特
性
に
生
じ
得
る

不
確
定
性
を
考
慮
し
た
上
で
，
十
分
な
余
裕
を
有
す
る
よ
う
に
す
る
必
要
が
あ
る
。

 

 

 
ｂ
．
ナ
ト
リ
ウ
ム
循
環
を
十
分
に
確
保
し
，
燃
料
の
冷
却
を
困
難
に
す
る
恐
れ
の
あ
る
振
動
お
よ
び
ガ
ス
巻
き
込
み
現
象
を
低
減
す
る
こ
と
。
こ
の
た
め
に
は
，
適
用
さ
れ
る
対

策
が
計
算
又
は
代
表
的
な
試
験
に
よ
っ
て
確
認
さ
れ
て
い
る
こ
と
が
前
提
と
な
る
。

 

 

「
1
次
主
冷
却
系
」
が
関
連
す
る
。

 

 
ｃ
．
偶
発
的
な
全
て
の
流
路
閉
塞
現
象
を
回
避
す
る
た
め
，
ナ
ト
リ
ウ
ム
純
化
を
十
分
に
効
果
的
に
確
保
し
，
制
御
す
る
こ
と
。

 
ナ
ト
リ
ウ
ム
純
化
及
び
内
部
構
造
物
の
変
形
等
の
主
容
器
へ
の
影
響
防
止
に
つ
い
て
は
、
下
位
の
設
計
方
針

レ
ベ
ル
で
検
討
す
べ
き
事
頄
と
考
え
ら
れ
る
。

 

 
ｄ
．
上
記
の
各
種
想
定
運
転
状
態
に
お
い
て
主
容
器
の
健
全
性
と
気
密
性
を
阻
害
し
て
は
な
ら
な
い
。
こ
の
た
め
に
は
，
起
こ
る
全
て
の
運
転
状
態
に
わ
た
っ
て
，
主
容
器
内
で

到
達
す
る
温
度
な
ら
び
に
，
主
容
器
を
損
傷
す
る
恐
れ
の
あ
る
内
部
設
備
の
変
形
の
危
険
性
を
制
限
す
る
た
め
の
対
策
が
す
で
に
用
意
さ
れ
て
い
る
こ
と
が
前
提
と
な
る
。

 

 

 

 
ｅ
．
必
要
に
応
じ
て
装
置
の
使
用
期
間
中
監
視
が
で
き
る
こ
と
｡ 

 

「
試
験
可
能
性
に
関
す
る
設
計
上
の
考
慮
」
が
対
応
す
る
。

 

 
ｆ
．
運
転
中
，
特
に
保
守
作
業
，
使
用
中
監
視
お
よ
び
修
理
作
業
中
の
作
業
員
が
受
け
る
被
爆
線
量
を
，
各
種
設
備
の
適
正
な
設
計
に
よ
っ
て
許
容
可
能
な
レ
ベ
ル
に
制
限
す
る

こ
と
。
原
子
炉
冷
却
材
が
循
環
し
た
時
，
放
尃
能
線
源
と
な
る
腐
蝕
ま
た
は
浸
蝕
生
成
物
を
生
じ
る
材
料
は
で
き
る
限
り
用
い
な
い
よ
う
に
す
る
こ
と
｡

 

 

「
放
尃
線
業
務
従
事
者
の
放
尃
線
防
護
」
が
対
応
す
る
。

 

 
ｇ
．

1
次
系
ナ
ト
リ
ウ
ム
の
自
然
循
環
に
よ
っ
て
，
炉
心
お
よ
び
周
辺
に
貯
蔵
さ
れ
る
燃
料
集
合
体
か
ら
の
崩
壊
熱
除
去
を
可
能
に
す
る
こ
と
｡

 

 

自
然
循
環
に
よ
る
崩
壊
熱
除
去
に
つ
い
て
は
、「

電
源
喪
失
に
対
す
る
設
計
上
の
考
慮
」
が
対
応
す
る
。

 

 
 

 



  

表
3
.6

: 
日
本
の
高
速
炉
に
関
す
る
安
全
設
計
要
求
と
ス
ー
パ
ー
フ
ェ
ニ
ッ
ク
ス

2
に
関
す
る
安
全
基
準
の
比
較
（

4
/1

0
）

 

 

- 104 - 

JAEA-Review 2011-032 

 
S

P
X

2
安
全
基
準
の
記
述

 
日
本
の
高
速
炉
に
関
す
る
安
全
設
計
要
求
と
の
関
係

 

II
．

4
．
燃
料
集
合
体
の
貯
蔵
と
取
扱
い

 
 

 
ａ
．
新
燃
料
お
よ
び
使
用
済
燃
料
集
合
体
の
貯
蔵
条
件
は
，
起
こ
り
得
る
全
て
の
運
転
状
態
下
で
十
分
な
安
全
余
裕
を
も
っ
て
未
臨
界
に
保
つ
こ
と
｡

 
「
燃
料
の
貯
蔵
設
備
及
び
取
扱
設
備
」、
「
燃
料
の
臨
界
防
止
」
等
が
対
応
す
る
。

 

た
だ
し
、
よ
り
細
か
い
記
述
は
指
針
レ
ベ
ル
で
は
行
わ
な
い
。

 
 

b
.（

起
こ
る
と
見
な
さ
れ
る
全
運
転
状
態
下
で
）
使
用
済
燃
料
集
合
体
の
崩
壊
熱
の
除
去
を
十
分
な
安
全
余
裕
と
信
頼
度
を
も
っ
て
確
保
す
る
こ
と
。
特
に
使
用
済
燃
料
集
合
体

の
貯
蔵
装
置
は
，
集
合
体
の
間
を
通
過
す
る
冷
却
材
流
量
が
著
し
く
低
下
す
る
よ
う
な
全
て
の
事
態
を
避
け
る
よ
う
に
設
計
，
施
工
，
維
持
さ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
こ
の
た

め
に
は
，
特
に
こ
の
液
体
の
十
分
な
純
度
を
確
保
す
る
対
策
が
す
で
に
用
意
さ
れ
て
い
る
こ
と
が
前
提
と
な
る
｡

 

 
ｃ
．
起
こ
る
と
見
な
さ
れ
る
全
運
転
状
態
下
で
，
放
尃
性
物
質
の
許
容
値
を
超
え
る
放
出
を
回
避
す
る
た
め
に
，
こ
れ
を
十
分
に
格
納
す
る
こ
と
｡

 

 
上
記
の
ａ
，
ｂ
，
ｃ
各
頄
に
つ
い
て
は
，
特
に
外
的
要
因
に
よ
る
災
害
（
地
震
，
航
空
機
墜
落
，
煤
発
な
ど
），

ミ
サ
イ
ル
の
衝
撃
の
危
険
，
使
用
済
燃
料
集
合
体
の
輸
送
用
キ

ャ
ス
ク
の
落
下
の
危
険
，
燃
料
集
合
体
の
取
扱
い
に
付
随
す
る
危
険
な
ど
を
考
慮
す
べ
き
で
あ
る
。
原
子
炉
炉
心
内
へ
の
燃
料
集
合
体
移
送
シ
ス
テ
ム
は
，
集
合
体
の
臨
界
，
冷

却
の
不
足
，
機
能
的
劣
化
に
関
し
て
，
取
扱
い
中
の
燃
料
集
合
体
と
炉
心
と
の
間
の
危
険
な
相
互
作
用
を
，
回
避
す
る
よ
う
に
設
計
さ
れ
て
い
る
こ
と
｡

 

 
ｄ
．
取
扱
わ
れ
る
集
合
体
の
種
類
に
つ
い
て
明
確
な
判
断
情
報
を
提
供
す
る
燃
料
取
扱
い
シ
ス
テ
ム
を
設
計
す
る
こ
と
｡

 

 
ｅ
．
燃
料
集
合
体
の
状
態
，
そ
の
冷
却
性
，
あ
る
い
は
放
尃
性
生
成
物
の
格
納
の
異
常
お
よ
び
炉
心
内
の
負
の
反
応
度
余
裕
の
異
常
な
減
尐
の
検
出
を
可
能
に
す
る
こ
と
。
負
の

反
応
度
余
裕
の
異
常
減
尐
検
出
の
場
合
に
は
さ
ら
に
信
号
お
よ
び
警
報
を
出
し
，
こ
の
余
裕
が
十
分
に
な
っ
た
場
合
に
は
燃
料
集
合
体
の
取
扱
い
続
行
を
禁
止
す
る
こ
と
。

 

 
ｆ
．
検
査
お
よ
び
保
守
作
業
の
際
，
ま
た
は
被
覆
に
破
損
を
生
じ
た
燃
料
集
合
体
の
取
扱
作
業
の
際
に
作
業
員
の
被
曝
，
又
は
汚
染
に
対
す
る
危
険
性
を
最
小
に
す
る
こ
と
。

 

 
ｇ
．
放
尃
性
物
質
の
最
終
的
な
貯
蔵
所
は
サ
イ
ト
内
に
置
か
な
い
よ
う
に
す
る
こ
と
。

 

II
．

5
．
原
子
炉
主
要
器

 
 

 
ａ
．
主
容
器
の
ひ
び
割
れ
お
よ
び
破
損
の
危
険
を
防
止
す
る
こ
と
。
こ
の
た
め
に
は
設
計
，
材
料
の
選
択
お
よ
び
製
造
に
関
す
る
規
定
と
同
時
に
，
起
こ
る
と
見
な
さ
れ
る
全
運

転
状
態
下
で
主
容
器
に
影
響
す
る
熱
勾
配
を
考
慮
し
た
場
合
最
も
苛
酷
と
な
る
部
分
に
つ
い
て
使
用
期
間
中
藍
視
が
で
き
る
よ
う
，
適
切
な
工
夫
が
な
さ
れ
る
こ
と
が
前
提
と
な

る
｡ 

「
原
子
炉
冷
却
材
バ
ウ
ン
ダ
リ
の
健
全
性
」、
「
原
子
炉
冷
却
材
バ
ウ
ン
ダ
リ
の
破
壊
防
止
」、
「
原
子
炉
冷
却

材
バ
ウ
ン
ダ
リ
の
漏
え
い
対
策
」、
「
原
子
炉
冷
却
材
バ
ウ
ン
ダ
リ
の
試
験
及
び
検
査
」、
「
炉
心
支
持
構
造
物
」

等
が
対
応
す
る
。

 

 
起
こ
り
得
る
全
て
の
運
転
状
態
下
で
，
容
器
に
発
生
す
る
可
能
性
の
あ
る
各
種
破
損
モ
ー
ド
に
つ
い
て
，
十
分
な
余
裕
が
存
在
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
そ
の
場
合
，
安
全
保
護

系
の
作
動
，
こ
れ
ら
の
運
転
状
態
に
お
け
る
主
容
器
の
使
用
環
境
条
件
，
材
料
特
性
に
存
在
し
得
る
不
確
定
性
と
そ
の
条
件
下
で
の
変
化
，
お
よ
び
材
料
欠
陥
な
ど
を
考
慮
し
な

け
れ
ば
な
ら
な
い
。
そ
の
他
，
こ
の
装
置
の
使
用
期
間
中
監
視
を
容
易
に
す
る
た
め
の
適
正
な
処
置
が
設
計
段
階
か
ら
取
ら
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
｡

 

 
主
容
器
の
冷
却
材
漏
洩
が
あ
れ
ば
こ
れ
を
検
出
し
，
可
能
な
範
囲
で
そ
の
位
置
を
決
め
る
対
策
を
設
け
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
｡

 

 
ｂ
．
起
こ
る
と
み
な
さ
れ
る
全
運
転
状
態
下
で
，
炉
心
お
よ
び
内
部
構
造
物
の
支
持
と
配
置
を
原
子
炉
の
安
全
性
と
適
合
す
る
形
で
確
保
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
｡

 

 
ｃ
．
運
転
作
業
中
，
特
に
保
守
・
運
転
中
の
監
視
，
修
理
な
ど
の
作
業
の
際
に
は
作
業
員
が
受
け
る
被
曝
線
量
は
，
設
備
の
適
切
な
設
計
に
よ
っ
て
許
容
水
準
以
下
に
制
限
し
な

け
れ
ば
な
ら
な
い
。

 

 
 

 



  

表
3
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日
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す
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ー
パ
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ェ
ニ
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ク
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に
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す
る
安
全
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較
（
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0
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日
本
の
高
速
炉
に
関
す
る
安
全
設
計
要
求
と
の
関
係

 

II
．

6
．
１
次
系
カ
バ
ー
ガ
ス
系

 
 

 
ａ
．

1
次
系
ナ
ト
リ
ウ
ム
の
酸
化
を
回
避
す
る
た
め
の
不
活
性
ガ
ス
の
使
用
｡

 
「
原
子
炉
カ
バ
ー
ガ
ス
バ
ウ
ン
ダ
リ
の
健
全
性
」
が
対
応
す
る
。

 

た
だ
し
、
よ
り
細
か
い
記
述
は
指
針
レ
ベ
ル
で
は
行
わ
な
い
。

 
 

ｂ
．
起
こ
る
と
見
な
さ
れ
る
全
運
転
状
態
下
で
，
燃
料
中
に
形
成
さ
れ
る
気
体
核
分
裂
生
成
物
が
漏
洩
し
た
場
合
１
次
系
の
放
尃
性
気
体
物
質
を
閉
じ
込
め
，
で
き
れ
ば
ト
ラ
ッ

プ
す
る
｡ 

 
ｃ
．
原
子
炉
主
容
器
内
ナ
ト
リ
ウ
ム
と
そ
の
上
部
密
閉
部
と
の
間
に
空
気
が
侵
入
す
る
こ
と
を
防
止
す
る
。
す
な
わ
ち
原
子
炉
主
容
器
内
ナ
ト
リ
ウ
ム
と
上
部
密
閉
部
と
の
間
の

自
由
空
間
に
原
子
炉
建
物
内
圧
力
よ
り
若
干
高
い
圧
力
を
維
持
し
て
こ
れ
を
実
現
す
る
。

 

 
ｄ
．
起
こ
る
全
て
の
連
転
状
態
下
で
，
主
容
器
内
に
生
じ
る
可
能
性
の
あ
る
過
圧
力
と
減
圧
力
を
考
慮
し
て
，
主
容
器
と
原
子
炉
の
上
部
密
閉
部
（
ク
ロ
ー
ジ
ャ
）
を
防
護
す
る
。

 

 
ｅ
．
適
切
な
ス
テ
ッ
プ
に
よ
っ
て
，
安
全
上
重
要
な
配
管
系
の
閉
塞
，
特
に
ナ
ト
リ
ウ
ム
凍
結
に
よ
る
閉
塞
を
避
け
る
。

 

 
ｆ
．（

起
こ
り
得
る
と
見
な
さ
れ
る
全
運
転
状
態
下
で
，
前
記
の
ｄ

.を
妨
げ
る
こ
と
な
く
）
万
一
必
要
と
な
れ
ば
隔
離
の
手
段
を
講
ず
る
こ
と
を
想
定
す
る
。

 

 
II
．

7
．
原
子
炉
ク
ロ
ー
ジ
ャ
ー
ヘ
ッ
ド

 
 

 
ａ
．
起
こ
り
得
る
と
考
え
ら
れ
る
全
運
転
状
態
下
で
，
主
容
器
，
容
器
内
の
燃
料
集
合
体
取
扱
い
装
置
，
熱
出
力
除
去
に
使
用
さ
れ
る
機
械
装
置
，
原
子
炉
保
護
系
の
機
器
お
よ

び
破
損
す
れ
ば
原
子
炉
の
密
閉
に
影
響
す
る
恐
れ
の
あ
る
よ
う
な
各
種
の
構
成
要
素
の
支
持
を
確
実
に
し
，
位
置
を
維
持
す
る
｡

 

「
原
子
炉
カ
バ
ー
ガ
ス
バ
ウ
ン
ダ
リ
の
健
全
性
」、
「
原
子
炉
カ
バ
ー
バ
ス
バ
ウ
ン
ダ
リ
の
漏
洩
検
出
」
等
が

対
応
す
る
。

 

た
だ
し
、
よ
り
細
か
い
記
述
は
指
針
レ
ベ
ル
で
は
行
わ
な
い
。

 
 

ｂ
．
主
容
器
と
安
全
容
器
の
監
視
機
器
を
装
着
さ
せ
る
｡ 

 
ｃ
．
特
に
原
子
炉
か
ら
原
子
炉
建
物
に
流
出
す
る
ガ
ス
ま
た
は
エ
ア
ロ
ゾ
ル
の
漏
洩
，
お
よ
び
空
気
の
逆
方
向
の
流
入
に
対
し
て
気
密
性
を
確
保
し
，
そ
の
監
視
を
可
能
に
す
る
｡

 

 
ｄ
．
原
子
炉
建
物
内
で
の
運
転
作
業
中
に
作
業
員
が
受
け
る
被
曝
線
量
を
制
限
す
る
。
特
に
原
子
炉
上
部
で
の
放
尃
線
遮
蔽
を
確
保
す
る
｡

 

 
ｅ
．
起
こ
り
得
る
と
考
え
ら
れ
る
全
運
転
状
態
下
で
，

1
次
ナ
ト
リ
ウ
ム
か
ら
の
放
熱
を
吸
収
す
る
｡

 

 
ｆ
．
密
閉
部
の
冷
却
の
た
め
に
十
分
信
頼
性
が
高
い
方
法
を
用
い
る
。
ま
た
機
器
に
対
す
る
適
切
な
監
視
を
確
保
す
る
。

 

 
ｇ
．
主
容
器
の
安
全
上
重
要
な
装
置
は
起
こ
り
得
る
と
考
え
ら
れ
る
災
害
か
ら
の
保
護
，
特
に
原
子
炉
上
部
密
閉
部
に
対
す
る
物
体
の
落
下
お
よ
び
ナ
ト
リ
ウ
ム
火
災
に
関
連
す

る
災
害
か
ら
保
護
す
る
。
ま
た
こ
れ
ら
の
災
害
に
対
す
る
密
閉
部
事
態
の
強
度
を
確
保
す
る
｡

 

 
 

 



  

表
3
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: 
日
本
の
高
速
炉
に
関
す
る
安
全
設
計
要
求
と
ス
ー
パ
ー
フ
ェ
ニ
ッ
ク
ス
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に
関
す
る
安
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基
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（
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0
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日
本
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高
速
炉
に
関
す
る
安
全
設
計
要
求
と
の
関
係

 

II
．

8
．
放
尃
線
防
護
と
換
気

 
 

 
ａ
．
一
般
的
に
，
起
こ
り
得
る
全
て
の
運
転
状
態
下
で
，
公
衆
お
よ
び
環
境
に
対
し
施
設
の
運
転
か
ら
生
じ
る
放
尃
能
の
影
響
を
で
き
る
だ
け
低
減
す
る
こ
と
。
同
様
に
燃
料
集

合
体
の
取
扱
作
業
を
含
む
施
設
の
運
転
，
保
修
作
業
中
に
作
業
員
の
受
け
る
被
曝
線
量
を
で
き
る
限
り
低
減
す
る
こ
と
｡

 

「
周
辺
の
放
尃
線
防
護
」、
「
放
尃
線
業
務
従
事
者
の
放
尃
線
防
護
」、
「
放
尃
線
業
務
従
事
者
の
放
尃
線
管
理
」、

「
放
尃
性
気
体
廃
棄
物
の
処
理
施
設
」、
「
放
尃
性
液
体
廃
棄
物
の
処
理
施
設
」、
「
放
尃
性
固
体
廃
棄
物
の
処

理
施
設
」、
「
固
体
廃
棄
物
貯
蔵
施
設
」
等
に
対
応
す
る
。

 
 

こ
の
た
め
に
は
，
起
こ
る
と
考
え
ら
れ
る
全
運
転
状
態
下
で
，
施
設
内
部
に
現
存
ま
た
は
潜
在
す
る
放
尃
線
源
を
徹
底
的
に
点
検
し
，
さ
ら
に
そ
れ
を
監
視
し
，
技
術
的
に
可
能

な
範
囲
で
適
切
な
防
護
壁
や
遮
蔽
体
に
よ
り
そ
の
影
響
を
最
小
に
す
る
こ
と
が
前
提
と
な
る
｡

 

 
全
て
の
防
護
壁
お
よ
び
遮
蔽
体
は
，
そ
れ
が
も
し
も
損
傷
し
た
場
合
の
重
大
さ
に
応
じ
た
品
質
の
設
計
及
び
組
立
を
な
し
か
つ
適
切
に
監
視
さ
れ
る
こ
と
よ
り
，
あ
ら
か
じ
め
き

め
ら
れ
た
効
果
を
維
持
し
な
け
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
同
様
な
条
件
に
お
い
て
，
設
計
，
施
工

,監
視
さ
れ
る
手
段
自
体
も
，
可
能
な
限
り
こ
の
効
果
低
下
と
言
う
リ
ス
ク
に

対
処
で
き
る
よ
う
に
考
慮
さ
れ
て
い
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
｡ 

 
ｂ
．
特
に
，

1
次
系
冷
却
材
の
放
尃
能
レ
ベ
ル
を
限
定
し
，
こ
れ
ら
流
体
の
放
尃
化
お
よ
び
核
分
裂
生
成
物
の
含
有
量
を
制
限
す
る
こ
と
。
こ
の
た
め
に
は
使
用
す
る
材
料
の
選

択
（
Ⅱ

.3
.A

参
照
）
お
よ
び
燃
料
ピ
ン
被
覆
の
健
全
性
と
気
密
性
の
維
持
に
関
す
る
設
計
手
段
，
お
よ
び
適
切
な
監
視
手
段
が
と
ら
れ
，
汚
染
さ
れ
る
恐
れ
の
あ
る
諸
系
統
，
容

器
，
部
屋
を
適
切
に
監
視
し
，
ま
た
放
尃
能
の
恒
常
的
測
定
を
定
期
的
な
サ
ン
プ
リ
ン
グ
に
よ
り
補
足
し
，
１
次
冷
却
材
お
よ
び
照
尃
済
燃
料
の
冷
却
材
中
の
不
純
物
と
特
定
の

放
尃
性
核
種
の
含
有
量
を
知
る
こ
と
が
前
提
と
な
る
｡ 

 
ｃ
．
１
次
系
冷
却
材
（

II
.2

.A
参
照
）
の
放
尃
能
を
監
視
す
る
こ
と
｡ 

 
ｄ
．
汚
染
物
質
が
発
生
し
た
場
合
に
は
そ
の
経
路
拡
大
を
制
御
し
，
ろ
過
や
ト
ラ
ッ
プ
を
確
実
に
行
う
こ
と
。
こ
の
た
め
に
は
，
特
に
汚
染
さ
れ
た
流
体
を
含
有
す
る
恐
れ
の
あ

る
系
統
ま
た
は
容
器
を
保
護
す
る
た
め
の
建
物
の
換
気
は
，
最
も
汚
染
度
が
尐
な
い
部
屋
か
ら
最
も
汚
染
度
が
高
い
部
屋
へ
と
空
気
流
が
向
か
う
よ
う
に
実
施
さ
れ
る
こ
と
が
が

前
提
と
な
る
。
最
も
汚
染
度
が
高
い
部
屋
の
換
気
経
路
に
更
に
適
切
な
フ
ィ
ル
タ
を
備
え
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
ナ
ト
リ
ウ
ム
・
ア
ロ
ゾ
ル
で
目
詰
ま
り
を
起
こ
す
危
険
の
あ
る

フ
ィ
ル
タ
は
，
適
切
な
プ
レ
フ
ィ
ル
タ
で
保
護
す
る
。

 

 
ｅ
．
液
体
，
気
体
の
廃
棄
物
は
廃
棄
前
に
適
切
な
方
法
で
容
積
を
最
小
に
し
，
制
御
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
｡固

定
，
液
体
，
気
体
の
放
尃
性
廃
棄
物
の
最
終
的
な
貯
蔵
所
を
サ

イ
ト
内
に
設
け
て
は
な
ら
な
い
。

 

II
．

9
．
安
全
容
器

 
 

 
ａ
．
主
容
器
の
気
密
性
が
失
わ
れ
た
場
合
も
含
み
全
運
転
状
態
の
下
で
，
１
次
ナ
ト
リ
ウ
ム
の
回
収
を
可
能
に
す
る
こ
と
。
こ
の
際
，
発
生
し
得
る
温
度
勾
配
を
特
に
考
慮
し
，

燃
料
の
完
全
な
搬
出
に
至
る
ま
で
，
ひ
び
割
れ
や
破
損
の
危
険
が
な
い
よ
う
に
す
る
こ
と
。

 

「
原
子
炉
冷
却
材
の
確
保
」
に
対
応
す
る
。

 

た
だ
し
、
よ
り
細
か
い
記
述
は
指
針
レ
ベ
ル
で
は
行
わ
な
い
。

 

 
こ
の
装
置
の
設
計
と
製
作
，
な
ら
び
に
そ
の
使
用
期
間
中
監
視
の
た
め
適
切
な
ス
テ
ッ
プ
が
採
に
ら
れ
る
こ
と
を
想
定
し
て
い
る
。
起
こ
り
得
る
全
て
の
運
転
状
態
下
で
，
潜
在

す
る
崩
壊
モ
ー
ド
に
対
し
て
安
全
保
護
系
の
作
動
，
主
要
器
の
使
用
・
環
境
条
件
，
将
来
材
料
特
性
に
影
響
す
る
か
も
知
れ
な
い
確
定
で
き
な
い
事
象
と
そ
の
進
展
並
び
に
何
ら

か
の
破
損
を
充
分
考
慮
し
て
，
十
分
な
余
裕
が
確
保
さ
れ
ね
ば
な
ら
な
い
。
さ
ら
に
設
計
段
階
か
ら
運
転
中
監
視
を
で
き
る
限
り
可
能
に
し
容
易
に
す
る
た
め
の
適
切
な
手
段
が

と
ら
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

 

 
ま
た
，
主
容
器
と
安
全
容
器
の
間
の
自
由
空
間
が
ナ
ト
リ
ウ
ム
と
反
応
し
な
い
あ
る
種
の
流
体
で
充
填
さ
れ
る
こ
と
を
想
定
し
て
い
る
。

 

 
ｂ
．
主
容
器
で
起
こ
り
得
る
漏
洩
に
よ
っ
て
炉
心
冷
却
が
阻
害
さ
れ
る
こ
と
を
回
避
す
る
こ
と
。
１
次
ナ
ト
リ
ウ
ム
が
，
主
容
器
か
ら
漏
洩
し
て
安
全
容
器
内
に
保
持
さ
れ
て
い

る
場
合
，
燃
料
集
合
体
お
よ
び
崩
壊
熱
除
去
に
必
要
な
機
器
が
炉
心
の
冷
却
に
必
要
な
レ
ベ
ル
を
こ
え
て
露
呈
さ
れ
な
い
こ
と
。

 

 
ｃ
．
主
容
器
の
Ｉ
Ｓ
Ｉ
が
外
表
面
か
ら
で
き
る
よ
う
に
す
る
こ
と
｡ 

II
．

1
0
．
原
子
炉
建
物
と
そ
の
内
部
構
造
物

 
 

 
ａ
．
起
こ
り
得
る
と
考
え
ら
れ
る
全
運
転
状
態
下
で
，
原
子
炉
建
物
は
十
分
な
強
度
と
格
納
性
，
お
よ
び
内
部
防
護
構
造
側
壁
の
十
分
な
強
度
を
確
保
し
，
維
持
す
る
こ
と
。

 
「
原
子
炉
格
納
容
器
の
機
能
」、
「
原
子
炉
格
納
容
器
バ
ウ
ン
ダ
リ
の
破
損
防
止
」
に
関
連
す
る
。

 

 
ｂ
．
施
設
の
耐
用
年
数
を
通
じ
て
，
原
子
炉
建
物
は
強
度
と
気
密
性
の
監
視
を
（
特
に
監
視
が
必
要
な
場
所
で
）
可
能
に
す
る
こ
と
｡

 
原
子
炉
建
物
に
格
納
機
能
の
一
部
を
担
わ
せ
る
設
計
方
針
と
考
え
ら
れ
る
。

 

 
ｃ
．
起
こ
る
と
考
え
ら
れ
る
外
的
要
因
に
よ
る
災
害
に
対
し
，
原
子
炉
建
物
内
の
安
全
上
重
要
な
設
備
の
防
護
を
確
保
す
る
こ
と
｡

 
我
が
国
で
は
、
外
部
事
象
に
対
す
る
原
子
炉
建
物
内
の
重
要
設
備
の
防
護
を
陽
に
求
め
て
は
い
な
い
。

 

 
ｄ
．
起
こ
り
得
る
全
て
の
運
転
状
態
下
で
，
原
子
炉
建
物
内
に
含
ま
れ
る
放
尃
性
物
質
に
対
し
，
要
員
の
放
尃
線
防
護
を
確
保
す
る
こ
と
。

 
 

 
ｅ
．
原
子
炉
建
物
内
に
お
か
れ
る
配
管
の
適
切
な
支
持
と
保
護
構
造
を
確
保
し
，
そ
れ
ら
の
一
つ
が
故
障
し
て
も
原
子
炉
建
物
お
よ
び
施
設
の
健
全
性
に
許
容
で
き
な
い
結
果
を

招
か
な
い
よ
う
に
す
る
こ
と
｡ 

 

 
 

 



  

表
3
.6

: 
日
本
の
高
速
炉
に
関
す
る
安
全
設
計
要
求
と
ス
ー
パ
ー
フ
ェ
ニ
ッ
ク
ス

2
に
関
す
る
安
全
基
準
の
比
較
（

7
/1

0
）
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S

P
X

2
安
全
基
準
の
記
述

 
日
本
の
高
速
炉
に
関
す
る
安
全
設
計
要
求
と
の
関
係

 

II
．

1
1
．
機
機
設
備
の
設
置
と
原
子
炉
建
物
の
通
路

 
 

 
ａ
．
起
こ
り
得
る
外
的
事
象
に
対
し
て
，
必
要
な
範
囲
で
安
全
上
重
要
な
設
備
を
防
護
す
る
。

 
配
置
設
計
上
の
系
統
分
離
の
配
慮
に
つ
い
て
は
、
指
針
レ
ベ
ル
で
は
記
載
し
な
い
が
、
下
位
の
設
計
方
針
と

し
て
考
慮
す
べ
き
と
考
え
る
。

 
 

ｂ
．
安
全
上
重
要
な
シ
ス
テ
ム
は
地
理
的
又
は
物
理
的
に
分
離
し
，
共
通
要
因
に
よ
る
災
害
で
多
重
化
設
備
が
同
時
に
故
障
し
な
い
よ
う
に
す
る
こ
と
｡

 

 
ｃ
．
起
こ
る
と
考
え
ら
れ
る
状
態
に
お
い
て
，
環
境
中
へ
放
出
さ
れ
た
危
険
物
質
と
放
尃
性
物
質
の
量
を
低
減
さ
せ
る
為
，
必
要
な
範
囲
で
原
子
炉
建
物
内
に
効
率
的
で
信
頼
性

の
あ
る
浄
化
機
能
を
確
保
す
る
こ
と
。
そ
の
機
能
の
た
め
に
プ
ラ
ン
ト
の
設
備
（
こ
の
機
能
に
関
連
す
る
電
源
，
シ
ス
テ
ム
構
成
要
素
等
）
の
障
害
の
可
能
性
，
お
よ
び
定
期
的

な
試
験
，
検
査
の
必
要
性
を
考
慮
し
て
，
設
備
の
十
分
な
信
頼
性
を
確
保
す
る
べ
き
で
あ
る
。

 

放
尃
性
物
質
放
出
低
減
の
た
め
の
浄
化
機
能
に
つ
い
て
は
、「

非
常
用
が
ス
処
理
系
」
が
関
連
す
る
が
、
放
尃

性
物
質
以
外
の
危
険
物
質
に
つ
い
て
は
指
針
レ
ベ
ル
で
の
記
述
は
な
い
。

 

 
ｄ
．
必
要
な
ら
ば
，
放
尃
化
ナ
ト
リ
ウ
ム
を
含
む
系
統
や
容
器
を
不
活
性
ガ
ス
雰
囲
気
の
気
密
室
に
収
納
す
る
こ
と
。
た
だ
し
例
え
ば
定
常
的
に
運
転
し
て
い
な
い
装
置
，
ま
た

は
小
容
量
の
室
の
よ
う
に
，
不
必
要
と
判
る
場
合
を
除
く
。

 

 

 
ｅ
．
起
こ
る
全
て
の
運
転
状
態
下
で
，
ナ
ト
リ
ウ
ム
お
よ
び
水
系
を
適
切
に
配
慮
し
，
こ
れ
ら
の
両
物
質
を
隔
離
し
，
そ
れ
ら
の
接
触
に
よ
る
破
壊
的
影
響
の
軽
減
を
可
能
に
す

る
こ
と
。

 

 

 
ｆ
．
建
物
内
の
状
態
を
適
切
な
手
段
で
測
定
し
，
運
転
員
が
事
故
の
進
展
を
観
察
し
，
所
定
の
防
護
装
置
の
良
好
な
機
能
の
確
保
を
可
能
に
す
る
こ
と
。

 
 

 
ｇ
．
起
こ
り
得
る
事
散
状
態
か
ら
生
じ
る
環
境
条
件
で
，
そ
の
事
故
の
間
お
よ
び
事
後
に
作
動
さ
せ
る
安
全
上
重
要
な
機
械
設
備
の
性
能
を
適
切
な
方
法
で
確
保
す
る
こ
と
。

 
 

II
．

1
2
．

2
次
ナ
ト
リ
ウ
ム
系
お
よ
び
付
随
す
る
補
助
系
統

 
 

 
ａ
．

1
次
系
と
蒸
気
発
生
器
間
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
移
送
を
確
保
し
，

1
次
系
の
放
尃
化
ナ
ト
リ
ウ
ム
と
蒸
気
発
生
器
の
水
と
の
反
応
を
完
全
に
回
避
す
る
こ
と
｡

 
「
ナ
ト
リ
ウ
ム
に
対
す
る
設
計
上
の
考
慮
」、
「
２
次
主
冷
却
系
」
等
に
対
応
す
る
。

 

た
だ
し
、
よ
り
細
か
い
記
述
は
指
針
レ
ベ
ル
で
は
行
わ
な
い
。

 
 

ｂ
．
一
般
的
に
，
故
障
の
危
険
と
そ
の
被
害
を
最
小
に
す
る
設
計
，
施
工
，
運
転
条
件
を
こ
れ
ら
の
系
統
に
施
行
す
る
こ
と
。
特
に
温
度
変
化
と
熱
的
疲
労
現
象
の
危
険
に
は
、

特
別
の
注
意
を
払
う
べ
き
で
あ
り
、
必
要
に
応
じ
て
仕
切
り
を
設
け
る
。
断
熱
材
と
そ
の
外
装
と
は
、
可
能
な
ら
ば
ナ
ト
リ
ウ
ム
と
両
立
で
き
る
も
の
と
し
、
漏
洩
の
検
出
装
置

と
火
災
の
発
生
を
で
き
る
だ
け
遅
ら
せ
る
機
能
を
確
保
す
る
｡ 

 
ｃ
．
２
次
系
ナ
ト
リ
ウ
ム
を
炉
心
の
中
性
子
束
か
ら
保
護
し
、
そ
れ
が
放
尃
化
す
る
こ
と
を
防
止
す
る
こ
と
｡

 

 
ｄ
．
中
間
熱
交
換
器
の
漏
洩
の
際
に
、
適
当
な
圧
力
差
を
設
け
て

1
次
系
ナ
ト
リ
ウ
ム
の
原
子
炉
容
器
外
へ
の
流
出
を
回
避
す
る
こ
と
｡

 

 
ｅ
．
こ
れ
ら
の
系
統
を
偶
発
的
過
圧
か
ら
防
護
す
る
た
め
の
設
計
を
行
う
こ
と
｡

 

 
ｆ
．
起
こ
る
と
考
え
ら
れ
る
全
運
転
状
態
下
で
、
中
間
熱
交
換
器
に

1
次
系
ナ
ト
リ
ウ
ム
が
十
分
に
供
給
さ
れ
る
よ
う
に
中
間
熱
交
換
器
を
配
置
す
る
こ
と
｡

 

 
ｇ
．
中
間
熱
交
換
器
に
お
け
る
ナ
ト
リ
ウ
ム
中
の
不
純
物
の
含
有
量
を
十
分
低
レ
ベ
ル
に
維
持
す
る
こ
と
｡

 

 
ｈ
．
こ
れ
ら
の
系
統
の
各
部
分
に
十
分
な
量
の
ナ
ト
リ
ウ
ム
が
充
填
さ
れ
る
こ
と
を
確
認
し
、
監
視
す
る
こ
と
｡

 

 
ｉ
．
起
こ
り
得
る
と
考
え
ら
れ
る
全
運
転
状
態
下
で
、
必
要
な
場
合
に
は
ナ
ト
リ
ウ
ム
の
急
速
ド
レ
ン
を
確
保
す
る
こ
と
｡

 

 
ｊ
．
ナ
ト
リ
ウ
ム
漏
洩
の
結
果
、
安
全
上
重
要
な
シ
ス
テ
ム
に
被
害
を
与
え
得
る
火
災
の
拡
大
･進

展
の
恐
れ
が
あ
る
場
合
、
そ
の
種
の
漏
洩
に
つ
い
て
設
計
、
監
視
及
び
防
護

の
策
を
講
ず
る
こ
と
。

 

 
ｋ
．
こ
れ
ら
の
系
統
を
で
き
る
だ
け
水
系
統
か
ら
分
離
す
る
こ
と
｡ 

 
ｌ
．
蒸
気
発
生
器
中
の
水
漏
洩
を
監
視
す
る
こ
と
。
必
要
な
ら
ば
そ
の
漏
洩
の
被
害
を
軽
減
す
る
た
め
の
自
動
安
全
装
置
を
設
置
す
る
｡

 

 
ｍ
．
適
切
な
手
段
に
よ
っ
て
、
安
全
上
重
要
な
配
管
各
部
の
偶
発
的
な
閉
塞
、
特
に
ナ
ト
リ
ウ
ム
ま
た
は
ナ
ト
リ
ウ
ム
含
有
ア
エ
ロ
ゾ
ル
の
凍
結
に
よ
る
閉
塞
を
回
避
す
る
こ
と
。

 

 
 

 



  

表
3
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: 
日
本
の
高
速
炉
に
関
す
る
安
全
設
計
要
求
と
ス
ー
パ
ー
フ
ェ
ニ
ッ
ク
ス

2
に
関
す
る
安
全
基
準
の
比
較
（

8
/1

0
）
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安
全
基
準
の
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述

 
日
本
の
高
速
炉
に
関
す
る
安
全
設
計
要
求
と
の
関
係

 

II
．

1
3
．
熱
除
去
系

 
 

 
ａ
．
起
こ
り
得
る
と
考
え
ら
れ
る
全
運
転
状
態
下
で
、
燃
料
の
使
用
限
界
を
項
守
し
な
が
ら

,原
子
炉
炉
心
の
熱
除
去
を
可
能
に
す
る
こ
と
｡ 

「
ナ
ト
リ
ウ
ム
に
対
す
る
設
計
上
の
考
慮
」、
「
２
次
主
冷
却
系
」、
「
残
留
熱
を
除
去
す
る
系
統
の
機
能
」、
「
残

留
熱
を
除
去
す
る
系
統
の
信
頼
性
お
よ
び
試
験
可
能
性
」
等
に
対
応
す
る
。

 

た
だ
し
、
よ
り
細
か
い
記
述
は
指
針
レ
ベ
ル
で
は
行
わ
な
い
。

 

 
ｂ
．
特
に
機
械
設
備
の
使
用
期
間
中
監
視
に
よ
り

, 
熱
除
去
の
手
段
に
十
分
な
信
頼
性
と
利
用
可
能
性
を
確
保
す
る
こ
と
。
と
り
わ
け
崩
壊
熱
除
去
系
に
つ
い
て
は
、
そ
れ
が
使

用
さ
れ
る
総
て
の
運
転
状
態
に
お
い
て
そ
の
運
転
状
態
の
頻
度
と
そ
の
運
転
状
態
で
生
じ
る
障
害
の
結
果
と
に
対
し
て
充
分
信
頼
で
き
る
も
の
で
あ
る
こ
と
。

 

 
ｃ
．
さ
ら
に
，
熱
除
去
を
妨
げ
，
ま
た
は
安
全
系
の
機
器
に
損
傷
を
与
え
得
る
よ
う
な
炉
心
熱
除
去
系
の
炉
心
構
造
物
や
機
器
の
閉
塞
や
損
傷
か
ら
発
生
す
る
危
険
は
，
特
に
低

減
す
る
こ
と
。

 

 
ｄ
．
特
に

1
次
ナ
ト
リ
ウ
ム
と
発
電
用
の
水
・
蒸
気
系
間
に

II
.1

.2
に
定
め
る
二
次
系
を
置
く
こ
と
に
よ
り

, 
1
次
ナ
ト
リ
ウ
ム
と
水
と
の
反
応
の
全
て
の
危
険
を
回
避
す
る
こ
と
。

 

 
ｅ
．
起
こ
り
得
る
と
考
え
ら
れ
る
全
運
転
状
態
下
で
，
特
に
蒸
気
発
生
器
内
の
ナ
ト
リ
ウ
ム
･水

反
応
時
に
、
中
間
熱
交
換
器
内
で
の
１
次
ナ
ト
リ
ウ
ム
境
界
を
保
護
す
る
こ
と
。

 

 
ｆ
．
ナ
ト
リ
ウ
ム
･水

反
応
に
関
連
す
る
危
険
を
予
防
し
、
必
要
な
安
全
措
置
を
取
る
よ
う
に
中
間
熱
交
換
器
を
設
計
・
施
工
・
監
視
す
る
こ
と
｡

 

 
ｇ
．
多
重
の
炉
停
止
時
冷
却
系
を
位
置
的
に
分
離
し
、
共
通
モ
ー
ド
の
危
険
を
低
減
す
る
こ
と
。

 

 
ｈ
．
炉
停
止
時
冷
却
系
統
を
、
原
子
炉
容
器
内
と
そ
の
系
統
内
の
自
然
循
環
が
必
要
な
す
べ
て
の
場
合
に
確
保
さ
れ
る
よ
う
に
配
置
す
る
こ
と
｡

 

II
．

1
4
．
原
子
炉
付
属
建
物
お
よ
び
特
殊
作
業
建
物

 
 

 
ａ
．
起
こ
り
得
る
と
考
え
ら
れ
る
災
害
を
考
慮
し
て
、
安
全
上
重
要
な
多
重
機
械
設
備
の
地
理
的
ま
た
は
物
理
的
な
分
離
を
確
保
す
る
こ
と
｡

 
メ
ン
テ
ナ
ン
ス
設
備
に
対
す
る
設
計
方
針
は
、
指
針
レ
ベ
ル
で
は
扱
わ
な
い
。

 

下
位
の
方
針
で
考
慮
す
る
。

 
 

ｂ
．
作
業
員
の
放
尃
線
防
護
の
見
地
か
ら
満
足
で
き
る
条
件
で
、
安
全
上
の
重
要
な
機
械
設
備
の
検
査
・
試
験
・
保
守
を
可
能
に
す
る
こ
と
。

 

 
ｃ
．
排
出
点
で
の
連
続
的
検
出
手
段
及
び
装
置
に
よ
り
、
廃
棄
前
の
気
体
廃
棄
物
放
尃
能
の
評
価
を
可
能
に
し
、
そ
の
情
報
を
制
御
室
で
表
示
し
、
恒
久
的
な
記
録
に
留
め
る
こ

と
。

 

廃
棄
物
処
理
設
備
に
つ
い
て
は
、
指
針
と
し
て
記
載
す
る
が
、
こ
れ
ら
の
設
備
に
関
す
る
表
示
、
記
録
、
分

析
、
検
査
等
に
つ
い
て
は
、
下
位
の
方
針
で
考
慮
す
る
。

 

 
ｄ
．
適
切
な
機
械
設
備
に
よ
り
、
全
て
の
液
体
廃
棄
物
は
廃
棄
前
に
不
可
欠
な
分
析
を
可
能
に
し
そ
の
た
め
の
設
備
の
検
査
を
定
期
的
に
行
う
こ
と
｡

 

II
．

1
5
．
安
全
上
重
要
な
補
助
施
設
へ
の
電
力
供
給

 
 

 
ａ
．
一
般
的
に
は
、
起
こ
り
得
る
と
考
え
ら
れ
る
全
運
転
状
態
下
で
、
十
分
に
信
頼
性
の
あ
る
電
力
の
供
給
を
確
保
す
る
こ
と
｡

 
「
電
気
系
統
」
に
対
応
す
る
。

 

 
ｂ
．
電
力
供
給
源
お
よ
び
配
電
系
の
十
分
な
独
立
性
と
多
重
性
と
を
確
保
す
る
こ
と
。
及
び
起
こ
り
得
る
と
考
え
ら
れ
る
危
険
に
対
し
て
設
備
を
効
果
的
に
保
護
す
る
こ
と
｡

 

 
ｃ
．
使
用
中
の
系
統
の
信
頼
性
を
許
容
で
き
ぬ
ほ
ど
に
低
下
さ
せ
る
こ
と
な
く
、
各
種
の
設
備

(継
電
器
、
母
線
、
デ
ィ
ー
ゼ
ル
発
電
機
な
ど

)及
び
電
力
源
交
換
手
項
の
適
当
な

定
期
的
検
査
を
可
能
と
せ
ね
ば
な
ら
な
い
｡ 

II
．

1
6
．
電
力
，
制
御
室
，
緊
急
原
子
炉
停
止
設
備

 
 

 
 

 
ａ
．
安
全
上
重
要
な
多
重
ト
レ
イ
ン
と
機
器
を
、
地
理
的
お
よ
び
物
理
的
に
十
分
隔
離
し
、
こ
れ
ら
の
ト
レ
イ
ン
と
機
器
が
同
時
に
障
害
を
起
こ
す
危
険
性
を
低
減
す
る
こ
と
｡

 
「
計
測
制
御
系
」、
「
電
気
系
統
」、
「
制
御
室
」、
「
制
御
室
外
か
ら
の
原
子
炉
停
止
機
能
」、
「
制
御
室
の
居
住

性
に
関
す
る
設
計
上
の
考
慮
」
等
に
対
応
す
る
。

 
 

ｂ
．
安
全
上
重
要
な
電
気
設
備
に
関
し
て
は
、
起
こ
る
と
考
え
ら
れ
、
ま
た
機
能
す
る
こ
と
が
要
求
さ
れ
る
全
運
転
状
態
に
対
し
て
、
そ
れ
が
置
か
れ
る
環
境
条
件
下
で
の
良
好

な
作
動
を
確
保
す
る
こ
と
｡ 

 
ｃ
．
安
全
上
重
要
な
電
気
設
備
の
適
切
な
定
期
試
験
が
可
能
で
あ
る
こ
と
｡

 

 
ｄ
．
起
こ
る
全
て
の
運
転
状
態
に
対
し
て
、
原
子
炉
の
制
御
と
そ
の
安
全
状
態
維
持
を
制
御
室
か
ら
可
能
に
す
る
。
制
御
室
は
全
て
の
災
害
、
特
に
被
爆
、
放
尃
能
汚
染
、
有
每

ガ
ス
ま
た
は
エ
ア
ロ
ゾ
ル
に
対
し
て
運
転
員
の
滞
在
が
可
能
な
よ
う
に
防
護
さ
れ
る
。
制
御
室
内
の
火
災
時
に
原
子
炉
を
確
実
に
停
止
し
、
維
持
し
、
監
視
す
る
た
め
の
緊
急
設

備
を
設
け
る
こ
と
｡ 

 
ｅ
．
緊
急
原
子
炉
停
止
設
備
を
使
用
し
な
け
れ
ば
な
ら
ぬ
よ
う
な
、
起
こ
り
得
る
全
て
の
運
転
状
態
に
お
い
て
、
そ
の
十
分
な
有
効
性
と
信
頼
性
を
確
立
す
る
こ
と
。
ま
た
、
そ

の
存
在
自
体
が
通
常
の
運
転
の
信
頼
性
を
阻
害
せ
ず
、
防
護
機
能
の
作
動
を
阻
害
し
な
い
よ
う
に
す
る
こ
と
｡

 

 
こ
れ
ら
の
設
備
対
し
、
定
期
的
な
検
査
を
行
わ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
制
御
室
か
ら
退
避
す
る
場
合
に
も
前
記
の
設
備
を
十
分
長
期
間
に
亘
っ
て
使
用
で
き
る
必
要
が
あ
る
｡

 

 
 

 



  

表
3
.6

: 
日
本
の
高
速
炉
に
関
す
る
安
全
設
計
要
求
と
ス
ー
パ
ー
フ
ェ
ニ
ッ
ク
ス

2
に
関
す
る
安
全
基
準
の
比
較
（

9
/1

0
）
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S
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X

2
安
全
基
準
の
記
述

 
日
本
の
高
速
炉
に
関
す
る
安
全
設
計
要
求
と
の
関
係

 

 
II
．

1
7
．
出
力
と
反
応
度
の
制
御

 
 

 
ａ
．
原
子
炉
の
正
常
運
転
の
全
て
の
範
囲
内
で
、
反
応
度
が
増
加
し
、
ま
た
は
熱
の
発
生
･除

去
間
に
不
均
衡
が
生
じ
た
場
合
に
、
固
有
の
負
の
反
応
度
帰
還
効
果
を
確
保
す
る

こ
と
。
こ
の
目
的
の
た
め
に
、
反
応
度
に
つ
い
て
は
、
特
に
原
子
炉
制
御
･保

護
系
の
効
果
を
考
慮
す
る
こ
と
な
し
に
、
下
記
の
事
頄
が
確
保
さ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い

; 

反
応
度
特
性
に
つ
い
て
は
、「

原
子
炉
の
特
性
」
に
関
連
す
る
。

 

た
だ
し
、
出
力
係
数
に
つ
い
て
は
負
で
あ
る
こ
と
を
求
め
て
い
る
も
の
の
、
冷
却
材
温
度
係
数
が
負
で
あ
る

こ
と
を
求
め
る
も
の
で
は
な
い
。

 

 

 
○
原
子
炉
挙
動
を
決
定
す
る
温
度
と
出
力
の
係
数
が
負
で
あ
り

, 

 
○
急
速
な
過
渡
状
態
に
お
い
て
炉
心
の
動
的
挙
動
を
決
定
す
る
温
度
と
出
力
の
係
数
が
負
で
あ
る
｡

 

 
こ
れ
ら
の
負
の
反
応
度
効
果
は
、
炉
心
の
寿
命
中
に
予
想
さ
れ
る
全
て
の
燃
料
装
荷
サ
イ
ク
ル
に
お
い
て
維
持
さ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
｡

 

 
ｂ
．
原
子
炉
の
反
応
度
を
制
御
す
る
た
め
、
最
低
二
つ
の
独
立
し
た
装
置
を
、
使
用
で
き
る
よ
う
確
保
す
る
こ
と
｡

(そ
れ
ら
へ
の
電
源
と
回
路
は
地
理
的
に
分
離
さ
れ
て
い
る

)

こ
の
各
装
置
は
制
御
棒
か
ら
な
り
、
そ
れ
ら
の
装
置
は
ど
ち
ら
か
片
方
単
独
で
、
し
か
も
そ
の
全
制
御
棒
の

1
本
が
欠
け
て
も
起
こ
り
得
る
全
て
の
運
転
状
態
下
に
お
い
て
、
不

確
定
性
を
考
慮
し
た
上
で
、
原
子
炉
を
未
臨
界
に
し
、
そ
れ
を
維
持
す
る
こ
と
が
で
き
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
｡

 

こ
こ
で
の
反
応
度
制
御
は
原
子
炉
停
止
を
意
味
し
て
お
り
、「

 
原
子
炉
停
止
系
の
独
立
性
お
よ
び
試
験
可
能

性
」、
「
原
子
炉
停
止
系
の
反
応
度
停
止
余
裕
」、
「
原
子
炉
停
止
系
の
停
止
能
力
」
等
が
対
応
す
る
。

 

た
だ
し
、
よ
り
細
か
い
記
述
は
指
針
レ
ベ
ル
で
は
行
わ
な
い
。

 

 
1
本
の
制
御
棒
を
除
い
て
全
て
の
他
の
制
御
棒
が
全
挿
入
さ
れ
た

(o
n
e 

ro
d
 s

tu
ck

)場
合

,炉
心
の
偶
発
的
な
ポ
イ
ド
化
ま
た
は
誤
操
作
の
可
能
性
、
ま
た
は
中
性
子
計
算
に
お
け
る

不
確
定
性
幅
な
ど
を
考
慮
し
た
上
で
、
十
分
に
負
の
反
応
度
が
推
持
さ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

 

 
こ
れ
ら
の
装
置
は
異
な
っ
た
設
計
の
二
種
類
の
制
御
棒
と
制
御
棒
駆
動
機
構
を
も
た
な
け
れ
ば
な
ら
ず
、
そ
の
一
方
は
炉
心
の
著
し
い
変
形
の
際
に
も
落
下
で
き
る
も
の
と
す

る
。
こ
の
後
者
の
制
御
棒
の
作
動
は
プ
ラ
ン
ト
状
態
に
可
能
な
限
り
密
接
に
関
連
し
な
が
ら
制
御
さ
れ
る
。

 

 
炉
心
の
著
し
い
変
形
に
際
し
て
も
落
下
で
き
る
全
制
御
棒
の
う
ち
一
体
が
落
下
し
な
く
て
も
原
子
炉
を
未
臨
界
に
停
止
し
、
安
全
な
停
止
状
態
に
な
る
ま
で
維
持
す
る
こ
と
が
で

き
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
｡ 

 
ｃ
．
起
こ
り
得
る
全
て
の
運
転
状
態
下
で
、
炉
心
の
冷
温
停
止
の
た
め
に
こ
れ
ら
の
炉
停
止
装
置
が
作
動
し
、
そ
れ
ぞ
れ
の
運
転
状
態
分
類
中
で
規
定
さ
れ
た
制
限
条
件
を
十
分

な
安
全
余
裕
で
確
保
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
例
え
ば
、
こ
の
規
定
は
、
原
子
炉
保
護
系
の
応
答
遅
れ
を
考
慮
し
た
上
で
、
燃
料
、
主
容
器
内
部
構
造
物
、
主
容
器
お
よ
び
安
全

容
器
に
適
用
さ
れ
る
｡ 

 

 
炉
心
へ
の
制
御
棒
の
挿
入
は
、
重
力
に
よ
る
落
下
の
速
度
が
そ
の
目
的
に
十
分
で
あ
れ
ば
そ
の
方
法
に
よ
っ
て
良
い
｡

 
 

 
プ
ラ
ン
ト
で
起
こ
り
得
る
と
考
え
ら
れ
る
全
運
転
状
態
下
で
、
制
御
棒
の
落
下
が
可
能
で
あ
る
た
め
に
は
、
制
御
棒
の
変
形
を
設
計
に
入
れ
る
か
、
ま
た
は
使
用
前
に
検
査
と
試

験
を
行
い
考
え
て
お
か
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
通
常
運
転
下
に
お
け
る
変
形
に
は
監
視
計
画
に
よ
っ
て
対
応
す
る
｡

 

 

 
ｄ
．
適
切
な
構
造
上
の
対
応
策
に
よ
っ
て
、
出
力
運
転
中
の
原
子
炉
炉
心
か
ら
制
御
棒
が
偶
発
的
に
引
抜
す
る
こ
と
を
防
ぐ
こ
と
｡

 
 

 
制
御
棒
と
そ
の
駆
動
機
構
と
が
離
脱
す
る
様
な
運
転
状
態
に
対
し
て
は
、
冷
却
材
通
路
の
閉
塞
事
故
を
考
慮
し
て
、
制
御
棒
の
飛
び
出
し
を
防
止
す
る
対
応
策
が
採
択
さ
れ
な
け

れ
ば
な
ら
な
い
｡ 

 

 
ｅ
．
反
応
度
を
増
大
さ
せ
る
恐
れ
の
あ
る
流
体
が
炉
心
内
に
偶
発
的
に
導
入
さ
れ
る
危
険
を
持
つ
シ
ス
テ
ム
は
、
そ
の
よ
う
な
事
故
発
生
の
危
険
を
防
止
す
る
よ
う
に
設
計
す
る

こ
と
。
ダ
イ
ヤ
グ
リ
ッ
ド
内
に
ガ
ス
が
蓄
積
す
る
の
を
防
止
す
る
工
夫
も
、
設
け
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
｡

 

 

 
ｆ
．
中
間
ル
ー
プ
か
ら
生
ず
る
場
合
も
含
め
て
、
炉
心
に
対
し
偶
発
的
の
低
温
衝
撃
が
生
じ
、
反
応
度
を
増
大
さ
せ
る
効
果
を
制
限
す
る
た
め
る
適
切
な
対
策
を
採
る
こ
と
｡

 
 

 
 

 



  

表
3
.6

: 
日
本
の
高
速
炉
に
関
す
る
安
全
設
計
要
求
と
ス
ー
パ
ー
フ
ェ
ニ
ッ
ク
ス

2
に
関
す
る
安
全
基
準
の
比
較
（

1
0
/1

0
）
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S

P
X

2
安
全
基
準
の
記
述

 
日
本
の
高
速
炉
に
関
す
る
安
全
設
計
要
求
と
の
関
係

 

II
．

1
8
．
プ
ラ
ン
ト
保
護
系
と
制
御
系

 
 

 
ａ
．
オ
ペ
レ
ー
タ
の
誤
操
作
時
、
ま
た
は
自
動
装
置
の
故
障
時
を
含
む

II
.1

7
に
定
め
る
条
頄
を
項
守
す
る
こ
と
。
特
に
起
こ
り
得
る
と
見
な
さ
れ
る
全
運
転
状
態
下
で
、
プ
ラ

ン
ト
の
運
転
状
態
を
監
視
す
る
多
重
で
、
信
頼
性
の
高
い
測
定
装
置
の
確
保
、
制
御
棒
の
移
動
速
度
に
関
す
る
条
頄
を
項
守
す
る
。
特
に
中
性
子
束
測
定
に
お
い
で
は
、
測
定
範

囲
を
十
分
重
複
さ
せ
て
正
常
出
力
の
測
定
が
可
能
で
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
他
方
、
燃
料
集
合
体
の
状
態
は
被
覆
管
の
気
密
性
の
測
定
と
、
炉
心
燃
料
集
合
体
お
よ
び
必
要
が
あ

れ
ば
一
部
の
ブ
ラ
ン
ケ
ッ
ト
燃
料
集
合
体
の
出
口
ナ
ト
リ
ウ
ム
温
度
の
測
定
と
に
よ
っ
て
監
視
さ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
｡

 

「
運
転
員
操
作
に
対
す
る
設
計
上
の
考
慮
」、
「
安
全
保
護
系
の
多
重
性
」、
「
安
全
保
護
系
の
独
立
性
」、
「
安

全
保
護
系
の
故
障
時
の
機
能
」、
「
安
全
保
護
系
と
計
測
制
御
系
の
分
離
」、
「
安
全
保
護
系
の
試
験
可
能
性
」、

「
安
全
保
護
系
の
過
渡
時
の
機
能
」、
「
安
全
保
護
系
の
「
事
故
」
お
よ
び
「
稀
有
事
故
」
時
の
機
能
」、
「
計

測
制
御
系
」
等
に
対
応
す
る
。

 

た
だ
し
、
燃
料
集
合
体
の
状
態
監
視
は
要
求
事
頄
と
は
し
て
い
な
い
。

 
 

ｂ
．
プ
ラ
ン
ト
状
態
の
代
表
的
な
パ
ラ
メ
ー
タ
を
、
予
定
さ
れ
て
い
る
各
運
転
状
態
に
つ
い
て
特
定
さ
れ
た
限
度
内
に
維
持
す
る
こ
と
を
可
能
に
し
、
そ
れ
と
関
連
し
て
、
こ
れ

ら
の
パ
ラ
メ
ー
タ
が
事
前
に
定
め
ら
れ
た
数
値
に
到
達
し
た
場
合
は
、
対
策
手
段
を
実
行
す
る
こ
と
を
可
能
に
す
る
こ
と
。

 

 
ｃ
．
運
転
要
員
に
誤
操
作
の
確
率
を
最
小
に
す
る
よ
う
に
配
置
さ
れ
た
適
切
な
目
盛
の
計
測
器
に
よ
る
計
測
に
基
づ
い
た
明
確
で
信
頼
性
の
あ
る
プ
ラ
ン
ト
情
報
を
提
供
し
、
そ

れ
ら
の
要
員
が
、
最
良
の
条
件
下
で
十
分
な
時
間
的
余
裕
を
持
っ
て
事
故
時
の
運
転
状
態
を
診
断
し
、
そ
の
進
展
を
監
視
す
る
こ
と
が
で
き
る
よ
う
に
す
る
こ
と
｡

 

 
ｄ
．
プ
ラ
ン
ト
の
状
況
、
特
に
異
常
状
態
を
監
視
、
再
構
成
、
分
析
す
る
た
め
に
必
要
な
情
報
を
全
て
記
録
す
る
こ
と
｡

 

 
ｅ
．
起
こ
り
得
る
と
考
え
ら
れ
る
全
運
転
状
態
下
で
、
燃
料
集
合
体
お
よ
び
主
容
器
内
部
構
造
物
の
健
全
性
を
保
証
す
る
と
い
う
観
点
か
ら
、
プ
ラ
ン
ト
安
全
上
重
要
な
物
理
的

パ
ラ
メ
ー
タ
を
監
視
で
き
る
保
護
系
を
常
に
確
保
し
、
こ
れ
ら
の
パ
ラ
メ
ー
タ
の
危
険
な
変
化
を
検
知
し
、
必
要
な
場
合
に
は
安
全
系
を
起
動
し
、
緊
急
停
止
装
置
を
駆
動
す
る

こ
と
。
特
に
こ
の
系
に
対
し
て
施
設
の
安
全
性
を
損
な
う
こ
と
な
く
、
定
期
試
験
お
よ
び
適
切
な
保
守
が
行
わ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
原
子
炉
の
安
全
保
護
系
、
お
よ
び
そ
れ

ら
の
機
能
維
持
に
必
要
な
補
助
系
の
構
成
部
分
は
、
起
こ
り
得
る
と
考
え
ら
れ
る
事
故
状
態
下
で
健
全
で
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
と
同
時
に
、
そ
の
運
転
状
態
下
で
必
要
な
安
全
措

置
を
停
滞
さ
せ
て
は
な
ら
な
い
。
さ
ら
に
明
白
で
正
当
化
さ
れ
る
例
外
を
除
き
、
こ
の
系
に
生
じ
る
故
障
が
必
要
な
安
全
系
の
機
能
を
阻
害
し
な
い
よ
う
な
段
階
も
と
ら
ね
は
な

ら
な
い
｡ 

 
ｆ
．
明
白
で
正
当
化
さ
れ
る
例
外
を
除
き
、
保
護
系
と
制
御
系
と
の
間
の
安
全
な
独
立
性
を
確
保
す
る
こ
と
。
特
に
、

(明
白
で
正
当
化
さ
れ
る
例
外
を
除
き

,)
保
護
系
内
で
特
定

の
安
全
動
作
の
開
始
の
た
め
に
使
用
さ
れ
る
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
は
、
別
機
能
に
は
使
用
し
て
は
な
ら
な
い
｡

 

 



  

表
3
.7

: 
日
本
の
高
速
炉
に
関
す
る
安
全
設
計
要
求
と

E
F

R
ガ
イ
ド
の
比
較
（

1
/5
）
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L
M

F
B

R
安
全
基
準
と
ガ
イ
ド
の
記
述

 
日
本
の
高
速
炉
に
関
す
る
安
全
設
計
要
求
と
の
関
係

 

１
．
炉
心
反
応
度
に
関
わ
る
事
故

 
「
原
子
炉
停
止
系
の
独
立
性
お
よ
び
試
験
可
能
性
」、
「
原
子
炉
停
止
系
の
反
応
度
停
止
余
裕
」、
「
原
子
炉
停

止
系
の
停
止
能
力
」
等
が
対
応
す
る
。

 

た
だ
し
、
多
様
性
は
要
求
さ
れ
て
い
な
い
。

 

 
ト
リ
ッ
プ
･停

止
系
は
､考

慮
さ
れ
る
事
故
に
対
し
て
適
切
な
信
頼
度
を
有
し
､多

重
性
と
多
様
性
と
が
確
保
さ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
い
｡

 

1
.1

.吸
収
体
の
誤
っ
た
引
抜
き

 
「
反
応
度
制
御
系
」
が
対
応
す
る
。

 

 
吸
収
体
の
引
抜
き
に
よ
り
生
じ
る
ト
リ
ッ
プ
･停

止
系
の
能
力
を
超
え
る
よ
う
な
反
応
度
変
化
は
､そ

の
事
故
の
潜
在
的
影
響
に
対
応
す
る
適
切
な
信
頼
度
で
防
止
さ
れ
な
け
れ

ば
な
ら
な
い
｡ 

 

1
.2

.吸
収
体
の
飛
出
し

 
同
 
上

 

 
a)

 
通
常
運
転
状
態
及
び
設
計
基
準
事
故
に
お
い
て
､吸

収
体
が
駆
動
機
構
に
連
結
さ
れ
て
い
る
時
に
は
､吸

収
体
の
飛
出
し
は
防
止
さ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
｡

 

b
) 
燃
料
交
換
中
､又

は
､そ

の
後
に
お
い
て
吸
収
体
が
駆
動
機
構
に
噛
合
う
こ
と
に
失
敗
し
た
結
果
､駆

動
機
構
に
連
結
し
て
い
な
い
時
に
吸
収
材
が
飛
出
す
こ
と
は
､そ

の
事
故

の
潜
在
的
影
響
に
対
応
し
た
適
切
な
信
頼
度
で
防
止
さ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
｡

 

 

1
.3

.炉
心
へ
の
誤
装
荷

 
制
御
棒
集
合
体
を
含
め
た
誤
取
扱
い
防
止
を
求
め
て
い
る
も
の
と
理
解
さ
れ
る
。

 

指
針
レ
ベ
ル
で
の
記
載
は
な
い
が
、
下
位
の
方
針
と
し
て
は
承
服
で
き
る
。

 
 

炉
心
構
成
要
素
の
取
扱
い
中
に
､停

止
余
裕
の
異
常
な
減
尐
を
も
た
ら
す
炉
心
へ
の
装
荷
の
誤
り
は
､そ

の
誤
り
に
よ
る
潜
在
的
影
響
に
適
切
に
対
応
し
た
信
頼
度
を
有
す
る
設

計
､又

は
､管

理
上
の
手
項
に
よ
り
防
止
さ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
｡ 

 

1
.4

.炉
心
へ
の
冷
た
い
ナ
ト
リ
ウ
ム
の
侵
入

 
「
反
応
度
制
御
系
」、
「
原
子
炉
停
止
系
の
能
力
」
等
が
対
応
す
る
。

 

 
対
策
を
必
要
と
す
る
程
の
多
量
の
冷
た
い
ナ
ト
リ
ウ
ム
が
炉
心
に
侵
入
す
る
こ
と
に
よ
る
反
応
度
変
化
は
､ト

リ
ッ
プ
･停

止
系
の
能
力
以
内
に
収
め
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
｡

 

 

1
.5

.減
速
材
の
追
加

 
ポ
ン
プ
潤
滑
油
の
進
入
を
想
定
し
て
い
る
も
の
と
理
解
さ
れ
る
。

 

指
針
レ
ベ
ル
で
の
記
載
は
な
い
が
、
下
位
の
方
針
と
し
て
は
承
服
で
き
る
。

 
 

一
次
系
へ
の
減
速
物
質
の
持
込
み
は
､そ

の
結
果
生
じ
る
反
応
度
変
化
が
ト
リ
ッ

.プ
･停

止
系
の
能
力
内
に
収
ま
る
程
度
に
制
限
さ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
｡

 

 

1
.6

.ガ
ス
に
よ
る
ボ
イ
ド
形
成

 
「

1
次
主
冷
却
系
」
が
対
応
す
る
。

 

 
ガ
ス
に
よ
る
冷
却
材
排
除
で
生
じ
る
ト
リ
ッ
プ
･停

止
系
の
能
力
を
超
え
る
反
応
度
挿
入
は
､高

い
信
頼
度
レ
ベ
ル
で
防
止
さ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
｡

 

 

1
.7

.炉
心
配
置
の
変
化

 
「
炉
心
設
計
」、
「
炉
心
支
持
構
造
物
が
対
応
す
る
。

 

 
a)

 
通
常
運
転
及
び
設
計
基
準
事
故
状
態
に
お
い
て
､炉

心
と
炉
心
支
持
構
造
物
と
の
幾
何
学
上
考
え
ら
れ
る
変
化
は
､そ

の
結
果
生
じ
る
反
応
度
の
増
加
が
ト
リ
ッ
プ
･停

止
系

の
能
力
内
に
収
ま
る
程
度
に
制
限
さ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
｡ 

b
) 
原
子
炉
の
安
全
停
止
を
妨
げ
る
変
形
は
､防

止
さ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
｡

 

c)
 
ト
リ
ッ
プ
･停

止
系
の
能
力
を
超
え
る
よ
う
な
､幾

何
学
上
の
変
形
と
な
る
原
子
炉
内
部
構
造
物
の
構
造
上
の
破
損
は
防
止
さ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
｡

 

 

２
．
一
般
的
な
冷
却
の
事
故

 
「
原
子
炉
停
止
系
の
停
止
能
力
」
等
が
対
応
す
る
。

 

 
炉
心
冷
却
が
不
十
分
な
勢
合
に
は
､考

慮
し
た
事
故
に
対
応
し
た
適
切
な
信
頼
度
で
原
子
炉
停
止
が
な
さ
れ
る
こ
と
｡

 

 

2
.1

.一
次
系
ポ
ン
プ
故
障
又
は
電
源
供
給
の
喪
失

 
「
原
子
炉
停
止
系
の
停
止
能
力
」、
「

1
次
主
冷
却
系
」、
「
電
源
喪
失
に
対
す
る
設
計
上
の
考
慮
」
等
が
対
応
す

る
。

 
 

a)
 
ポ
ン
プ
の
故
障
や
主
冷
却
回
路
の
電
源
喪
失
に
よ
る
冷
却
流
量
の
変
化
に
よ
り
､ト

リ
ッ
プ
･停

止
系
の
能
力
を
考
慮
し
て
設
定
さ
れ
る
許
容
基
準
が
満
足
さ
れ
な
く
な
る
こ

と
は
避
け
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
｡ 

b
) 
特
定
の
限
度
を
超
え
る
冷
却
材
流
量
の
変
化
は
､そ

の
故
障
に
よ
る
潜
在
的
影
響
と
起
因
事
象
の
発
生
頻
度
に
適
切
に
対
応
し
た
信
頼
度
で
､出

力
の
低
下
､手

動
に
よ
る
原

子
炉
停
止
､又

は
､原

子
炉
ト
リ
ッ
プ
を
開
始
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
｡ 

  



  

表
3
.7

: 
日
本
の
高
速
炉
に
関
す
る
安
全
設
計
要
求
と

E
F

R
ガ
イ
ド
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比
較
（

2
/5
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L
M

F
B

R
安
全
基
準
と
ガ
イ
ド
の
記
述

 
日
本
の
高
速
炉
に
関
す
る
安
全
設
計
要
求
と
の
関
係

 

2
.2

.一
次
冷
却
系
回
路
の
弁
の
操
作
失
敗

 
1
次
冷
却
系
に
は
弁
を
設
け
な
い
設
計
と
し
て
い
る
た
め
適
用
外

 

 
 

手
動
又
は
制
御
系
の
作
動
又
は
弁
の
故
障
に
よ
る
､一

次
冷
却
系
回
路
の
弁
の
誤
動
作
で
生
じ
る
冷
却
材
流
量
の
変
化
率
､及

び
/又

は
､変

化
量
は
､こ

れ
ら
に
よ
り
､ト

リ
ッ
プ
･

原
子
炉
停
止
系
の
能
力
を
考
慮
し
て
設
定
さ
れ
る
許
容
基
準
を
超
え
る
こ
と
は
防
止
さ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

 

 

2
.3

.一
次
系
ナ
ト
リ
ウ
ム
の
喪
失

 
「
原
子
炉
冷
却
材
の
確
保
」
等
が
対
応
す
る
。

 

 
 

a)
 
一
次
冷
却
系
回
路
の
バ
ウ
ン
ダ
リ
破
損
を
含
む
事
故
で
､炉

心
冷
却
を
許
容
限
度
以
下
に
低
下
さ
せ
る
こ
と
が
あ
っ
て
は
な
ら
な
い
｡

 

b
) 
一
次
冷
却
系
回
路
の
ナ
ト
リ
ウ
ム
の
事
故
に
よ
る
ド
レ
ン
は
､そ

の
事
故
に
よ
る
潜
在
的
影
響
影
に
対
応
す
る
信
頼
度
で
防
止
さ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
｡

 

c)
 
ナ
ト
リ
ウ
ム
を
ガ
ス
で
置
換
え
る
こ
と
は
､熱

輸
送
の
観
点
か
ら
設
定
さ
れ
る
限
度
を
超
え
る
こ
と
が
あ
っ
て
は
な
ら
な
い
｡

 

 

2
.4

.Ｉ
Ｈ
Ｘ
の
漏
洩

 
「
２
次
主
冷
却
系
」
等
が
対
応
す
る
。

 

 
a)

 I
H

X
の
漏
洩
事
象
で
は
､一

次
冷
却
系
回
路
は
炉
心
の
熱
を
適
切
な
熱
の
逃
し
場
に
移
送
し
続
け
る
よ
う
に
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
｡

 

b
) 

IH
X
を
通
過
し
て
一
次
系
に
影
響
が
及
び
､十

分
な
炉
心
冷
却
を
妨
げ
る
よ
う
な
ナ
ト
リ
ウ
ム
･水

反
応
に
つ
い
て
は
､こ

れ
に
よ
る
悪
影
響
が
避
け
ら
れ
る
よ
う
に
し
な
け
れ

ば
な
ら
な
い
｡ 

c)
 
放
尃
性
の
一
次
系
ナ
ト
リ
ウ
ム
か
ら
二
次
系
へ
の
漏
洩
は
規
定
限
度
以
内
に
保
た
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
｡

 

d
) 
通
常
運
転
及
び
､蒸

気
発
生
器
の
事
故
を
含
む
設
計
基
準
事
故
の
状
態
に
お
い
て
､

IH
X
の
漏
洩
は
､一

次
冷
却
材
の
許
容
で
き
な
い
喪
失
､又

は
格
納
施
設
の
破
損
を
引
起
こ

す
こ
と
が
あ
っ
て
は
な
ら
な
い
｡ 

 

た
だ
し
、
ナ
ト
リ
ウ
ム
・
水
反
応
時
の

IH
X
バ
ウ
ン
ダ
リ
の
従
属
破
損
は
防
止
す
る
設
計
と
す
る
。

 

IH
X
バ
ウ
ン
ダ
リ
破
損
対
策
と
し
て
１
次
系
に
対
し
て

2
次
系
の
圧
力
を
高
く
設
定
す
る
設
計
と
す
る
が
、

指
針
レ
ベ
ル
で
は
記
載
し
な
い
。

 

IH
X
バ
ウ
ン
ダ
リ
自
体
を
格
納
境
界
と
し
て
設
計
す
る
方
針
で
あ
る
た
め
、
そ
の
妥
当
性
に
つ
い
て
の
コ
ン

セ
ン
サ
ス
が
必
要
。

 

 

2
.5

.一
次
主
循
環
系
の
熱
輸
送
系
故
障

 
「
原
子
炉
停
止
系
の
停
止
能
力
」
等
が
対
応
す
る
。

 

 
事
故
の
潜
在
的
影
響
及
び
事
象
の
発
生
頻
度
に
対
し
て
適
切
な
信
頼
度
で
､主

熱
除
去
系
統
の
故
障
を
検
出
し
､適

切
な
回
復
又
は
防
護
処
置
を
行
わ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
｡

 

 

2
.6

.炉
心
冷
却
材
供
給
構
造
の
破
損

 
「
原
子
炉
停
止
系
の
停
止
能
力
」
等
が
対
応
す
る
。

 

 
a)

 
事
故
の
潜
在
的
影
響
に
対
し
て
適
切
な
健
全
性
を
保
証
す
る
方
策
に
よ
っ
て
､炉

心
冷
却
材
流
量
減
尐
の
要
因
と
な
る
炉
心
支
持
､炉

心
冷
却
材
供
給
プ
レ
ナ
ム
又
は
配
管
の

破
損
を
防
止
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
｡ 

b
) 
設
計
基
準
内
の
炉
心
冷
却
材
供
給
構
造
の
破
損
事
象
に
お
い
て
は
原
子
炉
の
ト
リ
ッ
プ
及
び
停
止
と
十
分
な
崩
壊
熱
熱
除
去
に
よ
り
容
認
で
き
な
い
炉
心
損
傷
を
防
止
し
な

け
れ
ば
な
ら
な
い
｡ 

 

原
子
炉
容
器
内
の
流
路
を
構
成
す
る
構
造
の
破
損
を
防
止
す
る
と
共
に
、
破
損
に
対
し
て
炉
心
冷
却
確
保
で

き
る
設
計
と
す
る
が
、
指
針
レ
ベ
ル
で
は
記
載
し
な
い
。

 

2
.7

.崩
壊
熱
除
去
の
機
能
不
全

 
「
残
留
熱
を
除
去
す
る
系
統
の
機
能
」、
「
残
留
熱
を
除
去
す
る
系
統
の
信
頼
性
お
よ
び
試
験
可
能
性
」、
「
電

源
喪
失
に
対
す
る
設
計
上
の
考
慮
」
等
が
対
応
す
る
。

 

 

 
a)

 
状
況
の
頻
度
及
び
損
傷
の
潜
在
的
影
響
に
対
し
て
適
切
な
信
頼
性
で
、
通
常
運
転
及
び
事
故
条
件
に
お
け
る
崩
壊
熱
除
去
機
能
の
喪
失
を
防
止
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
｡

 

b
) 
崩
壊
熱
除
去
の
起
動
及
び
運
転
の
信
頼
性
は
､主

熱
除
去
系
統
の
信
頼
性
と
同
等
で
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
｡

 

 

３
．
集
合
体
事
故

 
「
燃
料
設
計
」、
「
炉
心
支
持
構
造
物
」
等
が
対
応
す
る
。

 

た
だ
し
、
評
価
の
方
法
等
に
つ
い
て
は
、
指
針
レ
ベ
ル
で
は
記
載
し
な
い
。

" 

 

 
a)

 
燃
料
ピ
ン
及
び
集
合
体
の
設
計
及
び
運
転
条
件
は
､不

適
切
な
局
所
冷
却
に
関
連
す
る
集
合
体
事
故
の
可
能
性
を
制
限
す
る
も
の
で
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
｡基

本
的
目
標
は
燃

料
ピ
ン
の
健
全
性
を
保
ち
､ピ

ン
破
損
が
生
じ
た
と
し
て
も
､被

覆
管
の
破
損
伝
播
を
最
小
限
に
す
る
こ
と
で
あ
る
｡

 

b
) 
集
合
体
事
故
の
発
生
､拡

大
又
は
伝
播
の
要
因
に
な
り
得
る
と
認
め
ら
れ
る
全
て
の
事
象
を
評
価
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
｡そ

れ
ら
は
炉
心
構
成
要
素
の
誤
装
荷
､入

口
又
は

出
口
閉
塞
､集

合
体
内
の
局
所
閉
塞
､ラ

ッ
パ
ー
管
破
損
、
集
合
体
及
び
炉
心
内
の
ピ
ン
損
傷
及
び
破
損
伝
播
を
含
ま
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
｡保

護
系
統
を
含
む
設
計
設
備
及
び
原

子
炉
運
転
は
､安

全
性
要
求
に
応
え
ら
れ
る
よ
う
に
､こ

の
評
価
を
考
慮
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
｡

 

c)
 
集
合
体
の
事
故
状
態
を
検
出
す
る
計
測
手
段
を
設
置
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
｡計

測
手
段
の
程
度
及
び
設
計
は
潜
在
的
事
故
経
過
の
特
徴
に
関
連
し
て
い
る
｡

 

 

3
.1

.集
合
体
の
誤
装
荷

 
「
燃
料
設
計
」
等
が
対
応
す
る
。

 

 
a)

 
事
故
の
潜
在
的
影
響
に
対
し
て
妥
当
な
信
頼
性
で
､集

合
体
の
誤
装
荷
､す

な
わ
ち
､定

め
ら
れ
た
限
界
を
越
え
る
こ
と
な
く
､発

生
し
た
熱
を
除
去
す
る
に
必
要
な
冷
却
材
流

量
よ
り
尐
な
く
な
る
こ
と
を
防
止
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
｡ 

b
) 
必
要
と
す
る
な
ら
､事

故
の
潜
在
的
影
響
及
び
事
象
の
頻
度
を
考
慮
し
て
､集

合
体
の
誤
装
荷
を
検
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
｡

 



  

表
3
.7

: 
日
本
の
高
速
炉
に
関
す
る
安
全
設
計
要
求
と

E
F

R
ガ
イ
ド
の
比
較
（

3
/5
）
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L
M

F
B

R
安
全
基
準
と
ガ
イ
ド
の
記
述

 
日
本
の
高
速
炉
に
関
す
る
安
全
設
計
要
求
と
の
関
係

 

3
.2

.集
合
体
の
入
口
及
び
出
口
閉
塞

 
「
燃
料
設
計
」
等
が
対
応
す
る
。

 

た
だ
し
、
現
状
で
は
集
合
体
出
入
口
閉
塞
そ
の
も
の
の
検
出
は
求
め
て
い
な
い
。（

燃
料
破
損
を
検
出
す
る
こ

と
と
し
て
い
る
）

 

 
a)

 
冷
却
材
流
れ
の
大
幅
な
減
尐
を
防
止
す
る
よ
う
に
､集

合
体
の
入
口
及
び
出
口
部
を
設
計
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
｡

 

b
) 
一
定
限
界
又
は
そ
の
結
果
の
影
響
を
越
え
る
集
合
体
出
力
と
流
量
の
ミ
ス
マ
ッ
チ
を
信
頼
で
き
る
手
段
で
検
出
し
､適

切
な
回
復
処
置
､出

力
セ
ッ
ト
バ
ッ
ク
､原

子
炉
シ
ャ

ッ
ト
ダ
ウ
ン
又
は
ト
リ
ッ
プ
を
､事

故
の
潜
在
的
影
響
と
そ
の
頻
度
に
対
し
て
適
切
な
信
頼
性
を
も
っ
て
処
置
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
｡

 

 

3
.3

.集
合
体
内
の
局
所
閉
塞
及
び
冷
却
異
常

 
「
燃
料
設
計
」
等
が
対
応
す
る
。

 

た
だ
し
、
現
状
で
は
集
合
体
内
閉
塞
そ
の
も
の
の
検
出
は
求
め
て
い
な
い
。（

燃
料
破
損
を
検
出
す
る
こ
と
と

し
て
い
る
）

 

 

 
a)

 
事
故
の
潜
在
的
影
響
に
対
し
て
適
切
な
信
頼
性
を
も
っ
て
､一

定
の
限
界
を
越
え
る
燃
料
ピ
ン
の
運
転
条
件
が
生
じ
る
こ
と
を
防
止
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
｡

 

b
) 
十
分
な
設
計
､材

料
の
選
択
､製

作
及
び
検
査
に
よ
っ
て
､集

合
体
内
流
路
チ
ャ
ン
ネ
ル
の
閉
塞
確
率
を
最
小
に
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
｡

 

c)
 
事
故
の
潜
在
的
影
響
に
対
し
て
妥
当
な
信
頼
性
を
も
っ
て
､局

所
閉
塞
又
は
冷
却
異
常
を
引
き
起
こ
す
可
能
性
が
あ
る
製
作
及
び
運
転
上
の
エ
ラ
ー

(例
え
ば
､誤

っ
た
濃
縮
度

の
ピ
ン
、
間
違
っ
た
詰
め
も
の
､閉

塞
又
は
捻
ら
れ
た
集
合
体

) 
を
防
止
し
な
け
れ
ば
し
な
ら
な
い
｡ 

d
) 
冷
却
異
常
又
は
そ
れ
ら
の
影
響
を
検
出
し
､事

故
の
潜
在
的
影
響
及
び
そ
の
評
価
頻
度
に
対
し
て
妥
当
な
信
頼
性
を
も
っ
て
､適

切
な
回
復
処
置
､出

力
セ
ッ
ト
バ
ッ
ク
､原

子

炉
シ
ャ
ッ
ト
ダ
ウ
ン
又
は
ト
リ
ッ
プ
を
開
始
し
な
け
れ
ば
な
､ら

な
い
｡ 

 

3
.4

.燃
料
ピ
ン
破
損

 
「
燃
料
設
計
」
等
が
対
応
す
る
。

 

た
だ
し
、
指
針
レ
ベ
ル
で
は
記
載
し
な
い
。

 
 

a)
 
運
転
中
の
燃
料
ピ
ン
破
損
率
を
最
小
に
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
｡ 

b
) 
燃
料
ピ
ン
の
破
損
は
事
故
に
つ
い
て
評
価
さ
れ
た
頻
度
と
潜
在
的
影
響
に
対
し
て
適
切
な
信
頼
性
を
も
っ
て
検
出
さ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
｡信

号
及
び
／
又
は
そ
の
増
大

率
が
設
定
値
を
越
え
た
場
合
は
､適

切
な
回
復
動
作

(例
え
ば
､出

力
セ
ッ
ト
バ
ッ
ク
､原

子
炉
シ
ャ
ッ
ト
ダ
ウ
ン
又
は
ト
リ
ッ
プ

)及
び
破
損
集
合
体
の
取
り
除
き
を
始
め
な
け
れ

ば
な
ら
な
い
｡ 

 

3
.5

.ラ
ッ
パ
ー
管
破
損

 
同
 
上

 

 
 

a)
 
ラ
ッ
パ
ー
管
は
通
常
運
転
時
及
び
設
計
基
準
事
故
時
の
荷
重
に
耐
え
得
る
に
､適

す
る
も
の
で
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
｡

 

b
) 
ラ
ッ
パ
ー
管
破
損
の
影
響
を
評
価
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
｡必

要
と
す
る
な
ら
､容

認
で
き
な
い
損
傷
が
生
じ
る
前
に
､ラ

ッ
パ
ー
管
の
破
損
に
よ
る
影
響
を
検
出
す
る
適
切

な
手
段
を
設
置
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
｡ 

 

3
.6

.集
合
体
及
び
炉
心
内
破
損
伝
播

 
 

「
原
子
炉
停
止
系
の
停
止
能
力
」、
「
安
全
保
護
系
の
「
事
故
」
お
よ
び
「
稀
有
事
故
」
時
の
機
能
」
等
が
対

応
す
る
。

 

た
だ
し
、
指
針
レ
ベ
ル
で
は
記
載
し
な
い
。

 

 
基
本
的
な
目
標
は
､局

所
事
故
の
影
響
を
事
故
集
合
体
に
限
定
す
る
こ
と
で
あ
る
｡起

こ
り
得
る
も
の
で
は
な
い
が
､冷

却
能
力
を
喪
失
し
て
集
合
体
内
又
は
他
の
コ
ン
ポ
ー
ネ
ン

ト
へ
の
損
傷
の
伝
播
が
生
じ
な
い
こ
と
を
､事

故
の
潜
在
的
影
響
と
そ
の
評
価
頻
度
に
対
し
て
適
切
な
倍
額
度
レ
ベ
ル
の
検
出
限
界
を
考
慮
し
て
実
証
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
｡

 

 

４
.炉

心
以
外
の
事
故

 
 

4
.1

.燃
料
取
扱
い
事
故

 

 

 

4
.1

.1
.燃

料
取
扱
い
時
の
除
熱
（
不
足
又
は
喪
失

)事
故

 
「
燃
料
の
貯
蔵
設
備
及
び
取
扱
設
備
」
等
が
対
応
す
る
。

 

 
燃
料
の
取
扱
い
時
及
び
貯
蔵
時
に
お
い
て
､そ

の
許
容
限
界
温
度
を
越
え
る
こ
と
が
な
い
よ
う
､十

分
な
冷
却
能
力
を
備
え
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
｡そ

の
信
頼
度
に
つ
い
て
は
､事

故
の
潜
在
的
影
響
に
対
し
て
適
切
で
あ
る
こ
と
｡ 

4
.1

.2
.燃

料
経
路
に
お
け
る
臨
界
事
象

 
「
燃
料
の
臨
界
防
止
」
等
が
対
応
す
る
。

 

 
新
燃
料
及
び
使
用
済
み
燃
料
の
貯
蔵
時
の
配
置
に
つ
い
て
は
､減

速
材
の
侵
入
や
運
転
員
の
誤
装
荷
を
含
む
事
故
状
態
に
お
い
て
も
､未

臨
界
性
を
確
保
す
る
十
分
な
余
裕
を
有

し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
｡ 

4
.1

.3
.燃

料
集
合
体
の
機
械
的
損
傷

 
「
燃
料
の
貯
蔵
設
備
及
び
取
扱
設
備
」
等
が
対
応
す
る
。

 

 
放
尃
能
影
響
を
伴
う
燃
料
集
合
体
損
傷
の
起
因
と
な
る
燃
料
取
扱
い
設
備
の
故
障
は
､そ

の
事
故
が
及
ぼ
す
運
転
員
と
公
衆
へ
の
潜
在
的
放
尃
能
影
響
に
対
し
て
適
切
な
信
頼
度

を
も
っ
て
防
止
さ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
｡ 

4
.1

.4
.破

損
燃
料
の
取
扱
い

 
「
燃
料
の
貯
蔵
設
備
及
び
取
扱
設
備
」
等
が
対
応
す
る
。

 

た
だ
し
、
指
針
レ
ベ
ル
で
は
記
載
し
な
い
。

 
 

破
損
燃
料
は
､安

全
に
貯
蔵
と
取
扱
い
が
で
き
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
｡ 



  

表
3
.7

: 
日
本
の
高
速
炉
に
関
す
る
安
全
設
計
要
求
と

E
F

R
ガ
イ
ド
の
比
較
（

4
/5
）
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L
M

F
B

R
安
全
基
準
と
ガ
イ
ド
の
記
述

 
日
本
の
高
速
炉
に
関
す
る
安
全
設
計
要
求
と
の
関
係

 

4
.2

.蒸
気
発
生
器
に
お
け
る
ナ
ト
リ
ウ
ム

-水
反
応

 
「
２
次
主
冷
却
系
」
が
対
応
す
る
。

 

た
だ
し
、
指
針
レ
ベ
ル
で
は
よ
り
象
徴
的
な
表
現
に
と
ど
め
る
。

 

 

 
a)

 
蒸
気
発
生
器
と
関
連
す
る
回
路
は
､ナ

ト
リ
ウ
ム
－
水
反
応
と
引
き
続
く
事
象
に
よ
る
影
響
を
限
定
す
る
た
め
に
､合

理
的
に
可
能
な
限
り
､水

漏
洩
の
確
率
及
び
量
を
小
さ

く
す
る
よ
う
に
､設

計
､建

造
､運

転
さ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
｡ 

b
) 
大
規
模
な
ナ
ト
リ
ウ
ム
－
水
反
応
､例

え
ば
､何

等
か
の
共
通
原
因
､伝

熱
管
板
か
ヘ
ッ
ダ
ー
の
破
損
等
に
よ
り
多
本
数
の
伝
熱
管
が
破
損
す
る
こ
と
に
よ
る
リ
ス
ク
は
､適

切

な
設
計
に
よ
り
最
小
化
さ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
｡ 

c)
 
ナ
ト
リ
ウ
ム
中
へ
の
尐
量
の
水
漏
洩
の
存
在
を
､素

早
く
か
つ
信
頼
度
高
く
､初

期
の
段
階
で
検
出
す
る
系
統
､及

び
､漏

洩
量
と
損
傷
規
模
の
漸
増
を
限
定
す
る
た
め
に
､ナ

ト
リ
ウ
ム
－
水
反
応
を
終
了
さ
せ
る
作
動
を
開
始
す
る
系
統
を
備
え
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
｡こ

れ
ら
の
系
統
の
信
頼
度
は
､こ

れ
ら
系
統
に
機
能
要
求
が
あ
り
､か

つ
そ
の
作
動
を

失
敗
し
た
場
合
の
潜
在
的
･影

響
と
､そ

の
想
定
さ
れ
る
失
敗
頻
度
に
対
し
て
適
切
で
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

 

d
) 
損
傷
に
よ
る
漏
洩
の
蒸
気
発
生
器
内
構
造
物
へ
の
拡
大
､及

び
､特

に
一
次
系
ナ
ト
リ
ウ
ム
と
境
界
を
形
成
す
る
二
次
系
冷
却
材
バ
ウ
ン
ダ
リ
の
破
損
を
防
止
す
る
た
め
に
､

圧
力
波
に
よ
る
荷
重
は
制
限
さ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
｡ 

e)
 
機
器
の
誤
作
動
に
よ
り
蒸
気
発
生
器
外
部
で
生
ず
る
ナ
ト
リ
ウ
ム
－
水
反
応
の
リ
ス
ク
も
､同

様
に
最
小
化
す
る
も
の
と
す
る
｡

 

f)
 
漏
洩
の
後
で
､二

次
系
回
路
と
水
－
蒸
気
系
統
内
へ
腐
食
性
物
質
が
拡
散
す
る
こ
と
を
最
小
化
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
｡

 

g
) 
ナ
ト
リ
ウ
ム
と
反
応
生
成
物
の
放
出
は
､安

全
機
能
を
有
す
る
プ
ラ
ン
ト
の
部
分
を
危
険
に
さ
ら
し
て
は
な
ら
な
い
｡

 

4
.3

.ナ
ト
リ
ウ
ム
火
災

 
「
ナ
ト
リ
ウ
ム
に
対
す
る
設
計
上
の
考
慮
」、
「
原
子
炉
冷
却
材
バ
ウ
ン
ダ
リ
の
健
全
性
」、
「
原
子
炉
冷
却
材

バ
ウ
ン
ダ
リ
の
破
壊
防
止
」、
「
原
子
炉
冷
却
材
バ
ウ
ン
ダ
リ
の
漏
え
い
対
策
」、
「
原
子
炉
冷
却
材
の
確
保
」

等
が
対
応
す
る
。

 

た
だ
し
、
ナ
ト
リ
ウ
ム
の
燃
焼
性
生
物
に
対
す
る
作
業
員
及
び
環
境
影
響
に
つ
い
て
は
、
指
針
レ
ベ
ル
で
は

記
載
し
な
い
。

 

 

 
a)

 
ナ
ト
リ
ウ
ム
漏
洩
及
び
ナ
ト
リ
ウ
ム
と
空
気
の
反
応
は
､そ

の
事
故
の
潜
在
的
影
響
に
対
し
て
適
切
な
信
頼
度
を
も
っ
て
防
止
さ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
｡

 

b
) 
一
次
系
ナ
ト
リ
ウ
ム
を
大
量
に
含
む
火
災
は
､通

常
連
載
状
態
及
び
設
計
基
準
事
故
に
お
い
て
、
防
止
さ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
｡

 

c)
 
ナ
ト
リ
ウ
ム
を
内
蔵
す
る
系
統
は
､ナ

ト
リ
ウ
ム
境
界
の
内
外
で
生
ず
る
機
器
及
び
系
統
の
設
計
基
準
事
故
の
影
撃
に
対
し
て
、
防
護
さ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
｡

 

d
) 
ナ
ト
リ
ウ
ム
漏
洩
に
引
続
く
､安

全
な
炉
停
止
､崩

壊
熱
除
去
及
び
危
険
物
質
の
格
納
は
､確

保
さ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
｡

 

e)
 
ナ
ト
リ
ウ
ム
の
漏
洩
と
火
災
は
､十

分
な
信
頼
度
で
検
知
､位

置
決
め
さ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
｡又

､安
全
機
能
を
保
証
す
る
構
造
物
､系

統
及
び
機
器
に
対
す
る
影
響
は
､こ

れ
ら
の
事
故
の
潜
在
的
影
響
と
そ
の
想
定
頻
度
に
対
し
て
､適

切
な
水
準
に
制
限
さ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
｡

 

f)
 
ナ
ト
リ
ウ
ム
火
災
と
そ
の
燃
焼
生
成
物
に
よ
り
影
響
を
受
け
得
る
場
所
で
働
い
て
い
る
人
員
の
リ
ス
ク
を
､許

容
水
準
ま
で
減
尐
さ
せ
る
た
め
に
､十

分
な
配
置
等
が
な
さ
れ

な
け
れ
ば
な
ら
な
い
｡ 

g
) 
ナ
ト
リ
ウ
ム
火
災
に
よ
る
放
尃
性
物
質
の
環
境
へ
の
放
出
の
影
響
は
､規

定
水
準
以
下
に
保
た
れ
る
こ
と
｡非

放
尃
性
物
質
の
放
出
は
､適

切
な
制
限
値
内
に
収
ま
る
こ
と
｡

 

4
.4

.一
般
火
災

 
「
火
災
に
対
す
る
設
計
上
の
考
慮
」
が
対
応
す
る
。

 

た
だ
し
、
指
針
レ
ベ
ル
で
は
よ
り
象
徴
的
な
表
現
に
と
ど
め
る
。

 

 よ
り
詳
細
な
指
針
と
し
て
「
発
電
用
軽
水
型
原
子
炉
施
設
の
火
災
防
護
に
関
す
る
審
査
指
針
」
が
あ
る
。

 

 

 
火
災
を
防
止
し
､火

災
発
生
時
に
は
影
響
を
制
限
す
る
た
め
､即

ち
､ 

－
安
全
機
能
を
維
持
す
る
た
め

 

－
人
間
の
安
全
を
保
証
す
る
た
め

 

十
分
に
特
別
な
備
え
を
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
｡ 

a)
 
安
全
系
統
は
､火

災
及
び
そ
れ
に
続
く
影
響
に
対
し
て
､必

要
な
範
囲
の
安
全
機
能
を
果
た
す
べ
く
､防

護
さ
れ
ね
ば
な
ら
な
い
｡

 

b
) 
多
重
又
は
多
様
に
構
成
さ
れ
た
安
全
系
統
に
お
い
て
は
､残

っ
て
い
る
方
の
系
統
に
よ
っ
て
必
要
な
安
全
機
能
を
満
足
で
き
る
こ
と
を
保
証
す
る
た
め
､火

災
に
よ
る
故
障
が

分
離
又
は
他
の
手
段
に
よ
っ
て
限
定
さ
れ
る
こ
と
が
保
証
さ
れ
ね
ば
な
ら
な
い
｡

 

c)
 
内
部
事
象
又
は
外
部
事
象
に
よ
る
健
全
性
喪
失
に
よ
っ
て
可
燃
性
物
質
を
放
出
し
､又

は
点
火
す
る
装
置
は
､安

全
機
能
が
十
分
に
発
揮
さ
れ
る
こ
と
を
直
接
に
も
間
接
に
も

妨
げ
な
い
こ
と
を
示
さ
ね
ば
な
ら
な
い
｡さ

も
な
け
れ
ば
､安

全
機
能
を
有
す
る
設
備
が
当
該
事
象
に
耐
え
る
よ
う
に
設
計
さ
れ
ね
ば
な
ら
な
い
｡

 

d
) 
火
災
発
生
の
可
能
性
の
あ
る
全
て
の
場
所
を
考
慮
し
て
､緊

急
避
難
路
を
備
え
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
｡ 

4
.5

.放
尃
化
し
た
系
統
の
漏
洩
に
よ
る
放
尃
性
物
質
の
放
出

 
「
原
子
炉
格
納
容
器
の
機
能
」、
「
原
子
炉
格
納
容
器
バ
ウ
ン
ダ
リ
の
破
損
防
止
」、
「
原
子
炉
格
納
容
器
の
隔

離
機
能
」、
「
原
子
炉
格
納
容
器
隔
離
弁
」、
「
非
常
用
ガ
ス
処
理
系
」、
「
放
尃
性
気
体
廃
棄
物
の
処
理
施
設
」、

「
放
尃
性
液
体
廃
棄
物
の
処
理
施
設
」、
「
放
尃
性
固
体
廃
棄
物
の
処
理
施
設
」、
「
固
体
廃
棄
物
貯
蔵
施
設
」、

「
放
尃
線
業
務
従
事
者
の
放
尃
線
防
護
」、
「
放
尃
線
業
務
従
事
者
の
放
尃
線
管
理
」
が
対
応
す
る
。

 

 左
記
で
は
、
格
納
容
器
と
隔
離
機
能
に
関
す
る
明
確
な
記
述
が
な
い
。

 

 

 
a)

 
通
常
運
転
中
に
､又

は
事
故
に
よ
っ
て
放
出
さ
れ
る
放
尃
性
物
質
に
よ
る
運
転
負
と
一
般
公
衆
の
被
曝
は
､許

容
値
以
下
で
､か

つ
､可

能
な
限
り
低
い
レ
ベ
ル
に
抑
制
さ
れ
ね

ば
な
ら
な
い
｡ 

b
) 
放
尃
化
し
た
ナ
ト
リ
ウ
ム
及
び
他
の
放
尃
性
物
質
の
漏
洩
に
よ
っ
て
､安

全
機
能
を
有
す
る
系
統
又
は
機
器
に
受
容
で
き
な
い
損
傷
を
与
え
て
は
な
ら
な
い
｡

 

c)
 
廃
棄
物
貯
蔵
設
備
の
配
置
と
､そ

の
他
放
尃
性
物
質
の
排
出
を
制
御
す
る
設
備
に
よ
っ
て
､

 

－
放
出
量
が
許
容
値
以
内
に
維
持
さ
れ
て
い
る
こ
と

 

－
放
出
経
路
が
所
定
の
経
路
に
制
限
さ
れ
て
い
る
こ
と

 

－
不
慮
の
放
出
が
生
じ
な
い
こ
と

 

が
保
証
さ
れ
ね
ば
な
ら
な
い
｡ 

d
) 
特
定
の
放
出
箇
所
で
は
､環

境
へ
の
放
尃
性
物
質
の
放
出
は
監
視
及
び
記
録
さ
れ
る
こ
と
｡

 

4
.6

.そ
の
他
の
内
部
ハ
ザ
ー
ド

 
「
内
部
発
生
飛
来
物
に
対
す
る
設
計
上
の
考
慮
」
に
対
応
す
る
。（

火
災
、
溢
水
、
化
学
反
応
、
電
気
的
損
傷
、

配
管
の
破
損
、
機
器
の
故
障
等
も
含
む
）

 

 

 
放
尃
性
物
質
の
放
出
に
よ
る
リ
ス
ク
可
能
性
が
容
認
さ
れ
る
程
度
に
低
い
こ
と
を
示
す
際
に
は
､蒸

気
／
水
そ
の
他
流
体
の
流
出
､パ

イ
プ
ホ
イ
ッ
プ
､内

部
発
生
飛
来
物
､重

量

物
の
落
下
及
び
高
圧
部
の
破
断
に
よ
る
ハ
ザ
ー
ド
を
考
慮
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
｡

 



  

表
3
.7

: 
日
本
の
高
速
炉
に
関
す
る
安
全
設
計
要
求
と

E
F

R
ガ
イ
ド
の
比
較
（

5
/5
）
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L
M

F
B

R
安
全
基
準
と
ガ
イ
ド
の
記
述

 
日
本
の
高
速
炉
に
関
す
る
安
全
設
計
要
求
と
の
関
係

 

５
．
外
部
起
因
事
象

 
「
自
然
現
象
に
対
す
る
設
計
上
の
考
慮
」、
「
外
部
人
為
事
象
に
対
す
る
設
計
上
の
考
慮
」
に
対
応
す
る
。

 

 
 

a)
 
安
全
機
能
は
､こ

の
章
で
述
べ
ら
れ
る
外
的
起
因
事
象
発
生
時
に
適
切
に
作
動
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
｡安

全
機
能
に
は
以
下
の
も
の
が
含
ま
れ
る
｡

 

－
炉
停
止

 

－
過
渡
時
の
反
応
度
制
御
と
長
期
間
の
未
臨
界
の
維
持

 

－
崩
壊
熱
除
去

 

－
放
尃
能
の
格
納

 

採
用
さ
れ
た
手
段
の
適
切
さ
及
び
信
頼
度
は
､事

象
の
推
定
発
生
頻
度
と
安
全
系
の
故
障
の
潜
在
的
影
響
の
両
方
を
考
慮
し
て
評
価
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
｡

 

b
) 
外
部
事
象
の
規
模
及
び
予
想
さ
れ
る
発
生
頻
度

(必
要
な
場
合

)の
決
定
は
､サ

イ
ト
の
地
理
的
特
微
だ
け
で
な
く
､サ

イ
ト
と
そ
の
周
辺
地
域
の
地
質
学
的
歴
史
的
記
録
に
基

づ
か
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
｡歴

史
的
デ
ー
タ
の
不
確
か
さ
と
限
界
を
補
う
た
め
に
､十

分
な
裕
度
を
見
込
ま
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
｡

 

c)
 
外
部
事
象
に
対
処
す
る
手
段
と
し
て
､計

画
に
基
づ
い
た
当
該
事
象
時
に
有
効
な
運
転
員
の
操
作
を
考
慮
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
｡

 

d
) 
設
計
で
は
､外

部
事
象
､従

属
す
る
故
障
､及

び
プ
ラ
ン
ト
の
内
部
状
態
の
組
み
合
わ
せ
を
考
慮
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
｡こ

れ
ら
の
雑
み
合
わ
せ
は
推
定
さ
れ
る
事
象
の
継
続

時
間
及
び
発
生
頻
度
を
考
慮
し
て
設
定
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
｡ 

5
.1

.自
然
に
起
こ
り
得
る
事
象

 
 

5
.1

.1
.地

震
 

「
自
然
現
象
に
対
す
る
設
計
上
の
考
慮
」
に
対
応
す
る
。

 

よ
り
詳
細
な
指
針
と
し
て
「
発
電
用
原
子
炉
施
設
に
関
す
る
耐
震
設
計
審
査
指
針
」
が
あ
る
。

 
 

プ
ラ
ン
ト
は
､安

全
炉
停
止
可
能
地
震

(S
.S

.E
)及

び
､そ

の
後
に
起
こ
り
得
る
影
響

(1
.7

.参
照
：
炉
心
幾
何
形
状
の
変
形

) 
に
対
し
て
一
般
安
全
基
準

a)
で
述
べ
た
安
全
機
能
を
維

持
で
き
る
よ
う
設
計
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
｡ 

5
.1

.2
.洪

水
 

「
自
然
現
象
に
対
す
る
設
計
上
の
考
慮
」
に
対
応
す
る
。

 

 
 

a)
 
当
該
サ
イ
ト
に
お
い
て
評
価
さ
れ
る
洪
水
時
の
最
大
水
位
に
対
し
て
､安

全
上
の
悪
影
響
が
防
止
で
き
る
よ
う
設
計
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
｡

 

b
) 
洪
水
時
の
う
ね
り

(s
u
rg

e)
が
プ
ラ
ン
ト
の
安
全
に
受
け
入
れ
難
い
影
響
を
及
ぼ
さ
な
い
よ
う
に
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

 

5
.1

.3
.異

常
な
風
荷
重

 
同
 
上

 

 
プ
ラ
ン
ト
は
異
常
な
風
荷
重
の
影
響
を
許
容
す
る
よ
う
設
計
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
（
５
章
の
一
般
基
準

b
）
参
照
）。
（
設
計
に
当
た
っ
て
は
、）

安
全
系
及
び
こ
れ
と
相
互
に

影
響
し
合
う
ほ
か
の
機
器
、
系
統
に
及
ぼ
さ
れ
る
可
能
性
の
あ
る
悪
影
響
を
考
慮
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

 

5
.1

.4
.地

盤
変
動

 
同
 
上

 

 
a)

 
地
盤
の
移
動
あ
る
い
は
分
裂

(d
if

fe
re

n
ti

a
l 

se
tt

le
m

en
t)
時
に
も
､５

章
の
一
般
基
準

a)
で
述
べ
た
安
全
機
能
が
維
持
さ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
｡ 

b
) 
適
切
な
サ
イ
ト
選
定
と
土
木
工
学
手
法
に
よ
っ
て
､斜

面
の
不
安
定
さ
を
含
む
地
盤
変
動
に
よ
る
悪
影
響
を
防
止
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
｡

 

5
.1

.5
.環

境
温
度
の
異
常

 
同
 
上

 

 
環
境
温
度
の
異
常
時
に
も
安
全
機
能
は
適
切
な
信
頼
度
で
作
動
す
る
こ
と
｡

 

5
.1

.6
.雪

と
落
雷

 
同
 
上

 

 
炉
の
設
計
で
は
､積

雪
に
よ
る
空
気
冷
却
系
の
ブ
ラ
ン
ケ
ッ
テ
イ
ン
グ
及
び
落
雷
に
よ
り
､起

こ
り
う
る
事
態
を
考
慮
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
｡

 

5
.2

.航
空
機
の
衝
突
と
そ
の
他
の
飛
来
物
の
衝
突

 
「
外
部
人
為
事
象
に
対
す
る
設
計
上
の
考
慮
」
に
対
応
す
る
。

 

 
航
空
機
の
衝
突
と
そ
の
他
の
飛
来
物
の
衝
突
に
起
因
す
る
多
量
の
放
尃
性
物
質
の
放
散
の
確
率
が
許
容
で
き
る
ほ
ど
低
い
こ
と
を
実
証
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

 

5
.3

.サ
イ
ト
外
の
ガ
ス
放
出
に
よ
る
爆
発
及
び
危
険
な
効
果

 
同
 
上

 

 
a)

 
安
全
系
は
､サ

イ
ト
外
の
輸
送
交
連
､パ

イ
プ
ラ
イ
ン
､あ

る
い
は
工
場
施
設
の
事
故
に
よ
り
生
じ
る
ガ
ス
放
出
に
よ
る
爆
発
及
び
危
険
な
効
果
の
影
響
に
対
し
て
適
切
に
防

護
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
｡プ

ラ
ン
ト
は
､そ

の
よ
う
な
事
故
の
最
中
及
び
事
故
後
に
お
い
て
、
適
切
な
確
か
さ
を
も
っ
て
安
全
な
状
態
に
維
持
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
｡

(設
計
に

当
た
っ
て
は
､)

 
サ
イ
ト
周
辺
の

(産
業
の

)現
状
及
び
そ
の
将
来
の
発
展
を
考
慮
す
る
こ
と
｡

 

b
) 
爆
発
性
か
つ
／
あ
る
い
は
危
険
性
ガ
ス
の
､安

全
系
を
内
包
す
る
建
物
及
び
運
転
員
が
安
全
を
判
断
す
る
た
め
に
留
ま
る
建
物
へ
の
侵
入
は
､防

止
あ
る
い
は
安
全
確
保
に
必

要
な
程
度
に
低
減
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
｡ 

5
. 

4
.サ

ボ
タ
ー
ジ
ュ

 
同
 
上

 

 
サ
ボ
タ
ー
ジ
ュ
に
対
し
て
は
､関

連
す
る
国
家
的
権
威
の
助
言
に
合
致
し
た
適
切
な
対
策
を
考
慮
す
る
こ
と
｡

 

5
.5

.電
磁
放
尃

 
同
 
上

 

 
固
定
あ
る
い
は
移
動
の
電
磁
放
尃
発
生
源
か
ら
の
通
常
の
電
磁
放
尃
が
干
渉
す
る
､こ

と
に
よ
り
､安

全
系
の
作
動
に
悪
影
響
を
与
え
て
は
な
ら
な
い
｡

 

 



  

表
3
.8

: 
日
本
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高
速
炉
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す
る
安
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設
計
要
求
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E
IS

O
F

A
R
の
比
較
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E

IS
O

F
A

R
ロ
ー
ド
マ
ッ
プ
の
記
述
（
仮
訳
）

 
日
本
の
高
速
炉
に
関
す
る
安
全
設
計
要
求
と
の
関
係

 

将
来
の
ナ
ト
リ
ウ
ム
冷
却
炉
の
設
計
と
評
価
の
た
め
の
安
全
ア
プ
ロ
ー
チ

 
 

 
E

IS
O

F
A

R
参
加
メ
ン
バ
ー
に
よ
り
原
則
的
に
合
意
さ
れ
た
安
全
ア
プ
ロ
ー
チ
は
、
主
と
し
て
深
層
防
護
に
基
づ
く
。
決
定
論
的
な
深
層
防
護
の
ア
プ
ロ
ー
チ
は
、
確
率
論
的
研

究
に
よ
っ
て
補
わ
れ
る
。

 

基
本
的
に

E
P

R
の
設
計
ア
プ
ロ
ー
チ
を
踏
襲
し
て
い
る
。

 

E
P

R
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
の
表
を
参
照
。

 

安
全
目
標
と
原
則

 
 

 
安
全
目
標
に
つ
い
て
は
、
新
世
代
の
欧
州

L
W

R
(E

P
R

)に
適
用
さ
れ
て
い
る
も
の
が
す
で
に
非
常
に
野
心
的
で
あ
り
非
常
に
高
い
レ
ベ
ル
の
公
衆
お
よ
び
環
境
の
防
護
を
保
証
す

る
も
の
で
あ
る
と
認
識
さ
れ
る
。
こ
の
た
め
、
高
速
炉
に
も
適
用
可
能
で
あ
れ
ば
、

E
P

R
と
同
様
の
定
量
的
目
標
を
採
用
す
る
こ
と
が
提
案
さ
れ
る
。

 

同
 
上

 

 
E

P
R
で
は
、
前
世
代
の
原
子
炉
と
比
較
し
て
設
計
基
準
を
拡
張
す
る
こ
と
で
、
目
標
と
す
る
安
全
レ
ベ
ル
を
達
成
し
た
。
特
に
、
シ
ビ
ア
ア
ク
シ
デ
ン
ト
の
緩
和
方
策
を
設
計
段

階
で
取
り
入
れ
た
。

 

同
 
上

 

 
E

P
R
の
目
標
達
成
に
貢
献
し
た
ほ
か
の
要
因
は
、
実
効
的
排
除
（

p
ra

ct
ic

a
l 

e
li

m
in

at
io

n
）
の
原
則
を
取
り
入
れ
た
こ
と
で
あ
る
。

 
同
 
上

 

E
S

F
R
へ
の
適
用

 
 

①
 

E
S

F
R
の
安
全
目
標

 
 

 
設
計
に
応
じ
て
具
体
化
す
る
必
要
が
あ
る
。
特
に
シ
ビ
ア
ア
ク
シ
デ
ン
ト
の
取
扱
い
は
設
計
へ
の
影
響
が
大
き
い
の
で
優
先
度
が
高
い

 
 

②
 
炉
心
が
有
意
に
損
傷
し
た
状
態
の
考
慮

 
 

 
ナ
ト
リ
ウ
ム
冷
却
炉
リ
ス
ク
と
し
て
、
炉
心
コ
ン
パ
ク
シ
ョ
ン
や
ナ
ト
リ
ウ
ム
ボ
イ
ド
化
に
よ
る
反
応
度
挿
入
、
格
納
容
器
健
全
性
を
脅
か
す
損
傷
炉
心
冷
却
失
敗
、
炉
心
溶
融

時
の
格
納
容
器
の
健
全
性
喪
失
が
考
え
ら
れ
、
具
体
的
な
損
傷
の
程
度
は
、
設
計
者
が
決
め
る
べ
き
で
あ
る
。

 

ナ
ト
リ
ウ
ム
炉
の
特
徴
に
応
じ
た
例
示
が
示
さ
れ
て
る
が
、
具
体
的
な
設
計
に
基
づ
い
て
検
討
す
る
必
要
が

あ
る
。

 

「
付
加
的
限
界
事
象
」
あ
る
い
は
５
頄
事
象
の
事
象
想
定
の
妥
当
性
と
事
象
評
価
に
関
連
す
る
。

 

 
第
４
レ
ベ
ル
の
深
層
防
護
と
し
て
、
炉
心
損
傷
の
影
響
緩
和
を
設
計
上
考
慮
す
べ
き
で
あ
り
、
格
納
機
能
は
、
そ
う
し
た
状
況
に
お
い
て
機
能
す
る
よ
う
に
設
計
す
べ
き
で
あ
る
。

 
 

③
 
一
般
化
さ
れ
た
炉
心
溶
融
状
況
の
防
止

 
 

 
E

P
R
や

E
F

R
と
同
様
の
検
討
に
加
え
て
、
実
証
の
ロ
バ
ス
ト
さ
（

ro
b
u
st

n
es

s 
o

f 
d
e
m

o
n
st

ra
ti

o
n
）
を
改
良
す
る
た
め
の
努
力
を
行
う
べ
き
で
あ
る
。
発
生
頻
度
に
関
係
な
く
包

絡
的
な
状
況
を
与
え
、
必
要
な
ら
ば
、
炉
心
溶
融
を
防
止
す
る
方
策
を
取
り
入
れ
る
べ
き
で
あ
る
。

 

特
定
の
状
況
を
ア
プ
リ
オ
リ
に
想
定
す
る
の
で
は
不
十
分
と
の
指
摘
と
理
解
さ
れ
る
。

 

具
体
的
な
設
計
に
基
づ
い
て
検
討
す
る
必
要
が
あ
る
。

 

「
付
加
的
限
界
事
象
」
あ
る
い
は
５
頄
事
象
の
事
象
想
定
の
妥
当
性
と
事
象
評
価
に
関
連
す
る
。

 

④
 
炉
心
が
有
意
に
損
傷
し
た
状
況
に
対
す
る
影
響
緩
和

 
 

 
先
行
ナ
ト
リ
ウ
ム
炉
に
対
す
る
主
要
な
改
良
点
は
、
炉
心
損
傷
の
影
響
を
緩
和
す
る
手
段
の
用
意
と
そ
の
効
果
の
ロ
バ
ス
ト
な
実
証
で
あ
る
。

 
同
 
上

 

 
こ
の
た
め
に
、
炉
心
損
傷
に
至
り
う
る
シ
ー
ケ
ン
ス
を
可
能
な
限
り
網
羅
的
に
摘
出
し
、
こ
れ
ら
の
シ
ー
ケ
ン
ス
か
ら
の
炉
心
損
傷
の
影
響
を
制
御
で
き
る
方
策
を
用
意
す
る
べ

き
で
あ
る
。
こ
の
た
め
、
反
応
度
挿
入
あ
る
い
は
ナ
ト
リ
ウ
ム
と
溶
融
燃
料
の
熱
的
反
応
に
よ
る
機
械
的
エ
ネ
ル
ギ
ー
放
出
を
制
限
す
る
。

 

同
 
上

 

⑤
 
炉
心
損
傷
状
態
か
ら
の
放
尃
性
物
質
放
出

 
 

 
目
標
は
、
尐
な
く
と
も

E
P

R
と
同
等
、
す
な
わ
ち
、
想
定
さ
れ
る
最
大
放
出
は
、
非
常
に
限
定
さ
れ
た
公
衆
の
防
護
措
置
の
み
を
要
す
る
範
囲
に
と
ど
め
る
。
だ
が
、
よ
り
野

心
的
な
目
標
と
し
て

G
IF

の
そ
れ
、
す
な
わ
ち
、
公
衆
防
護
の
た
め
の
技
術
的
手
段
（
格
納
、
避
難
等
）
を
必
要
と
し
な
い
よ
う
に
す
る
こ
と
を
提
案
す
る
。

 

基
本
的
に

E
P

R
の
設
計
ア
プ
ロ
ー
チ
を
踏
襲
し
て
い
る
。

 

E
P

R
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
の
表
を
参
照
。

 

⑥
 
格
納
容
器
健
全
性
喪
失
に
至
り
う
る
状
況
の
実
効
的
排
除

(P
ra

ct
ic

a
l 
e
li

m
in

at
io

n
) 

 

 
「
実
効
的
排
除
」
は
、
対
策
の
効
果
が
合
理
的
に
見
通
し
え
な
い
一
部
の
状
況
に
対
す
る
追
加
的
手
段
と
し
て
実
証
さ
れ
る
べ
き
で
あ
る
。
過
去
の
経
験
か
ら
、
炉
心
支
持
構
造

の
破
損
、
炉
心
の
同
時
的
ボ
イ
ド
効
果
、
過
剰
な
炉
心
コ
ン
パ
ク
シ
ョ
ン
に
つ
い
て
「
実
効
的
排
除
」
を
考
慮
す
る
べ
き
か
も
し
れ
な
い
。

 

ナ
ト
リ
ウ
ム
炉
の
特
徴
に
応
じ
た
例
示
が
示
さ
れ
て
る
が
、
具
体
的
な
設
計
に
基
づ
い
て
検
討
す
る
必
要
が

あ
る
。

 

「
付
加
的
限
界
事
象
」
あ
る
い
は
５
頄
事
象
の
事
象
想
定
の
妥
当
性
と
事
象
評
価
に
関
連
す
る
。

 

 



  

表
3
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: 
日
本
の
高
速
炉
に
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す
る
安
全
設
計
要
求
と

E
P

R
ガ
イ
ド
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比
較
（

1
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E

P
R
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
の
記
述
（
仮
訳
）

 
日
本
の
高
速
炉
に
関
す
る
安
全
設
計
要
求
と
の
関
係

 

A
. 
安
全
原
則

 
 

A
.1
 
一
般
安
全
ア
プ
ロ
ー
チ

 
 

A
.1

.1
 
一
般
安
全
目
標

 
 

 
a)

 
通
常
運
転
お
よ
び
軽
微
な
異
常
事
象
に
つ
い
て
は
、

1
つ
の
目
標
は
、
労
働
者
の
個
人
と
集
団
線
量
を
低
減
す
る
こ
と
で
す
。
そ
れ
は
メ
ン
テ
ナ
ン
ス
と
供
用
中
検
査
の
活
動

に
強
く
リ
ン
ク
さ
れ
ま
す
。
労
働
者
の
照
尃
線
量
の
低
減
は
、
運
用
上
の
経
験
か
ら
獲
得
し
た
デ
ー
タ
を
考
慮
に
入
れ
た
、
最
適
化
プ
ロ
セ
ス
に
よ
っ
て
研
究
さ
れ
な
け
れ
ば
な

り
ま
せ
ん
。
さ
ら
に
、
対
応
す
る
線
量
制
限
値
内
に
放
尃
性
排
出
物
を
制
限
し
放
尃
性
廃
棄
物
量
お
よ
び
放
尃
能
の
低
減
を
考
慮
す
る
こ
と
は
望
ま
し
い
。

 

 

「
放
尃
線
業
務
従
事
者
の
放
尃
線
防
護
」、
「
放
尃
線
業
務
従
事
者
の
放
尃
線
管
理
」、
「
放
尃
性
気
体
廃
棄
物

の
処
理
施
設
」、
「
放
尃
性
液
体
廃
棄
物
の
処
理
施
設
」、
「
放
尃
性
固
体
廃
棄
物
の
処
理
施
設
」、
「
固
体
廃
棄

物
貯
蔵
施
設
」、

に
対
応
す
る
。

 

 
b
) 
別
の
目
標
は
、
著
し
い
事
象
の
数
を
低
減
す
る
こ
と
で
あ
る
。
そ
れ
は
過
渡
現
象
と
異
常
事
象
の
発
生
頻
度
を
低
減
し
、
そ
の
よ
う
な
事
象
か
ら
発
展
す
る
事
故
状
況
の
可

能
性
を
制
限
す
る
目
的
で
通
常
運
転
の
中
で
使
用
さ
れ
る
設
備
と
シ
ス
テ
ム
に
お
け
る
改
良
を
研
究
す
る
こ
と
を
意
味
し
ま
す
。

 

 

指
針
と
し
て
明
示
的
に
示
さ
れ
て
は
い
な
い
が
、
基
本
的
な
考
え
方
と
し
て
取
り
入
れ
ら
れ
て
い
る
。

 

 
c)

 
炉
心
溶
融
の
全
面
的
な
発
生
頻
度
の
著
し
い
低
減
は
、
次
世
代
原
子
動
力
プ
ラ
ン
ト
に
お
い
て
達
成
さ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
深
層
防
護
を
改
良
す
る
こ
と
に
よ
り
、
炉

心
溶
融
発
生
頻
度
を
、
不
確
か
さ
、
す
べ
て
の
タ
イ
プ
の
失
敗
お
よ
び
危
険
を
考
慮
し
て
も
、
リ
ア
ク
タ
ー
年
当
た
り

1
0
-5

未
満
と
す
べ
き
で
あ
る
。

 

 

安
全
委
員
会
の
性
能
目
標
案
で
は
、
炉
心
損
傷
頻
度

1
0
-4

/年
程
度
と
し
て
い
る
。

 

 
d
) 
さ
ら
に
、
重
要
な
目
標
は
、
炉
心
溶
融
事
故
を
含
む
任
意
の
考
え
ら
れ
る
事
故
状
況
に
起
因
す
る
か
も
し
れ
な
い
放
尃
性
物
質
放
出
の
著
し
い
低
減
を
達
成
す
る
こ
と
で
す
。

 

 

安
全
委
員
会
の
性
能
目
標
案
で
は
、
格
納
容
器
機
能
喪
失
頻
度

1
0
-5

/年
程
度
と
し
て
い
る
。

 

 
炉
心
溶
融
事
故
に
つ
い
て
は
、
被
害
を
受
け
た
発
電
所
の
近
辺
内
住
民
を
保
護
す
る
必
要
は
あ
っ
て
は
な
り
ま
せ
ん
。

(屋
内
退
避
、
避
難
の
必
要
性
な
し

) 

 

国
の
指
針
類
と
し
て
は
、
こ
れ
に
該
当
す
る
も
の
は
な
い
。

 

 
早
期
大
規
模
放
出
に
結
び
つ
く
炉
心
溶
融
事
故
は
「
実
効
的
に
排
除
」
さ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い

: 

 

「
実
効
的
に
排
除
」
の
定
義
が
明
確
で
は
な
い
が
、「

付
加
的
限
界
事
象
」
あ
る
い
は
５
頄
事
象
の
事
象
想
定

の
妥
当
性
と
事
象
評
価
に
関
連
す
る
。

 

 
そ
れ
ら
を
物
理
的
に
不
可
能
な
こ
と
と
見
な
す
こ
と
が
で
き
な
い
場
合
、
そ
れ
ら
を
除
外
す
る
た
め
に
設
計
対
策
を
行
な
わ
な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。
こ
の
目
標
は
、
高
圧
炉
心

溶
融
事
故
に
特
に
関
係
が
あ
り
ま
す
。

 

 

同
上

 

 
低
圧
炉
心
溶
融
シ
ー
ケ
ン
ス
に
つ
い
て
は
、
最
大
の
考
え
ら
れ
る
放
出
が
、
範
囲
と
継
続
時
間
の
点
か
ら
非
常
に
限
定
さ
れ
た
サ
イ
ト
外
防
護
手
段
の
み
を
必
要
と
す
る
よ
う
に

扱
わ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
す
な
わ
ち
、
恒
久
的
移
住
、
サ
イ
ト
の
極
近
辺
を
除
い
た
緊
急
避
難
、
食
品
消
費
の
長
期
的
制
限
を
不
要
と
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

 

 

同
上

 

た
だ
し
、「

付
加
的
限
界
事
象
」
の
評
価
結
果
を
サ
イ
ト
外
緊
急
時
計
画
と
結
び
つ
け
る
こ
と
は
し
な
い
と
思

わ
れ
る
。

 

 
 

 



  

表
3
.9

: 
日
本
の
高
速
炉
に
関
す
る
安
全
設
計
要
求
と

E
P

R
ガ
イ
ド
の
比
較
（

2
/8
）
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E

P
R
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
の
記
述
（
仮
訳
）

 
日
本
の
高
速
炉
に
関
す
る
安
全
設
計
要
求
と
の
関
係

 

A
.1

.2
 
深
層
防
護
原
則

 
 

 
「
深
層
防
護
」
原
理
は
次
世
代
原
子
力
プ
ラ
ン
ト
の
基
本
的
な
安
全
原
理
で
す
。
こ
の
原
理
は
、
環
境
へ
の
放
尃
性
物
質
放
出
に
対
す
る
連
続
の
障
害
を
含
む
い
く
つ
か
の
防
護

レ
ベ
ル
を
備
え
る
こ
と
を
含
ん
で
い
ま
す
。

3
つ
の
基
礎
的
な
安
全
機
能

(反
応
度
コ
ン
ト
ロ
ー
ル
、
燃
料
を
冷
や
す
こ
と
、
お
よ
び
放
尃
性
物
質
の
格
納

)が
正
確
に
実
行
さ
れ

る
こ
と
を
実
証
す
る
た
め
に
こ
の
原
理
を
使
用
し
な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。
目
標
は
公
衆
と
労
働
者
に
防
護
を
供
給
す
る
こ
と
で
す
。
こ
れ
は
事
故
を
防
ぎ
そ
れ
ら
の
影
響
を
緩

和
す
る
こ
と
を
含
ん
で
い
ま
す
。

 

 

指
針
と
し
て
明
示
的
に
示
さ
れ
て
は
い
な
い
が
、
基
本
的
な
考
え
方
と
し
て
取
り
入
れ
ら
れ
て
い
る
。

 

保
安
院
の
「
原
子
力
発
電
所
の
安
全
規
制
に
お
け
る
「
リ
ス
ク
情
報
」
活
用
の
基
本
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
（
試
行

版
）」
（
平
成
１
８
年
４
月
）
で
は
、
深
層
防
護
の
堅
持
が
謳
わ
れ
て
い
る
。

 
 

 
次
世
代
原
子
力
プ
ラ
ン
ト
に
つ
い
て
は
、
セ
ク
シ
ョ
ン

A
.1

.1
に
言
及
さ
れ
た
一
般
的
な
安
全
目
標
が
既
存
炉
と
比
較
し
て
「
深
層
防
護
」
を
強
く
す
る
こ
と
を
含
ん
で
い
ま
す

; 

こ
れ
ら
の
目
標
は
、
多
重
故
障
の
可
能
性
の
よ
り
広
い
考
察
、
お
よ
び

3
つ
の
前
述
の
基
礎
的
な
安
全
機
能
を
遂
行
す
る
た
め
の
多
様
な
方
法
を
要
求
し
ま
す

; 
さ
ら
に
、
炉

心
溶
融
状
況
に
お
け
る
様
々
な
可
能
な
失
敗
を
特
に
考
慮
し
て
、
格
納
容
器
機
能
の
本
質
的
な
改
良
を
要
求
し
ま
す
。
運
用
上
の
経
験
、
お
よ
び
加
圧
水
型
原
子
炉
の
た
め
に
行

な
わ
れ
た
確
率
論
の
安
全
分
析
の
よ
う
な
詳
細
な
研
究
の
結
果
、
事
故
状
況
、
特
に
炉
心
溶
融
事
故
の
状
況
で
予
想
さ
れ
る
物
理
的
な
現
象
の
理
解
の
進
展
を
考
慮
に
入
れ
な
け

れ
ば
な
ら
な
い
。

 

 

「「
付
加
的
限
界
事
象
」
に
対
す
る
設
計
上
の
考
慮
」
及
び
「「

付
加
的
限
界
事
象
」
に
お
け
る
格
納
容
器
の

機
能
」
に
対
応
す
る
。

 

 
起
因
と
な
る
事
象
の
発
生
頻
度
の
低
減
、
お
よ
び
安
全
系
の
有
効
性
を
改
善
す
る
こ
と
に
よ
り
、
事
故

(炉
心
溶
融
事
故
を
含
む

)の
発
生
頻
度
を
低
減
す
べ
き
こ
と
が
強
調
さ
れ

る
。

 

 

指
針
と
し
て
明
示
的
に
示
さ
れ
て
は
い
な
い
が
、
基
本
的
な
考
え
方
と
し
て
取
り
入
れ
ら
れ
て
い
る
。

 

設
計
基
準
を
超
え
る
事
象
に
つ
い
て
は
、「
「
付
加
的
限
界
事
象
」
に
対
す
る
設
計
上
の
考
慮
」
に
対
応
す
る
。 

 
設
計
段
階
に
お
い
て
、
運
転
停
止
状
態
、
お
よ
び
運
転
停
止
期
間
に
行
な
わ
れ
た
ア
ク
シ
ョ
ン
に
よ
っ
て
要
求
さ
れ
る
特
定
の
運
用
上
モ
ー
ド
に
、
注
意
を
は
ら
う
べ
き
で
あ
る
。

 

 

「
通
常
運
転
状
態
」
に
炉
停
止
状
態
は
含
ま
れ
る
。

 

 
さ
ら
に
、
設
計
、
製
造
、
建
設
お
よ
び
運
転
の
品
質
は
、
第
１
レ
ベ
ル
の
深
層
防
護
と
し
て
不
可
欠
で
す
。
品
質
は
、
特
に
設
計
、
製
造
、
建
設
、
及
び
運
転
の
必
要
条
件
の
適

切
な
セ
ッ
ト
、
お
よ
び
品
質
保
証
に
よ
っ
て
得
ら
れ
、
実
証
さ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

 

指
針
と
し
て
明
示
的
に
示
さ
れ
て
は
い
な
い
が
、
基
本
的
な
考
え
方
と
し
て
取
り
入
れ
ら
れ
て
い
る
。

 

「
準
拠
規
格
及
び
基
準
」
が
関
連
す
る
。
品
質
保
証
に
つ
い
て
は
、
設
置
許
可
申
請
書
添
付
書
類
八
の
記
載

事
頄
と
な
っ
て
い
る
。

 

 
加
え
て
、
メ
ン
テ
ナ
ン
ス
お
よ
び
テ
ス
ト
活
動
が
運
転
期
間
全
体
に
わ
た
る
プ
ラ
ン
ト
の
安
全
性
の
維
持
に
と
っ
て
不
可
欠
で
あ
る
こ
と
を
考
慮
し
て
、
設
計
段
階
に
お
い
て
、

あ
る
設
備
を
交
換
す
る
可
能
性
と
共
に
設
備
を
検
査
し
テ
ス
ト
す
る
可
能
性
を
適
切
に
考
慮
す
る
こ
と
は
望
ま
し
い
。

 

 

試
験
・
検
査
に
つ
い
て
は
「
試
験
可
能
性
に
関
す
る
設
計
上
の
考
慮
」
で
触
れ
ら
れ
て
い
る
。

 

メ
ン
テ
ナ
ン
ス
性
に
つ
い
て
は
、
国
の
指
針
と
し
て
は
こ
れ
に
該
当
す
る
も
の
は
な
い
。
下
位
の
設
計
方
針

に
含
め
る
べ
き
事
頄
と
考
え
ら
れ
る
。

 

 
 

 



  

表
3
.9

: 
日
本
の
高
速
炉
に
関
す
る
安
全
設
計
要
求
と

E
P

R
ガ
イ
ド
の
比
較
（

3
/8
）
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E

P
R
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
の
記
述
（
仮
訳
）

 
日
本
の
高
速
炉
に
関
す
る
安
全
設
計
要
求
と
の
関
係

 

A
..

1
.3
 
過
酷
事
故
に
関
す
る
一
般
方
針

 
 

 
セ
ク
シ
ョ
ン

A
.1

.1
に
言
及
さ
れ
た
一
般
的
な
目
標
は
、
過
酷
事
故
に
関
し
て
次
の
一
般
的
な
意
味
合
い
を
持
ち
ま
す
。

 
現
状
、
国
の
指
針
類
と
し
て
は
、
こ
れ
に
該
当
す
る
も
の
は
な
い
。

 

「
 
「
付
加
的
限
界
事
象
」
に
対
す
る
設
計
上
の
考
慮
」
及
び
「「

付
加
的
限
界
事
象
」
に
お
け
る
格
納
容
器

の
機
能
」
の
下
位
の
設
計
方
針
に
つ
い
て
、
そ
の
位
置
づ
け
を
含
め
て
検
討
す
る
必
要
が
あ
る
。

 

 
a)

 
早
期
大
規
模
放
出
に
つ
な
が
る
事
故
状
況
の
「
実
効
的
な
排
除
」

 
 

 
(蒸

気
発
生
器
、
あ
る
い
は
、
格
納
容
器
の
外
に
つ
な
が
る
主
要
な
冷
却
系
に
接
続
さ
れ
た
回
路
を
経
由
し
た

)格
納
容
器
バ
イ
パ
ス
を
伴
う
事
故
シ
ー
ケ
ン
ス
は
、

(パ
イ
プ
・
シ

ス
テ
ム
の
た
め
の
適
切
な
設
計
圧
力
の
よ
う
な

)設
計
対
策
と
、
信
頼
で
き
る
隔
離
と
故
障
の
防
止
を
提
供
す
る
た
め
の
運
転
操
作
に
よ
っ
て
、「

実
効
的
に
排
除
」
さ
れ
な
け
れ

ば
な
ら
な
い
。

 

「
次
世
代
型
軽
水
炉
の
原
子
炉
格
納
容
器
設
計
に
お
け
る
シ
ビ
ア
ア
ク
シ
デ
ン
ト
の
考
慮
に
関
す
る
ガ
イ
ド

ラ
イ
ン
」

1
9
9
9
年

4
月
（
財
）
原
子
力
安
全
研
究
協
会
に
て
、
格
納
容
器
バ
イ
パ
ス
に

 
対
す
る
設
計
要
件
が

記
さ
れ
て
い
る
。

 

軽
水
炉
特
有
の
事
象
で
あ
り
、

F
B

R
で
は
必
要
性
を
含
め
て
検
討
す
る
必
要
が
あ
る
。

 

 
特
別
の
注
意
は
、
格
納
容
器
が
開
い
て
い
る
運
転
停
止
状
況
に
払
わ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

 
下
位
の
設
計
方
針
と
し
て
検
討
す
べ
き
事
頄
と
考
え
ら
れ
る
。

 

 
冷
水
あ
る
い
は
不
適
当
に
ホ
ウ
素
を
混
ぜ
た
水
の
迅
速
な
導
入
に
起
因
す
る
反
応
度
事
故
は
、
設
計
対
策
に
よ
り
排
除
さ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

 
軽
水
炉
特
有
の
事
象
で
あ
り
、

F
B

R
で
必
要
な
事
象
と
対
策
を
検
討
す
る
必
要
が
あ
る
。

 

 
設
計
お
よ
び
操
作
手
項
の
対
策
に
よ
り
、

1
次
冷
却
系
過
圧
、
特
に
原
子
炉
容
器
の
破
裂
、
が
回
避
さ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

 
同
 
上

 

 
高
圧
の
炉
心
溶
融
状
況
は
、

2
次
冷
却
系
側
の

(多
様
性
お
よ
び
自
動
ア
ク
シ
ョ
ン
の
よ
う
な

)安
全
系
、
必
要
に
応
じ
、
反
応
度
コ
ン
ト
ロ
ー
ル
お
よ
び

1
次
系
の
開
放
と
給
水

シ
ス
テ
ム
に
よ
り
、
回
避
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
高
圧
炉
心
溶
融
状
況
が
排
除
で
き
る
よ
う
に
、
高
い
信
頼
性
で
、
高
圧
炉
心
溶
融
シ
ー
ケ
ン
ス
が
低
圧
炉
心
溶
融
シ
ー
ケ
ン

ス
へ
移
行
で
き
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
減
圧
は
、
原
子
炉
施
設
が
、
格
納
容
器
雰
囲
気
へ
の
溶
融
炉
心
の
放
出

(格
納
容
器
の
直
接
加
熱

)に
起
因
す
る
条
件
、
お
よ
び
原
子
炉
容

器
支
持
構
造
お
よ
び
リ
ア
ク
タ
ー
ピ
ッ
ト
に
加
わ
る
荷
重
に
対
処
す
る
こ
と
が
で
き
る
よ
う
に
行
わ
れ
る
必
要
が
あ
る
。

 

同
 
上

 

 
格
納
容
器
保
全
性
を
脅
か
す
容
器
内
外
で
の
グ
ロ
ー
バ
ル
な
水
素
爆
轟
お
よ
び
水
蒸
気
爆
発
は
、
実
効
的
に
排
除
さ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

 
同
 
上

 

 
b
) 
低
圧
炉
心
溶
融
状
況
の
影
響
制
限

 
 

 
格
納
容
器
漏
れ
に
関
し
て
、
外
部
へ
の
格
納
容
器
か
ら
の
直
接
の
漏
れ
は
あ
っ
て
は
な
り
ま
せ
ん
。
格
納
容
器
の
外
部
へ
放
尃
性
物
質
を
輸
送
す
る
可
能
性
の
あ
る
配
管
は
、
適

切
な
格
納
機
能
を
持
っ
て
い
る
周
辺
の
建
物
に
通
じ
て
い
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
格
納
容
器
漏
え
い
率
の
恒
久
的
監
視
の
た
め
の
改
良
が
研
究
さ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
耐
圧

性
の
格
納
容
器
貫
通
部
は
、
炉
心
溶
融
シ
ー
ケ
ン
ス
に
起
因
す
る
荷
重
に
耐
え
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

 

同
 
上

 

 
過
酷
事
故
状
況
の
格
納
容
器
の
内
部
に
お
け
る
ス
プ
レ
ー
・
シ
ス
テ
ム
の
様
々
な
側
面
が
適
切
に
考
慮
さ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
ス
プ
レ
ー
シ
ス
テ
ム
は
、
格
納
容
器
の
内
部

の
圧
力
お
よ
び
放
尃
性
エ
ア
ロ
ゾ
ル
濃
度
を
低
減
さ
せ
る

; 
し
か
し
な
が
ら
、
ス
プ
レ
ー
・
シ
ス
テ
ム
は
蒸
気
に
よ
っ
て
湿
ら
す
こ
と
を
低
減
し
、
水
素
燃
焼
火
炋
速
度
を
増
加

さ
せ
ま
す
。

 

同
 
上

 

 
残
留
熱
は
格
納
容
器
か
ら
取
り
除
か
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い

; 
こ
の
機
能
に
つ
い
て
は
、
最
終
残
留
熱
除
去
系
が
イ
ン
ス
ト
ー
ル
さ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

 
同
 
上

 

 
燃
焼
性
の
ガ
ス
状
混
合
物
の
生
成
可
能
性
に
関
し
て
、
格
納
容
器
は
、
炉
心
溶
融
事
故
中
に
蓄
積
さ
れ
る
か
も
し
れ
な
い
最
大
量
の
水
素
の
グ
ロ
ー
バ
ル
な
爆
燃
、
及
び
代
表
的

な
局
所
の
早
い
爆
燃
に
対
し
て
耐
え
ら
れ
る
よ
う
に
設
計
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
さ
ら
に
、
局
所
的
な
爆
轟
と
エ
ン
ク
ロ
ー
ジ
ャ
と
そ
の
内
部
構
造
を
破
損
す
る
か
も
し
れ
な

い
、
爆
燃
爆
轟
遷
移

(D
D

T
)を

伴
う
シ
ー
ケ
ン
ス
の
可
能
性
に
つ
い
て
対
策
を
検
討
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
内
部
構
造
の
デ
ザ
イ
ン
お
よ
び
再
結
合
器
の
使
用
に
よ
っ
て
可
燃

性
ガ
ス
濃
度
を
制
限
す
る
こ
と
は
、
得
に
考
慮
さ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

 

同
 
上

 

 
こ
の
現
象
が
、
地
下
水
面
と
地
盤
へ
の
著
し
い
放
出
お
よ
び
長
期
汚
染
に
帰
着
す
る
か
も
し
れ
な
い
の
で
、
コ
リ
ウ
ム
に
よ
る
格
納
容
器
基
礎
盤
の
貫
通
を
回
避
し
な
け
れ
ば
な

ら
な
い
。
さ
ら
に
、
基
礎
盤
の
中
の
ひ
び
割
れ
に
よ
っ
て
地
下
室
の
汚
染
さ
れ
た
ガ
ス
お
よ
び
水
漏
れ
を
防
ぐ
た
め
に
適
切
な
対
策
を
講
じ
な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。

 

同
 
上

 

 
 

 



  

表
3
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: 
日
本
の
高
速
炉
に
関
す
る
安
全
設
計
要
求
と

E
P
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E

P
R
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
の
記
述
（
仮
訳
）

 
日
本
の
高
速
炉
に
関
す
る
安
全
設
計
要
求
と
の
関
係

 

A
.1

.4
 
安
全
の
実
証

 
 

 
次
世
代
原
子
力
プ
ラ
ン
ト
の
安
全
性
の
デ
モ
ン
ス
ト
レ
ー
シ
ョ
ン
は
、
決
定
論
的
な
方
法
で
実
行
さ
れ
、
確
率
論
の
方
法
お
よ
び
適
切
な
研
究
開
発
で
完
成
さ
せ
な
け
れ
ば
な
ら

な
い
。

 

許
認
可
要
件
と
し
て
決
定
論
的
評
価
に
加
え
て
確
率
論
的
評
価
を
求
め
て
い
る
と
理
解
さ
れ
る
。

 

現
状
で
は
、
我
が
国
で
は
Ｐ
Ｓ
Ａ
は
安
全
審
査
対
象
で
は
な
い
。

 
 

 
こ
の
デ
モ
ン
ス
ト
レ
ー
シ
ョ
ン
で
は
、
単
一
の
起
因
事
象
は
排
除
さ
れ
る
か
、
取
り
扱
わ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
す
な
わ
ち
、
そ
れ
ら
の
結
果
が
決
定
論
的
な
方
法
で
検
討
さ

れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
そ
の
種
の
事
故
状
況
を
「
実
効
的
に
排
除
」
す
る
こ
と
が
可
能
で
あ
る
こ
と
が
明
白
に
実
証
で
き
る
ほ
ど
、
十
分
な
設
計
お
よ
び
運
転
条
件
が
与
え
ら

れ
る
場
合
、
単
一
の
起
因
事
象
は
排
除
で
き
る
だ
ろ
う

; 
例
え
ば
、
原
子
炉
容
器
の
破
裂
、
お
よ
び

(蒸
気
発
生
装
置
ま
た
は
加
圧
器
の
第

2
の
セ
ク
シ
ョ
ン
の
よ
う
な

)他
の
大

き
な
コ
ン
ポ
ー
ネ
ン
ト
の
破
裂
は
、
こ
の
よ
う
に
検
討
さ
れ
る
か
も
し
れ
な
い
。

 

設
計
基
準
外
事
象
を
含
め
た
、
決
定
論
的
安
全
評
価
に
お
け
る
事
象
選
定
の
妥
当
性
を
示
す
こ
と
を
求
め
て

い
る
と
理
解
さ
れ
る
。

 

一
般
論
と
し
て
は
妥
当
と
考
え
ら
れ
る
が
、
こ
れ
ま
で
の
審
査
実
績
で
は
、
あ
ら
か
じ
め
評
価
事
象
の
具
体

例
が
明
示
さ
れ
て
い
る
。（

詳
細
は

D
章
に
記
載
さ
れ
て
い
る
と
思
わ
れ
る
）

 

 
他
の
単
一
の
起
因
事
象
は
限
ら
れ
た
数
の
参
照
過
渡
現
象
、
事
象
お
よ
び
事
故
を
定
義
す
る
た
め
に
グ
ル
ー
プ
化
さ
れ
る
か
も
し
れ
ま
せ
ん

; 
こ
れ
ら
の
参
照
過
渡
現
象
、
事
象

お
よ
び
事
故
は
、
事
象
の
対
応
す
る
グ
ル
ー
プ
の
推
定
さ
れ
た
発
生
頻
度
に
よ
る
カ
テ
ゴ
リ
ー
に
分
類
さ
れ
る
か
も
し
れ
ま
せ
ん
。
様
々
な
参
照
過
渡
現
象
、
事
象
お
よ
び
事
故

に
つ
い
て
は
、
結
果
を
悪
化
さ
せ
る
失
敗
を
含
む
保
守
的
な
仮
定
を
伴
う
適
切
な
技
術
的
な
基
準
が
尊
重
さ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
様
々
な
著
し
い
参
照
過
渡
現
象
、
事
象
お

よ
び
事
故
に
つ
い
て
は
、
対
応
す
る
技
術
的
な
基
準
に
照
ら
し
て
、
被
ば
く
評
価
の
結
果
が
許
容
さ
れ
る
も
の
で
あ
る
こ
と
、
事
故
状
況
に
お
い
て
炉
心
溶
融
し
な
い
こ
と
を
求

め
た
セ
ク
シ
ョ
ン

A
.1

.1
に
言
及
さ
れ
た
一
般
的
な
安
全
目
標
と
一
致
し
て
い
る
こ
と
が
チ
ェ
ッ
ク
さ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
幾
つ
か
の
厳
し
い
ひ
ば
く
評
価
結
果
は
、
最
も

低
い
発
生
頻
度
の
カ
テ
ゴ
リ
ー
と
し
て
は
許
容
で
き
る
か
も
し
れ
な
い
。

 

決
定
論
的
安
全
評
価
の
方
法
に
関
す
る
一
般
論
が
述
べ
ら
れ
て
い
る
と
理
解
さ
れ
る
。

 

安
全
評
価
指
針
と
し
て
は
、
事
象
区
分
や
判
断
基
準
、
単
一
故
障
の
想
定
等
、
よ
り
具
体
論
に
踏
み
込
ん
だ

も
の
が
求
め
ら
れ
る
。（

詳
細
は

D
章
に
記
載
さ
れ
て
い
る
と
思
わ
れ
る
）

 

 
単
一
の
起
因
事
象
に
加
え
て
、
安
全
性
の
デ
モ
ン
ス
ト
レ
ー
シ
ョ
ン
は
、
内
部
・
外
部
障
害
と
共
に
多
重
故
障
を
想
定
し
た
状
況
を
分
析
し
な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。
こ
れ
ら
の

状
況
と
障
害
に
関
連
す
る
安
全
性
の
デ
モ
ン
ス
ト
レ
ー
シ
ョ
ン
は
確
率
論
の
評
価
に
支
援
さ
れ
る
か
も
し
れ
ま
せ
ん
。

 

内
・
外
ハ
ザ
ー
ド
と
内
的
事
象
の
重
ね
合
わ
せ
、
多
重
故
障
の
想
定
と
し
て
具
体
的
な
ル
ー
ル
を
示
す
必
要

が
あ
る
と
考
え
ら
れ
る
。

 

 
内
部
と
外
部
障
害
及
び
単
一
の
起
因
事
象
の
間
の
可
能
な
リ
ン
ク
も
考
慮
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

 
同
 
上

 

 
確
率
論
の
安
全
解
析
は
、
設
計
段
階
か
ら
ス
タ
ー
ト
し
、
か
つ
、
尐
な
く
と
も
内
部
事
象
を
含
め
て
行
な
わ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い

; 
こ
の
確
率
論
の
安
全
解
析
は
、
様
々
な
タ

イ
プ
の
炉
心
溶
融
状
況
か
ら
起
こ
り
う
る
格
納
機
能
へ
の
影
響
の
予
備
評
価
を
与
え
る
と
共
に
、
炉
心
溶
融
シ
ー
ケ
ン
ス
の
発
生
頻
度
を
与
え
る
で
し
ょ
う
。

 

我
が
国
で
は
、
現
状
は

P
S

A
は
安
全
審
査
対
象
で
は
な
い
が
、
詳
細
設
計
段
階
以
降
に
実
施
す
る
こ
と
が
求

め
ら
れ
て
い
る
。

 

 
し
か
し
な
が
ら
、
早
期
大
規
模
放
出
に
帰
着
す
る
か
も
し
れ
な
い
事
故
状
況
の
「
実
効
的
な
排
除
」
は
、
判
断
の
問
題
で
す
。
ま
た
、
各
タ
イ
プ
の
シ
ー
ケ
ン
ス
は
別
々
に
検
討

さ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
そ
れ
ら
の
「
実
効
的
な
排
除
」
は
、
あ
る
物
理
現
象
に
つ
い
て
の
制
限
さ
れ
た
知
識
に
伴
う
不
確
か
さ
を
考
慮
し
て
、
決
定
論
的
及
び
／
ま
た
は
確

率
論
的
な
考
察
に
よ
っ
て
実
証
さ
れ
る
か
も
し
れ
ま
せ
ん
。「

実
効
的
な
排
除
」
は
、
総
括
的
な
確
率
論
の
「
裾
切
り
」
を
尊
重
す
る
こ
と
に
よ
っ
て
は
、
実
証
さ
れ
な
い
だ
ろ

う
。

 

"現
状
、
国
の
指
針
類
と
し
て
は
、
こ
れ
に
該
当
す
る
も
の
は
な
い
。

 

「「
付
加
的
限
界
事
象
」
に
対
す
る
設
計
上
の
考
慮
」
及
び
「
「
付
加
的
限
界
事
象
」
に
お
け
る
格
納
容
器
の

機
能
」
の
下
位
の
設
計
方
針
に
つ
い
て
、
そ
の
位
置
づ
け
を
含
め
て
検
討
す
る
必
要
が
あ
る
。

" 

 
過
酷
事
故
状
況
に
お
い
て
、
大
き
な
事
故
条
件
の
範
囲
を
与
え
る
低
圧
炉
心
溶
融
事
故
に
関
し
て
、
設
計
仕
様
に
依
存
し
て
正
確
に
定
義
さ
れ
た
様
々
な
代
表
的
な
シ
ー
ケ
ン
ス

に
対
す
る
事
故
影
響
の
計
算
に
よ
り
、
セ
ク
シ
ョ
ン

A
.1

.1
に
言
及
さ
れ
た
一
般
的
な
安
全
目
標
へ
の
適
合
性
を
実
証
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

 
評
価
に
当
た
っ
て
は
、

C
IP

R
[I

P
R

C
] 
の
出
版

6
3
に
よ
っ
て
提
案
さ
れ
た
介
在
の
レ
ベ
ル

(避
難
と
移
住

)、
お
よ
び
欧
州
連
合
の
制
限
値

(食
料
の
マ
ー
ケ
テ
ィ
ン
グ

)は
、
参
照
と
し
て
使
用
さ
れ
て
も

よ
い
。

 

同
 
上

 

 
一
般
に
、
炉
心
溶
融
状
況
を
含
む
事
故
状
況
に
お
け
る
放
尃
性
物
質
に
よ
る
事
故
影
響
の
計
算
で
は
、
環
境

(空
気
、
地
表
水
、
地
下
水
面

)お
よ
び
人
間

(大
気
お
よ
び
土
壌
か
ら

の
照
尃
、
経
口
摂
取
及
び
吸
入
に
よ
る
放
尃
性
核
種
の
摂
取

)へ
の
放
尃
性
物
質
の
様
々
な
移
送
経
路
を
考
慮
し
て
、
短
期
及
び
長
期
の
影
響
を
扱
わ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
植

物
、
土
お
よ
び
他
の
表
面
へ
の
付
着
、
及
び
大
気
中
の
拡
散
が
決
定
さ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
ク
リ
テ
ィ
カ
ル
グ
ル
ー
プ
の
ひ
ば
く
量
の
解
析
は
、
非
評
価
者
の
習
性
、
ひ
ば

く
条
件
、
ひ
ば
く
時
間
、
気
象
条
件
お
よ
び
放
尃
性
核
種
の
環
境
へ
の
移
送
の
た
め
に
現
実
的
な
仮
定
お
よ
び
パ
ラ
メ
ー
タ
ー
を
考
慮
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

 

ひ
ば
く
評
価
に
つ
い
て
は
、
以
下
の
指
針
が
あ
る
。

 

 
 
・
発
電
用
軽
水
型
原
子
炉
施
設
周
辺
の
線
量
目
標
値
に
関
す
る
指
針

 

 
 
・
発
電
用
軽
水
型
原
子
炉
施
設
周
辺
の
線
量
目
標
値
に
対
す
る
評
価
指
針

 

 
 
・
発
電
用
原
子
炉
施
設
の
安
全
解
析
に
関
す
る
気
象
指
針

 

 
 

 



  

表
3
.9

: 
日
本
の
高
速
炉
に
関
す
る
安
全
設
計
要
求
と

E
P

R
ガ
イ
ド
の
比
較
（

5
/8
）
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E

P
R
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
の
記
述
（
仮
訳
）

 
日
本
の
高
速
炉
に
関
す
る
安
全
設
計
要
求
と
の
関
係

 

A
.2
 
一
般
安
全
原
則

 
 

A
.2

.1
 
過
渡
運
転
状
態
に
お
け
る
原
子
炉
の
ふ
る
ま
い

 
 

 
一
般
に
、
原
子
炉
プ
ラ
ン
ト
の
設
計
は
、
原
子
炉
固
有
の
振
る
舞
い
が
安
定
し
て
い
る
よ
う
に
な
さ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

(例
え
ば
、
負
の
減
速
材
反
応
度
係
数

) 
「
原
子
炉
の
特
性
」
に
固
有
の
出
力
制
御
特
性
を
有
す
る
こ
と
が
記
載
さ
れ
て
い
る
。

 

 
例
え
ば
、
適
切
な
自
動
制
御
、
あ
る
い
は
、

1
次
・
２
次
冷
却
系
の
内
部
及
び
メ
イ
キ
ャ
ッ
プ
系
の
十
分
に
大
き
な
冷
却
能
力
を
活
用
す
る
こ
と
に
よ
っ
て
、
オ
ペ
レ
ー
タ
・
エ

ラ
ー
お
よ
び
オ
ペ
レ
ー
テ
ィ
ン
グ
・
シ
ス
テ
ム
の
故
障
に
対
す
る
プ
ラ
ン
ト
応
答
が
、
そ
れ
ほ
ど
敏
感
で
な
い
よ
う
改
良
さ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
運
転
員
操
作
の
た
め
に
要

求
さ
れ
る
適
切
な
猶
予
期
間
が
確
保
さ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

 

運
転
員
の
誤
操
作
を
想
定
し
て
も
、
通
常
運
転
範
囲
を
逸
脱
し
が
た
い
設
計
を
要
求
し
て
い
る
と
理
解
さ
れ

る
。

 

国
の
指
針
類
と
し
て
は
、
こ
れ
に
該
当
す
る
も
の
は
な
い
。

 
 

 
よ
り
正
確
に
は
、
ヒ
ュ
ー
マ
ン
・
エ
ラ
ー
の
防
止
と
ヒ
ュ
ー
マ
ン
・
エ
ラ
ー
に
対
す
る
感
度
低
減
は
、
以
下
に
述
べ
る
方
向
で
追
求
さ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

 
同
 
上

 

 
受
動
系
あ
る
い
は
受
動
的
性
質
を
高
め
た
系
の
導
入
、
設
計
の
簡
素
化
、
系
統
間
の
相
互
干
渉
の
制
限
に
よ
り
、
設
計
基
準
に
お
け
る
余
裕
を
拡
大
さ
せ
る
。

 
同
 
上

 

 
一
方
で
、
安
全
系
の
自
動
化
範
囲
拡
大
、
マ
ン
・
マ
シ
ン
・
イ
ン
タ
ー
フ
ェ
イ
ス
の
改
良
に
よ
り
機
能
の
冗
長
性
を
持
た
せ
る
こ
と
の
利
点
を
そ
が
な
い
よ
う
に
す
る
。

 
同
 
上

 

 
小
さ
な
外
乱
あ
る
い
は
オ
ペ
レ
ー
タ
・
エ
ラ
ー
に
よ
り
生
じ
う
る
、
測
定
の
不
確
か
さ
お
よ
び
異
常
な
プ
ラ
ン
ト
応
答
を
考
慮
し
て
、
安
全
制
限
値
に
関
し
て
十
分
な
マ
ー
ジ
ン

が
確
保
さ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

 

同
 
上

 

 
安
全
系
の
不
必
要
な
起
動
が
回
避
さ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
そ
の
よ
う
な
ア
ク
シ
ョ
ン
を
回
避
す
る
た
め
に
、
制
御
シ
ス
テ
ム
が
、
設
定
さ
れ
た
通
常
運
転
範
囲
内
に
プ
ラ
ン

ト
変
数
を
維
持
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
場
合
に
作
動
す
る
、
適
切
な
リ
ミ
ッ
テ
ィ
ン
グ
機
能
の
導
入
は
適
切
か
も
し
れ
ま
せ
ん
。

 

同
 
上

 

A
.2

.2
 
安
全
系
の
冗
長
性
と
多
様
性

 
 

 
オ
ペ
レ
ー
テ
ィ
ン
グ
・
シ
ス
テ
ム
に
よ
っ
て
、
お
よ
び

(ま
た
は

)リ
ミ
ッ
テ
ィ
ン
グ
機
能
に
よ
っ
て
コ
ン
ト
ロ
ー
ル
さ
れ
な
い
事
象
に
つ
い
て
は
、
防
護
と
バ
ッ
ク
ア
ッ
プ
・
シ

ス
テ
ム
が
、
未
臨
界
状
態
維
持
、
炉
心
冷
却
、
お
よ
び
放
尃
性
物
質
格
納
の
観
点
か
ら
、
安
全
な
状
態
へ
の
リ
ア
ク
タ
ー
の
復
帰
と
維
持
の
た
め
に
必
要
で
す
。
こ
れ
ら
の
シ
ス

テ
ム
の
信
頼
性
は
、
起
因
事
象
の
推
定
さ
れ
た
発
生
頻
度
、
お
よ
び
こ
れ
ら
の
シ
ス
テ
ム
の
た
め
の
対
応
す
る
ア
ク
シ
ョ
ン
・
タ
イ
ム
を
考
慮
に
入
れ
て
、
事
故
の
発
生
頻
度
を

低
減
す
る
一
般
的
な
目
標
と
整
合
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

 

「
信
頼
性
に
関
す
る
設
計
上
の
考
慮
」
に
対
応
す
る
。

 

た
だ
し
、
確
率
論
と
の
関
連
に
つ
い
て
は
触
れ
ら
れ
て
い
な
い
。

 

 
こ
の
信
頼
性
は
、
冗
長
性
と
多
様
性
の
適
切
な
コ
ン
ビ
ネ
ー
シ
ョ
ン
に
よ
っ
て
得
ら
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
適
切
な
注
意
は
、
コ
モ
ン
・
モ
ー
ド
の
故
障
が
同
一
仕
様
の
系
統

を
増
や
す
こ
と
に
よ
る
信
頼
性
向
上
の
可
能
性
を
制
限
す
る
と
い
う
事
実
に
払
わ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い

(同
一
仕
様
を
持
つ
複
数
の
系
統
か
ら
構
成
さ
れ
る
冗
長
シ
ス
テ
ム
の

非
信
頼
性
が
、
そ
の
作
動
要
求
当
た
り

1
0
-4

未
満
で
あ
る
こ
と
を
実
証
す
る
こ
と
は
恐
ら
く
で
き
な
い

)。
ま
た
、
多
様
性
の
導
入
は
、
シ
ス
テ
ム
を
複
雑
化
す
る
と
共
に
メ
ン

テ
ナ
ン
ス
を
困
難
に
す
る
可
能
性
が
あ
る
こ
と
か
ら
、
設
計
の
妥
当
性
を
評
価
す
る
際
に
は
、
サ
ポ
ー
ト
・
シ
ス
テ
ム
に
つ
い
て
も
考
慮
す
る
必
要
が
あ
る
。

 

「
原
子
炉
停
止
系
の
独
立
性
お
よ
び
試
験
可
能
性
」
で
は
、
原
子
炉
停
止
系
が
尐
な
く
と
も
２
つ
の
独
立
し

た
系
を
有
す
る
こ
と
を
求
め
て
い
る
が
、
多
様
性
ま
で
は
求
め
ら
れ
て
い
な
い
。

 

「
安
全
保
護
系
の
多
重
性
」
で
は
、
安
全
保
護
系
の
多
重
性
を
求
め
て
い
る
が
、
多
様
性
ま
で
は
求
め
ら
れ

て
い
な
い
。

 

「
残
留
熱
を
除
去
す
る
系
統
の
信
頼
性
お
よ
び
試
験
可
能
性
」
で
は
、
単
一
故
障
と
外
部
電
源
喪
失
の
想
定

を
求
め
て
い
る
が
、
多
重
故
障
ま
で
は
求
め
ら
れ
て
い
な
い
。
多
重
性
ま
た
は
多
様
性
お
よ
び
独
立
性
を
適

切
に
備
え
る
こ
と
を
求
め
て
い
る
。

 

 
特
別
の
注
意
は
、
共
通
原
因
故
障
の
可
能
性
の
低
減
に
払
わ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
可
能
な
限
り
、
物
理
的
分
離
と
幾
何
形
状
的
分
離
が
実
行
さ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
サ

ポ
ー
ト
機
能

(エ
ネ
ル
ギ
ー
、
コ
ン
ト
ロ
ー
ル
、
冷
却
な
ど

)は
さ
ら
に
で
き
る
だ
け
独
立
さ
せ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
電
源
の
冗
長
性
お
よ
び
多
様
性
は
特
に
強
調
さ
れ
な
け
れ

ば
な
ら
な
い
。

 

共
通
原
因
故
障
の
可
能
性
低
減
に
つ
い
て
は
、
国
の
指
針
と
し
て
は
該
当
す
る
記
述
は
な
い
。

 

解
説
に
記
載
す
る
こ
と
は
考
え
ら
れ
る
。

 

 
更
に
、
ソ
フ
ト
ウ
ェ
ア
の
共
通
原
因
故
障
を
制
限
す
る
た
め
に
、
一
般
的
な
計
装
お
よ
び
制
御
構
造
レ
ベ
ル
で

(ハ
ー
ド
ウ
ェ
ア
お
よ
び
ソ
フ
ト
ウ
ェ
ア
多
様
性
を
含
む

)対
策
を

実
行
し
な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。

 

同
 
上

 

 
 

 



  

表
3
.9

: 
日
本
の
高
速
炉
に
関
す
る
安
全
設
計
要
求
と

E
P

R
ガ
イ
ド
の
比
較
（

6
/8
）
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E

P
R
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
の
記
述
（
仮
訳
）

 
日
本
の
高
速
炉
に
関
す
る
安
全
設
計
要
求
と
の
関
係

 

A
.2

.3
 
マ
ン
・
マ
シ
ン
 
イ
ン
タ
ー
フ
ェ
イ
ス

 
 

 
運
転
経
験
を
特
に
重
視
し
つ
つ
、
通
常
運
転
及
び
テ
ス
ト
と
メ
ン
テ
ナ
ン
ス
に
関
連
す
る
事
頄
を
考
慮
し
て
、
設
計
段
階
に
お
い
て
、
人
的
要
因
に
注
意
を
払
わ
な
け
れ
ば
な
ら

な
い
。
ヒ
ュ
ー
マ
ン
・
エ
ラ
ー
の
可
能
性
を
最
小
限
に
す
る
と
共
に
、
ヒ
ュ
ー
マ
ン
・
エ
ラ
ー
に
対
す
る
プ
ラ
ン
ト
応
答
感
度
を
低
減
す
る
一
方
で

(セ
ク
シ
ョ
ン

A
.2

.1
を
参
照

)、

こ
こ
で
の
一
般
的
な
狙
い
は
人
間
の
能
力
を
う
ま
く
活
用
す
る
こ
と
で
あ
る
。
オ
ペ
レ
ー
シ
ョ
ン
を
単
純
化
し
、
安
全
機
能
の
実
行
に
必
要
と
な
る
人
間
の
ア
ク
シ
ョ
ン
を
最
小

限
に
し
、
メ
ン
テ
ナ
ン
ス
性
と
検
査
性
を
よ
く
し
、
安
全
系
の
有
効
性
の
監
視
手
段
の
信
頼
性
を
高
め
る
た
め
の
対
策
を
講
じ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

 

関
連
す
る
も
の
と
し
て
「
運
転
員
操
作
に
対
す
る
設
計
上
の
考
慮
」
が
あ
る
。

 

た
だ
し
、
操
作
の
単
純
化
、
異
常
時
の
運
転
員
操
作
の
最
小
化
に
つ
い
て
は
触
れ
ら
れ
て
い
な
い
。

 

 
人
的
要
因
に
関
す
る
完
全
な
エ
ン
ジ
ニ
ア
リ
ン
グ
計
画
が
事
頄
さ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
こ
の
プ
ロ
グ
ラ
ム
は
、
人
的
要
因
に
関
係
の
あ
る
質
問
及
び
設
計
選
択
に
対
す
る
一

貫
性
お
よ
び
ト
レ
ー
サ
ビ
リ
テ
ィ
ー
を
提
供
す
る
た
め
に
メ
ン
テ
ナ
ン
ス
と
テ
ス
ト
の
活
動
を
カ
バ
ー
し
な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。
こ
の
人
的
要
因
エ
ン
ジ
ニ
ア
リ
ン
グ
・
プ
ロ

グ
ラ
ム
は
、
人
的
要
因
エ
キ
ス
パ
ー
ト
を
含
む
特
定
の
チ
ー
ム
の
監
督
の
下
で
実
行
さ
れ
る
べ
き
で
す
。

 

運
転
安
全
に
関
連
す
る
事
頄
と
思
わ
れ
る
。
国
の
指
針
と
し
て
は
該
当
す
る
記
述
は
な
い
が
、
設
置
許
可
申

請
書
の
添
付
書
類
八
に
は
、
運
転
保
守
に
関
す
る
一
般
論
が
記
載
さ
れ
て
い
る
。

 

 
適
切
な
マ
ン
マ
シ
ン
・
イ
ン
タ
フ
ェ
ー
ス
は
、
チ
ー
ム
の
構
成
を
考
慮
に
入
れ
て
、
人
間
が
技
術
装
置
と
接
触
す
る
す
べ
て
の
エ
リ
ア
で
開
発
さ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
制
御

室
の
オ
ペ
レ
ー
シ
ョ
ン
と
は
別
に
、
こ
れ
は
テ
ス
ト
、
修
理
お
よ
び
メ
ン
テ
ナ
ン
ス
を
含
ん
で
い
ま
す
。

 

国
の
指
針
類
と
し
て
は
、
こ
れ
に
該
当
す
る
も
の
は
な
い
。

 
 

下
位
の
設
計
方
針
に
含
め
る
べ
き
事
頄
と
考
え
ら
れ
る
。

 

 
オ
ペ
レ
ー
タ
・
エ
ラ
ー
を
低
減
し
、
プ
ラ
ン
ト
を
こ
れ
ら
の
エ
ラ
ー
に
そ
れ
ほ
ど
敏
感
で
な
く
す
る
こ
と
は
、
適
切
な
エ
ル
ゴ
ノ
ミ
ッ
ク
ス
の
設
計
法
則
を
適
用
す
る
と
共
に
、

運
転
員
ア
ク
シ
ョ
ン
に
十
分
に
長
い
応
答
時
間
を
供
給
す
る
こ
と
に
よ
り
実
現
さ
れ
る
か
も
し
れ
ま
せ
ん
。
要
求
さ
れ
る
時
刻
は
、
分
析
さ
れ
る
状
況
お
よ
び
講
じ
ら
れ
る
処
置

の
複
雑
さ
に
依
存
し
ま
す
。

 

同
 
上

 

 
十
分
で
適
切
な
情
報
は
、
過
酷
事
故
条
件
を
含
む
プ
ラ
ン
ト
の
実
際
の
状
況
に
つ
い
て
の
明
瞭
な
理
解
の
た
め
、
お
よ
び
運
転
員
操
作
の
影
響
を
明
瞭
に
把
握
す
る
た
め
に
、
運

転
員
に
提
供
さ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

 

関
連
す
る
も
の
と
し
て
「
運
転
員
操
作
に
対
す
る
設
計
上
の
考
慮
」
が
あ
る
。

 

た
だ
し
、
過
酷
事
故
条
件
ま
で
は
言
及
さ
れ
て
い
な
い
。

 

A
.2

.4
 
内
部
障
害
に
対
す
る
防
護

 
 

 
内
部
障
害
は
、
セ
ク
シ
ョ
ン

A
.1

.2
に
言
及
さ
れ
た

3
つ
の
基
礎
的
な
安
全
機
能
の
完
了
の
た
め
に
必
要
に
な
っ
た
設
備
に
対
立
的
な
条
件
あ
る
い
は
損
害
を
も
た
ら
す
か
も
し

れ
な
い
、
そ
の
起
源
が
、
プ
ラ
ン
ト
内
部
に
あ
る
事
象
と
し
て
定
義
さ
れ
る
か
も
し
れ
ま
せ
ん
。
そ
れ
ら
は
、
内
部
溢
水
、
火
災
、
爆
発
、
飛
来
物
お
よ
び
重
量
物
の
落
下
に
加

え
て
、
パ
イ
プ
、
容
器
、
タ
ン
ク
、
ポ
ン
プ
お
よ
び
バ
ル
ブ
破
損
を
含
ん
で
い
ま
す
。

 

「
内
部
発
生
飛
来
物
に
対
す
る
設
計
上
の
考
慮
」
に
対
応
す
る
。（

火
災
、
溢
水
、
化
学
反
応
、
電
気
的
損
傷
、

配
管
の
破
損
、
機
器
の
故
障
等
も
含
む
）

 

 
結
果
の
予
防
、
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
お
よ
び
制
限
に
対
す
る
対
策
の
実
行
に
よ
り
、
そ
の
よ
う
な
危
険
の
可
能
性
お
よ
び
結
果
を
制
限
す
る
た
め
に
内
部
障
害
か
ら
の
保
護
に
「
深
層

防
護
」
原
理
を
適
用
し
な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。
適
用
す
る
対
策
は
、
内
部
事
象
の
た
め
に
用
意
さ
れ
る
も
の
と
整
合
し
て
い
な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。

 

上
記
指
針
の
下
位
の
方
針
に
含
め
る
べ
き
事
頄
と
考
え
ら
れ
る
。

 

 
3
つ
の
基
礎
的
な
安
全
機
能
の
定
義
に
関
連
し
て
、
安
全
な
運
転
停
止
状
態
に
達
し
、
維
持
す
る
た
め
に
必
要
な
シ
ス
テ
ム
を
含
ん
で
い
る
建
物
だ
け
で
な
く
、
放
尃
性
物
質
を

含
ん
で
い
る
シ
ス
テ
ム
の
建
物
も
考
慮
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

 

同
 
上

 

 
想
定
し
て
い
る
状
態
で
要
求
さ
れ
る
か
も
し
れ
な
い
安
全
系
お
よ
び
設
備
の
特
定
の
配
置
を
考
慮
に
入
れ
て
、
運
転
停
止
状
態
中
の
内
部
障
害
の
発
生
が
よ
く
検
討
さ
れ
な
け
れ

ば
な
ら
な
い
。

 

同
 
上

 

 
設
計
、
お
よ
び
内
部
障
害
に
関
係
の
あ
る
安
全
の
デ
モ
ン
ス
ト
レ
ー
シ
ョ
ン
を
チ
ェ
ッ
ク
す
る
た
め
に
、
内
部
障
害
の
可
能
な
原
因
の
評
価
に
特
別
の
注
意
を
払
わ
な
け
れ
ば
な

り
ま
せ
ん
。
例
え
ば
、
ア
ラ
イ
ン
メ
ン
ト
の
エ
ラ
ー
あ
る
い
は
電
磁
気
の
干
渉
、
他
の
ユ
ニ
ッ
ト
の
内
部
及
び
外
部
障
害
、

3
つ
の
基
礎
的
な
安
全
機
能
の

1
つ
以
上
の
深
層
防

護
レ
ベ
ル
に
影
響
す
る
か
も
し
れ
な
い
事
象
が
考
え
ら
れ
る
。

 

同
 
上

 

 
 

 



  

表
3
.9

: 
日
本
の
高
速
炉
に
関
す
る
安
全
設
計
要
求
と

E
P

R
ガ
イ
ド
の
比
較
（

7
/8
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E

P
R
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
の
記
述
（
仮
訳
）

 
日
本
の
高
速
炉
に
関
す
る
安
全
設
計
要
求
と
の
関
係

 

A
.2

.5
 
外
部
障
害
に
対
す
る
防
護

 
 

 

 
外
部
障
害
は
、
プ
ラ
ン
ト
の
安
全
性
に
影
響
す
る
か
も
し
れ
な
い
プ
ラ
ン
ト
の
外
部
に
起
因
す
る
人
間
の
活
動
に
よ
り
も
た
ら
さ
れ
る
事
象
、
あ
る
い
は
自
然
現
象
と
し
て
定
義

さ
れ
る
か
も
し
れ
ま
せ
ん
。
そ
れ
ら
は
特
に
地
震
、
航
空
機
墜
落
お
よ
び
爆
発
を
含
ん
で
い
ま
す
。

 

「
自
然
現
象
に
対
す
る
設
計
上
の
考
慮
」、
「
外
部
人
為
事
象
に
対
す
る
設
計
上
の
考
慮
」
に
対
応
す
る
。

 

 
外
部
障
害
は
、
連
続
的
、
あ
る
い
は
同
時
に
プ
ラ
ン
ト
の
防
御
の
様
々
な
ラ
イ
ン
に
影
響
す
る
か
も
し
れ
ま
せ
ん
。
ま
た
、
そ
れ
ら
は
サ
イ
ト
に
依
存
し
ま
す
。
し
た
が
っ
て
、

プ
ラ
ン
ト
の
デ
ザ
イ
ン
に
過
度
の
条
件
を
課
さ
な
い
よ
う
に
す
る
た
め
、
サ
イ
ト
選
定
後
に
条
件
設
定
す
る
こ
と
が
重
要
で
あ
る
。
一
般
に
、
設
計
対
策
は
、
外
部
障
害
に
対
し

て
も
、
内
部
事
象
お
よ
び
内
部
障
害
に
対
す
る
も
の
と
整
合
し
て
行
な
わ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い

; 
 
次
世
代
原
子
力
プ
ラ
ン
ト
で
は
、
外
部
障
害
が
リ
ス
ク
の
大
部
分
を
構
成

し
て
は
な
ら
な
い
。

 

上
記
指
針
の
下
位
の
方
針
に
含
め
る
べ
き
事
頄
と
考
え
ら
れ
る
。

 

我
が
国
で
は
サ
イ
ト
決
定
を
前
提
と
し
て
安
全
審
査
が
行
わ
れ
て
い
る
。

 

 
設
計
対
策
の
一
般
的
な
目
的
は
、
プ
ラ
ン
ト
に
安
全
な
運
転
停
止
状
態
を
も
た
ら
し
、
か
つ
放
尃
性
物
質
の
放
出
を
防
ぎ
、
制
限
す
る
た
め
に
要
求
さ
れ
る
、
安
全
機
能
が
外
部

障
害
に
よ
っ
て
許
容
で
き
な
い
程
度
に
影
響
さ
れ
な
い
こ
と
を
保
証
す
る
こ
と
で
す
。
し
か
し
な
が
ら
、
外
部
障
害
が
サ
イ
ト
に
依
存
す
る
た
め
、
標
準
化
さ
れ
た
設
計
の
中
で

こ
れ
ら
の
危
険
の
す
べ
て
を
考
慮
に
入
れ
る
必
要
は
あ
り
ま
せ
ん

; 
外
部
洪
水
、
干
ば
つ
、
凍
結
お
よ
び
腐
食
性
あ
る
い
は
燃
焼
性
の
有
每
ガ
ス
の
よ
う
な
外
部
障
害
は
、
サ
イ

ト
に
依
存
し
て
特
別
の
プ
ラ
ン
ト
に
お
い
て
の
み
扱
わ
れ
る
か
も
し
れ
ま
せ
ん
。

 

同
 
上

 

 
そ
の
機
能
が
外
部
障
害
中
に
必
要
な
設
備
は
、
設
計
条
件
と
し
て
当
該
外
部
障
害
に
耐
え
る
こ
と
が
保
証
さ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

 
同
 
上

 

A
.2

.6
 
確
率
論
的
安
全
評
価
の
活
用

 
 

 
セ
ク
シ
ョ
ン

A
.1

.4
に
既
に
示
さ
れ
る
よ
う
に
、
確
率
論
の
安
全
解
析
は
設
計
段
階
で
次
の
目
的
で
行
な
わ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い

: 
安
全
系
の
冗
長
性
お
よ
び
多
様
性
を
含
む

設
計
オ
プ
シ
ョ
ン
の
選
択
の
確
認
、
バ
ラ
ン
ス
の
と
れ
た
安
全
概
念
を
確
認
す
る
こ
と
、
安
全
の
点
か
ら
既
存
の
プ
ラ
ン
ト
か
ら
の
隔
た
り
を
評
価
す
る
こ
と
、
及
び
、
安
全
の

レ
ベ
ル
に
お
け
る
改
良
を
評
価
す
る
こ
と
。

 

我
が
国
で
は
、
現
状
は

P
S

A
は
安
全
審
査
対
象
で
は
な
い
が
、
詳
細
設
計
段
階
以
降
に
実
施
す
る
こ
と
が
求

め
ら
れ
て
い
る
。

 

安
全
目
標
の
導
入
に
あ
た
っ
て
、
そ
の
位
置
づ
け
や
要
求
事
頄
を
明
確
に
す
る
必
要
が
あ
る
。

 

 
確
率
論
の
定
量
的
目
標
に
関
し
て
の
結
果
の
評
価
は
、
有
用
な
指
標
を
提
供
す
る
か
も
し
れ
ま
せ
ん
。
し
か
し
、
一
般
に
、
確
率
論
の
定
量
的
目
的
は
要
求
と
見
な
さ
れ
て
は
な

り
ま
せ
ん

; 
そ
れ
ら
は
設
計
の
チ
ェ
ッ
ク
お
よ
び
評
価
に
対
す
る
相
対
価
値
を
提
供
す
る
た
め
に
主
と
し
て
使
用
さ
れ
ま
す
。

 

同
 
上

 

 
一
般
的
な
方
法
に
関
し
て
、
確
率
論
の
安
全
解
析
は

2
つ
以
上
の
段
階
の
中
で
行
な
わ
れ
る
か
も
し
れ
ま
せ
ん

: 
概
念
設
計
段
階
の
単
純
化
さ
れ
た
分
析
、
お
よ
び
、
設
計
に
つ

い
て
の
よ
り
正
確
な
情
報
が
利
用
可
能
に
な
る
詳
細
設
計
段
階
で
の
よ
り
詳
細
な
分
析
。

 

同
 
上

 

 
尐
な
く
と
も
内
部
事
象
を
含
む
、
単
純
化
さ
れ
た
分
析
は
、
炉
心
損
傷
発
生
頻
度
、
お
よ
び
対
応
す
る
シ
ー
ケ
ン
ス
の
予
備
的
評
価
結
果
を
提
示
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い

; 
さ
ら

に
、
デ
ザ
イ
ナ
ー
は
、
格
納
系
の
応
答
へ
の
影
響
に
し
た
が
っ
て
、
様
々
な
タ
イ
プ
の
炉
心
溶
融
シ
ー
ケ
ン
ス
を
識
別
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

 

同
 
上

 

 
更
に
、
設
計
段
階
で
は
、
様
々
な
設
計
可
能
性
が
評
価
さ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
ま
た
、
感
度
研
究
が
行
な
わ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
し
か
し
な
が
ら
、
結
果
が
コ
ン
ポ
ー

ネ
ン
ト
、
シ
ス
テ
ム
技
術
お
よ
び
操
作
手
項
の
実
際
の
選
択
に
依
存
す
る
の
で
、
初
期
の
設
計
段
階
で
確
率
論
の
安
全
解
析
を
適
用
す
る
こ
と
は
注
意
し
て
実
行
さ
れ
な
け
れ
ば

な
ら
な
い
。

 

同
 
上

 

 
例
え
、
初
期
設
計
段
階
の
評
価
で
あ
っ
て
も
、
デ
ザ
イ
ナ
ー
は
、
で
き
る
だ
け
完
全
な
起
因
事
象
リ
ス
ト
を
考
慮
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
設
計
オ
プ
シ
ョ
ン
を
評
価
す
る
た
め

に
は
、
共
通
原
因
故
障
を
考
慮
す
る
こ
と
が
必
要
で
あ
る
。
別
の
重
要
な
点
は
、
異
常
診
断
と
メ
ン
テ
ナ
ン
ス
を
含
む
人
間
介
在
の
影
響
を
評
価
す
る
こ
と
で
あ
る
。
さ
ら
に
、

裏
づ
け
の
あ
る
デ
ー
タ
を
使
用
す
る
こ
と
が
必
要
で
す
。

 

同
 
上

 

 
よ
り
完
全
な
研
究
の
フ
レ
ー
ム
ワ
ー
ク
内
で
は
、
内
部
・
外
部
障
害
は
適
切
な
評
価
方
法
を
開
発
し
て
考
慮
さ
れ
る
べ
き
で
す

; 
さ
ら
に
、
レ
ベ
ル
２
の
確
率
論
の
安
全
解
析
の

必
要
性
と
実
現
可
能
性
が
考
慮
さ
れ
る
か
も
し
れ
ま
せ
ん
。

 

同
 
上

 

 
 

 



  

表
3
.9

: 
日
本
の
高
速
炉
に
関
す
る
安
全
設
計
要
求
と

E
P

R
ガ
イ
ド
の
比
較
（

8
/8
）
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E

P
R
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
の
記
述
（
仮
訳
）

 
日
本
の
高
速
炉
に
関
す
る
安
全
設
計
要
求
と
の
関
係

 

A
.2

.7
 
従
事
者
と
公
衆
の
放
尃
線
防
護

 
 

A
.2

.7
.1
 
従
事
者
の
ひ
ば
く

 
 

 
セ
ク
シ
ョ
ン

A
.1

.1
に
示
さ
れ
る
よ
う
に
、
作
業
従
事
者
の
ひ
ば
く
線
量
の
低
減
は
、
特
に
フ
ラ
ン
ス
と
ド
イ
ツ
の
運
用
経
験
に
よ
り
得
ら
れ
た
デ
ー
タ
を
考
慮
し
た
最
適
化
プ

ロ
セ
ス
に
よ
り
研
究
さ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

 

「
放
尃
線
業
務
従
事
者
の
放
尃
線
防
護
」、
「
放
尃
線
業
務
従
事
者
の
放
尃
線
管
理
」
に
対
応
す
る
。

 

何
を
も
っ
て
「
合
理
的
に
達
成
で
き
る
限
り
低
減
」
し
た
か
の
判
断
指
標
が
下
位
に
必
要
か
も
し
れ
な
い
。

 

 
適
切
な
放
尃
線
防
護
オ
プ
シ
ョ
ン
の
選
定
は
、
こ
れ
ら
の
オ
プ
シ
ョ
ン
の
有
効
性
の
比
較
評
価
で
完
成
す
る
に
違
い
な
い

A
L

A
R

A
ア
プ
ロ
ー
チ
の
第
１
段
階
で
す
。
目
標
は
、

集
団
線
量
お
よ
び
個
人
線
量
の
点
か
ら
定
義
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

 

同
 
上

 

 
運
用
上
の
経
験
は
、
設
計
対
策

(例
え
ば
腐
食
生
成
物
を
回
避
す
る
適
切
な
水
化
学
に
関
し
て
の
材
料
の
選
択
、
遮
蔽
の
実
施
、
よ
り
よ
い
コ
ン
ポ
ー
ネ
ン
ト
信
頼
性
、
ロ
ボ
ッ

ト
の
導
入
お
よ
び
使
い
や
す
さ

)に
よ
っ
て
、
個
人
と
集
団
線
量
の
低
減
可
能
性
が
あ
る
こ
と
を
示
し
て
い
る
。
デ
ザ
イ
ナ
ー
は
、
ア
ク
セ
ス
性
、
環
境
条
件
の
改
善
、
線
量
率

と
作
業
時
間
を
低
減
す
る
ツ
ー
ル
及
び
ロ
ボ
ッ
ト
の
開
発
を
検
討
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

 

同
 
上

 

 
デ
ザ
イ
ナ
ー
は
、
修
理
と
交
換
の
よ
う
な
不
定
期
の
活
動
を
合
理
的
に
実
行
す
る
た
め
の
方
策
を
検
討
す
る
必
要
が
あ
る
。

 
 

A
.2

.7
.2
 
放
尃
能
の
流
出
と
廃
棄
物

  
 

 
最
適
化
原
理
に
従
っ
て
、
プ
ラ
ン
ト
は
、
大
気
、
あ
る
い
は
水
へ
放
出
さ
れ
る
放
尃
性
物
質
に
起
因
す
る
公
衆
の
ひ
ば
く
量
を
制
限
す
る
よ
う
設
計
さ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

ひ
ば
く
量
は
、
最
も
不
利
な
位
置
で
、
他
の
放
尃
線
源
か
ら
の
寄
与
も
考
慮
し
て
、
参
照
人

(ク
リ
テ
ィ
カ
ル
グ
ル
ー
プ
の
メ
ン
バ
ー

)に
対
し
て
決
定
さ
れ
る
。

 

「
周
辺
の
放
尃
線
防
護
」、
「
放
尃
性
気
体
廃
棄
物
の
処
理
施
設
」、
「
放
尃
性
液
体
廃
棄
物
の
処
理
施
設
」、
「
放

尃
性
固
体
廃
棄
物
の
処
理
施
設
」、
「
固
体
廃
棄
物
貯
蔵
施
設
」、

に
対
応
す
る
。

 

何
を
も
っ
て
「
合
理
的
に
達
成
で
き
る
限
り
低
減
」
し
た
か
の
判
断
指
標
が
下
位
に
必
要
か
も
し
れ
な
い
。

 

 
認
可
手
続
き
に
お
い
て
、

1
プ
ラ
ン
ト
の
た
め
に
放
出
限
度
を
決
め
る
た
め
に
は
、
特
定
の
サ
イ
ト
条
件
が
考
慮
さ
れ
る
で
あ
ろ
う

; 
当
該
プ
ラ
ン
ト
以
外
の
人
間
活
動
に
起
因

す
る
ひ
ば
く
量
の
増
加
可
能
性
に
注
意
を
払
わ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

 

同
 
上

 

 
廃
棄
物
と
し
て
プ
ラ
ン
ト
か
ら
取
り
除
か
れ
る
放
尃
性
物
質
の
放
尃
能
と
ボ
リ
ュ
ー
ム
を
低
減
す
る
た
め
に
設
計
対
策
を
行
な
わ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
低
減
効
果
は
、
低
減
努

力
に
よ
り
発
生
す
る
廃
棄
物
の
量
に
見
合
っ
た
も
の
で
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
廃
棄
物
に
よ
る
公
衆
被
ば
く
量
と
従
事
者
の
被
ば
く
量
を
最
適
化
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

 

同
 
上

 

 



JAEA-Review 2011-032 

 

 

表 3.10: IAEA 安全基準 NS-R-1 に対する軽水炉安全設計指針・ 

高速炉安全設計方針の対応箇所 (1/35) 

- 125 - 

IAEA 安全基準 NS-R-1 

原子力発電所の安全：設計 

(2000 年発効) (訳は JNES による 41)) 

発電用軽水型原子炉施設に関する 

安全設計審査指針 

（原安委決定、平成 13 年 3 月 29 日一部改訂） 

高速増殖炉の安全設計方針 

（原子力安全研究協会が電力実証炉用に作成、 

平成 8 年度とりまとめ） 

備考 

1. はじめに 

（略） 

   

2. 安全目的及び概念 

（略） 

   

3. 安全の管理のための要件 
（略） 

   

4. 主要な技術要件    

深層防護の要件    

4.1. 第 2 章に記載されているとおり、設計は深
層防護の考え方に基づかなければならない。
したがって、設計は： 

(1) 放射性物質の環境への制御されない放出に
対する多重の物理的障壁を用意しなければな
らない。 

[燃料要素,燃料被覆管] 
指針 12. 燃料設計 
 
[原子炉冷却材圧力バウンダリ] 
指針 19. 原子炉冷却材圧力バウンダリの健全性 
指針 20. 原子炉冷却材圧力バウンダリの破壊防
止 
指針 21. 原子炉冷却材圧力バウンダリの漏えい
検出 
指針 22. 原子炉冷却材圧力バウンダリの供用期
間中の試験及び検査 
 
[原子炉格納容器] 
指針 28. 原子炉格納容器の機能 
指針 29. 原子炉格納容器バウンダリの破壊防止 
指針 30. 原子炉格納容器の隔離機能 
指針 31. 原子炉格納容器隔離弁 
指針 32. 原子炉格納容器熱除去系 
指針 33. 格納施設雰囲気を制御する系統 
 

[燃料要素,燃料被覆管] 
方針Ⅳ-2．燃料設計 
 
[原子炉冷却材バウンダリ] 
方針Ⅷ-1．原子炉冷却材バウンダリの健全性 
方針Ⅷ-2．原子炉冷却材バウンダリの破壊防止 
方針Ⅷ-3．原子炉冷却材バウンダリの漏洩対策 
方針Ⅷ-4． 原子炉冷却材バウンダリの試験お
よび検査 
 
[原子炉格納容器, 非常用ガス処理系] 
方針 XⅠ-1．原子炉格納容器の機能 
方針 XⅠ-2．原子炉格納容器バウンダリの破損防
止 
方針 XⅠ-3．原子炉格納容器の隔離機能 
方針 XⅠ-4．原子炉格納容器隔離弁 
方針 XⅠ-5．非常用ガス処理系 
 

 

(2) 保守的でなければならない。また、建設は
高い品質でなされなければならない。これに
より、発電所の故障や通常運転からの逸脱が
最小限に抑えられ、事故の発生が防止できる
という確信を与える。 

指針 1. 準拠規格及び基準 
安全機能を有する構築物、系統及び機器は、

設計、材料の選定、製作及び検査について、そ
れらが果たすべき安全機能の重要度を考慮して
適切と認められる規格及び基準によるものであ
ること。 

指針 9. 信頼性に関する設計上の考慮 
1. 安全機能を有する構築物、系統及び機器は、
その安全機能の重要度に応じて、十分に高い
信頼性を確保し、かつ、維持し得る設計であ
ること。 

方針 III-2. 信頼性に関する設計上の考慮 
1．安全機能を有する構築物、系統および機器は、
その安全機能の重要度に応じて、十分に高い
信頼性を確保し、かつ、維持し得る設計であ
ること。 

 

 

(3) 固有の特性及び工学的設備により、想定起
因事象発生時及びその後の発電所の状態を制
御できるようにしなければならない。すなわ
ち、制御できない過渡変化の発生を最小限に
抑えるか、または、可能な限り設計で排除し
なければならない。 

[固有の特性]  
指針 13. 原子炉の特性 
 
[工学的設備]:指針全般 
 

[固有の特性]  
方針 IV-3．原子炉の特性 
 
[工学的設備]:指針全般 
 

 

(4) 運転員操作や、想定起因事象の初期段階に
おいて運転員操作を最小限にするために安全
系を自動起動することにより、発電所を制御
する補助的手段を用意しなければならない。 

指針 8. 運転員操作に対する設計上の考慮 
指針 36. 安全保護系の過渡時の機能 
指針 37. 安全保護系の事故時の機能 
 

方針 VI-6．安全保護系の過渡時の機能 
方針 VI-7．安全保護系の「事故」および「稀有
事故」時の機能 
 

 

(5) 実行可能な限り事故の進展を制御し、影響
を小さく抑えるための設備や手順を用意しな
ければならない。 

指針 18. 原子炉停止系の事故時の能力 
指針 25. 非常用炉心冷却系 
指針 37. 安全保護系の事故時の機能 
 

方針 V-3．原子炉停止系の停止能力 
方針 VI-7．安全保護系の「事故」および「稀有
事故」時の機能 
 

 

(6) 基本的な安全機能である反応度の制御、熱
除去及び放射性物質の閉じ込めの機能が達成
されるようにするために、多重の手段を用意
しなければならず、それにより、障壁の有効
性を確保し、いかなる想定起因事象の影響も
緩和できる。 

指針 17. 原子炉停止系の停止能力 
指針 18. 原子炉停止系の事故時の能力 
指針 24. 残留熱を除去する系統 
指針 25. 非常用炉心冷却系 
指針 36. 安全保護系の過渡時の機能 
指針 37. 安全保護系の事故時の機能 
 

方針 V-3．原子炉停止系の停止能力 
方針 X-1．残留熱を除去する系統の機能 
方針 X-2. 残留熱を除去する系統の信頼性およ
び試験可能性 
方針 VIII-6．原子炉冷却材の確保 
方針 VI-6．安全保護系の過渡時の機能 
方針 VI-7．安全保護系の「事故」および「稀有
事故」時の機能 
 

 

4.2. 深層防護という全体的な安全の概念を維
持するために、設計においては、以下の事項
を実行可能な限り防止しなければならない。 

(1) 物理的障壁の健全性への脅威 

(2) 脅威を受けた時の物理障壁の損傷 

(3) 他の障壁の損傷の影響による障壁の損傷 

指針 4 内部発生飛来物に対する設計上の考慮 
指針 11. 炉心設計 
指針 19. 原子炉冷却材圧力バウンダリの健全性 
指針 20. 原子炉冷却材圧力バウンダリの破壊防
止 
指針 28. 原子炉格納容器の機能 
指針 29. 原子炉格納容器バウンダリの破壊防止 
 

方針 IV-1．炉心設計 
方針 VIII-1．原子炉冷却材バウンダリの健全性 
方針 VIII-2．原子炉冷却材バウンダリの破壊防
止 
方針 XⅠ-1．原子炉格納容器の機能 
方針 XⅠ-2．原子炉格納容器バウンダリの破損防
止 
 

 

4.3. 最も起こり難いものを除く全ての想定起
因事象に対し、第一または尐なくとも第二の
防護レベルまでで、事故状態への拡大を防止

安全設計審査指針全般 安全設計方針全般 
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IAEA 安全基準 NS-R-1 

原子力発電所の安全：設計 

(2000 年発効) (訳は JNES による 41)) 

発電用軽水型原子炉施設に関する 

安全設計審査指針 

（原安委決定、平成 13 年 3 月 29 日一部改訂） 

高速増殖炉の安全設計方針 

（原子力安全研究協会が電力実証炉用に作成、 

平成 8 年度とりまとめ） 

備考 

できるように設計しなければならない。 

4.4. 設計では、一つの防護レベルが喪失した状
態では、他の複数の防護レベルが存在しても
出力運転を継続するには十分ではないと考え
なければならない。出力運転以外の種々の運
転モードにおいては多尐の緩和が許容される
が、いかなる時にも全ての防護レベルが利用
可能でなければならない。 

   

    

安全機能    

4.5. 安全への取り組みの目的は、発電所を通常
運転状態に維持する適切な方法を講じるこ
と、想定起因事象発生直後の短時間の対応を
確保すること、並びにいかなる設計基準事故
時及び事故後、及び設計基準事故を超える領
域で選択された事故状態においても発電所の
管理を容易にすることである。 

安全設計審査指針全般 安全設計方針全般 
 

 

4.6. 安全を確保するためには、運転状態におい
て、設計基準事故時及び事故後において、並
びに設計基準を超える領域に選択された事故
状態の発生に際して、以下の基本的な安全機
能が遂行されなければならない。 

(1) 反応度の制御 

(2) 炉心からの熱除去 

(3) 放射性物質の閉じ込め、運転中の排出の制
御、及び事故時放出の制限 

これら 3 つの基本安全機能の詳細な分類の
例は添付資料に示されている。 

(1) 反応度の制御 
指針 14. 反応度制御系 
指針 17. 原子炉停止系の停止能力 
 
(2) 炉心からの熱除去 
指針 24. 残留熱を除去する系統 
指針 25. 非常用炉心冷却系 
 
(3) 放射性物質の閉じ込め、運転中の排出の制
御、及び事故時放出の制限 
指針 12. 燃料設計 
指針 19. 原子炉冷却材圧力バウンダリの健全性 
指針 28. 原子炉格納容器の機能 
指針 29. 原子炉格納容器バウンダリの破壊防止 
指針 30. 原子炉格納容器の隔離機能 
指針 31. 原子炉格納容器隔離弁 
指針 32. 原子炉格納容器熱除去系 
指針 33. 格納施設雰囲気を制御する系統 
方針 48．格納容器を貫通する系及び閉じた系の
隔離弁 
 

(1) 反応度の制御 
方針 V-3．原子炉停止系の停止能力 
 
(2) 炉心からの熱除去 
方針 X-1．残留熱を除去する系統の機能 
方針 X-2. 残留熱を除去する系統の信頼性およ
び試験可能性 
方針 VIII-6．原子炉冷却材の確保 
 
(3) 放射性物質の閉じ込め、運転中の排出の制
御、及び事故時放出の制限 
方針 IV-2．燃料設計 
方針 VIII-1．原子炉冷却材バウンダリの健全性 
方針 XⅠ-1．原子炉格納容器の機能 
方針 XⅠ-2．原子炉格納容器バウンダリの破損防
止 
方針 XⅠ-3．原子炉格納容器の隔離機能 
方針 XⅠ-4．原子炉格納容器隔離弁 
方針 XⅠ-5．非常用ガス処理系 
 

 

4.7. 想定起因事象発生後の各時点において安
全機能を果たすために必要な構築物、系統及
び機器を同定するために、系統的方策をとら
なければならない。 

   

    

事故発生防止及び発電所の安全特性    

4.8. 発電所は、想定起因事象に対する感度が最
小になるように設計されなければならない。
いかなる想定起因事象に対しても、予期され
る発電所の応答は、以下の事項が合理的に達
成できるようなものでなければならない（重
要な順）。 

(1)想定起因事象は、固有の特性により、いかな
る安全上重要な影響も及ぼさないか、あるい
は発電所は安全な状態に向かうような変化し
か与えない。 

(2)想定起因事象発生後、静的安全特性により、
あるいは想定起因事象を制御する必要がある
状態の間連続的に運転される安全系の作動に
より、発電所は安全な状態に導かれる。 

(3)想定起因事象発生後、それに応じて起動され
ることが必要な安全系の作動により、発電所
は安全な状態に導かれる。 

(4)想定起因事象発生後、定められた手順によ
り、発電所は安全な状態に導かれる。 

安全設計審査指針全般 
 

安全設計方針全般 
 

 

    

放射線防護及び許容基準    

4.9. 2.2～2.5項に記載されている原子炉等施設
の設計における三つの安全目的を達成するた
めに、全ての実際のまたは潜在的な放射線源
が同定され、適切に考慮されなければならな
い。そして、線源は厳重な技術的、事務的管

安全設計審査指針全般 安全設計方針全般 
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IAEA 安全基準 NS-R-1 

原子力発電所の安全：設計 

(2000 年発効) (訳は JNES による 41)) 

発電用軽水型原子炉施設に関する 

安全設計審査指針 

（原安委決定、平成 13 年 3 月 29 日一部改訂） 

高速増殖炉の安全設計方針 

（原子力安全研究協会が電力実証炉用に作成、 

平成 8 年度とりまとめ） 

備考 

理下に置かれなければならない。 

4.10. 2.4及び 2.5項に記載されている放射線防
護及び技術的安全の目的を達成すること、並
びに保守及び廃止措置を含めた全ての運転状
態において、一般公衆及び敷地にいる人に対
する線量が定められた制限値を超えず、かつ
これを合理的に達成できる限り低く抑えられ
ることを確実にするための対策が取られなけ
ればならない。 

 

4.11. 設計は、その目的として、設計基準事故
及び選択されたシビアアクシデントの結果生
じる放射線被ばくを防止するとともに、それ
に失敗した場合でも、放射線被ばくを緩和し
なければならない。設計対策により、一般公
衆と敷地にいる人に対する潜在的放射線被ば
くは許容限界値を超えることなく、かつ、こ
れを合理的に達成できる限り低く抑えなけれ
ばならない。 

 

4.12. 高い放射線量または放射性物質の放出に
至る可能性のある発電所状態の発生頻度は非
常に低く抑えられなければならず、発生頻度
が大きな発電所状態における潜在的放射線影
響は小さくなければならない。原子力発電所
の設計に対する放射線の許容基準は、これら
の要件に基づいて規定されなければならな
い。 

 

4.13. 通常、放射線許容基準の数は限られてお
り、これらを運転状態の区分と関連付けるこ
とが慣行になっている。運転状態の区分には、
一般に、通常運転状態、予期される運転時の
事象、設計基準事故及びシビアアクシデント
が含まれる。これらの区分に対する放射線許
容基準は、最低限の安全レベルの条件として、
規制当局の要件に適合しなければならない。 

 

    

5. 発電所の設計に対する要件    

安全上の重要度分類    

5.1. 計測制御系(I&C)のソフトウェアを含め、
安全上重要な全ての構築物、系統及び機器を
まず同定し、次にこれらを安全上の機能と重
要度に基づいて分類しなければならない。こ
れらの構築物、系統及び機器は、その分類に
応じた品質及び信頼性が確保できるように、
設計、建設及び保守がなされなければならな
い。 

指針 1. 準拠規格及び基準 
安全機能を有する構築物、系統及び機器は、

設計、材料の選定、製作及び検査について、そ
れらが果たすべき安全機能の重要度を考慮して
適切と認められる規格及び基準によるものであ
ること。 

指針 9. 信頼性に関する設計上の考慮 
1. 安全機能を有する構築物、系統及び機器は、
その安全機能の重要度に応じて、十分に高い
信頼性を確保し、かつ、維持し得る設計であ
ること。 

2. 重要度の特に高い安全機能を有する系統に
ついては、その構造、動作原理、果たすべき
安全機能の性質等を考慮して、多重性又は多
様性及び独立性を備えた設計であること。 

3. 前項の系統は、その系統を構成する機器の単
一故障の仮定に加え、外部電源が利用できな
い場合においても、その系統の安全機能が達
成できる設計であること。 

 

方針 III-2. 信頼性に関する設計上の考慮 
1．安全機能を有する構築物、系統および機器は、
その安全機能の重要度に応じて、十分に高い
信頼性を確保し、かつ、維持し得る設計であ
ること。 

2．重要度の特に高い安全機能を有する系統につ
いては、その構造、動作原理、果たすべき安
全機能の性實等を考慮して、多重性または多
様性および独立性を備えた設計であること。 

3．前項の系統は、その系統を構成する機器の単
一故障の仮定に加え、外部電源が利用できな
い場合においても、その系統の安全機能が達
成できる設計であること。 

 

重要度分類
指針 

5.2. 構築物、系統及び機器の安全上の重要度分
類は、主として決定論的手法に基づいてなさ
れ、必要に応じ確率論的手法や工学的判断で
補完されなければならない。更に、以下の因
子を考慮しなければならない。 

(1) 果たすべき安全機能 

(2) 機能喪失した場合の影響 

(3) 安全機能を果たすために起動が要求される
頻度 

(4) 想定起因事象が発生してから起動が要求さ
れるまでの時間または作動が要求され続ける
時間 

 

5.3. 重要度の低い系統の損傷が、重要度の高い
系統に伝播しないように、異なった重要度の
構築物、系統及び機器の間には適切なインタ
ーフェイスを設計で用意しなければならな
い。 

指針 19. 原子炉冷却材圧力バウンダリの健全性 
2. 原子炉冷却材系に接続する配管系は、原則と
して隔離弁を設けた設計であること。 

指針 39. 安全保護系と計測制御系との分離 
安全保護系は、計測制御系と部分的に共用す

る場合には、計測制御系の影響により安全保護
系の機能を失わないように、計測制御系から機
能的に分離された設計であること。 

方針 VIII-1．原子炉冷却材バウンダリの健全性 
2．原子炉冷却材バウンダリに接続する配管系
は、原則として隔離弁を設けた設計であるこ
と。 

方針 VI-4．安全保護系と計測制御系の分離 
安全保護系は、計測制御系と部分的に共用す

る場合には、計測制御系の影響により安全保護
系の機能を失わないように、計測制御系から機

重要度分類
指針 
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IAEA 安全基準 NS-R-1 

原子力発電所の安全：設計 

(2000 年発効) (訳は JNES による 41)) 

発電用軽水型原子炉施設に関する 

安全設計審査指針 

（原安委決定、平成 13 年 3 月 29 日一部改訂） 

高速増殖炉の安全設計方針 

（原子力安全研究協会が電力実証炉用に作成、 

平成 8 年度とりまとめ） 

備考 

 能的に分離された設計であること。 

 
    

設計の基本的考え方    

5.4. 設計基準は、定められた範囲の運転状態及
び設計基準事故に対して、放射線防護要件の
範囲内で対応するために必要とされる発電所
の能力を規定しなければならない。設計基準
は、通常運転状態、想定起因事象に起因する
発電所状態、安全上の重要度分類、重要な仮
定、及び、場合によっては、特定の解析手法
に対する仕様を含まなければならない。 

・安全設計審査指針 
 
 

・安全設計方針 
 

 

5.5. 通常運転状態、予期される運転時の事象及
び設計基準事故に対する設計基準では、炉心
の大きな損傷は起きず、放射線被ばく線量は
定められた制限値以内に抑えるとともに、合
理的に達成できる限り低く抑えられるよう
に、保守的な設計対策が取られ、かつ、健全
な工学的手法が採用されなければならない。 

・安全設計審査指針 
 

・安全設計方針 
 

 

5.6. 設計基準に加えて、選択されたシビアアク
シデントを含む、設計基準を超える特定の事
故時における発電所の性能についても設計で
考慮されなければならない。これらの評価で
使用する仮定や手法は最適評価に基づいても
良い。 

 方針 XIII-1．「付加的限界事象」に対する設計上
の考慮 
「付加的限界事象」時の影響を緩和するため

に原子炉施設は、適切な頑健性（裕度）を有し
た設計であること。 

方針 XIII-2．「付加的限界事象」における原子炉
格納容器の機能 
原子炉格納容器は、原子炉格納容器限界設計

用の想定事象に対し、その安全機能を喪失しな
い設計であること。 

 

 

    

発電所状態の区分    

5.7. 発電所の状態を同定し、発生頻度に応じて
いくつかの区分に分類しなければならない。
その区分には、典型的には、通常運転状態、
予期される運転時の事象、設計基準事故及び
シビアアクシデントが含まれる。各区分に対
して許容基準が設定されなければならない。
設定に際しては、「発生頻度の高い想定起因
事象では放射線影響が無いかまたは僅かであ
り、重大な影響の可能性のあるものの発生頻
度は極めて低くなければならない」という要
件が考慮されなければならない。 

・安全設計審査指針 
 

・安全設計方針 
 

安全評価指
針 

    

想定起因事象    

5.8. 発電所の設計では、深層防護の全てのレベ
ルに対して脅威が発生する可能性があること
を認識するとともに、設計上の対策により、
必要な安全機能を確保し、安全目的が満足さ
れることを保証しなければならない。こうし
た脅威は、想定起因事象によるものである。
想定起因事象は、決定論的手法、確率論的手
法、または両者の組合せに基づき選定される。
設計では、通常、発生頻度の低い複数の独立
事象は同時には発生しないと想定する。 

  安全評価指
針 

    

内部事象    

5.9. 発電所の安全に影響を及ぼす可能性のあ
る全ての内部事象を抽出するために、想定起
因事象の分析（付属書 I 参照）がなされなけ
ればならない。これらの事象には、設備の故
障または誤操作が含まれることがある。 

  安全評価指
針 

    

火災及び爆発    

5.10. 安全上重要な構築物、系統及び機器は、
他の安全要件と整合させて、内部事象及び外
部事象に起因する火災及び爆発の発生確率と
影響を最小にするように設計・配置されなけ
ればならない。原子炉停止機能、残留熱除去
機能、放射性物質の閉じ込め機能及び発電所
状態の監視機能が確保されなければならな
い。これらの要件は、以下の目的が達成され
るように、部品の多重化、系統の多様化、物

指針 5. 火災に対する設計上の考慮 
原子炉施設は、火災発生防止、火災検知及び

消火並びに火災の影響の軽減の 3 方策を適切に
組み合わせて、火災により原子炉施設の安全性
を損なうことのない設計であること。 

 

記載なし 
（軽水炉と同一のため） 
 

火災防護審
査指針 
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IAEA 安全基準 NS-R-1 

原子力発電所の安全：設計 

(2000 年発効) (訳は JNES による 41)) 

発電用軽水型原子炉施設に関する 

安全設計審査指針 

（原安委決定、平成 13 年 3 月 29 日一部改訂） 

高速増殖炉の安全設計方針 

（原子力安全研究協会が電力実証炉用に作成、 

平成 8 年度とりまとめ） 

備考 

理的分離及びフェイルセーフの設計を適切に
取り入れることによって満足されなければな
らない。 

(1) 火災の発生防止 

(2) 火災発生時の迅速な検知及び消火、これに
より損傷を制限すること 

(3) 消火に失敗した際の延焼防止、これにより
発電所の必須な機能に対する影響を最小限に
抑えること 

5.11. 火災防護障壁に必要とされる重要度を決
めるために、発電所の火災解析を実施すると
ともに、必要な性能の火災検出装置及び消火
装置を備えなければならない。 

 

5.12. 消火装置は必要な場合に自動起動しなけ
ればならない。また、消火系は、その配管破
損、誤作動及び誤起動により、安全上重要な
構築物、系統及び機器の能力に重大な障害を
与えることなく、更に、「単一故障」基準に
適合するための対策を無効にするような、多
重に設けられた複数の安全系グループに同時
に影響を及ぼすようなことがないように、設
計・配置されなければならない。 

 

5.13. 発電所全体、特に、格納容器内や制御室
内では、可能な限り不燃性または難燃性及び
耐熱性の物質を使わなければならない。 

 

    

他の内的危険事象    

5.14. 発電所の設計では、溢水、飛来物の発生、
配管ホイップ、流体ジェットの衝撃、あるい
は、損傷した系統や敷地内の他の施設からの
流体の流出といった内的危険事象の可能性を
考慮しなければならない。原子力安全が損な
われることがないように適切な発生防止及び
影響緩和策を取らなければならない。外部事
象には内部の火災や溢水を引き起こしたり、
飛来物を発生したりする可能性のあるものが
ある。このような外部事象と内部事象の相互
干渉も、必要に応じ、設計で考慮しなければ
ならない。 

指針 4. 内部発生飛来物に対する設計上の考慮 
安全機能を有する構築物、系統及び機器は、

原子炉施設内部で発生が想定される飛来物に対
し、原子炉施設の安全性を損なうことのない設
計であること。 

 

記載なし 
（軽水炉と同一のため） 
 

 

5.15. 異なる圧力で運転されている二つの流体
系が結合されている場合には、両系とも高い
方の圧力に耐えられるように設計するか、あ
るいは、単一故障を仮定しても、低い圧の方
の系統の圧力が設計圧力を超えないような対
策を講じなければならない。 

指針 9. 信頼性に関する設計上の考慮 
1. 安全機能を有する構築物、系統及び機器は、
その安全機能の重要度に応じて、十分に高い
信頼性を確保し、かつ、維持し得る設計であ
ること。 

2. 重要度の特に高い安全機能を有する系統に
ついては、その構造、動作原理、果たすべき
安全機能の性質等を考慮して、多重性又は多
様性及び独立性を備えた設計であること。 

3. 前項の系統は、その系統を構成する機器の単
一故障の仮定に加え、外部電源が利用できな
い場合においても、その系統の安全機能が達
成できる設計であること。 

 

方針 III-2. 信頼性に関する設計上の考慮 
1．安全機能を有する構築物、系統および機器は、
その安全機能の重要度に応じて、十分に高い
信頼性を確保し、かつ、維持し得る設計であ
ること。 

2．重要度の特に高い安全機能を有する系統につ
いては、その構造、動作原理、果たすべき安
全機能の性實等を考慮して、多重性または多
様性および独立性を備えた設計であること。 

3．前項の系統は、その系統を構成する機器の単
一故障の仮定に加え、外部電源が利用できな
い場合においても、その系統の安全機能が達
成できる設計であること。 

 

 

    

外部事象    

5.16. 発電所と敷地の組合せに対して、設計基
準とすべき外部事象（自然現象によるものと
人為的なもの）を決めなければならない。大
きな放射線リスクを伴う可能性のある全ての
事象が考慮されなければならない。発電所が
設計上耐えるべき外部事象のサブセットを選
定し、これを基に設計基準を決める際に、決
定論的手法と確率論的手法を組み合わせて用
いなければならない。 

指針 2. 自然現象に対する設計上の考慮 
1. 安全機能を有する構築物、系統及び機器は、
その安全機能の重要度及び地震によって機能
の喪失を起こした場合の安全上の影響を考慮
して、耐震設計上の区分がなされるとともに、
適切と考えられる設計用地震力に十分耐えら
れる設計であること。 

2. 安全機能を有する構築物、系統及び機器は、
地震以外の想定される自然現象によって原子
炉施設の安全性が損なわれない設計であるこ
と。重要度の特に高い安全機能を有する構築
物、系統及び機器は、予想される自然現象の

記載なし 
（軽水炉と同一のため） 
 

 

5.17. 考慮しなければならない自然現象による
外部事象には、地震、洪水、強風、竜巻、津
波、極端な悪天候等、敷地特性の分析により
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IAEA 安全基準 NS-R-1 

原子力発電所の安全：設計 

(2000 年発効) (訳は JNES による 41)) 

発電用軽水型原子炉施設に関する 

安全設計審査指針 

（原安委決定、平成 13 年 3 月 29 日一部改訂） 

高速増殖炉の安全設計方針 

（原子力安全研究協会が電力実証炉用に作成、 

平成 8 年度とりまとめ） 

備考 

同定された現象が含まれる。考慮しなければ
ならない人為的外部事象には、敷地特性の分
析時に抽出され、設計基準はこれに対応して
導出される。こうした事象の一覧は、完備を
期すため、設計の初期段階で再評価しなけれ
ばならない。 

うち最も苛酷と考えられる条件、又は自然力
に事故荷重を適切に組み合わせた場合を考慮
した設計であること。 

 
指針 3. 外部人為事象に対する設計上の考慮 
1. 安全機能を有する構築物、系統及び機器は、
想定される外部人為事象によって、原子炉施
設の安全性を損なうことのない設計であるこ
と。 

2. 原子炉施設は、安全機能を有する構築物、系
統及び機器に対する第三者の不法な接近等に
対し、これを防御するため、適切な措置を講
じた設計であること。 

 
    

敷地に係る特性    

5.18. 原子力発電所の設計基準の策定に際して
は、人口、気象、水理、地形、地震等の因子
を含め、発電所とそれを取り巻く環境との
種々の相互作用を考慮しなければならない。
発電所の安全と一般公衆の防護が、例えば電
力供給や消防活動といった発電所外の活動に
依存する可能性がある場合には、それらが利
用できるかどうかについても考慮しなければ
ならない。 

  立地指針 

5.19. 原子力発電所を熱帯、極地、極端な乾燥
地帯または火山地帯に立地する計画について
は、敷地の特徴を考慮し、設計上どのような
特別な対策が必要かを同定するための評価が
なされなければならない。 

   

    

事象の組合せ    

5.20. ランダムに発生する個別の事象が重畳す
ることにより、予期される運転時の事象や事
故状態に至る可能性が大きい場合には、それ
を設計で考慮しなければならない。例えば、
地震後の溢水のように、ある種の事象は他の
事象の結果として起き得る。こうした結果と
して起きる影響は、元の想定起因事象の一部
と考えなければならない。 

指針 2. 自然現象に対する設計上の考慮 
1. 安全機能を有する構築物、系統及び機器は、
その安全機能の重要度及び地震によって機能
の喪失を起こした場合の安全上の影響を考慮
して、耐震設計上の区分がなされるとともに、
適切と考えられる設計用地震力に十分耐えら
れる設計であること。 

2. 安全機能を有する構築物、系統及び機器は、
地震以外の想定される自然現象によって原子
炉施設の安全性が損なわれない設計であるこ
と。重要度の特に高い安全機能を有する構築
物、系統及び機器は、予想される自然現象の
うち最も苛酷と考えられる条件、又は自然力
に事故荷重を適切に組み合わせた場合を考慮
した設計であること。 

 

記載なし 
（軽水炉と同一のため） 
 

 

    

設計規格    

5.21. 構築物、系統及び機器の工学設計に対す
る規格は詳細に規定されなければならず、か
つ、国で認められている標準的な工学的手法
（3.6 項参照）に適合していなければならな
い。または、既に国際的に用いられているか、
他国において確立され、適用可能であり、か
つ、その国の規制当局によって容認されてい
る基準や手法に適合していなければならな
い。 

指針 1. 準拠規格及び基準 
安全機能を有する構築物、系統及び機器は、

設計、材料の選定、製作及び検査について、そ
れらが果たすべき安全機能の重要度を考慮して
適切と認められる規格及び基準によるものであ
ること。 

 

記載なし 
（軽水炉と同一のため） 
 

 

5.22. 発電所の耐震設計は、地震事象に対して
十分な安全裕度を有していなければならな
い。 

指針 2. 自然現象に対する設計上の考慮 
1. 安全機能を有する構築物、系統及び機器は、
その安全機能の重要度及び地震によって機能
の喪失を起こした場合の安全上の影響を考慮
して、耐震設計上の区分がなされるとともに、
適切と考えられる設計用地震力に十分耐えら
れる設計であること。 

2. 安全機能を有する構築物、系統及び機器は、
地震以外の想定される自然現象によって原子
炉施設の安全性が損なわれない設計であるこ
と。重要度の特に高い安全機能を有する構築
物、系統及び機器は、予想される自然現象の
うち最も苛酷と考えられる条件、又は自然力

記載なし 
（軽水炉と同一のため） 
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IAEA 安全基準 NS-R-1 

原子力発電所の安全：設計 

(2000 年発効) (訳は JNES による 41)) 

発電用軽水型原子炉施設に関する 

安全設計審査指針 

（原安委決定、平成 13 年 3 月 29 日一部改訂） 

高速増殖炉の安全設計方針 

（原子力安全研究協会が電力実証炉用に作成、 

平成 8 年度とりまとめ） 

備考 

に事故荷重を適切に組み合わせた場合を考慮
した設計であること。 

 
    

設計限界    

5.23. 個々の構築物、系統及び機器毎に、その
重要な物理パラメータとの整合の取れた一組
の設計限界が、運転状態及び設計基準事故に
対して規定されなければならない。 

  安全評価指
針 

省令 62 号 

    

運転状態    

5.24. 発電所は、パラメータ（例えば、圧力、
温度、出力）が定められた範囲内で安全に運
転できるように設計されなければならず、安
全系に対する最小限の支援設備（例えば、補
助給水機能や非常用電源供給）が使用可能と
仮定しなければならない。広範囲にわたる予
期される運転時の事象発生時における発電所
の応答が、深層防護の第一レベルを超える、
または最大でも第二レベルの設備の起動を必
要とすることなく、安全に運転、または、必
要に応じて停止できるように設計されなけれ
ばならない。 

指針 47. 計測制御系 
1. 計測制御系は、通常運転時及び運転時の異常
な過渡変化時における次の各号に掲げる事項
を十分考慮した設計であること。 

(1) 炉心、原子炉冷却材圧力バウンダリ、原
子炉格納容器バウンダリ及びそれらに関
連する系統の健全性を確保するために必
要なパラメータは、適切な予想範囲に維持
制御されること。 

(2) 前号のパラメータについては、必要な対
策が講じ得るように予想変動範囲内での
監視が可能であること。 

2. 計測制御系は、事故時において、事故の状態
を知り対策を講じるのに必要なパラメータを
適切な方法で十分な範囲にわたり監視し得る
とともに、必要なものについては、記録が可
能な設計であること。 

特に原子炉の停止状態及び炉心の冷却状
態は、2 種類以上のパラメータにより監視又
は推定できる設計であること。 

 

記載なし 
（軽水炉と同一のため） 
 

安全評価指
針 

5.25. 起動時、燃料交換時、保守時等の低出力
時及び停止時のように、安全系のアベイラビ
リティが低下し得る場合には、事故の発生可
能性について、設計で検討しなければならな
い。更に、安全系の供用除外についての適切
な制限を規定しなければならない。 

  安全評価指
針 

5.26. 設計の過程で、以下の事項を含め、安全
運転のための一連の要件及び制限を策定しな
ければならない。 

(1) 安全系の設定点 

(2) プロセス量や他の重要なパラメータに関す
る制御系及び手順上の制約 

(3) 「合理的に達成可能な限り低く」の原則も
考慮に入れ、構築物、系統及び機器が設計の
意図通りに機能することを確実にするため
の、保守、試験及び検査に対する要件 

(4) 安全系の供用除外時の運転制限を含む明確
に定義された運転時の系統構成 

これらの要件及び制限は、運転組織が発電所の
運転を認可される際の、運転上の制限及び条
件を確立する基礎となるものである。 

  炉規法 37 条
(保安規定) 

省令 62 号 

    

設計基準事故    

5.27. 安全上重要な構築物、系統及び機器を設
計する際に従う境界条件を設定することを目
的として、一組の設計基準事故が、想定起因
事象のリスト（付属書 I 参照）から導出され
なければならない。 

 
 

  安全評価指
針 
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IAEA 安全基準 NS-R-1 

原子力発電所の安全：設計 

(2000 年発効) (訳は JNES による 41)) 

発電用軽水型原子炉施設に関する 

安全設計審査指針 

（原安委決定、平成 13 年 3 月 29 日一部改訂） 

高速増殖炉の安全設計方針 

（原子力安全研究協会が電力実証炉用に作成、 

平成 8 年度とりまとめ） 

備考 

5.28. ある想定起因事象に対して迅速かつ信頼
性の高い対応が必要な場合は、次の障壁を脅
かすような、より厳しい状態に拡大するのを
防ぐため、安全系の自動起動機能のための対
策を講じなければならない。迅速な対応が必
要でない場合には、系統の手動起動やその他
の運転員操作が許されることがあるが、但し、
その操作に対しては十分な時間をかけてよい
ことが明らかにされており、かつ、その行為
の信頼性を確保するための適切な手順（管理
手順、運転手順、緊急時手順等）が定められ
ている場合に限る。 

指針 8. 運転員操作に対する設計上の考慮 
原子炉施設は、運転員の誤操作を防止するた

めの適切な措置を講じた設計であること。 

 

記載なし 
（軽水炉と同一のため） 
 

 

5.29. 発電所状態を監視するための適切な計装
と、設備の手動操作における制御手段を用意
することにより、発電所の状態を診断したり、
発電所を適時に安定した長期停止状態に導く
ために必要な運転員操作を考慮し、可能にし
なければならない。 

指針 47. 計測制御系 
1. 計測制御系は、通常運転時及び運転時の異常
な過渡変化時における次の各号に掲げる事項
を十分考慮した設計であること。 

(1) 炉心、原子炉冷却材圧力バウンダリ、原
子炉格納容器バウンダリ及びそれらに関
連する系統の健全性を確保するために必
要なパラメータは、適切な予想範囲に維持
制御されること。 

(2) 前号のパラメータについては、必要な対
策が講じ得るように予想変動範囲内での
監視が可能であること。 

2. 計測制御系は、事故時において、事故の状態
を知り対策を講じるのに必要なパラメータを
適切な方法で十分な範囲にわたり監視し得る
とともに、必要なものについては、記録が可
能な設計であること。 

特に原子炉の停止状態及び炉心の冷却状
態は、2 種類以上のパラメータにより監視又
は推定できる設計であること。 

 

記載なし 
（軽水炉と同一のため） 
 

 

5.30. 手動操作や復旧作業に必要な全ての設備
は、必要な時に直ちに使用でき、予想される
環境条件下で人間が接近できるように、最適
な場所に設置されなければならない。 

指針 57. 放射線業務従事者の放射線防護 
1. 原子炉施設は、放射線業務従事者の立入場所
における線量を合理的に達成できる限り低減
できるように、放射線業務従事者の作業性等
を考慮して、遮へい、機器の配置、遠隔操作、
放射性物質の漏えい防止、換気等、所要の放
射線防護上の措置を講じた設計であること。 

2. 原子炉施設は、異常状態において放射線業務
従事者が必要な操作を行うことができるよう
に、放射線防護上の措置を講じた設計である
こと。 

 
 

記載なし 
（軽水炉と同一のため） 
 

 

    

シビアアクシデント    

5.31. 設計基準事故を超え、安全系の多重故障
の結果として重大な炉心の損傷に至るよう
な、発生頻度が極めて低いある種の発電所状
態においては、放射性物質の放出に対する多
数または全ての障壁の健全性が脅かされる恐
れがある。これらの事象推移はシビアアクシ
デントと呼ばれる。こうしたシビアアクシデ
ントの推移に対しては、工学的判断と確率論
的手法の組み合わせを用いて、合理的で実行
可能な発生防止策及び影響緩和策を特定する
ため事象推移を決定しなければならない。こ
うした対策の検討では、設計基準事故の設
定・評価に用いるような保守的な工学的手法
を用いる必要はなく、むしろ、現実的または
最適評価の仮定、手法及び解析上の基準に基
づくべきである。シビアアクシデントに対す
る設計対応では、運転経験、関連する安全解
析及び安全研究の成果に基づき、以下の事項
について考慮しなければならない。 

(1) 確率論的手法、決定論的手法及び適切な工
学的判断を組み合わせて、シビアアクシデン
トに至る重要な事象推移を同定しなければな
らない。 

 方針 XIII-1．「付加的限界事象」に対する設計上
の考慮 
「付加的限界事象」時の影響を緩和するため

に原子炉施設は、適切な頑健性（裕度）を有し
た設計であること。 

 

安全評価指
針 
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IAEA 安全基準 NS-R-1 

原子力発電所の安全：設計 

(2000 年発効) (訳は JNES による 41)) 

発電用軽水型原子炉施設に関する 

安全設計審査指針 

（原安委決定、平成 13 年 3 月 29 日一部改訂） 

高速増殖炉の安全設計方針 

（原子力安全研究協会が電力実証炉用に作成、 

平成 8 年度とりまとめ） 

備考 

(2) 設計においてどのシビアアクシデントを考
慮すべきかを決めるための基準に照らして、
これらの事象推移を評価しなければならな
い。 

(3) 選定された事象の発生頻度を減らすか、ま
たは、起きた場合の影響を緩和できる可能性
のある設計変更や手順の変更について評価
し、合理的に実行可能であれば実施しなけれ
ばならない。 

(4) 発電所を制御された状態に戻すか、あるい
はシビアアクシデントの影響を緩和するため
に、ある系統（安全系及び非安全系）を当初
意図した機能や想定した運転状態を超えて利
用することや、仮設設備を追加的に利用する
ことを含め、発電所全体の設計上の能力につ
いて検討しなければならない。ただし、これ
らの系統は、予想される環境下でも機能する
ことが示されなければならない。 

(5) 同一敷地内に複数の原子炉がある場合に
は、隣接する原子炉から、その安全を犠牲に
しない範囲で、利用可能な手段や支援の活用
について検討しなければならない。 

(6) 代表的かつ支配的なシビアアクシデントの
シナリオを考慮し、アクシデントマネジメン
ト手順を策定しなければならない。 

    

構築物、系統及び機器の信頼性に対する設計    

5.32. 安全上重要な構築物、系統及び機器は、
十分な信頼性で全ての同定された想定起因事
象（付属書 I 参照）に耐えられるように設計
されなければならない。 

指針 6. 環境条件に対する設計上の考慮 
安全機能を有する構築物、系統及び機器は、

その安全機能が期待されているすべての環境条
件に適合できる設計であること。 

指針 9. 信頼性に関する設計上の考慮 
1. 安全機能を有する構築物、系統及び機器は、
その安全機能の重要度に応じて、十分に高い
信頼性を確保し、かつ、維持し得る設計であ
ること。 

 
 
 

方針 III-2. 信頼性に関する設計上の考慮 
1．安全機能を有する構築物、系統および機器は、
その安全機能の重要度に応じて、十分に高い
信頼性を確保し、かつ、維持し得る設計であ
ること。 

 

 

    

共通要因故障    

5.33. 必要な信頼性を確保するために多様性、
多重性及び独立性の原則を適用すべき箇所を
決めるよう、安全上重要な設備の共通要因故
障の可能性について検討されなければならな
い。 

指針 9. 信頼性に関する設計上の考慮 
2. 重要度の特に高い安全機能を有する系統に
ついては、その構造、動作原理、果たすべき
安全機能の性質等を考慮して、多重性又は多
様性及び独立性を備えた設計であること。 

 

方針 III-2. 信頼性に関する設計上の考慮 
2．重要度の特に高い安全機能を有する系統につ
いては、その構造、動作原理、果たすべき安
全機能の性實等を考慮して、多重性または多
様性および独立性を備えた設計であること。 

 

 

    

単一故障基準    

5.34. 単一故障基準は、発電所設計に含まれる
安全系グループ毎に適用されなければならな
い。 

指針 9. 信頼性に関する設計上の考慮 
3. 前項の系統は、その系統を構成する機器の単
一故障の仮定に加え、外部電源が利用できな
い場合においても、その系統の安全機能が達
成できる設計であること。 

 

方針 III-2. 信頼性に関する設計上の考慮 
3．前項の系統は、その系統を構成する機器の単
一故障の仮定に加え、外部電源が利用できな
い場合においても、その系統の安全機能が達
成できる設計であること。 

 

 

5.35. 発電所の設計が単一故障基準に適合して
いることを試験するために、当該安全系グル
ープについて、以下の方法で解析がなされな
ければならない。すなわち、想定し得る全て
の故障を解析するまで、対象とする安全系グ
ループの構成要素に対し、単一故障（及びそ
の結果生じる全ての故障）を順次仮定しなけ
ればならない。そして、全ての安全系グルー
プでの全ての損傷について解析し終えるまで
これを繰り返す（本「安全要件」文書では、
必要な信頼性を確保するために多重性が要求
されるような、安全機能または安全機能の遂
行に寄与する系統は、「単一故障の仮定に基
づき」という言葉で識別されている。）。当
該系統に単一故障を仮定するということは、
上記の手順の一部となっている。単一故障に
ついての解析では、2 個以上の（1 つより多い）
ランダム故障を仮定する必要はない。 

 



JAEA-Review 2011-032 

 

 

表 3.10: IAEA 安全基準 NS-R-1 に対する軽水炉安全設計指針・ 

高速炉安全設計方針の対応箇所 (10/35) 

- 134 - 

IAEA 安全基準 NS-R-1 

原子力発電所の安全：設計 

(2000 年発効) (訳は JNES による 41)) 

発電用軽水型原子炉施設に関する 

安全設計審査指針 

（原安委決定、平成 13 年 3 月 29 日一部改訂） 

高速増殖炉の安全設計方針 

（原子力安全研究協会が電力実証炉用に作成、 

平成 8 年度とりまとめ） 

備考 

5.36. ある安全系グループまたは系統に単一故
障の概念を適用する場合、誤起動も故障モー
ドの一つとして考慮しなければならない。 

 

5.37. 以下の条件の下で上記解析を行い、各安
全系グループの安全機能が確保できることが
示された時に、はじめてこの単一故障基準に
適合したとしなければならない。 

(1) 各安全系グループに対し想定起因事象によ
る全ての可能性のある有害な結果が起きるも
のと仮定されていること 

(2) 必要な安全機能を果たすべき安全系に対
し、保守、試験、検査及び修理並びにそれら
に許容される供用除外時間も考慮して、許容
される最悪の系統構成が仮定されていること 

 

5.38. 単一故障基準に適合しない場合は例外と
しなければならず、安全解析でその妥当性が
示されなければならない。 

 

5.39. 単一故障の解析では、極めて高い品質で
設計、製作、保守及び検査されている静的機
器については、想定起因事象により影響を受
けない限り、その故障を仮定する必要はない。
しかしながら、静的機器が損傷しないと仮定
する場合には、当該機器への負荷や環境条件、
ならびに、想定起因事象が発生した後にその
機器の機能が必要とされる時間を考慮して、
そのような解析方法が妥当であることを示さ
なければならない。 

 

    

フェイルセーフの設計    

5.40. 発電所の安全上重要な系統及び機器の設
計においては、フェイルセーフ設計の原則が
適切に考慮され、組み込まれなければならな
い。すなわち、機器や系統が故障した場合に
は、いかなる操作の必要もなく、発電所系統
は安全な状態に移行できるように設計されな
ければならない。 

指針 38. 安全保護系の故障時の機能 
安全保護系は、駆動源の喪失、系統の遮断及

びその他の不利な状況が生じた場合において
も、最終的に原子炉施設が安全な状態に落ち着
く設計であること。 

 

方針 VI-3．安全保護系の故障時の機能 
安全保護系は、駆動源の喪失、系統の遮断お

よびその他の不利な状況が生じた場合において
も、最終的に原子炉施設が安全な状態に落着く
設計であること。 

 

 

    

補助供給系    

5.41. 安全上重要な系統を構成する設備を支援
する補助供給系は、その系統の一部とみなさ
なければならず、その重要性に応じて重要度
分類されなければならない。それらの信頼性、
多重性、多様性及び独立性、並びに隔離や機
能試験のための対策は、支援している系統の
信頼性にみあったものでなければならない。
発電所の安全を確保するのに必須な補助供給
系には、電力、冷却水、圧縮空気やその他の
ガス等の供給系、潤滑系等が含まれることが
ある。 

  重要度分類
指針 

    

設備の供用停止    

5.42. 安全上重要な系統の運転中の保守作業や
試験については、例えば、多重性を増やすな
どの手段により、発電所を停止せずに実施で
きるように設計しなければならない。故障に
よる系統または機器の機能喪失を含め、設備
の供用除外について考慮しなければならず、
また、予想される保守、試験及び修理作業が
個々の安全系の信頼性に及ぼす影響も考慮
し、それでもなお安全機能が十分な信頼度で
確保できるようにしなければならない。許容
される設備の供用停止時間及び取るべき対策
は、発電所の運転開始前に個々に解析、決定
され、運転指示書に含まれなければならない。 

指針 10. 試験可能性に関する設計上の考慮 
安全機能を有する構築物、系統及び機器は、

それらの健全性及び能力を確認するために、そ
の安全機能の重要度に応じ、適切な方法により、
原子炉の運転中又は停止中に試験又は検査がで
きる設計であること。 

 

方針 III-3. 試験可能性に関する設計上の考慮 
安全機能を有する構築物、系統および機器は、

それらの健全性および能力を確認するために、
安全機能の重要度に応じ、適切な方法により、
原子炉の運転中または停止中に試験または検査
ができる設計であること。 

 

 

    

供用中試験、保守、修理、検査及び監視のため
の方策 

   

5.43. 安全上重要な構築物、系統及び機器につ
いては、5.44 項に記載されている場合を除き、
それらの信頼性目標が達成されていることを
確認するために、原子力発電所の寿命中を通
じ、その性能について、校正、試験、保守、

指針 10. 試験可能性に関する設計上の考慮 
安全機能を有する構築物、系統及び機器は、

それらの健全性及び能力を確認するために、そ
の安全機能の重要度に応じ、適切な方法により、
原子炉の運転中又は停止中に試験又は検査がで

方針 III-3. 試験可能性に関する設計上の考慮 
安全機能を有する構築物、系統および機器は、

それらの健全性および能力を確認するために、
安全機能の重要度に応じ、適切な方法により、
原子炉の運転中または停止中に試験または検査
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IAEA 安全基準 NS-R-1 

原子力発電所の安全：設計 

(2000 年発効) (訳は JNES による 41)) 

発電用軽水型原子炉施設に関する 

安全設計審査指針 

（原安委決定、平成 13 年 3 月 29 日一部改訂） 

高速増殖炉の安全設計方針 

（原子力安全研究協会が電力実証炉用に作成、 

平成 8 年度とりまとめ） 

備考 

修理または交換、検査及び監視できるように
設計しなければならない。系統のアベイラビ
リティの有意な低下を招くことなく、かつ、
敷地にいる人が過度の被ばくを受けることな
く、こうした作業が安全機能の重要度に応じ
た基準に従って実施できるように、発電所の
配置設計がなされなければならない。 

きる設計であること。 

 
指針 57. 放射線業務従事者の放射線防護 
1. 原子炉施設は、放射線業務従事者の立入場所
における線量を合理的に達成できる限り低減
できるように、放射線業務従事者の作業性等
を考慮して、遮へい、機器の配置、遠隔操作、
放射性物質の漏えい防止、換気等、所要の放
射線防護上の措置を講じた設計であること。 

 

ができる設計であること。 

 

5.44. 安全上重要な構築物、系統または機器が
必要な範囲で試験、検査または監視できるよ
うに設計されていない場合には、以下のよう
な対策が取られなければならない。 

―例えば、参照となる構築物、系統または機器
のサーベイランス試験、あるいは、検証され
た解析手法の利用といった実証済みの代替方
法または間接的方法が定められなければなら
ない。 

―保守的な安全裕度が採用されるか、または、
想定外の故障の可能性を補償できる他の適切
な手段が用意されなければならない。 

 

    

設備の実証    

5.45. 安全上重要な構築物、系統及び機器が、
設計寿命を通じ、機能が必要とされる時の環
境条件下（振動、温度、圧力、ジェット噴出、
電磁的干渉、照射、湿度、あるいは、これら
の重ね合わせ）で、所定の機能を果たせる要
求を満足できていることを確認するために、
実証手順が採用されなければならない。考慮
すべき環境条件には、通常運転時に予期され
る変動、予期される運転時の事象及び設計基
準事故が含まれる。実証プログラムでは、設
備の想定寿命中の種々の環境因子（振動、照
射、極端な温度等）に起因する経年务化効果
を考慮しなければならない。更に、設備が外
部自然現象にさらされ、そのような事象発生
時及び発生後に安全機能を果たすことが要求
される場合には、実証プログラムでは、試験、
解析、または、それらの組み合わせを用い、
自然現象が設備に課す条件を可能な限り模擬
しなければならない。 

指針 6. 環境条件に対する設計上の考慮 
安全機能を有する構築物、系統及び機器は、

その安全機能が期待されているすべての環境条
件に適合できる設計であること。 

 

記載なし 
（軽水炉と同一のため） 
 

 

5.46. 更に、実証プログラムでは、例えば、格
納容器漏えい率の定期検査といった特定の運
転状態に起因する合理的に想定できるいかな
る異常環境条件も考慮しなければならない。
シビアアクシデント時にも運転されなければ
ならない設備（例えば、ある種の計装機器等）
は、可能な範囲においては、合理的な信頼度
で設計の意図を達成できることを示されなけ
ればならない。 

 

    

高経年化    

5.47. 全ての安全上重要な構築物、系統及び機
器の設計においては、設計寿命を通じて所定
の安全機能を果たせるように、高経年化や务
化メカニズム、潜在的な経年务化を考慮し、
適切な安全裕度を有しなければならない。ま
た、全ての通常運転時、試験時、保守時、保
守停止時、想定起因事象発生時及び想定起因
事象発生後の発電所状態において、高経年化
や経年务化の影響を考慮しなければならな
い。設計段階で予測された高経年化メカニズ
ムを評価し、供用期間中に起こる不測の挙動
や务化を識別するために、監視、試験、サン
プリング及び検査の手段が提供されなければ
ならない。 

指針 9. 信頼性に関する設計上の考慮 
1. 安全機能を有する構築物、系統及び機器は、
その安全機能の重要度に応じて、十分に高い
信頼性を確保し、かつ、維持し得る設計であ
ること。 

 

方針 III-2. 信頼性に関する設計上の考慮 
1．安全機能を有する構築物、系統および機器は、
その安全機能の重要度に応じて、十分に高い
信頼性を確保し、かつ、維持し得る設計であ
ること。 

 

 

    

人的要因    

最適な運転員操作に対する設計    

5.48. 設計は「運転員に友好的」で、人的過誤
の影響を最小限にすることを目指さなければ
ならない。運転員と発電所のインターフェイ
スを良好なものにするために、保守及び検査
を含め、発電所の配置と手順（管理手順、運
転手順、緊急時手順）に注意を払わなければ

指針 8. 運転員操作に対する設計上の考慮 
原子炉施設は、運転員の誤操作を防止するた

めの適切な措置を講じた設計であること。 

 

記載なし 
（軽水炉と同一のため） 
 

 



JAEA-Review 2011-032 

 

 

表 3.10: IAEA 安全基準 NS-R-1 に対する軽水炉安全設計指針・ 

高速炉安全設計方針の対応箇所 (12/35) 

- 136 - 

IAEA 安全基準 NS-R-1 

原子力発電所の安全：設計 

(2000 年発効) (訳は JNES による 41)) 

発電用軽水型原子炉施設に関する 

安全設計審査指針 

（原安委決定、平成 13 年 3 月 29 日一部改訂） 

高速増殖炉の安全設計方針 

（原子力安全研究協会が電力実証炉用に作成、 

平成 8 年度とりまとめ） 

備考 

ならない。 指針 57. 放射線業務従事者の放射線防護 
1. 原子炉施設は、放射線業務従事者の立入場所
における線量を合理的に達成できる限り低減
できるように、放射線業務従事者の作業性等
を考慮して、遮へい、機器の配置、遠隔操作、
放射性物質の漏えい防止、換気等、所要の放
射線防護上の措置を講じた設計であること。 

 
指針 41. 制御室 
制御室は、原子炉及び主要な関連施設の運転

状況並びに主要パラメータが監視できるととも
に、安全性を確保するために急速な手動操作を
要する場合には、これを行うことができる設計
であること。 

 
指針 43. 制御室の居住性に関する設計上の考慮 
制御室は、火災に対する防護設計がなされ、

さらに、事故時にも従事者が制御室に接近し、
又はとどまり、事故対策操作を行うことが可能
なように、遮へい設計がなされ、かつ、火災又
は事故によって放出することがあり得る有每ガ
ス及び気体状放射性物質に対し、換気設計によ
って適切な防護がなされた設計であること。 

 

5.49. 発電所内の職員の作業場所と環境は人間
工学の原則に従って設計されなければならな
い。 

 

5.50. 運転員の機能と自動起動系の機能を適切
かつ明確に区別するために、人的要因とマ
ン・マシン・インターフェイスに関する系統
的な検討が設計の早い段階で開始され、かつ、
継続されなければならない。 

 

5.51. マン・マシン・インターフェイスは、判
断や行動に必要な時間も考慮して、運転員に
包括的かつ容易に対応可能な情報を提供でき
るように設計されなければならない。補助制
御室の設計にも同様な配慮が必要である。 

 

5.52. 全ての運転員操作が適切に考慮されてい
ることを確認するために、設計の適当な段階
で、人的要因の側面からの検証と妥当性確認
がなされなければならない。 

 

5.53. 情報の表示及び制御に対する設計基準を
確立するに際しては、運転員には二つの役割
があると考えなければならない。すなわち、
アクシデントマネジメントを含めたシステム
の管理者という役割と設備の運転員という役
割である。 

 

5.54. システムの管理者としての運転員に対し
ては、以下を行うのに必要な情報が与えられ
なければならない。 

(1)発電所がどのような状態にあろうとも、すな
わち、通常運転状態、予期される運転時の事
象または事故状態のいずれであろうとも、発
電所の全般的状態を直ちに評価し、自動安全
系が設計どおりに作動していることを確認す
ること。 

(2)運転員が行うべき適切な安全上の操作を決
定すること。 

 

5.55. 設備の運転員に対しては、必要な安全機
能が正常に起動できていることを確認するた
めに、個々の系統及び設備に関するパラメー
タについての十分な情報が与えられなければ
ならない。 

 

5.56. 設計は、操作に必要な時間、予想される
物理的環境、運転員にかかる心理学的圧力を
十分に考慮し、運転員操作の成功を促進しな
ければならない。短時間での運転員の介入の
要請は、最小限に留めなければならない。更
に設計で、以下の事項を考慮しなければなら
ない。短時間での運転員の介入は、運転員が
判断し行動するのに十分な時間があることを
立証できた場合にのみ容認されること。運転
員が判断し行動するのに必要な情報は単純か
つ明確に示されること。事象後、制御室内ま
たは補助制御室内の物理的環境、及び、補助
制御室への連絡通路内の物理的環境は容認で
きる状態であること。 

 

    

その他の設計上の配慮    

原子炉間の構築物、系統及び機器の共用    

5.57. 原子力発電所において、一般的には、安
全上重要な構築物、系統及び機器を二つ以上
の原子炉間で共用してはならない。例外的に
安全上重要な構築物、系統及び機器が二つま
たはそれ以上の原子炉間で共用される場合に
は、全ての原子炉での全ての運転状態（保守
を含む）及び設計基準事故状態において、全
ての安全要件が満足されることを示さなけれ
ばならない。原子炉の一つでシビアアクシデ
ントが起きたような場合にも、その他の炉で
は、整然とした停止、冷却及び残留熱除去が

指針 7. 共用に関する設計上の考慮 
安全機能を有する構築物、系統及び機器が 2

基以上の原子炉施設間で共用される場合には、
原子炉の安全性を損なうことのない設計である
こと。 

 

記載なし 
（軽水炉と同一のため） 
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IAEA 安全基準 NS-R-1 

原子力発電所の安全：設計 

(2000 年発効) (訳は JNES による 41)) 

発電用軽水型原子炉施設に関する 

安全設計審査指針 

（原安委決定、平成 13 年 3 月 29 日一部改訂） 

高速増殖炉の安全設計方針 

（原子力安全研究協会が電力実証炉用に作成、 

平成 8 年度とりまとめ） 

備考 

達成されなければならない。 

    

核分裂性物質または放射性物質を含む系統    

5.58. 原子力発電所内にある核分裂性物質また
は放射性物質を含む全ての系統は、運転状態
及び設計基準事故時において、適切な安全が
確保できるように設計されなければならな
い。 

指針 9. 信頼性に関する設計上の考慮 
1. 安全機能を有する構築物、系統及び機器は、
その安全機能の重要度に応じて、十分に高い
信頼性を確保し、かつ、維持し得る設計であ
ること。 

2. 重要度の特に高い安全機能を有する系統に
ついては、その構造、動作原理、果たすべき
安全機能の性質等を考慮して、多重性又は多
様性及び独立性を備えた設計であること。 

3. 前項の系統は、その系統を構成する機器の単
一故障の仮定に加え、外部電源が利用できな
い場合においても、その系統の安全機能が達
成できる設計であること。 

 

方針 III-2. 信頼性に関する設計上の考慮 
1．安全機能を有する構築物、系統および機器は、
その安全機能の重要度に応じて、十分に高い
信頼性を確保し、かつ、維持し得る設計であ
ること。 

2．重要度の特に高い安全機能を有する系統につ
いては、その構造、動作原理、果たすべき安
全機能の性實等を考慮して、多重性または多
様性および独立性を備えた設計であること。 

3．前項の系統は、その系統を構成する機器の単
一故障の仮定に加え、外部電源が利用できな
い場合においても、その系統の安全機能が達
成できる設計であること。 

 

 

    

熱電並給、熱生成または脱塩に用いられる発電
所 

   

5.59. 熱生成ユニット（例えば地域暖房）や脱
塩ユニットと結合された原子力発電所では、
通常運転、予期される運転時の事象、設計基
準事故及び選定されたシビアアクシデントに
おけるいかなる状態においても、放射性物質
が原子力発電所から脱塩ユニットまたは地域
暖房ユニットに輸送されないように設計され
なければならない。 

   

    

燃料及び放射性廃棄物の輸送及び梱包    

5.60. 新燃料、使用済み燃料及び放射性廃棄物
を輸送し、取扱うための適切な設備が設計で
用意されなければならない。施設へのアクセ
ス、吊り上げや梱包の性能についても考慮し
なければならない。 

指針 49. 燃料の貯蔵設備及び取扱設備 
1.新燃料及び使用済燃料の貯蔵設備及び取扱設
備は、次の各号に掲げる事項を満足する設計
であること。 

(1) 安全機能を有する構築物、系統及び機器
は、適切な定期的試験及び検査ができるこ
と。 

(2) 貯蔵設備は、適切な格納系及び空気浄化
系を有すること。 

(3) 貯蔵設備は、適切な貯蔵能力を有するこ
と。 

(4) 取扱設備は、移送操作中の燃料集合体の
落下を防止できること。 

2.使用済燃料の貯蔵設備及び取扱設備は、前項
の各号に掲げる事項のほか、次の各号に掲げ
る事項を満足する設計であること。 

(1) 放射線防護のための適切な遮へいを有
すること。 

(2) 貯蔵設備は、崩壊熱を十分に除去し、最
終的な熱の逃がし場へ輸送できる系統及
びその浄化系を有すること。 

(3) 貯蔵設備の冷却水保有量が著しく減尐
することを防止し、適切な漏えい検知を行
うことができること。 

(4) 貯蔵設備は、燃料集合体の取扱い中に想
定される落下時においても、その安全機能
が損なわれるおそれがないこと。 

 
 
 
 

記載なし 
（軽水炉と同一のため） 
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IAEA 安全基準 NS-R-1 

原子力発電所の安全：設計 

(2000 年発効) (訳は JNES による 41)) 

発電用軽水型原子炉施設に関する 

安全設計審査指針 

（原安委決定、平成 13 年 3 月 29 日一部改訂） 

高速増殖炉の安全設計方針 

（原子力安全研究協会が電力実証炉用に作成、 

平成 8 年度とりまとめ） 

備考 

避難経路及び情報伝達手段    

5.61. 原子力発電所には、十分な数の安全な避
難経路が用意されなければならない。避難経
路は、耐久性のある表示物により明確に表示
され、経路の安全を確保するのに不可欠な信
頼性のある非常用照明、換気及び他の建物設
備が備えられていなければならない。避難経
路は、放射線の管理区域区分及び火災防護に
係わる国際的な要件、ならびに産業安全及び
発電所の保安に係わる国内要件に適合しなけ
ればならない。 

指針 46. 避難通路に関する設計上の考慮 
原子炉施設は、通常の照明用電源喪失時にお

いても機能する避難用の照明を設備し、単純、
明確かつ永続的な標識を付けた安全避難通路を
有する設計であること。 

 

記載なし 
（軽水炉と同一のため） 
 

 

5.62. 事故状態においても、発電所内及び敷地
内にいる全ての人に対して危険を知らせ、指
示を与えることができるように、適切な警報
システムと情報伝達手段が備えられなければ
ならない。 

指針 45. 通信連絡設備に関する設計上の考慮 
原子炉施設は、適切な警報系及び通信連絡設

備を備え、事故時に原子力発電所内に居るすべ
ての人に対し的確に指示ができるとともに、原
子力発電所と所外必要箇所との通信連絡設備
は、多重性又は多様性を備えた設計であること。 

 

記載なし 
（軽水炉と同一のため） 
 

 

5.63. 原子力発電所内及び隣接地域における、
並びに発電所外の機関への安全上必要な情報
伝達手段は、緊急時計画で規定されているよ
うに、常時確保されなければならない。この
要件は設計時に考慮するとともに、情報伝達
手段の多様性を確保しなければならない。 

 

    

出入管理    

5.64. 発電所は、人や物の出入りが常時管理で
きるように、適切に配置された構築物によっ
て、周囲から分離されていなくてはならない。
特に、建屋や敷地の配置の設計では、人や設
備の出入管理についての対策を取らなければ
ならず、発電所への無許可の人や物品の侵入
に対する防護に注意を払わなければならな
い。 

指針 3. 外部人為事象に対する設計上の考慮 
2. 原子炉施設は、安全機能を有する構築物、系
統及び機器に対する第三者の不法な接近等に
対し、これを防御するため、適切な措置を講
じた設計であること。 

 

記載なし 
（軽水炉と同一のため） 
 

 

5.65. 安全上重要な構築物、系統及び機器への
無許可のアクセスあるいは介入は、いかなる
理由であろうとも防止しなければならない。
安全に係わる設備は、保守や試験、検査の目
的でアクセスが必要な場合に、必要な作業が
安全に関わる設備の信頼性を有意に減ずるこ
となく実施できるように設計しなければなら
ない。 

 

    

系統間の相互干渉    

5.66. 複数の安全上重要な系統が同時に運転さ
れる確率が有意な場合には、考えられる相互
干渉について評価しなければならない。解析
では、物理的な相互干渉のみならず、ある系
統の正常動作や誤動作、損傷が他の必須な系
統の物理環境に及ぼす影響についても検討
し、機器が設計通りに機能するという信頼性
が、環境の変化によって影響を受けないこと
を確認しなければならない。 

指針 6. 環境条件に対する設計上の考慮 
安全機能を有する構築物、系統及び機器は、

その安全機能が期待されているすべての環境条
件に適合できる設計であること。 

 
指針 9. 信頼性に関する設計上の考慮 
2. 重要度の特に高い安全機能を有する系統に
ついては、その構造、動作原理、果たすべき
安全機能の性質等を考慮して、多重性又は多
様性及び独立性を備えた設計であること。 

 

方針 III-2. 信頼性に関する設計上の考慮 
2．重要度の特に高い安全機能を有する系統につ
いては、その構造、動作原理、果たすべき安
全機能の性實等を考慮して、多重性または多
様性および独立性を備えた設計であること。 

 

 

    

送電網と発電所の相互干渉    

5.67. 発電所の設計では、安全上重要な系統へ
の電力供給の信頼性の観点から、発電所への
電力供給ラインの独立性及びそのライン数を
含め、送電網と発電所との相互干渉について
考慮しなければならない。 

指針 48. 電気系統 
2. 外部電源系は、2 回線以上の送電線により電
力系統に接続された設計であること。 

 

方針 XⅡ-1．電気系統 
2．外部電源系は、2 回線以上の送電線により電
力系統に接続された設計であること。 

 

 

    

廃止措置    

5.68. 設計段階において、廃止措置及び設備の
撤去を容易にするための方法についての特別
な配慮が払われなければならない。特に、設
計では以下について配慮しなければならな
い。 

(1)放射性廃棄物の量を最小限にするとともに、
除染が容易になるような材料の選定 

  炉規法 38 条 

 

「原子炉施
設の解体に
係る安全確
保の基本的
考え方」(S60 

原安委決定) 
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IAEA 安全基準 NS-R-1 

原子力発電所の安全：設計 

(2000 年発効) (訳は JNES による 41)) 

発電用軽水型原子炉施設に関する 

安全設計審査指針 

（原安委決定、平成 13 年 3 月 29 日一部改訂） 

高速増殖炉の安全設計方針 

（原子力安全研究協会が電力実証炉用に作成、 

平成 8 年度とりまとめ） 

備考 

(2)必要になることがあるアクセスの容易性 

(3)発電所の運転中及び廃止措置時に発生する
放射性廃棄物の保管に必要な施設 

    

安全解析    

5.69. 発電所設計の安全解析は決定論的手法と
確率論的手法の両者を用いて実施されなけれ
ばならない。本解析に基づいて、安全上重要
な設備に対する設計基準が策定され、確認さ
れなければならない。設計された発電所は、
運転状態（5.7 項参照）毎に定められた放射性
物質の放出制限値や線量に対する許容値を満
足できており、かつ、深層防護が有効に働く
ことが示されなければならない。 

  安全評価指
針 

5.70. 安全解析で使用される計算プログラム、
解析手法及び発電所のモデルは、検証され妥
当性が確認されなければならない。また、不
確かさについても適切に考慮されなければな
らない。 

   

    

決定論的手法    

5.71. 決定論的安全解析は、以下の事項を含ま
なければならない。 

(1) 運転上の制限値及び条件が、発電所の通常
運転状態に関する設計での仮定及び意図に適
合していることの確認 

(2) 発電所の設計と敷地に適した想定起因事象
の特性付け（付属書 I 参照） 

(3) 想定起因事象によって引き起こされる事象
推移の解析及び評価 

(4) 解析結果と、放射線許容基準及び設計制限
値との比較 

(5) 設計基準の策定と確認 

(6) 安全系の自動起動と規定された運転員操作
の組み合わせで、予期される運転時の事象及
び設計基準事故の管理が可能であることの証
明 

  安全評価指
針 

5.72. 採用する解析上の仮定、解析手法及び保
守性の程度については、それらの適用の妥当
性が検証されなければならない。発電所の設
計に対する安全解析は、発電所の系統構成の
有意な変更や運転経験に伴って、更には、技
術的知見が増し、物理現象の理解が進むにつ
れて、更新されなければならない。また、発
電所の設計に対する安全解析は、現在の状態
※と整合が取れたものでなければならない。 

   

    

確率論的手法    

5.73. 以下の事項を目的として発電所の確率論
的安全解析が実施されなければならない。 

(1) 系統的な解析を実施し、設計が総括的原子
力安全目的に適合することを確認する。 

(2) 均衡の取れた設計が達成されていること、
すなわち、ある特定の設備または想定起因事
象が全体のリスクに対して特別大きな寄与が
あったり、大きな不確かさがあったりしない
ことを示すとともに、深層防護における最初
の二つの防護レベルが原子力安全の主要な役
割を担っていることを示す。 

(3) プラントパラメータの僅かな変動が極めて
異常な状態に進展すること（クリフエッジ効

  安全評価指
針の範疇(た
だし、現行で
は確率論的
手法につい
ての記載な
し) 
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IAEA 安全基準 NS-R-1 

原子力発電所の安全：設計 

(2000 年発効) (訳は JNES による 41)) 

発電用軽水型原子炉施設に関する 

安全設計審査指針 

（原安委決定、平成 13 年 3 月 29 日一部改訂） 

高速増殖炉の安全設計方針 

（原子力安全研究協会が電力実証炉用に作成、 

平成 8 年度とりまとめ） 

備考 

果）が防止されていることを確認する。 

(4) 重大な炉心損傷状態の発生確率を評価し、
事故発生後短時間に発電所外での対策を必要
とするような重大な放射性物質の放出のリス
ク、特に、早期格納容器破損による放射性物
質放出のリスクを評価する。 

(5) 外的危険事象、特に発電所の敷地に特有な
ものの発生確率及び影響を評価する。 

(6) シビアアクシデントの発生確率を低減でき
るか、または、その影響を緩和できる設計改
善又は運転手順の変更が可能な系統を明らか
にする。 

(7) 原子力発電所の緊急時手順の妥当性を評価
する。 

(8) 確率論的目標が設定されている場合には、
それに適合していることを検証する。 

    

6. 発電所の系統設計に対する要件    

炉心と関連設備    

全般的な設計    

6.1. 所定の設計限界を超えることなく、また、
全ての運転状態と設計基準事故において放射
線安全基準が適用されることを担保するため
に、炉心並びに関連する冷却材系、制御系及
び保護系は、不確かさを考慮し、適切な裕度
を持って設計しなければならない。 

安全設計審査指針 全般 安全設計方針 全般  

6.2. 炉心及び原子炉容器内にある内部機器は、
原子炉を確実に安全停止し未臨界に維持し炉
心を確実に冷却するために、必要な範囲で、
運転状態、設計基準事故及び外部事象時にお
いて想定される静的及び動的荷重に耐えられ
るよう設計・設置しなければならない。 

   

6.3. 原子炉圧力バウンダリの破損が起こらず、
冷却能力が維持され、炉心の著しい損傷が起
こらないよう、運転状態及び設計基準事故に
おける正の反応度の最大投入量と最大添加率
を制限しなければならない。 

指針 14. 反応度制御系 
2. 制御棒の最大反応度価値及び反応度添加率
は、想定される反応度投入事象に対して原子
炉冷却材圧力バウンダリを破損せず、また、
炉心冷却を損なうような炉心、炉心支持構造
物及び原子炉圧力容器内部構造物の破壊を生
じない設計であること。 

 

記載なし 
（軽水炉と同一のため） 
 

 

6.4. 想定起因事象後に再臨界や反応度逸走に
至る可能性を最小限に抑えることを設計にお
いて担保しなければならない。 

指針 13. 原子炉の特性 
炉心及びそれに関連する系統は、固有の出力

抑制特性を有し、また、出力振動が生じてもそ
れを容易に制御できる設計であること。 

指針 17. 原子炉停止系の停止能力 
1. 原子炉停止系に含まれる独立した系のうち
尐なくとも一つは、通常運転時及び運転時の
異常な過渡変化時において、燃料の許容設計
限界を超えることなく、高温状態で炉心を臨
界未満にでき、かつ、高温状態で臨界未満を
維持できる設計であること。 

2. 原子炉停止系に含まれる独立した系の尐な
くとも一つは、低温状態で炉心を臨界未満に
でき、かつ、低温状態で臨界未満を維持でき
る設計であること。 

 

方針 IV-3．原子炉の特性 
炉心およびそれに関連する系統は、固有の出

力抑制特性を有する設計であること。 

方針 V-3．原子炉停止系の停止能力 
1．原子炉停止系のうち独立した系の尐なくとも
1 つは、通常運転時および運転時の異常な過渡
変化時において、燃料の許容設計限界を超え
ることなく炉心を臨界未満にでき、かつ、低
温状態で臨界未満を維持できる設計であるこ
と。 

2．原子炉停止系のうち独立した系の尐なくとも
1 つは、事故および稀有事故時において、炉心
を速やかに臨界未満にでき、かつ、低温状態
で臨界未満を維持できる設計であること。 

ただし、稀有事故のうち、「運転時の異常な過
渡変化時の主炉停止系機能喪失時」においては、
原子炉停止系のもう 1 つの系は炉心を速やかに
高温状態で臨界未満にでき、かつ低温状態で臨
界未満を維持できる設計であること。 

 

 

6.5. 炉心並びに関連する冷却材系、制御系及び
保護系は、発電所の供用期間全般にわたって
適切な検査・試験が行えるよう設計しなけれ
ばならない。 

指針 10. 試験可能性に関する設計上の考慮 
安全機能を有する構築物、系統及び機器は、

それらの健全性及び能力を確認するために、そ
の安全機能の重要度に応じ、適切な方法により、
原子炉の運転中又は停止中に試験又は検査がで

方針 III-3. 試験可能性に関する設計上の考慮 
安全機能を有する構築物、系統および機器は、

それらの健全性および能力を確認するために、
安全機能の重要度に応じ、適切な方法により、
原子炉の運転中または停止中に試験または検査
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IAEA 安全基準 NS-R-1 

原子力発電所の安全：設計 

(2000 年発効) (訳は JNES による 41)) 

発電用軽水型原子炉施設に関する 

安全設計審査指針 

（原安委決定、平成 13 年 3 月 29 日一部改訂） 

高速増殖炉の安全設計方針 

（原子力安全研究協会が電力実証炉用に作成、 

平成 8 年度とりまとめ） 

備考 

きる設計であること。 

 

ができる設計であること。 

 
    

燃料要素と集合体    

6.6. 燃料要素と集合体は、通常運転及び予想さ
れる運転時の事象時に起こる全ての务化プロ
セスに加えて、炉心内の予想される照射及び
環境状態に十分耐えるよう設計しなければな
らない。 

指針 11. 炉心設計 
1. 炉心は、それに関連する原子炉冷却系、原子
炉停止系、計測制御系及び安全保護系の機能
とあいまって、通常運転時及び運転時の異常
な過渡変化時において、燃料の許容設計限界
を超えることのない設計であること。 

2. 炉心を構成する燃料棒以外の構成要素及び
原子炉圧力容器内で炉心近辺に位置する構成
要素は、通常運転時及び異常状態において原
子炉の安全停止及び炉心の冷却を確保し得る
設計であること。 

 
指針 12. 燃料設計 
1. 燃料集合体は、原子炉内における使用期間中
に生じ得る種々の因子を考慮しても、その健
全性を失うことがない設計であること。 

2. 燃料集合体は、輸送及び取扱い中に過度の変
形を生じない設計であること。 

 

方針 IV-1．炉心設計 
1．炉心は、それに関連する原子炉冷却系、原子
炉停止系、計測制御系および安全保護系の機
能と相まって、通常運転時および運転時の異
常な過渡変化時において、燃料の許容設計限
界を超えることのない設計であること。 

2．炉心を構成する燃料棒以外の構成要素および
原子炉容器内で炉心の近辺に位置する構成要
素は、通常運転時および異常状態において、
原子炉の安全停止および炉心の冷却を確保し
得る設計であること。 

方針 IV-2．燃料設計 
1．燃料集合体は、原子炉内における使用期間中
に生じ得る種々の因子を考慮しても、その健
全性を失うことがない設計であること。 

2．燃料集合体は、輸送および取扱い中に過度の
変形を生じない設計であること。 

3．燃料集合体は、炉心支持構造物等の設計と相
まって、異なる炉心領域に誤って装荷される
ことを未然に防止し得る設討であること。 

4．燃料集合体は、原子炉内における使用期間中
を通じ、炉心支持構造物等の設計と相まって、
集合体での冷却材流路の閉塞を防止し得る設
計であること。 

 

 

6.7. 伸び差と変形、冷却材による外圧、燃料要
素内での核分裂生成物による内圧上昇、燃料
集合体における燃料や他の材料の照射、出力
変動に伴う圧力・温度変化、化学的影響、流
力振動や機械的振動などの静的・動的荷重、
歪みや化学的影響に起因するような熱伝達性
能の変化から生じる务化を考慮しなければな
らない。データ、計算及び製作において不確
かさの許容幅を設定しなければならない。 

 

6.8. 通常運転時には、核分裂生成物の許容漏え
いを含む所定の燃料設計限界は超えてはなら
ない。また、予期される運転時の事象時に生
じ得る運転状態により、更に著しい务化が引
き起こされないことを保証しなければならな
い。核分裂生成物の漏えいは、設計限界によ
り制限するとともに、最小限に抑えなければ
ならない。 

 

6.9. 燃料集合体は、照射後にその構造や部品に
ついて適切な検査が行えるよう設計しなけれ
ばならない。設計基準事故において、燃料要
素は、所定の位置に留まるとともに事故後の
炉心冷却を損なうような変形があってはなら
ない。また、燃料要素に対して設計基準事故
のために規定された制限値を超えてはならな
い。 

 

6.10. 原子炉及び燃料要素の設計に対する上記
の要件は、燃料管理方針に変更があった場合、
あるいは、発電所の寿命期間全般にわたる運
転状態においても維持されなければならな
い。 

 

    

炉心制御    

6.11. 停止後や燃料取替中あるいはその後を含
む炉心のあらゆる状態で起こり得る中性子束
レベルと分布、及び、予期される運転時の事
象や設計基準事故により生じる中性子束レベ
ルと分布に対して、6.3～6.10 項を満足しなけ
ればならない。検出されずに 6.3～6.10 項に
違反するような炉心領域がないことを担保す
るために、これらの中性子束分布を検知する
ための適切な手段を備えなければならない。
炉心設計では、全ての運転状態において中性
子束の形状、レベル及び安定性を制限値内に
維持するための制御系への作動要求を十分に
減らさなければならない。 

指針 47. 計測制御系 
1. 計測制御系は、通常運転時及び運転時の異常
な過渡変化時における次の各号に掲げる事項
を十分考慮した設計であること。 

(1) 炉心、原子炉冷却材圧力バウンダリ、原
子炉格納容器バウンダリ及びそれらに関
連する系統の健全性を確保するために必
要なパラメータは、適切な予想範囲に維持
制御されること。 

(2) 前号のパラメータについては、必要な対
策が講じ得るように予想変動範囲内での
監視が可能であること。 

2. 計測制御系は、事故時において、事故の状態
を知り対策を講じるのに必要なパラメータを
適切な方法で十分な範囲にわたり監視し得る
とともに、必要なものについては、記録が可
能な設計であること。 

特に原子炉の停止状態及び炉心の冷却状
態は、2 種類以上のパラメータにより監視又
は推定できる設計であること。 

 

記載なし 
（軽水炉と同一のため） 
 

 

6.12. 例えば、冷却材流路の閉塞などにより系
統の安全を損なう可能性のある非放射性物質
（腐食生成物など）を取り除くための方策を
用意しなければならない。 

 

    

原子炉停止    

6.13. 運転状態及び設計基準事故において原子
炉を停止し、最も反応度の高い炉心状態に対
しても確実に停止状態を維持するための手段
を用意しなければならない。停止手段の有効

指針 15. 原子炉停止系の独立性及び試験可能性 
原子炉停止系は、高温待機状態又は高温運転

状態から、炉心を臨界未満にでき、かつ、高温
状態で臨界未満を維持できる尐なくとも二つの

方針 V-1．原子炉停止系の独立性および試験可能
性 
原子炉停止系は、尐なくとも 2 つの独立した

系を有するとともに、適切な方法により試験ま
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IAEA 安全基準 NS-R-1 

原子力発電所の安全：設計 

(2000 年発効) (訳は JNES による 41)) 

発電用軽水型原子炉施設に関する 

安全設計審査指針 

（原安委決定、平成 13 年 3 月 29 日一部改訂） 

高速増殖炉の安全設計方針 

（原子力安全研究協会が電力実証炉用に作成、 

平成 8 年度とりまとめ） 

備考 

性、動作速度及び停止余裕は、規定された制
限値を超えないようにしなければならない。
常に、適切な裕度を保って停止能力が維持さ
れるのであれば、通常運転時の反応度制御と
中性子束調整のために、停止手段の一部を利
用しても良い。 

独立した系を有するとともに、試験可能性を備
えた設計であること。 

 
指針 16. 制御棒による原子炉の停止余裕 
原子炉停止系のうち制御棒による系は、高温

状態及び低温状態において、反応度価値の最も
大きい制御棒 1 本が完全に炉心の外に引き抜か
れ、挿入できないときでも、炉心を臨界未満に
できる設計であること。 

指針 17. 原子炉停止系の停止能力 
1. 原子炉停止系に含まれる独立した系のうち
尐なくとも一つは、通常運転時及び運転時の
異常な過渡変化時において、燃料の許容設計
限界を超えることなく、高温状態で炉心を臨
界未満にでき、かつ、高温状態で臨界未満を
維持できる設計であること。 

2. 原子炉停止系に含まれる独立した系の尐な
くとも一つは、低温状態で炉心を臨界未満に
でき、かつ、低温状態で臨界未満を維持でき
る設計であること。 

指針 18. 原子炉停止系の事故時の能力 
事故時において、原子炉停止系に含まれる独

立した系の尐なくとも一つは、炉心を臨界未満
にでき、また、原子炉停止系に含まれる独立し
た系の尐なくとも一つは、炉心を臨界未満に維
持できる設計であること。 

 
指針 47. 計測制御系 
1. 計測制御系は、通常運転時及び運転時の異常
な過渡変化時における次の各号に掲げる事項
を十分考慮した設計であること。 

(1) 炉心、原子炉冷却材圧力バウンダリ、原
子炉格納容器バウンダリ及びそれらに関
連する系統の健全性を確保するために必
要なパラメータは、適切な予想範囲に維持
制御されること。 

(2) 前号のパラメータについては、必要な対
策が講じ得るように予想変動範囲内での
監視が可能であること。 

2. 計測制御系は、事故時において、事故の状態
を知り対策を講じるのに必要なパラメータを
適切な方法で十分な範囲にわたり監視し得る
とともに、必要なものについては、記録が可
能な設計であること。 

特に原子炉の停止状態及び炉心の冷却状
態は、2 種類以上のパラメータにより監視又
は推定できる設計であること。 

 
指針 10. 試験可能性に関する設計上の考慮 
安全機能を有する構築物、系統及び機器は、

それらの健全性及び能力を確認するために、そ
の安全機能の重要度に応じ、適切な方法により、
原子炉の運転中又は停止中に試験又は検査がで
きる設計であること。 

 

たは検査が行える設計であること。 

方針 V-2．原子炉停止系の反応度停止余裕 
原子炉停止系のうち独立した系の尐なくとも

1 つは、通常運転時および異常状態において、反
応度効果の最も大きい制御棒が完全に炉心の外
に引抜かれ挿入できないときでも、炉心を 臨界
未満にでき、かつ低温状態で臨界未満を維持で
きる設計であること。 

方針 V-3．原子炉停止系の停止能力 
1．原子炉停止系のうち独立した系の尐なくとも
1 つは、通常運転時および運転時の異常な過渡
変化時において、燃料の許容設計限界を超え
ることなく炉心を臨界未満にでき、かつ、低
温状態で臨界未満を維持できる設計であるこ
と。 

2．原子炉停止系のうち独立した系の尐なくとも
1 つは、事故および稀有事故時において、炉心
を速やかに臨界未満にでき、かつ、低温状態
で臨界未満を維持できる設計であること。 

ただし、稀有事故のうち、「運転時の異常な過
渡変化時の主炉停止系機能喪失時」においては、
原子炉停止系のもう 1 つの系は炉心を速やかに
高温状態で臨界未満にでき、かつ低温状態で臨
界未満を維持できる設計であること。 

方針 III-3. 試験可能性に関する設計上の考慮 
安全機能を有する構築物、系統および機器は、

それらの健全性および能力を確認するために、
安全機能の重要度に応じ、適切な方法により、
原子炉の運転中または停止中に試験または検査
ができる設計であること。 

 

6.14. 多様性を確保するために、原子炉の停止
手段は、尐なくとも 2 つの異なった系統から
構成されなければならない。 

 

6.15. 単一故障を仮定した場合、2 系統のうちの
尐なくとも 1 系統は、それだけで、運転状態
及び設計基準事故時において、適切な裕度を
持って原子炉を速やかに未臨界に移行する能
力を有しなければならない。規定された燃料
及び機器の制限値を超えなければ、例外的に、
一時的な再臨界が起こっても良い。 

 

6.16. 2 系統のうちの尐なくとも 1 系統は、それ
だけで、通常運転状態、予期される運転時の
事象時及び設計基準事故時に、原子炉を未臨
界に移行し、最も反応度が高い炉心状態に対
しても適切な裕度と高い信頼性を持って原子
炉を未臨界に維持する能力を有しなければな
らない。 

 

6.17. 停止手段の適切性を判断するに際して
は、発電所のいかなる場所で起こる故障であ
っても、停止手段の一部を動作不能にさせた
り（例えば、制御棒の挿入失敗）、共通要因
故障を引き起こすような故障を考慮しなけれ
ばならない。 

 

6.18. 停止手段は、燃料取替時を含む原子炉停
止時において、誤って反応度が添加されるの
を防いだり、添加された場合に耐え得るよう
適切なものとしなければならない。この条件
を満足するに当たって、停止状態での計画的
な活動による反応度添加（保守のための吸収
材の移動、ホウ素濃度の希釈及び燃料取替操
作）や停止手段における単一故障を考慮しな
ければならない。 

 

6.19. 停止手段が、常に、発電所の状態に対し
て規定された状況にあることを確認するため
に、計装設備を備えるとともに、その試験が
規定されなければならない。 

 

6.20. 反応度制御装置の設計においては、損耗
と燃焼度、物性の変化及びガスの生成等の照
射による影響を考慮しなければならない。 

 

    

原子炉冷却系    

原子炉冷却系の設計    

6.21. 原子炉冷却系、それに関連した補助系及
び制御・保護系は、運転状態において、原子
炉冷却材圧力バウンダリの設計条件を超えな
いことを担保するために、十分な裕度をもっ
て設計しなければならない。設計基準事故時
においても、圧力逃がし装置が作動すること
によって、発電所から容認できないような放
射性物質の放出が起こらないことを担保する
ための手段を設けなければならない。原子炉
冷却材圧力バウンダリには、放射性流体のい
かなる喪失も制限するために適切な隔離装置

指針 19. 原子炉冷却材圧力バウンダリの健全性 
1. 原子炉冷却材圧力バウンダリは、通常運転時
及び異常状態において、その健全性を確保で
きる設計であること。 

2. 原子炉冷却材系に接続する配管系は、原則と
して隔離弁を設けた設計であること。 

 

方針 VIII-1．原子炉冷却材バウンダリの健全性 
1．原子炉冷却材バウンダリは、通常運転時およ
び異常状態において、その健全性を確保でき
る設計であること。 

2．原子炉冷却材バウンダリに接続する配管系
は、原則として隔離弁を設けた設計であるこ
と。 
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IAEA 安全基準 NS-R-1 

原子力発電所の安全：設計 

(2000 年発効) (訳は JNES による 41)) 

発電用軽水型原子炉施設に関する 

安全設計審査指針 

（原安委決定、平成 13 年 3 月 29 日一部改訂） 

高速増殖炉の安全設計方針 

（原子力安全研究協会が電力実証炉用に作成、 

平成 8 年度とりまとめ） 

備考 

を設置しなければならない。 指針 20. 原子炉冷却材圧力バウンダリの破壊防
止 
原子炉冷却材圧力バウンダリは、通常運転時、

保修時、試験時及び異常状態において、脆性的
挙動を示さず、かつ、急速な伝播型破断を生じ
ない設計であること。 

 
指針 21. 原子炉冷却材圧力バウンダリの漏えい
検出 
原子炉冷却材圧力バウンダリから原子炉冷却

材の漏えいがあった場合、その漏えいを速やか
に、かつ、確実に検出できる設計であること。 

 

方針 VIII-2．原子炉冷却材バウンダリの破壊防
止 
原子炉冷却材バウンダリは、通常運転時、保

修時、試験時および異帝状態において、脆性的
挙動を示さず、かつ、急速な伝播型破断を生じ
ない設計であること。 

方針 VIII-3．原子炉冷却材バウンダリの漏洩対
策 
原子炉冷却材バウンダリから原子炉冷却材の

漏洩があった場合、その漏洩を速やかに検出で
きる設計であること。 

方針 VIII－5．1 次主冷却系 
1．1 次主冷却系は、通常運転時および異常状態
において、炉心の冷却に必要な原子炉冷却材
流量を確保できる設計であること。 

2．1 次主冷却系は、通常運転時および運転時の
異常な過渡変化時において、炉心へのガスの
流入を防止できる設計であること。 

 

6.22. 原子炉圧力容器または圧力管、配管とそ
の接続部、弁、配管継手、ポンプ、循環器及
び熱交換器のような原子炉冷却材を内包する
機器は、それらを支持する装置とともに、全
ての運転状態及び設計基準事故時において予
想される静的・動的荷重に耐えられるよう設
計しなければならない。こうした機器の製造
に用いられる材料は、その放射化が最小限に
抑えられるようなものを選定しなければなら
ない。 

 

6.23. 原子炉圧力容器及び圧力管は、材料、設
計標準、検査特性及び製造に関して最高の品
質となるよう設計・製作されなければならな
い。 

 

6.24. 原子炉冷却材に対する圧力保持バウンダ
リは、欠陥が極めて発生しにくいよう、また、
発生したいかなる欠陥も（例えば、「破断前
漏えい」の概念を適用することなどにより）
適時検出を可能にするため、亀裂進展の速い
不安定性破壊に対して抵抗の高い領域で成長
するように設計しなければならない。原子炉
冷却材圧力バウンダリを構成する機器が脆性
的挙動を示すような設計及び発電所の状態は
避けなければならない。 

 

6.25. 設計では、保守や試験を含む運転状態及
び設計基準事故状態下におけるバウンダリ材
料の全ての状態を考慮しなければならない。
また、侵食、クリープ、疲労、水質環境、放
射線環境及び経年変化、並びに機器の初期状
態や务化の速さを評価する際の不確かさによ
る影響を受ける寿命末期の特性を考慮するも
のとする。 

 

6.26. ポンプの羽根車や弁の部品など原子炉冷
却材圧力バウンダリ内に設置される機器は、
全ての運転状態及び設計基準事故時に、それ
自身の破損可能性や、それによる安全上重要
な他の一次冷却系機器への損傷を及ぼす可能
性を最小限に抑えるよう、供用中に起こり得
る务化に対する適正な許容幅を持つよう設計
しなければならない。 

 

    

原子炉冷却材圧力バウンダリの供用期間中検査    

6.27. 原子炉冷却材圧力バウンダリ機器は、発
電所の供用期間全般にわたって、適切な頻度
でバウンダリの適正な検査・試験を行うこと
ができるよう、設計、製作及び配置しなけれ
ばならない。構造材の照射、応力腐食割れ、
熱脆化及び経年务化などの要因による冶金学
的影響を調べるために、特に高照射領域に位
置する原子炉冷却材圧力バウンダリや、他の
重要な機器に対して材料監視プログラムを実
施するための手段を備えなければならない。 

指針 21. 原子炉冷却材圧力バウンダリの漏えい
検出 
原子炉冷却材圧力バウンダリから原子炉冷却

材の漏えいがあった場合、その漏えいを速やか
に、かつ、確実に検出できる設計であること。 

指針 22. 原子炉冷却材圧力バウンダリの供用期
間中の試験及び検査 
原子炉冷却材圧力バウンダリは、その健全性

を確認するために、原子炉の供用期間中に試験
及び検査ができる設計であること。 

 

方針 VIII-3．原子炉冷却材バウンダリの漏洩対
策 
原子炉冷却材バウンダリから原子炉冷却材の

漏洩があった場合、その漏洩を速やかに検出で
きる設計であること。 

方針 VIII-4． 原子炉冷却材バウンダリの試験
および検査 
原子炉冷却材バウンダリは、その健全性を確

認するために、適切な方法により試験および検
査ができる設計であること。 

 

 

6.28. 原子炉冷却材圧力バウンダリ機器につい
て、容認できない欠陥や安全上重要な务化の
ないことを立証できるよう、その安全上の重
要度に応じて、これらの機器を直接的又は間
接的に検査又は試験が行えることを担保しな
ければならない。 

 

6.29. 原子炉冷却材圧力バウンダリの健全性に
関する兆候（例えば、漏えい）を監視しなけ
ればならない。こうした測定の結果は、安全
上いかなる検査が必要かを決める際に考慮し
なければならない。 

 

6.30. 原子力発電所の安全解析により、二次冷
却系における特定の故障が重大な結果を引き
起こし得ることが示された場合、二次冷却系
の関連部分について検査できることを担保し
なければならない。 
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IAEA 安全基準 NS-R-1 

原子力発電所の安全：設計 

(2000 年発効) (訳は JNES による 41)) 

発電用軽水型原子炉施設に関する 

安全設計審査指針 

（原安委決定、平成 13 年 3 月 29 日一部改訂） 

高速増殖炉の安全設計方針 

（原子力安全研究協会が電力実証炉用に作成、 

平成 8 年度とりまとめ） 

備考 

原子炉冷却材インベントリ    

6.31. 体積の変化や漏えいを考慮し、いかなる
運転状態においても所定の設計限界を超えな
いことを担保するために、一次冷却材のイン
ベントリと圧力を制御するための方策を設け
なければならない。この機能を遂行する系統
は、本要件を満足するに十分な容量（流量及
び保有体積）を備えなければならない。これ
らの系統は、発電プロセスに必要な機器で構
成しても良く、また、同機能を遂行するため
に特別に備えても良い。 

指針 23. 原子炉冷却材補給系 
原子炉冷却材補給系は、原子炉冷却材の小規

模の漏えい等が生じた場合においても、原子炉
冷却材の保有量を回復できるように、適切な流
量で給水できる能力を有する設計であること。 

 

方針 VIII-6．原子炉冷却材の確保 
1．ガードベッセルは、原子炉容器等から原子炉
冷却材の漏洩があった場合、原子炉停止系、
安全保護系等の機能と相まって、炉心の冷却
に必要な原子炉冷却材を確保でき、かつ、漏
洩したナトリウムと空気等との化学反応を防
止できる設計であること。 

2．外管は 1 次主冷却系配管から原子炉冷却材の
漏洩があった場合、原子炉停止系、安全保護
系等の機能と相まって、炉心の冷却に必要な
原子炉冷却材を確保でき、かつ、漏洩したナ
トリウムと空気等との化学反応を防止できる
設計であること。 

3．ガードベッセル、外管は、その健全性を確認
するために、適切な方法により試験または 
検査ができる設計であること。 

 

 

    

原子炉冷却材の浄化    

6.32. 放射化された腐食生成物や燃料から漏れ
出た核分裂生成物などの放射性物質を冷却材
から取り除くために適切な設備を設けなけれ
ばならない。必要となる系統の機能は、循環
系の放射能を可能な限り合理的に低いレベル
で発電所の運転ができ、放射性物質の放出が
「合理的に達成可能な限り低く」の原則を満
たし規定値内に収まることを担保するため、
保守的な裕度を持った許容漏えいに関する燃
料設計限界に基づくものでなければならな
い。 

   

    

炉心からの残留熱除去    

6.33. 残留熱除去のための手段を設けなければ
ならない。本安全機能は、燃料の設計限界と
原子炉冷却材圧力バウンダリに対する設計基
準限界を超えないような速さで、核分裂生成
物の崩壊熱と他の残留熱を炉心から輸送する
ものとしなければならない。 

指針 24. 残留熱を除去する系統 
1. 残留熱を除去する系統は、原子炉の停止時
に、燃料の許容設計限界及び原子炉冷却材圧
力バウンダリの設計条件を超えないように、
炉心からの核分裂生成物の崩壊熱及びその他
の残留熱を除去できる機能を有する設計であ
ること。 

2. 残留熱を除去する系統は、その系統を構成す
る機器の単一故障の仮定に加え、外部電源が
利用できない場合においても、その系統の安
全機能が達成できるように、多重性又は多様
性及び独立性を適切に備え、かつ、試験可能
性を備えた設計であること。 

指針 26. 最終的な熱の逃がし場へ熱を輸送する
系統 
1. 最終的な熱の逃がし場へ熱を輸送する系統
は、重要度の特に高い安全機能を有する構築
物、系統及び機器において発生又は蓄積され
た熱を最終的な熱の逃がし場に輸送できる設
計であること。 

2. 最終的な熱の逃がし場へ熱を輸送する系統
は、その系統を構成する機器の単一故障の仮
定に加え、外部電源が利用できない場合にお
いても、その系統の安全機能が達成できるよ
うに、多重性又は多様性及び独立性を適切に
備え、かつ、試験可能性を備えた設計である
こと。 

 

方針 X-1．残留熱を除去する系統の機能 
1．残留熱を除去する系統は、通常運転時および
運転時の異常な過渡変化時において、原子炉
の停止後、燃料の許容設計限界を超えること
がなく、かつ、原子炉冷却材バウンダリの健
全性を十分な余裕を持って確保できるよう
に、炉心からの核分裂生成物の崩壊熱および
その他の残留熱を最終的な熱の逃し場に輸送
できる設計であること。 

2．残留熱を除去する系統は、「事故」および「稀
有事故」時に、原子炉の停止後、燃料の重大
な損傷を防止でき、かつ、原子炉冷却材バウ
ンダリの健全性を確保できるように、炉心か
らの核分裂生成物の崩壊熱およびその他の残
留熱を最終的な熱の逃し場に輸送できる設計
であること。 

方針 X-2. 残留熱を除去する系統の信頼性およ
び試験可能性 
1．残留熱を除去する系統は、その系統を構成す
る機器の単一故障の仮定に加え、外部電源が
利用できない場合においても、その系統の安
全機能が達成できるように、多重性または多
様性および独立性を適切に備えた設計である
こと。 

2．残留熱を除去する系統は、定期的に試験およ
び検査ができるとともに、その健全性を確認
するため、独立に各系の試験および検査がで
きる設計であること。 

方針 X-3．最終的な熱の逃し場へ熱を輸送する系
統 
1．最終的な熱の逃し場へ熱を輸送する系統は、
重要度の特に高い安全機能を有する構築物、
系統および機器において発生または蓄積され
た熱を最終的な熱の逃し場に輸送できる設計
であること。 

2．最終的な熱の逃し場へ熱を輸送する系統は、
その系統を構成する機器の単一故障の仮定に
加え、外部電源が利用できない場合において
も、その系統の安全機能が達成できるように、

 

6.34. 6.33 項の要件を満たすために、相互に接
続したり隔離する機能や、他の関連する設計
上の特性（例えば、漏えい検知）については、
単一故障や外部電源喪失を仮定した場合にも
十分な信頼性を有し、また、適切な多重性、
多様性及び独立性を備えなければならない。 
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IAEA 安全基準 NS-R-1 

原子力発電所の安全：設計 

(2000 年発効) (訳は JNES による 41)) 

発電用軽水型原子炉施設に関する 

安全設計審査指針 

（原安委決定、平成 13 年 3 月 29 日一部改訂） 

高速増殖炉の安全設計方針 

（原子力安全研究協会が電力実証炉用に作成、 

平成 8 年度とりまとめ） 

備考 

多重性または多様性および独立性を備え、か
つ、適切な方法により試験または検査ができ
る設計であること。 

 

    

非常用炉心冷却    

6.35. 冷却材喪失事故時において、燃料の損傷
を最小限に抑えるとともに、燃料からの核分
裂生成物の放出を制限するために、炉心冷却
機能を備えなければならない。この冷却設備
では、以下の事項を担保しなければならない。 

(1) 被覆管あるいは燃料の健全性に対する制限
パラメータ（例えば、温度）が、（適用可能
な原子炉の設計に対して）設計基準事故に対
する許容値を超えない。 

(2) 起こり得る化学反応が、許容レベルに制限
される。 

(3) 燃料の変更及び内部構築物の改造により、
非常用炉心冷却設備の有効性が著しく低下す
ることはない。 

(4) 十分な時間にわたり炉心の冷却が確保され
る。 

指針 25. 非常用炉心冷却系 
1. 非常用炉心冷却系は、想定される配管破断等
による原子炉冷却材喪失に対して、燃料の重
大な損傷を防止でき、かつ、燃料被覆の金属
と水との反応を十分小さな量に制限できる設
計であること。 

2. 非常用炉心冷却系は、その系統を構成する機
器の単一故障の仮定に加え、外部電源が利用
できない場合においても、その系統の安全機
能が達成できるように、多重性又は多様性及
び独立性を備えた設計であること。 

3. 非常用炉心冷却系は、定期的に試験及び検査
ができるとともに、その健全性及び多重性の
維持を確認するため、独立に各系の試験及び
検査ができる設計であること。 

 

方針 VIII-6．原子炉冷却材の確保 
1．ガードベッセルは、原子炉容器等から原子炉
冷却材の漏洩があった場合、原子炉停止系、
安全保護系等の機能と相まって、炉心の冷却
に必要な原子炉冷却材を確保でき、かつ、漏
洩したナトリウムと空気等との化学反応を防
止できる設計であること。 

2．外管は 1 次主冷却系配管から原子炉冷却材の
漏洩があった場合、原子炉停止系、安全保護
系等の機能と相まって、炉心の冷却に必要な
原子炉冷却材を確保でき、かつ、漏洩したナ
トリウムと空気等との化学反応を防止できる
設計であること。 

3．ガードベッセル、外管は、その健全性を確認
するために、適切な方法により試験または 
検査ができる設計であること。 

 

 

6.36. 設計上の特徴（例えば、漏えい検知、適
切な相互接続や隔離機能）及び機器の適切な
多重性と多様性については、単一故障を仮定
した場合にも、これらの要件を満たすために、
各々の想定起因事象に対して十分な信頼性を
持たせなければならない。 

 

6.37. シビアアクシデント後に炉心からの除熱
を行うための機能を拡張することに対して十
分に考慮しなければならない。 

 方針 XIII-1．「付加的限界事象」に対する設計上
の考慮 
「付加的限界事象」時の影響を緩和するため

に原子炉施設は、適切な頑健性（裕度）を有し
た設計であること。 

 

 

    

非常用炉心冷却系の検査及び試験    

6.38. 非常用炉心冷却系は、以下の事項を確認
するために、重要な機器に関する定期検査や
定期試験を行えるよう設計しなければならな
い。 

(1) 各種機器についての構造健全性及び気密性 

(2) 通常運転時における動的機器の作動性と性
能（実施可能な限り） 

(3) 設計基準において規定された状態下での系
統全体としての作動性（実行可能な程度まで） 

指針 25. 非常用炉心冷却系 
3. 非常用炉心冷却系は、定期的に試験及び検査
ができるとともに、その健全性及び多重性の
維持を確認するため、独立に各系の試験及び
検査ができる設計であること。 

 

方針 VIII-6．原子炉冷却材の確保 
3．ガードベッセル、外管は、その健全性を確認
するために、適切な方法により試験または 
検査ができる設計であること。 

 

 

    

最終的な熱の逃がし場への熱の輸送    

6.39. 安全上重要な構築物、系統及び機器から
残留熱を最終的な熱の逃がし場に輸送するた
めの系統を設けなければならない。この機能
は、運転状態及び設計基準事故時において、
極めて高いレベルの信頼性で遂行されなけれ
ばならない。熱を伝えたり、動力を供給した
り、あるいは、熱輸送系に流体を供給するこ
とで、熱の輸送に寄与する全ての系統は、全
体としての熱輸送機能に対する寄与の重要度
にしたがって設計しなければならない。 

指針 26. 最終的な熱の逃がし場へ熱を輸送する
系統 
1. 最終的な熱の逃がし場へ熱を輸送する系統
は、重要度の特に高い安全機能を有する構築
物、系統及び機器において発生又は蓄積され
た熱を最終的な熱の逃がし場に輸送できる設
計であること。 

2. 最終的な熱の逃がし場へ熱を輸送する系統
は、その系統を構成する機器の単一故障の仮
定に加え、外部電源が利用できない場合にお
いても、その系統の安全機能が達成できるよ
うに、多重性又は多様性及び独立性を適切に
備え、かつ、試験可能性を備えた設計である
こと。 

 

方針 X-3．最終的な熱の逃し場へ熱を輸送する系
統 
1．最終的な熱の逃し場へ熱を輸送する系統は、
重要度の特に高い安全機能を有する構築物、
系統および機器において発生または蓄積され
た熱を最終的な熱の逃し場に輸送できる設計
であること。 

2．最終的な熱の逃し場へ熱を輸送する系統は、
その系統を構成する機器の単一故障の仮定に
加え、外部電源が利用できない場合において
も、その系統の安全機能が達成できるように、
多重性または多様性および独立性を備え、か
つ、適切な方法により試験または検査ができ
る設計であること。 

 

 

6.40. 系統の信頼性は、実績のある機器、多重
性、多様性、物理的分離、相互接続及び隔離
の利用など、適切な方法を用いて達成しなけ
ればならない。 
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IAEA 安全基準 NS-R-1 

原子力発電所の安全：設計 

(2000 年発効) (訳は JNES による 41)) 

発電用軽水型原子炉施設に関する 

安全設計審査指針 

（原安委決定、平成 13 年 3 月 29 日一部改訂） 

高速増殖炉の安全設計方針 

（原子力安全研究協会が電力実証炉用に作成、 

平成 8 年度とりまとめ） 

備考 

6.41. 最終的な熱の逃がし場及び熱輸送のため
に供給される流体の貯蔵系統に関する系統設
計や多様性の採用においては、自然現象や人
為的事象を考慮しなければならない。 

指針 2. 自然現象に対する設計上の考慮 
1. 安全機能を有する構築物、系統及び機器は、
その安全機能の重要度及び地震によって機能
の喪失を起こした場合の安全上の影響を考慮
して、耐震設計上の区分がなされるとともに、
適切と考えられる設計用地震力に十分耐えら
れる設計であること。 

2. 安全機能を有する構築物、系統及び機器は、
地震以外の想定される自然現象によって原子
炉施設の安全性が損なわれない設計であるこ
と。重要度の特に高い安全機能を有する構築
物、系統及び機器は、予想される自然現象の
うち最も苛酷と考えられる条件、又は自然力
に事故荷重を適切に組み合わせた場合を考慮
した設計であること。 

 
指針 3. 外部人為事象に対する設計上の考慮 
1. 安全機能を有する構築物、系統及び機器は、
想定される外部人為事象によって、原子炉施
設の安全性を損なうことのない設計であるこ
と。 

2. 原子炉施設は、安全機能を有する構築物、系
統及び機器に対する第三者の不法な接近等に
対し、これを防御するため、適切な措置を講
じた設計であること。 

 

記載なし 
（軽水炉と同一のため） 
 

 

6.42. シビアアクシデント時に、放射性物質の
閉じ込め安全機能に対して重要な構築物、系
統及び機器の温度を許容範囲内に確実に維持
できるよう、炉心から最終的な熱の逃がし場
へ熱を輸送するための機能を拡張することに
対して十分に考慮しなければならない。 

 方針 XIII-1．「付加的限界事象」に対する設計上
の考慮 
「付加的限界事象」時の影響を緩和するため

に原子炉施設は、適切な頑健性（裕度）を有し
た設計であること。 

 

 

    

格納容器系    

格納容器系の設計    

6.43. 設計基準事故時に環境への放射性物質の
放出量を規定限度未満に維持するために格納
容器系を設けなければならない。設計要件に
応じて、この系統には、気密な構築物、圧力
及び温度を制御するための関連設備、及び格
納容器内雰囲気中に放出される核分裂生成物
や水素、酸素、その他の物質の隔離・管理・
除去機能が含まれる。 

指針 28. 原子炉格納容器の機能 
1. 原子炉格納容器は、原子炉格納容器設計用の
想定事象に対し、その事象に起因する荷重（圧
力、温度、動荷重）及び適切な地震荷重に耐
え、かつ、適切に作動する隔離機能とあいま
って所定の漏えい率を超えることがない設計
であること。 

2. 原子炉格納容器は、定期的に、所定の圧力に
より原子炉格納容器全体の漏えい率測定がで
きる設計であること。 

3. 原子炉格納容器は、電線、配管等の貫通部及
び出入口の重要な部分の漏えい試験ができる
設計であること。 

 
指針 30. 原子炉格納容器の隔離機能 
1. 原子炉格納容器壁を貫通する配管系は、原則
として、原子炉格納容器隔離弁を設けた設計
であること。 

2. 主要な配管系に設ける原子炉格納容器隔離
弁は、事故時に隔離機能の確保が必要となる
事態に際して、原則として、自動的、かつ、
確実に閉止される機能を有する設計であるこ
と。 

 
指針 32. 原子炉格納容器熱除去系 
1. 原子炉格納容器熱除去系は、原子炉格納容器
設計用の想定事象に対し、その事象に起因し
て放出されるエネルギーによって生じる原子
炉格納容器内の圧力及び温度を低下させるた
めに十分な機能を有する設計であること。 

2. 原子炉格納容器熱除去系は、その系統を構成
する機器の単一故障の仮定に加え、外部電源
が利用できない場合においても、その系統の
安全機能が達成できるように、多重性又は多

方針 XⅠ-1．原子炉格納容器の機能 
1．原子炉格納容器は、「事故」および「稀有事
故」時に、その事象に起因する荷重（圧カ、
温度）および想定される地震荷重に耐え、か
つ、適切に作動する隔離機能と相まって所定
の漏洩率を超えることがない設計であるこ
と。 

2．原子炉格納容器は、定期的に、所定の圧力に
より原子炉格納容器全体の漏洩率測定ができ
る設計であること。 

3．原子炉格納容器は、電線、配管等の貫通部お
よび出入口の重要な部分の漏洩試験ができる
設計であること。 

方針 XⅠ-3．原子炉格納容器の隔離機能 
1．原子炉格納容器壁を貫通する配管は、原則と
して、原子炉格納容器隔離弁を設けた設計で
あること。 

2．主要な配管系に設ける原子炉格納容器隔離弁
は、「事故」、「稀有事故」および「付加的限界
事象」時に、隔離機能の確保が必要となる事
態に際して、原則として、自動的、かつ、確
実に閉止される機能を有する設計であるこ
と。 

方針 XⅠ-5．非常用ガス処理系 
1．非常用ガス処理系は、「事故」、「稀有事故」
および「付加的限界事象」に対し、その事象
に起因して環境に放出される放射性物質の濃
度を減尐させる機能を有する設計であるこ
と。 

2．非常用ガス処理系は、「事故」および「稀有
事故」時に、その系統を構成する機器の単一
故障の仮定に加え、外部電源が利用できない
場合においても、その系統の安全機能が達成
できるように、多重性または多様性および独
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IAEA 安全基準 NS-R-1 

原子力発電所の安全：設計 

(2000 年発効) (訳は JNES による 41)) 

発電用軽水型原子炉施設に関する 

安全設計審査指針 

（原安委決定、平成 13 年 3 月 29 日一部改訂） 

高速増殖炉の安全設計方針 

（原子力安全研究協会が電力実証炉用に作成、 

平成 8 年度とりまとめ） 

備考 

様性及び独立性を備え、かつ、試験可能性を
備えた設計であること。 

 
指針 33. 格納施設雰囲気を制御する系統 
1. 格納施設雰囲気浄化系は、原子炉格納容器設
計用の想定事象に対し、その事象に起因して
環境に放出される放射性物質の濃度を減尐さ
せる機能を有する設計であること。 

2. 可燃性ガス濃度制御系は、格納施設の健全性
を維持するため、原子炉格納容器設計用の想
定事象に対し、その事象に起因して原子炉格
納容器内に存在する水素又は酸素の濃度を抑
制することができる機能を有する設計である
こと。 

3. 格納施設雰囲気を制御する系統は、その系統
を構成する機器の単一故障の仮定に加え、外
部電源が利用できない場合においても、その
系統の安全機能が達成できるように、多重性
又は多様性及び独立性を備え、かつ、試験可
能性を備えた設計であること。 

 

立性を備え、かつ、適切な方法により試験ま
たは検査ができる設計であること。 

指針 41. 原子炉格納容器の機能 
1. 原子炉格納容器は、「事故」及び「稀有事故」
時に、その事象に起因する荷重（圧カ、温度）
及び想定される地震荷重に耐え、かつ、適切
に作動する隔離機能と相まって所定の漏えい
率を超えることがない設計であること。 

2. 原子炉格納容器は、定期的に、所定の圧力に
より原子炉格納容器全体の漏えい率測定がで
きる設計であること。 

3. 原子炉格納容器は、電線、配管等の貫通部及
び出入口の重要な部分の漏えい試験ができる
設計であること。 

 

6.44. 格納容器系の設計では、同定された設計
基準事故を全て考慮しなければならない。更
に、放射性物質の環境放出を制限するために、
選択されたシビアアクシデントによる影響を
緩和するための設備を備えることを考慮しな
ければならない。 

 方針 XIII-2．「付加的限界事象」における原子炉
格納容器の機能 
原子炉格納容器は、原子炉格納容器限界設計

用の想定事象に対し、その安全機能を喪失しな
い設計であること。 

 
 

 

    

格納容器構築物の強度    

6.45. 人員出入用開口部、貫通部及び隔離弁を
含む格納容器構築物の強度は、起こりうる内
部の過圧や負圧、温度、飛来物の衝突などに
よる動的効果、設計基準事故の結果として発
生が予想される反力に基づき、十分な安全裕
度をもって計算しなければならない。例えば、
化学反応や放射性分解反応など他の潜在的な
エネルギー源の影響も考慮しなければならな
い。格納容器構築物の強度計算においては、
自然現象や人為的事象を考慮しなければなら
ない。また、格納容器及び関連設備の状態を
監視するための設備を設けなければならな
い。 

指針 2. 自然現象に対する設計上の考慮 
1. 安全機能を有する構築物、系統及び機器は、
その安全機能の重要度及び地震によって機能
の喪失を起こした場合の安全上の影響を考慮
して、耐震設計上の区分がなされるとともに、
適切と考えられる設計用地震力に十分耐えら
れる設計であること。 

2. 安全機能を有する構築物、系統及び機器は、
地震以外の想定される自然現象によって原子
炉施設の安全性が損なわれない設計であるこ
と。重要度の特に高い安全機能を有する構築
物、系統及び機器は、予想される自然現象の
うち最も苛酷と考えられる条件、又は自然力
に事故荷重を適切に組み合わせた場合を考慮
した設計であること。 

 
指針 3. 外部人為事象に対する設計上の考慮 
1. 安全機能を有する構築物、系統及び機器は、
想定される外部人為事象によって、原子炉施
設の安全性を損なうことのない設計であるこ
と。 

2. 原子炉施設は、安全機能を有する構築物、系
統及び機器に対する第三者の不法な接近等に
対し、これを防御するため、適切な措置を講
じた設計であること。 

 
指針 4. 内部発生飛来物に対する設計上の考慮 
安全機能を有する構築物、系統及び機器は、

原子炉施設内部で発生が想定される飛来物に対
し、原子炉施設の安全性を損なうことのない設
計であること。 

 
指針 28. 原子炉格納容器の機能 
1. 原子炉格納容器は、原子炉格納容器設計用の
想定事象に対し、その事象に起因する荷重（圧
力、温度、動荷重）及び適切な地震荷重に耐
え、かつ、適切に作動する隔離機能とあいま
って所定の漏えい率を超えることがない設計
であること。 

方針 XⅠ-1．原子炉格納容器の機能 
1．原子炉格納容器は、「事故」および「稀有事
故」時に、その事象に起因する荷重（圧カ、
温度）および想定される地震荷重に耐え、か
つ、適切に作動する隔離機能と相まって所定
の漏洩率を超えることがない設計であるこ
と。 

2．原子炉格納容器は、定期的に、所定の圧力に
より原子炉格納容器全体の漏洩率測定ができ
る設計であること。 

3．原子炉格納容器は、電線、配管等の貫通部お
よび出入口の重要な部分の漏洩試験ができる
設計であること。 

方針 XⅠ-2．原子炉格納容器バウンダリの破損防
止 
原子炉格納容器バウンダリは、通常運転時、

保修時、試験時、異常状態および付加的限界事
象において、脆性的挙動を示さず、かつ急速な
伝播型破断を生じない設計であること。 
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IAEA 安全基準 NS-R-1 

原子力発電所の安全：設計 

(2000 年発効) (訳は JNES による 41)) 

発電用軽水型原子炉施設に関する 

安全設計審査指針 

（原安委決定、平成 13 年 3 月 29 日一部改訂） 

高速増殖炉の安全設計方針 

（原子力安全研究協会が電力実証炉用に作成、 

平成 8 年度とりまとめ） 

備考 

2. 原子炉格納容器は、定期的に、所定の圧力に
より原子炉格納容器全体の漏えい率測定がで
きる設計であること。 

3. 原子炉格納容器は、電線、配管等の貫通部及
び出入口の重要な部分の漏えい試験ができる
設計であること。 

 
指針 29. 原子炉格納容器バウンダリの破壊防止 
原子炉格納容器バウンダリは、通常運転時、

保修時、試験時及び異常状態において、脆性的
挙動を示さず、かつ、急速な伝播型破断を生じ
ない設計であること。 

 

6.46. シビアアクシデント時に格納容器の健全
性を維持するための設備を考慮しなければな
らない。特に、可燃性ガスの燃焼による影響
を考慮しなければならない。 

 方針 XIII-2．「付加的限界事象」における原子炉
格納容器の機能 
原子炉格納容器は、原子炉格納容器限界設計

用の想定事象に対し、その安全機能を喪失しな
い設計であること。 

 

 

    

格納容器耐圧試験機能    

6.47. 格納容器構築物は、発電所の運転開始前
と寿命期間全般にわたって構造健全性を実証
するために、所定の圧力で耐圧試験を行える
よう設計・建設されなければならない。 

指針 28. 原子炉格納容器の機能 
2. 原子炉格納容器は、定期的に、所定の圧力に
より原子炉格納容器全体の漏えい率測定がで
きる設計であること。 

 

方針 XⅠ-1．原子炉格納容器の機能 
2．原子炉格納容器は、定期的に、所定の圧力に
より原子炉格納容器全体の漏洩率測定ができ
る設計であること。 

 

 

    

格納容器漏えい    

6.48. 格納容器系は、設計基準事故時において
規定された最大漏えい率を超えないよう設計
しなければならない。設計基準事故時に一次
格納容器から漏えいする物質を捕集し、管理
放出したり、又は保持するために、耐圧性の
一次格納容器を二次格納施設で部分的あるい
は全体的に取り囲んでも良い。 

指針 28. 原子炉格納容器の機能 
1. 原子炉格納容器は、原子炉格納容器設計用の
想定事象に対し、その事象に起因する荷重（圧
力、温度、動荷重）及び適切な地震荷重に耐
え、かつ、適切に作動する隔離機能とあいま
って所定の漏えい率を超えることがない設計
であること。 

2. 原子炉格納容器は、定期的に、所定の圧力に
より原子炉格納容器全体の漏えい率測定がで
きる設計であること。 

3. 原子炉格納容器は、電線、配管等の貫通部及
び出入口の重要な部分の漏えい試験ができる
設計であること。 

 
指針 29. 原子炉格納容器バウンダリの破壊防止 
原子炉格納容器バウンダリは、通常運転時、

保修時、試験時及び異常状態において、脆性的
挙動を示さず、かつ、急速な伝播型破断を生じ
ない設計であること。 

 

方針 XⅠ-1．原子炉格納容器の機能 
1．原子炉格納容器は、「事故」および「稀有事
故」時に、その事象に起因する荷重（圧カ、
温度）および想定される地震荷重に耐え、か
つ、適切に作動する隔離機能と相まって所定
の漏洩率を超えることがない設計であるこ
と。 

2．原子炉格納容器は、定期的に、所定の圧力に
より原子炉格納容器全体の漏洩率測定ができ
る設計であること。 

3．原子炉格納容器は、電線、配管等の貫通部お
よび出入口の重要な部分の漏洩試験ができる
設計であること。 

方針 XⅠ-2．原子炉格納容器バウンダリの破損防
止 
原子炉格納容器バウンダリは、通常運転時、

保修時、試験時、異常状態および付加的限界事
象において、脆性的挙動を示さず、かつ急速な
伝播型破断を生じない設計であること。 

 

 

6.49. 格納容器系の気密性に影響を及ぼす格納
容器構築物、設備及び機器は、全ての貫通部
を設置した後に設計圧力で漏えい率試験を行
えるよう設計・建設しなければならない。原
子炉の供用期間全般にわたり、格納容器設計
圧力で、あるいは、設計圧力での漏えい率を
推定できる低減した圧力で、定期的に格納容
器系の漏えい率を測定できるようにしなけれ
ばならない。 

 

6.50. シビアアクシデント時に格納容器からの
放射性物質の漏えいを制御する機能を十分に
考慮しなければならない。 

 方針 XIII-2．「付加的限界事象」における原子炉
格納容器の機能 
原子炉格納容器は、原子炉格納容器限界設計

用の想定事象に対し、その安全機能を喪失しな
い設計であること。 

 
 

 

    

格納容器貫通部    

6.51. 格納容器貫通部は、実行可能な限り最小
数に抑えなければならない。 

指針 28. 原子炉格納容器の機能 
1. 原子炉格納容器は、原子炉格納容器設計用の
想定事象に対し、その事象に起因する荷重（圧
力、温度、動荷重）及び適切な地震荷重に耐
え、かつ、適切に作動する隔離機能とあいま
って所定の漏えい率を超えることがない設計
であること。 

2. 原子炉格納容器は、定期的に、所定の圧力に
より原子炉格納容器全体の漏えい率測定がで
きる設計であること。 

方針 XⅠ-1．原子炉格納容器の機能 
1．原子炉格納容器は、「事故」および「稀有事
故」時に、その事象に起因する荷重（圧カ、
温度）および想定される地震荷重に耐え、か
つ、適切に作動する隔離機能と相まって所定
の漏洩率を超えることがない設計であるこ
と。 

2．原子炉格納容器は、定期的に、所定の圧力に
より原子炉格納容器全体の漏洩率測定ができ
る設計であること。 

 

6.52. 格納容器貫通部は全て、格納容器構築物
自体と同じ設計要件を満足しなければならな
い。また、貫通部は、配管が動くことによる
反力、あるいは、飛来物、流体ジェット力、
配管ホイップなどによる事故時荷重に対して
防護されなければならない。 

 

6.53. 弾力性のあるシール材（エラストマシー
ルや電線貫通部）や伸縮ベローが貫通部に用
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IAEA 安全基準 NS-R-1 

原子力発電所の安全：設計 

(2000 年発効) (訳は JNES による 41)) 

発電用軽水型原子炉施設に関する 

安全設計審査指針 

（原安委決定、平成 13 年 3 月 29 日一部改訂） 

高速増殖炉の安全設計方針 

（原子力安全研究協会が電力実証炉用に作成、 

平成 8 年度とりまとめ） 

備考 

いられている場合、発電所の寿命期間全般に
わたってその健全性が維持されることを実証
するために、全体としての格納容器漏えい率
測定とは独立して、格納容器の設計圧力で、
当該貫通部の漏えい試験が行えるよう設計し
なければならない。 

3. 原子炉格納容器は、電線、配管等の貫通部及
び出入口の重要な部分の漏えい試験ができる
設計であること。 

 
指針 29. 原子炉格納容器バウンダリの破壊防止 
原子炉格納容器バウンダリは、通常運転時、

保修時、試験時及び異常状態において、脆性的
挙動を示さず、かつ、急速な伝播型破断を生じ
ない設計であること。 

 

3．原子炉格納容器は、電線、配管等の貫通部お
よび出入口の重要な部分の漏洩試験ができる
設計であること。 

方針 XⅠ-2．原子炉格納容器バウンダリの破損防
止 
原子炉格納容器バウンダリは、通常運転時、

保修時、試験時、異常状態および付加的限界事
象において、脆性的挙動を示さず、かつ急速な
伝播型破断を生じない設計であること。 

 

6.54. シビアアクシデント時において貫通部が
機能を維持できることを十分に考慮しなけれ
ばならない。 

 方針 XIII-2．「付加的限界事象」における原子炉
格納容器の機能 
原子炉格納容器は、原子炉格納容器限界設計

用の想定事象に対し、その安全機能を喪失しな
い設計であること。 

 

 

    

格納容器隔離    

6.55. 設計基準事故時に、制限値を超えるよう
な環境への放射性物質の放出を防ぐため、格
納容器の気密性が重要となる。したがって、
原子炉冷却材圧力バウンダリとして格納容器
を貫通する配管あるいは格納容器雰囲気に直
接つながる配管は、設計基準事故時において、
自動的かつ確実な閉止能力を有しなければな
らない。これらの配管には、尐なくとも 2 個
の格納容器隔離弁を直列に設けなければなら
ない（通常、格納容器の内側と外側に 1 個ず
つ設置するが、設計によっては他の設置方法
でも許容できる）。また、各隔離弁は、確実
かつ独立に作動できるようにしなければなら
ない。隔離弁は、可能な限り格納容器に近い
位置に設置しなければならない。格納容器隔
離は、単一故障を仮定した場合にも達成でき
なければならない。この要件を適用すること
により、格納容器を貫通する安全系の信頼性
が低下する場合、他の隔離方法を採用しても
良い。 

指針 30. 原子炉格納容器の隔離機能 
1. 原子炉格納容器壁を貫通する配管系は、原則
として、原子炉格納容器隔離弁を設けた設計
であること。 

2. 主要な配管系に設ける原子炉格納容器隔離
弁は、事故時に隔離機能の確保が必要となる
事態に際して、原則として、自動的、かつ、
確実に閉止される機能を有する設計であるこ
と。 

 
指針 31. 原子炉格納容器隔離弁 
1. 原子炉格納容器隔離弁は、実用上可能な限り
原子炉格納容器に接近して設けた設計である
こと。 

2. 原子炉格納容器隔離弁の設置は、次の設計で
あること。 

(1) 原子炉格納容器の内側において開口し
ているか又は原子炉冷却材圧力バウンダ
リに連絡している配管系のうち、原子炉格
納容器の外側で閉じていない配管系につ
いては、原則として原子炉格納容器の内側
に 1 個及び外側に 1 個とすること。 

(2) 前号 1 の配管系以外の配管系のうち、原
子炉格納容器の内側又は外側において閉
じている配管系については、原則として原
子炉格納容器の外側に 1 個とすること。 

(3) 原子炉格納容器隔離弁は、閉止後駆動動
力源の喪失によっても隔離機能が喪失す
ることがないこと。 

(4) 原子炉格納容器隔離弁は、定期的な動作
試験が可能であり、かつ、重要な弁につい
ては、漏えい試験ができること。 

 

方針 XⅠ-3．原子炉格納容器の隔離機能 
1．原子炉格納容器壁を貫通する配管は、原則と
して、原子炉格納容器隔離弁を設けた設計で
あること。 

2．主要な配管系に設ける原子炉格納容器隔離弁
は、「事故」、「稀有事故」および「付加的限界
事象」時に、隔離機能の確保が必要となる事
態に際して、原則として、自動的、かつ、確
実に閉止される機能を有する設計であるこ
と。 

方針 XⅠ-4．原子炉格納容器隔離弁 
1．原子炉格納容器隔離弁は、実用上可能な限り
原子炉格納容器に接近して設けた設計である
こと。 

2．原子炉格納容器隔離弁の設置は、次の設計で
あること。 

（1）原子炉格納容器の内側において開口してい
るかまたは原子炉冷却材バウンダリに連絡し
ている配管系のうち、原子炉格納容器の外側
で閉じていない配管系については、原則とし
て原子炉格納容器の内側に1個および外側に1
個とすること。 

（2）前号（1）の配管系以外の配管系のうち、
原子炉格納容器の内側または外側において閉
じている配管系については、原則として原子
炉格納容器の外側に 1 個とすること。 

（3）原子炉格納容器隔離弁は、閉止後駆動動力
源の喪失によっても隔離機能が喪失すること
がないこと。 

（4）原子炉格納容器隔離弁は、定期的な動作試
験が可能であり、かつ、重要な弁については、
漏洩試験ができること。 

 

 

6.56. 一次格納容器を貫通するが原子炉冷却材
圧力バウンダリの一部でもなく格納容器雰囲
気に直接つながらない配管には、尐なくとも 1
個の適切な格納容器隔離弁を取り付けなけれ
ばならない。当該弁は格納容器外側で可能な
限り格納容器に近い位置に設置しなければな
らない。 

 

6.57. シビアアクシデント時に隔離装置がその
機能を維持する能力を適切に考慮しなければ
ならない。 

 方針 XIII-2．「付加的限界事象」における原子炉
格納容器の機能 
原子炉格納容器は、原子炉格納容器限界設計

用の想定事象に対し、その安全機能を喪失しな
い設計であること。 

 

 

    

格納容器エアロック    

6.58. 格納容器への人の出入りは、複数のドア
を備えたエアロックを通して行えるものとし
なければならない。これらのドアには、イン
ターロックを設け、原子炉運転中や設計基準
事故時には尐なくとも1枚のドアが確実に閉
じていることとする。低出力運転中にサーベ
イランスを行うことを目的として格納容器に
入るための設備が設けられている場合、こう

指針 28. 原子炉格納容器の機能 
1. 原子炉格納容器は、原子炉格納容器設計用の
想定事象に対し、その事象に起因する荷重（圧
力、温度、動荷重）及び適切な地震荷重に耐
え、かつ、適切に作動する隔離機能とあいま
って所定の漏えい率を超えることがない設計

方針 XⅠ-1．原子炉格納容器の機能 
1．原子炉格納容器は、「事故」および「稀有事
故」時に、その事象に起因する荷重（圧カ、
温度）および想定される地震荷重に耐え、か
つ、適切に作動する隔離機能と相まって所定
の漏洩率を超えることがない設計であるこ
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IAEA 安全基準 NS-R-1 

原子力発電所の安全：設計 

(2000 年発効) (訳は JNES による 41)) 

発電用軽水型原子炉施設に関する 

安全設計審査指針 

（原安委決定、平成 13 年 3 月 29 日一部改訂） 

高速増殖炉の安全設計方針 

（原子力安全研究協会が電力実証炉用に作成、 

平成 8 年度とりまとめ） 

備考 

した運転における人の安全を確保するための
手段を設計において規定しなければならな
い。これらの要件は、機器搬入用のエアロッ
クにも適用しなければならない。 

であること。 

2. 原子炉格納容器は、定期的に、所定の圧力に
より原子炉格納容器全体の漏えい率測定がで
きる設計であること。 

3. 原子炉格納容器は、電線、配管等の貫通部及
び出入口の重要な部分の漏えい試験ができる
設計であること。 

 

と。 

2．原子炉格納容器は、定期的に、所定の圧力に
より原子炉格納容器全体の漏洩率測定ができ
る設計であること。 

3．原子炉格納容器は、電線、配管等の貫通部お
よび出入口の重要な部分の漏洩試験ができる
設計であること。 

 
6.59. シビアアクシデント時に格納容器エアロ
ックがその機能を維持する能力を適切に考慮
しなければならない。 

 方針 XIII-2．「付加的限界事象」における原子炉
格納容器の機能 
原子炉格納容器は、原子炉格納容器限界設計

用の想定事象に対し、その安全機能を喪失しな
い設計であること。 

 

 

    

格納容器内部構築物    

6.60. 設計では、格納容器内の区画間に十分な
流路を設けなければならない。区画間開口部
の断面積は、設計基準事故時の均圧中に生じ
ている圧力差により耐圧構築物や設計基準事
故による影響を制限するために重要な系統の
損傷を引き起こさないことを保証できる大き
さにしなければならない。 

   

6.61. 内部構築物がシビアアクシデントの影響
に耐え得ることを適切に考慮しなければなら
ない。 

 方針 XIII-2．「付加的限界事象」における原子炉
格納容器の機能 
原子炉格納容器は、原子炉格納容器限界設計

用の想定事象に対し、その安全機能を喪失しな
い設計であること。 

 

 

    

格納容器からの熱除去    

6.62. 原子炉格納容器からの熱除去機能を確保
しなければならない。設計基準事故時の高エ
ネルギー流体放出後に、格納容器内の圧力・
温度を下げ、容認可能なレベルに維持する安
全機能を実現しなければならない。格納容器
からの熱除去機能を遂行する系統には、単一
故障を仮定した場合に当該機能を確実に果た
せるよう、十分な信頼性と多重性を持たせな
ければならない。 

指針 32. 原子炉格納容器熱除去系 
1. 原子炉格納容器熱除去系は、原子炉格納容器
設計用の想定事象に対し、その事象に起因し
て放出されるエネルギーによって生じる原子
炉格納容器内の圧力及び温度を低下させるた
めに十分な機能を有する設計であること。 

2. 原子炉格納容器熱除去系は、その系統を構成
する機器の単一故障の仮定に加え、外部電源
が利用できない場合においても、その系統の
安全機能が達成できるように、多重性又は多
様性及び独立性を備え、かつ、試験可能性を
備えた設計であること。 

 

  

6.63. シビアアクシデント時における原子炉格
納容器からの熱除去機能を適切に考慮しなけ
ればならない。 

 方針 XIII-2．「付加的限界事象」における原子炉
格納容器の機能 
原子炉格納容器は、原子炉格納容器限界設計

用の想定事象に対し、その安全機能を喪失しな
い設計であること。 

 

 

    

格納容器雰囲気の制御と浄化    

6.64. 以下の事項を行うために、必要に応じて、
原子炉格納容器内に放出される核分裂生成
物、水素、酸素及び他の物質を制御する系統
を設けなければならない。 

(1) 設計基準事故時に環境に放出される核分裂
生成物の量を低減する。 

(2) 設計基準事故時において、格納容器の健全
性を脅かすような爆燃または爆轟の発生を防
止するために、格納容器雰囲気中の水素、酸
素及び他の物質の濃度を制御する。 

指針 33. 格納施設雰囲気を制御する系統 
1. 格納施設雰囲気浄化系は、原子炉格納容器設
計用の想定事象に対し、その事象に起因して
環境に放出される放射性物質の濃度を減尐さ
せる機能を有する設計であること。 

2. 可燃性ガス濃度制御系は、格納施設の健全性
を維持するため、原子炉格納容器設計用の想
定事象に対し、その事象に起因して原子炉格
納容器内に存在する水素又は酸素の濃度を抑
制することができる機能を有する設計である
こと。 

3. 格納施設雰囲気を制御する系統は、その系統
を構成する機器の単一故障の仮定に加え、外
部電源が利用できない場合においても、その
系統の安全機能が達成できるように、多重性
又は多様性及び独立性を備え、かつ、試験可

方針 XⅠ-5．非常用ガス処理系 
1．非常用ガス処理系は、「事故」、「稀有事故」
および「付加的限界事象」に対し、その事象
に起因して環境に放出される放射性物質の濃
度を減尐させる機能を有する設計であるこ
と。 

2．非常用ガス処理系は、「事故」および「稀有
事故」時に、その系統を構成する機器の単一
故障の仮定に加え、外部電源が利用できない
場合においても、その系統の安全機能が達成
できるように、多重性または多様性および独
立性を備え、かつ、適切な方法により試験ま
たは検査ができる設計であること。 

 

 

6.65. 格納容器雰囲気を浄化するための系統
は、単一故障を仮定した場合に、安全系グル
ープが必要な安全機能を確実に遂行できるよ
う、その構成機器と設備において適切な多重
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IAEA 安全基準 NS-R-1 

原子力発電所の安全：設計 

(2000 年発効) (訳は JNES による 41)) 

発電用軽水型原子炉施設に関する 

安全設計審査指針 

（原安委決定、平成 13 年 3 月 29 日一部改訂） 

高速増殖炉の安全設計方針 

（原子力安全研究協会が電力実証炉用に作成、 

平成 8 年度とりまとめ） 

備考 

性を持たせなければならない。 能性を備えた設計であること。 

 
6.66. シビアアクシデント時に生成・放出され
る核分裂生成物、水素及び他の物質の制御を
適切に考慮しなければならない。 

 方針 XIII-2．「付加的限界事象」における原子炉
格納容器の機能 
原子炉格納容器は、原子炉格納容器限界設計

用の想定事象に対し、その安全機能を喪失しな
い設計であること。 

 

 

    

カバーとコーティング    

6.67. カバーやコーティングが务化した場合
に、格納容器系内の機器・構築物がその機能
を確実に果たし、他の安全機能との相互干渉
を最小限に抑えるため、機器・構築物のカバ
ー・コーティングは、注意深く選定するとと
もに、その適用方法についても規定しなけれ
ばならない。 

  省令 62 号 

    

計測制御    

安全上重要な計測制御系に対する全般的な要件    

6.68. 発電所の状態に関する適切な情報を確実
に得るため、通常運転時、予期される運転時
の事象時、設計基準事故時及びシビアアクシ
デント時の各範囲に渡って、発電所の変数（運
転パラメータ）や系統を監視する計装設備を
設けなければならない。核分裂過程、炉心の
健全性、原子炉冷却系及び格納容器に影響を
及ぼす全ての主要な変数を測定するために、
また、確実かつ安全な運転に必要となる発電
所情報を得るために計装設備を設けなければ
ならない。冷却水のサブクール余裕など安全
上重要なパラメータを自動的に記録するため
の装置を設けなければならない。計装設備は、
発電所の種々の状態に対する環境条件に適合
し、また、発電所のパラメータを測定したり
緊急時対応のために事象を分類するのに十分
適切なものでなくてはならない。 

指針 47. 計測制御系 
1. 計測制御系は、通常運転時及び運転時の異常
な過渡変化時における次の各号に掲げる事項
を十分考慮した設計であること。 

(1) 炉心、原子炉冷却材圧力バウンダリ、原
子炉格納容器バウンダリ及びそれらに関
連する系統の健全性を確保するために必
要なパラメータは、適切な予想範囲に維持
制御されること。 

(2) 前号のパラメータについては、必要な対
策が講じ得るように予想変動範囲内での
監視が可能であること。 

2. 計測制御系は、事故時において、事故の状態
を知り対策を講じるのに必要なパラメータを
適切な方法で十分な範囲にわたり監視し得る
とともに、必要なものについては、記録が可
能な設計であること。 

特に原子炉の停止状態及び炉心の冷却状
態は、2 種類以上のパラメータにより監視又
は推定できる設計であること。 

 

記載なし 
（軽水炉と同一のため） 
 

 

6.69. 設計基準事故の推移や重要な設備の状態
を監視し、安全上必要である限り、設計で意
図された場所から漏れ出る放射性物質の量と
その場所を予測するために、確実に必要情報
が得られるよう、計装設備と記録装置を設け
なければならない。計装設備と記録装置は、
シビアアクシデント時に発電所の状態を把握
しアクシデントマネジメントに関する意志決
定を行うために、現実的に可能な限りの情報
を提供するのに十分なものでなくてはならな
い。 

 

6.70. 6.68 項において言及した変数を所定の運
転範囲内に維持するために、適切かつ信頼性
のある制御設備を設けなければならない。 

 

 

    

制御室    

6.71. 全ての運転状態において発電所を安全に
運転できるとともに、発電所を安全な状態に
維持したり、予想される異常事象、設計基準
事故及びシビアアクシデントの発生後に安全
な状態に戻すための対応が取れるよう、制御
室を設置しなければならない。事故に起因す
る過度の放射線レベルや、運転員による必要
な対応を阻害するような放射性物質、爆発性
ガス、有每ガスの放出などの危険から制御室
の職員を守るために、適切な対策を講じると
ともに適切な情報を提供しなければならな
い。 

指針 3. 外部人為事象に対する設計上の考慮 
2. 原子炉施設は、安全機能を有する構築物、系
統及び機器に対する第三者の不法な接近等に
対し、これを防御するため、適切な措置を講
じた設計であること。 

 
指針 41. 制御室 
制御室は、原子炉及び主要な関連施設の運転

状況並びに主要パラメータが監視できるととも
に、安全性を確保するために急速な手動操作を
要する場合には、これを行うことができる設計
であること。 

 
指針 43. 制御室の居住性に関する設計上の考慮 
制御室は、火災に対する防護設計がなされ、

さらに、事故時にも従事者が制御室に接近し、
又はとどまり、事故対策操作を行うことが可能
なように、遮へい設計がなされ、かつ、火災又
は事故によって放出することがあり得る有每ガ

記載なし 
（軽水炉と同一のため） 
 

 

6.72. 制御室内外を問わず、制御室での継続し
た運転操作に直接的な脅威となるような事象
を同定することに特別な注意を払わなければ
ならない。また、こうした事象による影響を
最小限に抑えるために、設計において、合理
的に実施可能な方策を講じなければならな
い。 
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IAEA 安全基準 NS-R-1 

原子力発電所の安全：設計 

(2000 年発効) (訳は JNES による 41)) 

発電用軽水型原子炉施設に関する 

安全設計審査指針 

（原安委決定、平成 13 年 3 月 29 日一部改訂） 

高速増殖炉の安全設計方針 

（原子力安全研究協会が電力実証炉用に作成、 

平成 8 年度とりまとめ） 

備考 

6.73. 計測設備の配置及び情報表示方法によ
り、運転員に対して、発電所の状態と性能に
関する適切な全体像を提供しなければならな
い。制御室設計においては、人間工学的な要
素を取り入れなければならない。 

ス及び気体状放射性物質に対し、換気設計によ
って適切な防護がなされた設計であること。 

 

 

6.74. 通常状態から逸脱し安全に影響を及ぼし
得る運転状態やプロセスを視覚的に、また妥
当であれば聴覚的に、効果的な方法で表示す
るための装置を設置しなければならない。 

 

    

補助制御室    

6.75. 制御室における安全機能が遂行できなく
なった場合に原子炉を停止状態に移行・維持
し、崩壊熱を除去し、更に、発電所の重要な
パラメータをモニターできるよう、制御室か
ら物理的、電気的に独立した場所、かつ、で
きれば一箇所（補助制御室）で十分な計測制
御設備が利用できなければならない。 

指針 42. 制御室外からの原子炉停止機能 
原子炉施設は、制御室外の適切な場所から原

子炉を停止することができるように、次の機能
を有する設計であること。 

(1) 原子炉施設を安全な状態に維持するた
めに、必要な計測制御を含め、原子炉の急
速な高温停止ができること。 

(2) 適切な手順を用いて原子炉を引き続き
低温停止できること。 

 

記載なし 
（軽水炉と同一のため） 
 

 

    

安全上重要な系統における計算機ベースシステ
ムの使用 

   

6.76. 安全上重要な系統が計算機ベースシステ
ムの信頼性に依存するような設計では、シス
テムの存続期間、特に、ソフトウェアの開発
サイクルを通して、計算機ハードウェアとソ
フトウェアの開発と試験に対する適切な基準
及び手法を策定し実施しなければならない。
開発全体を、適切な品質保証計画の対象とし
なければならない。 

指針 9. 信頼性に関する設計上の考慮 
1. 安全機能を有する構築物、系統及び機器は、
その安全機能の重要度に応じて、十分に高い
信頼性を確保し、かつ、維持し得る設計であ
ること。 

2. 重要度の特に高い安全機能を有する系統に
ついては、その構造、動作原理、果たすべき
安全機能の性質等を考慮して、多重性又は多
様性及び独立性を備えた設計であること。 

3. 前項の系統は、その系統を構成する機器の単
一故障の仮定に加え、外部電源が利用できな
い場合においても、その系統の安全機能が達
成できる設計であること。 

 
関連指針 
指針 10. 試験可能性に関する設計上の考慮 
指針 34. 安全保護系の多重性 
指針 35. 安全保護系の独立性 
指針 36. 安全保護系の過渡時の機能 
指針 37. 安全保護系の事故時の機能 
 
指針 38. 安全保護系の故障時の機能 
指針 39. 安全保護系と計測制御系との分離 
指針 40. 安全保護系の試験可能性 
 

方針 III-2. 信頼性に関する設計上の考慮 
1．安全機能を有する構築物、系統および機器は、
その安全機能の重要度に応じて、十分に高い
信頼性を確保し、かつ、維持し得る設計であ
ること。 

2．重要度の特に高い安全機能を有する系統につ
いては、その構造、動作原理、果たすべき安
全機能の性實等を考慮して、多重性または多
様性および独立性を備えた設計であること。 

3．前項の系統は、その系統を構成する機器の単
一故障の仮定に加え、外部電源が利用できな
い場合においても、その系統の安全機能が達
成できる設計であること。 

 
関連指針 
方針 III-3. 試験可能性に関する設計上の考慮 
方針 VI-1．安全保護系の多重性 
方針 VI-2．安全保護系の独立性 
方針 VI-6．安全保護系の過渡時の機能 
方針 VI-7．安全保護系の「事故」および「稀有
事故」時の機能 
方針 VI-3．安全保護系の故障時の機能 
方針 VI-4．安全保護系と計測制御系の分離 
方針 VI-5．安全保護系の試験可能性 
 

 

6.77. 必要な信頼性レベルは、系統の安全上の
重要性に見合うものでなければならない。信
頼性に関する必要なレベルは、プロセス開発
の各段階における様々な補足手段（効果的な
解析・試験体制を含む）を用いた包括的な方
策と、系統に対する設計要件が満足されてい
ることを確認するための妥当性確認方策によ
って達成されなければならない。 

 

6.78. 計算機ベースシステムに対する安全解析
で仮定する信頼性レベルには、技術に固有の
複雑さと、それによる解析の難しさを補うた
めに、所定の保守性を持たせなければならな
い。 

 

    

自動制御    

6.79. 予期される運転時の事象及び設計基準事
故の発生から所定の時間内に運転員による対
応操作が必要とならないよう、種々の安全系
の作動を自動化しなければならない。また、
運転員が自動作動による効果を監視するため
に適切な情報を利用できるようにしなければ
ならない。 

指針 36. 安全保護系の過渡時の機能 
安全保護系は、運転時の異常な過渡変化時に、

その異常な状態を検知し、原子炉停止系を含む
適切な系統の作動を自動的に開始させ、燃料の
許容設計限界を超えないように考慮した設計で
あること。 

 
指針 37. 安全保護系の事故時の機能 
安全保護系は、事故時に、その異常な状態を

検知し、原子炉停止系及び必要な工学的安全施
設の作動を自動的に開始させる設計であるこ
と。 

 

方針 VI-6．安全保護系の過渡時の機能 
安全保護系は、運転時の異常な過渡変化時に、

その異常な状態を検知し、原子炉停止系を含む
適切な系統の作動を自動的に開始させ、燃料の
許容設計限界を超えないように考慮した設計で
あること。 

方針 VI-7．安全保護系の「事故」および「稀有
事故」時の機能 
安全保護系は、「事故」および「稀有事故」時

に、その異常な状態を検知し、原子炉停止系お
よび必要な系統、設備の作動を自動的に開始さ
せる設計であること。 

 

 

    

保護系の機能    

6.80. 保護系は以下の機能を果たすよう設計し
なければならない。 

指針 36. 安全保護系の過渡時の機能 
安全保護系は、運転時の異常な過渡変化時に、

その異常な状態を検知し、原子炉停止系を含む
適切な系統の作動を自動的に開始させ、燃料の

方針 VI-6．安全保護系の過渡時の機能 
安全保護系は、運転時の異常な過渡変化時に、

その異常な状態を検知し、原子炉停止系を含む
適切な系統の作動を自動的に開始させ、燃料の
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IAEA 安全基準 NS-R-1 

原子力発電所の安全：設計 

(2000 年発効) (訳は JNES による 41)) 

発電用軽水型原子炉施設に関する 

安全設計審査指針 

（原安委決定、平成 13 年 3 月 29 日一部改訂） 

高速増殖炉の安全設計方針 

（原子力安全研究協会が電力実証炉用に作成、 

平成 8 年度とりまとめ） 

備考 

(1)予期される運転時の事象の結果として所定
の設計限界を超えないよう、必要に応じて、
原子炉停止系などの系統を自動的に起動す
る。 

(2) 設計基準事故を検知し、こうした事故によ
る影響を設計基準内に抑えるため必要な系統
を起動する。 

(3) 制御系による不安全な動作を無効にするこ
とができる。 

許容設計限界を超えないように考慮した設計で
あること。 

 
指針 37. 安全保護系の事故時の機能 
安全保護系は、事故時に、その異常な状態を

検知し、原子炉停止系及び必要な工学的安全施
設の作動を自動的に開始させる設計であるこ
と。 

 
指針 39. 安全保護系と計測制御系との分離 
安全保護系は、計測制御系と部分的に共用す

る場合には、計測制御系の影響により安全保護
系の機能を失わないように、計測制御系から機
能的に分離された設計であること。 

 

許容設計限界を超えないように考慮した設計で
あること。 

方針 VI-7．安全保護系の「事故」および「稀有
事故」時の機能 
安全保護系は、「事故」および「稀有事故」時

に、その異常な状態を検知し、原子炉停止系お
よび必要な系統、設備の作動を自動的に開始さ
せる設計であること。 

方針 VI-4．安全保護系と計測制御系の分離 
安全保護系は、計測制御系と部分的に共用す

る場合には、計測制御系の影響により安全保護
系の機能を失わないように、計測制御系から機
能的に分離された設計であること。 

 

    

保護系の信頼性と試験可能性    

6.81. 保護系は、果たすべき安全機能に見合っ
た高い機能上の信頼性を有し、定期的な試験
が行えるよう設計しなければならない。保護
系は、尐なくとも以下の事項を確実にするた
めに十分な多重性と独立性を備えなければな
らない。 

(1) 単一故障により保護機能が喪失することは
ないものとする。 

(2) 保護系の動作に対して容認できる信頼性が
実証できる場合を除き、どの機器やチャンネ
ルを供用外としても最小限必要な多重性の喪
失に至らないものとする。 

指針 34. 安全保護系の多重性 
安全保護系は、その系統を構成する機器若し

くはチャンネルに単一故障が起きた場合、又は
使用状態からの単一の取り外しを行った場合に
おいても、その安全保護機能を失わないように、
多重性を備えた設計であること。 

 
指針 35. 安全保護系の独立性 
安全保護系は、通常運転時、保修時、試験時

及び異常状態において、その安全保護機能を失
わないように、その系統を構成するチャンネル
相互を分離し、それぞれのチャンネル間の独立
性を実用上可能な限り考慮した設計であるこ
と。 

 
指針 38. 安全保護系の故障時の機能 
安全保護系は、駆動源の喪失、系統の遮断及

びその他の不利な状況が生じた場合において
も、最終的に原子炉施設が安全な状態に落ち着
く設計であること。 

 
指針 37. 安全保護系の事故時の機能 
安全保護系は、事故時に、その異常な状態を

検知し、原子炉停止系及び必要な工学的安全施
設の作動を自動的に開始させる設計であるこ
と。 

指針 40. 安全保護系の試験可能性 
安全保護系は、原則として原子炉の運転中に、
定期的に試験できるとともに、その健全性及び
多重性の維持を確認するため、各チャンネルが
独立に試験できる設計であること。 
 

方針 VI-1．安全保護系の多重性 
安全保護系は、その系を構成する機器もしく

はチャンネルに単一故障が起きた場合、または
使用状態からの単一の取外しを行った場合にお
いても、その安全保護機能を失わないように、
多重性を備えた設計であること。 

方針 VI-2．安全保護系の独立性 
安全保護系は、通常運転時、保修時、試験時

および異常状態において、その安全保護機能を
喪失しないように、その系統を構成する機器お
よびチャンネルを相互に分離し、それぞれの間
の独立性を実用上可能な限り考慮した設計であ
ること。 

方針 VI-3．安全保護系の故障時の機能 
安全保護系は、駆動源の喪失、系統の遮断お

よびその他の不利な状況が生じた場合において
も、最終的に原子炉施設が安全な状態に落着く
設計であること。 

方針 VI-7．安全保護系の「事故」および「稀有
事故」時の機能 
安全保護系は、「事故」および「稀有事故」時

に、その異常な状態を検知し、原子炉停止系お
よび必要な系統、設備の作動を自動的に開始さ
せる設計であること。 

方針 VI-5．安全保護系の試験可能性 
安全保護系は、原則として原子炉の運転中に、

定期的に試験できるとともに、その健全性およ
び多重性の維持を確認するため、各チャンネル
が独立に試験できる設計であること。 

 

 

6.82. 保護系は、通常運転、予期される運転時
の事象及び設計基準事故による多重チャンネ
ルへの影響で、当該系統の機能喪失に至るこ
とのないよう設計しなければならない。ある
いは、その機能喪失が他の論拠により容認で
きることを示さなければならない。保護機能
の喪失を防止するために、現実的な範囲で、
自己診断機能を含む試験可能性、フェイルセ
ーフ動作、機能的多様性、及び、機器設計や
作動原理における多様性などの設計技法を用
いなければならない。 

 

6.83. 他の手段によって適切な信頼性を保証で
きる場合を除き、保護系は、発生し得る多重
系の故障や喪失を発見するために、チャンネ
ルごとに独立して試験を行えることを含め、
原子炉運転中に保護系の機能を定期的に試験
できるよう設計しなければならない。また、
検出器から最終的な作動部分への入力信号に
至るまで、全機能に関して運転中に試験を行
えるように設計しなければならない。 

 

6.84. 通常運転及び予期される運転時の事象時
においては、運転員の対応操作により保護系
の有効性が損なわれる可能性を最小限に抑え
るものの、設計基準事故時には運転員の正し
い対応操作を無効にすることのないよう設計
しなければならない。 

 

    

保護系における計算機ベースシステムの使用    

6.85. 保護系に計算機ベースシステムを用いよ
うとする場合、6.76～6.78項に以下の要件を
付加しなければならない。 

(1) ハードウェア及びソフトウェアに対して最
高品質と最善の手法を使用しなければならな
い。 

(2) 設計変更に関する管理、試験及び試運転を
含む開発プロセス全体を系統的に文書化し評
価できるようにしなければならない。 

(3) 計算機ベースシステムの信頼性が確かなも

指針 9. 信頼性に関する設計上の考慮 
1. 安全機能を有する構築物、系統及び機器は、
その安全機能の重要度に応じて、十分に高い
信頼性を確保し、かつ、維持し得る設計であ
ること。 

2. 重要度の特に高い安全機能を有する系統に
ついては、その構造、動作原理、果たすべき
安全機能の性質等を考慮して、多重性又は多
様性及び独立性を備えた設計であること。 

3. 前項の系統は、その系統を構成する機器の単
一故障の仮定に加え、外部電源が利用できな
い場合においても、その系統の安全機能が達

方針 III-2. 信頼性に関する設計上の考慮 
1．安全機能を有する構築物、系統および機器は、
その安全機能の重要度に応じて、十分に高い
信頼性を確保し、かつ、維持し得る設計であ
ること。 

2．重要度の特に高い安全機能を有する系統につ
いては、その構造、動作原理、果たすべき安
全機能の性實等を考慮して、多重性または多
様性および独立性を備えた設計であること。 

3．前項の系統は、その系統を構成する機器の単
一故障の仮定に加え、外部電源が利用できな
い場合においても、その系統の安全機能が達
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IAEA 安全基準 NS-R-1 

原子力発電所の安全：設計 

(2000 年発効) (訳は JNES による 41)) 

発電用軽水型原子炉施設に関する 

安全設計審査指針 

（原安委決定、平成 13 年 3 月 29 日一部改訂） 

高速増殖炉の安全設計方針 

（原子力安全研究協会が電力実証炉用に作成、 

平成 8 年度とりまとめ） 

備考 

のであることを確認するために、設計者及び
供給者から独立した専門家による当該システ
ムの評価を行わなければならない。 

(4) 高いレベルの確信を持って当該システムの
健全性を実証できない場合、保護機能の遂行
を確実にするための手段を別途用意しなけれ
ばならない。 

成できる設計であること。 

 

成できる設計であること。 

 

    

保護系と制御系の分離    

6.86. 相互接続を避けたり、あるいは、適切な
機能的隔離を図ることによって、保護系と制
御系との間の相互干渉を防止しなければなら
ない。保護系と制御系で信号を共用する場合、
（適切な切り離し(decoupling)などを図るこ
とによって）適切な分離を確実に実施し、6.80
～6.85項に示される全ての安全要件が満たさ
れていることを示さなければならない。 

指針 39. 安全保護系と計測制御系との分離 
安全保護系は、計測制御系と部分的に共用す

る場合には、計測制御系の影響により安全保護
系の機能を失わないように、計測制御系から機
能的に分離された設計であること。 

 

方針 VI-4．安全保護系と計測制御系の分離 
安全保護系は、計測制御系と部分的に共用す

る場合には、計測制御系の影響により安全保護
系の機能を失わないように、計測制御系から機
能的に分離された設計であること。 

 

 

    

緊急時制御センター    

6.87. 緊急時に発電所の管理を行うスタッフが
集合する場所として、発電所の制御室から独
立した所内緊急時制御センターを設置しなけ
ればならない。そこでは、発電所の重要なパ
ラメータや所内及び周辺の放射線状況に関す
る情報が入手できるようにすべきである。同
センターには、制御室、補助制御室、発電所
内の他の重要な場所、所内・所外の緊急時対
応機関と連絡するための手段を装備すべきで
ある。シビアアクシデントによる危険事象か
ら職員を長時間にわたって保護するために、
適切な対策を講じなければならない。 

指針 44. 原子力発電所緊急時対策所 
原子炉施設は、事故時において必要な対策指

令を発するための緊急時対策所が原子力発電所
に設置可能な設計であること。 

 
関連指針 
指針 45. 通信連絡設備に関する設計上の考慮 
 

記載なし 
（軽水炉と同一のため） 
 

 

    

非常用電源供給系    

6.88. 想定起因事象が発生した後、安全上重要
な様々な系統・機器は非常用電源を必要とす
る。外部電源の同時喪失を仮定した状態で、
いかなる運転状態あるいは設計基準事故時に
おいても、非常用電源供給系は確実に必要な
電力を供給できるものでなければならない。
電力の必要性は、想定起因事象の種類によっ
て異なり、また、果たすべき安全機能の性質
は、それぞれの機能に対する対応手段を選択
する際に、例えば、基数、アベイラビリティ、
継続時間、能力及び継続性といった点で、考
慮される。 

指針 48. 電気系統 
1. 重要度の特に高い安全機能を有する構築物、
系統及び機器が、その機能を達成するために
電源を必要とする場合においては、外部電源
又は非常用所内電源のいずれからも電力の供
給を受けられる設計であること。 

2. 外部電源系は、2 回線以上の送電線により電
力系統に接続された設計であること。 

3. 非常用所内電源系は、多重性又は多様性及び
独立性を有し、その系統を構成する機器の単
一故障を仮定しても次の各号に掲げる事項を
確実に行うのに十分な容量及び機能を有する
設計であること。 

(1) 運転時の異常な過渡変化時において、燃
料の許容設計限界及び原子炉冷却材圧力
バウンダリの設計条件を超えることなく
原子炉を停止し、冷却すること。 

(2) 原子炉冷却材喪失等の事故時の炉心冷
却を行い、かつ、原子炉格納容器の健全性
並びにその他の所要の系統及び機器の安
全機能を確保すること。 

4. 重要度の高い安全機能に関連する電気系統
は、系統の重要な部分の適切な定期的試験及
び検査が可能な設計であること。 

 
関連指針 
指針 27. 電源喪失に対する設計上の考慮 
 

方針 XⅡ-1．電気系統 
1．重要度の特に高い安全機能を有する構築物、
系統および機器が、その機能を達成するため
に電源を必要とする場合においては、外部電
源または非常用所内電源のいずれからも電力
の供給を受けられる設計であること。 

2．外部電源系は、2 回線以上の送電線により電
力系統に接続された設計であること。 

3．非常用所内電源系は、多重性または多様性お
よび独立性を有し、その系統を構成する機器
の単一故障を仮定しても次の各号に掲げる事
項を確実に行うのに十分な容量および機能を
有する設計であること。 

（1）運転時の異常な過渡変化時において、燃料
の許容設計限界および原子炉冷却材バウンダ
リの設計条件を超えることなく原子炉を停止
し、冷却すること。 

（2）事故および稀有事故時の炉心冷却を行い、
かつ、原子炉格納容器の健全性ならびにその
他の所要の系統および機器の安全機能を確保
すること。 

4．重要度の高い安全機能に関する電気系統は、
系統の重要な部分を適切な方法により試験ま
たは検査できる設計であること。 

関連指針 
方針 X-4．電源喪失に対する設計上の考慮 
 

 

6.89. 非常用電源を供給するための方法（例え
ば、水、蒸気／ガスタービン、ディーゼルエ
ンジンあるいはバッテリ）を組み合わせるこ
とにより、電力供給を受ける安全系に関する
全ての要件と整合した信頼性及び形態を確保
し、また、単一故障を仮定しても、その機能
を遂行しなければならない。非常用電源供給
系の機能試験を行えるようにしなければなら
ない。 

 

    

廃棄物処理・管理系    

6.90. 放射性物質の排出量と排出濃度を規定制
限値内に維持するために、放射性液体及び気
体状排出物を処理するための適切な系統を備
えなければならない。「合理的に達成可能な限
り低く」の原則を適用しなければならない。 

指針 52. 放射性気体廃棄物の処理施設 
原子炉施設の運転に伴い発生する放射性気体

廃棄物の処理施設は、適切なろ過、貯留、減衰、
管理等により、周辺環境に対して、放出放射性
物質の濃度及び量を合理的に達成できる限り低

記載なし 
（軽水炉と同一のため） 
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IAEA 安全基準 NS-R-1 

原子力発電所の安全：設計 

(2000 年発効) (訳は JNES による 41)) 

発電用軽水型原子炉施設に関する 

安全設計審査指針 

（原安委決定、平成 13 年 3 月 29 日一部改訂） 

高速増殖炉の安全設計方針 

（原子力安全研究協会が電力実証炉用に作成、 

平成 8 年度とりまとめ） 

備考 

6.91. 放射性廃棄物の取扱い、所内での処分経
路が利用可能となるまでの期間にわたり所内
で安全に保管するための適切な系統を備えな
ければならない。発電所からの固体廃棄物の
輸送は、主務官庁の意志決定に従って行わな
ければならない。 

減できる設計であること。 

指針 53. 放射性液体廃棄物の処理施設 
1. 原子炉施設の運転に伴い発生する放射性液
体廃棄物の処理施設は、適切なろ過、蒸発処
理、イオン交換、貯留、減衰、管理等により、
周辺環境に対して、放出放射性物質の濃度及
び量を合理的に達成できる限り低減できる設
計であること。 

2. 放射性液体廃棄物の処理施設及びこれに関
連する施設は、これらの施設からの液体状の
放射性物質の漏えいの防止及び敷地外への管
理されない放出の防止を考慮した設計である
こと。 

 
関連指針 
指針 54. 放射性固体廃棄物の処理施設 
指針 55. 固体廃棄物貯蔵施設 
 

 

    

放射性液体の環境放出管理    

6.92. 「合理的に達成可能な限り低く」の原則
に適合し、放出量や濃度が規定制限値以内に
維持されることを担保するために、発電所に
は、放射性液体の環境放出を管理するための
適切な手段を用意しなければならない。 

指針 53. 放射性液体廃棄物の処理施設 
1. 原子炉施設の運転に伴い発生する放射性液
体廃棄物の処理施設は、適切なろ過、蒸発処
理、イオン交換、貯留、減衰、管理等により、
周辺環境に対して、放出放射性物質の濃度及
び量を合理的に達成できる限り低減できる設
計であること。 

2. 放射性液体廃棄物の処理施設及びこれに関
連する施設は、これらの施設からの液体状の
放射性物質の漏えいの防止及び敷地外への管
理されない放出の防止を考慮した設計である
こと。 

 

記載なし 
（軽水炉と同一のため） 
 

 

    

浮遊性放射性物質の管理    

6.93. 以下の機能を果たすために、適切なフィ
ルター系を有した換気設備を設置しなければ
ならない。 

(1) 発電所内において、浮遊性放射性物質が容
認できないほど拡散されるのを防ぐ。 

(2) 浮遊性放射性物質の濃度を、特定区画への
アクセスの要件に適合するレベルまで下げ
る。 

(3) 発電所内の浮遊性放射性物質のレベルを規
定制限値（通常運転時、予期される運転時の
事象時及び設計基準事故時に適用されている
「合理的に達成可能な限り低く」の原則）未
満に維持する。 

(4) 放射性物質の放出を管理するための機能を
損ねることなく、不活性ガスや有每ガスを含
む区画を換気する。 

指針 52. 放射性気体廃棄物の処理施設 
原子炉施設の運転に伴い発生する放射性気体

廃棄物の処理施設は、適切なろ過、貯留、減衰、
管理等により、周辺環境に対して、放出放射性
物質の濃度及び量を合理的に達成できる限り低
減できる設計であること。 

 
関連指針 
指針 43. 制御室の居住性に関する設計上の考慮 
指針 57. 放射線業務従事者の放射線防護 
 

記載なし 
（軽水炉と同一のため） 
 

 

    

気体状放射性物質の環境放出管理    

6.94. 浮遊性放射性物質の環境放出を管理する
とともに、「合理的に達成可能な限り低く」の
原則に適合し規定制限値以内にあることを担
保するために、適切なフィルター系を有した
換気設備を設置しなければならない。 

指針 52. 放射性気体廃棄物の処理施設 
原子炉施設の運転に伴い発生する放射性気体

廃棄物の処理施設は、適切なろ過、貯留、減衰、
管理等により、周辺環境に対して、放出放射性
物質の濃度及び量を合理的に達成できる限り低
減できる設計であること。 

 
指針 57. 放射線業務従事者の放射線防護 
1. 原子炉施設は、放射線業務従事者の立入場所
における線量を合理的に達成できる限り低減
できるように、放射線業務従事者の作業性等
を考慮して、遮へい、機器の配置、遠隔操作、
放射性物質の漏えい防止、換気等、所要の放
射線防護上の措置を講じた設計であること。 

記載なし 
（軽水炉と同一のため） 
 

関連 
方針 XⅠ-5．非常用ガス処理系 
 

 

6.95. フィルター系は十分高い信頼性を有する
ものでなければならず、また、予想される環
境条件下において必要な除去効率を達成でき
るよう設計しなければならない。フィルター
系は、その効率を試験できるよう設計しなけ
ればならない。 
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IAEA 安全基準 NS-R-1 

原子力発電所の安全：設計 

(2000 年発効) (訳は JNES による 41)) 

発電用軽水型原子炉施設に関する 

安全設計審査指針 

（原安委決定、平成 13 年 3 月 29 日一部改訂） 

高速増殖炉の安全設計方針 

（原子力安全研究協会が電力実証炉用に作成、 

平成 8 年度とりまとめ） 

備考 

2. 原子炉施設は、異常状態において放射線業務
従事者が必要な操作を行うことができるよう
に、放射線防護上の措置を講じた設計である
こと。 

 
関連指針 
指針 33. 格納施設雰囲気を制御する系統 
 
 

    

燃料取扱・貯蔵系    

未照射燃料の取扱と貯蔵    

6.96. 以下の機能を果たせるよう、未照射燃料
に対する取扱・貯蔵系を設計しなければなら
ない。 

(1) 発電所が最適減速条件下にあっても、物理
的な方法やプロセスにより（幾何学的に安全
な配置を適用することが望ましい）、所定の裕
度を持たせ臨界を防止する。 

(2) 安全上重要な機器に関して、適切な保守、
定期検査及び試験を行うことができる。 

(3) 燃料の紛失や損傷の可能性を最小限に抑え
る。 

指針 49. 燃料の貯蔵設備及び取扱設備 
1.新燃料及び使用済燃料の貯蔵設備及び取扱設
備は、次の各号に掲げる事項を満足する設計
であること。 

(1) 安全機能を有する構築物、系統及び機器
は、適切な定期的試験及び検査ができるこ
と。 

(2) 貯蔵設備は、適切な格納系及び空気浄化
系を有すること。 

(3) 貯蔵設備は、適切な貯蔵能力を有するこ
と。 

(4) 取扱設備は、移送操作中の燃料集合体の
落下を防止できること。 

2.使用済燃料の貯蔵設備及び取扱設備は、前項
の各号に掲げる事項のほか、次の各号に掲げ
る事項を満足する設計であること。 

(1) 放射線防護のための適切な遮へいを有
すること。 

(2) 貯蔵設備は、崩壊熱を十分に除去し、最
終的な熱の逃がし場へ輸送できる系統及
びその浄化系を有すること。 

(3) 貯蔵設備の冷却水保有量が著しく減尐
することを防止し、適切な漏えい検知を行
うことができること。 

(4) 貯蔵設備は、燃料集合体の取扱い中に想
定される落下時においても、その安全機能
が損なわれるおそれがないこと。 

指針 50. 燃料の臨界防止 
燃料の貯蔵設備及び取扱設備は、幾何学的な

安全配置又はその他の適切な手段により、想定
されるいかなる場合でも、臨界を防止できる設
計であること。 

 
指針 51. 燃料取扱場所のモニタリング 
燃料取扱場所は、崩壊熱の除去能力の喪失に

至る状態及び過度の放射線レベルを検出できる
とともに、これを適切に従事者に伝えるか、又
はこれに対して自動的に対処できる設計である
こと。 

 
 

記載なし 
（軽水炉と同一のため） 
 

 

    

照射燃料の取扱と貯蔵    

6.97. 以下の機能を果たせるよう、照射燃料に
対する取扱・貯蔵系を設計しなければならな
い。 

(1) 発電所が最適減速条件下にあっても、物理
的な方法やプロセスにより（幾何学的に安全
な系統構成を適用することが望ましい）、臨界
を防止する。 

指針 49. 燃料の貯蔵設備及び取扱設備 
1.新燃料及び使用済燃料の貯蔵設備及び取扱設
備は、次の各号に掲げる事項を満足する設計
であること。 

(1) 安全機能を有する構築物、系統及び機器
は、適切な定期的試験及び検査ができるこ
と。 

記載なし 
（軽水炉と同一のため） 
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IAEA 安全基準 NS-R-1 

原子力発電所の安全：設計 

(2000 年発効) (訳は JNES による 41)) 

発電用軽水型原子炉施設に関する 

安全設計審査指針 

（原安委決定、平成 13 年 3 月 29 日一部改訂） 

高速増殖炉の安全設計方針 

（原子力安全研究協会が電力実証炉用に作成、 

平成 8 年度とりまとめ） 

備考 

(2) 運転状態及び設計基準事故時に適切な熱除
去を行うことができる。 

(3) 照射燃料の検査を行うことができる。 

(4) 安全上重要な機器に関して、適切な定期検
査・試験を行うことができる。 

(5) 移動中の使用済燃料の落下を防止する。 

(6) 燃料要素あるいは燃料集合体に容認できな
いほどの取扱時の応力がかかることを防止す
る。 

(7) 使用済燃料キャスク、クレーン、他の損傷
を与え得る物体等の重量物が燃料集合体上に
不用意に落下することを防止する。 

(8) 損傷した、あるいは、その疑いのある燃料
要素や燃料集合体を安全に貯蔵する。 

(9) 適切な放射線防護方法を用意する。 

(10) 個々の燃料モジュールを適切に識別する。 

(11) 臨界安全のために用いる場合には、溶解性
吸収材のレベルを制御する。 

(12) 燃料貯蔵・取扱施設の保守と廃止措置を容
易にする。 

(13) 必要に応じて、燃料取扱・貯蔵区画や設備
の除染を容易にする。 

(14) 燃料の紛失を防ぐために、適切な運転手順
と計量管理手順を実施することを担保する。 

(2) 貯蔵設備は、適切な格納系及び空気浄化
系を有すること。 

(3) 貯蔵設備は、適切な貯蔵能力を有するこ
と。 

(4) 取扱設備は、移送操作中の燃料集合体の
落下を防止できること。 

2.使用済燃料の貯蔵設備及び取扱設備は、前項
の各号に掲げる事項のほか、次の各号に掲げ
る事項を満足する設計であること。 

(1) 放射線防護のための適切な遮へいを有
すること。 

(2) 貯蔵設備は、崩壊熱を十分に除去し、最
終的な熱の逃がし場へ輸送できる系統及
びその浄化系を有すること。 

(3) 貯蔵設備の冷却水保有量が著しく減尐
することを防止し、適切な漏えい検知を行
うことができること。 

(4) 貯蔵設備は、燃料集合体の取扱い中に想
定される落下時においても、その安全機能
が損なわれるおそれがないこと。 

指針 50. 燃料の臨界防止 
燃料の貯蔵設備及び取扱設備は、幾何学的な

安全配置又はその他の適切な手段により、想定
されるいかなる場合でも、臨界を防止できる設
計であること。 

 
指針 51. 燃料取扱場所のモニタリング 
燃料取扱場所は、崩壊熱の除去能力の喪失に

至る状態及び過度の放射線レベルを検出できる
とともに、これを適切に従事者に伝えるか、又
はこれに対して自動的に対処できる設計である
こと。 

 

6.98. 燃料貯蔵に対して水プール系を用いた原
子炉では、以下の機能を備えた設計としなけ
ればならない。 

(1) 照射燃料の取扱・貯蔵が行われる水中の水
質と放射能を制御するための手段 

(2) 燃料貯蔵プールの水位を監視・制御すると
ともに、漏えいを検知するための手段 

(3) 配管破断時にプール水が喪失するのを防ぐ
ための手段（即ち、サイホンブレーク対策） 

 

    

放射線防護    

全般的な要件    

6.99. 放射線防護の目標は、避けられる放射線
被ばくを防ぎ、避けられない被ばくを合理的
に達成可能な限り低く保つことにある。この
目標は、設計において、以下の方法により達
成しなければならない。 

(1) 放射性物質を内包する構築物・系統及び機
器の適切な配置と遮へい 

(2) 放射線区域での人間による作業の回数と時
間を最小限に抑え、敷地にいる人の汚染可能
性を低減できるよう、発電所及び設備の設計
に注意を払うこと 

(3) 放射性物質の処分、所内貯蔵及び所外への
移動に対し、適切な形態及び状態で放射性物
質を取り扱うための設備を備えること 

(4) 生成され、発電所内に拡散もしくは環境に
放出される放射性物質の量と濃度を低減する

指針 57. 放射線業務従事者の放射線防護 
1. 原子炉施設は、放射線業務従事者の立入場所
における線量を合理的に達成できる限り低減
できるように、放射線業務従事者の作業性等
を考慮して、遮へい、機器の配置、遠隔操作、
放射性物質の漏えい防止、換気等、所要の放
射線防護上の措置を講じた設計であること。 

2. 原子炉施設は、異常状態において放射線業務
従事者が必要な操作を行うことができるよう
に、放射線防護上の措置を講じた設計である
こと。 

 

記載なし 
（軽水炉と同一のため） 
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IAEA 安全基準 NS-R-1 

原子力発電所の安全：設計 

(2000 年発効) (訳は JNES による 41)) 

発電用軽水型原子炉施設に関する 

安全設計審査指針 

（原安委決定、平成 13 年 3 月 29 日一部改訂） 

高速増殖炉の安全設計方針 

（原子力安全研究協会が電力実証炉用に作成、 

平成 8 年度とりまとめ） 

備考 

ための方策を用意すること 

6.100. 人の滞在区画における放射線レベルが
徐々に上昇する可能性と、廃棄物として放射
性物質が生成することを最小限に抑えること
の重要性を十分に考慮しなければならない。 

 

    

放射線防護に対する設計    

6.101. 全ての線源からの被ばくと汚染を最小
限に抑えるために、発電所の設計と配置にお
いて適切な方策を講じなければならない。こ
うした方策には、保守・検査時における被ば
くの最小限化、直接放射線及び散乱放射線か
らの遮へい、浮遊性放射性物質を制御するた
めの換気・フィルター、適切な材料の選択に
よる腐食生成物の放射化制限、モニタリング
の方法、発電所への立入管理、適切な除染施
設、といった観点から、構築物・系統及び機
器を適切に設計することを含まなければなら
ない。 

指針 52. 放射性気体廃棄物の処理施設 
原子炉施設の運転に伴い発生する放射性気体

廃棄物の処理施設は、適切なろ過、貯留、減衰、
管理等により、周辺環境に対して、放出放射性
物質の濃度及び量を合理的に達成できる限り低
減できる設計であること。 

 
指針 53. 放射性液体廃棄物の処理施設 
1. 原子炉施設の運転に伴い発生する放射性液
体廃棄物の処理施設は、適切なろ過、蒸発処
理、イオン交換、貯留、減衰、管理等により、
周辺環境に対して、放出放射性物質の濃度及
び量を合理的に達成できる限り低減できる設
計であること。 

2. 放射性液体廃棄物の処理施設及びこれに関
連する施設は、これらの施設からの液体状の
放射性物質の漏えいの防止及び敷地外への管
理されない放出の防止を考慮した設計である
こと。 

 
指針 54. 放射性固体廃棄物の処理施設 
原子炉施設から発生する放射性固体廃棄物の

処理施設は、廃棄物の破砕、圧縮、焼却、固化
等の処理過程における放射性物質の散逸等の防
止を考慮した設計であること。 

 
指針 55. 固体廃棄物貯蔵施設 
固体廃棄物貯蔵施設は、原子炉施設から発生

する放射性固体廃棄物を貯蔵する容量が十分で
あるとともに、廃棄物による汚染の拡大防止を
考慮した設計であること。 

 
指針 57. 放射線業務従事者の放射線防護 
1. 原子炉施設は、放射線業務従事者の立入場所
における線量を合理的に達成できる限り低減
できるように、放射線業務従事者の作業性等
を考慮して、遮へい、機器の配置、遠隔操作、
放射性物質の漏えい防止、換気等、所要の放
射線防護上の措置を講じた設計であること。 

2. 原子炉施設は、異常状態において放射線業務
従事者が必要な操作を行うことができるよう
に、放射線防護上の措置を講じた設計である
こと。 

 

記載なし 
（軽水炉と同一のため） 
 

 

6.102. 遮へい設計は、運転区画における放射線
レベルが規定制限値を超えないようにしなけ
ればならない。また、保守要員の被ばく線量
を最小限に抑えるよう保守・検査を容易にし
なければならない。「合理的に達成可能な限り
低く」の原則を適用しなければならない。 

 

6.103. 発電所の配置及び手順書により、放射線
区域や潜在的な汚染区域への立入を管理した
り、発電所内での放射性物質や人の移動に伴
う汚染を最小限に抑えなければならない。ま
た、放射線被ばくを最小限に抑えるため必要
に応じて、発電所の配置により、運転、検査、
保守及び交換を効率的に行えるようにしなけ
ればならない。 

 

6.104. 人及び設備に対する適切な除染施設や、
除染作業により生じる放射性廃棄物の取扱い
に対する方策を講じなければならない。 

 

    

放射線モニタリングの方法    

6.105. 運転状態、設計基準事故時、及び、実現
可能であれば、シビアアクシデント時におい
て、確実に適切な放射線モニタリングが行え
るよう設備を設けなければならない。 

(1) 日常的に運転員が配置される場所、及び、
通常運転時や予期される運転時の事象時にお
いてある期間中の立入を制限するような放射
線レベルの変化が生じ得る場所で局所的な線
量率のモニタリングを行うために、固定式の
線量率メータを用意しなければならない。更
に、設計基準事故時に、そして、可能ならば
シビアアクシデント時に、適切な場所での放
射線レベルを示すために、固定式の線量率メ
ータを設置しなければならない。これらの計
装設備は、制御室、あるいは、必要であれば
発電所職員が対策を開始できる適切な制御場
所において、十分な情報を提供しなければな

指針 58. 放射線業務従事者の放射線管理 
原子炉施設は、放射線業務従事者を放射線か

ら防護するために、放射線被ばくを十分に監視
及び管理するための放射線管理施設を設けた設
計であること。 

また、放射線管理施設は、必要な情報を制御
室又は適当な場所に表示できる設計であるこ
と。 

 
指針 59. 放射線監視 
原子炉施設は、通常運転時及び異常状態にお

いて、尐なくとも原子炉格納容器内雰囲気、原
子炉施設の周辺監視区域周辺及び放射性物質の
放出経路を適切にモニタリングできるととも
に、必要な情報を制御室又は適当な場所に表示

記載なし 
（軽水炉と同一のため） 
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表 3.10: IAEA 安全基準 NS-R-1 に対する軽水炉安全設計指針・ 

高速炉安全設計方針の対応箇所 (35/35) 

- 159 - 

IAEA 安全基準 NS-R-1 

原子力発電所の安全：設計 

(2000 年発効) (訳は JNES による 41)) 

発電用軽水型原子炉施設に関する 

安全設計審査指針 

（原安委決定、平成 13 年 3 月 29 日一部改訂） 

高速増殖炉の安全設計方針 

（原子力安全研究協会が電力実証炉用に作成、 

平成 8 年度とりまとめ） 

備考 

らない。 

(2) 日常的に人が配備される場所、及び、浮遊
性放射性物質の放射能レベルが防護対策を必
要とするような状況になり得る場所において
放射性物質の空気中濃度を測定するためにモ
ニターを用意しなければならない。高濃度の
放射性物質が検出された場合、これらの系統
により制御室や他の適切な場所で表示しなけ
ればならない。 

(3) 運転状態及び事故状態において、液体処理
系や、発電所の系統あるいは環境からの気液
サンプル中の特定放射性物質の濃度を適時測
定するために、固定式の設備と分析施設を設
けなければならない。 

(4) 環境排出の前あるいは間に排出物を監視す
るための固定式設備を設けなければならな
い。 

(5) 放射性物質による表面汚染を測定するため
に計装設備を用意しなければならない。 

(6) 人の個人線量及び汚染を監視するための設
備を設けなければならない。 

できる設計であること。 

 

6.106. 発電所内のモニタリングに加え、特に以
下の事項に関連して、発電所周辺における放
射線影響を調べるための方策を講じなければ
ならない。 

(1) 食物連鎖を含む住民への経路 

(2) 現地の生態系に対する放射線影響 

(3) 環境における放射性物質の蓄積の可能性 

(4) 認可されていない排出経路の可能性 
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表 3.11: IAEA 安全基準 NS-R-1 の安全要件の中で、軽水炉安全設計指針・ 

高速炉安全設計方針に対応条文のないもの(主要事頄) 

分 類 NS-R-1 の安全要件 

軽水炉安全設計指針・高速

炉安全設計方針には記述

がないが、他の指針類で対

応するもの 

＜重要度分類指針で対応＞ 

5.(3) 構築物、系統及び機器の信頼性に対する設計「補助供給系」 

 

＜安全評価指針で対応＞ 

5.(2) 設計の基本的考え方 

「発電所状態の区分」、「想定起因事象」、「内部事象」、「設計限界」 

 

＜立地指針で対応＞ 

5.(2) 設計の基本的考え方「敷地に係る特性」 

 

軽水炉安全設計指針・高速

炉安全設計方針には記述

がないが、後段規制で対応

するもの 

＜省令 62 号で対応＞ 

6.(2) 原子炉冷却系「原子炉冷却材の浄化」 

6.(3) 格納容器系「カバーとコーティング」 

 

＜「原子炉施設の解体に係る安全確保の基本的考え方」で対応＞ 

5.(8) その他の設計上の配慮「廃止措置」 

 

国内規制では対応するも

のがないもの 

5.(8) その他の設計上の配慮「熱電並給、熱生成または脱塩に用い

られる発電所」 

6.(3) 格納容器系「格納容器内部構築物」 

 

上位文書でのポリシー的

な記述の追加が望ましい

もの 

4.(1) 深層防護の要件 

4.(2) 安全機能 
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 A
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 3
 

重
要

度
分

類

に
係

わ
る

定

義
 

ク
ラ
ス
１
 

P
S-
1
：

そ
の

損
傷

又
は

故
障

に
よ

り
発

生
す

る

事
象
に
よ
っ
て
、
 

(
a)
 炉

心
の
著
し
い
損
傷
、
又
は
 

(
b)
 燃

料
の
大
量
の
破
損
 

を
引

き
起

こ
す
お

そ
れ

の
あ
る

構
築

物
、

系
統

及
び
機
器
 

 M
S-
1
：

１
）

異
常

状
態

発
生

時
に

原
子

炉
を

緊

急
に

停
止

し
、
残

留
熱

を
除
去

し
、

原
子

炉
冷

却
材

圧
力

バ
ウ
ン

ダ
リ

の
過
圧

を
防

止
し

、
敷

地
周

辺
公

衆
へ
の

過
度

の
放
射

線
の

影
響

を
防

止
す
る
構
築
物
、
系
統
及
び
機
器
 

２
）

安
全

上
必
須

な
そ

の
他
の

構
築

物
、

系
統

及
び
機
器
 

  

ク
ラ

ス
１
 

P
S-
1：

軽
水

炉
指
針

と
同
じ
 

      M
S-
1
：

「
原

子
炉

冷
却

材
圧

力
バ

ウ
ン
ダ

リ
の

過
圧

を
防

止
し

」
が

削
除

さ
れ

て
い

る
点

を
除

き
、

軽
水
炉

指
針
と

同
じ
 

 

ク
ラ

ス
A
は

、
安

全
関
連
ク
ラ
ス
で
、
AN
S
の
安

全
ク

ラ
ス

１
に

等
し

い
。
そ

れ
は

、
隔
離

弁
と

機
械

的
サ

ポ
ー

ト
を

含
む
原

子
炉

冷
却
材

圧
力

バ
ウ

ン
ダ
リ

に
適
用

さ
れ
る
。
 

 

安
全
ク
ラ
ス
１
は
、
安
全
機
能
の
動
作
無
し
に
、

炉
心
の

核
分

裂
生

成
物

の
一

部
が

環
境
へ

放
出

さ
れ
る

の
を

防
ぐ

た
め

に
必

要
な

安
全
機

能
を

含
む
。
 

 

 
ク
ラ
ス
２
 

P
S-
2
：

１
）

そ
の

損
傷

又
は

故
障

に
よ

り
発

生

す
る

事
象

に
よ
っ

て
、

炉
心
の

著
し

い
損

傷
又

は
燃

料
の

大
量
の

破
損

を
直
ち

に
引

き
起
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す

お
そ

れ
は

な
い
が

、
敷

地
外
へ

の
過

度
の

放
射

性
物

質
の

放
出
の

お
そ

れ
の
あ

る
構

築
物

、
系

統
及
び
機
器
 

２
）

通
常

運
転
時

及
び

運
転
時

の
異

常
な

過
渡

変
化

時
に

作
動

を
要

求
さ

れ
る

も
の

で
あ

っ

て
、

そ
の

故
障
に

よ
り

、
炉
心

冷
却

が
損

な
わ

れ
る
可
能
性
の
高
い
構
築
物
、
系
統
及
び

機
器
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S-
2
：

１
）

Ｐ
Ｓ

－
２

の
構

築
物

、
系

統
及

び

機
器

の
損

傷
又
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障

に
よ
り

敷
地

周
辺
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衆

に
与

え
る

放
射
線

の
影

響
を
十

分
小

さ
く

す
る

よ
う
に
す
る
構
築
物
、
系
統
及
び
機
器
 

２
）

異
常

状
態
へ

の
対

応
上
特

に
重

要
な

構
築

物
、
系
統
及
び
機
器
 

 

ク
ラ

ス
２
 

P
S-
2：

軽
水

炉
指
針

と
同
じ
 

          M
S-
2：

軽
水

炉
指
針

と
同
じ
 

ク
ラ

ス
B
は

、
安

全
関
連
ク
ラ
ス
で
、
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S
の
安

全
ク

ラ
ス

２
に

等
し

い
。
そ

れ
は

、
設
計

基
準

事
故
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に

、
格

納
容

器
か
ら

の
放

射
性
物

質
の

漏
え

い
を
制

限
す
る

。
 

 

安
全
ク

ラ
ス

２
は

、
炉

心
の

核
分

裂
生
成

物
の

一
部
が

環
境
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放
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さ

れ
る

よ
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な
事
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は
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全
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よ
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す
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能
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に
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象
発
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で
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れ
る
。
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ク
ラ
ス
３
 

P
S-
3
：

１
）

異
常

状
態

の
起

因
事

象
と

な
る

も

の
で

あ
っ

て
、
Ｐ

Ｓ
－

１
及
び

Ｐ
Ｓ

－
２

以
外

の
構
築
物
、
系
統
及
び
機
器
 

２
）

原
子

炉
冷
却

材
中

放
射
性

物
質

濃
度

を
通

常
運

転
に
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障
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い

程
度
に
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物
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3
：

１
）
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転

時
の
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常

な
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変

化
が
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て

も
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Ｓ
－
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Ｓ
－

２
と
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築
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２
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要
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築
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熱
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定
義
と

同
じ
）
 

隔
離

弁
と

機
械

的
サ

ポ
ー
ト

を
含

む
原
子

力
冷

却
材

圧
力
バ

ウ
ン
ダ

リ
。
 

 

ク
ラ
ス
１
 

原
子
炉

冷
却

材
圧

力
バ

ウ
ン

ダ
リ

。
但
し

、
そ

の
破
損

に
よ

る
冷

却
材

喪
失

の
状

況
が
、

常
用

の
保
有

水
維

持
機

能
に

よ
っ

て
、

停
止

操
作

及

び
冷
却

維
持

が
可

能
な

く
ら

い
十

分
な
保

有
水

が
維
持
で
き
る
よ
う
な
箇
所

を
除
く
。
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発

電
用

軽
水

型
原

子
炉

施
設
の

安
全

機
能

の
重

要
度

分
類

に
関
す

る
審

査
指
針

（
原

子
力

安
全

委
員
会

：
平
成

21
年
一
部
改
訂

）
 

高
速

増
殖

炉
の

安
全

機
能

の
重

要
度

分
類

に
関

す
る

方
針

（
原

子
力

安
全

協
会

が
電

力
実

証
炉

用
に

作
成
、

平
成

8
年

度
と

り
ま
と

め
）

 

A
P1
0
00
 
De
s
ig
n
 C
o
nt
r
ol
 
Do
c
um
e
nt

で
参
照

(
AN
S
/A
N
SI
 
51
.1
-
83
,
 
“
Nu
cl
e
ar
 
S
af
e
ty
 

C
ri
t
er
i
a 
f
or
 t
he
 D
e
si
g
n 
o
f 
S
ta
ti
on
a
ry
 

P
re
s
su
r
iz
e
d 
W
at
e
r 
R
ea
c
to
r
 P
l
an
t
s.
”
) 

I
AE
A
 S
a
fe
t
y 
St
a
nd
a
rd
 N
S-
G-
1
.9
 (
2
00
4
):
 

D
es
i
gn
 
o
f 

t
he
 
R
ea
c
to
r 

Co
o
la
n
t 

S
ys
t
em
 

a
nd
 
As
so
c
ia
t
ed
 
S
ys
t
em
s
 
i
n 

Nu
cl
e
ar
 

P
ow
e
r 
P
la
n
ts
 
 A
n
ne
x
 3
 

・
安
全
上
特
に
重
要
な
関
連
機
能
 

   

・
安

全
上
特

に
重
要

な
関
連

機
能
 

 

 
ク
ラ
ス
２
 

P
S-
2：

 

・
原
子
炉
冷
却
材
を
内
蔵
す
る
機
能
（
た

だ
し
、

原
子
炉
冷
却
材
圧
力
バ
ウ
ン
ダ
リ
か
ら
除

外

さ
れ
て
い
る
計
装
等
の
小
口
径
の
も
の
及

び

バ
ウ
ン
ダ
リ
に
直
接
接
続
さ
れ
て
い
な
い

も

の
は
除
く
）
 

・
原
子
炉
冷
却
材
圧
力
バ
ウ
ン
ダ
リ
に
直

接
接

続
さ
れ
て
い
な
い
も
の
で
あ
っ
て
、
放
射

性

物
質
を
貯
蔵
す
る
機
能
 

・
燃
料
を
安
全
に
取
り
扱
う
機
能
 

 M
S-
2：

 

・
安
全
弁
及
び
逃
が
し
弁
の
吹
き
止
ま
り

機
能
 

・
燃
料
プ
ー
ル
水
の
補
給
機
能
 

・
放
射
性
物
質
放
出
の
防
止
機
能
 

・
事
故
時
の
プ
ラ
ン
ト
状
態
の
把
握
機
能

 

・
異
常
状
態
の
緩
和
機
能
 

・
制
御
室
外
か
ら
の
安
全
停
止
機
能
 

 

ク
ラ

ス
２
 

P
S-
2：

 

・
原

子
炉
冷

却
材
バ

ウ
ン
ダ

リ
と
あ

い
ま

っ
て
、

一
次

系
の
障

壁
と
な

る
機
能
 

・
原

子
炉
冷

却
材
圧

力
バ
ウ

ン
ダ
リ

に
直

接
接

続
さ

れ
て
い

な
い
も

の
で
あ

っ
て
、

放
射

性

物
質

を
貯
蔵

す
る
機

能
 

・
燃

料
を
安

全
に
取

り
扱
う

機
能
 

・
非

放
射
性

ナ
ト
リ

ウ
ム
の

保
持
機

能
 

・
ナ

ト
リ
ウ

ム
と
水

と
の
障

壁
と
な

る
機

能
 

  M
S-
2：

 

・
使

用
済
燃

料
の
冷

却
機
能
 

・
使

用
済
燃

料
冷
却

材
の
液

位
確
保

機
能

 

・
放

射
性
物

質
放
出

の
防
止

機
能
 

・
事

故
時
の

プ
ラ
ン

ト
状
態

の
把
握

機
能

 

・
制

御
室
外

か
ら
の

安
全
停

止
機
能
 

・
格

納
容
器

外
で
の

非
放
射

性
ナ
ト

リ
ウ

ム
燃

焼
抑

制
機
能
 

・
蒸

気
発
生

器
水
漏

え
い
時

の
健
全

性
確

保
機

能
 

 

ク
ラ

ス
Ｂ
 

・
核

分
裂
生

成
物
の

障
壁
、
放
射
性
物
質
を
保

持
又

は
隔
離

す
る

1
次
格
納
容
器
 

・
格

納
容
器

バ
ウ
ン

ダ
リ
（
ペ
ネ
ト
レ
ー
シ
ョ

ン
、
隔

離
弁

を
含

む
）、

格
納
容
器
バ
ウ
ン
ダ

リ
と

し
て
の

配
管
も
含
む
 

・
事

故
後
の

安
全
系
冷
却
材
循
環
機
能
 

・
緊

急
炉
停

止
機
能
 

・
漏
え

い
に
よ

り
炉
心
冷
却
の
喪
失
に
至
る
機
器
 

 

ク
ラ
ス
２
 

・
ク
ラ
ス
１
に
含
ま
れ
な
い
原
子
炉
冷
却
材
バ

ウ
ン
ダ
リ
。
 

・
設
計
基
準
事
故
時
に
炉
心
冷
却
の
た
め
に
原

子
炉
冷
却
材
保
有
水
を
維
持
す
る
機
能
 

・
原
子
炉
冷
却
材
バ
ウ
ン
ダ
リ
の
破
損
後
に
、

燃
料
破
損
を
制
限
す
る
た
め
に
炉
心
か
ら
熱

を
除
去
す
る
機
能
 

・
通
常
運
転
時
、
設
計
基
準
事
故
時
の
余
熱
除

去
機
能
 

 

 
ク
ラ
ス
３
 

P
S-
3
: 

・
原
子
炉
冷
却
材
保
持
機
能
（
Ｐ
Ｓ
－
１

、
Ｐ

Ｓ
－
２
以
外
の
も
の
。）

 

・
原
子
炉
冷
却
材
の
循
環
機
能
 

・
放
射
性
物
質
の
貯
蔵
機
能
 

・
電
源
供
給
機
能
（
非
常
用
を
除
く
。）

 

・
プ
ラ
ン
ト
計
測
・
制
御
機
能
（
安
全
保

護
機

能
を
除
く
。
）
 

ク
ラ

ス
３
 

P
S-
3
: 

・
原

子
炉
冷

却
材
の

循
環
機

能
 

・
放

射
性
物

質
の
貯

蔵
機
能
 

・
電

源
供
給

機
能
（

非
常
用

を
除
く

。）
 

・
プ

ラ
ン
ト

計
測
・

制
御
機

能
（
安

全
保

護
機

能
を

除
く
。
）
 

・
プ

ラ
ン
ト

運
転
補

助
機
能
 

 

ク
ラ

ス
Ｃ
 

・
炉

心
冷
却

の
た
め

に
、
冷
却
材
を
注
入

す
る

機
能

又
は
、

原
子
炉

保
有
水
を
維
持
す
る
機

能
 

・
炉

心
冷
却

機
能
 

・
格

納
容
器

冷
却
機

能
 

・
環

境
へ
の

線
量
制

限
を
満
足
す
る

た
め

に
必

要
な

、
格
納

容
器
内

の
放
射
性
物
質

を
除
去

す
る

機
能
 

ク
ラ
ス
３
 

・
許
容
さ
れ
な
い
反
応
度
変
化
防
止
機
能

 

・
全
て
の
停
止
動
作
後

に
安
全

停
止
状
態

を
維

持
す
る
機
能
 

・
全
て
の
運
転
状
態
に
お
い
て

炉
心
冷
却
の
た

め
に
原
子
炉
の

保
有
水

を
維
持
す
る

機
能

 

・
他
の
安
全
系
統
か
ら
最
終
ヒ
ー
ト
シ
ン
ク
へ

熱
を
輸
送
す
る
機
能
 

・
安
全
系
統
を
サ
ポ
ー
ト
す
る
機
能
（
電
源

供
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発

電
用

軽
水

型
原

子
炉

施
設
の

安
全

機
能

の
重

要
度

分
類

に
関
す

る
審

査
指
針

（
原

子
力

安
全

委
員
会

：
平
成

21
年
一
部
改
訂

）
 

高
速

増
殖

炉
の

安
全

機
能

の
重

要
度

分
類

に
関

す
る

方
針

（
原

子
力

安
全

協
会

が
電

力
実

証
炉

用
に

作
成
、

平
成

8
年

度
と

り
ま
と

め
）

 

A
P1
0
00
 
De
s
ig
n
 C
o
nt
r
ol
 
Do
c
um
e
nt

で
参
照

(
AN
S
/A
N
SI
 
51
.1
-
83
,
 
“
Nu
cl
e
ar
 
S
af
e
ty
 

C
ri
t
er
i
a 
f
or
 t
he
 D
e
si
g
n 
o
f 
S
ta
ti
on
a
ry
 

P
re
s
su
r
iz
e
d 
W
at
e
r 
R
ea
c
to
r
 P
l
an
t
s.
”
) 

I
AE
A
 S
a
fe
t
y 
St
a
nd
a
rd
 N
S-
G-
1
.9
 (
2
00
4
):
 

D
es
i
gn
 
o
f 

t
he
 
R
ea
c
to
r 

Co
o
la
n
t 

S
ys
t
em
 

a
nd
 
As
so
c
ia
t
ed
 
S
ys
t
em
s
 
i
n 

Nu
cl
e
ar
 

P
ow
e
r 
P
la
n
ts
 
 A
n
ne
x
 3
 

・
プ
ラ
ン
ト
運
転
補
助
機
能
 

 M
S-
3：

 

・
核
分
裂
生
成
物
の
原
子
炉
冷
却
材
中
へ

の
放

散
防
止
機
能
 

・
原
子
炉
冷
却
材
の
浄
化
機
能
 

・
原
子
炉
圧
力
の
上
昇
の
緩
和
機
能
 

・
出
力
上
昇
の
抑
制
機
能
 

・
原
子
炉
冷
却
材
の
補
給
機
能
 

・
緊
急
時
対
策
上
重
要
な
も
の
及
び
異
常

状
態

の
把
握
機
能
 

 

  M
S-
3：

 

・
核

分
裂
生

成
物
の

原
子
炉

冷
却
材

中
へ

の
放

散
防

止
機
能
 

・
原

子
炉
冷

却
材
の

浄
化
機

能
 

・
運

転
時
の

異
常
な

過
渡
変

化
時
の

事
象

緩
和

機
能
 

・
緊

急
時
対

策
上
重

要
な
も

の
及
び

異
常

状
態

の
把

握
機
能
 

 

・
環

境
へ
の

線
量
制

限
を
満
足
す
る

た
め

に
必

要
な

、
格
納

容
器
外
の
エ
リ
ア
で
放
射
性
物

質
の

増
殖
を

抑
制
す

る
機
能
 

・
安

全
停
止

状
態
の

達
成
又
は
維
持
の
た
め
の

負
の

反
応
度

制
御
機
能
 

・
制

御
棒
挿

入
及
び
冷
却
形
状
維
持
の
た
め
の
、

炉
内

構
造
物

の
形
状

を
維
持

す
る
機
能
 

・
ク

ラ
ス

A,
B
,C

機
器
の
重
量
支
持

機
能

で
、

圧
力

バ
ウ
ン

ダ
リ
を
除
く
 

・
地

震
や
洪

水
、
外
部

/内
部
ミ
サ
イ
ル
か
ら
、

ク
ラ

ス
A,
B,
C
機
器
を
保
護
す
る
構
造
、
建

屋
機

能
 

・
運

転
員
が

制
御
室

及
び
ク
ラ
ス

A,
B
,C

機
器

に
ア

ク
セ
ス

す
る
た
め
の
放
射
線
遮
へ
い

機

能
 

・
ク

ラ
ス

A,
B
,C

機
器
の
安
全
補
助

機
能
（

熱

除
去

系
、
空

調
系
、

電
源
系

等
）
 

・
ク

ラ
ス

A,
B
,C

機
器
の
安
全
機
能
を
達
成
す

る
た

め
に
必

要
な
、
ク
ラ
ス

A,
B,
C
機
器
を

自
動

又
は
手

動
で
作
動
さ
せ
る
た
め
の
計
測

制
御

機
能
 

・
使

用
済
燃

料
の
健
全
性
を
維
持
す
る
機
能
で
、

そ
の

故
障
に

よ
り
、
燃
料
か
ら
放
射
性
物
質

が
多

量
に
放

出
さ
れ
、
通
常
の
制
限
を
大
き

く
上

回
る
環

境
放
射
線
量
と
な
る
よ
う
な
、

燃
料

破
損
に

至
る
機
能
。（

例
：
使
用
済
燃
料

プ
ー

ル
、
燃

料
移
送
管
隔
離
弁
）
 

・
使

用
済
燃

料
の
未

臨
界
維
持
機
能
 

・
通

常
運
転

及
び
過

渡
状
態

に
お
い
て
、

放
射

性
物

質
の
放

出
量
及
び
放
出
率
が
制
限
値
以

内
で

あ
る
こ

と
を
監
視

す
る

機
能
 

・
想

定
事
故

後
に
、

ク
ラ
ス

A,
B,
C
機
器
の
状

態
を

監
視
す

る
機
能
 

 

給
系
、
圧
縮
空
気
供
給
系
、
水
圧
供
給
系
、

潤
滑
油
系
等
）
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表 4.1 設計拡張状態の候補案 (1/3) 

事

象 

タ

イ

プ 

起因 

事象 

事故の制

御 

（設計基

準事象） 

過酷なプラント状態の制御（設計拡張状態） 

炉心損傷へ

の進展防止 

（カテゴリ

１） 

シビアアクシデントの影響緩和（カテゴリ２） 

想 定 影響、設計対策と効果 

炉心

損傷

の有

無 

炉

停

止

失

敗 

異常な

過渡 

主炉停止

系による

炉停止 

後備炉停

止系によ

る炉停止 

受動的炉停

止系（SASS）

による炉停

止 

SASS に

よる炉

心損傷

防止を

無視（炉

心損傷

に伴い

吸収体

落下） 

流量喪失型炉停止失敗（ULOF）：数

十秒程度で全炉心損傷に至るが、内

部ダクト付燃料集合体、原子炉容器

内受け皿等の設計対策（カテゴリ２）

により炉容器内終息。部分出力では

起因過程が厳しくなる可能性あり。 

 

全炉

心損

傷 

過出力型炉停止失敗（UTOP）：数分

程度で部分損傷に至る。部分出力状

態からの UTOP では冷却材沸騰が先

行し損傷が拡大する可能性あり。

ULOF 対策によって炉容器内終息。 

 

部分

損傷 

除熱源喪失型炉停止失敗（ULOHS）：

対策しない場合、十分程度で被覆管

破損に至る。系統温度が上昇し 1 次

ポンプが停止した時点で、低出力あ

るいは炉停止状態からの冷却材沸騰

となり全炉心損傷に至る可能性があ

る。起因過程が厳しくなる可能性が

あり、また事故後冷却も厳しくなる。 

設計対策として、制御棒強制挿入等

（カテゴリ１）を導入することによ

り炉心損傷防止。 

 

なし 

事故 

（1 次

ポンプ

軸固

着） 

 

主炉停止

系による

炉停止 

後備炉停止

系による炉

停止 

SASS 落

下 

SASS により制御棒は落下するが、高

温チャンネルでは冷却材沸騰に至

り、部分損傷する可能性あり。 

 

 

部分

損傷 
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表 4.1 設計拡張状態の候補案 (2/3) 

事

象 

タ

イ

プ 

起因 

事象 

事故の制

御 

（設計基

準事象） 

過酷なプラント状態の制御（設計拡張状態） 

炉心損傷へ

の進展防止 

（カテゴリ

１） 

シビアアクシデントの影響緩和（カテゴリ２） 

想 定 影響、設計対策と効果 

炉心

損傷

の有

無 

冷

却

材

漏

え

い 

事故

（配管

破損） 

LBB に基

づく漏え

い率想定 

外管によ

る漏えい

冷却材保

持と液位

確保 

ギロチン破

断 

外管による

漏えい冷却

材保持と液

位確保 

LBB に

基づく

漏えい

率想定 

外管破

損 

液位確保に失敗する場合、LORL とな

り、数時間で原子炉容器とガードベ

ッセルが破損する。 

設計対策としては液位確保のための

ポンプトリップ、カバーガス隔離操

作等の信頼性を確保して液位確保失

敗を防止すること（カテゴリ１）及

び格納容器内に漏えいするナトリウ

ムの燃焼影響を抑制すること（カテ

ゴリ２）。（高所配管引きまわしとし

ていることが本質的な設計対策） 

なし 

－ － 

原子炉容器

破損 

ガードベッ

セルによる

液位確保 

原子炉

容器と

ガード

ベッセ

ルの破

損 

原子炉容器破損確率は十分小さくで

きること、ガードベッセルは従属破

損も共通要因破損もしないこと、検

査可能であること等を示すことで、

想定外とする。 

なし 

崩

壊

熱

除

去

失

敗 

異常な

過渡 

３系統の

自然循環

（短時

間） 

３系統の自

然循環（長時

間） 

－ 

長時間の自然循環除熱に対応してお

り考慮不要 

なし 

事故 

1.5 系統

の自然循

環（1 系統

漏えいと

ダンパ１

基開失

敗） 

1 系統の自然

循環（1 系統

漏えいとダ

ンパ2基開失

敗） 

0.5 系統

の自然

循環（１

系統漏

えいと

ダンパ 3

基開失

敗） 

対策しない場合、十分程度で被覆管

破損に至ると予想される。 

設計対策としては AM ダンパで崩壊

熱除去系の機能回復を図ること（カ

テゴリ１）。または、窒素ガス冷却系

（カテゴリ１）による代替冷却を行

うこと。 

なし 

局

所

事

故 

事故

（異物

閉塞） 

数サブチ

ャンネル

のスティ

ール片に

よる有孔

閉塞 

カバーガ

ス計で検

出し手動

停止 

1 サブチャン

ネル程度の

スティール

異物による

閉塞 

DN 計で検出

しスクラム 

1 サブチ

ャンネ

ル程度

の燃料

片によ

る閉塞 

DN 計に

よる検

出失敗 

集合体間破損伝播が発生する可能性

があるが、幾つかの検出手段（炉心

出口温度計、破損燃料位置検出系、

NIS）が有効になると考えられる（カ

テゴリ２）。検出可能性と損傷部分の

冷却性を評価する。 

部分

損傷 
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表 4.1 設計拡張状態の候補案 (3/3) 

事

象 

タ

イ

プ 

起因 

事象 

事故の制

御 

（設計基

準事象） 

過酷なプラント状態の制御（設計拡張状態） 

炉心損傷へ

の進展防止 

（カテゴリ

１） 

シビアアクシデントの影響緩和（カテゴリ２） 

想 定 影響、設計対策と効果 

炉心

損傷

の有

無 

気

泡

通

過 

事故 

炉心入口

プレナム

に滞留し

うる最大

気泡量の

炉心一斉

通過 

－ － 

設計基準事象で最大量を想定するこ

とで、設計拡張状態の想定を不要と

する。 

系統内の滞留量及び循環量が設計基

準の想定を上回らないように設計す

る。 

JSFR では下部ガスプレナムとしてい

るが、燃料ピンの同時多数本破損は

想定しがたく、破損位置は燃料ピン

上方になることから、大規模気泡通

過の要因とはならない。 

なし 

炉

心

支

持

構

造

破

損 

－ － 

支持構造破

損時の炉心

相対変位に

伴う反応度

投入（急激な

反応度投入

とならない

ため炉心損

傷防止可能） 

－ 

起因事象として炉心支持機能喪失を

想定することには合理性がなく想定

外とする。 

 

 

 
なし 

蒸

気

発

生

器

伝

熱

管

破

損 

事故 

２重伝熱

管からの

小漏えい 

小漏えいか

ら１本破断

までを初期

漏えいとす

る最大漏え

い率 

漏えい

検出設

備の故

障を想

定した

最大漏

えい率 

IHX バウンダリの健全性を確保する

ことで、炉心への影響を防止。SG の

ラプチャディスク、水系の放出設備

を軽水炉の自動減圧設備等と同等の

信頼性とすることでその機能喪失を

排除する（カテゴリ１）。 
なし 

２

次

系

漏

え

い 

事故 

LBB に基

づく漏え

い率想定 

エンクロ

ージャに

よる冷却

材保持 

ギロチン破

断 

エンクロー

ジャによる

冷却材保持 

LBB に

基づく

漏えい

率想定 

エンク

ロージ

ャ破損 

格納容器外の大漏えいに対して緩和

設備がない場合、ナトリウム漏えい

により格納容器破損に至る可能性が

ある。 

ダンプタンク室への漏えいナトリウ

ムの移送・収納等の影響緩和機能を

検討する（カテゴリ２）。 

 

なし 
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付録 A ナトリウム冷却高速増殖炉の安全確保の考え方(案) 

 

 

1. はじめに 

高速増殖炉と関連する核燃料サイクル技術は、我が国の将来の基幹電力源として有望であ

り、我が国のエネルギーセキュリティ確保上重要であるだけではなく、本技術を海外に輸出

することで、世界的なエネルギー供給に貢献すると共に我が国の輸出産業の一翼を担うこと

が期待される。 

現在の軽水炉市場においても、原子力産業の国際化は急激に進んでおり、このことを考慮

すれば、次期高速増殖炉の安全要求については、国際的に受容可能なレベルであることが望

ましい。 

このため、高速増殖原型炉「もんじゅ」に適用された「高速増殖炉の安全性の評価の考え

方」及び軽水炉に適用される指針類を踏まえた上で、IAEA 安全基準や各国の指針類を参考

として高速増殖炉の安全確保の基本的な考え方を示す。 

なお、原子力安全委員会において、向こう３年ほどかけて指針類の上位文書を作成する動

きがあり、今後その反映を検討する。 

 

2. ナトリウム冷却高速増殖炉の安全確保の基本的な考え方（案） 

ナトリウム冷却高速増殖炉の立地・設計・建設・運転・廃炉を通じて、一貫して適用する

根幹となる理念として以下を定める。 

 

(1) 安全確保の目的 

通常運転時の放尃性物質の環境放出量及び放尃線量を合理的に達成可能な限り低減

（ALARA）すること。 

原子力災害による公衆の健康被害を防止すること。すなわち、異常な環境放出に至りうる

異常を防止し、異常発生時の環境放出量を抑制すること。 

 

(2) 安全確保の概念（深層防護） 

原子炉施設の設計・建設・運転・廃炉を通じて適用 

① 通常運転からの逸脱を防止し、システムの故障を防止すること 

② 予期される運転時の事象が事故状態に拡大するのを防止するために、通常運転状態か

らの逸脱を検知し、阻止すること 

③ きわめて起こりにくいものであるが、ある予期される運転時の事象または想定起因事

象の拡大が第 2 の防護レベルで阻止できず、より重大な事象に進展するような事態を

仮想した場合に、発電所を制御された状態に導き、次に安全停止状態に導き、更には

放尃性物質の閉じ込めのための尐なくとも一つの障壁を維持すること 

④ 設計拡張状態に対して、放尃性物質の放出を実行可能な限り低く抑えること 

⑤ 設計拡張状態を含む異常に起因する放尃性物質の放出による放尃線影響を緩和する

こと 
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(3) 達成すべき安全の水準 

同世代の軽水炉と同等の安全性を確保すること 

① 軽水炉と同等の安全性を達成するための決定論的要件 

「(2)安全確保の概念（深層防護）」の①から④に沿った設計がなされ、決定論的な安

全評価によりその妥当性が示されること 

② 軽水炉と同等の安全性を達成するための確率論的要件 

軽水炉と同等の炉心損傷発生頻度及び格納容器機能喪失頻度の目標値を満足するこ

と 

 

(4) 安全確保のための要件（組織や品質管理は除く） 

① 基本安全機能（多重障壁の形成、止める、冷やす、閉じ込める） 

② 深層防護の適用 

③ 安全特性（固有安全、受動安全、能動安全）の適切な組合せ 

④ 安全機能の重要度に応じた信頼性の確保 

⑤ 試験・検査性の確保 

⑥ システム設計における留意事頄（共通要因故障、相互干渉、人的因子） 

⑦ 設計基準事象の設定 

⑧ 設計拡張状態の設定 

⑨ 対象とする事象（内的事象、外部事象） 

⑩ 考慮するプラント状態（起動、停止、定格出力、部分出力、メンテナンス） 

⑪ 安全評価による設計妥当性の確認（決定論的評価・確率論的評価） 

⑫ 原子炉施設の特徴の考慮（特徴に応じた設計要件の設定（安全設計指針に相当）） 

⑬ 実証された技術の適用（規格基準に基づくことを含む） 

⑭ 最新の技術知見の反映（合理的に達成できる最高レベルの安全を提供（IAEA SF-1）） 

 

3. ナトリウム冷却高速増殖炉の安全設計・評価の考え方（案） 

「安全確保の基本的な考え方」を踏まえて、ナトリウム冷却高速増殖炉が満足すべき技術

的事頄を定めたものが「高速増殖炉の安全設計要件」であり、設計の妥当性を評価するため

の要件を定めたものが「高速増殖炉の安全評価要件」である。 

また、設計・評価、さらには後段の試験・検査において考慮すべき安全機能の重要度分類

の方針を定めたものが「高速増殖炉の安全機能の重要度分類要件」である。 

これらを満足することで、深層防護の適用を始めとした上記の要件を満足する設計とする。 

ナトリウム冷却高速増殖炉の安全設計・評価にあたっては、以下に示すナトリウム冷却高

速増殖炉の特徴を、設計評価の対象となる原子炉施設に特有の設計仕様を踏まえて、十分に

考慮する。 

① 炉心  ナトリウム冷却高速増殖炉の炉心は高速中性子を利用し、増殖を目的としたもの

であって、炉心の中性子束密度、出力密度及び燃料燃焼度が高く、また、このため材料
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の受ける放尃線照尃量が大きいことを考慮した設計が必要であること。反応度の観点か

らは炉心の余剰反応度及び燃焼に伴う反応度変化は小さいが、ナトリウムボイド反応度

が炉心中心領域で正となりうることに配慮した設計が必要であること。 

② 燃料  燃料要素は高温ナトリウム中で使用され、かつ、燃焼度が高いため燃料被覆管の

内圧によるクリープ効果及びスエリング効果を考慮した設計が必要であること。核的熱

的特性については、燃料集合体の変形を考慮し、また、流路閉塞を防止する設計が必要

であること。 

③ ナトリウム  原子炉冷却材として使用されるナトリウムは、沸点が高く、そのため低圧

でサブクール度が大きい冷却系の設計が可能であり、原子炉冷却材バウンダリの破損を

想定しても冷却材が減圧沸騰することがなくガードベッセル等の静的機器を設置する

ことで炉心冷却に必要な冷却材を確保することが可能であること。熱伝達特性が優れて

おり、かつ、冷却系の低温側と高温側の温度差が大きいため、冷却材の自然循環を活用

して炉停止後の炉心冷却を行うことができること。ナトリウムが化学的に活性であるた

めナトリウム火災対策及びナトリウム液面上のカバーガスの不活性化等を考慮した設

計が必要であること。また、ナトリウムと材料の共存性（腐食や質量移行）について配

慮し、ナトリウムの凝固、ナトリウムの不透明性及びナトリウムの放尃化に関する考慮

が必要であること。 

④ ナトリウムボイド  ナトリウムボイド反応度の影響を考慮して、ナトリウムの沸騰とカ

バーガス巻き込みの抑制を図ることが必要であること。 

⑤ 原子炉停止系  原子炉停止系は制御棒により構成されるが、相互に独立な複数の系統に

より原子炉を確実に停止できるよう信頼性の高い設計が必要であること。炉停止機能の

信頼性を高めるためには、炉心の固有の反応度抑制特性に加えて、受動的な手段を備え

ることが可能であること。 

⑥ 原子炉冷却材バウンダリ及びカバーガス等のバウンダリ  原子炉冷却材バウンダリは、

冷却材の漏洩又はバウンダリの破損の発生する可能性が極めて小さくなるよう考慮さ

れた設計であるとともに、冷却材の漏洩があった場合、その漏洩を速やかに、かつ、確

実に検出できる設計が必要であること。原子炉カバーガス等のバウンダリは、原子炉カ

バーガスの漏洩又はバウンダリの破損の発生する可能性が十分小さくなるよう考慮さ

れた設計が必要であること。使用期間中検査については、検査方法及び設計等に関し、

冷却材としてナトリウムを使用することに対する考慮が必要であること。 

⑦ 中間冷却系  中間冷却系は、１次冷却系から冷却材が中間冷却系に漏れ出すことのない

設計とするとともに、水・蒸気系側からの中間冷却系への漏洩が生じた場合にも安全性

が確保できる設計が必要であること。 

⑧ 崩壊熱の除去  １次冷却系等において、万一、冷却材の流量喪失や流出が生じた場合で

も冷却機能を確保し、崩壊熱を除去しうる設計が必要であること。 

⑨ 格納容器  格納容器は、想定される事故条件において放尃性物質の放散を抑制すること

が可能であること。 

⑩ 高温構造  高温ナトリウム下で使用する機器の設計に当たっては、構造材料のクリープ

特性に対する考慮が必要であること。また、ナトリウムの熱容量が小さいので構造材料

の温度変化及び変化率も大きく、従って定常的及び過渡的熱応力の対策が必要であるこ

と。 

⑪ 耐震性  機器、配管等の設計に当たっては、軽水炉との構造上の相違（低圧、薄肉、高

温構造）を考慮した耐震設計とすることが必要であること。また、系統、機器の耐震設

計上の重要度分類は、ナトリウム冷却高速増殖炉の設計の特徴を十分踏まえて行う必要

があること。 
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付録 B 高速増殖炉の安全設計／安全評価要件案 

 

○高速増殖炉の安全設計要件（素案） 
 

Ⅰ．まえがき 

本要件は、安全審査ワーキンググループによる検討の結果を高速増殖炉の安全設計の観点

から整理することを目的としてとりまとめたものである。 

この要件は、本文及びその解説からなり、本文においては、「高速増殖炉の安全設計方針」

等を参考に、各構築物、系統及び機器に対する基本的な安全要求を記載した。また、解説に

は、本文の意味・解釈を明確にしておく必要があると考えられる事頄の説明に加え、高速増

殖炉の安全確保の特徴となる安全要求についは、できるだけその考え方等について説明を記

載することとした。 

なお、本要件は、現在設計研究が進められている高速増殖炉を対象に、その研究進捗に応

じた適用性検討に基づき作成されたものであるが、今後の設計研究及び安全研究の進展を踏

まえて、引き続き明確化・具体化を図っていく必要がある。 

 

Ⅱ．本要件の位置づけと適用範囲 

本要件は、今日までの高速増殖炉に関する経験と最新の技術的知見に基づき、高速増殖炉

の設置許可申請に係る安全審査に当たって確認すべき安全設計の基本方針について定めた

ものであって、原子炉施設の一般的な設計基準を指向したものではない。 

安全審査においては、当該原子炉施設の安全設計が、尐なくとも本要件の定める要求を十

分に満足していることを確認する必要がある。ただし、安全設計の一部が本要件に適合しな

い場合であっても、それが技術的な改良、進歩等を反映したものであって、本要件を満足し

た場合と同様又はそれを上回る安全性が確保し得ると判断される場合は、これを排除するも

のではない。 

 

Ⅲ．用語の定義 

本要件において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによ

る。 

（1）「通常運転」とは、計画的に行われる起動、停止、出力運転、燃料取替え等の原子炉

施設の運転であって、その運転状態が所定の制限内にあるものをいう。 

（2）「異常状態」とは、通常運転を逸脱させるような、何らかの外乱が原子炉施設に加え

られた状態であって、「運転時の異常な過渡変化」、「事故」及び「稀有事故」をいう。 

（3）「運転時の異常な過渡変化」とは、原子炉の運転中において、原子炉施設の寿命期間

中に予想される機器の単一の故障若しくは誤動作又は運転員の単一の誤操作、及びこ

れらと類似の頻度で発生すると予想される外乱によって生ずる異常な状態をいう。 

（4）「事故」とは、「運転時の異常な過渡変化」を超える異常な状態であって、発生する

頻度はまれであるが、発生した場合は原子炉施設からの放尃性物質の放出の可能性が

あり、原子炉施設の安全設計の観点から想定されるものをいう。 

（5）「稀有事故」とは、「事故」を超える異常な状態であって、発生する頻度はまれであ

るが、発生した場合は炉心の損傷とそれに伴う原子炉施設からの放尃性物質の放出の

可能性があり、高速増殖炉の安全設計上の特徴と事象進展に対する影響緩和機能との

関連により、原子炉施設の安全設計の観点から想定されるものをいう。 

（6）「設計拡張状態」とは、「稀有事故」を超える過酷な状態であって、発生する頻度は

更に低く、技術的見地からは起こるとは考えられないが、炉心の著しい損傷に至り得

る状態について、格納容器へ有意な熱的・機械的影響を及さずに原子炉施設からの放

尃性物質の大量の放散が適切に抑制されることを評価するために想定する必要があ

るものをいう。 

（7）「原子炉格納容器バウンダリ*
1」とは、「事故」及び「稀有事故」に対して、圧力及

び放尃性物質の放散に対する障壁を形成するよう設計された範囲の施設をいう。 

  （1「原子炉格納容器」は、原子炉格納容器本体を示し、これとともにコンファイン
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メント、隔離弁などの設備を総称する場合は「原子炉格納施設」を用いる。） 

（8）「原子炉冷却材バウンダリ 」とは、原子炉の通常運転時に、原子炉冷却材を内包し、

異常状態において冷却材障壁を形成するものであって、それが破損すると原子炉冷却

材漏えい事故となる範囲の施設をいう。 

（9）「原子炉カバーガスバウンダリ」とは、原子炉の通常運転時に、原子炉冷却材の自由

液面を覆うカバーガスを内包し、異常状態において原子炉カバーガスに対する障壁を

形成するものであって、それが破損するとカバーガスが漏えいする範囲の施設をいう。 

（10）「1 次主冷却系」とは、原子炉の通常運転時及び異常状態において、炉心を直接冷

却するための系統であり、中間熱交換器、1 次主循環ポンプを経由する原子炉冷却材

の循環流路を形成する容器、配管、機器をいう。 

（11）「原子炉冷却系」とは、原子炉の通常運転時及び異常状態において、原子炉から熱

を除去する系統（1 次主冷却系、2 次主冷却系、水・蒸気系、残留熱を除去する系統、

最終的な熱の逃がし場へ熱を輸送する系統等）をいう。 

（12）「最終的な熱の逃がし場へ熱を輸送する系統」とは重要度の特に高い安全機能を有

する構築物、系統及び機器において発生又は蓄積された熱を最終的な熱の逃がし場へ

輸送する系統（非常用電源室空調の冷却設備等）をいう。 

（13）「外管」とは、原子炉容器、中間熱交換器容器、1 次主循環ポンプ容器の外側の 1

次主冷却系配管におけるナトリウムの漏えい検知及び化学反応の防止又は抑制並び

に原子炉容器の液位確保のために、1 次主冷却系配管の外側に設けられた別の配管状

構造物をいう。 

（14）「ガードベッセル」とは、原子炉容器、中間熱交換器容器、1 次主循環ポンプ容器

におけるナトリウムの漏えい検知及び化学反応の防止又は抑制並びにこれらの容器

の液位確保のために、容器の外側に設けられた別の容器をいう。 

（15）「高温停止状態」とは、原子炉は未臨界で、1 次冷却材温度はプラントが通常停止

した際の温度に維持される状態をいう。 

 

「Ⅳ．原子炉全般」以降の本文とその解説については別表１に示す。 
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○高速増殖炉の安全評価要件（素案） 
 

I．まえがき 

本要件は、安全審査ワーキンググループによる検討の結果を高速増殖炉の安全評価の観点

から整理することを目的としてとりまとめたものである。 

この要件は、「高速増殖炉の安全評価方針」等を参考に、発電用ナトリウム冷却高速増殖

炉（以下、「高速増殖炉」という）の設置許可申請（変更許可申請を含む。以下同じ）に係

わる安全審査において、原子炉施設の安全評価の妥当性について判断する際の基本的な考え

方を示すものである。 

なお、本要件は、現在設計研究が進められている高速増殖炉を対象として検討を行ったも

のであるが、今後の設計研究及び安全研究の進展を踏まえて、引き続き明確化・具体化を図

っていく必要がある。 

 

Ⅱ．安全設計評価 

1． 安全設計評価の目的 

高速増殖炉原子炉施設の安全設計の基本方針の妥当性は、「高速増殖炉の安全設計要件」

によって審査される。原子炉施設の幾つかの構築物、系統及び機器は、通常運転の状態のみ

ならず、異常な状態、さらにはこれを超える過酷な状態においても、安全確保の観点から所

定の機能を果たすべきことが、「高速増殖炉の安全設計要件」において求められている。し

たがって、高速増殖炉原子炉施設の安全設計の基本方針の妥当性を確認する上では、異常状

態、すなわち「運転時の異常な過渡変化」、「事故」及び「稀有事故」、並びにこれを超える

過酷状態、すなわち「設計拡張状態」について解析し、評価を行うことが必要である。以下

には、高速増殖炉の安全設計評価に当たって想定すべき事象、判断基準、解析に際して考慮

すべき事頄等を示す。 

 

2． 評価すべき範囲 

2．1 運転時の異常な過渡変化 

原子炉の運転中において、原子炉施設の寿命期間中に予想される機器の単一の故障若しく

は誤動作又は運転員の単一の誤操作、及びこれらと類似の頻度で発生すると予想される外乱

によって生ずる異常な状態に至る事象を対象とする。 

 

2．2 事故 

「運転時の異常な過渡変化」を超える異常な状態であって、発生する頻度はまれであるが、

発生した場合は原子炉施設からの放尃性物質の放出の可能性があり、原子炉施設の安全性を

評価する観点から想定する必要のある事象を対象とする。 

 

2．3 稀有事故 

「事故」を超える異常な状態であって、発生する頻度は更に低いが、発生した場合は炉心

の損傷とそれに伴う原子炉施設からの放尃性物質の放出に至る可能性があり、高速増殖炉の

安全設計上の特徴と事象進展に対する影響緩和機能との関連により、原子炉施設の安全性を

評価する観点から想定する必要のある事象を対象とする。 

 

2．4 設計拡張状態 

「稀有事故」を超える過酷な状態であって、発生する頻度はさらに低く技術的見地からは

起こるとは考えられないが、結果が重大であると想定される状態であり、炉心の著しい損傷

に至る可能性がある状態について、原子炉施設からの放尃性物質の大量の放散が適切に抑制

されることを評価するために想定する必要のある状態を対象とする。 

 

3． 評価すべき事象及び状態の選定 

原子炉施設の「運転時の異常な過渡変化」、「事故」、「稀有事故」、「設計拡張状態」の各々

に対し、前に示した安全設計評価の目的及び評価すべき範囲に基づいて、評価の対象とすべ
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き事象及び状態を適切に選定しなければならない。 

 

3．1 運転時の異常な過渡変化 

前記 2．1 に基づき、原子炉施設が制御されずに放置されると、炉心あるいは原子炉冷却

材バウンダリに過度の損傷をもたらす可能性のある事象について、これらの事象が発生した

場合における安全保護系、原子炉停止系等の主として「異常影響緩和系」（以下、「MS」と

いう）に属する構築物、系統及び機器の設計の妥当性を確認する見地から、代表的な事象を

選定する。具体的には、以下に示す異常な状態を生じさせる可能性のある事象とする。ただ

し、類似の事象が二つ以上ある場合には、後記の判断基準に照らして、最も厳しい事象で代

表させることができる。 

(1) 炉心内の反応度又は出力分布の異常な変化 

(2) 炉心内の熱発生又は熱除去の異常な変化 

(3) その他原子炉施設の設計により必要と認められる事象 

 

3．2 事故 

前記 2．2 に基づき、原子炉施設から放出される放尃性物質による敷地周辺への影響が大

きくなる可能性のある事象について、これらの事象が発生した場合における安全保護系、原

子炉停止系、崩壊熱除去系等の緩和抑制機能、ナトリウムの化学反応の緩和抑制機能、及び

放尃性物質の放出抑制機能を有する主として MS に属する構築物、系統及び機器の設計の妥

当性を確認する見地から、代表的な事象を選定する。具体的には、以下に示す異常な状態を

生じさせる可能性のある事象とする。ただし、類似の事象が二つ以上ある場合には、後記の

判断基準に照らして最も厳しい事象で代表させることができる。 

(1) 原子炉冷却材バウンダリの損傷又は炉心冷却状態の著しい変化 

(2) 反応度の異常な投入又は原子炉出力の急激な変化 

(3) 環境への放尃性物質の異常な放出 

(4) 原子炉格納容器内圧力、雰囲気等の異常な変化 

(5) その他原子炉施設の設計により必要と認められる事象 

 

3．3 稀有事故 

前記 2．3 に基づき、炉心の損傷とこれに伴う原子炉施設から放出される放尃性物質によ

る敷地周辺への影響が大きくなる可能性のある事象について、これらの事象が発生した場合

における、高速増殖炉の設計に特有の影響緩和機能、特に原子炉停止及び炉心冷却に係わる

安全機能の設計の妥当性を確認する見地から、代表的な事象を選定する。具体的には、以下

に示す異常な状態を生じさせる可能性のある事象とする。ただし、類似の事象が二つ以上あ

る場合には、後記の判断基準に照らして最も厳しい事象で代表させることができる。 

(1) 運転時の異常な過渡変化時の主炉停止機能の喪失 

(2)全交流電源喪失 

(3) その他原子炉施設の設計により必要と認められる事象 

 

3．4 設計拡張状態 

前記 2．4 に基づき、炉心の著しい損傷とこれに伴う原子炉施設からの放尃性物質の大量

の放出に至り得る状態について、原子炉施設が有する固有の緩和機能を含めて、これらの事

象に対し適切な影響緩和対策が設けられ、原子炉施設からの放尃性物質の放散が適切に抑制

されること、特に、炉心損傷への進展防止及びシビアアクシデントの影響緩和の機能に係わ

る設計の妥当性を確認する見地から、原子炉施設の設計の特徴を踏まえて、代表的な状態を

選定する。ただし、異常状態を超える状態におけるリスクのクリフエッジがないことを確認

する観点から、発生頻度と影響を考慮して最も適切な状態で代表させることができる。 

(1) 運転時の異常な過渡変化時の反応度抑制機能の喪失 

(2) その他原子炉施設の設計により必要と認められる状態 
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4． 判断基準 

4．1 運転時の異常な過渡変化 

想定された事象が生じた場合、炉心は損傷に至ることなく、かつ、原子炉施設は通常運転

に復帰できる状態で事象が収束される設計であることを確認しなければならない。このこと

を判断する基準は以下のとおりとする。 

(1) 燃料被覆管は機械的に破損しないこと。 

(2) 燃料エンタルピは許容限界値以下であること。 

(3) 原子炉冷却材バウンダリの温度が許容限界値以下であること。 

 

4．2 事故 

想定された事象が生じた場合、炉心の溶融あるいは著しい損傷のおそれがなく、かつ、事

象の過程において他の異常状態の原因となるような 2 次的損傷が生じなく、さらに放尃性物

質の放散に対する障壁の設計が妥当であることを確認しなければならない。このことを判断

する基準は以下のとおりとする。 

(1) 炉心は著しい損傷に至ることなく、かつ、十分な冷却が可能であること。 

(2) 原子炉冷却材バウンダリの温度は制限値を超えないこと。 

(3) 原子炉格納容器バウンダリにかかる圧力及び温度は最高使用圧力及び温度以下であ

ること。 

(4) 周辺の公衆に対し、著しい放尃線の被ばくのリスクを与えないこと。 

 

4．3 稀有事故 

想定された事象が生じた場合、炉心の溶融あるいは著しい損傷のおそれがなく、かつ、事

象の過程において他の異常状態の原因となるような 2 次的損傷が生じなく、さらに放尃物質

の放散に対する障壁の設計が妥当であることを確認しなければならない。このことを判断す

る基準は以下のとおりとする。 

(1) 炉心は著しい損傷に至ることなく、かつ、十分な冷却が可能であること。 

(2) 原子炉冷却材バウンダリの温度は制限値を超えないこと。 

(3) 原子炉格納容器バウンダリにかかる圧カ及び温度は最高使用圧力及び温度以下であ

ること。 

(4) 周辺の公衆に対し、著しい放尃線被ばくのリスクを与えないこと。 

 

4．4 設計拡張状態 

設計拡張状態を想定した場合、炉心の著しい損傷に至る場合においても、原子炉格納容器

によって、放尃性物質の放散が適切に抑制されることを確認しなければならない。設計拡張

状態では２つのカテゴリに対して設定する。炉心損傷の進展防止の評価では「炉心損傷がな

いこと」とし、このことを判断する基準は以下のとおりとする。 

(1) 炉心は著しい損傷に至ることなく、かつ、著しい冷却材沸騰に至らないこと 

(2) 原子炉冷却材バウンダリにかかる圧力および温度はその健全性が脅かされないこと 

(3) 原子炉格納容器バウンダリにかかる圧力および温度は最高使用圧力および温度以下

であること 

(4) 周辺の公衆に対し、著しい放尃線の被ばくのリスクを与えないこと 

 「設計拡張状態」における事故影響の緩和の評価においては「原子炉格納容器機能の維持」

とし、このことを判断する基準は以下のとおりとする。 

(1) 原子炉格納容器バウンダリにかかる圧力および温度は最高使用圧力および温度以下

であること 

(2) 周辺の公衆に対し、放尃線障害を与えないこと。 
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4．5 判断基準適用の原則 

一つの事象に対し、複数の判断基準が適用される場合には、原則として各判断基準ごとに、

結果が最も厳しくなるように解析条件を定めなければならない。ただし、解析条件を変えて

も、結果に与える影響が小さいこと、あるいは他の判断基準が満足されることが明らかなこ

とが示された場合には、最も厳しくなる一つの判断基準に対する解析条件で代表させること

ができる。 

 

5． 解析に当たって考慮すべき事項 

5．1 解析に当たって考慮する範囲 

想定された事象の解析を行うに当たっては、異常事象の発生前の状態として、当該原子炉

施設の通常運転範囲及び運転期間の全域について考慮し、サイクル期間中の炉心燃焼度変化、

燃料交換等による長期的な変動及び運転中予想される異なった運転モードを考慮して、それ

ぞれの事象に対する評価の目的と判断基準に照らして適切な初期状態を選定しなければな

らない。また、解析は、原則として事象が収束し、支障なく低温停止に至ることができるこ

とが合理的に推定できる時点までを包含しなければならない。 

 

5．2 安全機能等に対する仮定 

（1）「運転時の異常な過渡変化」、「事故」及び「稀有事故」の解析に当たっては、想定さ

れた事象に対処するための安全機能のうち、解析に当たって考慮することができるも

のは、原則として「高速増殖炉の安全機能の重要度分類に関する要件」において定め

る MS－1 に属するもの及び MS－2 に属するものによる機能とする。ただし、MS－3

に属するものであっても、その機能を期待することの妥当性が示された場合において

は、これを含めることができる。 

（2）「運転時の異常な過渡変化」、「事故」及び「稀有事故」の解析に当たっては、想定さ

れた起因事象に加えて、これら異常状態に対処するために必要な系統、機器について、

原子炉停止、炉心冷却及び放尃能閉じ込めの各基本的安全機能別に、解析の結果を最

も厳しくする機器の単一故障を仮定した解析を行わなければならない。この場合、事

象発生後短期間にわたっては動的機器について、また、長期間にわたっては動的機器

又は静的機器について、単一故障を考えるものとする。ただし、事象発生前から動作

しており、かつ、発生後も引き続き動作する機器については、原則として故障を仮定

しなくてもよい。静的機器については、単一故障を仮定したときにこれを含む系統が

所定の安全機能を達成できるように設計されている場合、その故障が安全上支障のな

い時間内に除去又は修復ができる場合、又は、その故障の発生確率が十分低い場合に

おいては、故障を仮定しなくてもよい。 

（3）「稀有事故」の区分においては、「運転時の異常な過渡変化」の起因事象に加えて、

これらに対処するための特に重要度の高い安全機能である原子炉停止機能及び崩壊

熱除去機能を有する系統に適切な多重故障を想定し、それぞれ後備炉停止機能及び全

交流電源喪失時の崩壊熱除去機能を達成するための系統の設計の妥当性を確認する。 

（4）「設計拡張状態」の解析に当たっては、原則として合理的な仮定に基づく最確評価を

基本とし、設計拡張状態を想定したときの事象の推移と原子炉格納容器の機能及び放

尃性物質の放出抑制の機能が適切な裕度を有していることを評価し、確認する。 

（5）事象及び状態に対処するために必要な運転員の手動操作については、適切な時間的

余裕を考慮しなければならない。 

（6）安全保護系の動作を期待する場合においては、安全保護系作動のための信号の種類

及び信号発生時点を明確にしなければならない。安全保護系以外の系であっても、そ

の動作が解析の結果に有意の影響を与えるものについては、同様とする。 

（7）「事故」及び「稀有事故」の解析に当たって、期待される安全機能のうち動力電源を

必要とする系統の動作を期待する場合においては、外部電源が利用できない場合も考

慮しなければならない。 

（8）原子炉のスクラムの効果を期待する場合においては、スクラムを生じさせる信号の

種類を明確にした上、適切なスクラム遅れ時間を考慮し、かつ、当該事象の条件にお
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いて最大反応度価値を有する制御棒 1 本（複数の制御棒が一つの駆動機構に接続され

る場合にあっては、その制御棒全数）が、全引き抜き位置にあるものとして停止効果

を考慮しなければならない。 

 

5．3 解析に使用する計算プログラム、モデル及びパラメータ 

想定された事象及び状態の解析に使用する計算プログラム等については、その使用の妥当

性を確認しなければならない。解析に当たって使用するモデル及びパラメータは、それぞれ

の事象及び状態に対する評価の目的に照らして適切に選定しなければならない。 

「運転時の異常な過渡変化」、「事故」及び「稀有事故」の解析に当たっては、評価の結果

が厳しくなるように選定しなければならない。ただし、これらは評価目的の範囲内で合理的

なものを用いてもよい。なお、パラメータに不確定因子が考えられる場合には、適切な安全

余裕を見込まなければならない。 

「設計拡張状態」の解析に当たっては、原則として合理的な仮定に基づく最確評価を基本

とする。 

 

Ⅲ．立地評価 

1． 立地評価の目的 

原子炉の立地条件の適否は、「原子炉立地審査指針」（従来の「仮想事故」に相当する「立

地評価事故」として一本化されるように改訂されることを想定）によって審査される。 

「立地評価事故」を仮定した場合に、公衆の受ける線量の評価値が判断のめやすを下回る

ように、周囲の非居住区域の距離の範囲及び人口密集地帯からの距離を確保すべきことが、

「原子炉立地審査指針」において求められている。したがって、原子炉の立地条件の適否を

判断する上では、「立地評価事故」について評価を行うことが必要である。以下には、立地

評価に当たって想定すべき事象、判断基準、解析に際して考慮すべき事頄等を示す。 

 

2． 評価すべき範囲 

「原子炉立地審査指針」に基づき、原子炉立地条件の適否を評価する見地から想定する必

要のある事象を対象とする。 

 

3． 評価すべき事象の選定 

前記 2．に基づき、「Ⅱ. 安全設計評価」の解析結果を参考として、それらの中から放尃性

物質の放出の拡大の可能性のある事象及び状態を取り上げ、放尃性物質の放出量を十分保守

的に仮想した事故を想定する。 

 

4． 判断基準 

「原子炉立地審査指針」に適合しなければならない。 

 

5． 解析に当たって考慮すべき事項 

「立地評価事故」の解析に当たっては、「原子炉立地審査指針」の趣旨にのっとって行わ

なければならない。 
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1
 
高
速
増
殖
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設
計
要
件
の
素
案
（

1
/1

7
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Ⅳ
．
原
子
炉
施
設
全
般

 
本
文
の
解
説

 

要
件
１
．

 
準
拠
規
格
及
び
基
準

 

安
全
機
能
を
有
す
る
構
造
物
、
系
統
及
び
機
器
は
、
設
計
、
材
料
の
選
定
、
製
作
及
び
検
査
に
つ
い
て
、
そ
れ
ら
が
果
た
す
べ

き
安
全
機
能
の
重
要
度
を
考
慮
し
て
適
切
と
認
め
ら
れ
る
規
格
及
び
基
準
に
よ
る
も
の
で
あ
る
こ
と
。

 

安
全
機
能
を
有
す
る
構
築
物
、
系
統
及
び
機
器
の
設
計
、
材
料
の
選
定
、
製
作
及
び
検
査
に
当
た

っ
て
は
、
原
則
と
し
て
現
行
国
内
法
規
に
基
づ
く
規
格
及
び
基
準
に
よ
る
も
の
と
す
る
。

 

た
だ
し
、
外
国
の
規
格
及
び
基
準
に
よ
る
場
合
又
は
規
格
及
び
基
準
で
一
般
的
で
な
い
も
の
を
適

用
す
る
場
合
に
は
、
そ
れ
ら
の
規
格
及
び
基
準
の
適
用
の
根
拠
、
国
内
法
規
に
基
づ
く
規
格
及
び
基

準
と
の
対
比
並
び
に
適
用
の
妥
当
性
を
明
ら
か
に
す
る
必
要
が
あ
る
。

 

「
規
格
及
び
基
準
に
よ
る
も
の
で
あ
る
」
と
は
、
対
象
と
な
る
構
築
物
、
系
統
及
び
機
器
に
つ
い
て
設

計
、
材
料
の
選
定
、
製
作
及
び
検
査
に
関
し
て
準
拠
す
る
規
格
及
び
基
準
を
明
ら
か
に
し
て
お
く
こ
と
を

意
味
す
る
。

 

要
件
２
．

 
自
然
現
象
に
対
す
る
設
計
上
の
考
慮

 

1
. 
安
全
機
能
を
有
す
る
構
築
物
、
系
統
及
び
機
器
は
、
そ
の
安
全
機
能
の
重
要
度
及
び
地
震
に
よ
っ
て
機
能
の
喪
失
を
起
こ

し
た
場
合
の
安
全
上
の
影
響
を
考
慮
し
て
、
耐
震
設
計
上
の
区
分
が
な
さ
れ
る
と
と
も
に
、
適
切
と
考
え
ら
れ
る
設
計
用
地
震

力
に
十
分
耐
え
ら
れ
る
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

2
. 
安
全
機
能
を
有
す
る
構
築
物
、
系
統
及
び
機
器
は
、
地
震
以
外
の
想
定
さ
れ
る
自
然
現
象
に
よ
っ
て
原
子
炉
施
設
の
安
全

性
が
損
な
わ
れ
な
い
設
計
で
あ
る
こ
と
。
重
要
度
の
特
に
高
い
安
全
機
能
を
有
す
る
構
築
物
、
系
統
及
び
機
器
は
、
予
想
さ
れ

る
自
然
現
象
の
う
ち
最
も
苛
酷
と
考
え
ら
れ
る
条
件
、
又
は
自
然
力
に
事
故
荷
重
を
適
切
に
組
み
合
わ
せ
た
場
合
を
考
慮
し
た

設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

「
適
切
と
考
え
ら
れ
る
設
計
用
地
震
力
に
十
分
耐
え
ら
れ
る
設
計
」
に
つ
い
て
は
、
「発
電
用
原
子
炉

施
設
に
関
す
る
耐
震
設
計
審
査
指
針
」
に
お
い
て
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
る
。

 

「
自
然
現
象
に
よ
っ
て
原
子
炉
施
設
の
安
全
性
が
損
な
わ
れ
な
い
設
計
」
と
は
、
設
計
上
の
考
慮
を

要
す
る
自
然
現
象
又
は
そ
の
組
合
わ
せ
に
遭
遇
し
た
場
合
に
お
い
て
、
そ
の
設
備
が
有
す
る
安
全
機

能
を
達
成
す
る
能
力
が
維
持
さ
れ
る
こ
と
を
い
う
。

 

「
重
要
度
の
特
に
高
い
安
全
機
能
を
有
す
る
構
築
物
、
系
統
及
び
機
器
」に
つ
い
て
は
、
別
に
「高
速

増
殖
炉
の
安
全
機
能
の
重
要
度
分
類
要
件
」
に
お
い
て
定
め
る
。

 

「
予
想
さ
れ
る
自
然
現
象
」
と
は
、
敷
地
の
自
然
環
境
を
基
に
、
洪
水
、
津
波
、
風
、
凍
結
、
積
雪
、
地

滑
り
等
か
ら
適
用
さ
れ
る
も
の
を
い
う
。

 

「
自
然
現
象
の
う
ち
最
も
苛
酷
と
考
え
ら
れ
る
条
件
」
と
は
、
対
象
と
な
る
自
然
現
象
に
対
応
し
て
、
過

去
の
記
録
の
信
頼
性
を
考
慮
の
上
、
尐
な
く
と
も
こ
れ
を
下
回
ら
な
い
苛
酷
な
も
の
で
あ
っ
て
、
か
つ
、

統
計
的
に
妥
当
と
み
な
さ
れ
る
も
の
を
い
う
。

 

な
お
、
過
去
の
記
録
、
現
地
調
査
の
結
果
等
を
参
考
に
し
て
、
必
要
の
あ
る
場
合
に
は
、
異
種
の
自

然
現
象
を
重
畳
さ
せ
る
も
の
と
す
る
。

 

「
自
然
力
に
事
故
荷
重
を
適
切
に
組
み
合
わ
せ
た
場
合
」
と
は
、
最
も
苛
酷
と
考
え
ら
れ
る
自
然
力
と

事
故
時
の
最
大
荷
重
を
単
純
に
加
算
す
る
こ
と
を
必
ず
し
も
要
求
す
る
も
の
で
は
な
く
、
そ
れ
ぞ
れ
の

因
果
関
係
や
時
間
的
変
化
を
考
慮
し
て
適
切
に
組
み
合
わ
せ
た
場
合
を
い
う
。

 

要
件
３
．

 
外
部
人
為
事
象
に
対
す
る
設
計
上
の
考
慮

 

1
. 
安
全
機
能
を
有
す
る
構
築
物
、
系
統
及
び
機
器
は
、
想
定
さ
れ
る
外
部
人
為
事
象
に
よ
っ
て
、
原
子
炉
施
設
の
安
全
性
を

損
な
う
こ
と
の
な
い
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

2
. 
原
子
炉
施
設
は
、
安
全
機
能
を
有
す
る
構
築
物
、
系
統
及
び
機
器
に
対
す
る
第
三
者
の
不
法
な
接
近
等
に
対
し
、
こ
れ
を

防
御
す
る
た
め
、
適
切
な
措
置
を
講
じ
た
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

「
外
部
人
為
事
象
」
と
は
、
飛
行
機
落
下
、
ダ
ム
の
崩
壊
、
爆
発
等
を
い
う
。

 

要
件
４
．

 
内
部
発
生
飛
来
物
に
対
す
る
設
計
上
の
考
慮

 

安
全
機
能
を
有
す
る
構
築
物
、
系
統
及
び
機
器
は
、
原
子
炉
施
設
内
部
で
発
生
が
想
定
さ
れ
る
飛
来
物
に
対
し
、
原
子
炉
施

設
の
安
全
性
を
損
な
う
こ
と
の
な
い
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

「
内
部
発
生
飛
来
物
」
と
は
、
内
部
発
生
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
高
い
流
体
を
内
蔵
す
る
弁
及
び
配
管
の
破

断
、
高
速
回
転
機
器
の
破
損
、
ガ
ス
爆
発
、
重
量
機
器
の
落
下
等
に
よ
っ
て
発
生
す
る
飛
来
物
を
い

う
。
な
お
、
二
次
的
飛
来
物
、
火
災
、
溢
水
、
化
学
反
応
、
電
気
的
損
傷
、
配
管
の
破
損
、
機
器
の
故
障

等
の
二
次
的
影
響
も
考
慮
す
る
も
の
と
す
る
。

 

要
件
５
．

 
火
災
に
対
す
る
設
計
上
の
考
慮

 

原
子
炉
施
設
は
、
火
災
発
生
防
止
、
火
災
検
知
及
び
消
火
並
び
に
火
災
の
影
響
の
軽
減
の

3
方
策
を
適
切
に
組
み
合
わ
せ

て
、
火
災
に
よ
り
原
子
炉
施
設
の
安
全
性
を
損
な
う
こ
と
の
な
い
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

「
火
災
に
よ
り
原
子
炉
施
設
の
安
全
性
を
損
な
う
こ
と
の
な
い
設
計
」
と
は
、
「
発
電
用
軽
水
型
原
子

炉
施
設
の
火
災
防
護
に
関
す
る
審
査
指
針
」
に
適
合
し
た
設
計
を
い
う
。
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Ⅳ
．
原
子
炉
施
設
全
般

 
本
文
の
解
説

 

要
件
６
．

 
環
境
条
件
に
対
す
る
設
計
上
の
考
慮

 

安
全
機
能
を
有
す
る
構
築
物
、
系
統
及
び
機
器
は
、
そ
の
安
全
機
能
が
期
待
さ
れ
て
い
る
す
べ
て
の
環
境
条
件
に
適
合
で
き

る
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

「
そ
の
安
全
機
能
が
期
待
さ
れ
て
い
る
す
べ
て
の
環
境
条
件
」
と
は
、
通
常
運
転
時
及
び
異
常
状
態

に
お
い
て
、
そ
の
機
能
が
期
待
さ
れ
て
い
る
構
築
物
、
系
統
及
び
機
器
が
、
そ
の
間
に
さ
ら
さ
れ
る
と
考

え
ら
れ
る
す
べ
て
の
環
境
条
件
を
い
う
。

 

要
件
７
．

 
共
用
に
関
す
る
設
計
上
の
考
慮

 

安
全
機
能
を
有
す
る
構
築
物
、
系
統
及
び
機
器
が

2
基
以
上
の
原
子
炉
施
設
間
で
共
用
さ
れ
る
場
合
に
は
、
原
子
炉
の
安
全

性
を
損
な
う
こ
と
の
な
い
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

こ
こ
で
い
う
「
原
子
炉
の
安
全
性
を
損
な
う
こ
と
の
な
い
設
計
」
と
は
、
共
用
に
よ
っ
て
も
、
異
常
状
態

に
お
い
て
必
要
と
さ
れ
る
安
全
機
能
が
阻
害
さ
れ
る
こ
と
が
な
く
、
原
子
炉
の
１
基
が
関
与
す
る
異
常
状

態
に
お
い
て
他
の
原
子
炉
の
停
止
及
び
残
留
熱
除
去
が
達
成
可
能
で
あ
る
こ
と
、
並
び
に
共
用
さ
れ

る
構
築
物
、
系
統
及
び
機
器
の
想
定
さ
れ
る
故
障
に
よ
り
同
時
に
２
基
以
上
の
原
子
炉
の
事
故
を
も
た

ら
さ
な
い
こ
と
を
い
う
。

 

要
件
８
．

 
運
転
員
操
作
に
対
す
る
設
計
上
の
考
慮

 

原
子
炉
施
設
は
、
運
転
員
の
誤
操
作
を
防
止
す
る
た
め
の
適
切
な
措
置
を
講
じ
た
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

「
適
切
な
措
置
を
講
じ
た
設
計
」
と
は
、
人
間
工
学
上
の
諸
因
子
を
考
慮
し
て
、
盤
の
配
置
及
び
操
作

器
具
、
弁
等
の
操
作
性
に
留
意
す
る
こ
と
、
計
器
表
示
及
び
警
報
表
示
に
お
い
て
原
子
炉
施
設
の
状

態
が
正
確
か
つ
迅
速
に
把
握
で
き
る
よ
う
留
意
す
る
こ
と
、
保
守
点
検
に
お
い
て
誤
り
を
生
じ
に
く
い
よ

う
留
意
す
る
こ
と
な
ど
の
措
置
を
講
じ
た
設
計
で
あ
る
こ
と
を
い
う
。

 

ま
た
、
異
常
状
態
発
生
後
、
あ
る
時
間
ま
で
は
、
運
転
員
の
操
作
を
期
待
し
な
く
て
も
必
要
な
安
全
機

能
が
確
保
さ
れ
る
設
計
で
あ
る
こ
と
を
い
う
。

 

要
件
９
．

 
ナ
ト
リ
ウ
ム
に
対
す
る
設
計
上
の
考
慮

 

1
．
原
子
炉
施
設
は
、
ナ
ト
リ
ウ
ム
を
内
包
す
る
系
統
及
び
機
器
の
破
損
の
防
止
、
破
損
の
検
知
並
び
に
破
損
時
の
ナ
ト
リ
ウ
ム

と
空
気
、
水
等
と
の
化
学
反
応
又
は
そ
の
化
学
反
応
生
成
物
の
影
響
の
緩
和
を
適
切
に
行
え
る
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

2
．
安
全
機
能
を
有
す
る
構
築
物
、
系
統
及
び
機
器
は
、
原
子
炉
施
設
内
部
で
発
生
が
想
定
さ
れ
る
ナ
ト
リ
ウ
ム
を
内
包
す
る

系
統
及
び
機
器
の
破
損
に
と
も
な
う
化
学
反
応
又
は
化
学
反
応
生
成
物
の
影
響
に
よ
り
、
原
子
炉
施
設
の
安
全
性
を
損
な

う
こ
と
の
な
い
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

3
．
安
全
機
能
を
有
す
る
構
築
物
、
系
統
及
び
機
器
は
、
ナ
ト
リ
ウ
ム
の
凍
結
に
よ
り
原
子
炉
施
設
の
安
全
性
を
損
な
う
こ
と
の

な
い
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

 （
ナ
ト
リ
ウ
ム
を
内
包
し
、
内
部
に
液
面
を
有
す
る
機
器
は
、
そ
の
液
面
上
を
不
活
性
ガ
ス
雰
囲
気
と
す
る
と
と
も
に
ナ
ト
リ
ウ
ム

が
空
気
と
接
触
し
な
い
構
造
と
す
る
こ
と
。
）
＊

 

＊
も
ん
じ
ゅ
の
設
計
方
針
で
は
第

1
項
目
に
記
載
さ
れ
て
い
る
。

 

  

（
1）
ナ
ト
リ
ウ
ム
は
化
学
的
に
活
性
が
高
く
、
空
気
、
水
等
と
反
応
す
る
。
し
た
が
っ
て
、
ナ
ト
リ
ウ
ム
を
内

包
す
る
系
統
及
び
機
器
は
、
気
密
化
、
不
活
性
ガ
ス
雰
囲
気
化
等
に
よ
り
ナ
ト
リ
ウ
ム
が
空
気
、
水
等

と
接
触
し
な
い
構
造
と
す
る
こ
と
は
も
ち
ろ
ん
、
そ
の
破
損
を
防
止
す
る
設
計
と
す
る
必
要
が
あ
る
。
ま

た
、
基
本
的
に
ナ
ト
リ
ウ
ム
を
内
包
す
る
系
統
及
び
機
器
の
破
損
に
よ
り
安
全
機
能
を
有
す
る
構
築

物
、
系
統
及
び
機
器
に
影
響
が
及
ば
な
い
よ
う
に
す
る
と
と
も
に
、
影
響
が
及
ぶ
恐
れ
が
あ
る
場
合
に

は
、
そ
の
影
響
に
よ
り
原
子
炉
施
設
の
安
全
性
を
損
な
う
こ
と
が
な
い
よ
う
、
破
損
の
検
知
及
び
破
損

時
の
ナ
ト
リ
ウ
ム
と
空
気
、
水
等
と
の
化
学
反
応
又
は
化
学
反
応
生
成
物
の
影
響
の
緩
和
を
行
う
必
要

が
あ
る
。

 

（
2）
原
子
炉
冷
却
材
を
保
有
す
る
主
要
機
器
、
配
管
を
収
納
す
る
ガ
ー
ド
ベ
ッ
セ
ル
、
外
管
、
エ
ン
ク
ロ

ー
ジ
ャ
又
は
部
屋
に
は
、
ナ
ト
リ
ウ
ム
漏
え
い
検
出
器
を
設
け
、
ナ
ト
リ
ウ
ム
の
漏
え
い
に
対
処
で
き
る

よ
う
に
す
る
。
ナ
ト
リ
ウ
ム
漏
え
い
検
出
器
の
検
出
性
能
は
、
最
大
の
破
損
想
定
規
模
に
対
し
て
十
分

な
余
裕
を
有
す
る
と
と
も
に
、
微
尐
漏
え
い
に
対
す
る
信
頼
性
を
有
す
る
必
要
が
あ
る
。

 

（
3）
「
ナ
ト
リ
ウ
ム
を
内
包
す
る
系
統
及
び
機
器
」
と
は
、
内
包
す
る
ナ
ト
リ
ウ
ム
の
量
が
尐
な
く
、
そ
れ
が

破
損
し
た
場
合
の
影
響
が
ほ
と
ん
ど
な
い
も
の
以
外
の
系
統
及
び
機
器
を
い
う
。

 

（
4）
「
ナ
ト
リ
ウ
ム
と
空
気
、
水
等
と
の
化
学
反
応
又
は
そ
の
化
学
反
応
生
成
物
の
影
響
」
と
は
、
ナ
ト
リ

ウ
ム
漏
え
い
時
の
燃
焼
及
び
ナ
ト
リ
ウ
ム
の
保
有
熱
に
よ
る
熱
的
影
響
、
ナ
ト
リ
ウ
ム
と
水
と
の
急
激
な

反
応
に
よ
る
機
械
的
影
響
等
の
他
、
周
辺
環
境
へ
の
放
射
性
物
質
あ
る
い
は
化
学
反
応
生
成
物
の
放

散
に
よ
る
影
響
を
い
う
。

 

（
5）
「
適
切
に
行
え
る
設
計
」
と
は
、
破
損
の
防
止
、
破
損
の
検
知
、
影
響
の
緩
和
の

3
方
策
を
、
破
損
の

影
響
の
程
度
に
応
じ
て
適
切
に
組
合
せ
る
こ
と
を
い
う
。

 

（
6）
「
ナ
ト
リ
ウ
ム
の
凍
結
に
よ
り
原
子
炉
施
設
の
安
全
性
を
損
な
う
こ
と
の
な
い
設
計
」
と
は
安
全
機
能

を
有
す
る
構
築
物
、
系
統
及
び
機
器
が
そ
の
作
動
を
要
求
さ
れ
る
場
合
、
安
全
機
能
が
阻
害
さ
れ
な
い

よ
う
に
ナ
ト
リ
ウ
ム
の
凍
結
を
防
止
し
た
設
計
と
す
る
こ
と
を
い
う
。
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別
表

1
 
高
速
増
殖
炉
の
安
全
設
計
要
件
の
素
案
（

3
/1

7
）

 
Ⅳ
．
原
子
炉
施
設
全
般

 
本
文
の
解
説

 

要
件
１
０
．

 
信
頼
性
に
関
す
る
設
計
上
の
考
慮

 

1
．
安
全
機
能
を
有
す
る
構
築
物
、
系
統
及
び
機
器
は
、
そ
の
安
全
機
能
の
重
要
度
に
応
じ
て
、
十
分
に
高
い
信
頼
性
を
確
保

し
、
か
つ
、
維
持
し
得
る
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

2
．
重
要
度
の
特
に
高
い
安
全
機
能
を
有
す
る
系
統
に
つ
い
て
は
、
そ
の
構
造
、
動
作
原
理
、
果
た
す
べ
き
安
全
機
能
の
性
質

等
を
考
慮
し
て
、
多
重
性
又
は
多
様
性
及
び
独
立
性
を
備
え
た
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

3
．
前
項
の
系
統
は
、
そ
の
系
統
を
構
成
す
る
機
器
の
単
一
故
障
の
仮
定
に
加
え
、
外
部
電
源
が
利
用
で
き
な
い
場
合
に
お
い

て
も
、
そ
の
系
統
の
安
全
機
能
が
達
成
で
き
る
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

「
安
全
機
能
の
重
要
度
に
応
じ
て
、
十
分
に
高
い
信
頼
性
」
及
び
「
重
要
度
の
特
に
高
い
安
全
機
能

を
有
す
る
系
統
」
に
つ
い
て
は
、
別
に
「
高
速
増
殖
炉
の
安
全
機
能
の
重
要
度
分
類
要
件
」
に
お
い
て

定
め
る
。

 

要
件
１
１
．

 
試
験
可
能
性
に
関
す
る
設
計
上
の
考
慮

 

安
全
機
能
を
有
す
る
構
築
物
、
系
統
及
び
機
器
は
、
そ
れ
ら
の
健
全
性
及
び
能
力
を
確
認
す
る
た
め
に
、
そ
の
安
全
機
能
の

重
要
度
に
応
じ
、
適
切
な
方
法
に
よ
り
、
原
子
炉
の
運
転
中
又
は
停
止
中
に
試
験
又
は
検
査
が
で
き
る
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

「
適
切
な
方
法
に
よ
り
」
と
は
、
安
全
機
能
の
重
要
度
に
応
じ
た
信
頼
性
を
確
保
す
る
の
に
十
分
な
頻

度
及
び
方
法
に
よ
り
試
験
又
は
検
査
を
行
う
こ
と
を
い
う
。
な
お
、
実
系
統
を
用
い
た
試
験
又
は
検
査
が

不
適
当
な
場
合
に
は
、
試
験
用
の
バ
イ
パ
ス
系
を
用
い
て
も
よ
い
。

 

要
件
１
２
．

 
「
設
計
拡
張
状
態
」
に
対
す
る
設
計
上
の
考
慮

 

原
子
炉
施
設
は
、
「
設
計
拡
張
状
態
」
に
対
し
て
重
大
な
炉
心
損
傷
へ
の
進
展
防
止
が
で
き
る
設
計
と
し
、
ま
た
、
炉
心
損
傷
に

至
っ
た
と
し
て
も
そ
の
事
故
影
響
の
緩
和
を
適
切
に
図
る
こ
と
が
で
き
る
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

 

設
計
基
準
事
象
を
超
え
る
「
設
計
拡
張
状
態
」
の
影
響
が
当
該
プ
ラ
ン
ト
内
で
防
止
及
び
緩
和
さ

れ
、
環
境
へ
の
放
射
性
物
質
の
放
散
が
適
切
に
抑
制
さ
れ
る
よ
う
に
設
計
さ
れ
る
こ
と
が
必
要
で
あ

る
。
こ
こ
で
い
う
「
重
大
な
炉
心
損
傷
へ
の
進
展
防
止
」
と
は
、
有
意
な
出
力
上
昇
は
な
く
、
炉
心
の
冷
却

形
状
は
確
保
さ
れ
、
放
射
性
物
質
の
格
納
機
能
に
有
意
な
影
響
を
及
ぼ
さ
な
い
こ
と
を
い
う
。
ま
た
、

「
事
故
影
響
の
緩
和
」
と
は
、
想
定
さ
れ
る
炉
心
損
傷
に
対
し
て
、
過
度
の
出
力
上
昇
は
な
く
、
格
納
容

器
へ
有
意
な
熱
的
・
機
械
的
影
響
を
及
さ
ず
に
放
射
性
物
質
の
放
散
を
適
切
に
抑
制
す
る
こ
と
を
い

う
。
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別
表

1
 
高
速
増
殖
炉
の
安
全
設
計
要
件
の
素
案
（

4
/1

7
）

 
Ⅴ
．

 
炉
心
及
び
原
子
炉

 
本
文
の
解
説

 

要
件
１
３
．

 
炉
心
設
計

 

1
．
炉
心
は
、
そ
れ
に
関
連
す
る
原
子
炉
冷
却
系
、
原
子
炉
停
止
系
、
計
測
制
御
系
及
び
安
全
保
護
系
の
機
能
と
あ
い
ま
っ

て
、
通
常
運
転
時
及
び
運
転
時
の
異
常
な
過
渡
変
化
時
に
お
い
て
、
燃
料
の
許
容
設
計
限
界
を
超
え
る
こ
と
の
な
い
設
計
で

あ
る
こ
と
。

 

2
．
炉
心
を
構
成
す
る
燃
料
棒
以
外
の
構
成
要
素
及
び
原
子
炉
容
器
内
で
炉
心
の
近
辺
に
位
置
す
る
構
成
要
素
は
、
通
常
運

転
時
及
び
異
常
状
態
に
お
い
て
、
原
子
炉
の
安
全
停
止
及
び
炉
心
の
冷
却
を
確
保
し
得
る
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

（
1
）
「
燃
料
の
許
容
設
計
限
界
」
と
は
、
継
続
し
て
原
子
炉
の
運
転
を
す
る
こ
と
が
で
き
る
限
界
を
い
い
、

通
常
運
転
時
、
運
転
時
の
異
常
な
過
渡
変
化
時
に
お
い
て
、
そ
の
時
に
燃
料
が
受
け
る
影
響
の
程
度

を
考
慮
し
て
適
切
な
判
断
基
準
を
設
け
る
必
要
が
あ
る
。

 

（
2
）
「
通
常
運
転
時
及
び
異
常
状
態
に
お
い
て
、
原
子
炉
の
安
全
停
止
及
び
炉
心
の
冷
却
を
確
保
し
得

る
設
計
」
と
は
、
そ
れ
ぞ
れ
の
運
転
状
態
に
お
い
て
、
原
子
炉
を
停
止
で
き
る
こ
と
は
も
ち
ろ
ん
、
通
常

運
転
時
及
び
運
転
時
の
異
常
な
過
渡
変
化
時
に
お
い
て
は
、
燃
料
の
許
容
設
計
限
界
を
超
え
る
こ
と

な
く
炉
心
の
冷
却
が
可
能
で
あ
る
こ
と
、
さ
ら
に
「
事
故
」
及
び
「
稀
有
事
故
」
時
に
お
い
て
は
、
炉
心
が

著
し
い
損
傷
に
至
る
こ
と
な
く
冷
却
が
可
能
で
あ
る
こ
と
を
い
う
。

 

要
件
１
４
．

 
燃
料
設
計

 

1
．
燃
料
集
合
体
は
、
原
子
炉
内
に
お
け
る
使
用
期
間
中
に
生
じ
得
る
種
々
の
因
子
を
考
慮
し
て
も
、
そ
の
健
全
性
を
失
う
こ
と

が
な
い
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

2
．
燃
料
集
合
体
は
、
輸
送
及
び
取
扱
い
中
に
過
度
の
変
形
を
生
じ
な
い
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

3
．
燃
料
集
合
体
は
、
炉
心
支
持
構
造
物
等
の
設
計
と
あ
い
ま
っ
て
、
異
な
る
炉
心
領
域
に
誤
っ
て
装
荷
さ
れ
る
こ
と
を
未
然
に

防
止
し
得
る
設
討
で
あ
る
こ
と
。

 

4
．
燃
料
集
合
体
は
、
原
子
炉
内
に
お
け
る
使
用
期
間
中
を
通
じ
、
炉
心
支
持
構
造
物
等
の
設
計
と
あ
い
ま
っ
て
、
集
合
体
で

の
冷
却
材
流
路
の
閉
塞
を
防
止
し
得
る
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

（
1
）
「
生
じ
得
る
種
々
の
因
子
」
と
は
、
燃
料
棒
の
内
外
差
圧
、
燃
料
棒
及
び
他
の
材
料
の
照
射
、
負
荷

の
変
化
に
よ
り
起
こ
る
圧
力
・
温
度
の
変
化
、
化
学
的
効
果
、
静
的
・
動
的
荷
重
、
燃
料
ペ
レ
ッ
ト
の
変

形
、
燃
料
棒
内
封
入
ガ
ス
の
組
成
の
変
化
等
を
い
う
。

 

（
2
）
「
未
然
に
防
止
し
得
る
」
と
は
、
設
計
に
よ
り
誤
装
荷
が
防
止
さ
れ
て
い
る
か
、
又
は
、
燃
料
装
荷
作

業
の
完
了
に
先
立
っ
て
誤
装
荷
を
発
見
し
、
安
全
な
措
置
を
施
す
こ
と
が
可
能
で
あ
る
こ
と
を
い
う
。

 

（
3
）
燃
料
集
合
体
の
冷
却
材
流
路
の
閉
塞
防
止
に
つ
い
て
は
、
閉
塞
の
原
因
と
な
る
原
子
炉
冷
却
材

バ
ウ
ン
ダ
リ
内
で
の
ル
ー
ス
パ
ー
ツ
等
の
発
生
を
防
止
す
る
こ
と
は
も
ち
ろ
ん
の
こ
と
で
あ
る
が
、
万
一

発
生
し
た
場
合
に
も
、
燃
料
の
大
規
模
な
破
損
と
な
ら
な
い
よ
う
に
、
炉
心
支
持
構
造
物
等
の
設
計
や

燃
料
集
合
体
自
身
の
設
計
に
対
す
る
配
慮
も
必
要
で
あ
る
。
こ
こ
で
は
、
燃
料
集
合
体
に
対
す
る
設
計

上
の
配
慮
を
求
め
る
も
の
で
あ
り
、
炉
内
構
造
物
等
と
の
設
計
と
合
せ
て
十
分
な
能
力
を
保
有
す
る
必

要
が
あ
る
。
し
た
が
っ
て
、
「冷
却
材
流
路
の
閉
塞
を
防
止
し
得
る
」
と
は
、
炉
心
構
造
物
等
の
設
計
を
も

考
慮
に
入
れ
た
上
で
、
燃
料
集
合
体
入
口
の
冷
却
材
流
路
を
多
流
路
と
し
た
り
、
燃
料
棒
間
の
間
隙
を

ス
ペ
ー
サ
に
よ
り
確
保
す
る
な
ど
の
設
計
に
よ
り
、
想
定
さ
れ
る
異
物
の
侵
入
や
燃
料
棒
の
変
形
に
よ

り
冷
却
材
流
路
に
閉
塞
が
生
じ
た
場
合
に
も
、
原
子
炉
冷
却
系
、
原
子
炉
停
止
系
、
計
測
制
御
系
及
び

安
全
保
護
系
機
能
と
あ
い
ま
っ
て
、
燃
料
集
合
体
の
損
傷
を
防
止
で
き
る
こ
と
を
い
う
。

 

 

要
件
１
５
．

 
原
子
炉
の
特
性

 
 

炉
心
及
び
そ
れ
に
関
連
す
る
系
統
は
、
固
有
の
出
力
抑
制
特
性
を
有
し
、
ま
た
、
出
力
振
動
が
生
じ
て
も
そ
れ
を
容
易
に
制
御

で
き
る
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

（
1
）
高
速
増
殖
炉
で
は
、
炉
心
の
広
い
領
域
に
お
い
て
冷
却
材
温
度
係
数
が
正
に
な
り
、
炉
心
冷
却
材

の
温
度
上
昇
、
沸
騰
、
気
泡
通
過
に
よ
り
、
正
の
反
応
度
が
添
加
さ
れ
る
可
能
性
が
あ
る
。
こ
の
た
め
、

ま
ず
、
通
常
運
転
時
に
お
い
て
、
す
べ
て
の
反
応
度
効
果
を
含
め
た
出
力
係
数
が
負
と
な
る
よ
う
に
設

計
す
る
。
ま
た
、
炉
心
大
型
化
に
と
も
な
い
冷
却
材
温
度
係
数
自
身
が
大
き
く
な
る
傾
向
に
あ
る
の
で
、

流
量
減
尐
型
事
象
に
お
い
て
、
炉
心
冷
却
材
温
度
の
上
昇
に
と
も
な
い
、
炉
心
出
力
が
よ
り
上
昇
す
る

傾
向
を
持
つ
。
こ
の
た
め
、
想
定
さ
れ
る
異
常
状
態
に
お
い
て
は
、
原
子
炉
冷
却
系
及
び
原
子
炉
停
止

系
の
機
能
と
あ
い
ま
っ
て
、
炉
心
冷
却
材
の
沸
騰
ま
で
の
温
度
余
裕
を
確
保
し
、
か
つ
、
温
度
及
び
出

力
の
上
昇
を
制
限
で
き
る
設
計
と
す
る
必
要
が
あ
る
。

 

（
2）
「
固
有
の
出
力
抑
制
特
性
を
有
す
る
、
と
は
、
通
常
運
転
時
及
び
異
常
状
態
に
お
い
て
、
原
子
炉
出

力
の
過
渡
変
化
に
対
し
、
燃
料
の
損
傷
を
防
止
又
は
緩
和
す
る
た
め
、
ド
ッ
プ
ラ
係
数
、
燃
料
温
度
係

数
、
炉
心
支
持
板
温
度
係
数
、
冷
却
材
温
度
係
数
、
構
造
材
温
度
係
数
等
を
総
合
し
た
反
応
度
フ
ィ
ー

ド
バ
ッ
ク
が
、
急
速
な
固
有
の
出
力
抑
制
効
果
を
持
つ
こ
と
を
い
う
。
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別
表

1
 
高
速
増
殖
炉
の
安
全
設
計
要
件
の
素
案
（

5
/1

7
）

 
Ⅴ
．

 
炉
心
及
び
原
子
炉

 
本
文
の
解
説

 

要
件
１
６
．

 
反
応
度
制
御
系

 

1
. 
反
応
度
制
御
系
は
、
通
常
運
転
時
に
生
じ
る
こ
と
が
予
想
さ
れ
る
反
応
度
変
化
を
調
整
し
、
所
要
の
運
転
状
態
に
維
持
し

得
る
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

2
. 
制
御
棒
の
最
大
反
応
度
価
値
及
び
反
応
度
添
加
率
は
、
想
定
さ
れ
る
反
応
度
投
入
事
象
に
対
し
て
原
子
炉
冷
却
材
バ
ウ

ン
ダ
リ
を
破
損
せ
ず
、
ま
た
、
炉
心
冷
却
を
損
な
う
よ
う
な
炉
心
、
炉
心
支
持
構
造
物
及
び
原
子
炉
容
器
内
部
構
造
物
の
破
壊

を
生
じ
な
い
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

 

な
し

 

Ⅵ
．

 
原
子
炉
停
止
系

 
本
文
の
解
説

 

要
件
１
７
．

 
原
子
炉
停
止
系
の
独
立
性
及
び
試
験
可
能
性

 

原
子
炉
停
止
系
は
、
尐
な
く
と
も
二
つ
の
独
立
し
た
系
を
有
す
る
と
と
も
に
、
適
切
な
方
法
に
よ
り
試
験
又
は
検
査
が
行
え
る

設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

 

高
速
増
殖
炉
の
炉
心
は
、
出
力
密
度
が
高
く
、
冷
却
材
温
度
係
数
が
炉
心
中
心
部
に
お
い
て
正
と

な
る
た
め
、
異
常
な
過
渡
変
化
時
の
原
子
炉
停
止
機
能
喪
失
を
仮
定
し
た
場
合
、
短
時
間
で
冷
却
材

沸
騰
か
ら
炉
心
損
傷
に
至
る
場
合
が
あ
る
。
し
た
が
っ
て
、
炉
心
損
傷
に
至
る
可
能
性
を
工
学
的
見
地

か
ら
無
視
で
き
る
よ
う
に
、
原
子
炉
停
止
系
は
高
度
の
信
頼
性
を
確
保
す
る
必
要
が
あ
る
。
そ
の
た
め

に
は
、
単
に
独
立
し
た
系
と
す
る
だ
け
で
な
く
、
構
成
す
る
系
統
及
び
機
器
に
相
互
に
多
重
性
又
は
多

様
性
を
持
た
せ
る
な
ど
の
十
分
な
設
計
上
の
配
慮
を
行
う
必
要
が
あ
る
。
こ
こ
で
い
う
「
十
分
な
」
と
は
、

各
系
を
構
成
す
る
系
統
及
び
機
器
の
信
頼
性
が
「
高
速
増
殖
炉
の
安
全
機
能
の
重
要
度
分
類
要
件
」

に
定
め
る
原
子
炉
停
止
系
の
信
頼
性
の
基
本
的
目
標
を
達
成
す
る
の
に
十
分
な
こ
と
を
い
う
。

 

 

要
件
１
８
．

 
原
子
炉
停
止
系
の
反
応
度
停
止
余
裕

 

1
．
原
子
炉
停
止
系
の
う
ち
独
立
し
た
系
の
尐
な
く
と
も
一
つ
は
、
通
常
運
転
時
及
び
異
常
状
態
に
お
い
て
、
反
応
度
効
果
の
最

も
大
き
い
制
御
棒
が
完
全
に
炉
心
の
外
に
引
き
抜
か
れ
、
挿
入
で
き
な
い
と
き
で
も
、
炉
心
を
臨
界
未
満
に
で
き
、
か
つ
低
温

状
態
で
臨
界
未
満
を
維
持
で
き
る
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

2
．
原
子
炉
停
止
系
の
も
う
一
つ
の
系
は
、
通
常
運
転
時
及
び
異
常
状
態
に
お
い
て
、
反
応
度
効
果
の
最
も
大
き
い
制
御
棒
が

完
全
に
炉
心
の
外
に
引
き
抜
か
れ
、
挿
入
で
き
な
い
と
き
で
も
、
炉
心
を
臨
界
未
満
に
で
き
る
設
計
で
あ
る
こ
と
。
 

な
し

 

要
件
１
９
．

 
原
子
炉
停
止
系
の
停
止
能
力

 

1
．
原
子
炉
停
止
系
の
う
ち
独
立
し
た
系
の
尐
な
く
と
も
一
つ
は
、
通
常
運
転
時
及
び
運
転
時
の
異
常
な
過
渡
変
化
時
に
お
い

て
、
燃
料
の
許
容
設
計
限
界
を
超
え
る
こ
と
な
く
炉
心
を
臨
界
未
満
に
で
き
、
か
つ
、
低
温
状
態
で
臨
界
未
満
を
維
持
で
き
る
設

計
で
あ
る
こ
と
。

 

2
．
原
子
炉
停
止
系
の
う
ち
独
立
し
た
系
の
尐
な
く
と
も
一
つ
は
、
事
故
及
び
稀
有
事
故
時
に
お
い
て
、
炉
心
を
速
や
か
に
臨
界

未
満
に
で
き
、
か
つ
、
低
温
状
態
で
臨
界
未
満
を
維
持
で
き
る
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

た
だ
し
、
稀
有
事
故
の
う
ち
、

 
「運
転
時
の
異
常
な
過
渡
変
化
時
の
主
炉
停
止
系
機
能
喪
失
時
」
に
お
い
て
は
、
原
子
炉
停

止
系
の
も
う
一
つ
の
系
は
炉
心
を
速
や
か
に
高
温
状
態
で
臨
界
未
満
に
で
き
る
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

 

「
速
や
か
に
」
と
は
、
「
事
故
」
及
び
「
稀
有
事
故
」
の
影
響
が
、
そ
れ
ぞ
れ
安
全
設
計
評
価
に
お
け
る
「事

故
」
及
び
「
稀
有
事
故
」
の
判
断
基
準
を
超
え
る
こ
と
な
く
臨
界
未
満
に
で
き
る
こ
と
を
い
う
。
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別
表

1
 
高
速
増
殖
炉
の
安
全
設
計
要
件
の
素
案
（

6
/1

7
）

 
Ⅶ
．

 
安
全
保
護
系

 
本
文
の
解
説

 

要
件
２
０
．

 
安
全
保
護
系
の
多
重
性

 

安
全
保
護
系
は
、
そ
の
系
統
を
構
成
す
る
機
器
若
し
く
は
チ
ャ
ン
ネ
ル
に
単
一
故
障
が
起
き
た
場
合
、
又
は
使
用
状
態
か
ら

の
単
一
の
取
り
外
し
を
行
っ
た
場
合
に
お
い
て
も
、
そ
の
安
全
保
護
機
能
を
失
わ
な
い
よ
う
に
、
多
重
性
を
備
え
た
設
計
で
あ

る
こ
と
。

 

 

「
チ
ャ
ン
ネ
ル
」
と
は
、
安
全
保
護
動
作
に
必
要
な
単
一
の
信
号
を
発
生
さ
せ
る
た
め
に
必
要
な
構
球

要
素
（
抵
抗
器
、
コ
ン
デ
ン
サ
、
ス
イ
ッ
チ
、
導
線
等
）
及
び
モ
ジ
ュ
ー
ル
（
内
部
連
絡
さ
れ
た
構
成
要
素

の
集
合
体
）
の
配
列
で
あ
っ
て
検
出
器
か
ら
論
理
回
路
入
口
ま
で
を
い
う
。

 

 

要
件
２
１
．

 
安
全
保
護
系
の
独
立
性

 

安
全
保
護
系
は
、
通
常
運
転
時
、
保
修
時
、
試
験
時
及
び
異
常
状
態
に
お
い
て
、
そ
の
安
全
保
護
機
能
を
失
わ
な
い
よ
う

に
、
そ
の
系
統
を
構
成
す
る
機
器
及
び
チ
ャ
ン
ネ
ル
を
相
互
に
分
離
し
、
そ
れ
ぞ
れ
の
間
の
独
立
性
を
実
用
上
可
能
な
限
り
考

慮
し
た
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

 

「
チ
ャ
ン
ネ
ル
を
相
互
に
分
離
し
」
と
は
、
一
方
の
チ
ャ
ン
ネ
ル
に
お
い
て
不
利
な
条
件
が
発
生
し
た

場
合
に
お
い
て
、
他
方
の
チ
ャ
ン
ネ
ル
も
同
種
の
不
利
な
条
件
が
発
生
し
な
い
こ
と
、
又
は
そ
の
安
全

機
能
が
阻
害
さ
れ
る
よ
う
な
影
響
を
受
け
な
い
よ
う
に
な
っ
て
い
る
こ
と
を
い
う
。

 

 

要
件
２
２
．

 
安
全
保
護
系
の
故
障
時
の
機
能

 

安
全
保
護
系
は
、
駆
動
源
の
喪
失
、
系
統
の
遮
断
及
び
そ
の
他
の
不
利
な
状
況
が
生
じ
た
場
合
に
お
い
て
も
、
最
終
的
に

原
子
炉
施
設
が
安
全
な
状
態
に
落
ち
着
く
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

 

（
1
）
「
駆
動
源
の
喪
失
、
系
統
の
遮
断
及
び
そ
の
他
の
不
利
な
状
況
」
と
は
、
電
カ
若
し
く
は
計
装
用
空

気
の
喪
失
又
は
何
ら
か
の
原
因
に
よ
り
安
全
保
護
系
の
論
理
回
路
が
遮
断
さ
れ
る
な
ど
の
状
況
を
い

う
。
な
お
、
不
利
な
状
況
に
は
環
境
条
件
も
含
む
が
、
ど
の
よ
う
な
状
況
を
考
慮
す
る
か
は
、
個
々
の
設

計
に
応
じ
て
判
断
す
る
。

 

（
2
）
「
最
終
的
に
原
子
如
施
設
が
安
全
な
状
態
に
落
ち
着
く
」
と
は
、
安
全
保
護
系
が
故
障
し
た
場
合
に

お
い
て
も
、
原
子
炉
施
設
が
安
全
側
の
状
態
に
落
ち
着
く
か
、
又
は
安
全
保
護
系
が
故
障
し
て
そ
の
ま

ま
の
状
態
に
と
ど
ま
っ
て
も
原
子
炉
施
設
の
安
全
上
支
障
が
な
い
状
態
を
維
持
で
き
る
こ
と
を
い
う
。

 
 

要
件
２
３
．

 
安
全
保
護
系
と
計
測
制
御
系
の
分
離

 

安
全
保
護
系
は
、
計
測
制
御
系
と
部
分
的
に
共
用
す
る
場
合
に
は
、
計
測
制
御
系
の
影
響
に
よ
り
安
全
保
護
系
の
機
能
を

失
わ
な
い
よ
う
に
、
計
測
制
御
系
か
ら
機
能
的
に
分
離
さ
れ
た
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

 

「
安
全
保
護
系
の
機
能
を
失
わ
な
い
」
と
は
、
接
続
さ
れ
た
計
測
制
御
系
の
機
器
又
は
チ
ャ
ン
ネ
ル

に
単
一
故
障
、
誤
操
作
若
し
く
は
使
用
状
態
か
ら
の
単
一
の
取
り
外
し
が
生
じ
た
場
合
に
お
い
て
も
、
こ

れ
に
よ
り
悪
影
響
を
受
け
な
い
部
分
の
安
全
保
護
系
が
方
針
Ⅵ

-1
～

3
及
び

6
、

7
を
満
た
す
こ
と
を
い

う
。

 
 

要
件
２
４
．

 
安
全
保
護
系
の
試
験
可
能
性

 
 

安
全
保
護
系
は
、
原
則
と
し
て
原
子
炉
の
運
転
中
に
、
定
期
的
に
試
験
で
き
る
と
と
も
に
、
そ
の
健
全
性
及
び
多
重
性
の
維

持
を
確
認
す
る
た
め
、
各
チ
ャ
ン
ネ
ル
が
独
立
に
試
験
で
き
る
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

 

「
原
子
炉
の
運
転
中
に
、
定
期
的
に
試
験
で
き
る
」
と
は
、
安
全
保
護
系
の
機
能
が
健
全
に
保
持
さ

れ
て
い
る
こ
と
を
運
転
中
に
適
当
な
期
間
毎
に
確
認
で
き
る
こ
と
を
い
う
が
、
運
転
中
に
お
け
る
機
能
確

認
試
験
の
実
施
中
に
お
い
て
も
、
そ
の
機
能
自
体
が
維
持
さ
れ
て
い
る
と
同
時
に
、
原
子
炉
停
止
系
、

崩
壊
熱
除
去
系
等
の
不
必
要
な
動
作
が
発
生
し
な
い
こ
と
を
い
う
。

 
 

要
件
２
５
．

 
安
全
保
護
系
の
過
渡
時
の
機
能

 

安
全
保
護
系
は
、
運
転
時
の
異
常
な
過
渡
変
化
時
に
、
そ
の
異
常
な
状
態
を
検
知
し
、
原
子
炉
停
止
系
を
含
む
適
切
な
系

統
の
作
動
を
自
動
的
に
開
始
さ
せ
、
燃
料
の
許
容
設
計
限
界
を
超
え
な
い
よ
う
に
考
慮
し
た
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

 

な
し

 

要
件
２
６
．

 
安
全
保
護
系
の
「
事
故
」
及
び
「
稀
有
事
故
」
時
の
機
能

 

安
全
保
護
系
は
、
「
事
故
」
及
び
「
稀
有
事
故
」
時
に
、
そ
の
異
常
な
状
態
を
検
知
し
、
原
子
炉
停
止
系
及
び
必
要
な
系
統
、
設

備
の
作
動
を
自
動
的
に
開
始
さ
せ
る
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

 

な
し
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別
表

1
 
高
速
増
殖
炉
の
安
全
設
計
要
件
の
素
案
（

7
/1

7
）

 
Ⅷ
．

 
炉
心
支
持
構
造
物

 
本
文
の
解
説

 

要
件
２
７
．

 
炉
心
支
持
構
造
物

 

1
．
炉
心
支
持
構
造
物
は
通
常
運
転
時
や
よ
び
想
定
さ
れ
る
地
震
時
等
に
お
い
て
、
炉
心
を
保
持
す
る
と
と
も
に
、
原
子
炉
の

安
全
停
止
及
び
炉
心
の
冷
却
を
確
保
で
き
る
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

2
．
炉
心
構
造
物
は
、
燃
料
集
合
体
へ
の
冷
却
材
流
路
が
異
物
に
よ
り
閉
塞
す
る
こ
と
を
防
止
し
得
る
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

3
．
炉
心
支
持
構
造
物
は
、
通
常
運
転
時
及
び
異
常
状
態
に
お
い
て
、
そ
の
健
全
性
を
確
保
で
き
る
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

（
1
）
「
炉
心
支
持
構
造
物
」
は
、
炉
心
支
持
板
、
炉
内
構
造
支
持
構
造
物
等
か
ら
な
る
も
の
を
い
う
。
炉

心
の
重
量
は
、
こ
れ
ら
炉
心
支
持
構
造
物
を
経
由
し
て
炉
内
構
造
物
取
付
台
か
ら
原
子
炉
容
器
側

へ
、
さ
ら
に
原
子
炉
容
器
支
持
構
造
か
ら
建
物
側
へ
十
分
な
信
頼
性
で
伝
達
さ
れ
る
必
要
が
あ
る
。
ま

た
、
炉
心
支
持
構
造
物
は
、
地
震
時
に
お
い
て
は
、
水
平
方
向
及
び
垂
直
方
向
の
振
動
に
対
し
、
機
械

的
構
造
健
全
性
を
確
保
す
る
と
と
も
に
、
振
動
に
よ
る
水
平
方
向
変
位
及
び
燃
料
集
合
体
と
制
御
棒
と

の
相
対
変
位
に
よ
る
合
計
の
反
応
度
添
加
に
よ
り
燃
料
の
健
全
性
が
損
な
わ
れ
な
い
よ
う
、
炉
心
を
支

持
す
る
必
要
が
あ
る
。
さ
ら
に
、
燃
料
集
合
体
の
浮
き
上
が
り
を
防
止
で
き
る
よ
う
配
慮
す
る
必
要
が
あ

る
。
こ
こ
で
い
う
、
「
浮
き
上
が
り
を
防
止
で
き
る
」
と
は
、
浮
き
上
が
り
を
生
じ
な
い
か
、
又
は
、
生
じ
た
と

し
て
も
原
子
炉
の
安
全
停
止
及
び
炉
心
の
冷
却
を
確
保
で
き
る
こ
と
を
い
う
。

 

（
2
）
「
閉
塞
す
る
こ
と
を
防
止
し
得
る
」
と
は
、
燃
料
集
合
体
へ
の
冷
却
材
流
路
の
入
口
を
、
多
数
の
異

な
る
位
置
及
び
方
向
か
ら
冷
却
材
が
流
入
す
る
多
流
路
構
造
と
す
る
な
ど
の
設
計
に
よ
り
、
想
定
さ
れ

る
異
物
の
侵
入
に
よ
る
燃
料
集
合
体
の
損
傷
が
防
止
で
き
る
か
又
は
損
傷
し
た
場
合
に
も
そ
の
拡
大

を
防
止
で
き
る
こ
と
を
い
う
。

 

（
3
）
「
健
全
性
を
確
保
で
き
る
設
計
」
と
は
機
械
荷
重
、
地
震
カ
あ
る
い
は
中
性
子
照
射
に
よ
る
影
響
等

に
対
し
て
耐
え
る
と
と
も
に
、
破
損
の
発
生
す
る
可
能
性
が
極
め
て
小
さ
く
な
る
よ
う
考
慮
さ
れ
た
設
計

で
あ
る
こ
と
、
及
び
、
脆
性
的
挙
動
を
示
さ
ず
、
か
つ
、
急
速
な
伝
播
型
破
断
を
生
じ
な
い
設
計
で
あ
る

こ
と
を
い
う
。
炉
心
支
持
構
造
の
著
し
い
健
全
性
の
喪
失
は
、
急
速
か
つ
大
き
な
反
応
度
投
入
事
象
と

な
る
恐
れ
が
あ
る
た
め
、
合
理
的
に
達
成
し
得
る
最
高
度
の
信
頼
性
を
維
持
で
き
る
設
計
と
す
る
必
要

が
あ
る
。
こ
の
よ
う
な
設
計
概
念
の
中
に
は
、
供
用
期
間
中
検
査
に
よ
る
構
造
健
全
性
の
確
認
を
基
本

要
求
と
し
た
セ
ー
フ
ラ
イ
フ
設
計
、
異
常
検
知
の
た
め
の
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
を
前
提
と
し
た
複
合
構
造
設

計
、
同
様
に
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
を
前
提
と
し
た
多
重
構
造
設
計
あ
る
い
は
そ
れ
ら
の
組
合
せ
が
含
ま
れ
る
。
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別
表

1
 
高
速
増
殖
炉
の
安
全
設
計
要
件
の
素
案
（

8
/1

7
）

 
Ⅸ
．

 
原
子
炉
冷
却
系

 
本
文
の
解
説

 

要
件
２
８
．

 
原
子
炉
冷
却
材
バ
ウ
ン
ダ
リ
の
健
全
性

 

1
．
原
子
炉
冷
却
材
バ
ウ
ン
ダ
リ
は
、
通
常
運
転
時
及
び
異
常
状
態
に
お
い
て
、
そ
の
健
全
性
を
確
保
で
き
る
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

2
．
原
子
炉
冷
却
材
バ
ウ
ン
ダ
リ
に
接
続
す
る
配
管
系
は
、
原
則
と
し
て
隔
離
弁
を
設
け
た
設
計
で
あ
る
こ
と
。

  

 

（
1
）「
健
全
性
を
確
保
で
き
る
設
計
」
と
は
、
原
子
炉
停
止
系
、
計
測
制
御
系
、
安
全
保
護
系
等
の
機

能
に
よ
っ
て
、
原
子
炉
冷
却
材
バ
ウ
ン
ダ
リ
の
過
度
の
温
度
変
化
を
抑
制
し
、
原
子
炉
冷
却
材
バ

ウ
ン
ダ
リ
自
体
は
、
そ
の
遭
遇
す
る
温
度
、
温
度
勾
配
、
温
度
変
化
に
対
し
て
十
分
耐
え
、
異
常
な

原
子
炉
冷
却
材
の
漏
え
い
又
は
破
損
の
発
生
す
る
可
能
性
が
極
め
て
小
さ
く
な
る
よ
う
考
慮
さ
れ

た
設
計
を
い
う
。

 

（
2
）
「
原
則
と
し
て
隔
離
弁
を
設
け
た
設
計
」
と
は
、
そ
の
配
管
を
通
じ
て
の
原
子
炉
冷
却
材
の
漏
え

い
の
お
そ
れ
が
な
い
も
の
を
除
き
、
隔
離
弁
を
設
け
る
こ
と
を
い
う
。

 

要
件
２
９
．

 
原
子
炉
冷
却
材
バ
ウ
ン
ダ
リ
の
破
壊
防
止

 

原
子
炉
冷
却
材
バ
ウ
ン
ダ
リ
は
、
通
常
運
転
時
、
保
修
時
、
試
験
時
及
び
異
常
状
態
に
お
い
て
、
脆
性
的
挙
動
を
示
さ
ず
、
か

つ
、
急
速
な
伝
播
型
破
断
を
生
じ
な
い
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

 

な
し

 

要
件
３
０
．

 
原
子
炉
冷
却
材
バ
ウ
ン
ダ
リ
の
漏
え
い
対
策

 

原
子
炉
冷
却
材
バ
ウ
ン
ダ
リ
か
ら
原
子
炉
冷
却
材
の
漏
え
い
が
あ
っ
た
場
合
、
そ
の
漏
え
い
を
速
や
か
に
検
出
で
き
る
設
計
で
あ

る
こ
と
。

 

 

内
圧
が
低
く
荷
重
制
御
型
荷
重
が
低
い
高
速
増
殖
炉
に
あ
っ
て
は
、
適
切
な
設
計
対
策
や
漏
え

い
検
知
等
の
運
転
管
理
が
な
さ
れ
る
と
の
前
提
の
下
で
、
漏
え
い
先
行
型
破
損
（
L
B

B
）
の
成
立
性

が
確
保
で
き
る
見
込
み
が
十
分
高
い
。
そ
の
場
合
、

L
B

B
の
成
立
性
を
踏
ま
え
、
破
壊
力
学
の
知

見
を
有
効
に
活
用
し
て
破
損
の
形
態
と
大
き
さ
を
評
価
し
て
漏
え
い
口
を
想
定
し
、
漏
え
い
対
策
設

備
の
設
計
を
行
う
こ
と
が
で
き
る
。

 

 

要
件
３
１
．

 
原
子
炉
冷
却
材
バ
ウ
ン
ダ
リ
の
試
験
及
び
検
査

 
  

原
子
炉
冷
却
材
バ
ウ
ン
ダ
リ
は
、
そ
の
健
全
性
を
確
認
す
る
た
め
に
、
適
切
な
方
法
に
よ
り
試
験
及
び
検
査
が
で
き
る
設
計
で
あ

る
こ
と
。

 

 

L
B

B
の
成
立
性
が
十
分
確
保
で
き
る
場
合
、
原
子
炉
冷
却
材
バ
ウ
ン
ダ
リ
の
供
用
期
間
中
の
検

査
に
つ
い
て
は
、
原
子
炉
冷
却
材
の
漏
え
い
を
速
や
か
に
検
知
で
き
る
供
用
期
間
中
を
通
じ
た
ナ
ト

リ
ウ
ム
漏
え
い
監
視
が
基
本
と
な
る
。

 

 

要
件
３
２
．

 
原
子
炉
冷
却
材
の
確
保

 

1
．
ガ
ー
ド
ベ
ッ
セ
ル
は
、
原
子
炉
容
器
等
か
ら
原
子
炉
冷
却
材
の
漏
え
い
が
あ
っ
た
場
合
、
原
子
炉
停
止
系
、
安
全
保
護
系
等
の

機
能
と
あ
い
ま
っ
て
、
炉
心
の
冷
却
に
必
要
な
原
子
炉
冷
却
材
を
確
保
で
き
、
か
つ
、
漏
え
い
し
た
ナ
ト
リ
ウ
ム
と
空
気
等
と
の
化

学
反
応
を
防
止
で
き
る
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

2
．
外
管
は

1
次
主
冷
却
系
配
管
か
ら
原
子
炉
冷
却
材
の
漏
え
い
が
あ
っ
た
場
合
、
原
子
炉
停
止
系
、
安
全
保
護
系
等
の
機
能
と

あ
い
ま
っ
て
、
炉
心
の
冷
却
に
必
要
な
原
子
炉
冷
却
材
を
確
保
で
き
、
か
つ
、
漏
え
い
し
た
ナ
ト
リ
ウ
ム
と
空
気
等
と
の
化
学
反
応

を
防
止
で
き
る
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

3
．
ガ
ー
ド
ベ
ッ
セ
ル
、
外
管
は
、
そ
の
健
全
性
を
確
認
す
る
た
め
に
、
適
切
な
方
法
に
よ
り
試
験
又
は

 
検
査
が
で
き
る
設
計
で
あ

る
こ
と
。

 

（
1
）
「
炉
心
の
冷
却
に
必
要
な
原
子
炉
冷
却
材
を
確
保
で
き
」
と
は
、
残
留
熱
を
除
去
す
る
系
統
に

よ
る
残
留
熱
の
除
去
を
行
う
た
め
に
必
要
な
原
子
炉
冷
却
材
液
位
を
確
保
で
き
る
こ
と
を
い
う
。

 

（
2）
外
管
を
設
置
す
る
設
計
を
行
う
場
合
に
は
、
ナ
ト
リ
ウ
ム
の
漏
え
い
を
速
や
か
に
検
知
で
き
る
内

部
環
境
を
維
持
す
る
と
と
も
に
、
漏
え
い
し
た
ナ
ト
リ
ウ
ム
の
熱
的
影
響
等
に
対
し
て
そ
の
健
全
性
を

確
保
で
き
る
こ
と
が
必
要
で
あ
る
。
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別
表

1
 
高
速
増
殖
炉
の
安
全
設
計
要
件
の
素
案
（

9
/1

7
）

 
Ⅸ
．

 
原
子
炉
冷
却
系

 
本
文
の
解
説

 

要
件
３
３
．

 
1
次
主
冷
却
系

 
 

1
．

1
次
主
冷
却
系
は
、
通
常
運
転
時
及
び
異
常
状
態
に
お
い
て
、
炉
心
の
冷
却
に
必
要
な
原
子
炉
冷
却
材
流
量
を
確
保
で
き
る

設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

2
．

1
次
主
冷
却
系
は
、
通
常
運
転
時
及
び
運
転
時
の
異
常
な
過
渡
変
化
時
に
お
い
て
原
子
炉
冷
却
材
へ
の
ガ
ス
混
入
及
び
系

統
内
の
ガ
ス
の
滞
留
を
抑
制
で
き
る
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

 

 

要
件
３
４
．

 
２
次
主
冷
却
系

 

1
. 
２
次
冷
却
系
は
、
通
常
運
転
時
及
び
異
常
状
態
に
お
い
て
、
そ
の
健
全
性
を
確
保
で
き
る
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

2
. 
２
次
冷
却
系
は
、
蒸
気
発
生
器
伝
熱
管
か
ら
の
水
漏
え
い
が
生
じ
た
場
合
で
も
、
そ
の
影
響
に
よ
り
、
安
全
機
能
を
有
す
る
構

築
物
、
系
統
及
び
機
器
が
そ
の
安
全
機
能
を
失
う
こ
と
が
な
い
よ
う
考
慮
さ
れ
た
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

 

な
し

 

Ⅹ
．

 
原
子
炉
カ
バ
ー
ガ
ス
バ
ウ
ン
ダ
リ

 
本
文
の
解
説

 

要
件
３
５
．

 
原
子
炉
カ
バ
ー
ガ
ス
バ
ウ
ン
ダ
リ
の
健
全
性

 
 

1
．
原
子
炉
カ
バ
ー
ガ
ス
の
バ
ウ
ン
ダ
リ
は
、
通
常
運
転
時
及
び
異
常
状
態
に
お
い
て
、
そ
の
健
全
性
を
確
保
で
き
る
設
計
で
あ
る

こ
と
。

 

2
．
原
子
炉
カ
バ
ー
ガ
ス
の
バ
ウ
ン
ダ
リ
に
接
続
す
る
配
管
系
は
、
原
則
と
し
て
隔
離
弁
を
設
け
た
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

 

「
隔
離
弁
を
設
け
た
設
計
」
と
は
、

1
次
ア
ル
ゴ
ン
ガ
ス
系
に
接
続
さ
れ
、
そ
の
一
部
が
原
子
炉
カ

バ
ー
ガ
ス
バ
ウ
ン
ダ
リ
を
形
成
す
る
配
管
系
に
関
し
て
は
、
原
子
炉
カ
バ
ー
ガ
ス
バ
ウ
ン
ダ
リ
と
な
ら

な
い
部
分
か
ら
の
異
常
な
漏
え
い
が
生
じ
た
場
合
に
お
い
て
、
原
子
炉
カ
バ
ー
ガ
ス
の
喪
失
を
停

止
さ
せ
る
た
め
、
配
管
系
の
通
常
運
転
時
の
状
態
及
び
使
用
目
的
を
考
慮
し
、
適
切
な
隔
離
弁
を

設
け
た
設
計
を
い
う
。

 

 

要
件
３
６
．

 
原
子
炉
カ
バ
ー
ガ
ス
バ
ウ
ン
ダ
リ
の
漏
え
い
検
出

 

原
子
炉
カ
バ
ー
ガ
ス
バ
ウ
ン
ダ
リ
か
ら
原
子
炉
カ
バ
ー
ガ
ス
の
漏
え
い
が
あ
っ
た
場
合
、
そ
の
漏
え
い
を
検
出
で
き
る
設
計
で
あ
る

こ
と
。

 

 

な
し
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別
表

1
 
高
速
増
殖
炉
の
安
全
設
計
要
件
の
素
案
（

1
0
/1

7
）

 
Ⅹ

Ⅰ
．

 
残
留
熱
を
除
去
す
る
系
統

 
本
文
の
解
説

 

要
件
３
７
．

 
残
留
熱
を
除
去
す
る
系
統
の
機
能

 

1
．
残
留
熱
を
除
去
す
る
系
統
は
、
通
常
運
転
時
及
び
運
転
時
の
異
常
な
過
渡
変
化
時
に
お
い
て
、
原
子
炉
の
停
止
後
、
燃
料
の

許
容
設
計
限
界
を
超
え
る
こ
と
が
な
く
、
か
つ
、
原
子
炉
冷
却
材
バ
ウ
ン
ダ
リ
の
健
全
性
を
十
分
な
余
裕
を
持
っ
て
確
保
で
き
る
よ

う
に
、
炉
心
か
ら
の
核
分
裂
生
成
物
の
崩
壊
熱
及
び
そ
の
他
の
残
留
熱
を
最
終
的
な
熱
の
逃
が
し
場
に
輸
送
で
き
る
設
計
で
あ

る
こ
と
。

 

2
．
残
留
熱
を
除
去
す
る
系
統
は
、
「
事
故
」
及
び
「
稀
有
事
故
」
時
に
、
原
子
炉
の
停
止
後
、
燃
料
の
重
大
な
損
傷
を
防
止
で
き
、

か
つ
、
原
子
炉
冷
却
材
バ
ウ
ン
ダ
リ
の
健
全
性
を
確
保
で
き
る
よ
う
に
、
炉
心
か
ら
の
核
分
裂
生
成
物
の
崩
壊
熱
及
び
そ
の
他
の

残
留
熱
を
最
終
的
な
熱
の
逃
が
し
場
に
輸
送
で
き
る
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

 

（
1
）
「
残
留
熱
を
除
去
す
る
系
統
」
と
は
、
原
子
炉
停
止
後
に
、
復
水
器
に
よ
る
熱
除
去
が
で
き
な
い

場
合
に
も
残
留
熱
を
除
去
で
き
る
よ
う
に
設
け
ら
れ
る
系
統
（
J
S
F
R
に
お
け
る
炉
心
補
助
冷
却
系
）

を
い
う
。

 

（
2
）
「
原
子
炉
冷
却
材
バ
ウ
ン
ダ
リ
の
健
全
性
を
十
分
な
余
裕
を
持
っ
て
確
保
で
き
る
」
と
は
、
原
子

炉
冷
却
材
バ
ウ
ン
ダ
リ
の
温
度
が
、
通
常
運
転
に
復
帰
す
る
の
に
支
障
の
な
い
範
囲
に
維
持
さ
れ

る
こ
と
を
い
う
。

 

（
3
）
「
そ
の
他
の
残
留
熱
」
と
は
通
常
運
転
中
に
炉
心
、

1
次
主
冷
却
系
の
構
成
材
、

1
次
主
冷
却

材
、

2
次
主
冷
却
材
に
蓄
積
さ
れ
た
熱
を
い
う
。

 

 

要
件
３
８
．

 
残
留
熱
を
除
去
す
る
系
統
の
信
頼
性
及
び
試
験
可
能
性

 

1
．
残
留
熱
を
除
去
す
る
系
統
は
、
そ
の
系
統
を
構
成
す
る
機
器
の
単
一
故
障
の
仮
定
に
加
え
、
外
部
電
源
が
利
用
で
き
な
い
場

合
に
お
い
て
も
、
そ
の
系
統
の
安
全
機
能
が
達
成
で
き
る
よ
う
に
、
多
重
性
又
は
多
様
性
及
び
独
立
性
を
適
切
に
備
え
た
設
計
で

あ
る
こ
と
。

 

2
．
残
留
熱
を
除
去
す
る
系
統
は
、
定
期
的
に
試
験
及
び
検
査
が
で
き
る
と
と
も
に
、
そ
の
健
全
性
を
確
認
す
る
た
め
、
独
立
に
各

系
の
試
験
及
び
検
査
が
で
き
る
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

 

（
1）
原
子
炉
の
停
止
と
そ
れ
に
引
続
く
残
留
熱
の
除
去
は
、
原
子
炉
施
設
の
安
全
性
確
保
の
基
本
と

な
る
機
能
で
あ
り
、
残
留
熱
を
除
去
す
る
系
統
は
、
原
子
炉
停
止
系
と
同
様
の
高
度
の
信
頼
性
を
確

保
す
る
こ
と
が
必
要
で
あ
る
。

 

こ
の
信
頼
性
の
確
保
に
当
た
っ
て
は
、
多
重
性
又
は
多
様
性
及
び
独
立
性
を
確
保
す
る
こ
と
は
も

ち
ろ
ん
、
自
然
循
環
を
行
い
や
す
い
液
体
金
属
冷
却
高
速
増
殖
炉
の
特
性
を
生
か
し
て
、
自
然
循

環
除
熱
を
有
効
に
活
用
す
る
こ
と
が
重
要
で
あ
る
。

 

（
2
）「
多
重
性
又
は
多
様
性
及
び
独
立
性
を
適
切
に
備
え
」
と
は
、
「
高
速
増
殖
炉
の
安
全
機
能
の
重

要
度
分
類
要
件
」
に
定
め
る
信
頼
性
の
基
本
的
目
標
を
達
成
す
る
た
め
に
、
多
重
性
又
は
多
様
性

及
び
独
立
性
を
適
切
に
組
合
せ
る
こ
と
を
い
う
。

 

 

要
件
３
９
．

 
最
終
的
な
熱
の
逃
が
し
場
へ
熱
を
輸
送
す
る
系
統

 

1
．
最
終
的
な
熱
の
逃
が
し
場
へ
熱
を
輸
送
す
る
系
統
は
、
重
要
度
の
特
に
高
い
安
全
機
能
を
有
す
る
構
築
物
、
系
統
及
び
機
器

に
お
い
て
発
生
又
は
蓄
積
さ
れ
た
熱
を
最
終
的
な
熱
の
逃
が
し
場
に
輸
送
で
き
る
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

2
．
最
終
的
な
熱
の
逃
が
し
場
へ
熱
を
輸
送
す
る
系
統
は
、
そ
の
系
統
を
構
成
す
る
機
器
の
単
一
故
障
の
仮
定
に
加
え
、
外
部
電

源
が
利
用
で
き
な
い
場
合
に
お
い
て
も
、
そ
の
系
統
の
安
全
機
能
が
達
成
で
き
る
よ
う
に
、
多
重
性
又
は
多
様
性
及
び
独
立
性
を

備
え
、
か
つ
、
適
切
な
方
法
に
よ
り
試
験
又
は
検
査
が
で
き
る
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

 

「
最
終
的
な
熱
の
逃
が
し
場
」
と
は
、
海
、
大
気
、
河
、
池
、
湖
を
い
う
。

 

要
件
４
０
．

 
電
源
喪
失
に
対
す
る
設
計
上
の
考
慮

 

原
子
炉
施
設
は
、
短
時
間
の
全
交
流
動
力
電
源
喪
失
に
対
し
て
、
原
子
炉
を
安
全
に
停
止
し
、
か
つ
、
停
止
後
の
残
留
熱
除
去

を
行
え
る
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

 

な
し
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別
表

1
 
高
速
増
殖
炉
の
安
全
設
計
要
件
の
素
案
（

1
1
/1

7
）

 
Ⅹ

Ⅱ
．

 
原
子
炉
格
納
容
器

 
本
文
の
解
説

 

要
件
４
１
．

 
原
子
炉
格
納
容
器
の
機
能

 

1
．
原
子
炉
格
納
容
器
は
、
「
事
故
」
及
び
「
稀
有
事
故
」
時
に
、
そ
の
事
象
に
起
因
す
る
荷
重
（
圧
カ
、
温
度
）
及
び
想
定
さ
れ
る
地

震
荷
重
に
耐
え
、
か
つ
、
適
切
に
作
動
す
る
隔
離
機
能
と
あ
い
ま
っ
て
所
定
の
漏
え
い
率
を
超
え
る
こ
と
が
な
い
設
計
で
あ
る
こ

と
。

 

2
．
原
子
炉
格
納
容
器
は
、
定
期
的
に
、
所
定
の
圧
力
に
よ
り
原
子
炉
格
納
容
器
全
体
の
漏
え
い
率
測
定
が
で
き
る
設
計
で
あ
る

こ
と
。

 

3
．
原
子
炉
格
納
容
器
は
、
電
線
、
配
管
等
の
貫
通
部
及
び
出
入
口
の
重
要
な
部
分
の
漏
え
い
試
験
が
で
き
る
設
計
で
あ
る
こ

と
。

 

 

「
そ
の
事
象
に
起
因
す
る
荷
重
（
圧
カ
、
温
度
）
に
耐
え
」
と
は
、

 
「
事
故
」
及
び
「
稀
有
事
故
」時
に

お
い
て
、
そ
の
事
象
に
起
因
す
る
圧
力
、
温
度
が
最
高
使
用
圧
力
、
最
高
使
用
温
度
以
下
で
あ
る
こ

と
を
い
う
。

 

要
件
４
２
．

 
原
子
炉
格
納
容
器
バ
ウ
ン
ダ
リ
の
破
損
防
止

 

原
子
炉
格
納
容
器
バ
ウ
ン
ダ
リ
は
、
通
常
運
転
時
、
保
修
時
、
試
験
時
及
び
異
常
状
態
に
お
い
て
、
脆
性
的
挙
動
を
示
さ
ず
、

か
つ
、
急
速
な
伝
播
型
破
断
を
生
じ
な
い
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

 

な
し

 

要
件
４
３
．

 
原
子
炉
格
納
容
器
の
隔
離
機
能

 

1
．
原
子
炉
格
納
容
器
壁
を
貫
通
す
る
配
管
系
は
、
原
則
と
し
て
、
原
子
炉
格
納
容
器
隔
離
弁
を
設
け
た
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

2
．
主
要
な
配
管
系
に
設
け
る
原
子
炉
格
納
容
器
隔
離
弁
は
、
「
事
故
」
及
び
「
稀
有
事
故
」
時
に
、
隔
離
機
能
の
確
保
が
必
要
と

な
る
事
態
に
際
し
て
、
原
則
と
し
て
、
自
動
的
、
か
つ
、
確
実
に
閉
止
さ
れ
る
機
能
を
有
す
る
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

 

（
1
）
「
原
子
炉
格
納
容
器
隔
離
弁
」
と
は
、
自
動
隔
離
弁
（
「
事
故
」
及
び
「
稀
有
事
故
」
時
に
十
分
な

隔
離
機
能
を
発
揮
す
る
よ
う
に
配
慮
さ
れ
た
逆
止
弁
を
含
む
）
、
通
常
ロ
ッ
ク
さ
れ
た
閉
止
弁
及
び
遠

隔
操
作
阻
止
弁
を
い
う
。
上
記
で
い
う
「
「
事
故
」
及
び
「
稀
有
事
故
」
時
に
十
分
な
隔
離
機
能
を
発
揮

す
る
よ
う
に
配
慮
さ
れ
た
逆
止
弁
」
と
は
、
原
子
炉
格
納
容
器
壁
を
貫
通
す
る
当
該
系
統
に
、
原
子

炉
格
納
容
器
内
外
い
ず
れ
か
の
位
置
で
破
損
が
生
じ
、
そ
の
逆
止
弁
に
対
す
る
逆
圧
が
す
べ
て
喪

失
し
た
条
件
に
お
い
て
も
、
必
要
な
隔
離
機
能
が
重
力
等
に
よ
っ
て
維
持
さ
れ
る
よ
う
に
設
計
さ
れ

た
逆
止
弁
を
い
う
。

 

（
2
）
「
原
則
と
し
て
、
原
子
炉
格
納
容
器
隔
離
弁
を
設
け
た
設
計
」
と
は
、
そ
の
配
管
を
通
じ
て
の
放

射
性
物
質
の
漏
え
い
が
原
子
炉
格
納
容
器
の
設
計
漏
え
い
率
に
対
し
有
意
な
寄
与
と
な
ら
な
い
程

度
に
尐
な
い
も
の
を
除
き
、
原
子
炉
格
納
施
設
隔
離
弁
を
設
け
る
こ
と
を
い
う
。

 

（
3
）
「
主
要
な
配
管
系
」
と
は
、
原
子
炉
格
納
容
器
隔
離
弁
を
設
け
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
配
管
系
の
う

ち
、
高
温
運
転
時
に
原
子
炉
格
納
容
器
隔
離
弁
が
閉
止
さ
れ
て
い
る
よ
う
に
設
計
さ
れ
た
配
管
系
を

除
き
、
通
常
運
転
状
態
の
ま
ま
放
置
す
れ
ば
原
子
炉
格
納
容
器
か
ら
の
許
容
さ
れ
な
い
漏
え
い
の

原
因
と
な
る
恐
れ
の
あ
る
配
管
系
を
い
う
。

 

（
4
）
原
則
と
し
て
、
自
動
的
、
か
つ
、
確
実
に
閉
止
さ
れ
る
機
能
」
と
は
、
安
全
保
護
系
か
ら
の
原
子

炉
格
納
容
器
隔
離
信
号
等
に
よ
り
自
動
的
に
閉
止
さ
れ
、
原
子
炉
格
納
容
器
隔
離
弁
以
外
の
隔
離

障
壁
と
あ
い
ま
っ
て
、
原
子
炉
格
納
容
器
か
ら
の
放
射
性
物
質
の
漏
え
い
を
低
減
し
得
る
こ
と
を
い

う
。
こ
の
機
能
は
、
「
事
故
」
及
び
「
稀
有
事
故
」
時
に
お
い
て
は
、
単
一
故
障
の
仮
定
に
加
え
、
外
部

電
源
が
利
用
で
き
な
い
場
合
に
お
い
て
も
確
保
さ
れ
ね
ば
な
ら
な
い
。
ま
た
、
こ
こ
で
い
う
「
原
則
と
し

て
」
と
は
、
主
要
な
配
管
系
で
あ
っ
て
も
「
事
故
」
又
は
「稀
有
事
故
」の
収
束
に
必
要
な
系
統
の
配
管

系
は
、
そ
の
系
統
の
安
全
機
能
を
阻
害
し
な
い
た
め
に
、
自
動
隔
離
信
号
に
よ
っ
て
閉
止
す
る
こ
と

を
要
し
な
い
こ
と
を
い
う
。
た
だ
し
、
そ
の
場
合
で
あ
っ
て
も
、
そ
れ
ら
の
配
管
系
に
よ
り
、
原
子
炉
格

納
容
器
の
隔
離
機
能
が
失
わ
れ
て
は
な
ら
な
い
。

 

 
 
な
お
、
自
動
的
に
閉
止
さ
れ
る
原
子
炉
格
納
容
器
隔
離
弁
も
、
「
事
故
」
及
び
「
稀
有
事
故
」
後
の

必
要
な
処
置
の
た
め
隔
離
解
除
が
考
慮
さ
れ
て
い
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
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別
表

1
 
高
速
増
殖
炉
の
安
全
設
計
要
件
の
素
案
（

1
2
/1

7
）

 
Ⅹ

Ⅱ
．

 
原
子
炉
格
納
容
器

 
本
文
の
解
説

 

要
件
４
４
．

 
原
子
炉
格
納
容
器
隔
離
弁

 

1
．
原
子
炉
格
納
容
器
隔
離
弁
は
、
実
用
上
可
能
な
限
り
原
子
炉
格
納
容
器
に
接
近
し
て
設
け
た
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

2
．
原
子
炉
格
納
容
器
隔
離
弁
の
設
置
は
、
次
の
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

（
1
）
原
子
炉
格
納
容
器
の
内
側
に
お
い
て
開
口
し
て
い
る
か
又
は
原
子
炉
冷
却
材
バ
ウ
ン
ダ
リ
に
連
絡
し
て
い
る
配
管
系
の
う

ち
、
原
子
炉
格
納
容
器
の
外
側
で
閉
じ
て
い
な
い
配
管
系
に
つ
い
て
は
、
原
則
と
し
て
原
子
炉
格
納
容
器
の
内
側
に

1
個
及
び
外

側
に

1
個
と
す
る
こ
と
。

 

（
2
）
前
号
（
1
）
の
配
管
系
以
外
の
配
管
系
の
う
ち
、
原
子
炉
格
納
容
器
の
内
側
又
は
外
側
に
お
い
て
閉
じ
て
い
る
配
管
系
に
つ
い

て
は
、
原
則
と
し
て
原
子
炉
格
納
容
器
の
外
側
に

1
個
と
す
る
こ
と
。

 

（
3）
原
子
炉
格
納
容
器
隔
離
弁
は
、
閉
止
後
駆
動
動
力
源
の
喪
失
に
よ
っ
て
も
隔
離
機
能
が
喪
失
す
る
こ
と
が
な
い
こ
と
。

 

（
4
）
原
子
炉
格
納
容
器
隔
離
弁
は
、
定
期
的
な
動
作
試
験
が
可
能
で
あ
り
、
か
つ
、
重
要
な
弁
に
つ
い
て
は
、
漏
え
い
試
験
が
で

き
る
こ
と
。

 

 

「
原
子
炉
格
納
容
器
の
外
側
で
閉
じ
て
い
な
い
配
管
」
と
は
、

 
「
事
故
」
及
び
「
稀
有
事
故
」
時
配

管
系
の
状
態
を
考
慮
し
、
隔
離
さ
れ
な
い
場
合
、
原
子
炉
格
納
容
器
内
雰
囲
気
か
ら
外
部
へ
の
放

射
性
物
質
の
許
容
さ
れ
な
い
放
出
の
経
路
と
な
る
も
の
を
い
う
。

 

「
原
則
と
し
て
原
子
炉
格
納
容
器
の
内
側
に

1
個
及
び
外
側
に

1
個
と
す
る
」
と
は
、
原
子
炉
格
納

容
器
隔
離
機
能
以
外
の
安
全
上
の
考
慮
も
含
め
、
そ
の
妥
当
性
が
示
さ
れ
る
場
合
に
は
、
外
側
に

2
個
の
原
子
炉
格
納
容
器
隔
離
弁
を
設
け
る
こ
と
も
許
容
さ
れ
る
こ
と
を
意
味
す
る
。

 

「
原
則
と
し
て
原
子
炉
格
納
容
器
の
外
側
に

1
個
と
す
る
」
と
は
、
機
能
状
態
を
考
慮
し
原
子
炉
格

納
容
器
外
部
に
連
絡
し
て
い
な
い
配
管
系
に
つ
い
て
は
、
内
側
又
は
外
側
に

1
個
の
原
子
炉
格
納

容
器
隔
離
弁
を
設
け
る
こ
と
も
許
容
さ
れ
る
こ
と
を
意
味
す
る
。

 

 

要
件
４
５
．

 
非
常
用
ガ
ス
処
理
系

 

1
．
非
常
用
ガ
ス
処
理
系
は
、
「
事
故
」
及
び
「
稀
有
事
故
」
に
対
し
、
そ
の
事
象
に
起
因
し
て
環
境
に
放
出
さ
れ
る
放
射
性
物
質
の

濃
度
を
減
尐
さ
せ
る
機
能
を
有
す
る
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

2
．
非
常
用
ガ
ス
処
理
系
は
、
「
事
故
」
及
び
「
稀
有
事
故
」
時
に
、
そ
の
系
統
を
構
成
す
る
機
器
の
単
一
故
障
の
仮
定
に
加
え
、
外

部
電
源
が
利
用
で
き
な
い
場
合
に
お
い
て
も
、
そ
の
系
統
の
安
全
機
能
が
達
成
で
き
る
よ
う
に
、
多
重
性
又
は
多
様
性
及
び
独

立
性
を
備
え
、
か
つ
、
適
切
な
方
法
に
よ
り
試
験
又
は
検
査
が
で
き
る
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

 

「
非
常
用
ガ
ス
処
理
系
」
と
は
、
「
事
故
」
及
び
「
稀
有
事
故
」
時
に
、
原
子
炉
格
納
容
器
か
ら
漏
え

い
し
た
放
射
性
物
質
が
直
接
環
境
へ
放
散
さ
れ
る
こ
と
を
防
止
す
る
設
備
で
あ
り
、
コ
ン
フ
ァ
イ
ン
メ

ン
ト
、
非
常
用
ガ
ス
処
理
設
傭
等
を
い
う
。
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別
表

1
 
高
速
増
殖
炉
の
安
全
設
計
要
件
の
素
案
（

1
3
/1

7
）

 
Ⅹ

Ⅲ
．

 
計
測
制
御
系
及
び
電
気
系
統

 
本
文
の
解
説

 

要
件
４
６
．

 
計
測
制
御
系

 

1
. 
計
測
制
御
系
は
、
通
常
運
転
時
及
び
運
転
時
の
異
常
な
過
渡
変
化
時
に
お
い
て
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
事
項
を
十
分
考
慮

し
た
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

(1
) 
炉
心
、
原
子
炉
冷
却
材
バ
ウ
ン
ダ
リ
、
原
子
炉
格
納
容
器
バ
ウ
ン
ダ
リ
及
び
そ
れ
ら
に
関
連
す
る
系
統
の
健
全
性
を
確
保
す

る
た
め
に
必
要
な
パ
ラ
メ
ー
タ
は
、
適
切
な
予
想
範
囲
に
維
持
制
御
さ
れ
る
こ
と
。

 

(2
) 
前
号
の
パ
ラ
メ
ー
タ
に
つ
い
て
は
、
必
要
な
対
策
が
講
じ
得
る
よ
う
に
予
想
変
動
範
囲
内
で
の
監
視
が
可
能
で
あ
る
こ
と
。

 

2
. 
計
測
制
御
系
は
、
事
故
時
に
お
い
て
、
事
故
の
状
態
を
知
り
対
策
を
講
じ
る
の
に
必
要
な
パ
ラ
メ
ー
タ
を
適
切
な
方
法
で
十
分

な
範
囲
に
わ
た
り
監
視
し
得
る
と
と
も
に
、
必
要
な
も
の
に
つ
い
て
は
、
記
録
が
可
能
な
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

 
特
に
原
子
炉
の
停
止
状
態
及
び
炉
心
の
冷
却
状
態
は
、

2
種
類
以
上
の
パ
ラ
メ
ー
タ
に
よ
り
監
視
又
は
推
定
で
き
る
設
計
で
あ

る
こ
と
。

 

 

な
し

 

 

要
件
４
７
．

 
電
気
系
統

 

1
．
重
要
度
の
特
に
高
い
安
全
機
能
を
有
す
る
構
築
物
、
系
統
及
び
機
器
が
、
そ
の
機
能
を
達
成
す
る
た
め
に
電
源
を
必
要
と
す

る
場
合
に
お
い
て
は
、
外
部
電
源
又
は
非
常
用
所
内
電
源
の
い
ず
れ
か
ら
も
電
力
の
供
給
を
受
け
ら
れ
る
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

2
．
外
部
電
源
系
は
、

2
回
線
以
上
の
送
電
線
に
よ
り
電
力
系
統
に
接
続
さ
れ
た
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

3
．
非
常
用
所
内
電
源
系
は
、
多
重
性
又
は
多
様
性
及
び
独
立
性
を
有
し
、
そ
の
系
統
を
構
成
す
る
機
器
の
単
一
故
障
を
仮
定
し

て
も
次
の
各
号
に
掲
げ
る
事
項
を
確
実
に
行
う
の
に
十
分
な
容
量
及
び
機
能
を
有
す
る
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

（
1）
運
転
時
の
異
常
な
過
渡
変
化
時
に
お
い
て
、
燃
料
の
許
容
設
計
限
界
及
び
原
子
炉
冷
却
材
バ
ウ
ン
ダ
リ
の
設
計
条
件
を
超

え
る
こ
と
な
く
原
子
炉
を
停
止
し
、
冷
却
す
る
こ
と
。

 

（
2）
事
故
及
び
稀
有
事
故
時
の
炉
心
冷
却
を
行
い
、
か
つ
、
原
子
炉
格
納
容
器
の
健
全
性
並
び
に
そ
の
他
の
所
要
の
系
統
及
び

機
器
の
安
全
機
能
を
確
保
す
る
こ
と
。

 

4
．
重
要
度
の
高
い
安
全
機
能
に
関
連
す
る
電
気
系
統
は
、
系
統
の
重
要
な
部
分
を
適
切
な
方
法
に
よ
り
試
験
又
は
検
査
で
き
る

設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

 

（
1
）
「
外
部
電
源
系
」
と
は
、
外
部
電
源
（
電
力
系
統
又
は
主
発
電
機
）
か
ら
の
電
力
を
原
子
炉
施
設

に
供
給
す
る
た
め
の
一
連
の
設
備
を
い
う
。

 

（
2
）
「
非
常
用
所
内
電
源
系
」
と
は
、
非
常
用
所
内
電
源
設
備
（
非
常
用
デ
ィ
ー
ゼ
ル
発
電
機
、
バ
ッ

テ
リ
等
）
及
び
重
要
度
の
特
に
高
い
安
全
機
能
を
有
す
る
設
備
へ
の
電
カ
供
給
設
備
（
非
常
用
母

線
ス
イ
ッ
チ
ギ
ア
、
ケ
ー
ブ
ル
等
）
を
い
う
。

 

（
3
）
「
重
要
度
の
特
に
高
い
安
全
機
能
」
及
び
「
重
要
度
の
高
い
安
全
機
能
」
に
つ
い
て
は
別
に
「
高

速
増
殖
炉
の
安
全
機
能
の
重
要
度
分
類
要
件
」に
お
い
て
定
め
る
。
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別
表

1
 
高
速
増
殖
炉
の
安
全
設
計
要
件
の
素
案
（

1
4
/1

7
）

 
Ⅹ

Ⅳ
．

 
制
御
室
及
び
緊
急
時
施
設
 

本
文
の
解
説

 

要
件
４
８
．

 
制
御
室

 

制
御
室
は
、
原
子
炉
及
び
主
要
な
関
連
施
設
の
運
転
状
況
並
び
に
主
要
パ
ラ
メ
ー
タ
が
監
視
で
き
る
と
と
も
に
、
安
全
性
を
確

保
す
る
た
め
に
急
速
な
手
動
操
作
を
要
す
る
場
合
に
は
、
こ
れ
を
行
う
こ
と
が
で
き
る
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

 

な
し

 

要
件
４
９
．

 
制
御
室
外
か
ら
の
原
子
炉
停
止
機
能

 

原
子
炉
施
設
は
、
制
御
室
外
の
適
切
な
場
所
か
ら
原
子
炉
を
停
止
す
る
こ
と
が
で
き
る
よ
う
に
、
次
の
機
能
を
有
す
る
設
計
で
あ

る
こ
と
。

 

(1
) 
原
子
炉
施
設
を
安
全
な
状
態
に
維
持
す
る
た
め
に
、
必
要
な
計
測
制
御
を
含
め
、
原
子
炉
の
急
速
な
高
温
停
止
が
で
き
る
こ

と
。

 

(2
) 
適
切
な
手
順
を
用
い
て
原
子
炉
を
引
き
続
き
低
温
停
止
で
き
る
こ
と
。

 

 

な
し

 

要
件
５
０
．

 
制
御
室
の
居
住
性
に
関
す
る
設
計
上
の
考
慮

 

制
御
室
は
、
火
災
に
対
す
る
防
護
設
計
が
な
さ
れ
、
さ
ら
に
、
事
故
時
に
も
従
事
者
が
制
御
室
に
接
近
し
、
又
は
と
ど
ま
り
、
事

故
対
策
操
作
を
行
う
こ
と
が
可
能
な
よ
う
に
、
遮
へ
い
設
計
が
な
さ
れ
、
か
つ
、
火
災
又
は
事
故
に
よ
っ
て
放
出
す
る
こ
と
が
あ
り
得

る
有
每
ガ
ス
及
び
放
射
性
物
質
に
対
し
、
換
気
設
計
に
よ
っ
て
適
切
な
防
護
が
な
さ
れ
た
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

 

な
し

 

要
件
５
１
．

 
原
子
力
発
電
所
緊
急
時
対
策
所

 

原
子
炉
施
設
は
、
事
故
時
に
お
い
て
必
要
な
対
策
指
令
を
発
す
る
た
め
の
緊
急
時
対
策
所
が
原
子
力
発
電
所
に
設
置
可
能
な
設

計
で
あ
る
こ
と
。

 

 

な
し

 

要
件
５
２
．

 
通
信
連
絡
設
備
に
関
す
る
設
計
上
の
考
慮

 
 

原
子
炉
施
設
は
、
適
切
な
警
報
系
及
び
通
信
連
絡
設
備
を
備
え
、
事
故
時
に
原
子
力
発
電
所
内
に
居
る
す
べ
て
の
人
に
対
し

的
確
に
指
示
が
で
き
る
と
と
も
に
、
原
子
力
発
電
所
と
所
外
必
要
箇
所
と
の
通
信
連
絡
設
備
は
、
多
重
性
又
は
多
様
性
を
備
え
た

設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

 

な
し

 

要
件
５
３
．

 
避
難
通
路
に
関
す
る
設
計
上
の
考
慮

 

 
原
子
炉
施
設
は
、
通
常
の
照
明
用
電
源
喪
失
時
に
お
い
て
も
機
能
す
る
避
難
用
の
照
明
を
設
備
し
、
単
純
、
明
確
か
つ
永
続
的

な
標
識
を
付
け
た
安
全
避
難
通
路
を
有
す
る
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

 

な
し
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別
表

1
 
高
速
増
殖
炉
の
安
全
設
計
要
件
の
素
案
（

1
5
/1

7
）

 
Ⅹ
Ⅴ
．

 
燃
料
取
扱
系

 
本
文
の
解
説

 

要
件
５
４
．

 
燃
料
の
貯
蔵
設
備
及
び
取
扱
設
備

 

1
. 
新
燃
料
及
び
使
用
済
燃
料
の
貯
蔵
設
備
及
び
取
扱
設
備
は
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
事
項
を
満
足
す
る
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

(1
) 
安
全
機
能
を
有
す
る
構
築
物
、
系
統
及
び
機
器
は
、
適
切
な
定
期
的
試
験
及
び
検
査
が
で
き
る
こ
と
。

 

(2
) 
放
射
線
防
護
の
た
め
の
適
切
な
遮
へ
い
を
有
す
る
こ
と
。

 

(3
) 
貯
蔵
設
備
及
び
取
扱
設
備
は
、
適
切
な
格
納
系
及
び
空
気
浄
化
系
を
有
す
る
こ
と
。

 

(4
) 
貯
蔵
設
備
は
、
適
切
な
貯
蔵
能
力
を
有
す
る
こ
と
。

 

(5
) 
取
扱
設
備
は
、
移
送
操
作
中
の
燃
料
集
合
体
の
落
下
を
防
止
で
き
る
こ
と
。

 

2
. 
使
用
済
燃
料
の
貯
蔵
設
備
及
び
取
扱
設
備
は
、
前
項
の
各
号
に
掲
げ
る
事
項
の
ほ
か
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
事
項
を
満
足

す
る
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

(1
) 
貯
蔵
設
備
は
、
崩
壊
熱
を
十
分
に
除
去
し
、
最
終
的
な
熱
の
逃
が
し
場
へ
輸
送
で
き
る
系
統
及
び
そ
の
浄
化
系
を
有
す
る
こ

と
。

 

(2
) 
貯
蔵
設
備
は
、
冷
却
材
保
有
量
が
著
し
く
減
尐
す
る
こ
と
を
防
止
し
、
適
切
な
漏
え
い
検
知
を
行
う
こ
と
が
で
き
る
こ
と
。

 

(3
) 
貯
蔵
設
備
は
、
燃
料
集
合
体
の
取
扱
い
中
に
想
定
さ
れ
る
落
下
時
に
お
い
て
も
、
そ
の
安
全
機
能
が
損
な
わ
れ
る
お
そ
れ
が

な
い
こ
と
。

 

(4
) 
取
扱
設
備
は
、
取
扱
い
中
の
燃
料
の
温
度
が
過
度
に
上
昇
す
る
こ
と
を
防
止
で
き
る
こ
と
。

 

 

な
し

 

要
件
５
５
．

 
燃
料
の
臨
界
防
止

 

燃
料
の
貯
蔵
設
備
及
び
取
扱
設
備
は
、
幾
何
学
的
な
安
全
配
置
又
は
そ
の
他
の
適
切
な
手
段
に
よ
り
、
想
定
さ
れ
る
い
か
な

る
場
合
で
も
、
臨
界
を
防
止
で
き
る
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

 

な
し

 

要
件
５
６
．

 
燃
料
取
扱
場
所
の
モ
ニ
タ
リ
ン
グ

 

燃
料
取
扱
場
所
は
、
崩
壊
熱
の
除
去
能
力
の
喪
失
に
至
る
状
態
及
び
過
度
の
放
射
線
レ
ベ
ル
を
検
出
で
き
る
と
と
も
に
、
こ
れ

を
適
切
に
従
事
者
に
伝
え
る
か
、
又
は
こ
れ
に
対
し
て
自
動
的
に
対
処
で
き
る
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

 

な
し
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別
表

1
 
高
速
増
殖
炉
の
安
全
設
計
要
件
の
素
案
（

1
6
/1

7
）

 
Ⅹ
Ⅵ
．

 
放
射
性
廃
棄
物
処
理
施
設

 
本
文
の
解
説

 

要
件
５
７
．

 
放
射
性
気
体
廃
棄
物
の
処
理
施
設

 

原
子
炉
施
設
の
運
転
に
伴
い
発
生
す
る
放
射
性
気
体
廃
棄
物
の
処
理
施
設
は
、
適
切
な
ろ
過
、
貯
留
、
減
衰
、
管
理
等
に
よ

り
、
周
辺
環
境
に
対
し
て
、
放
出
放
射
性
物
質
の
濃
度
及
び
量
を
合
理
的
に
達
成
で
き
る
限
り
低
減
で
き
る
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

 

な
し

 

要
件
５
８
．

 
放
射
性
液
体
廃
棄
物
の
処
理
施
設

 

1
. 
原
子
炉
施
設
の
運
転
に
伴
い
発
生
す
る
放
射
性
液
体
廃
棄
物
の
処
理
施
設
は
、
適
切
な
ろ
過
、
蒸
発
処
理
、
イ
オ
ン
交
換
、

貯
留
、
減
衰
、
管
理
等
に
よ
り
、
周
辺
環
境
に
対
し
て
、
放
出
放
射
性
物
質
の
濃
度
及
び
量
を
合
理
的
に
達
成
で
き
る
限
り
低
減

で
き
る
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

2
. 
放
射
性
液
体
廃
棄
物
の
処
理
施
設
及
び
こ
れ
に
関
連
す
る
施
設
は
、
こ
れ
ら
の
施
設
か
ら
の
液
体
状
の
放
射
性
物
質
の
漏

え
い
の
防
止
及
び
敷
地
外
へ
の
管
理
さ
れ
な
い
放
出
の
防
止
を
考
慮
し
た
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

 

な
し

 

要
件
５
９
．

 
放
射
性
固
体
廃
棄
物
の
処
理
施
設

 

原
子
炉
施
設
か
ら
発
生
す
る
放
射
性
固
体
廃
棄
物
の
処
理
施
設
は
、
廃
棄
物
の
破
砕
、
圧
縮
、
焼
却
、
固
化
等
の
処
理
過
程

に
お
け
る
放
射
性
物
質
の
散
逸
等
の
防
止
を
考
慮
し
た
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

 

な
し

 

要
件
６
０
．

 
固
体
廃
棄
物
貯
蔵
施
設

 

固
体
廃
棄
物
貯
蔵
施
設
は
、
原
子
炉
施
設
か
ら
発
生
す
る
放
射
性
固
体
廃
棄
物
を
貯
蔵
す
る
容
量
が
十
分
で
あ
る
と
と
も

に
、
廃
棄
物
に
よ
る
汚
染
の
拡
大
防
止
を
考
慮
し
た
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

 

な
し
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別
表

1
 
高
速
増
殖
炉
の
安
全
設
計
要
件
の
素
案
（

1
7
/1

7
）

 
Ⅹ
Ⅶ
．

 
放
射
線
管
理

 
本
文
の
解
説

 

要
件
６
１
．

 
周
辺
の
放
射
線
防
護

 

原
子
炉
施
設
は
、
通
常
運
転
時
に
お
い
て
原
子
炉
施
設
か
ら
の
直
接
ガ
ン
マ
線
及
び
ス
カ
イ
シ
ャ
イ
ン
ガ
ン
マ
線
に
よ
る
敷
地

周
辺
の
空
間
線
量
率
を
合
理
的
に
達
成
で
き
る
限
り
低
減
で
き
る
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

 

な
し

 

要
件
６
２
．

 
放
射
線
業
務
従
事
者
の
放
射
線
防
護

 

1
. 
原
子
炉
施
設
は
、
放
射
線
業
務
従
事
者
の
立
入
場
所
に
お
け
る
線
量
を
合
理
的
に
達
成
で
き
る
限
り
低
減
で
き
る
よ
う
に
、
放

射
線
業
務
従
事
者
の
作
業
性
等
を
考
慮
し
て
、
遮
へ
い
、
機
器
の
配
置
、
遠
隔
操
作
、
放
射
性
物
質
の
漏
え
い
防
止
、
換
気
等
、

所
要
の
放
射
線
防
護
上
の
措
置
を
講
じ
た
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

2
. 
原
子
炉
施
設
は
、
異
常
状
態
に
お
い
て
放
射
線
業
務
従
事
者
が
必
要
な
操
作
を
行
う
こ
と
が
で
き
る
よ
う
に
、
放
射
線
防
護
上

の
措
置
を
講
じ
た
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

 

な
し

 

要
件
６
３
．

 
放
射
線
業
務
従
事
者
の
放
射
線
管
理

 

原
子
炉
施
設
は
、
放
射
線
業
務
従
事
者
を
放
射
線
か
ら
防
護
す
る
た
め
に
、
放
射
線
被
ば
く
を
十
分
に
監
視
及
び
管
理
す
る
た

め
の
放
射
線
管
理
施
設
を
設
け
た
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

ま
た
、
放
射
線
管
理
施
設
は
、
必
要
な
情
報
を
制
御
室
又
は
適
当
な
場
所
に
表
示
で
き
る
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

 

な
し

 

要
件
６
４
．

 
放
射
線
監
視

 

原
子
炉
施
設
は
、
通
常
運
転
時
及
び
異
常
状
態
に
お
い
て
、
尐
な
く
と
も
原
子
炉
格
納
容
器
内
雰
囲
気
、
原
子
炉
施
設
の
周
辺

監
視
区
域
周
辺
及
び
放
射
性
物
質
の
放
出
経
路
を
適
切
に
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
で
き
る
と
と
も
に
、
必
要
な
情
報
を
制
御
室
又
は
適
当

な
場
所
に
表
示
で
き
る
設
計
で
あ
る
こ
と
。

 

 

な
し
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付録 C 高速増殖炉の安全機能の重要度分類要件案 

 

○高速増殖炉の安全機能の重要度分類要件（素案） 
 

I．まえがき 

本要件は、安全審査ワーキンググループによる検討の結果を安全設計の観点から整理する

ことを目的としてとりまとめたものである。 

 

原子炉施設の安全性を確保するために必要な各種の機能（以下、「安全機能」という）に

ついて、安全上の見地からそれらの相対的な重要度を定め、もって、これらの安全機能を果

たすべき構築物、系統および機器の設計に対して適切な要求を課すための基礎を定めること

が、安全機能の重要度分類の目的である。ここでは、「発電用軽水型原子炉施設の安全機能

の重要度分類に関する審査指針」を参考にするとともに、確率論的な検討、すなわち定量的

な信頼度や事象発生頻度に基づく考察も踏まえて、高速増殖炉の安全機能の重要度分類に関

する要件をまとめた。 

なお、本要件は、現在設計研究が進められている高速炉を対象に、その研究進捗に応じた

適用性検討に基づき作成されたものであるが、今後の設計研究および安全研究の進展を踏ま

えて、引続き明確化・具体化を図っていく必要がある。 

 

II．本要件の位置づけと適用範囲 

本要件は、今日までの高速増殖炉に関する経験と最新の技術的知見に基づき、高速増殖炉

の設置許可申請に係る安全審査において、「高速増殖炉の安全設計要件」（以下「安全設計要

件」という。）に定める各要件の具体的な適用に当たって、安全機能の重要度分類について

の判断のめやすを与えるものである。 

 

III．安全機能の重要度分類 

1. 安全機能の区分 

安全機能を有する構築物、系統及び機器を、それが果たす安全機能の性質に応じて、

次の２種類に分類する。 

(1) その機能の喪失により、原子炉施設を異常状態に陥れ、もって一般公衆ないし従

事者に過度の放尃線被ばくを及ぼすおそれのあるもの（異常発生防止系。以下「PS」

という。）。 

(2) 原子炉施設の異常状態において、この拡大を防止し、又はこれを速やかに収束せ

しめ、もって一般公衆ないし従事者に及ぼすおそれのある過度の放尃線被ばくを防

止し、又は緩和する機能を有するもの（異常影響緩和系。以下「MS」という。）。 

 

2. 重要度分類 

PS 及び MS のそれぞれに属する構築物、系統及び機器を、その有する安全機能の重

要度に応じ、それぞれクラス１、クラス２及びクラス３に分類する。それぞれのクラス

の呼称は第１表に掲げるとおりとし、それぞれのクラスに属する構築物、系統及び機器

の定義並びにその安全機能は、第２表に掲げるとおりとする。 

 

IV．分類の適用の原則 

第２表に示す分類を、具体的に適用する場合は、原則として次頄以下に定めるところによ

るものとする。 

1. 関連系の範囲と分類 

第２表に示す安全機能を直接果たす構築物、系統及び機器（以下「当該系」という。）

が、その機能を果たすために直接又は間接に必要とする構築物、系統及び機器（以下「関

連系」という。）の範囲と分類は、次の各号に掲げるところによるものとする。 

(1) 当該系の機能遂行に直接必要となる関連系は、当該系と同位の重要度を有するも

のとみなす。 
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(2) 当該系の機能遂行に直接必要はないが、その信頼性を維持し、又は担保するため

に必要な関連系は、当該系より下位の重要度を有するものとみなす。ただし、当該

系がクラス３であるときは、関連系はクラス３とみなす。 

2. 二つ以上の安全機能を有する構築物、系統及び機器 

一つの構築物、系統及び機器が、二つ以上の安全機能を有するときは、果たすべきす

べての安全機能に対する設計上の要求を満足しなければならない。 

3. 分離及び隔離の原則 

安全機能を有する構築物、系統又は機器は、これら二つ以上のものの間において、又

は安全機能を有しないものとの間において、その一方の運転又は故障等により、同位な

いし上位の重要度を有する他方に期待される安全機能が阻害され、もって原子炉施設の

安全が損なわれることのないように、機能的隔離及び物理的分離を適切に考慮しなけれ

ばならない。 

4. 異クラスの接続 

重要度の異なる構築物、系統又は機器を接続するときは、下位の重要度のものに上位

の重要度のものと同等の設計上の要求を課すか、又は上位の重要度のものと同等の隔離

装置等によって、下位の重要度のものの故障等により上位の重要度のものの安全機能が

損なわれないように、適切な機能的隔離が行われるよう考慮しなければならない。 

 

V．安全機能を有する構築物、系統及び機器に対する設計上の考慮 

1. 基本的目標 

各クラスに属する構築物、系統及び機器の基本設計ないし基本的設計方針は、確立さ

れた設計、建設及び試験の技術並びに運転管理により、安全機能確保の観点から、次の

各号に掲げる基本的目標を達成できるものでなければならない。 

(1) クラス１：合理的に達成し得る最高度の信頼性を確保し、かつ、維持すること。 

(2) クラス２：高度の信頼性を確保し、かつ、維持すること。 

(3) クラス３：一般の産業施設と同等以上の信頼性を確保し、かつ、維持すること。 

2. 「安全設計要件」への分類の適用 

安全機能を有する構築物、系統及び機器については、上記 1.の基本的目標を満足する

ように、設計上の配慮がなされなければならない。このため、「安全設計要件」に、本

要件の分類を次の各号に定めるところにより適用する。 

(1) 信頼性に対する設計上の考慮 

次に掲げる系統は、「安全設計要件」要件 10．第 2 頄の「重要度の特に高い安全機

能を有する系統」とみなす。 

(a) MS-1 

(b) MS-2 のうち 

i) 事故時のプラント状態の把握機能を果たすべき系統 

ii) 使用済燃料の冷却機能を果たすべき系統 

iii) 蒸気発生器水漏えい時の健全性確保機能の一部（水漏えい検出系） 

(2) 自然現象に対する設計上の考慮 

次に掲げるものは、「安全設計要件」要件 2．第 2 頄の「重要度の特に高い安全機

能を有する構築物、系統及び機器」とみなす。 

(a) クラス 1 

(b) クラス 2 のうち、特に自然現象の影響を受けやすく、かつ、代替手段によって

その機能の維持が困難であるか、又はその修復が著しく困難な構築物、系統及

び機器。 

(3) 電気系統に対する設計上の考慮 

「安全設計要件」要件 47．第 1 頄及び第 4 頄の「重要度の特に高い安全機能」及

び「重要度の高い安全機能」とは、それぞれ次に掲げるものをいう。 

(a) 重要度の特に高い安全機能 

i) MS-1 

ii) MS-2 のうち、 
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ｱ) 事故時のプラント状態の把握機能 

ｲ) 使用済燃料の冷却機能 

ｳ) 蒸気発生器の水漏えい時の健全性確保機能の一部（水漏えい検出系） 

ｴ) 制御室外からの安全停止機能 

ｵ) 非放尃性ナトリウムの燃焼抑制機能（原子炉停止後の除熱機能） 

(b) 重要度の高い安全機能 

i) クラス 1 

ii) クラス 2 

 

 

 

 

 

 

 

第 1 表. 安全上の機能別重要度分類 

機能による分類 

 

 

重要度による分類 

安全機能を有する構築物、系統及

び機器 安全機能を有しな

い構築物、系統及

び機器 

異常の発生防

止機能を有す

るもの(PS) 

異常の影響緩

和の機能を有

するもの(MS) 

安全に関連する構

築物、系統及び機

器 

クラス 1 

クラス 2 

クラス 3 

PS-1 

PS-2 

PS-3 

MS-1 

MS-2 

MS-3 

 

安全に関連しない構築物、系統

及び機器 

  安全機能以外の機

能のみを行うもの 
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第 2 表. 安全上の機能別重要度分類 

分類 定義 機能 

ク

ラ

ス

１ 

PS-1 1) その損傷又は故障により発生する

事象によって、 

(a) 炉心の著しい損傷、又は 

(b) 燃料の大量の破損 

を引き起こすおそれのある構築物、系

統及び機器 

1) 原子炉冷却材バウンダリ機能 

2) 炉心形状の維持機能 

MS-1 1) 異常状態発生時に原子炉を緊急に

停止し、残留熱を除去し、敷地周辺公

衆への過度の放尃線の影響を防止す

る構築物、系統及び機器 

1) 原子炉の緊急停止機能 

2) 未臨界維持機能 

3) 原子炉停止後の除熱機能 

4) 原子炉冷却材の液位確保機能 

5) 放尃性物質の閉じ込め機能、放尃線の遮へい及び

放出低減機能 

2) 安全上必須なその他の構築物、系統

及び機器 

1) 特に重要な安全機能を有する設備への作動信号

の発生機能 

2) 放尃性ナトリウム燃焼抑制機能（放尃性物質の閉

じ込め機能維持） 

3) 安全上特に重要な関連機能 

ク

ラ

ス

２ 

PS-2 1) その損傷又は故障により発生する

事象によって、炉心の著しい損傷又は

燃料の大量の破損を直ちに引き起こ

すおそれはないが、敷地外への過度の

放尃性物質の放出のおそれのあるか、

若しくはナトリウムと水との化学反

応又は化学反応生成物の影響により

原子炉施設の安全性が損なわれるお

それのある構築物、系統及び機器 

1) 原子炉冷却材バウンダリとあいまって、一次系の

障壁となる機能 

2) 原子炉冷却材を内蔵する機能（ただし、原子炉冷

却材バウンダリに直接接続されていないものは除

く。） 

3) 原子炉冷却材バウンダリに直接接続されていな

いものであって、放尃性物質を貯蔵する機能 

4) 燃料を安全に取り扱う機能 

5) 非放尃性ナトリウムの保持機能 

6) ナトリウムと水との障壁となる機能 

7) 使用済燃料の冷却機能 

MS-2 1) PS-2 の構築物、系統及び機器の損傷

又は故障により敷地周辺公衆に与え

る放尃線の影響を十分小さくするよ

うにする構築物、系統及び機器 

1) 使用済み燃料の冷却機能 

2) 使用済み燃料の冷却材液位確保機能 

3) 放尃性物質放出の防止機能 

2) 異常状態への対応上特に重要な構

築物、系統及び機器 

1) 事故時のプラント状態の把握機能 

2) 制御室外からの安全停止機能 

3) 非放尃性ナトリウムの燃焼抑制機能（原子炉停止

後の除熱機能） 

4) 蒸気発生器水漏えい時の健全性確保機能 

ク

ラ

ス

３ 

PS-3 1) 異常状態の起因事象となるもので

あって、PS-1 及び PS-2 以外の構築物、

系統及び機器 

1) 主冷却系冷却材の循環機能 

2) 使用済燃料冷却材の循環機能 

3) 放尃性物質の貯蔵機能 

4) 電源供給機能（非常用を除く。） 

5) プラント計測・制御機能（安全保護機能を除く。） 

6) プラント運転補助機能 

7) ナトリウム酸化防止機能 

8) 非放尃性ナトリウムの浄化機能 

9) 燃料集合体毎の流量配分機能 

2) 冷却材中放尃性物質濃度を通常運

転に支障のない程度に低く抑える構

築物、系統及び機器 

1) 核分裂生成物の原子炉冷却材中への放散防止機

能 

2) 冷却材の浄化機能 

MS-3 1) 運転時の異常な過渡変化があって

も、MS-1、MS-2 とあいまって、事象

を緩和する構築物、系統及び機器 

1) 運転時の異常な過渡変化時の事象緩和機能 

2) 異常状態への対応上必要な構築物、

系統及び機器 

1) 緊急時対策上重要なもの及び異常状態の把握機

能 

2) 非放尃性ナトリウムの燃焼抑制機能 
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国際単位系（SI）

乗数　 接頭語 記号 乗数　 接頭語 記号

1024 ヨ タ Ｙ 10-1 デ シ d
1021 ゼ タ Ｚ 10-2 セ ン チ c
1018 エ ク サ Ｅ 10-3 ミ リ m
1015 ペ タ Ｐ 10-6 マイクロ µ
1012 テ ラ Ｔ 10-9 ナ ノ n
109 ギ ガ Ｇ 10-12 ピ コ p
106 メ ガ Ｍ 10-15 フェムト f
103 キ ロ ｋ 10-18 ア ト a
102 ヘ ク ト ｈ 10-21 ゼ プ ト z
101 デ カ da 10-24 ヨ ク ト y

表５．SI 接頭語

名称 記号 SI 単位による値

分 min 1 min=60s
時 h 1h =60 min=3600 s
日 d 1 d=24 h=86 400 s
度 ° 1°=(π/180) rad
分 ’ 1’=(1/60)°=(π/10800) rad
秒 ” 1”=(1/60)’=(π/648000) rad

ヘクタール ha 1ha=1hm2=104m2

リットル L，l 1L=11=1dm3=103cm3=10-3m3

トン t 1t=103 kg

表６．SIに属さないが、SIと併用される単位

名称 記号 SI 単位で表される数値

電 子 ボ ル ト eV 1eV=1.602 176 53(14)×10-19J
ダ ル ト ン Da 1Da=1.660 538 86(28)×10-27kg
統一原子質量単位 u 1u=1 Da
天 文 単 位 ua 1ua=1.495 978 706 91(6)×1011m

表７．SIに属さないが、SIと併用される単位で、SI単位で
表される数値が実験的に得られるもの

名称 記号 SI 単位で表される数値

キ ュ リ ー Ci 1 Ci=3.7×1010Bq
レ ン ト ゲ ン R 1 R = 2.58×10-4C/kg
ラ ド rad 1 rad=1cGy=10-2Gy
レ ム rem 1 rem=1 cSv=10-2Sv
ガ ン マ γ 1γ=1 nT=10-9T
フ ェ ル ミ 1フェルミ=1 fm=10-15m
メートル系カラット 1メートル系カラット = 200 mg = 2×10-4kg
ト ル Torr 1 Torr = (101 325/760) Pa
標 準 大 気 圧 atm 1 atm = 101 325 Pa

1cal=4.1858J（｢15℃｣カロリー），4.1868J
（｢IT｣カロリー）4.184J（｢熱化学｣カロリー）

ミ ク ロ ン µ  1 µ =1µm=10-6m

表10．SIに属さないその他の単位の例

カ ロ リ ー cal

(a)SI接頭語は固有の名称と記号を持つ組立単位と組み合わせても使用できる。しかし接頭語を付した単位はもはや
　コヒーレントではない。
(b)ラジアンとステラジアンは数字の１に対する単位の特別な名称で、量についての情報をつたえるために使われる。

　実際には、使用する時には記号rad及びsrが用いられるが、習慣として組立単位としての記号である数字の１は明
　示されない。
(c)測光学ではステラジアンという名称と記号srを単位の表し方の中に、そのまま維持している。

(d)ヘルツは周期現象についてのみ、ベクレルは放射性核種の統計的過程についてのみ使用される。

(e)セルシウス度はケルビンの特別な名称で、セルシウス温度を表すために使用される。セルシウス度とケルビンの

　 単位の大きさは同一である。したがって、温度差や温度間隔を表す数値はどちらの単位で表しても同じである。

(f)放射性核種の放射能（activity referred to a radionuclide）は、しばしば誤った用語で”radioactivity”と記される。

(g)単位シーベルト（PV,2002,70,205）についてはCIPM勧告2（CI-2002）を参照。

（a）量濃度（amount concentration）は臨床化学の分野では物質濃度

　　（substance concentration）ともよばれる。
（b）これらは無次元量あるいは次元１をもつ量であるが、そのこと
 　　を表す単位記号である数字の１は通常は表記しない。

名称 記号
SI 基本単位による

表し方

秒ルカスパ度粘 Pa s m-1 kg s-1

力 の モ ー メ ン ト ニュートンメートル N m m2 kg s-2

表 面 張 力 ニュートン毎メートル N/m kg s-2

角 速 度 ラジアン毎秒 rad/s m m-1 s-1=s-1

角 加 速 度 ラジアン毎秒毎秒 rad/s2 m m-1 s-2=s-2

熱 流 密 度 , 放 射 照 度 ワット毎平方メートル W/m2 kg s-3

熱 容 量 , エ ン ト ロ ピ ー ジュール毎ケルビン J/K m2 kg s-2 K-1

比熱容量，比エントロピー ジュール毎キログラム毎ケルビン J/(kg K) m2 s-2 K-1

比 エ ネ ル ギ ー ジュール毎キログラム J/kg m2 s-2

熱 伝 導 率 ワット毎メートル毎ケルビン W/(m K) m kg s-3 K-1

体 積 エ ネ ル ギ ー ジュール毎立方メートル J/m3 m-1 kg s-2

電 界 の 強 さ ボルト毎メートル V/m m kg s-3 A-1

電 荷 密 度 クーロン毎立方メートル C/m3 m-3 sA
表 面 電 荷 クーロン毎平方メートル C/m2 m-2 sA
電 束 密 度 ， 電 気 変 位 クーロン毎平方メートル C/m2 m-2 sA
誘 電 率 ファラド毎メートル F/m m-3 kg-1 s4 A2

透 磁 率 ヘンリー毎メートル H/m m kg s-2 A-2

モ ル エ ネ ル ギ ー ジュール毎モル J/mol m2 kg s-2 mol-1

モルエントロピー, モル熱容量ジュール毎モル毎ケルビン J/(mol K) m2 kg s-2 K-1 mol-1

照射線量（Ｘ線及びγ線） クーロン毎キログラム C/kg kg-1 sA
吸 収 線 量 率 グレイ毎秒 Gy/s m2 s-3

放 射 強 度 ワット毎ステラジアン W/sr m4 m-2 kg s-3=m2 kg s-3

放 射 輝 度 ワット毎平方メートル毎ステラジアン W/(m2 sr) m2 m-2 kg s-3=kg s-3

酵 素 活 性 濃 度 カタール毎立方メートル kat/m3 m-3 s-1 mol

表４．単位の中に固有の名称と記号を含むSI組立単位の例

組立量
SI 組立単位

名称 記号

面 積 平方メートル m2

体 積 立法メートル m3

速 さ ， 速 度 メートル毎秒 m/s
加 速 度 メートル毎秒毎秒 m/s2

波 数 毎メートル m-1

密 度 ， 質 量 密 度 キログラム毎立方メートル kg/m3

面 積 密 度 キログラム毎平方メートル kg/m2

比 体 積 立方メートル毎キログラム m3/kg
電 流 密 度 アンペア毎平方メートル A/m2

磁 界 の 強 さ アンペア毎メートル A/m
量 濃 度 (a) ， 濃 度 モル毎立方メートル mol/m3

質 量 濃 度 キログラム毎立法メートル kg/m3

輝 度 カンデラ毎平方メートル cd/m2

屈 折 率 (b) （数字の）　１ 1
比 透 磁 率 (b) （数字の）　１ 1

組立量
SI 基本単位

表２．基本単位を用いて表されるSI組立単位の例

名称 記号
他のSI単位による

表し方
SI基本単位による

表し方
平 面 角 ラジアン(ｂ) rad 1（ｂ） m/m
立 体 角 ステラジアン(ｂ) sr(c) 1（ｂ） m2/m2

周 波 数 ヘルツ（ｄ） Hz s-1

ントーュニ力 N m kg s-2

圧 力 , 応 力 パスカル Pa N/m2 m-1 kg s-2

エ ネ ル ギ ー , 仕 事 , 熱 量 ジュール J N m m2 kg s-2

仕 事 率 ， 工 率 ， 放 射 束 ワット W J/s m2 kg s-3

電 荷 , 電 気 量 クーロン A sC
電 位 差 （ 電 圧 ） , 起 電 力 ボルト V W/A m2 kg s-3 A-1

静 電 容 量 ファラド F C/V m-2 kg-1 s4 A2

電 気 抵 抗 オーム Ω V/A m2 kg s-3 A-2

コ ン ダ ク タ ン ス ジーメンス S A/V m-2 kg-1 s3 A2

バーエウ束磁 Wb Vs m2 kg s-2 A-1

磁 束 密 度 テスラ T Wb/m2 kg s-2 A-1

イ ン ダ ク タ ン ス ヘンリー H Wb/A m2 kg s-2 A-2

セ ル シ ウ ス 温 度 セルシウス度(ｅ) ℃ K
ンメール束光 lm cd sr(c) cd

スクル度照 lx lm/m2 m-2 cd
放射性核種の放射能（ ｆ ） ベクレル（ｄ） Bq s-1

吸収線量, 比エネルギー分与,
カーマ

グレイ Gy J/kg m2 s-2

線量当量, 周辺線量当量, 方向

性線量当量, 個人線量当量
シーベルト（ｇ） Sv J/kg m2 s-2

酸 素 活 性 カタール kat s-1 mol

表３．固有の名称と記号で表されるSI組立単位
SI 組立単位

組立量

名称 記号 SI 単位で表される数値

バ ー ル bar １bar=0.1MPa=100kPa=105Pa
水銀柱ミリメートル mmHg 1mmHg=133.322Pa
オングストローム Å １Å=0.1nm=100pm=10-10m
海 里 Ｍ １M=1852m
バ ー ン b １b=100fm2=(10-12cm)2=10-28m2

ノ ッ ト kn １kn=(1852/3600)m/s
ネ ー パ Np
ベ ル Ｂ

デ ジ ベ ル dB       

表８．SIに属さないが、SIと併用されるその他の単位

SI単位との数値的な関係は、
　　　　対数量の定義に依存。

名称 記号

長 さ メ ー ト ル m
質 量 キログラム kg
時 間 秒 s
電 流 ア ン ペ ア A
熱力学温度 ケ ル ビ ン K
物 質 量 モ ル mol
光 度 カ ン デ ラ cd

基本量
SI 基本単位

表１．SI 基本単位

名称 記号 SI 単位で表される数値

エ ル グ erg 1 erg=10-7 J
ダ イ ン dyn 1 dyn=10-5N
ポ ア ズ P 1 P=1 dyn s cm-2=0.1Pa s
ス ト ー ク ス St 1 St =1cm2 s-1=10-4m2 s-1

ス チ ル ブ sb 1 sb =1cd cm-2=104cd m-2

フ ォ ト ph 1 ph=1cd sr cm-2 104lx
ガ ル Gal 1 Gal =1cm s-2=10-2ms-2

マ ク ス ウ ｪ ル Mx 1 Mx = 1G cm2=10-8Wb
ガ ウ ス G 1 G =1Mx cm-2 =10-4T
エルステッド（ ｃ ） Oe 1 Oe　  (103/4π)A m-1

表９．固有の名称をもつCGS組立単位

（c）３元系のCGS単位系とSIでは直接比較できないため、等号「　　 」

　　 は対応関係を示すものである。
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